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序文
本書は、 ウ ク ラ イ ナ政府緊急事態省が 2011 年に公表 した国家報告書 「チェルノ プイ リ 事故か ら 25
年：将来へ向 けた安全性」 （原文 ： ワ ク ラ イ ナ語 ・ 英語） を 日 本語に翻訳 し、 進藤が研究協力者であ る
科研費プロ ジ ェ ク ト 「世界の核災害における後始末に関する調査研究」 （代表 ・ 今中哲二） の成果 と し
て KUR レ ポー ト と して出版す る に至った も のである。 翻訳に際 しては、 東京電力福島原発事故に よ る
影響 （以後、 東電核災害 と 略す る ） を克服す る 為の対策について、 広 く 一般市民な ら びに行政担当 者
に議論の基礎を提供する こ と 、 並びに同核災害 に よ る 現世代及び将来世代への悪影響を最小限に喰い
止 め る 為の施策の形成に貢献する こ と を 目 的 と した。
東電核災害発生か ら 5 年の月 日 が経 と う と し て い る 。 し か し、 残念な が ら 、 大規模核災害 と い う も
の に 関する全体像及び執 ら れ る べ き 対策の類型に関する理解が、 広 く 共有 さ れて い る と は言い難い状
況 に あ る 。 その大き な要因 と して は、 大規模核災害 と い う も の及びその影響を克服する 為 の対策につ
いて の体系だった知識に関す る 、 日 本語文献の貧困が挙げ られる。 本翻訳の原著であ る ウ ク ラ イ ナ政
府国家報告は、 東電核災害が発生する 以前は唯一無二の大規模核災害 と して知 られて いた、 チェルノ
プイ リ 核災害の全貌を コ ンパク ト に ま と めている。 のみな らず、 チェル ノ ブイ リ 核災害に よ る 悪影響
を克服する為に執 られた 25 年間の対策の暫L跡を、 網羅的に叙述 して い る 。 東電核災害に よ る悪影響の
克服に際 しては、 チェルノ プイ リ 核災害 と その影響を克服する為に執られた対策 か ら 、 学ぶべき 部分
が非常に多い。 故に、 本翻訳が人口に謄突 し、 東電核災害に よ る 悪影響の克服に有効に活か さ れ ん こ
と を祈念致したい。
本翻訳 に あたっ て は、 非常に多く の方々 の御協力 をいただいた。 1 章は、 河野益近氏に翻訳作業に
御協力いただいた。 2 章は、 一部の翻訳を竹内高明氏に委託 した他、 大池智士 ・ 大塚泰介 ・ 河野益近 ・
小林舞 ・ 曽我江里 ・ 吉田政隆の各氏に翻訳作業に御協力 いただいた。 3 章 と 4 章に 関 し て は、 NPO 法
人 『市民科学研究室』 が 2013 年 4 月 に公表 な さ った訳文に、 同法人の上回目文氏 ・ 吉 田 由布子氏から
了解を頂いて、 匿名有志が手を入れた。 5 章は、 一部の翻訳を竹内高明氏に委託 した他、 河野益近 ・ 西
崎和子の両氏に翻訳作業に御協力 いただいた。 6 章は、 平井康宏氏に翻訳作業に御協力いただいた。 7
章は、 魚住昭三 ・ 河野益近 ・ 平井康宏 ・ 渡辺糟平 ・ 匿名有志の各氏に翻訳作業に御協力いただいた。 8
章は、 翻訳 を竹内高明氏に委託 した他、 渡辺浩平氏に翻訳作業に御協力 いただいた。 但 し、 全体の訳
文 を調整 し、 表現を統ー したのは監訳者た る 進藤であ り 、 本翻訳の至 ら な さ に関する 責は、 全て進藤
に帰する こ と をお断 り しておく 。 また、 2 章の ウ ク ラ イ ナ語版のみに あ る 部分については、 ワ ク ラ イ ナ
のResource and Analysis Center“Society and Env ironment” に英訳を委託 した。 Tamara Litvinenko ・ Vasily
Pe凶v の両氏には、 ワ ク ラ イ ナ語表記について の御指導をいただいた。 今中哲二氏には、 専門用語等の
監修を して いただいた。 尾川 ｜耕氏には、 DTP 作業を委託 した。 石田紀郎 ・ 今 中哲三 ・ 魚住昭三 ・ 上回
目文 ・ 河野益近 ・ 平井康宏 ・ 吉回由布子. Andriy An世田evych の各氏には、 翻訳作業の遂行に関 して多
大な御支援をいただいた。 笠原一浩 ・ 武田暢生 ・ 和 田喜彦 ・ Joanna Cornelius • Eka伽ina Sofronova の各
氏に も 、 各種の御助力をいただいた。 そ して、 在 日 本 ウ ク ラ イ ナ大使館には、 本翻訳の御許可をいた
だいた。 こ れ ら の方々 の御協力 がな ければ、 本翻訳は日の 目 を見なかった。 こ の場をお借 り して、 改
めて心よ り の感謝を申 し上げる。
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This is也e Japanese tr佃slation of the Ukrainian National R句ort "1\venty-five Years a食er Chernobyl Accident: 
Safety for the Future”， published by the Minis町ofUkraine of Emergencies血201 1 (in Ukr剖血卸値d English). 
This Japanese仕組slation is published as an outcome of the KAKENHI research project on liqui白tions ofNucle紅
Disasters in the World (headed by Tets可i Imanaka), in which Sh泊do partici抑制，組d as a KUR report of the 
Research Reactor Institu旬at Kyo加Universiザ. The objective of publishing也is Jap但ese translation is to provide 
basic information on how to overcome the consequ佃.ces of a large-scale Nuclear Disaster for the wide range of 
public, including decision-mak1町s and adminis回.tive staff. By doing so, this publication aims at invigorating 
disc凶sions ov1釘meas田es to be applied for ov·町coming也e co凶equences of仕1e TEPCO Nuclear Disast町 （s加ted
血11也 March 2011 at Fukushima）， 血d atおm也g prop町 schemes to mini凶se the consequences onα町nt血d
血旬re generations. 
It is neary five years since 1 1血 March 2011 .  However, in Japan, it is hardly said也at血e understanding on 
the large-scale Nuclear Disaster and on旬pes of measures should be taken for overcoming its conseq1田町es is 
wildly sh紅·ed among the public. It is也e poverザ ofknowledge on these topics in writ en Japanese也at caused也is
lack of understa出g. The original text of也is紅白1slation tightly summarised the whole picture of也e Chernobyl 
Nuclear Dis筒ter, which had been the only large-scale Nuclear Disaster until 1 1th March 2011. More importantly, 
it describes all sorts of measures and schemes taken也 Ukraine 企om 1986 to 2011 in order to ov町come the 
consequences of the Chenobyl Nuclear Disast渇r，血a quite well s加ictured mann町. In o也er words， 金om血e
contents of也is text, Japanese readers町e able to learn a lot about the very problems currenty facing wi血
Therefore, I wish many Japanese readers will read也is text, and utilise由e knowledge writ en here effectively句
overcome也c consequences of the τ'EPCO Nuclear Disaster. 
This Jap組問国nslation was m吋e possible伽ough the contributions and supports of many people. I wish 
旬 express my debt of grati佃.de to也e following con仕ibuters姐d suppo此倒的m也e bottom of my heart. The 
con·出buters of仕組sl組on works are as follows: Ch 1 - Kohno M.; Ch 2 - Kobayashi M., Kohno M, Ohtsuka T., 
Oike S., Soga E., Takeuchi T. (outsourced some s回首ons）組dYoshida M.; Ch 5 - Kohno M., Nishizaki K.組d
Takeuchi T. (outsourced some sections); Ch 6 - Hirai Y.; Ch 7 -Anonymous conrtibuter, Hirai Y., Kohno M, 
Uozumi S. and Watanabe K.; Ch 8 -Takeuchi T. (outsourced sections) and Wa:伽abe K. Regarding Ch 3姐d Ch 4, 
Anonymous con往ibuter revised the already publicised仕組slation町eated by the Ci也en's Science Initiative Japan 
(NPO), wi也 permission of its leaders (l胤a A. and Yoshi伽Y.). However, the whole editing work w錨conducted
by Shindo，組d so Shido is responsible for姐y mis回nslation担the Jap組.ese text. In addition, English位anslation
of the some cont四ts of Ch 2 that only exist血Ukrainian original w田outsourced旬也e Resource and Analysis 
Cen町“Society組d Environm担t”収Jkraine). The pronounciation of Ukrain an terms and也eir meanings were 
taught by Litvinenko T. and Petriv V. Technical termes w悶supervised by Im阻止a T. DTP work w踊outsourced
to Ogawa K. Vi剖t suppo抗s were provided by Andrusevyvh A，出raiY., Im姐aka T., I曲i血N., Kohno M., Ueda A., 
Uozumi S.血dYoshida Y., while proceeding the entire位置1slation work. Various helps w釘e provided by Cornelius 
J., K錨ahara K., So企onova E., Takeda N. 阻d WadaY. The住anslation approval was obtained from也e Embassy of 
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第 1 章 ： 核災害 と 初期対応
1 .  1 チ ェ ルノ ブイ リ 原発事故の原因と 規模
1986 年 4 月 26 日 、 チェルノ プイ リ 原子力発電所 4 号炉で、 外部電源を喪失 した場合に発電所に必要
な電源供給装置の設計条件をテス ト していた最中、 致命的 な結果を伴 う 原発事故が発生 した。 同様の
テス ト は、 これ以前に も 1982 年にチェルノ プイ リ 原発 3 号炉で、 そ して 1984 年 と 1985 年に同 4 号炉
で行われた。 しかし、 それら の全てが、 発電機作動システム の不十分な特性の為 に失敗に終わっ た。
事故の諸原因は、 旧 ソ連及び圏外の組織や個人の専門家に よ っ て分析 さ れた。 こ れに よ り 、 事故前
の原子炉の状態 と 、 壊滅的な出力暴走に至っ た諸条件を作 り 出 した三つ の主要原因 を指摘す る こ と が
出来る。
ー 事故前の原子炉の物理的及び熱流体力学的安定性は、 僅かな振動に よ っ てです ら 乱 さ れ る よ う
な状態で あ っ た。 こ の よ う な原子炉の状態は、 運転員の操作に起因 してお り 、 電源テ ス ト の前
に起こっ ていた。 テス ト の開始前に、 反応度操作余裕 1 を除く 、 全ての原子炉パ ラ メ ー タ は、 運
転規制の許容範囲内に あ っ た。
ー 事故発生に直結 した要因は、 原子炉の緊急停止 システム （ス ク ラ ム） が起動 した こ と が、 制御
棒の欠陥設計の為に炉心に正の反応度zを出現 さ せ、 出力暴走を開始 さ せた こ と であった。
一 こ の暴走が き っ かけ と な り 、 大出力チャ ンネル型原子炉 （RBMK-1000） に特有の大き なボイ ド （ ＝
蒸気） 反応度係数に よ り 、 破局的な事態に拡大 した。 ボイ ド反応度係数の影響は、 低 レベル出
力 （小 さ な蒸気体積率） であった為、 特に強かっ た。
従っ て、 事故の直接の原因は、 RBMK・1000 型原子炉の 中性子物理的特性並びに設計の特殊性にあ り 、
それ ら が運転員の行動 に よ っ て表面化 し た も ので あ っ た。 1986 年時点で稼働 していた RBMK.-1000 型
原子炉の主要な欠点 と して、 以下の こ と が指摘 される。
ー 原子炉制御及び保護シス テ ム の働 き が低速であ り （制御棒を原子炉に挿入す る の に 18秒掛かっ
た。 これに対 し、 他の タ イ プの原子炉では 2 ～ 4秒で済んだ。 ） 、 素早 く 緊急事態に対処する こ
と がで き な かっ た ；
一 制御棒の設計上の問題に よ り 、 特定の状況下でのス ク ラ ム操作が、 原子炉を停止せず、 逆に炉
内に正の反応度を も た ら して、 原子炉暴走の 引 き 金にな っ た ；
一 許容で き な い ほ ど大き な冷却剤密度 （蒸気 ＝ ボイ ド） の反応度係数に よ り 、 ま ず、 運転中の あ
る 時点 か ら原子炉全体の冷却剤密度の反応度係数が正 と な り 、 次に、 原子炉内の冷却剤密度の
減少が、 理 由 の如何に関わ らず、 壊滅的な出力上昇を導いた ；
一 反応度操作余裕が低 く 、 中央が凹んで上下に二つの ピーク を持つ よ う な炉心の出力分布の条件
下でス ク ラ ムが作動 した場合には、 原子炉制御及び保護システムの欠陥 と 相 ま っ て、 二つ の ピ
ー ク の下半分が あたかも別の原子炉であ る かの よ う に振る舞っ て、 許容で き な い ほ ど急速な出
力上昇を起こ す仕組であ っ た。
RBMK・1000 型原子炉に特有 な こ れ ら の欠点に よ り 、 1986 年 4 月 初 日 にチェルノ ブイ リ 原発 4 号炉
で事故が起こ っ た。 こ れ ら の欠陥は、 ns兄 04・74 （『原子力発電所の為の核安全性規則』） と 3日B
・73 （『設計 ・ 建設 ・ 稼働 中の原子力発電所の安全性保証の為の一般規定』） に規定 さ れていた安全性要
件に、 原子炉の考案者達が従わなかっ た こ と の帰結で あ っ た。 こ れ ら 三つの規制文書は、 チェルノ プ
イ リ 原発の第二世代炉aを設計 してい る 時点で有効な も ので あ っ た。
1 原子炉出力 を制御するのに適切な位置まで挿入 されている制御棒の数。
2 これによ り核反応が進む。
3 3 号炉と 4 号炉。
3 
第 1 章 ： 核災害 と 初期対応
これ ら全てに加えて、 RB MK・1000 型原子炉 と チェルノ プイ リ 原発の設計全体に も 、 二つの規制文書
の要求事項か ら の重度の逸脱が複数あ っ た こ と を明記 しな く て は な ら ない。 特に発電所の設計は、 限
定的な事故封 じ込めシステム、 炉の一部 しかカバー しない閉回路、 そ してその 閉回路部分に対す る冷
却システム しか想定 していなかった。 更に重要な こ と には、 設計は、 運転員が使 う 反応度操作余裕に
関する制御 ・ 情報機器の こ と を考慮 してお らず、 定め られた限界値か ら こ のパ ラ メ ー タ が帯離した場
合に 自 動原子炉保護プ ロ グ ラ ム が ど う な る かについて全 く 言及 していなかっ た。 こ の特殊なパ ラ メ ー
タ ー は、 一定の値 よ り も低 く な る 現象が発生 した場合、 本来 どの よ う な状況で も原子炉を停止 さ せな
く て はな ら ないス ク ラ ム を、 出力暴走の為の道具へ と 変質 さ せた。
未だに進行 中 の職員の行動に関する 論争問題に対する 分析に よれば、 実際に運転員は幾つかのミス
を犯 した した こ と が 明 ら かにな っ て い る 。 し か し 、 彼等の罪の レベルは、 1986 年に ソ連から 国際原子
力機関 （IAEA） に提供 さ れた情報では、 意図的に過大評価 さ れた。 その規模に よ り チェルノ プイ リ 事
故は、 多 く の 国 々 に懸念を抱かせ、 ソ連の原子力科学 ・ 工学の完全性に関する神話を崩壊 さ せた。 ソ
連は、 事故の規模 と 影響を隠蔽す る こ と に失敗 した。 その為、 事態の悪化を最小限に抑え、 ソ連の技
術 レベルへの疑いを否定でき る よ う な理屈を見つけ る こ と は急務であ っ た。 こ の よ う な背景か ら 、 『運
転員の人為ミス が悪い』 と い う ス ロ ーガンが登場 した。 こ の手法は、 国家の政治指導者層に よ っ て権
威付け さ れた。
事故の開始 と 展開に決定的な役割を果た したのは、 その欠陥を知っ ていたRB:MK・1000 型原子炉の考
案者達で あ る 。 彼等は、 原子炉運転要員に欠陥についてのa情報を知 らせなかっ た し、 欠陥の発現を防
ぐ為に何を し な ければな ら ないかについて の指導 も していなかった。 そ の 結果、 原子炉運転規則及び
手順は、 あ る 運転条件下では破滅的な結果を 引 き 起 こ しかねない操作 を要求 していた。 例 え ば、 1986
年 4 月 26 日 の夜に電源テス ト が完了 した後、 AZ・5 ボタ ン 4 を押 して原子炉を停止する こ と は、 RB:MK・
1000 型原子炉運転規則に よ っ て圃 く 禁 じ られていた。 し か し、 担当運転員は こ の こ と を知 ら な かっ た。
自 分達が知 っ て いた欠陥に関する情報を隠す と い う RB MK-1000 型原子炉の考案者達の不当行為は、 予
定外の事態に際 して運転員が準備不足のま ま対処 し な ければな らない状況を作っ た。
1993 年に公開 さ れた、 RB:MK・1000 型原子炉の主設計研究所によ る調査の結果に よ っ て 、 事故の技術
的 な原因に関する 論争に終止符を打つ こ と が でき る。 原子炉の設計者達は、 原子炉物理的及び熱流体
力学的特性、 並びに設計上の欠陥に よ っ て、 低出力時に設計基準事故が発生 した場合です ら 、 RBMK.-
1000型原子炉の破壊に至 る こ と を示 した。 そ して、『チェルノ プイ リ 原発の事故後に執 られた対策によ っ
て、 調査の行われた全初期出力に於いて、 電源喪失を伴 う 最大設計基準事故は危険な出力上昇 を 引 き
起こ さ ない し、 速やかなス ク ラ ムが原子炉を停止 さ せる』 こ と が確認 さ れた。 従って、 主設計研究所は、
原子炉はそ の設計が原因 で壊れたのであ り 、 事故に至 る個々 の初期条件が整 う の を待つばか り であ っ
た こ と を認めた。 1986 年 4 月 26 日 、 運転員の行動によ り 、 こ の よ う な初期条件が作 り 出 さ れた。
事故の詳細 を よ り 詳 し く 知 る こ と はで き る が、 主な結論は変わ ら ないだろ う 。 事故は、 既知の物理
現象に よ る 負 の影響の可能性を過小評価 し、 無視する こ と に よ っ て 引 き 起 こ さ れた。 将来の為の教訓｜
を学ぼ う と する 人々 に と っ て極 めて重要なのは、 災害 を 引 き 起 こ した欠陥 を抱えたま ま核施設を何年
間 も 運転す る よ う な事態 を招いた要因は何だっ たのかを理解 し、 将来の事故を防 ぐ為に し な ければな
ら な い こ と に気付 く こ と であ る 。
事故のずっ と 前か ら 、 RBMK·・1000 型原子炉の欠陥は知 られていた。 そ して、 こ の 事実は、 多 く の文
書によ っ て確認 さ れて いた。 こ の原子炉施設を改良する為の計画 も あ っ た。 し か し、 それ ら は実施 さ
れなかったか、 ま たは時機を逸してから実施 さ れた。 例 えば、 チェルノ プイ リ 災害の原因の一つであ っ
た、 炉心に制御棒を挿入する 聞に反応度が正に振れる 問題は、 1983 年 12 月 にイ グナ リ ナ原子力発電所
1 号炉 と チェルノ プイ リ 原発4 号炉の性能検証試験の最中に指摘 さ れ、 報告 さ れていた。 こ の問題の安
4 制御棒を一斉に挿入する為の緊急停止ボタン。
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全性に対する影響 と そ の結果起 り 得る こ と は、 ク ルチ ャ ト フ原子力研究所 （RBMK・1000 型原子炉設計
の技術開発研究所） と エネルギー技術に 関する科学研究所 （RBMK-1000 型原子炉の主設計研究所） に
よ っ て検討 さ れた。 こ の議論の結果は、RBMK·・1000 型原子炉を持つ全ての原子力発電所のマネージャー
や上層部には知 られて いた。
しか しなが ら 、 技術開発研究所も 主設計研究所 も 、 原発の安全性 に対す る 責任 を負 わ な か っ た。 当
時の ソ連には、 文明諸国では規定 さ れていた、 安全性に関 して絶対的責任 を負 う 実務機関は存在 しな
かっ た。 今 日 では世界的に 「安全文化」 と して認識 さ れて い る も の は、 国家上層部を含め、 当 時 の ソ
連には存在 し なかった。 安全性 に 関 して生 じた懸念の重要性は過小評価 さ れた。 災害を防いだか も し
れない対策は実施 さ れなかった。
ソ連は、 間違いな く 、 核科学 と 核工学の発達にかな り の成功を収め、 と り わけ軍事産業で顕著であ っ
た。 し か し 、 こ の成功は、 過度に政治化 さ れて し ま っ た。 同時に、 民需核施設 （ レニ ン グ ラ ー ド原子
力発電所 （1975年） 、 チェルノ プイ リ 原発 （1982年） s な ど） と 軍事核施設 （チェ リ ャ ピンス ク （1957 年） 、 チヤ
ジマ湾 (1985 年） な ど） の双方で、 大き な災害につながっ た欠陥や間違いが隠蔽 さ れた。 原子力機関
の活動に対する 、 国家の適切な統制す ら な かっ た （実際には、 そ の よ う な統制は、 1984 年ま で存在 し
なかっ た） 。 こ れ ら 全て に よ っ て 、 無謬主義の風潮が原子力工学に確立 さ れて し ま っ た。 彼等の真骨頂は、
『 ソ連の原子炉は世界最高です』 と い う 定型句に如実に表れて い る 。 ま た 、 1979 年にアメ リ カ の 「ス ロ ー
マイ ル島原子力発電所」 で起 こ っ た事故に対して、 ソ連原子力産業の リ ーダー達が 『社会主義の下では、
こ の よ う な事故は起 こ り 得ない』 と 表明 した こ と は、 こ の こ と を雄弁に物語 っ て い る 。 閏家の政治的
威信が支配する こ と に よ っ て 、 安全性の確保 と い う 、 核の平和利用 の為の基本条件を抑圧 したのだ。
1980 年代の初め、 ア メ リ カ の 「ス リ 一マイ ル島原発」 事故の後、 ソ連では、 原発の安全性を無条件
に過大評価する と い う 風潮が生 じた。 しか し、 自 国の原子炉の安全性を客観的に評価する こ と は、 当
局や ソ連原子力科学 ・ 工学の指導者達に よ っ て阻止 さ れた。 第一に、 固家原子力安全規制機関 に監視
の役割は殆 どなかっ た。 1986 年の事故以前には、 国家原子力安全体制の基礎 で あ る 、 強力 且つ独立 し
た原子力規制機関は存在 しなかっ たに等 しい。
ソ連核科学 ・ 工学の政治化、 長年掛けて形成 さ れた そ の排他主義 と 無謬主義のイ メ ー ジ、 独 立 し た
原子力規制 と 原子力工学に対す る効率的 な制御の欠如は、 チェルノ プイ リ で起 こ っ た悲劇の根本的な
諸原因であった。
「 ソ連の核科学技術開発には無尽蔵の資金 と 物的資源が投入 さ れて いた」 と い う 神話は、 現在ま で存
在 し続けて い る 。 軍事 目 的の為に意図 さ れていた部分について話す場合、 こ の神話は妥 当 で あ っ た。
実際の処、 原子力発電は、 まず安全性 と 信頼性を裏付 け る 為 の 開発実験、 それに機器の試験的使用 な
ど に 用 い る 資金の慢性的な不足を感 じていた。 ソ連が原子力発電所の安全性を確保する 為 に費や した
費用は米国の 1/10 以下であっ た こ と ー 但 し、 こ の事実は 「鉄のカーテン」 崩壊後に漸 く 知 られる よ う
になっ た ー を例と して挙げれば十分で あ る 。 放射性廃棄物 と 使用 済核燃料の管理の為の研究 と 技術試
験を行 う のに必要な開発環境拠点の形成や最新の コ ン ビュー タ ー技術の導入、 そ して十分な性能を持っ
た放射線量測定装置の作製 と 訓練用シミュ レータ の作製に必要な資金が欠如 していた。 こ れ ら全てが、
あ る 程度は、 チェノレノ プイ り 事故の最中に或いは事故処理の過程で明 ら かに な っ た。 ソ連では原子力
安全性確保の為の経済的基盤は整備 さ れて こ なかったが、 その理由 は問題への無理解ま た は無関心か
ら く る 資金の欠如であった、 と 評する のは極めて妥当 で あ る 。 「原子力の安全性は経済的に重視 さ れて
いなかった」 と い う 事実は、 重要で あ る 。
事故の真の原因 は、 チェルノ プイ リ 原発に於け る 事故原因 と 事後処理に 関す る政府事故調査委員会
に よ っ て、 当初から指摘 さ れていた。 事実、 政府事故調は、 チェルノ プイ リ 原発のマネージャー達を 『原
5 チェルノ プイ リ 原発は、 1982 年にも小規模な事故を起こしていた。
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子炉運転中に重大な人為ミス を犯 し、 そ の安全性を確保 しなかった』 責任が あ る と して非難 した。 し
か しなが ら 、 こ れ ら の結論だけが ソ連の人々 と 世界中の一般大衆に知 られ る よ う に な っ た一方で、 同
委員会の業績は隠匿 さ れ て き た。 実際には、 政府事故調は、 以下の諸機関について も 、 事故の責任が
あ る と して非難 していた ：
ー エネルギー ・ 電化省。 同省は、 様々 なテス ト を実行する 為 に行われた不正行為を黙認 し、 夜間
の作業を規制 し て こ なかっ た上に、 こ れ ら に対する統制 を行わなかっ た ； 同省は、 RBMK.-1000
型原子炉の物理的及び技術的な欠陥を黙認 して き た ； 同省は、 主設計研究所 と 技術開発研究所
に対 して、 同型原子炉の信頼性を高 め る べ く 行動を起 こすよ う に指示 して こ な かっ た ； 同省は、
原子炉運転員の為に適切な ト レーニ ン グを提供 し て こ なかった ；
一 中型機械工業省。 同省は、 『設計 ・ 建設 ・ 稼働 中の原子力発電所の安全性保証の為の一般規定』
の要件に完全に準拠 した形での、 RBMK 型原子炉の信頼性向上の為の適宜な措置 を講 じ て こ な
かった ； 同省は、 原子炉の安全性確保の為に十分な技術的解決策 を提供 して こ なかっ た ；
一 国家原子力監替官 ； 問機関は、 原子力技術安全規則及び規範の執行に関 して、 適切 な統制を行
っ て こ なかっ た ； 問機関は、 与え られた権限を十分に行使 しなかった ； 問機関は、 問題解決能
力 を欠き 、 関係省庁や部門 の雇用者 ・ 核施設 ・ 機器 ・ 装置の供給企業が犯 した安全基準及び規
則違反を止 め て こ なかった。
政府事故調は、 事故の工学的 ・ 技術的な側面を検討 し て き た。 同事故調は、 原子炉緊急停止 システ
ム が そ の機能を果た していなかっ た こ と 、 並びに特に以下の原子炉の諸欠陥 に よ り 事故が発生 し た こ
と を詳細に指摘 している。
一 正のボイ ド反応度係数の存在 ；
一 通常及び緊急運転時に負であるべき 全出力反応度係数が、 正にな る 場合が あ る こ と ；
一 炉心への挿入開始時に正の反応度を出現 さ せ る 、 原子炉制御棒の不十分な設計 ；
一 反応度操作余裕の値を示 し危険領域への近接を防止する装置の欠如、 と い う 原子炉計装。
要する に、 政府事故調は、 1986 年 5 月 の時点で既に、 その爆発 と 壊滅的な帰結を招いた要因 と なっ た、
RBMK.·・1000 型原子炉の重大な構造上の欠陥 を認識 していた。
ソ連共産党の最後の大会に於いて、 苦渋 と 絶望に満ち た上に遅 き に失 した事故の諸原因 の告白 と 、
起 こ っ た こ と に対する 政治的総括が行われた （新聞 「プラ ウ ダJ 1990 年 7 月 14 日 付） ： 『そ の指揮監督
下に於いて、 以前の国家指導者達は、 原子力分野に於ける 科学技術政策の発展 と 過酷事故時に於ける
住民防護 に 関 して、 非常に大き な計算間違いを犯 した。 人々 の生命 と 健康を守る能力がなかっ た こ と
を露呈 した、 エネルギー省 ・ 中型機械工業省 ・ 国家水文気象学委員会 ・ 国家原子力監督官 ・ 科学アカ
デミー ・ 民間 防衛組織は、 必要な緊急措置を 執 る 準備が 出来ていなかっ た…。 原子力発電所の設計 ・
建設 ・ 運転に携わっ ていた、 一部の指導的科学者達 と 省庁首脳部 と 関連部門 の過信 と 無責任 さ 、 そ し
て彼等 に よ る 「原子力発電所は絶対に安全だ」 と い う 説明が、 緊急事態に於 け る 国家対応体制の実質
的欠知を招いた』。
1975 年のレニングラー ド原発事故を受けて設置 さ れた 中型機械工業省の委員会の結論 （1976 年 5 月 ）
も 、 上記政府事故調の報告内容 と 最後の ソ連共産党大会の決議の妥当性を肯定する 内容である。 当 時
の委員会は、 主のボイ ド反応度係数の問題は解決 さ れていない、 と い う 結論に達 した。 炉心で蒸気が
急速に増 え る よ う な条件下で生 じる正の反応度が生 じた場合に、 核分裂の連鎖反応をすぐに減少 さ せ
て埋め合わせが でき る よ う な対策はなかっ た。 緊急時に即応でき る保護システム を追加導入する 必要
性について の ク ルチ ャ ト フ研究所の見解 も 、 同 じ文書で述べ られている。 こ の よ う に、 チェルノ プイ
リ 事故を引 き 起 こ した主な諸原因は、 その 10 年前には特定 さ れていたのである。
し か し、 欠陥は除去 さ れずその ま ま 残 っ た。 設計者達は、 原子炉設計 中に生じた計算間違いの帰結
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か ら運転担当者を護 ら なかっ た。 ま た 、 危機的状況下に於いて原子炉の設計上の欠陥 を顕在化 さ せな
い為にEの よ う に行動すべき かについての指示 も 、 運転員に対 して行わなかった。
RB MK・1000 型原子炉の安全性に関 し て 明 ら かに な っ て いた欠陥の除去が遅々 と して 進 ま な か っ た
こ と を説明する こ と は困難であ る が、 知識の欠如 と 過失と 自 己満足が積み重な っ た こ と は、 事故の主
要な原因 のーっ と な っ た。 議論の余地のない事実 と して、 安全性に関する重要な事項が意図的に運転
員に伝達 さ れて い な かっ た こ と も 挙 げ ら れ る 。 運転員は、 1975 年 の レ ニ ン グ ラ ー ド原発での事故や、
RBMK.-1000 型原子炉 と 同 じ炉型の主要原発でのその他の運転中の事故について、 実質的に何 も 知 ら な
かった。 同 じ炉型での運転経験か ら 学ぶ と い う 、 最も重要な安全性原則の一つが無視 さ れた。
IAEA 事務局長は、 チ ェ ル ノ プイ リ 事故の原因 を分析する 為に、 国 際原子力安全性諮問 グループ
(INSAG） を創っ た。 その最初の報告書で強調 さ れたのは、 運転員に よ る人為ミス だった。 INSAG は明
ら かに、 事故に関する 資料収集を独 自 に行わなかっ た し、 1986 年に ソ連側に よ っ て与え られた、 事態
を正 し く 反映していない情報に よ っ て誘導 さ れて いた。 その後、 ソ連 と 外国の専門家達に よ っ て行わ
れた研究に基づいて、 INSAG-1 報告書は改訂 さ れ、 1993 年に、 チェルノ プイ リ 事故の原因や状況につ
いての最も真に迫った文書 と して今 日 世界中で認識されて い る 、 新 しいINSAG-7 報告書が発行 さ れた。
事故に話を戻そ う 。 1986 年 4 月 25 ～ 26 日 にチェルノ プイ リ 4 号炉で、 どの よ う に して事故が起 こ
るに至 っ たのかについて簡単に述べてお く 。 予定 さ れて いた保守点検停止の為の原子炉出力低下は、 4
月 25 日 の午前 1 時から始ま り 、 午前 4 時までには電気出力は定格の 50% レベルで安定 していた。 原子
炉のテス ト 及び保守点検の準備は既に開始 さ れていた。 し か し、 14 時 00 分、 電源供給システム管理
所から、 電力使用 の最大負荷を乗 り 切 る ま で定格の 50% レベルで運転を継続する と い う 指令が届いた。
システム管理所か ら 炉の運転停止許可が下 り たのは、 実に 23 時 10 分で あ っ た。 明記 しておかなけれ
ばな ら ないのは、 何時間に も 亘っ て 一 午前 7 時頃 か ら 午後 2 時ま で 一 反応度余裕は許容でき る範囲
をやや下回 っ ていたに も 拘 らず、 原発のチーフエ ンジニアは、 機器の状態に関する 当 時入手可能だっ
た情報に基づ き 、 ま た運転手順に従っ て 、 低出力での原子炉の運転継続を許可 した、 と い う こ と であ る 。
26 日 00 時 28 分、 一つの制御系か ら別の制御系へ移行 さ せ る 通常の操作の最中に、 原子炉制御担当
の シニアエ ンジニア （SERC） はそ の操作に失敗 し、 原子炉の出力は 30 MWt ま で減少 して し ま っ た。
午前 1 時近 く にな っ て 、 SERC は原子炉の 自 動制御の条件を変更 し、 テス ト の責任者に よ っ て設定され
た 200 MWt の レベルで炉の出力を安定さ せたo これは、 700 MWt の出力で行われるべきテス ト のプロ
グ ラ ム か ら の逸脱で あ っ た。 しかしなが ら 、 200 MWt の出力での運転は、 RBMK.・1000 型炉の運転規則
と して は禁 じ られていなかっ た。
今 日 に至る ま で、 原子炉出力の再 引 き 上げに関す る 命令を 出 した の は誰かを探 しだそ う と して、 即
ち こ の命令が事故を 引 き 起 こ した こ と を考慮 して、 白熱 した議論が繰 り 広げ ら れた。 そ の よ う な命令
は必要なかっ た。 運転員はミス を犯 し、 それを修宜 し よ う と した。 今 日 振 り 返っ てみれば、 こ の こ と
が致命的な決定だっ た と 云わなければな ら ない 一 原子炉を停止する こ と が正 しいや り 方だっ たはずで
あ る 。
「スケー リ ャ 」 と 呼ばれる コ ン ピュータ ーが記録 し て い る 直近のパラ メ ータ で原子炉の状態を確認 し
た後、 1 時 23 分に電源テ ス ト が始ま っ た。 原子炉の運転モー ドに対す る如何な る逸脱も、 警告或いは
警報システム の作動 も な く 、 1 時 23 分 40秒にテ ス ト は完了 した。 そ して、 4 号炉運転班主任の命令に
従って、 SERC は通常の操作 一 原子炉を停止する為に A'Z-5 ボ タ ン を押す ー を実行 した。 そ して、 原
子炉運転 日 誌の最後に記録 さ れたのは ： 『01 時 24 分。 強い衝撃。 制御棒は底部に達す る こ と な く 停止。
制御棒ク ラ ッ チの電源スイ ッ チオフ』。
A'Z・5 ボ タ ンを押 した こ と が直接の契機 と な っ て、 緊急事態が始ま っ た。 制御棒の不完全な設計が、
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炉心内で正の反応度を 出現 さ せ、 炉心出力 の上昇が始ま っ た。 こ の効果は、 炉心内の蒸気含有量がゼ
ロに近いほ どその影響が大き く な り 、 大 き な （約 sp eff) JI:の反応度に よ っ て、 破局的になった。
反応度操作余裕 （ORM） の値が低かっ た こ と は、 原子炉制御を困難に さ せた 一 これは運転員に知 られ
ていた ー だけでな く 、 緊急停止装置が効かない状態 ー これは運転員に知 られていなかっ た ー にあ っ
た。 ORM制御の為の計装装置は、 設計にはなかっ た。 「プ リ ーズマ」 計画に よ る ORMに関する 通常の
システ ム は、 「低出力 レベルで不安定に稼働 して い る J と いっ た情報を運転員に対 して提供 しなかった
- AZ-5 ボタ ンが押 さ れた時点での ORM値は、 事故後にな っ て か ら の計算に よ っ て 明 ら かになってい
る。 運転員は、 やろ う と 思えば、 原子炉運転手順に示 さ れて いた毒性曲線 6 を使っ て ORM値を推定す
る こ と も 出来た。 も しそ う していれば、 4 月 26 日 午前1時に於ける ORM値は、 制御棒 15 ～ 16 本だっ
たであ ろ う （4 月 25 日 23 時 10 分に原子炉出力低下が始ま っ た時、 ORM値は制御棒 26 本だっ た と い
う 仮定に基づ く ） 。
低出力で大き な冷却水流量 と い う 運転条件に よ り 、 炉心入 口 での冷却水温度が沸騰寸前 と な り 、 外
部刺激に対 して炉心が非常に敏感にな る条件を作 り 出 した。 つま り 、 事故の主因 はRBMK・ 1000 型原子
炉の 中性子物理的 ・ 熱流体力学的 ・ 構造的な特異d｜生で あ っ て、 運転員の行動に よ っ て そ れ ら の欠陥が
発現 したのであ っ た。 原子炉が爆発 したのはそ の設計特性に よ る も の であ り 、 特性に合っ た事故の条
件が整 う の を待つだけで あ っ た こ と は明白で あ る 。 1986 年 4 月 26 日 、 こ れ ら の条件は創 り 出 さ れた。
事故過程の詳細は固有の も のであっ た と して も 、 基本的な原因は変 わ ら ない。
運転員は、 状況を悪化 させた幾つかの行為 を実際に行 っ た。 その結果、 主要循環ポンプに よ る冷却
システム の安定性はかな り 影響 さ れた。 し か し 、 そ れ ら の操作は、 実験プロ グ ラ ムに記載 さ れてい た
も ので、 運転規則に よ っ て 禁 じ られてはいなかっ た。 そ の よ う な操作が禁止 さ れたのは、 事故後 の こ
と だっ た。 IAEA に ソ連から提出 さ れた報告書の 中で、 運転員は幾つかの 自 動停止信号 を無効化 した と
して非難 さ れていた。 しか し実際は、 「原子炉出力高」 信号か ら 「出力増加率高」 信号に至 る ま での、
全ての原子炉 自 動停止信号が作動 していた。 自 動停止に関する 各信号の設定値は、 1986 年に作成 さ れ
た運転文書の範囲にあ っ た。 唯一の逸脱は、 汽水分離タ ン ク の水位に関する信号設定が変更さ れてい
た こ と であ る 。 し か し、 これは事故の発生に も 拡大にも影響 しなかっ た。
運転員は、 実際に緊急炉心冷却 シス テ ム を切 り 離 していた。 し か し、 第一に これは実験プ ロ グ ラ ム
の記載に従っ た結果であ り 、 第三にこ の切 り 離 しは運転規則に よ っ て禁止 さ れて いなかった。 それで も 、
緊急炉心冷却シス テ ム の 取扱いは、 エネノレギー システム主任の命令に よ る 原子炉実験 と 原子炉停止時
間の先送 り と い う 条件の下、 通常の状態に戻 さ れるべき も のであった。
例え、 1986 年に ソ連から IAEA に提供 さ れた報告書に あ っ た よ う な運転員の過失が全であ っ た と し
て も 、 それらは事故過程の発生にも拡大にも 、 如何な る 意味に於いて も影響を持たなか っ た。
原子炉運転規則の項 目 10.12 と 12.4 によ る と 、 原子炉は AZ・5 ボタ ンを押 して停止す る こ と に な っ て
いた。 原子炉制御担当 の主任エ ン ジニアは、 実験完了後に原子炉を停止せ よ と い う 命令を受けた後に、
規則通 り の こ と を しただけである。 だが、 こ の規則通 り の行為が正に致命的 な も ので あ っ た。 低い反
応度操作余裕 と い う 条件下、 原子炉停止 システムは事故を起こ した要因の一部 と な っ た。 そ して 、 高
い正のボイ ド反応度係数が、 事故を破滅的な大き さ に拡大 させた。 議論の余地のない事実は、 最重要
の緊急停止 システム が原子炉を守 ら なかっ ただけでな く 、 事故を 引 き 起 こ した要因そ の も の で あ っ た
と い う こ と であ る 。
原子力発電所の管理責任者 ・ 運転員のいずれ も が、 使 う べき 原子炉設備を わざわざ選択 した訳では
ない。 原発のス タ ッ フ は、 提供 さ れた原子炉設備に習熟 し、 制御する為に学ばなければな ら な かっ た。
し か し、 運転員が原子炉に対処す る こ と が で き な い事態が起 き て し ま っ た。 当該原子炉の 開発者は、
6 キセ ノ ンによる中性子の吸収曲線。
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必要な情報を提供 していなかっ た。 そ れ ら を無視 した こ と が後 に運転員の過失 と 言及 さ れた事項は、
運転規則及び手順に明記 さ れていなかっ た。 運転員は、 事故当 時使われて いた如何な る 運転手順書に
も 記載 さ れてお らず、 ま た禁止 も さ れて いなかっ た事態に対応 したのだった。
事故の主要な要因の幾っかは、 既に上述 した。 更に幾っかを加 え る必要が あ る 。 ソ連には核規制の
法律はなかった。 1980 年代末に な っ て漸 く 、 認証システ ムや諸権利並びに参加者の 関与を含む、 核分
野での活動を規制する 法律が必要 だ と い う 理解が形成 さ れ始めた。 し か し 、 こ の法律は ソ連では受け
入れ られなかっ た。
当 時の規制機関に問題点の申 し立てがな さ れる こ と は、 殆 どなかった。 しかし、 規制機関は、 RBMK
型原子炉の認可に際 し て 多 く の妥協を行っ て いた。 それで も 、 炉の 開発者は、 規制要件の多 く を満た
せなかった。 こ の こ と に言及 し よ う と する試み及びRBMK.-1000 型原子炉への批判は、 中型機械工業省
の介入に よ っ て阻止 さ れた。 こ の省の功績 一 特に軍事分野に於ける功績 と 国家の為に核の盾 を創っ た
こ と ー には議論の余地がない。 同省は、 圏内の知的エ リ ー ト ・ 傑出 した科学者 ・ 専門家達を擁 してい
た。 しかし、 同省を 「国家の中 の国家」 に して しま っ て事実上統制が効かない状態で放置 し た こ と と 、
同省の管理職を無謬な神託を告げる託宣者に把 り 上げて し ま っ た こ と は、 国家指導者達の大 き な過ち
であ り 、 悲劇的な結末 を も た ら した。
ソ連の核科学及び核産業がその一部 で あ っ た 、 国際安全保障体制 も 、 事故の根本原因 と して言及 さ
れ る べ き で あ る。 第一に、 疑問の余地な く 、 ソ連側 は冷戦体制に苦 しんでいた。 国家の原子力産業の
周 囲に独特の 「鉄の カ ーテ ン」 を張 り 巡 らせ る こ と に よ り 、 ソ連は、 同産業の発展 を世界の他の国々
と 比較する能力 を失っ ていき 、 最 も重要な ト レン ドか ら ドン ドン取 り 残 さ れて いっ た。
一つの例を挙げれば十分であ る 。 1960 年代の世界的な慣行 と して、 原発建設を決定する前に、 包括
的にその安全性を分析する こ と が実務のーっ と な っ ていた。 ア メ リ カ の標準規制ガイ ド7の 1 :70 は、 原
子炉の構造 と こ の よ う な分析の結果をま と めた報告書の内容の要件を定めてお り 、 世界の原子力 コミュ
ニテ ィ の先例 と な っ た。 こ の よ う な規制 は ソ連には存在 しなかった し、 原子力発電所許認可の実務が
欠けていた。 ソ連は、 安全性解析の手法 と そ の数学的な支援を創 り 出すこ と に、 大幅な遅れを と っ た。
世界は、 事故解析だけでな く 原発の基本設計に関 し て も 、 分析手法で先 に進んでいた。 チェル ノ プイ
リ の悲劇は、 こ の不愉快な事実に 目 を聞 かせた。 そ して 、 1980 年中盤に な っ て漸 く 、 原発の許認可や、
新規及び既存の原子炉の安全性の実証 と 向上が、 実務的に行われる よ う にな っ た。
国際的に孤立 した こ と だけが、 核災害を も た ら した諸条件を形成 した要因ではなかっ た。 原子力 に
関す る全て の意図や 目 的が、 ソ連圏内では公衆に よ る 統制を受けていなかっ た。 こ れ も ま た 、 事故の
根本原因の一つである。
事故の影響は非常に大き か っ た。 その影響の除去の為に、 膨大な資源が費や さ れた し、 今 も 費や さ
れてい る。 多 く の領土が使用不能 と な り 、 長期 にEっ て一般的な経済活動が 出来な く な っ た。 何十 も
の村が無人 と な り 、 核災害の沈黙 した記念碑 と 化 した。 事故に よ り 、 数多の人々 の運命が影響を受けた。
何万人も の人々 が健康 を害 し、 その内の多く は命を失っ た。 これは、 RBMK.-1000 型原子炉を創 り 出 し
た際の過ちに対す る 、 恐 ろ しい対価である。
事故は、 全世界での原子力産業に大き な損失を与え、 長年に亘 っ て そ の発展を阻害 した。 事故は、
運転員 ま た は原発製作者達の過ち の結果は国境を越えて拡が る こ 左 を示 した。 あ る 国家の原子力安全
性に対する 責任は、 国際社会に対する責任 と 同義 と な る 。 そ して、 これは核施設の開発 ・ 製作者達 と
その運転員だけでな く 、 国家規制機関 と 国家上層部 に も 当 て は ま る 。
7 NRC Re伊latory G凶白s.
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チェルノ プイ リ 事故は、 も う 一つの教訓｜ を与えた。 即 ち 、 原子力の為の効率的な 国際的安全性対策
を支援する必要がある と い う こ と だ。 国際社会は、 速やか に こ の教訓を学ん だ。 ま た、 こ の教訓は
IAEA の活動や、 幾つかの国際条約の締結、 中でも 第ーに原子力施設の安全性に関する条約、 に よ っ て
確立 さ れた。
実に重要な教司11は、 原子力の安全性の為の政府か ら独立 した国家機関 と 、 公衆に よ る統制が必要で
ある、 と い う こ と である。 社会全体だけが原子力 開発に 関する決定を行 う 権利 を有する こ と は、 正確
に法律に記載 さ れるべ き で ある。 しかし、 こ の よ う な責任ある決定を行 う 為 には、 人々 は適切に準備
を しておかな ければな ら ない。 人々 は、 原発 と は何か、 そ の潜在的な危険 と は何か、 こ の危険を無視
可能な ほ ど小 さ く する為に必要 な こ と は何か、 を知る必要がある。 その為には、 日 常的に体系 立 っ た
広報を行 う こ と が求め られる。
充分な権限を付与 さ れた、 独立した規制機関が機能 しているこ と は、 ある国家の原子力安全文化の
指標である。 そ の よ う な機関の欠如、 機能する為 に必要な財源 ・ 人員 の不足や、 安全性に 関する重要
な決定を行 う 際の実際の独立性の欠如は、 当 該国に於 ける原子力安全文化の欠如 と 、 岡田に よ る国際
的安全性対策に対する侵害を意味する。
チェルノ プイ リ 事故か ら 学んだ等 し く 重要な教訓は、 原子力 に関する諸問題を解決する こ と ができ、
運転中 の核施設の安全性評価 と 統制 を行 う 十分な力量を有する、 資の高い実務機関を必ず機能 さ せる
こ と である。
最後に、 学んだも う 一つ の教訓は、 継続的な原発の安全性分析、 安全性に 関する問題点の発見 と そ
の解決である。 その為には、 原発の安全性に影響を与える要因に 関する徹底的な科学調査、 規制枠組
の継続的な改善、 運転員達がチー ム 内 で明確な安全志向 を持つ心理状態の創出、 原子力発電所を事故
な く 運転する と い う 責任感を職員に持たせる為の高度な訓練の継続、 を行 う 必要がある。
チ ェ ル ノ ブイ リ 原発で 1986 年 4 月 26 日 に起 こ っ た こ と の分析は、 そ れ 自 体が 目 的ではな く 、 ま た
回顧的な も ので あ っ て は な ら ない。 根本的 な 目 的は、 今日そ して将来の原子力の安全性の為に教訓 を
学ぶ こ と で あ り 、 深刻 な放射能汚染 を 引 き 起 こ す よ う な事故を繰 り 返 さ な い よ う にするこ と である。
原チカの安全性確保に多かれ少なかれ関係 し、 そ の決定が直接 ま た は間接的に原子力の安全性に影響
を持ち得る者は誰 で も 、 「何故、 安全性基準を満た さ なかっ た核施設が運転で き た のか？ 」 と 「何故、
既に知 られてお り 、 ま た破滅的な結果を伴 う 事故の原因 と な っ た欠陥が、 何年に も亘っ て是正 さ れな
かったのか？ 」 を理解 し な く てはな ら ない。 こ れ ら の こ と は認識 さ れな ければな ら な い し、 ま た適切
な結論が出 さ れなければな ら ない。
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1. 2環境中への放射性物質の放出を低減させる措置
原子炉の爆発に起因する最初の大量放出の後も、 放射性物質の放出は止ま らなかった。 この時の放
射性物質放出量は、 以下の方法によ り求められた。
1. 原子炉内に蓄積された核分裂生成物の放射性崩壊による余熱放出。 揮発性の核分裂生成物の放
出を考慮すると、 この値は爆発後…230kWt/tU[7］ に達し、 以後減少した。
2. 化学反応による熱放出 （主に黒鉛の酸化に起因する）問。
4月 26 日から 5 月 2 日に掛けて、放出量が徐々に減少した。 そして 5 月 2 日から 5月 6 日 に掛けては、
おそら くバラバラだった溶融片が一つの溶融物に集合する状態 （溶融スラグ ｝ となった ［9］ 為に、 増加
















4 5 6 
数値は放射性崩壊を考慮して1986年5月6日に換算されたもの。 1986年4月26日iこ放出された放射性物
質の量は、 740～890ペタペクレル (PBq ; 74～89京ペクレル） に達した。 全ての放出量に関する誤
差の範聞は±50%
以下の推定は、 セシウム 137 (1初Cs）による土壌汚染密度からの推測に基づいて行われ、 事故時の気
象条件を考慮したものである ［10］。 当時の気象条件によれば、 核燃料の過熱の結果、 4 月 26 日からお
日に掛けて放出量は着実に増加していた。
破壊された原子炉から環境に放出される放射性物質量を低減する為に、 4月 26 日 に創 られた政府養
員会は、 放出源が存在する原子炉キャピティ事を目がけてヘリ コプターから資材の投下を始めることを
決めた。 4月 26 日から二週間に亘って、 約 5000 t に上る様々な資材 ［11］ が、 4号炉の上に投下された。
燃料を冷却する為－2400tの鉛、 自立した連鎖反応の潜在可能性を防ぐ為－40 t の炭化ホウ素、 黒鉛火
8 原子炉を格納している中央ホールの凹部分。
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災を鎮静 さ せる為 － 800 t の ド ロ マイ ト 、 核分裂生成物の放出 を抑制する為 一 1800 t の砂 と 粘土。 1986
年の 4 月 と 5 月 の総計では、 約 1 万 5000 t に上る資材 ： 鉛ベ レ ッ ト － 1500 t、 鉛パー － 5220 t、 大理石
骨材 － 3532 t、 ド ロ マイ ト － 1167 t、 炭化ホ ウ素 － 42 t、 ゴム系樹脂 － 489 t、 ゼオライ ト － 1890 t、 重合
液体 － 140 t、 並びに リ ン酸三ナ ト リ ウ ム － 1536 t、 が投下 された ［12］。 残念な こ と に、 ［12］ に示すよ う
に、 破壊 さ れた 4 号炉に投下 さ れた物質のかな り の量は、 原子炉キ ャ ピテ ィ に到達 しなかっ た。 中央
ホールでは、 投下 さ れた資材が丘を作 り 、 そ の頂上の高 さ は、 破壊 さ れた南側の汽水分離タ ン ク 室の
壁の近 く では、 床上約 15 m に も な っ た。 ホールの 中心に ある丘の 高 さ の平均は 7 m で あ っ た。 これは、
煙の発生源が原子炉キャ ピテ ィ か ら約 25 m 東方に位置 していた こ と で説明で き る。 ま た 、 生物学的遮
蔽の炉心上部構造板は、 配管の残津 と 共に、 原子炉キ ャ ピテ ィ の上方に殆 ど垂直 に 引 っ 掛かっ ていた。
上記資材の上空か ら の投下は、 タ ー ビ ンホ ールの屋根板 と 脱気機ダ ク ト の破壊につながっ た。 ま た、
集中的に塵が生 じた為、 放射能汚染は北側に拡が っ た ［9］。 投下 さ れた資材は、 中央ホールに達 して原
子炉キ ャ ピテ ィ の外側 に あ っ た燃焼源を鎮火 し、 そ こ に あ っ た 高 レベルの炉心の破片 を厚い層 で覆 う
こ と に よ り 、 現場作業員や原子炉運転員の放射線被曝を緩和 した。
更なる放出の減少は、 原子炉内 で 自 然に生 じた物理現象に よ っ て説明でき る ： 黒鉛燃焼の終了 と 溶
融スラ グの温度低下は、 残留熱の放出 と 大気の 自 然対流に よ る熱除去が も た ら した低下であ っ た。
かな り 大量の核燃料が原子炉 キ ャ ピテ ィ の下の床 と 基礎 を侵食 して、 地下水を高濃度に汚染する可
能性がある ー と い う も う 一つの潜在的危険が あ っ た。 こ の潜在的な危険を排除する為に、 政府委員会
は、 基礎の下に、 30 m × 30 m の面積で厚 さ 2.5 m の鉄筋 コ ン ク リ ー ト を構築 し、 水で冷却するこ と を
決めた。 極度に複雑な条件下で勇敢に働いた鉱夫達のおかげで、 こ の構築物の建設は 6 月 28 日 に完了
した。 しかし、 原子炉キ ヤ ピテ ィ の構造材料 と 溶融燃料 と の相互作用 を計算する時、 相互作用 に よ り 、
燃料が構造物 と 混合 した り 溶解する可能性は考慮 さ れなか っ た。 実際の処、 溶融燃料ス ラ グの体積は
大幅に増加 し、 熱除去の条件は改善さ れた。 従って、 融解の本当の危険は、 区画 305/2 と 蒸気配管廊下
の聞の床構造に対するも のだけであった ［13] (5.1 . 1 節を参照 さ れた し） 。
破壊 さ れた原子炉の中で実際に何が起 こ っ ているのかが分か ら ず、 それ ら のモデル形成の為の時聞
が限られてお り 、 原千炉周 囲及び内部の放射能 レベルが高すぎて信用 で き る情報を入手でき ず、 災害
規模に よ る心理的な影響がある状況下では、 幾つかの事案に関 しては最適な決断を下すの は不可能で
あ っ た。
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1 .  3 住 民保護の為 の施策
4 号炉の破壊の後、 数時間の内に、 チェルノ プイ リ 原発の消防士達 と 職員は、 4 号炉で生 じた多数の
発火 を何と か鎮静化 さ せた。 こ れに よ り 火災が他の原子炉に延焼する脅威 を 防止するこ と が で き た。
事故直後、 最初に 4 号炉 と 共にチェルノ プイ リ 原発第二期計画で建設 さ れた 3 号炉が、 続いて 1 号炉
と 2 号炉が停止 さ れた。 ま た、 チェルノ プイ リ 原発事故の原因調査の為の政府委員会 （政府事故調） が、
ソ連閣僚評議会の命令の下で設立 さ れた。 政府事故調の主な任務は、 事故の規模の確定 ； 事故の局地
化 に関する施策の策定 と 実施、 並びに事故影響の克服 ； 健康保護及び住民支援 ； 事故原因の詳細な研
究、 並びにその分析結果に基づいた、 同様の事故を将来に於いて防 ぐ為の緊急的及び長期的施策の策定；
で あ っ た。 政府事故調の活動は、 生 じた 問題の複雑 さ と こ の よ う な状況下での行動 に関する経験不足
の双方に起因する、 極端な悪条件下で行われた 問。
政府事故調が最初に直面 した問題の一つは、 チェルノ プイ リ 原発か ら 4 km に位置するプ リ ピ ャチ市
の運命を決定するこ と であ っ た。 4 月 26 日 の朝か ら 、 町に放射線状況を常時監視する仕組が設立 さ れた。
4 月 26 日 の夕方までに放射線 レベルは増加 し、 一部の地域では 1 時間 当 た り 数宵 mR （数～数十 mSv)
に達 した。 これに関連 して、 政府事故調は、 プ リ ピ ャ チ住民の避難の為の準備 を決定 した。 4 月 26 日
か ら 27 日 に掛けての夜に、 1390 台のパス と 鉄道列車 3 編成がキエ フ市 と 他の近隣の町か ら到着 した。
ま た 、 一部の地域や集落が避難の人々 を収容する為 に指定 さ れ、 避難者の登録や移住の順番が決定さ
れた。 そ して、 緊急の問題を解決する為の特別体制が敷かれた。 1986 年 4 月 27 日 14:00 に、 避難が開
始 さ れ、 約 3 時聞かかっ た。 当 日 、 4 万 5000 人近 く の住民が、 町の外に搬送 さ れた。 事故後最初の数
日 間で、 チェルノ プイ リ 原発隣接 （10 km） 圏内の住民は避難 した。 5 月 2 日 に、 チェルノ ブイ リ 原発
30 km 圏 内 と その境界を越えた幾つかの集落か ら住民を避難 さ せる、 と い う 決定が承認 さ れた。 その後
1986 年末ま でに、 188 の集落 （プ リ ピ ャ チ市を含む） か ら 11 万 6000 名 の住民が移住 した ［2, 3］。 政府
が放射能汚染領域か ら被災者を避難 ・ 移住 さ せる意思決定を行った瞬間か ら 、 ワ ク ラ イ ナでは、 総計
で 5 万 2000 以上の家族 （16 万 4700 人、 そ の 内 の 9 万 784 人が 1986 ～ 1990 年の聞 に） が避難 し、 移
住 した。
避難に際 し、 荷物を一緒に持っ て い く こ と は禁 じ ら れた。 多 く の人々 は、 着の身着の ま ま で避難 した。
パニ ッ ク を拡散 さ せない為に、 避難者は 「三 日 以 内 に家に戻れるだろ う J と 伝 え られた。 家畜を一緒
に連れてい く こ と も禁 じ られた （後にそれ ら の大半が殺 さ れた） 。 既に得 られていた放射線調査データ
を検討 して、 避難住民の列が移動する安全な経路が指定さ れた。 と の事実に も拘わ らず、 4 月 26 日 に も 、
4 月 27 日 に も 、 住民は、 存在 して いる危険について警告 さ れなかった。 放射能汚染の影響を減少 さ せ
る為に採るべき行動について の、 如何なる勧告 も与え られなかっ た。
1986 年 5 月 7 日 に、 危険な地域か ら避難 した住民への職業斡旋 と 住居手配に関する ソ連共産党中央
委員会及び連邦閣僚評議会に よ る命令が承認 さ れた。 こ の命令は、 チェルノ プイ リ 原発従業員の家族
の キエ フ 市 と そ の他の集落への移住、 農村地域か ら の移住者の為の経済活動に使われる居住用建物 と
施設の建設、 避難 した住民の職業斡旋 と 賃金条件に 関する具体的な対策 を指定 した。 特 に こ れ ら の 目
的の為に、 キエ フ市で 7500 棟のアパ｝ ト 、 チェノレニー ヒ ワ市で 500 棟のアパー ト を供給する こ と が構
想 さ れた。
チェル ノ プイ り 原発事故について の最初の公式の発表は、 4 月 28 日 にテ レ ビで行われた。 それはか
な り 形式的な報告であ り 、 事故の事実 と 二名が死亡 し た こ と を伝えた。 そ の後、 事故の実際の大き さ
が伝え られるよ う にな っ た。 5 月 の初めに、 キエフ市街で空間放射線量が 自 然状態の数十倍、 場所に
よ っ て は数百倍を上回った。 しかしなが ら 、 医療機関 と その他の行政機関は、 マス メ ディ ア を使って、
人々 を説得 し よ う と した。 日 く 、 『キエフ市内の空間放射線量は変化 してお らず、 0.15 mR/h (1.31 µSv/ 
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h） を超えていない。 そ して、 も し ど こかで 0.34 mR/h (2.96 µSv/h） を超えた と すれば、 それは幾つか
の建物の基盤に使われている花嗣岩か ら の放射線に よ る も のである』 じ 保健省の ある役人に至っ ては、
『市街を よ り 頻繁に清掃するよ う になっ たので、 キエフ市の放射線の状況は、 事故の前 と 比べて 良 く なっ
た』 と さ え述べた。 全ての外国マス メ ディ アが住民の生命に対する危険 と 中央及び東 ヨ ー ロ ッ パの気
流の配置図をテ レ ビ画面で伝えていた最中、 キエ フ市及び ウ ク ラ イ ナ と ベ ラ ノレーシのそ の他の都市で
は、 メ ーデーを祝 う 為のデモ行進や野外イ ベン ト が行われた。 事故に関する情報の公衆か らの隠蔽は、
国家の指導者達に よ っ て主導 さ れた。 事故に関する情報を機密 に指定した理由 のーっ と して、 住民の
パニ ッ ク を 防止する為の配慮が挙 げ ら れた。 こ の よ う な配慮は、 実際に は根拠がなかっ た。 し か し、
事故の大き さ そ の も のが、 それを機密扱いにするこ と を不可能に した。 プ リ ヒ。ャ チ市 （1986 年 4 月 27 日 ）
と チェルノ プイ リ 市 (1986 年 5 月 6 日 ） の住民避難の事実は、 ワ ク ラ イ ナ ・ ペラノレー シ ・ ロ シア の人々
に速やかに知れ渡った。 同時に、 5 月 の半ばま でに、 保健省の医師達 と マ ス メ ディ アは、 事故の影響の
後始末に 関 して行われた活動、 放射線防護の方法、 並びに事故の大き さ について、 ソ連の人々 に伝え
るこ と を禁止 さ れた。 こ の禁止の結果、 大部分の住民 一 特に 田舎の住民 ー は、 牛乳に代表 さ れる家
庭菜園 と 農場か ら の生産物を消費 した。 こ れに よ り 、 人々 は更に被曝 し、 こ の こ と は特に 甲状腺に影
響 した。 1990 年ま では、 放射能汚染地図 と 放射線レベル地図 は機密扱い と さ れた。 チェルノ プイ リ 事
故に 関する情報の隠蔽は、 事故の も た ら す影響について、 有 り 得えない よ う な噂の形成 と 拡散につな
が っ た。 これは、 結局の と こ ろ 、 人々 の 聞 に非常に大き な社会的 ・ 心理的な緊張 と 、 公式情報への不
信 を 引 き 起 こ した。 チェルノ プイ リ 事故に関する情報の隠蔽は、 紛れも な く 間違いであ っ た ［4]a
チェルノ プイ リ 原発事故の結果、 広大な放射能汚染領域が生み 出 さ れた。 ワ ク ラ イ ナだけでも 5 万
4600 km2 が汚染 さ れ、 その内 2500 km2 以上が放射能危険 区域 と な っ た。 『チェルノ プイ リ 核災害に よ
り 放射能汚染を被った領土の法的地位に関する』 法律 （ ワ ク ラ イ ナ SSR9） で規定 さ れているよ う に、 放
射能危険区域は、 三種類の特殊領域か ら成る。 即ち、 立入禁止区域 と 強制 （義務的） 移住区域である。
こ の法律は、 「立入禁止区域」 を 『1986 年に住民が避難 した領域』、 「強制移住区域」 を 『長寿命放射
性核種に よ っ て汚染 さ れた領域』 と 規定 している。 こ れ ら の 区域の土地は、 経済的利用か ら 除外 さ れ、
隣接地域か ら分離 さ れ、 放射線危険物 と して扱われるこ と に な っ た。 今 日 、 立入禁止区域内に 76 集落、
強制移住区域内に 92 集落が含まれている。 立入禁止 区域は、 常時監視下に ある、 有刺鉄線で囲まれた
特殊な警備領域である。 監視業務の任務の一つは、 放射性物質の外部への拡散を防止するこ と である。
事故直後の最初の数 ヶ 月 問、 科学者や専門家達が直面 した最優先の任務は、 第一に、 住民が避難 し
た領域の放射線状態の安定化 ・ 二次汚染源の除去 ・ 大規模な除染作業の実行 ・ 今後の原発の安全な操
業の為の条件整備 と い っ た 、 諸問題 ［5-7］ で あ っ た。 1986 年 10 月 に、 これ ら及び他の多く の課題を解
決する為 に、 「 コ ン ビナー ト 」 連合体が設立さ れた。 こ の連合体は、 チェル ノ プイ リ 原発 と 立入禁止区
域内での事故影響の後始末 と い う 、 最優先の活動 に従事する全て の企業や組織に よ っ て構成 さ れた。
1989 年 12 月 には、 原発敷地内の除染はほぼ完了 し、 発電所 と 立入禁止区域の活動 を支えて き た組織が
新 し く な っ た。 「 コ ン ビナー ト 」 連合体は、 科学生産連合体 「プ リ ピ ャ チ」 に改組 さ れた。 こ の立入禁
止 区域内の新 しい連合体には、 放射線 と 線量管理 ・ 放射性鹿棄物管理 ・ 研究開発 ・ 立入禁止区域のイ
ン フ ラ の維持管理、 と い う 任務が割 り 当 て られた。
1992 年 3 月 以降、 立入禁止区域は、 ウ ク ラ イ ナ ・ チ ェ ル ノ プイ リ 省の専阿部署 － 危険区域管理局
ー に よ っ て管理 さ れる よ う に な っ た。 1996 年 1 月 に こ の部署は、 立入禁止区域及び強制 （義務的） 移
住 区域管理局に改名 さ れた。 その後 1997 年 12 月 に、 強制 （義務的） 移住区域が、 同管理局の管轄下
に移行 した。 そ して 2000 年 に こ の組織は、 現行の 『領土の法的地位に 関する』 法律 と 『 ウ ク ラ イ ナに
於ける行政改革に 関する』 ウ ク ラ イ ナ大統領令並びにその他の基準法令に基づ き 、 放射能危険区域内
9 ウ ク ライナの ソ ビエ ト時代の国名 「 ワ ク ラ イナ ・ ソ ピエ ト社会主義共和国」 の こ と 。
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に於けるチェル ノ プイ リ 事故の影響を 除去する為 に執られる全て の施策に対する国家規制 と 管理を 目
的 と して、 立入禁止 区域及び強制 （義務的） 移住区域管理省 （危険区域省） に改組 さ れた。 こ れ ら の
地域に於ける業務活動は、 「チェルノ プイ リ 原発の廃炉 （2000 年までは原子炉の運転） 」 と 「チェルノ
プイ リ 事故の影響の後処理に関する活動の実行」 と い う こつの方針に従っ て行われる。 危険区域省は、
こ の領域内 の全て の活動 を管理 し、 そ の執行を調整する。 今 日 、 放射能危険区域内 に は、 総量約 100
万 ぜ 且つ総放射能量 38 万 Ci (14.1 PBq = 1.41 京 Bq） に上る放射性廃棄物の一時的貯蔵の為 に使わ
れている、 800 以上の施設がある。 国営企業 「 コ ンプレ ッ ク ス 」 と 「テ ク ノ セ ンタ ー」 は、 放射性廃棄
物管理に 関する活動 を行っ て いる。 こ れ ら は、 放射性廃棄物処理 と 廃棄の為の 「 ヴェ ク ト ル」 複合体、
放射性廃棄物処理施設 「 プ リ ャ キ ヴカ 」 ・ 「 ピ ド ゥ リ ス ニ イ 』 ・ 「 コ ンプ レ ク ス ニ ィ 」 に よ っ て構成 さ れ
ている。 放射能危険区域内にはま た、 1986 ～ 1987 年に事故処理作業に使用 さ れて放射能に汚染 さ れた
機材類を集めた、 二つの用地も ある。
チェルノ プイ リ 原発事故に よ っ て生 じた放射性廃棄物を管理する為の、 安全で効率的な技術を開発
する 目 的で、 「 ヴ ェ ク ト ノレ」 と 名 付 け られた放射性廃棄物の汚染除去 ・ 移送 ・ 処理 ・ 処分を行 う 諸施設
の複合体が設 立 さ れた。 これに よ り 、 ウ ク ラ イ ナでは、 放射線の影響か ら 住民 と 自 然環境を き ち ん と
防護する為の全て の要件に従った、 放射性廃棄物処分が出来るよ う に な っ た。 状況の分析に よ り 明 ら
かにな っ た こ と は、 核燃料の残骸を封 じ込めて いる石棺を含め、 全て の放射性廃棄物処理施設で、 放
射性核種が可溶且つ移動 しやすい形態の別の放射性核種に放射性崩壊 してい く 一 特に プル ト ニ ウ ム
241 か ら ア メ リ シ ウ ム 241 への放射性崩壊 一 こ と と 、 そ れ らが地下水へ浸透する可能性 と い う 負 のプ
ロ セ ス について、 専門家が深刻 な懸念を抱いている、 と い う こ と で ある。 チェルノ プイ リ 原発事故の
影響を 除去する活動 の 中 で、 最 も 重要な分野の一つは、 立入禁止区域での放射線モ ニ タ リ ン グに関す
る施策である。 地図 ・ 予測許算 ・ 報告書な どの形でま と め られた資料や研究成果は、 定期的且つ体系
的に、 ソ連政府委員会並びに ワ ク ラ イ ナ と ベラ ノレ｝ シの共和国指導部に提出 さ れた。 こ れ ら のデ｝タ
に基づいて、 人々 の避難や除染活動の遂行に関する決定がな さ れ、 放射能汚染の限度 （永久移住 ・ 一
時的な移住 ・ 厳格な放射線管理） 並びに汚染地域内に居住 ま たは労働 していた市民の杜会保障の レベ
ルが指定 さ れた。
ウ ク ラ イ ナ ・ チェルノ プイ リ 省の設立 と そ の後身の ウ ク ラ イ ナ緊急事態並びにチェ ルノ プイ リ 核災
害の影響か ら の住民防護省の設立の後、 放射線モニ タ リ ングシス テ ム の構築 と 汚染領域に於ける放射
能状況の改善に関する活動の企画・調整・分析は、 こ れ ら の省庁の優先的な活動 目 標 と な っ た ［8]o 現在、
立入禁止 区域内での放射線管理は、 国営企業 「チェル ノ プイ リ 放射生態学セ ン タ ー」 に よ っ て行われ
て いる。 立入禁止 区域内での放射生態学的モニ タ リ ングは、 国家のモ ニ タ P ングシステム に不可欠な
構成部分である。 保健物理学研究 （放射性物質に 由 来 した放射線障害に対する、 系統的な放射線防護
に 関する調査 ・ 研究） は、 六つの主要な対象について行われて いる。 そ れ ら は即 ち 、 土壌の放射線地
球化学的なモニタ リ ン グ ・ 地表水のモ ニ タ リ ン グ ・ 地下水モニ タ リ ン グ ・ 大気モニタ リ ン グ ・ 生物の
モニタ リ ング ・ 無許可で戻っ た人々 の居住地のモニ タ リ ングである。
チェ ノレノ ブイ リ 事故の結果、 440 万 ha の ワ ク ラ イ ナの森林が、 放射性物質で汚染 さ れて いる。 政府
は、 15 万 7000 ha の森林か ら採れた木材 （立入禁止 区域内の 1 1 万 ha を含む） を流通か ら排除しなけれ
ばな ら なかった ［9, 10］。 放射能に汚染 さ れていない生産物を認定する と い う 、 安全な森林管理の為の規
定は、 1991 年秋に漸 く 成立 した。 放射線管理の為のネ ッ ト ワ ー ク は、 安全な森林管理 と 所定の基準を
超えない生産物を実現する為 に設立 さ れた。 事故の 際に、 放射性核種を蓄積する役割の一端を果た し
た森林地帯の御蔭で、 放射能汚染の広域への拡散はある程度抑 え ら れた。 こ の こ と は、 森林が、 立入
禁止 区域内での放射生態学的状況の安定化に於いて、 主要な 自 然要因 と な っ た こ と を意味する。 国営
林業事業複合体 「チェルノ プイ リ リ ス」 （後に 「チェルノ プイ リ ＝ プシャ」） は、 1992 年に立入禁止区
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域内で活動 を開始 した。 こ の企業の任務は、 立入禁止 区域内の森林地帯を火災 と 密猟者か ら 守 り 、 木々
を昆虫 と 死か ら 守るこ と 、 そ して よ り 重要なのは、 森林に若い木々 を植えて、 放射性核種を生物学的
循環に繋ぎ止める こ と である。
領土を繰 り 返 し放射能汚染に曝す危険要因は、 森林火災である。 森林の防護機能 を 向 上 さ せ、 火災
に よ る地域の放射能汚染の繰 り 返 し を防止 し、 非汚染地域への放射性核種の移染 を 防 ぐ為に、 立入禁
止 区域内では、 防火帯が設定 さ れ、 森林火災消防に特化 した化学消防隊が維持 さ れ、 森林保護の為の
その他の措置が実施 さ れている。
統計に示 さ れて いる よ う に、 立入禁止区域か ら流出する放射性核種の 90%は、 水 を媒介 して いる。
主に汚染地域か ら洗い流 さ れた放射性核種に よ っ て 、 水路は汚染 さ れる ［11］。 立入禁止 区域の河川が犯
濫する と 、 放射性核種はまずプ リ ピ ャ チ川 へ、 そ してその後 ドニプロ川｜へ と 洗い流 さ れ、 大 き な災害
と なる。 1987 年 10 月 、 ウ ク ラ イ ナ政府は、 防護施設の運営の為、 「 プ リ ピ ャ チ川｜流域に於ける水路防
護施設運営の為のチェル ノ プイ リ 管理局」 を設立するこ と を決めた。 その後 1993 年に、 国営水路防護
事業複合体 「チェノレノ プイ リ ＝ ヴォ ド ウ エ ク ス プロ ア タ ーツ ィ ア （チェルノ プイ リ 水路運営） J が設立
さ れた。 こ の企業の全活動は、 立入禁止 区域内 の汚染地域か ら 放射性核種が水路を通 じて流出する事
態の削減 を 目 指 している。 こ の 目 的は、 特に科学的根拠に基づ く 水管理施設の建設に よ っ て、 達成 さ
れている。 こ れ に よ り 、 立入禁止 区域内 の殆 どの汚染地域の放射性核種は隔離 さ れ、 放射性核種の移
行経路上に障壁が作 られた。 例 え ば、 プ リ ピ ャ チ川左岸の防護ダムが建設 さ れた後には、 放射性核種
の同河川 ｜への流出は、 100 ～ 150 Ci (3.7 ～ 5.55 GBq = 37 ～ 55.5 億 Bq） も減少 した。
住民居住領域内への放射性物質の拡散を最小限にする為 に、 立入禁止 区域では、 以下の活動が行わ
れている ：
一 石棺を生態学的に安全な システム に転化するこ と ；
一 森林 と 原野に於ける防災及び防火対策 ；
一 立入禁止区域で働いている労働者の放射線管理 ；
一 放射性廃棄物の処理 と 処分 ；
一 水路防護対策 ；
ー 立入禁止区域のイ ン フ ラ ス ト ラ ク チ ャ ーの支援 ；
ー 立入禁止区域境界の物理的防護 ；
一 作業に対する科学的な支援や、 科学的研究活動。
ワ ク ラ イ ナでは、 1986 年にチェル ノ プイ リ 原発事故が発生 した直後に、 チェルノ プイ リ 事故で被災
した全て のカ テ ゴ リ ーの人々 に対する補償政策が導入 さ れた。 補償は、 金銭や様々 なサー ピス の無料
或いは割引価格での提供 と して実施 さ れ、 国家予算 に対する費用 の大幅な増大を引 き 起 こ した。 ワ ク
ラ イ ナが ソ連か ら独立 した後、 初めの頃の政治組織は、 選挙民を代表 して、 チェルノ プイ リ 事故に よ っ
て 引 き 起 こ さ れた問題に積極的 に取 り 組んだ。 その結果、 議会は、 利用可能な財源を適切に評価する
と 左 な く 、 損害の回復 の為に合意する こ と を繰 り 返 した。 多 く の合意事項は履行 さ れず、 ま た 「チェ
ルノ プイ リ 予算」 が国家予算に重 く 伸 し掛かった ［12］。
チェル ノ プイ リ 原発事故の影響に苦 しんでいる人々 に対する包括的 な保護に 関する、 ウ ク ラ イ ナの
国家政策は、 以下の諸原則に基づいている ：
ー チェルノ プイ リ 事故の被災者達の生命 と 健康が第一。 国家は、 安全に生活や労働できる条件を
確立するこ と に全責任を負 う ；
ー 健康保護 と 社会政策並びに国家計画に基づいた汚染領域の利用 と い った、 諸任務に対する統合
的解決 ；
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一 社会保障 と 被災者に生 じた損害の完全な補償 ；
ー チェルノ プイ リ 事故の被災者達 と そ の団体に対する優遇税制政策を通 じての、 生活改善の為の
経済的手法の活用 ；
ー 被災住民の為の、 職業再教育 と よ り 高度な職業訓練に 関する対策の実施 ；
一 国家 レベル と 地方 レベルでの社会保障に関する意思決定を行 う 際に、 中央省庁 と 被災者達 （そ
の代表者達、 社会的グループ） の聞での協力 と 対話の実施 ；
一 健康保護 ・ 社会保障 ・ 放射線防護 ・ 労働安全性に 関する国際協力 と 、 こ れ ら の事項に 関する世
界の経験の活用 ［27]o
1990 年以前には、 チェルノ プイ リ 事故の被災者達の保護 と 地位に 関する、 合理的で欠点の ない法的
枠組はなかった。 当 時は、 ソ連共産党中央委員会及び連邦閣僚評議会 に よ る命令、 並びに各々 の省庁
に よ る命令が効力 を有 していた。 こ れ ら の文書の殆 どは、 そ の適用範囲を限定する秘密 区分を有 して
いた。 その後の 『チェルノ プイ リ 核災害に よ り 放射能汚染を被った領土の法的地位に関する』 法律 （ ウ
ク ラ イ ナ SSR) は、 様々 な レベルの放射能汚染領域の法的地位を立法上定義 し、 対策 を行 う 規定を定
めている。 立法上の被災者保護原則は、 『チェルノ プイ リ 核災害に よ り 被災 した市民の地位 と 社会保障
に関する』 法律 （ ウ ク ラ イ ナ SSR ; 1991 年 2 月 28 日 ， No.796-XII） に よ っ て定め られている。 同法は、
チェルノ プイ リ 事故に よ る被災者達の憲法上の権利の実現 と 、 彼等の生命 と 健康の保障に関する基本
規定を定めて いる。 同法に よ っ て 、 被災者の地位を決定する為の単一手続が定め ら れた。 ま た 、 対応
する下位法令が作 られ、 同法に基づいて施行 さ れている。
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1 .  4 チ ェ ルノ ブイ リ 核災害の影響 を克服す る為の国家管理体制の確立
チェルノ プイ リ 原発事故の規模は、 ソ ピエ ト 連邦の規制文書で想定さ れていた事故の尺度に収ま り
き ら ない大き さ だっ た。 チェル ノ プイ リ 起源の様々 な放射性同位体が、 全地球的に大規模に分散 した。
こ れ に よ り 、 ソ連政府 と 責任部局は、 核災害の影響の拡大を防ぎ緩和す る と い う 、 全 く 新 しい任務 を
背負込むこ と と な っ た。 チェルノ プイ リ 原発事故の結果発生 した、 その後始末に 関する 問題は、 ソ ビ
エ ト 連邦共産党中央委員会 （CCCPSU） 及び連邦閣僚評議会 に よ る命令 と 指令や、 各省庁及び政府機関
に よ る命令、 そ して政府委員会の決定に従っ て処理 さ れた。 それ ら は、 限定 さ れた適用範囲に応 じて、 「極
秘J か 「秘密」 ま た は 「公用 限定J に指定 さ れた。 ウ ク ラ イ ナ ・ ソ ビエ ト 社会主義共和 国 （SSR） で
は、 それら を基礎 と して、 ウ ク ラ イ ナ共産党 中央委員会及び共和国閣僚評議会に よ る命令が作成された。
こ れら の文書は 1990 年に、 ワ ク ラ イ ナ SSR最高会議の議員の為に一冊の本 と して出版 さ れた。 ［1]
住民の放射線防護を確実にする こ と を 目 的に、 ソ連保健省 （USSRMH） は事故当初か ら 、 環境区画・
身体 ・ 建築物 ・ 道路 ・ 公衆の放射線被曝線量 ・ 食品 中 の放射性物質含有量の許容 レベノレ ・ 生鮮農産物
等に対す る 、 放射能汚染の暫定緊急 レベルの規制 を制定 し始めた。 こ れ ら の規制 の適用 は、 組織的 ・
経営的な施策の実行を可能に し、 チェルノ プイ リ 原発か ら の放射能の放出 か ら 着実に人々 を防護す る
こ と に貢献 した。 ソ連では 1987 年に、 放射線安全基準 （NRB-76/87） と 基本衛生規則 （OSP-72/87） の
改訂版が制定さ れた。 こ れ ら は、 人体に対する 電離放射線の影響に関する正確なデー タ と 放射線管理
の保障に関する経験を考慮 し、 チェルノ プイ リ 原発に於け る 事故影響の後始末に使われた施策 を含む、
善後措置を実施する為の も ので あ っ た ［2］。 放射能事故時の原発の所在地区域内の住民に対す る 、 医療
支援に関する事柄は、 専門の規制文書に よ っ て規制 さ れた ［3, 6］。
NRB-76/87 で新 し く なっ た主要な点は、 放射線に被曝 した市民の各カ テ ゴ リ ーに対する規範的基準を、
最優先線量限度 ・ 許容 レベル ・ 基準 レベルの三つの等級に区分 した こ と であ っ た。 年間最大許容線量
（阻D） は、 カ テ ゴ リ ー A （事故処理作業従事者） の最優先線量限度 と して適用 さ れた。 他方、 カ テ ゴ
リ ー B （限定 さ れた一部の住民） には、 年間最大線量 （MD） が適用 さ れた。 NRB-76/87 に よ れば、 限
定 さ れた一部の住民の被曝は、 以下の線量計算方式に則って求め られた、 放射線放出量 ・ 野外線量率 ・
環境放射能汚染 レベル （大気、水、土壌、食品 な ど） の計測値に基づいて、 管理 さ れなければな ら な かっ た。
カ テ ゴ リ ー B に属する 市民に適用 される個人の実効被曝線量は、 年間 5 mSv を超えて はな ら なかった。
1996 年には、 チェルノ プイ リ 原発事故に関する ほぽ全ての文書 と 資料が公衆に入手可能な状態に な り 、
ま 左 めて一冊の本 と して 出版 さ れた ［7］。 こ の合纂書 (1967 年～ 1996 年に至る 508 の文書） の一部であっ
た幾つかの文書 に よ れば、 チェル ノ プイ リ 原発 に 由 来する 諸問題は、 初 日 か ら 、 旧 ソ連でも ワ ク ラ イ
ナでもベラルーシ共和国で も ロ シア連邦で も 、 政府や責任部局を 困 らせた こ と が 明 ら かに な っ て い る 。
1990 年 4 月 25 日 の布告に よ り 、 ソ連邦最高会議は、 チェルノ プイ リ 原発事故を、 全国家規模の災害で
あ り 広大な領士に住む数百万の人々 の運命を左右 した、 現代の最 も 大 き な破局 と して認定 した。
第 28 回 ソ連共産党大会に於いて、 チェル ノ プイ リ 核災害 と そ の影響に対する 後始末に関する諸活動
に対して、 政治的評価が な さ れた。 同大会は、 チ ェ ル ノ プイ リ 核災害の影響の後始末に用 い られた施
策 を 『物足 り な く 不十分な も ので あ っ た』 と 認定 した。 ウ ク ラ イ ナでは、 チェルノ プイ リ 核災害の後
始末に関する 諸活動 に対する全体的評価は、 ウ ク ラ イ ナ共産党第 28 回大会に於け る 『チェルノ プイ リ
核災害の影響の後始末並びに核災害の影響から の住民防護』 に関する声明 （1990 年 7 月 ） 、 並びに ウ ク
ラ イ ナ SSR 最高会議布告 （1990 年 8 月 1 日 ） に よ っ て な さ れた。 こ れ ら の文書は、 核災害の影響を克
服する画期的な方法への移行の出発点 と なっ た。
1990 年の会期 中に ［8］、 ウ ク ラ イ ナ SSR最高会議は、 生態学的状況 と チェルノ ブイ リ 核災害の影響か
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ら の住民防護に関する緊急措置について、 2 回議論 した。 これを受けて、 チェルノ プイ リ 核災害問題に
関する ウ ク ラ イ ナ SSR最高会議委員会が設立 さ れ、 1990 年をチェルノ プイ リ 原発事故に被災 した領域
内に住む子供達の回復の年 と す る こ と が発表 さ れた。 ま た 、 住民放射線防護に関する 諸問題を科学に
基づいて解決する 手法を確立 し、 こ れ ら の 問題について 国際協力 を拡張す る 為 に、 ウ ク ラ イ ナ住民の
放射線防護の為の全国委員会 と チェルノ プイ リ 核災害問題に関する ウ ク ラ イ ナ SSR 国家委員会の設立
が決定 さ れた。 共和国の領士は、 生態学的核災害区域 と して宣言 さ れた。 ワ ク ラ イ ナ SSR 閣僚評議会
第一副委員長の権限は、 緊急事態に関する政府委員会委員長に委譲さ れた。 政府 と 幾つかの省庁、 並
びにジ ト ー ム ィ ル ・ キエフ ・ り ウネ ・ チェノレニー ヒ ウ ・ ヴォル ィ ーニ ・ チェルカース ィ ・ ヴィ ーンヌ ィ
ツ ャ の各州 と 関連する他の地方に於いて、 チェルノ ブイ リ 核災害の影響の後始末 と 克服に関する 組織
的な仕事を遂行する 為に、 専門部署を設立する こ と の必要性が受け入れ られた ［9］。
1990 年 3 月 29 日 、 ウ ク ラ イ ナ SSR 最高会議幹部会は、 「チェルノ プイ リ 原発事故に関連 した悲劇的
な出来事 と 更 な る 核災害を防 ぐ と い う 目 的 を、 永遠に人々 の記憶に留めたい」 と い う 、 ワ ク ラ イ ナ人
民代議員達と 一般公衆の提案を考慮 して、 布告 （No.8985・.XII） に よ り 、 4 月 26 日 を 「チェルノ プイ リ
悲劇の 日 」 にする と 宣言 した。
核災害の後始末に用 い られた施策 と 当該影響の将来的な撲滅に関する提案の評価が、 1990 年に国家
レベルで決定 さ れた後、 それ ら の実施が 開始された。 ソ連全体では、 『1990 ～ 1992 年度に於け る チ ェ
ル ノ プイ リ 原発事故影響の後始末の為の緊急措置に関する ソ ビエ ト 連邦及び各構成共和国の総合許画』
が承認 さ れた ［8］。 その 中で、 ウ ク ラ イ ナで行われる計画も指定された。
こ の結果、 キエ フ州 ・ ジ ト ー ム イ ル州 ・ リ ウネ州 ・ チェノレエー ヒ ウ州 の州執行委員会は、 チェルノ
プイ リ 原発事故に よ っ て放射能汚染に曝 さ れた領土 か ら 人々 の移住を行 う 権限を得た。 そ の法的根拠
は、 ウ ク ラ イ ナ SSR 閣僚評議会令 と 、 ウ ク ラ イ ナ SSR 労働組合評議会令 （1990 年 5 月 21 日 ， No.115)
で あ っ た。
1991 年ま では、 こ の国家計画の任務は、 ソ連邦全体の努力 に よ って実施 さ れた。 ソ連崩壊の 日 以降は、
事故影響の後始末は、 個々 の共和国が別 々 に行 う こ と にな り 、 多 く の 困難が生 じた。
ソ連邦及び各構成共和国の総合計画並びに採択 さ れた諸命令は、 多 く の大規模な国家施策 を構想 し
て いた。 それら の対象は、 生態系安全性の確保、 健康保護 と 増進、 並びにチ ェルノ プイ リ 核災害に よ
る被曝者達及び汚染領域に住んでい る住民連の社会保障 と 法的保護であ っ た。
ウ ク ラ イ ナ政府 と 地方政府及び責任部局は、 公衆衛生への放射能汚染の影響の低減を 目 標 と する 施
策を行った。 1987 ～ 1990 年に掛けて ワ ク ラ イ ナ政府は、 チェルノ プイ リ 原発事故に よ る影響の後始末
に 関する諸問題について 116 の命令 と 指令を制定 した。 1990 ～ 1992 年度に於け るチェルノ プイ リ 原発
事故影響の後始末の為の緊急措置に 関す る ウ ク ラ イ ナ SSR 国家計画が策定 さ れ、 実施 さ れた。 これに
も 拘わ らず、 汚染地域内の状況は非常に複雑な ま ま で あ っ た。 詳細な領域調査や放射線状況評価の不
存在、 そ して放射線状況に関する ’情報の公衆への広範且つ公平な提供が な さ れな かっ た こ と に起因す
る諸問題は、 深刻化 した。 放射能汚染領域内 の住民が安全に居住でき る よ う にする為の、 共和国基本
方針の策定は不 当 に遅れた。 それま で、 30 km 圏や他の汚染領域の法的地位は定ま ら なかった。 被曝者
に対す る 責任 あ る 社会保障は、 確保 されていなかった。 「汚染」 地域か ら逃げて き た住民に 「汚染 さ れ
ていなしリ 食品 と 放射線測定器及び医療を提供 し、 住民の生活再建に取 り 組み、 住宅 と 社会施設を建
設 し、 他の緊急作業を行 う と い う 決定は、 実施 さ れていなかった。
意思決定が な さ れる 問、 担当行政庁は、 1986 年 5 月 に ソ連保健省 に よ っ て承認 さ れた、 放射性核種
に よ る 汚染に対する 暫定指定 レベルに関する 基本基準 に従 っ た。 それは、 汚染の密度に関する も ので
あ っ た。
布告 (1990 年 4 月 25 日 ， No.1452・1） に よ り 、 ソ連邦最高会議は、 事故の影響の後始末の為に実施 さ
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れた措置は不十分 と 判明 し た こ と を強調 した。 放射能汚染に直面 していた地域では、 高度に緊張 した
社会的 ・ 政治的状況が生 じ ていた。 こ の状況は、 放射能の安全性の 問題に対す る科学者や専門家 に よ
る勧告が矛盾 して いた こ と 、 必要な対策 を講 じ る のが遅れた こ と 、 そ して こ れ ら を原因 と して一部の
住民が地方及び中央官庁への信頼を失っ た こ と の帰結であった。
1990 年の終わ り に、 チェル ノ プイ リ 核災害問題に関する ウ ク ラ イ ナ SSR 最高会議委員会 ・ ウ ク ラ イ
ナ政府 ・ 科学アカ デ ミ ー ・ 公共団体 「チェルノ プイ リ 同盟」 は、 チェルノ プイ リ 核災害 に よ っ て放射
能汚染 レベルが上昇 した領土に住む ウ ク ラ イ ナ SSR 人民に対す る基本方針の草稿、 並びに 『チェルノ
プイ リ 核災害 に よ り 放射能汚染 を被っ た領土の法的地位 に 関する 』 法律案 と 『チェルノ プイ リ 核災害
に よ り 被災 した市民の地位 と 社会保障に関する』 法律案を準備 した。
上記基本方針は、 ウ ク ラ イ ナ SSR 科学アカ デ ミ ーの下に あ る 生産力研究評議会の科学報告書の資料
に基づいて策定 さ れた。 こ の報告書は、 ウ ク ラ イ ナ SSR 閣僚評議会の為に準備 さ れた ［10］。 報告書では、
放射能の安全性に関する 基本理念が提案 さ れた。 こ の基本理念は、 人々 の居住 と 生活支援の為の基準
や規範を指定し、 正当化 した。 安全性基準を超過 し な い こ と と 人間への被曝を最小限に抑 え る 為に全
て の必要な措置を行 う と い う 、 国際的な放射能の安全性に関する慣行が、 こ の基本理念の基礎 と な っ た。
上記基本方針の基本原則 は、 最も影響を受ける年齢集団 （1986 年の 出生児） に於いて、 チェル ノ ブ
イ リ 核災害に伴 う 追加的な被曝が、 実効線量値 と して年間 1.0 mSv、 全生涯を累計 して 70.0 mSv を超え
てはな ら ない と い う も ので あ る。 但 し、 事故以前か ら 存在す る 自 然条件で被曝 した線量は、 これに含
まれない ［11］。 事故に よ る放射能放出に よ っ て汚染さ れた全ての領土の区域への分類は、 こ の基本方針
と 続いて制定 さ れた 『チェルノ ブイ リ 核災害に よ り 放射能汚染を被っ た領土の法的地位 に 関す る 』 法
律 と 『チェルノ プイ リ 核災害に よ り 被災 した市民の地位 と 社会保障に関する 』 法律で決め られ る こ と
に な っ た [12］。
こ れ ら の法律案の社会的重要性を踏ま えて、 チェルノ プイ リ 核災害問題に関する 委員会は、 法律案
の是非を全国的な議論にかける決定を行っ た。 こ れ ら の法律案は、 中央の新聞に掲載 さ れた。 数千人
に上る ウ ク ラ イ ナ市民 ・ 省庁 ・ 政府機関 ・ 諸国体が、 彼等の提案を提出 した。 ウ ク ラ イ ナ SSR 科学ア
カ デ ミ ーの科学者達、 保健省 ・ 農業工業複合体省 ・ 労働省の職員、 司法、 公的機関、 被災地方の地方
ソ ピエ ト は、 長い間、 こ の法律案の策定に 関 わ っ た。 1991 年 2 月 5 日 に、 こ れ ら の法律案は、 ウ ク ラ
イ ナ SSR 最高会議に於いて第一読会での審議に付さ れた。 1991 年 2 月 27 日 と 28 日 に、 こ れ ら の法律
案は、 最終的に人民代議員の大多数の賛成 に よ っ て採択 さ れた。
ウ ク ラ イ ナ SSR 最高会議の本会議でこれら の法律案が審議 されている最中、 財務省の試算 に よ れば、
法律案に盛 り 込ま れた社会給付の実施の為には年間 40 億 ソ ピエ ト ・ ルーブル以上の支出を要する こ と
に注 目 が集ま っ た。 こ の法律案が審議 さ れていた時点、で既に採択ない し；実施 さ れていた 一 労働報酬の
補填 ・ 追加手当 ・ 生活再建 ・ 児童に対する 無料の給食支給 ・ そ の他に関す る 一 全て の命令 と 決定を、
も し も続行 した場合、 こ の合計額 と は別に 5 億 8000 万 ソ ビエ ト リレープノレが必要であ っ たであろ う 。 従っ
て、 こ れ ら の法律の施行に要する資金の不足額は、 30 億 ソ ピエ ト ・ループルを超えた。 こ れ ら の資金は、
ソ連邦の予算か ら受け取る こ と が想定 さ れていた。
ソ連邦の崩壊以降、 ソ連邦の予算 か ら こ れ ら の資金を受け取る 可能性は失われた。 そ して 、 チェル
ノ プイ リ 法制で想定 さ れ る 全て の措置に関する 資金調達は、 ウ ク ラ イ ナ予算で完全に賄わねばな ら な
く な っ た。 独立以来数年間にEって、 ウ ク ラ イ ナはチェルノ プイ リ 核災害の影響の後始末に 10 億米 ド
ル以上を費や した に も拘わ らず、 こ の金額は、 上記の法律が想定 した必要金額には 57%以上 も 足 り な
かった。
上記基本方針、 並びに 『チェルノ プイ リ 核災害に よ り 放射能汚染を被っ た領土の法的地位に関する』
法律 （ ウ ク ラ イ ナ SSR） と 『チェルノ プイ リ 核災害 に よ り 被災 した 市民の地位 と 社会保障に関する』
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法偉 （ ウ ク ラ イ ナ SSR) の採択に よ り 、 公衆衛生に対する 潜在的な負 の影響の レベルに応 じて放射能
汚染区域を法律に よ っ て設定し直す こ と 、 移住 に関する最優先基準を確立す る こ と 、 汚染領域内での
居住地の安全性 と 居住体制 を モニ タ リ ン グす る仕組を作る こ と 、 が可能 に な っ た。 チェルノ ブイ リ 核
災害に よ り 被災 した個人に対 しては、 夫々 のカ テ ゴ リ ーに応 じた扶助 と 補償の提供が、 国家に よ っ て
保証 されている ［13］。
チェルノ プイ リ 問題の解決を担当する 国家行政機関の地位を上げる 為 に 、 チェル ノ プイ リ 核災害の
影響か ら の住民防護省が、 チ ェ ル ノ プイ リ 核災害問題に関する 国家委員会を母体 と し て設立 さ れた。
その法的根拠は、 チェルノ プイ リ 核災害問題に関する ウ ク ラ イ ナ SSR 最高会議委員会の提案に よ る 、 『 ウ
ク ラ イ ナ SSR の省庁及び他 の 中央国家行政機関 の リ ス ト に 関す る 』 法律 （1991 年 5 月 13 日 ， No.1030
6-XII） であった。
上記法律に よ り 、 チ ェ ル ノ プイ リ 核災害に よ る影響を克服する こ と が、 国家の主要な責務の一つで
あ る と 言及でき る よ う に な っ た。
あ る 責務を圃家の主要 な も の の一つであ る と 云 う 為の最 も 重要な要因は、 そ の憲法的地位の強化で
あ る 。 旧 ソ連の他 の共和国の憲法 と 異な り 、 ウ ク ラ イ ナ憲法では、 チェルノ プイ リ 核災害に 関連す る
国家の責務を 『… 地球規模の大惨事であ る チェルノ ブイ リ 核災害の影響を克服す る こ と と 、 ウ ク ラ イ
ナの人々 の遺伝子プールの保全は、 国家の義務であ る 』 （第 16 条） と 定義 している。
チェルノ プイ リ 法が成立 し、 ソ連邦が崩壊 した後、 チ ェ ル ノ プイ リ 政策全体の資金調達に問題が生
じた。 『1992 年度第一四半期の ウ ク ラ イ ナ固家予算案に関する』 ワ ク ラ イ ナ最高議会令 （1991 年 12 月
20 日 ， No.206） に よ る と 、 チエノレノ プイ り 事故の影響を緩和する 為の施策 と 住民の社会保障に用 い ら
れる 基金は、 1992 年の国家予算の一部 と して許上 さ れた。 こ の基金は、 国営 と 私営を問 わずに企業や
経済団体か ら 、 製品 （労働、 サー ビス） 費用 の総計に転嫁 さ れて割 り 当 て られた給料の 19%に相当す
る 額を納付金 と して受け取った。 『 「企業及び団体の所得課税に関す る 」 法律 （ ワ ク ラ イ ナ） を発効 さ
せる為の』 ウ ク ラ イ ナ最高議会令 （1992 年 2 月 21 日 ， No.2147・XII） に よ る と 、 上記基金への割 り 当 ては、
1992 年 3 月 1 日 か ら は 12%相 当 と 評価 さ れた。
『チェルノ プイ リ 事故の影響緩和措置及び住民の社会保障の実施の為の基金形成に関する』 法律 （ ウ
ク ラ イ ナ ； 1997 年） に よ る と 、 納付金は、 生産の総支出に支払われた金額に割 り 当 て られた税金全体
の 10%に達 した ［14］。 『課税に於 け る 幾つかの変更に関す る 』 ウ ク ラ イ ナ大統領令 （1998 年 8 月 7 日 ，
No.857/98） に よ り 、 チェルノ プイ リ 事故の影響緩和措置 と 住民の社会保障の為の基金に対する 納付金
の割 り 当 て は、 1999 年 1 月 1 日 か ら 停止 さ れた。 同大統領令に よ り 、 チェルノ プイ リ 事故の影響緩和
措置 と 住民の社会保障の為の基金に対す る 資金調達は、 ウ ク ラ イ ナの 国家予算 に よ っ て賄われる こ と
と な っ た。 こ の為、 特別に増税 さ れた歳入か ら の 予算収入が使われる こ と と な っ た。 チェルノ プイ リ
事故の影響緩和措置 と 住民の社会保障の為の基金の形成 ・ 充填手続 ・ 資産利 用 は、 これに対応す る法
律 （ ウ ク ラ イ ナ ； 2000 年 2 月 10 日 ， No.1445・ 山） に よ っ て決定 さ れた。 チェル ノ プイ リ 事故の影響緩
和措置 と 住民の社会保障に関する支出に対する 資金調達は、 ウ ク ラ イ ナ国家予算の一部 と して設立 さ
れた、 チェルノ プイ リ 事故の影響緩和措置 と 住民の社会保障の為の基金を使っ て行われる こ と が決め
られた。 基金の資産は、 ウ ク ラ イ ナの 国家予算 と は別の会計 と して勘定 さ れて い る。 ウ ク ラ イ ナ緊急
事態並びにチェルノ プイ リ 核災害の影響か ら の住民防護省 （加盟） が、基金管理者 と して定め られた ［15]o
こ の よ う に して 、 チェルノ プイ リ 事故の影響か ら の防護 に関する 国家政策 を実施する 為 の法的基盤
が徐々 に形成さ れた。
『チェルノ プイ リ 核災害に よ り 被災 した市民の地位 と 社会保障に関する 』 法律 （ ウ ク ラ イ ナ SSR） の
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要件を適用する 際の経験は、 被災 した市民の社会保障に関する 戦略的課題が正 し く 設定 さ れた こ と を
示 している。 こ の社会保障は、 事故処理作業従事者、 影響を受け易い人々 ー 即 ち子供や病人 ー と 放射
能汚染地域内にある集落の住民をカバー している。
他 な ら ぬ こ の法律が、 チェルノ プイ リ 事故に被災 した市民の生命 と 健康を守 る と い う 憲法上の権利
の実施 と 、 苦 しんでい る人々 の地位の向上を決定する為の単一手続に関す る 、 主要な条項を決定 した。
同法が成立 した後、 政府は、 こ の法律の条項の実施に必要な下位法令の準備 と 施行に取 り 掛か り 始めた。
ま ず最初に取 り 組まれたのは、 被災 した人々 の地位の決定 と 彼等の社会保障の組織化で あ っ た。 しか
しなが ら 、 こ の法律に規定 さ れた措置の重要な部分は一度 も 実行 さ れなかっ た こ と と 、 こ れ ら の措置
は期待 さ れた成果をあげ られなかっ た こ と に も言及 しなければな ら ない。
1996 ～ 2004 年の聞に、 ウ ク ラ イ ナ最高議会は、 現行法である 『チェルノ プイ リ 核災害に よ り 被災 し
た市民の地位 と 社会保障に関する 』 法律 （ ウ ク ラ イ ナ SSR） の幾つかの点に変更を加 えた。 そ の 多 く
は、 同法律上の被災基準に関する も の と 、 被災 した人々 の為の社会保障の強化に関す る も ので あ っ た。
1996年 6 月 4 日 の法改正に よ り 、被災 した人々 のカテ ゴ リ ーを決定する為の新たな手続き が実施 さ れた。
ま た 、 チェ ノレノ プイ り 事故に関連 して障害を負 っ た、 被災 した子供達の権利 と 補償の リ ス ト が拡充 さ
れた ［16］。
1990 年の時点で、 チェルノ プイ リ 事故に関する規制及び法的枠組には、 ウ ク ラ イ ナ市民の主要な活
動の様々 な側面 をチェルノ プイ リ 事故の影響を理 由 と して規制でき る 法的文書が、 全体 と して 800 以
上 も あ っ た。
ウ ク ラ イ ナ最高議会は、 チェルノ プイ リ 事故に よ る放射線被曝を受けた市民の為の社会保障に係る
法的規制に関す る 、 理論的問題 と 実践的問題の調査に特別な注意 を払った。 ウ ク ラ イ ナ最高議会は、 「 ウ
ク ラ イ ナ政府の 日 」 と 呼ばれる議事手続に従 っ て 、 市民の社会保障に 関する 立法 と そ の適用 に係 る 実
務に関する分析を毎年実施 し 、 新たな問題を定義 し、 ま た改善の為の手法を提案する機会を持った。
事故の 23 周年に捧げ ら れた議会審理に際 して、 『チェル ノ プイ リ 事故に よ り 発生 した 問題は、 長年
掛って も 消えなかったが、 姿を変えてい る 』 と 発表 さ れた。 こ れ ら の問題の 内幾っか 一 第ーに杜会問
題 と 経済問題 ー に焦点が 当 て られ、 統合 さ れた解決策 と 担当行政庁がそれら の解決の為に活動する に
あたっ て の体系的取 り 組みが求め られている。 チェルノ プイ リ 政策の資金調達は、 予算要求時に算定
さ れ、 対応する年度の 国家予算で承認 さ れた金額 と 適合 し な い こ と に よ っ て特徴付け られる こ と が強
調 さ れた。 ま た 、 チ ェ ル ノ プイ リ 問題の統合 さ れた解決策に 関す る 、 省庁横断の ト ッ プ レベル委員会
の創設が決定 さ れた。 こ の委員会の活動は、 チ ェ ル ノ プイ リ の人々 の社会保障に 関連する 問題の解決
を 目 指 して計画 さ れて い る 。 前向き な変化 一 第ーにチェルノ プイ リ 原発の安全性の確保に関す る も の
ー は、 ワ ク ラ イ ナ最高議会に よ っ て も た ら さ れた。 それは、 ウ ク ラ イ ナの放射性廃棄物管理に 関する
こつの法律 と 、 そ して何よ り も 『チェルノ ブイ リ 原発の廃炉 と 石棺の生態学的に安全なシス テ ムへの
転化を行 う 為の国家計画に関する』 法律 （ ワ ク ラ イ ナ） の成立であった ［17］。
2009 年 1 月 15 日 、 ウ ク ラ イ ナ大統領は、 『チェルノ プイ リ 原発の廃炉 と 石棺の生態学的に安全なシ
ステ ムへの転化を行 う 為の 国家計画』 （No.886-VI） を承認 した。 こ の国家計画は、2010 年 1 月 1 日 以降は、
ウ ク ラ イ ナ法 と して の地位を得た。 同計画は、 チェルノ プイ リ 原発の廃炉 と 石棺の生態学的に安全な
システムへの転化に共通する活動、 こ れ ら の資金調達の大ま かな見通 し、 組織的及び技術的な任務を
定義 している。
同国家計画の 目 的は、 以下に掲げる 国家政策を確実に実施する こ と であ る ：
ー チェルノ ブイ リ 原発の廃炉 と 石棺の生態学的に安全な システムへの転化の為の準備 ；
ー 電離放射線被曝か ら の職員 と 住民、 並びに環境の防護を確実に行 う 。
チェルノ プイ リ 原発の廃炉 と 石棺の生態学的 に安全なシステムへの転化が完了す る には、 約 100 年
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を要する。 従って、 同計画は、 2009 年から 2012 年に掛けての、 チェルノ プイ リ 原発の操業停止 と 石棺
を生態学的に安全な システムに転化 さ せる段階に、 優先的に実施 さ れ る べき 施策を内容 と している。
同計画は、 以下に掲げる 主要な活動を想定 している ：
1 .  チェノレノ プイ り 原発の操業停止、 廃炉への準備、 並びに廃炉 ；
2. 石棺の生態学的に安全な システムへの転化 ；
3. チェルノ プイ リ 原発の操業中に蓄積 さ れ た も のに加え、 廃炉中並びに石棺の生態学的に安全な
システムへの転化に よ り 生 じたチェルノ プイ リ 原発由来の放射性廃棄物の管理 ；
4. チェ ノレ ノ プイ リ 原発の廃炉並びに石棺の生態学的 に安全 な シ ス テ ムへの転化への 準備活動へ
の、 科学技術面及び情報面での支援。 同計画で想定 される活動の安全性の確保に関 し、 地域社
会に対する意思決定の透明性の確保 ；
i チ ェルノ プイ リ 原発の廃炉を予定よ り 早め る こ と に伴 う 、 チェルノ プイ リ 原発の職員やス ラ ヴ
ーテ ィ チ市民への社会保障。
チェルノ プイ リ 事故の影響を緩和す る為の国家の法的枠組は、 ウ ク ラ イ ナ国家全体の法的枠組の主
要な構成部分であ る。 ウ ク ラ イ ナ最高議会に よ る 規範法令の箇所で述べた よ う に、 チェルノ プイ リ 事
故の影響の緩和の為の国家の法的枠組の構成は、 今 日 に至 る ま でバ ラ ンス が取れた も の に な っ ていな
い。 一方では、 規制支援体制は十分に発展 したが、 実施が な さ れて いない。 他方では、 こ の分野での
中央省庁 と 地方行政庁 に よ る 体系立っ た活動がない。
当 初は、 ウ ク ラ イ ナ ・ チェルノ プイ り 省が、 チェノレノ プイ ロ 事故の影響の緩和 に 関す る 問題に対処
し て い た。 そ して 1997 年以降は、 ウ ク ラ イ ナ大統領令 （1996 年 10 月 28 日 ， No.1005/96） に 従 っ て 、
ウ ク ラ イ ナ緊急事態並びにチェル ノ プイ リ 核災害の影響か ら の住民防護省が、 こ の 問題に対処 してい
る。 同省は、 チェルノ プイ リ 事故の影響を緩和する 為 の国家政策の実施を確実に行 う こ と を任務 と す
る 、 他の中央省庁を含む体制 に あ っ て、 主要な機関で あ っ た。 そ の後の中央省庁改革の実施を受けて、
2004 年に、 住民の社会保障に関する機能は、 労働社会政策省に移管 さ れた。 こ の こ と は、 複雑なチェ
ル ノ プイ リ 問題を解決する と い う 分野に於 け る 、 国家政策の実施を確実に行 う 上での調整を難 し く し
た。 緊急事態省 （加f.E） の活動の分析は、 以下の こ と を示 している。 チェルノ プイ リ 省 と 比較す る と 、
同省は他の固家行政機関 と の相互作用 に よ っ て 生 じ る 諸問題を完全には解決でき な かっ た し、 他の 国
家行政機闘が行っ た事故影響の緩和の為の政策の実施を制御でき なかった。 こ こ で、 チェルノ プイ リ
原発が発電 していた頃には、 チェル ノ プイ リ 事故の影響の緩和 に関連す る 問題の多 く を上手く 処理で
き て いた こ と に、 触れない訳にはいかない。 チェルノ プイ リ 原発の事故炉以外の炉が操業を停止 した
後は、 事故影響の緩和 に係る 問題を解決する為の状況が悪化 した。
チェルノ プイ リ 事故の影響の緩和は、 一時的 な も のではな く 、 長期間 を想定 した国家の 目 的主導型
の活動 で あ る 。 科学的実現可能性 と 科学的安定性は、 チ ェ ル ノ プイ リ 事故の影響を緩和する 上での、
国家管理に於け る特徴にな ら なければな ら ない。 今 日 では、チェルノ プイ リ 事故の影響を緩和する為に、
以下の よ う な管理体制を構築する こ と が求め られている。 それは、 事故影響に苦しむ住民の社会保障 ・
生活再建 ・ 能力 開発、 放射能汚染領域の生態学的修復、 並びに効率的な規制枠組の創造 と 一般化 と い っ
た、 全て の方針を統合で き る よ う な管理体制である。 こ れ ら の方針の内、 規制枠組に関 しては、 チェ
ル ノ プイ リ 事故の影響の緩和 に 関連 した全て の 問題の解決を確実にする為の規制が 出来、 新 しい段階
一 つま り 、 再生 と 発展の段階 ー に導ける も のである こ と が求め られる。 効率性の主要な評価基準は、
定め られた期間 内 に提供 さ れた資源を使用 して要求 さ れた 目 標 を達成す る 能力 と して、 定義 さ れ な け
ればな ら ない。 こ の こ と に鑑みれば、 被災 した人々 の生活再建は も っ と 注 目 さ れて然 る べ き で あ る 。
国家政策は 「被害者」 意識を減少 さ せ る こ と を 目 的 と すべき である。 人は、 国家だけが事故影響の緩
23 
第 1 章 ： 核災害 と 初期対応
和に関連 した全ての 問題を解決でき る と い う 、 固定観念を打破 しな ければな ら ない。 被災 した人々 は、
生 じて い る 障害 を 自 ら 克服する こ と を試みてみる べ き で あ る。 ま た 、 リ ス ク に対 して補償を行 う 政策
か ら 、 実際に生 じた被害を補償する政策に切 り 替える必要がある。
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1. 5 石棺の建設




図 1.2 破壊されたチェルノブイリ原発 4 号炉
その結果、 破壊された原子炉から放射性物質と電際放射線が外部に放出される こ とを抑制する為に、
構造物を建築して 4 号炉を長期に亘って保全するという問題が、 事故直後から持ち上がった。
「チェルノブイ リ原発4号炉の廃棄とそれに関連した建設に関する作業j は、 ソ ビエ ト連邦共産党中
央委員会及び連邦閣僚評議会決定 (1986年 5月 29 日 ， No.634-188） によ り 、 ソ連邦中型機械工業省に
割り振られていた。 この施設は 「チェルノプイ リ 4号炉の石棺J と名付けられた。
別のソビエ ト連邦共産党中央委員会及び連邦閣僚評議会決定 (1986年 6月 5 日 ，No.663-194） は、チz
ルノプイ リ原発4号炉の廃棄・放射性廃棄物処理・チェノレノプイ り原発用地施設の除染に関する作業の、
総合デザイナ｝の役割をVNIK.IET （サンク トベテノレプルグ ｝ に割 り振った。 クノレチャ トフ原子力研究
所は、 チェルノプイ リ 4号炉の廃棄に関する作業の科学的マネージメ ン ト を担当した。
事故を起こ した原子炉の保全に関する作業の特殊性と複雑さは、 以下の事柄に起因する。 まず、 こ
のよ う な大規模な事故の影響を克服するという実績が、 国家規模でも世界規模でも欠如していたこと。
次に、 当時は、 設計上の決定を策定する為の規範文書が存在しなかったこと。
石棺の決定的重要性に鑑み、 コンセプ ト段階で 18種類のデザイ ン ・ オプショ ンが策定された。 それ
らには、 特筆すべきものと して、 砕石やコンク リ｝ トから成る丘の形成、 湾曲したアーチまたは球形
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の形状を持つ巨大な空洞構造物の建設、 そして他のオプショ ンがあった。 しかし、 提案された解決策
の多く は、 かな り の建設資材を要求した。 更に重要なこ とは、 作業員の膨大な努力と甚大な被曝競ま
そして長期にわたる建設作業は、 主な要件ー できるだけ早く 、 事故の影響の後始末するこ と ー を満
たすものではなかった、 と い う こ とである。 幾つかのオプショ ンは、 当時存在した技術レベルでは実
現できなかったであろ う。
建材費用と作業員の線量負荷と建設期間の短さを考慮して、 石棺建設計画の一部と して、 残存して
いる 4号炉建屋の骨組を最大限使用する防護的建築物という 、 最後のオプショ ンが採用された。
従って、 石棺の建築構造は、 f古いJ 破壊された4号炉と f新し く J 事故後に建てられた建物を結合
したものとなった。
このよ うな組み合わせの結果、 石棺は、 外部環境への放射性物質や電離放射線の放出を防ぐ物理的
障壁という極めて重要な機能を担う 、 他に類を見ない構造物と して建てられた。
物理的障壁の主要部を構成しているのは、 事故後に建てられた外部防護構築物群 ： 即ち、 原子炉区
画と脱気器ダク ト と タービンホーノレを取り囲んでいる、カスケー ド式の壁と支持壁である （図 1.3 参照）。
図 1.3 石結の外部防護構築物群
1 － 中央ホールの覆い ； 2ー タービンホールの覆い ； 3 ーカスケード式壁 ； 4－西側 （大｝ 支持壁 ；
5－南側上板 ； 6－南側 『ホッケースティ ック状J 上板 ； 7－北側 『ホッケースティ ック状」 上板 2
8－北側 （小〉 支持壁
4号炉の建屋の比較的無傷な部分が、 原子炉区域と脱気器ダク トを覆っている構造物の重さを支えて
いる。 これらは第ーに、 北側と南側の排気坑、 so番軸上にある一枚岩盤で出来た壁とそれに接する骨
組である 〈図 1.4拳照）。 Bl 番と B2番の濃の主要構成部分は、 これらの構造物の上に免れ掛っている。
これらの梁は、 配管の覆いと共に、 原子炉区画の中央部分 （特に中央ホールの頭上） の屋根を構成し
ている。 fマンモスJ と 「タコ J と名付けられた援は、脱気器ダク トの構築物 10 によって支持されている。
10 脱気器ダク トを遣わせている支柱。
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図 1.4 石絡の支柱とその上部鶴港の建設
1 -Bl 繁 ｛背後にB2梁： ) ; 2ーパイプで構成された覆い ； 3 - rコルセッ トJ で補強されている 50
番軸上の壁の底部 ； 4－排気坑 ； S－ 「マンモスJ 築 ； 6- rマンモス」 梁の西側支柱 ； 7－ 「マン
モスJ 梁の東側支柱 ； 8－ 「タ コJ 梁
このよ う な防護の為の密閉型構築物建設というオプショ ンを実現するには、 以下の二つの最も困難
な課題を解決しなければならなかった ：
ー 極めて困難な放射線条件下での、 4号炉建屋の残存部分の状態がどう なっているかに関する調
査、 並びにそれらの残存部分が石棺の構成部材と して使用可能かの評価 ；
ー 石棺建設期間を可能な限り削減し、 作業員と外部環境への放射線影響を最小限に抑えるこ と を
可能にするよ う な、 建設的及び技術的な決定の選択。
発電工学技術に関する全ロシア科学調査 ・ 設計研究所 （VNIPIET） の他、 特に鉄鋼構造設計研究所
仏偲郎氏サンク トペテルプノレク）、 鉄鋼建造物に関する中央科学調査 ・ 設計研究所 （TSNIIPSK，モスク
ワ）、 ウ ク ライナ ・ 鉄鋼建造物に関する調査 ・ 設計研究所 （UKRNDPSK, キエフ）、 ドネプロ調査 ・ 設計




補給基地、 輸送車両と建設機械の修理工場、 コンク リ ー ト製造機、 建設資材の受け入れ及び荷揚げ
拠点とその他の施設といった、 支援施設が最短期間で建設された。
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作業員の居住地区には、 共産主義少年団 キ ャ ンプ ・ レ ク リ エー シ ョ ン施設 ・ 学校が用意 さ れ、 テ ン
ト の町や仮設建築物が作 られた。 食堂や保健衛生施設が整備 さ れた。
こ れ ら の施設は、 地域の放射線状態や輸送交通網の利便性を考慮 して設置 さ れた。 作業員は毎 日 、 「汚
染 さ れていなしリ 交通機関 に よ っ て、 制 限区域の 中で運用 さ れて い る 特殊交通機関への乗 り 換え地点
ま で運ばれた。 全て の輸送車両は、 制限区域に留め置かれて放射線管理の対象 と さ れ、 必要に応 じ て
特定の出入口 で除染 さ れた。
主要な建設作業の前段階と して、 破壊 さ れた原子炉での作業の安全性 と 効率性を確保する為に 、 幾
つ も の手法を組み合わせて周辺領域の除染が行われた。 炉心構造物の破片 （燃料集合体の破片 ・ 黒鉛
と 原子炉の建材） 、 消防車両や他の機器、 破壊 さ れた建屋 と 設備の断片、 汚染 さ れた地表の上層部が除
去 さ れた。 こ れ ら の作業は、 以下の三種類の特別仕様の車両を用いて行われた。 それ ら は、 防護遮蔽 ・
航空機用 の操縦席 ・ テ レ ピモ ニ タ ー ・ 局地的な電離放射線源の検出装置を戦車に備 え付けた車両 と 、
防護遮蔽をプノレ ドーザに備え付けた車両であ っ た。 放射性廃棄物の除去作業が完了 し た後、 破壊 さ れ
た原子炉建屋の周辺は、 最大で厚 さ O.S m に達する コ ンク リ ー ト の層 で覆われた。
破壊 さ れた原子炉建屋の周 囲 に 作 ら れた建造物、 遮蔽機能を備 えた所謂 ヒ。オネー／レ壁は、 放射線の
状態を改善する 為 の も う 一つの重要な要因で あ っ た。 加えて、 ヒーオネー／レ壁の後 ろの空間は、 作業現
場周辺か ら集め られた放射性廃棄物の処分の為に使用 さ れた。
作業現場周辺の除染 と ヒ。オネー／レ防護壁の建設 と い う 作業 を経て、 石棺構築の為の建設 と い う 本来
の主 目 的の建設作業を開始する こ と が可能になった。
極端に線量の高い放射線状況下での石棺建設は、 作業員に 可能な 限 り 最大限の放射線防護を提供で
き る よ う な、 組織的且つ技術的な決定を必要 と した。
作業員の放射線防護の為に執ら れた主な措置は、 作業現場の放射線量の測定、 様々 な種類の防護資
材の使用 、 並びに最 も危険な放射線条件下での作業の実施に遠隔操作技術を使 う こ と であ っ た。
「非汚染」 区域内で組み立て られた大型構造物を移動 させて設置す る と い う 技法は、 非常に有効であ
り 、 遠隔設置 を 可能 に した。 こ れ ら の構造物は接合部 と 共 に設計 さ れた。 こ の接合部を使っ て 、 人が
直接介する こ と な く 、 設置区域で建造物同士の接合作業を行 う こ と がで き た。
設置工程を管理する為に、 中央作業指令室が設立 さ れた。 ク レーンのアームの先端に直接取 り 付け
られたテ レ ビカ メ ラ と 、 作業現場を最大限に見渡せ る よ う に設置 さ れた塔に特別に設置 さ れたテ レ ビ
カ メ ラ か ら の情報が、 こ の指令室に送 られた。
コ ン ク リ ー ト 混合物供給用 のポ ンプを遠隔操作 して、 コ ン ク リ ー ト を打設する 特殊技術 も 導入 さ れ
ていた。
作業員の放射線防護を確実にす る 為 に、 特に以下の組織的 ・ 放射線医学的 ・ 衛生学的 ・ 技術的手法
を複合的に組み合わせたも のが実施 さ れた ：
ー チェルノ プイ り 原発 と 隣接領域での放射線状態の恒久的な監視 ；
ー 汚染区域への立入管理の体系化 ；
一 作業員一人一人に対する必要な防護装備 （作業服、 防塵マス ク な ど） の支給 ；
一 個人別の放射線管理 ；
一 乗合車両や装置の遮蔽 ；
一 作業現場 と 周辺地域の粉塵抑制 ；
一 車両 と 機械類の除染 ；
一 「非汚染」 区域での食堂の手配。
建設作業は、 そ の 当 時 と しては斬新な車両 と 機械類を使っ て行われた。 そ れ ら の車両は、 特にメ イ
ンアームの吊 り 上げ能力が最大 650 t で補助アーム を使っ て 112 t を 78 m ま で 吊 り 上げられる 無限軌道
28 
第 1 章 ： 核災害 と 初期対応
付ク レ ー ン 「デ、マーグ」 、 自 動車ク レー ン 「 リ ープヘノレ」 、 シュ ウ ィ ン グ社製・ プツマイ ス タ ー社製・ ワー
ジン ト ン社製の コ ン ク リ ー ト 混合物配給用 のポンプ車 と 他の車両、 並びに遠隔操作装置 と 防護用 プ レー
ム を 追加装備 した機械類で あ っ た ［1］。
石棺建設の概観は、 図 1.5 に示 した。 石棺建設過程に於いて、 34 万 5000 d の コ ン ク リ ー ト が投入さ
れ、 7000 t の金属建材が使用 された ［1］。
図 1.5
建設作業 と は別に、 石棺の安全な操業を行 う のに必要なシス テ ム （換気、 電源供給、 消防シス テム、
モニタ リ ングシステム な ど） を作る為に、 かな り 広範にわた る 作業が行われた。
石棺の設計 と 建設は、 た っ た半年 と い う 記録的な短期 間 の 内 に行われた。 国家委員会 に よ る石棺の
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維持管理に関する許可証明書は、 1986 年 11 月 30 日 に署名 さ れた。
石棺の建設は、 チ ェ ル ノ プイ リ 原発 4 号炉の想定を超え る影響を最小化する為の、 緊急措置 と して
実施 さ れた。
同 時に石棺は、 核施設や放射性廃棄物管理施設の レベル ど こ ろか、 通常の産業施設の レベルか ら 見
て も 、 設計 ・ 建設 ・ 稼働前試験 ・ 稼働の為の規則や規格を満た していない施設であ る 。 石棺の建築構
造は、 建築物 と しての全体的統合性 と 信頼性に関する、 規範及び技術文書で指定 さ れて い る安全性要
件を満た してお らず、 稼働に関 しての不確実性を持っている。
以下の基本的な欠陥が、 石棺の建築構造の特徴である ：
一 支持外郭 （4 号炉の残っ た建屋） と 接合部分を補強する建造物群は深刻なダメ ージを被っ ている。
ま た こ れ ら は、 事故に よ り 崩落 した建造物や設備の重量に よ り 、 ま た事故の後始末の際に使わ
れた物質に よ り 、 荷重超過の状態に あ る 。 外装が剥 き 出 しの鉄筋コ ンク リ ー ト構造物及び金属
構造は、 腐食に晒 さ れてい る ；
一 支持外郭を補強する 建造物群の信頼性 と 耐久性に関 しては、 多 く の設備 と 装置へア ク セ スでき
ず、 危険な レベルの放射線状況がそれ ら の詳細な調査の実行を阻む と い う 環境下では、 信想性
を以て判定でき ない ；
一 事故後建て られた構造物は、 互い に分離 し結合 さ れてお らず、 物理的な接合な しで以前の建造
物群の上にただ免れ掛っ ている だけで、 設計上の位置に留ま っ て い る （建造物 を補強接合する 、
溶接ま たは固定ボ ト ルは存在 しない） ；
一 定期的な検査の為 に金属構造の設備や装置へ立 ち入る こ と と 、 それらの耐腐食性塗装 を塗 り 直
すこ と は難 しい。
こ れ ら の欠陥に よ り 、 石棺の安全性の レベルは時聞が経つにつれ低下する。 建造物構造の劣化プロ
セ ス は続いている。 建造物群が崩壊する 可能性は高 く 、 も しそ う なっ た場合には、 周辺環境に かな り
の放射能汚染を 引 き起こ し、 作業員 と 住民を被曝 さ せる こ と にな る 。
これ ら全ての こ と は、 石棺建造物の状態 ・ 安全性の重要度 ・ 安定状態か ら 事離が生 じて危機的状況
にな る よ う な脅威 を 引 き 起 こす侵入を、 永続的 に監視す る こ と を求めている。 従 っ て 、 建造物構造の
状態 と その強化の為の緊急措置の実施に関する調査が、 石棺建設が完了 した直後か ら開始されてい る。
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2 .  
放射生態学的 な影響 ：
陸上生態系 に於け る 放射能汚染の動態 と 防護策 の有効性
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2. 1 大気 ・ 土壌 ・ 表層水 ・ 地下水の放射能汚染の一般的特徴
2. 1 .  1 チ ェ ルノ フイ リ 事故で降下 した放射性核種 に よ る汚染地域の規模 と 特徴
チェルノ プイ リ 原発事故の結果、 ソ ピエ ト 連邦 （特にベラルー シ ・ ロ シア ・ ワ ク ラ イ ナ） と 西欧 （特
に ス カ ン ジナ ピア諸国 と アルプス地方） のかな り 広範な土地が深刻 に汚染 さ れた。 チェルノ プイ リ 原
子力発電所周辺の立入禁止 区域の外側での高 レベルの放射能汚染の分布に は、 以下の要因が関係 した。
即ち、 大量の汚染物質が 2000 m の上空に ま で上昇 しその高 さ で高濃度の ま ま 輸送 さ れた こ と 、 降水、
そ して汚染 された気回の移動の方向 と 高度 を決定付けた複雑な地形である。
放射性物質の 達 し た高度が地球規模での汚染の特徴を決定 し、 雨 と 地形が土地の汚染の不均質性を
規定した ［1］。
ウ ク ラ イ ナ ー 特にジ ト ーム イ ノレ州 のナ ロ ーディ チ と ルーへン地区、 キエフ州南部、 チェノレカース イ
州 、 ポディ ル リ ャ 地帯及びプル イ カルパ ッ チ ャ 地帯 ー では、 移動 してき た汚染 さ れた雲か ら の降水
に よ っ て、 セ シ ウ ム 134 (134Cs） と セ シ ウ ム 137 (137Cs） の濃度が高 く な っ た地域が あ る。 こ の汚染 さ
れた雲の移動は、 ベ ラ ノレーシ ・ ロ シア ・ ス ワ ェーデ ン ・ フ ィ ン ラ ン ド ・ ドイ ツ ・ オース ト リ ア ・ ス イ
ス ・ ス ロ ベニア ・ ギ リ シャ ・ ブルガ リ ア ・ ルーマニア ・ グノレジアでは、 降雨 と い う 同 じ気象条件 に よ っ
て対流圏 か ら の放射性物質やエア ロ ゾノレが洗い流 さ れ、 高 レベルの放射性物質に汚染 さ れた地域が形
成 さ れる原因 に も な っ た ［2］。
アルプス周縁の丘陵地やバルカ ン半島、 即 ち チ ェ ル ノ プイ リ 原発から 800 ～ 1400 km も 離れた地域
に於け る、 ヨ ウ素 131 (1311） や 137Cs に よ る 汚染の極大の形成 も ま た、 山地に特有の下降気流に起因する。
西 ヨ ー ロ ッ パ全土の内、 チ ェ ル ノ プイ リ 原発事故に起因する 137Cs 汚染の レベルが 20 回q/m2 （世界
的な空間放射線量の概ね 10 倍） 以上の地域は、 ほ ぽ 28 万 回2 に も及ぶ ［2］。
ウ ク ラ イ ナ全土の ほ ぼ 75 % で、 137Cs の汚染 は事故前の 2 倍以上に な っ て い る。 石棺の外側 に あ る
137Cs の放射能は、 13 PBq (13 × 101s Bq ＝ー京三千兆 Bq） 以上に も 及ぶ （但し、 適切な貯蔵施設や一
時貯蔵施設に放射性廃棄物 と して貯蔵 さ れて い る 分を除く ） [1, 2］。 損傷 した原子炉から放出 さ れた 1311
量 と 137Cs 量の比、 及び事故後間 も ない時期に於 け る そ の拡が り 方の研究結果か ら 、 ウ ク ラ イ ナの小児
の半数以上が放射性 ヨ ウ素の悪影響を被った、 と 云 う こ と ができ る ［3］。
チ ェ ル ノ プイ リ 事故か ら の お 年の 聞 に起 こ っ た、 放射性核種の 自 然な減衰過程に よ り 、 ウ ク ラ イ
ナ国土に於 け る 放射性核種の分布パタ ー ンは大き く 改善 さ れて き た （図 2.1 � 2.10）。 こ の期間に、 10
回q/m2 以上の 137Cs に汚染 さ れた地域は、 半分以下に減少 した （表 2.1） 。 4 回q/m2 以上のス ト ロ ンチ ウ
ム 90 （”Sr） に汚染 さ れた地域は、 1/3 以下に ま で減少 した （表 2.1）。 即 ち ”Sr の汚染については、 ウ
ク ラ イ ナ国土の 90%が、 実質的に事故以前の レベルにま で回復 している ［3］。
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= 
－・
国 2.1 ウクライナのセシウム 137 の汚染レベル 臼姉6年 § 月 10 日〉
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困 2.9 セシウム137 による土壊汚費量レベルによる識赫の区分け （2011 年 5 月 10 日〉
図 l.10 セシウム137 による土壌汚染レベルによる藤林の区分け （2036 年 5 月 間 日）
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図 2.9,2.10 中の 137Cs に よ る土壌汚染レベルに よる轟林の区分けと 利用規制 ｛放射能汚染下での林業に対す
る勧告に よる）
圏中の色 土壌汚染レベル 利用規制
．． > 30Ci泳ぜ か1110路加2) 火災防止 と森林保護の為の特別体制を敷く
．． 15 ～ 30 C泳ぜ （555 ～ 1110回q油2) 緊急森林保護活動の全期聞に亘る管理
．． 10 ～ 15 C泳m2 (370～ 555kBザm2 他の用途への木材の使用制限
．． 7～ lOCi泳ぽ （259 ～ 370kBq/m2)
伐採された木材の、 食用及び家庭での保存用への利
用制限
コ 5～ 7Cはぜ (185 ～259kBq/m2) 全ての木材の利用制限
コ 2～ S Cぬ盟主 （74～ 18SkBq/m2) 森林の草刈 り 揚で揺れる薬草 ・ 綾果 ・ 株の利用制限
1 ～2Cぬm2 (37 ～ 74kBq/m2} 森林のキノ コ と 、 幾つかの薬草 （ギョ P ュ クモ ド今、コケモモ、 ソパ） の利用制限
．． 議林の利用制限なし
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表 2.1 1986 年と 2011 年に於けるウクライナ国内の 日7Cs による汚染地域の面積 (1000 km2) 
共和閏 ・ 州 面積 年
問。 汚染レベルに該当する領土の面積 個q/mう
< 2  2 ～ 10 10 ～ 40 40 ～ 185 185 ～ 555 > 555 
ク リ ミ ア 自 治共和国 27. 。 1986 0.3 26.l 0.6 2011 14.8 12.2 
グ ィ ー ンヌ ィ ツ ャ 26. 5 1986 0.3 16.9 7.6 1.7 2011 2.7 19.0 4.6 0.2 
グォルィ 一一 20. 2 1986 0.3 12.7 7.0 0.2 2011 2.0 14.9 3.3 
ドープロベ ト ロ ウシク 31.9 1986 8.2 18.9 4.8 2011 15.5 15.5 0.9 
ドネツ ィ ク 26.S 1986 11.6 14 0.9 2011 20.7 5.8 
ジ ト ム イ ／レ 29.9 1986 0.5 9.5 8.9 8.7 1.7 0.64 2011 2.3 13.6 6.2 6.3 1 .1 0.33 
ザカルパ ッ チャ 12.8 1986 0.5 11 .0 1.3 2011 3.9 8.8 0.1 
ザポ り ージ ャ 27.2 1986 0.9 24.6 1.7 2011 11.1 16.0 0.1 
イ ヴァーノ 一 フ ラ ンキー ウシク 13.9 1986 0.1 5.1 8.3 0.4 2011 1.6 8.4 3.8 0.1 
キ ロ ヴオ フ フ ー ド 24.6 1986 0.1 17.8 6.5 0.2 2011 1.3 21.4 1.9 
キエフ 28.9 1986 3.4 14.1 8.8 1 .6 1.0 2011 8.3 14.l 4.6 0.9 0.70 
／レハー ンシク 26.7 1986 1 .6 25.1 2011 19.2 7.5 
り ずィ ウ 21.8 1986 2.2 19.6 2011 17.5 4.3 
ム ィ コ フ ーイ ウ 24.6 1986 23.4 1 .2 2011 7.7 16.7 0.2 
オデ ッ サ 33.3 1986 0.1 29.7 3.5 2011 4.7 28.0 0.6 
ポ／レターヴァ 28.8 1986 26.5 2.3 2011 28.8 
リ ウネ 20.1 1986 6.4 5.8 7.8 0.1 2011 8.6 7.9 3.6 
ス ム ィ 23.8 1986 0.1 16.4 6.5 0.8 2011 1.5 18.0 4.0 0.3 
テルノ ー ピ リ 13.8 1986 3.6 7.2 2.7 0.3 2011 7.9 4.1 1.8 
ノVレキ ウ 31.4 1986 14.0 17.4 2011 29.1 2.3 
ヘノレソ ン 28.5 1986 0.9 27.4 0.2 2011 21.2 7.3 
フ メ リ ヌ ィ ーツ ィ ク ィ イ 20.6 1986 1.7 14.2 4.4 0.3 2011 8.6 10.3 1.6 0.1 
チェノレカース イ 20.9 1986 7.6 8.2 4.9 0.2 2011 0.5 11 .3 7.2 1 .9 
チェルー ウ ツ ィ ー 8.1 1986 3.8 3.9 0.4 2011 5.8 2.2 0.1 
チェルニー ヒ ウ 31.9 1986 0.6 16.5 12.6 2.1 0.1 2011 5.3 17.l 8.3 1.2 
放射能危険区域 2.6事 1986 0.8 0.9 0.9 2011 0.5 0.8 0.8 0.5 
ウ ク ライナ全土合計 603.7 1986 20.4 371.9 168.6 37.S 3.7 1.6 2011 130.1 367.4 84.7 18.4 2.0 1.1 
‘一 立入禁止区域及びキエフ州 の強制移住区域の面積
註 ： 各共和国 ・ 州の 1 行 固 に 1986 年 5 月 10 日 の、 2 行 目 に 2011 年 4 月 26 日 の汚染 レベルを示 している。
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表 2.2 1986 年と 2011 年に於けるウクライナ国内の ”Sr による汚染地域の面積 (1000 km2) 
共和閏 ・ 州 面積 年
ク リ ミ ア 自 治共和国 27.0 1986 2011 
ヴィ ーンヌ ィ ツ ャ 26.5 1986 2011 
ヴオノレ ィ 一 一 20.2 1986 2011 
ドエプロ ベ ト ロ ウシク 31.9 1986 2011 
ドネ ツ ィ ク 26.5 1986 2011 
ジ ト ー ム イ ／レ 29.9 1986 2011 
ザカルパ ッ チャ 12.8 1986 2011 
ザポ リ ージャ 27.2 1986 2011 
イ ヴァ ー ノ ＝ フ ァ ンキーウシク 13.9 1986 2011 
キ ロ ヴオ フ フ ー ド 24.6 1986 2011 
キエ フ 28.9 1986 2011 
ノレハー ンシク 26.7 1986 2011 
リ ヴィ ワ 21.8 1986 2011 
ム ィ コ フ ーイ ワ 24.6 1986 2011 
オデ ッ サ 33.3 1986 2011 
ボルタ ー ヴ ァ 28.8 1986 2011 
リ ウネ 20.1 1986 2011 
スームイ 23.8 1986 2011 
アルノ ー ピ リ 13.8 1986 2011 
ノVレキウ 31.4 1986 2011 
ヘノレ ソ ン 28.5 1986 2011 
フ メ リ ヌ ィ ーツ ィ ク ィ イ 20.6 1986 2011 
チェルカース イ 20.9 1986 2011 
チェノレー ウ ツ ィ ー 8.1 1986 2011 
チェノレーー ヒ ワ 31.9 1986 2011 
放射能危険区域 2.6・ 1986 2011 
ウ ク ライナ全土合計 603.7 1986 2011 
＊ー 立入禁止区域及びキエブ州の強制移住区域の面積
”Sr 汚染レベルに該当する領土の面積 （凶q/m2)
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註 ： 各共和国 ・ 州の 1 行 目 に 1986 年 5 月 10 日 の、 2 行 目 に 2011 年 4 月 26 日 の汚染 レベルを示 している。
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実の処、 ウ ク ラ イ ナ国土のプル ト ニ ウ ム 同位体に よ る 汚染の レベル と 規模は、 変化 して いない。 プ
ル ト ニ ウ ム 241 (241Pu） か ら 生 じ る 、 ア メ り シ ワ ム 241 (241Am） は増加 している。 0.2 回q/m2 以上の レ
ベルの 241Am に汚染 さ れてい る 地域は、 こ れ と 同 レベルのプル ト ニ ウ ム 同位体が降下 し た地域 よ り も
30%は広いだろ う ［3］。 ウ ク ラ イ ナで 9DSr （表 2.2） 、 241Am 及びプル ト ニ ウ ム 同位体 ［l, 3］ に汚染 さ れた
地域は、 137Cs に汚染 さ れた地域よ り はかな り 狭い。 こ う した核種の圧倒的多数 （131Cs を 除 く ） は、 事
故の最初 （爆発） 及び 3 番 目 （高温） の段階で大気 中 に放出 さ れ た も の であ り 、 ホ ッ ト ・ パーテ ィ ク
ル と 関係 している。 従っ て、 こ れ ら は、 大部分が立入禁止 区域内に分散 している。
ポ リ ー シ ャ 地帯 （ ヴォ ル ィ ーニ州 ・ リ ウネ州 ・ ジ ト ー ム ィ ル州 ・ キエ フ 州 ・ チェノレニー ヒ ウ州 の 北
部地区） は、 放射能汚染に よ る負 の影響を ワ ク ラ イ ナで最 も 強 く 受けた地域であ る 。 1991 ～ 1995 年に、
上記領域に存在する 2052 の集落、 或いは全体の 90%以上の居住地が、 現行法に よ っ て放射能汚染区域
に分類 さ れた （表 2.3） 。
表 2.3 放射能汚染区域に分類された集落の数
番 州 放射能汚染区域と して分類された集落の数号 I II m N 合計
1 ジ ト ー ム イ ノレ 7 63 301 363 734 
2 キエ フ 69 20 33 438 560 
3 リ ウネ 273 65 339 
4 チェノレニー ヒ ウ 2 61 190 253 
5 ヴォル ィ ーニ 166 。 166 
6 チェノレカース イ 4 99 103 
7 ヴィ ーンヌ ィ ツ ャ 89 89 
8 チェルニ ウ ツ ィ ー 13 14 
9 スーム ィ 2 9 11  
10 アルノ ー ピ リ 10 10 
1 1  フ メ リ ヌ ィ ーツ ィ ク ィ イ 9 9 
12 イ ヴァ ー ノ ＝ フ フ ンキーワシク 5 5 
合計 76 86 841 1290 2293 
註 ： I ＝立入禁止 区域、 II ＝ 強制移住区域、 m ＝ 自 主的移住保障区域、 町＝放射生態学的モニタ リ ング強化
区域
集落を 自 主的移住保障区域に分類す る 基準は、 主 と して人の被曝線量の予測値が平均な実効線量当
量以上である こ と であ る 。 一方、 強制 （義務的） 移住区域に属する 大部分の居住地は、 1989 ～ 1990 年
に ウ ク ラ イ ナ政府が汚染濃度の評価や被曝量の推定値、 そ して配慮 さ れる べ き 地理上 ・ 管理上の因果
関係に基づいて下 した決定に よ り 、 個別に指定さ れた。 放射生態学的モ エ タ リ ン グ強化区域に属する
市町村の指定に あたっ て主な基準 と したのは、 その地域の 137Cs 汚染濃度である。 立入禁止 区域は、 人々
が 1986 年 4 月 か ら 5 月 第 1 週ま でに避難 した区域 （主にチェルノ プイ リ 原発か ら 半径 30 h 圏内） に
設 定 さ れた。 避難は、 推定被曝線量 と 、 同原発 4 号炉か ら の放射性物質の放出停止が不確実であ っ た
こ と を根拠 と して行われた。
高 レベルの放射能汚染が、 必ず し も 放射生態学的な問題 と な る 訳ではない。 そ の よ う な問題は、 線
量測定の評価 と 汚染濃度 と の比較に よ っ て決ま る か も しれない。 137Cs が生物に よ っ て濃縮 さ れる 状況
では、 中程度の 137Cs 汚染 レベルでも （37 kBq/m2 以下で さ え） 生命活動に重大な影響を及ぼ し得る。 例
え ば、 多 く の地域の森林では、 低 レベルの 137Cs に よ る汚染が、 森林草本や林産食品 （ キ ノ コ や紫果）
に PL-2006 （食品 と 飲料水 中 の 137Cs � ”Sr 含有量の許容 レベル （2006 年版） ） 基準の規制値 を超 え る
137Cs が含まれる原因 と な っ て い る ［5］。
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放射能汚染の濃度は、 放射性核種の 自 然な減衰に よ っ て年々 有意に減少 している。 こ の こ と に鑑み
れば、 区分け された各市町村の位置付 も ま た変化 して き た （表 2.4） 。
表 2.4 現行法に規定された区分基準によって放射能汚染区域であると規定され得る集落の数
番 州 縁量測定結果に基づ く 放射能汚染浪度に基づく 区域指定号 II m 町 v 合計 II m N v 合計
1 グィ ー ンヌ ィ ツ ャ 89 89 3 1  58 89 89 
2 グオノレィ ーェ 76 90 166 9 157 166 1 16  
3 ジ トーム イ ノレ 80 126 490 696 11  45 371 307 734 734 
4 イ ヴァ ー ノ ＝ フ ラ ンキーウシク 5 5 4 5 5 
5 キエ ブ 4 20 446 470 20 11  54 189 286 560 560 
6 リ ウネ 75 167 96 339 133 206 339 339 
7 スー ム ィ 9 1 1  6 5 11  1 1  
8 テルノ ー ピ リ 10 10 5 5 10 10 
9 フ メ リ ヌ ィ ーツ ィ ク ィ イ 9 9 6 3 9 9 
10 チェJレカース イ 102 103 57 46 103 103 
11  チェルニ ウ ツ ィ ー 14 14 10 4 14 14 
12 チェノレニー ヒ ウ 1 42 210 253 1 80 172 253 253 
合計 1 237 447 1480 2165 20 22 96 901 1250 2293 2293 
註：I ＝立入禁止区域、 II ＝強制移住区域、 ill ＝ 自 主的移住保障区域、N＝放射生態学的モエタ リ ン グ強化区域、
V ＝ 「安全j 区域
1986 年及び 1991 年 と 比較する と 、 放射生態学的状態は、 事故後の 25 年間で有意に改善 さ れて き て
い る 。 そ の一方で、 自 主的移住保障区域内 （今 日 では凡そ 200 の集落に及ぶ） では、 地場で生産 さ れ
た食料の摂取に よ っ て生 じ得る被曝線量を減 らす為の対策が、 未だ必要であ る 。
立入禁止区域内の汚染の深刻 な地区 （1.5 MBq/m2 = 1.5 × 106 Bq/m2 = 150 万 Bq/m2 以上の 137Cs 濃度；
約 300 凶2） は、 向 こ う 何百年に も 亘 っ て人が住めないま ま に な る こ と は必定であろ う 。 こ こ は集水域
で あ り 、 表面流出 に よ る 表層水の、 そ して鉛直輸送 に よ る 地下水の、 夫々 長期的な汚染源 と な る こ と
であろ う 。
大気最下層の放射能汚染
1986 年 4 月 に原子炉の損傷 に よ っ て放射性核種が放出 さ れた結果、 大気の汚染が急激に進ん だ。
1989 年以降は、 大気 中 のエ ア ロ ゾノレか ら の 日 放射能は主に天然由来の核種に よ る も の と な り 、 現在、
大気境界層最下部では人間活動 由来の も のの IO 倍近く になっている （図 2.11 ～ 2.12） 。
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図 2.11 ウクライナ額土の大気最下層に於ける全F放射能 （10"5 Bq/mう の月平均値の変動
近年では、 チェルノプイ リ市南部の立入禁止区域を中心に雑草が繁茂した結果と して風による土壌
の巻き上が りが減少した為、 8放射能そのものは事故前よ り もわずかに低い値になっている 問。
それに伴って、 容積あた り放射能レベルの季節変動幅は、 年によっては1 桁になっている。 こ う し
たエアロゾルの自然放射能レベル ｛図2.12） は、 と り わけ地球の地殻変動、 気象条件、 土壊表層の状
態に依存した風による浸食のされやすさの違い、 その他様々な条件の違いによって変わってく る。
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チェルノプイ リ核災害による放射能汚染を被った地域は農地と して使用されな くな り 、 土壌表層の
侵食を増加させる耕起 ・ 砕土などの農作業が実質的に行われなく なった。 その為、 該当する地域 （チ
ェルノプイ リ ） に於ける全8放射能は、 不利な気象条件下に於いても放射能汚染区績に分類されてい
ない地域 （ショルス、 シ広ベティ ヴカ｝ で観測された値の 1/2 から 1/3 になっている。
同時に、 汚染地域では、 接地境界層に於ける再浮遊によって、 エアロ ゾノレに含まれる人工放射性核
種のレベルが、 ウクライナの他地域に比べて高く なっている （図 2.13） 。
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エアロゾル中の 137Cs 漉度の年間変動 ； 土壊汚染レベルが高い場所と低い場所の夫々についての
平均値の比較
悶 2.13
137Cs の汚染 レベルが 370 ～ 550 凶q/m2 の場所で表層土壌を擾持する作業を集中的に実施 した処、
高 さ 3 ～ S m の空気 中 エ ア ロ ゾルの体積あた り 放射能が、 ウ ク ライ ナ放射能安全基準 （1997 年版）
(NRSU・，97） の定めた許容値を上回った事例がある ［8]o
エ ア ロ ゾルに含まれる 137Cs 及び”Srの年平均濃度は、 1998 年以降、 事故前の水準である 8 × 10·7
Bqlm3 に近い値で変動 している ［9]o また、 その汚染の絶対量は、 NRSU・97 が定めた許容値よ り も 4 ～
5 桁低い値である。
事故に よ っ て放出された空気中の放射性核種は、 自 然に起こ る減衰及び土壌中への移動 に よ っ て、
やがてゆっ く り と減少していく で、あろ う 。
ウ ク ライ ナの大部分で、 γ 線被噂線量は、 自 然の放射性同位元素及び宇宙照射から受ける レベルの
範囲内であ り 、 自然条件の違いによ り 5 ～ 21 同必 （0.04 ～ 0.18 µSv/h) の範囲にある。 チェルノプイ
リ 原発事故に よ り 汚染された地域内 （立入禁止区域と 強制移住区棋の外側） の観測地点では、 空間γ
線線量の月平均値は、7 ～ 33 µR/h (0.06 ～ 0.29 µSv/h） の範囲で変動 した。 最大値 33 11町h (0.29 µSv/h) 
はコーロステニで観測された。
キエフ市に於ける年聞の空間 γ 線線量は、 8 ～ 18 µR/h (0.07 ～ 0.16 µSv/h) の範囲にあ り 、 年平均
で 12 体/h (0.11 µSv/h) であった。 これは自然空開放射線量の範囲内である。
表層水と 地下水の放射能汚染
水質の保全と 汚染のそユタ り ング活動は、 事故直後から政府の行動計画に於ける優先事項であった。
チェルノ プイ リ 事故後の汚染対策の歴史の中には、 表層水の放射能汚染を減ら し、 ひいては人々が被
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る 放射線 リ ス ク を低下 さ せ る と い う 目 的に対して、 効果的だっ た対策 も あれば、 妥 当 でなかっ た対策
も あ っ た。 こ う した対策の詳細な分析の為に、 数多 く の検査や学術研究が精力 的に行われた。
事故か ら 1 年聞 に、 水質保全の為に、 吸収性の漏過材料を備 え た ダムが、 多数の小 さ な川 に建設 さ
れた。 ま た プ リ ピ ャ チ川 ｜ の汚染 さ れた犯濫原の下流、 キエフ ・ ダム湖への流入 口 に は、 堆積物 ト ラ ッ
プが設置 さ れた。 し か し、 数年の後には、 こ う したダムの多く が撤去 さ れた。 汚染を削減する 効果が
非常に低く 、 放射線 リ ス ク 削減 と 経済性の面で効果がない と 評価 さ れたか ら であ る 。
事故後間も ない頃には、 水を介 しての人の被曝は、 キエ フ 取水 口 な どか ら の水が高濃度の 131！ を含ん
でいた事に よ る も のが大きかっ た ［12-14］。 最終的には、汚染 された集水域や河川 ｜氾濫原か ら洗い流 さ れ、
かな り の長距離 （1000 凶 ま で） を輸送 さ れ る 137Cs や ”Sr な どの核種が、 表層水の汚染の 中心になる。
エ ア ロ ゾルの直接の降下 左 、 流水中に懸濁 していた汚染物質の沈殿に よ り 、 ドニプロ ・ カ ス ケー ド （ ド
ニプロ 川流域の一連の ダム湖群） の全て のダム湖の底泥が汚染 さ れた。 ドニプロ ・ カ スケー ド に流入
した殆どの 137Cs はキエ フ ・ ダム湖に集積 さ れたのに対して、 溶存態の ”Sr は、 比較的容易 に流水 に よ
っ て運ばれて黒海に流入 した ［12, 15]o 
チ ェ ル ノ プイ リ 事故の影響を受け た地域では、 事故以来ずっ と 、 表層水及び地下水の放射線モニ タ
リ ングが行われて き た ［11, 12, 16］。 ドニプロ ・ カ ス ケー ドか ら の水を用い、 放射能の影響を受 け る 可能
性があ る様々 な人 口 集団 に対す る 、 長期的に起こ り え る 経過及び可能性 が あ る 被曝線量を予測する 数
理モデルが作成 さ れて き た ［10, 1 1 ,  14］。 水の汚染に よ る長期的な放射線 リ ス ク の推定に よれば、 水を介
して被曝が増大す る 可能性が あ る と い う 意味で危険 に 晒 さ れてい る集団は、 損傷 した原子炉に近い汚
染地域の閉鎖的な湖か ら 獲れた魚を消費 し て い る 漁師の集団のみで あ る 。 水 を利用する こ と に よ っ て
ウ ク ラ イ ナ人が被る放射線 リ ス ク は、 比較的小 さ い と 推測 されている ［11, 12]o 
し か し 、 ド ニプロ川 の汚染は、 ドニプロ ・ カ スケー ド沿いに住む 100 万人の人々 に生理的な影響を
及ぼし、 ま た放射線 リ ス ク に関する不適当 な感覚が形成 さ れた。 そ の こ と を考 えれば、 チ ェル ノ プイ
リ の立入禁止区域で優先的 に行われた水質保全対策の幾つかは、 放射線管理や社会的或いは経済的な
適切性 と い う 観点か ら 、 相 当 に正当化されそ う であ る 。
70 年間で起 こ り 得る放射線に よ る 集団 の被曝を評価する に あ た っ て 、 ドニプロ 水系の流路形成 と 予
測可能な汚染について、 あ ら ゆ る 可能なモデルが考慮 さ れた。 夫々 のそデノレは、 水質保全対策の異な
っ た戦略を進める為の も のである ［10, 11,  14］。 それら の効果は、 放射線基準及び社会的 ・ 経済的正当性
と い う 観点か ら 、 比較に よ っ て評価 さ れた。
包括的正当性及び社会的妥当 性 左 い う 点で完壁な対策の例 と して 、 チェル ノ プイ リ か ら 至近距離で
の洪水防止 ダム の建設が あ る 。 1992 ～ 1994 年 と 1999 ～ 2000 年に、 チェルノ プイ リ 立入禁止 区域のプ
リ ピャ チ川両岸の最 も汚染さ れた犯濫原 に、 複数の ダムが建設 さ れた。 こ の ダム群に よ っ て、 河川 ｜両
岸の最も 汚染 さ れた土地の冠水 と 、 放射性物質の流出 を抑え る こ と が可能になった。
立入禁止 区域の 中で、 2000 年以降、 大規模な水質保全対策は行われてお らず、 これ以上の水域の汚
染 を軽減す る と い う 方針の下、 水理学的 な修復対策のみが行われてい る。 例 え ば、 最 も 汚染 さ れた地
域での水力工学的施設 に よ る 流出制御、 河川集水域や氾濫原での植林に よ る 浸食防止対策、 放射性廃
棄物一時貯蔵所 か ら 地下水への放射性物質の移動 を 防 ぐ為の障壁の設置、 地下水汚染を監視す る ネ ッ
ト ワ ーク の形成発展、 そ して現在ある ダムや水質保全活動の維持などである。
チェル ノ ブイ リ 立入禁止区域の長期的 な放射線生物学的研究に よ っ て 、 汚染地域に於け る 水系の放
射能汚染の減少には、 自然な減衰の諸過程が大き く 貢献する こ と が示 さ れた ［18, 19]0 
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表層水の放射能汚染
チ:r..lレノプイ リ 立入禁止区域の水汚染の現状は、 f立入禁止区域及び強制移住区域の生態学的状態の
報告書J [20, 21］ に定期的に報告 されている。 また、 近年の研究のま と めを含む、 多 く の科学的出版物
の中でも分析 さ れている ［14t 22］。 チ：r.Jレノ プイ リ 原発事故の影響を受けた地域に於ける水域の放射能
の状態は、 現在安定 し、 且つ予測可能な ものになってい る こ とが、 観測結果に基づいて確かめられて
いる。 環境中の放射能は、 全ての水域で明 らかに減少傾向にあ り 、 その変動は季節的な も のになって
いる。 プ リ ピャチ川やその他の立入禁止区域の水蕗では、 今でも比較的高い放射能が観測 される （”Sr
が 50 ～ 300 Bq油九 137Cs が 20 ～ 80 Bq/m3）。 しか し、 同時にプリ ピャチ川の 90Sr の レベルは、 ワ ク ラ
イ ナで PL-2006 によ り 設定された許容値 （2000 Bq/m3） よ り 1 ～ 1.5 桁低い。 図 2.14 に、 チェルノ プイ
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”“ ～ 2009 年までの u1Cs 及び”Sr の年平均値 ： 例 プ�ピャチJIHζ於ける放射能濃度 ；
ゆ｝ キエフ ・ ダム湖への放射能滅入量
（チェルノ プイ リ fエコセンタ｝」 のデータ〉(UHMI) 及びウクライナ水文気象局
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ウ ク ラ イ ナ水文気象局 （UI曲目） 所属 の 中央地球物理学観測所が提供 したデー タ に よ れば、 2008 ～
2009 年の放射性物質濃度は、 キエフ ・ ダム湖では ”Sr が 40 ～ 100 Bq/m3 の範囲、 137Cs が 10 ～ 20 Bq/ 
d の範囲だっ た。 これに対 して同時期 の カ ホ ー ヴカ ・ ダム湖 （ ドニプロ ・ カ ス ケー ドの最下流） では、
137Cs の濃度は 0.5 ～ 1.0 Bq/m3 で あ っ た。 チ ェ ノレ ノ プイ リ 事故 （1986） の後、 2000 ～ 2004 年 ま でに、
殆 どの ウ ク ラ イ ナの河川 （ ドニプロ川下流の ダム湖群、 デスナ川、 南プフ川及び ドナワ） 1 1 ） の 137Cs 濃
度は、 事故前の レベル （0.5 ～ 1.5 Bq/m3 程度） ま で減少 した ［23］。 こ の事実は、 士壌表層の放射性核種
の含有量が今猶減少 してい る 一方で、 放射性核種の垂直移動 と 土壊粒子への不可逆的結合が起 こ っ て
い る こ と を示 している。
表層水 に よ る放射性核種の除去量は、 減少傾 向 に あ る 。 表層水に よ る 放射性核種の流 出の減少を背
景 在 して、チェル ノ プイ リ 原発の冷却池か ら プ リ ピ ャ チ川 に放出される ”Sr に汚染 された排水の寄与が、
相対的に大き く な っ て き た。 し か し 、 冷却池か ら プ リ ピ ャ チJ I I及びキエ フ ・ ダム湖への放射性核種の
浸潤の影響は、 今 も 重要ではない ［20, 21］。
今後、 チェルノ プイ リ 立入禁止 区域の最も汚染 さ れた部分か ら 、 地下水 と 共に プ リ ピ ャ チ川 に流入
する放射性核種が、 有意に増加する こ と は見込まれない。
水文地質学者は、 放射性廃棄物一時貯蔵所から流出 した汚染地下水がプ リ ヒ。ャ チ川 ｜ に到達する のに、
50 ～ 60 年以上掛かる と 推定 している。 故に、 河川水に対する有意な汚染 と はな ら ないだろ う 。
チェルノ プイ リ 原発周辺の湖沼群は、 今猶比較的高 レベルで汚染 さ れている ［20, 21］。 こ の地域の放
射能汚染状況は安定 してお り 、 且つ予測可能である。 特にハ リ ボケ湖及び冷却池の ”Sr は、 こ の 5 年間、
有意な減少を示 していない （図 2.15）。
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137Cs 濃度及び吋r濃度の長期変動 ： 紛 ハリボケ湖 (1996 ～ 2009 年〉 ；
(b） チェルノプイリ冷却池 (2制蹄 ～ 2009年〉 （エコセンターのデータ）
図 2.15
更に、 初期の予測では、 将来、 閉鎖水域で ”Sr がわずかに増加す る こ と が見込まれていた。 これは
核燃料由来の 『ホッ ト ・ パーティ ク ルJ が溶け込むこ と によ る増加分が、 ダム湖に於ける放射性核種
の 自然減衰 と 、 水界生態系の 自浄作用の一部の過程によ って期待される減少分を上回る こ と によって
起こ り 得る ［24］。 この傾向は、 ハ リ ボケ湖で今後数十年間、 底層の核燃料粒子が完全に溶解しき るまで
続 く こ とであろ う。 こ う した汚染過程は、 チェルノ プイ リ lO km 圏内の氾濫原や、 プ リ ピャチ川左岸
の冠水した干拓地の水でも 生 じ得る だろ う。 故に、 現時点で立入禁止区域の水質保全の為の中心的戦
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略は、 流 出 と 排水を制御 して汚染地域の浸水を抑え る こ と であ る ［19］。
水の放射線モニ タ リ ン グ ・ ネ ッ ト ワ ー ク の最適化の為の措置が講 じ ら れて い る 。 特に地下水観測専
門ネ ッ ト ワ ー ク は大き く 発展 してお り 、 プ リ ピ ャ チ川 に水理 自 動観測点が設置 さ れ、 地下水観測専門
の井戸が掘削 さ れた。 SSSIE （国営専門科学産業企業） 「エ コ セ ン タ ー」 に よ る 、 実験室ベース のモニ
タ リ ン グ ・ サ ー ビス も 大 き く 発展 しつつある。 こ の こ と に よ っ て、 ネ ッ ト ワ ー ク は更 に最適化 さ れ、
チェル ノ プイ リ 原発敷地周辺の最も汚染さ れた地域での表層水の流出形態 と 放射性核種 レベルの観測
精度 も 向上 して 、 地下水流出の局地的 ・地域的な水文地質学モデルを改善する こ と につなが る であ ろ う 。
こ う した諸々 の措置は、 立入禁止区域内の汚染地域の制度的統制 を よ り 良 く 実施する こ と に寄与する
であろ う 。
チ エ ルノ フイ リ 原発冷却池の運用停止問題
チェノレノ プイ リ 原発の最後の原子炉が 2000 年に停止 さ れた後、 冷却池の水は僅かな量で足 り る よ う
に な っ た。 池 と 原発を繋 ぐ 2 本の水路は遮断 さ れ、 防火用 の水路か ら の供給だけで、 必要な冷却水が
確保でき る よ う に な っ た。 故に、 冷却池は原発の技術的要素 と しては、 最早必要ない。 しか し同時に、
池を安全な状態に維持す る 為には、 推定で 1 年あた り 約 100 万 ウ ク ラ イ ナ ・ フ リ ヴニ ャ （UAH） と い
う 、 多額の費用 が必要であ る。 ダム を安定 した状態に維持する為の経費、 ポ ン プ と 排水系 の修繕経費、
電気代な どは、 将来的に増加する と 考 え られる。 従 っ て 、 チェルノ プイ リ 原発の経営陣は、 規制機関
の合意 の下で、 冷却池の 閉鎖の準備を始め る こ と を決定 した。 そ して、 経営陣は、 規制機関 と の合意
の下で、 ポ ンプ場 と の接続を解除 して冷却池を運用停止 し、 処理施設の技術的保修を停止する こ と を
決定 した。 日 下、 実現可能性調査 ・ 環境影響評価 （BIA） ・ 冷却池 と 周辺地域の観測ネ ッ ト ワ ー ク の現
代化な どの準備態勢を整えているが、 こ れ ら は、 水位の低下後何年かする と 、 実効性を失 う であ ろ う 。
池の底が相 当 に汚染 さ れてお り 、 ま た世界に類似の取組が存在 しない こ と を考えれば、 こ の 問題の
解決は今後、 チェノレノ プイ り 原発の立入禁止 区域に於ける最重要課題の一つ に な る か も しれない。 冷
却池の安全な閉鎖は、 底の堆積物が放射能で相 当 に汚染 さ れて い る こ と か ら 十分に正当 化 さ れ、 且つ
規制の面か ら も社会的な面か ら も妥当である と 云え よ う 。
冷却池の状態について、 かな り 多 く の研究報告がある ［25-30]0 事故で損傷 した燃料棒か ら 大量の核
燃料粒子が飛散 し た こ と に よ り 、 冷却池の上にエア ロ ゾル と し て 降 り 注いだ放射性降下物 と 、 チ ェル
ノ プイ P 原発敷地内の排水機構か ら流入した深刻 に汚染 さ れた処理水が、 冷却池の放射能汚染の主要
な原因である。 UJ司直 が こ の 10 年に行っ た評価 に よ れば、 冷却池の底のシル ト は、 概ね 280 TBq (280 
× 1012 Bq = 280 兆 Bq） の 137Cs、 42 τ'Bq (42 × 1012 Bq = 42 兆 Bq） の 90Sr、 そ し て 0.75 TBq (0.75 × 
1012 Bq = 7500 億 Bq） のプル ト ニ ワ ム 同位体を含む。
プ リ ピ ャ チ川 か ら 冷却池への水の汲み上げをや め る と 、 ダム堤体か ら河川｜への水の浸透 と 水面 か ら
の蒸発に よ り 、 水位が 6 ～ 7 m 低下する こ と が見込まれる。 その過程には概ね 5 ～ 6 年掛 か る か も し
れない。 その後、 河川 の嘗て の氾濫原だっ た 自 然の低地に、 現存す る冷却池の代わ り に 出現する 冠水
した氾濫原及び湖沼群の水位は、 水力学的に結合する こ と に な る プ リ ピ ャ チ川 の水位に依存す る で あ
ろ う 。
結果 と して、 冷却池が現在 あ る 場所は三つの 区域に分かれる。 ま ず完全に干出する部分 （堆積物表
面の標高が 103 ～ 104 m か ら 110.5 m の範囲） である。 次に推移帯、 即ち高水位時には湿地化 し、 乾燥
す る 夏 か ら 低水位期 には水がほぼな く な る 場所で あ る 。 そ して湖沼群、 こ れは現在の冷却池の底に沈
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んだ嘗ての氾濫原湖沼草撃の位置に形成される 〈図 2.16）。 完全に干出する榔分の面積は 10～ 12 km'主で、
嘗ての冷却池の so ～ 60%そ占め、 そこには U7Cs の lS ～ 17%、 卸お の 20%、 そ してプル ト ニ ク ム同位
体の 12%が存在する。
困 2.16 チェルノブイリ冷却油の底に将来的に形成されみと考えられる地形の模式困
CM.色 ： 完念に干上がる場所。 ？”色 ： 氾濫原の湖と して残る場所。 灰色 ： 推移携の湿地。 ）
冷却池の縮小の結果と して現れる沼沢地の地形シミ 品 レーシ ョ ン結果から、 殆どの放射性物質 （放
射飽で15 ～ 85%） は、 池の閉鎖後も新しく形成された湖沼の湖底か湿地の縫積物上に残る為、 E廷によ
る巻き上げの影容を受けないと推定される。 そして、 堆積物中に現存する放射性物質の凡そ20 ～ 2S%
だけが、 外気に晒され、 乾いた縫積物上での風による巻き上げとタト鶴彼鳴を引き起こす可飽性がある。
比絞的高レベルの放射能で汚貧注 された冷却池の水は、 自然な浸透に よ っ て 5 ～ 6年閑プジ ピャテ川
に流出し続ける、 と い う 簿価がなされている。 そ の こ と に よ っ て河川の更なる汚染は生じない答であ
る し、 ：：＼＇－：乙フ ・ ダム湖の水界生態系に有意な負の生餓学的影響を及ぼすこと もないと考えられている。
自然な浸透 に よ っ て冷却池から出ていく 水の総量は 6 ～ ？ 千万 ば 程度であ り 、 そ こ に含まれる m.白
及び吋r の放射官邸玄 2 ～ 2.5 kBゆぷ である と維定される。 この汚染水はプリ ピャチ川 と ドニプロJI(の
水に簿められ、 キエフ ・ ダム湖の低く安全な レベルの放射性核穏を検出可能な レベルまで増加 させる
こ と はないであ ろ う 。 冷却池の水が誠少する こ と に よ り 、 残った水線の綾射能 （特に 吋r） レベルが上
昇する こ と が見込まれる。 その結果、 湖底の形状や水位によって規定される小さな水減の放射自信は、 5
～ 6 kBザml （最も悲観的なシナ ジ オでは10 kBゆめ にも及ぶであろ う。 冷却池のポンプ場停止後 5 ～
6年で、 冷却池か ら プ リ ピャチ川への浸透による、 更なる ”＇Sr の除去量は、 0.S TBq (O.S × IOU Bq = 
5倒。 僚 Bq） に逮する と期待される。 いずれにせよ、 一皮冷却池の水位が下が り始める と、 河川への浸
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透 に よ る放射性物質の排出量は、 減少 してい く 。
乾燥 した堆積物か ら風に よ っ て巻 き 上 げ られて、 高度に汚染 さ れた粉塵が空気中 に浮遊す る 可能性
が あ る こ と を強調する研究結果が あ る ［27-29］。 専門家達は、 こ の こ と が想定 し得る最大の負の影響で
あ り 、 冷却池の閉鎖戦略を複雑な も の にする と 考え て い る 。 20 年以上に亘る一連の堆積構造が比較的
よ く 保存 さ れて い る 、 湖底堆積物 中 に大量に含まれる核燃料微粒子の組成を解明す る こ と が、 こ れ ら
の仕事の主要な課題で あ っ た。 ダム湖の底が干上が り 浸食が始ま る と 、 そ の よ う な湖底堆積物は急激
に乾燥を始め ［27］、 風に よ っ て周辺地域に運ばれ得る よ う に な る こ と を、 幾つかの研究が示 している。
立入禁止 区域の 中で起 こ り 得 る 、 嵐の条件下で働 く 人々 に対する 放射線 リ ス ク は、 通常年の乾期の気
象条件下 と 同 じ く 、 放射能汚染 と の因果関係は生 じ得る も のの 、 有意な も の にはな ら ない と 推定 さ れ
ている ［28］。
冷却池の表面は、 こ の地域に典型的な草本 と ヤナギ科木本に よ っ て 、 徐々 に覆われて き た ［29］。 その
こ と で、 放射性の粉塵が、 水面か ら風に よ っ て運ばれ難 く な っ ている。
冷却池運用停止に よ っ て 、 チェルノ プイ リ 立入禁止区域外の人々 が、 有意な放射線 リ ス ク を被 る こ
と はないであろ う 。
ドニ プ ロ ・ カ スケー ドの湖底堆積物
事故以来ずっ と 、 プ リ ピ ャ チ川 と ド ニ プ ロ J I I か ら キエ フ ・ ダム湖への 137Cs と 90Sr の流入が観測 さ
れて き た。 そ の結果は、 ドニプロ ・ カ ス ケー ドの底質汚染を対象 と した研究に反映 さ れて き た ［15, 24, 
31］。 ドニプロ ・ カ スケー ドの一部のダム湖で、 137Cs の空間分布 と 湖底堆積物 中への蓄積量が研究 さ れ、
推定 さ れて き た。 その基礎 と な っ た一連の調査は、 UHMI に よ っ て 、 事故後の 10 年間 （1989 ～ 1996)
に行われた ［15, 31］。
ダム湖群の湖底堆積物に含まれる 137Cs と ”Sr の総量は、 1990 年以来徐々 に減少 して い る 。 これは、
放射性核種減少の主な要因 と な っ た崩壊に よ る 減衰が何J I I か ら の流入量を上回 っ た こ と 、 及び部分的
には、 水柱か ら湖底への堆積過程で放射性核種が吸収除去 さ れた こ と に よ る。
事故後の 10 年間に ドニプロ ・ カ ス ケー ドへ と 流入 し た 137Cs の約 70%及び ”Sr の約 90%が、 キエフ ・
ダム湖の湖底堆積物 中 に集積 し、 特にプ リ ピ ャ チJI I か ら の堆積物負荷の大部分を受 け る 上流側に集中
した。 川 ｜ か ら キエ フ ・ ダム糊の上流側へ と 流入 した懸濁粒子は、 局地的 に窪んだ場所や古い河道に堆
積 した。 その結果、 そ の よ う な シル ト 粒子が蓄積す る 場所は、 比較的高 レベルの放射能で汚染 さ れた
堆積層 を有す る 、 局地的なホ ッ ト ス ポ ッ ト にな っ た。 1986 年か ら 1993 年までの期間に水の流出が少な
かっ た こ と は、 放射性核種が安定的 に ダム湖の上部 に蓄積 して い く こ と に寄与 した。 これに対してそ
の後、 1994 年夏の大雨に よ る洪水や、 特に 1999 年及び 2005 年の春の洪水の結果 と して、 1993 年まで
の 出水が少なかった時期 に安定 した集積率を示 していた、 ダム湖上部の堆積物が洗い流 さ れた。 出水
に よ っ て、 最 も 汚染 さ れた細粒シル ト 粒子が再懸濁 し、 キエ ブ ・ ダム湖の中部或いは下部へ と 輸送 さ
れ、 そ こ で再び深みに堆積 して流体力学的ス ト レス の影響を殆 ど受けない状態 に な っ た。 最近 UHMI
は、 典型的な堆積状況にある幾つかの場所で、 湖底堆積物中に於ける放射性核種の鉛直分布 を調査 した。
その結果、 放射能汚染の空間分布は、 1989 ～ 1991 年に行われた研究 （採集 と 実験室での分析） の 当 時
か ら 15 ～ 20 年を経て、 有意に変化 している こ と が明 ら かに な っ た。
シル ト 粒は、 洪水流の影響を受けてキエ フ ・ ダム湖の下流へ と 流 さ れ、 水力学的影響を受け難い深
みへ と 堆積 した。
Ul品位 が 2008 ～ 2009 年に行った観測に よ れば、 キエフ ・ ダム湖の シノレ ト 堆積層は、 ダム湖の中～下
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流部の深い部分で有意に増加 し、 厚さ 25 cm に達している。 このよ う な堆積物の空間分布に対応 して、
放射性核種の堆積物中での単位面積当た り 密度について議論されている （図 2.17）。 これによれば、 湖
底の数箇所では、 137Cs の分布密度が、 1994 年の 185 kBψd か ら 2009 年には 610 kBqlm2 にまで増加 し
ている。 一方で同時期に、 ダム湖の上流側では、 放射性物質が堆積 した最初の年に最も汚染 レベルが
高 く 、 その後は水理学的作用によって放射性物質が除去されてきている。
放射能 {kBザkg)
。 5 10 15 
。
困 2.17 キエフ ・ ダム滞下部の湖底シルト堆積物に於ける 問α の鉛直分布 ： 1994 年と 1009年の比較
一般的に、 ダム湖底の放射能汚染パターンは、 この 10年間で安定してきている。 浅い水域 （水課。
～ S m） の湖底堆積物の汚染は、 軽減されてき ている。 中程度の水深 （S ～ lO m） の湖底堆積物の汚染
は、 1990 年代初頭と ほぼ同程度である。 そ して、 深い水域の湖底堆積物では、 チェルノプイ リ 由来の
放射性核種の総量は増加している。
大量の放射性汚泥がダム湖の表層から 中心、 そ して底へと移動 したこ と に よ り 、 湖の底の放射性核
種の分布パターンには、 全体的に変化が生じている。 しかし、 そのこ と は必ず しも、 放射能汚染状況
が悪化 した こ と を意味しない。 放射性物質の崩壊に よ って放射能の総量は減少 し続けてお り 、 湖底堆
積物粒子に固 く 結合した放射性核種は、 実質的に水塊の汚染には寄与しない。
幸いな こ と に、 シノレ ト堆積物の放射能汚染状況は、 安定 した平衡状態へと 収束しつつある。 事故後
ま も ない時期に放射能汚染された汚泥の大部分が、 堆積物中の安定 した層へと移動したからである。
お そ ら く 、 湖底雄積物が最も汚染 された箇所で、 堆積物の上を外から運ばれてき た よ り 汚染の少な
い堆積物が覆 う こ と も、 自 然な汚染減義過程の中で役割を果た しているであろ う。 比較的汚染が少な
い懸濁粒子は、 沿岸及び集水域の浸食によって供給される。 これからの 10年間、 キエフ ・ ダム湖の最
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深部で、 放射能汚染 さ れた粒子の堆積層 が比較的汚染が少ない堆積層 に埋め られて い く 過程に、 堆積
作用 が重要な役割を果たす よ う に な る だろ う 。 自 然な減衰過程に よ り 、 キエ フ ・ ダム湖の湖底が最終
的 に満足のい く 自 己修復に 至 る ま での 中間過程 と して、 現状の汚染図 を湖底堆積物の反復調査に よ り
描き 出すこ と が、 今は重要である。 こ う した観測結果は、 例えば 「集水域の水 ー 懸濁粒子 一 湖底堆
積物」 の よ う な、 複雑な集水域 一 河川｜ ダム湖環境系の安全評価 と 放射性核種輸送モデ リ ングに際して、
放射性核種の移動 に関する数学モデルの よ り 正確な検証の助 け に も な ろ う 。 キエフ ・ ダム糊は、 広大
な ドニプロ J I ［集水域から集ま っ て く る 放射性核種の、 自 然の捕捉装置であ る と 考え る べ き で あ る。 だ
か ら 、 ダム湖竣諜の戦略 と 技術をE当化す る 為 に も 、 湖底堆積物 に於け る 、 放射性核種の新 しい空間
分布地図 を作製する こ と が必要である。 故に、 キエフ ・ ダム湖で 自 然な減衰過程の鍵 と な る堆積過程を、
観測結果に基づいて制御するべき である。
結論 と して、 キエフ ・ ダム湖及び他の ダム湖群に於 け る 湖底堆積物の放射能汚染の観測は、 継続 さ
れるべきである。
地下水中 の放射性核種
チェル ノ プイ リ 原発事故後の地下水の状態を観測す る為の、 地下水観測井戸のネ ッ ト ワ ー ク が十分
に発達 したのは、 立入禁止 区域 と そ こ で働 く 職員達の一時居住地区内だけである。
地下水の放射能汚染は概 して低 レベルに留ま ってい る こ と が、観測に よ り 示 さ れている。 しかし、チェ
ルノ プイ り 原発敷地内の放射性廃棄物一時貯蔵所及び幾つかの放射性物質貯蔵施設の周辺は、 例外で
あ る 。 汚染 さ れた水域 （冷却池、 並びに立入禁止区域内の最 も汚染さ れた地域に あ る 湖及び湿地） の
周辺の地下水 も 、 相 当 に汚染 さ れて い る 。 立入禁止 区域内 の最も汚染さ れた地域内では、 汚染 レベル
は 137Cs が 0.1 弱～ I Bq/ Q、 90Sr が 1 ～ 10 Bq/ Qの範囲であ っ た。 汚染地下水変成帯の集水域か ら河川方
向への拡大速度は非常に遅 く 、 90Sr で も 1 年に 20 m 以内である ［32］。
立入禁止 区域 と そ の周辺での地下水汚染は、 事故後の最初の 1 年間 に な さ れた最も控え めな予測に
よ っ て さ え生 じ る と さ れた、 破滅的な影響を概ね免れた と 云 え る。 立入禁止区域の河川への、 地下水
の流入に伴 う 放射性物質の流入は、 表層水に伴 う 流入に比べて少な く 、 将来的 に も 少 ない ま ま だろ う 。
そ の レベルは、 立入禁止 区域の外に住む ウ ク ラ イ ナの人々 に、 有意な放射線 リ ス ク を及ぼし得る も の
ではない ［33, 34］。
今の処、 相対的に高 レベルの水の汚染 （そ の レベルは時に、 飲用水の許容 レベル （CAC） の 10 ～
100 倍に も 達する） が観測 される のは、 櫨過を保障する 地質科学的及びその他の技術的障壁を特に備 え
ていない放射性廃棄物貯蔵施設の中、 並びに地形的に顕著 に窪んだ幾つかの特殊な場所に 限 ら れて い
る 。
地下水が プ リ ピ ャ チ川 に流出 し始め る のは、 早 く と も 現在か ら 40 ～ 50 年後 と推定される ［35］。 その
際に流出する放射能は、 3.0 ～ 3.5 Ci (100 ～ 120 GBq : 100 ～ 120 × 109 Bq = 1000 ～ 1200 億 Bq） か
それ以下であ る と 推定される。 地下水 と 共にプ リ ピャ チ川 ｜ を経由 してキエフ ・ ダム湖へ と 運ばれる ”Sr
の量は、 表層水 に よ っ て運ばれる量の 10 ～ 15 %かそれ以下 と な る だ ろ う 。
モデルに基づ く 推定 （M. Zheleznyak • S. Kiva、 並びに V. Shestopalov • I. Onishch四ko ・ M. Panas抑止 ［36]
に よ る ） では、 防護壁のあ る 場所から の地下水流は殆 ど プ P ピ ャ チ川 ま で到達せず、 100 年経 っ て も 、
90Sr 汚染の前線は 600 m 以上拡大する こ と はない と さ れる。 従って、 汚染された地下水が河床に到達す
る 頃には、 その汚染 レベルは実質的に問題のない レベルにま で低下す る で あ ろ う ［20, 32］。 地表下の最
初の帯水層 に於ける 137Cs と ”Sr 汚染の レベルは、 立入禁止区域の外側では、 300 Bq/m3 を超えていない。
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立入禁止区域内 に於ける地下水の放射能の状態
チェルノ プイ リ 事故に よ る 放射性物質の放出 か ら の 四 半世紀に於 け る 、 通気帯 と 飽和土壌 中 での放
射性核種の移動過程は、 一般的に遅延 と 停滞に よ っ て特徴付け られる と 云 え る。 とれは、 大気や表層
水に於 け る 挙動 と は異なる。 放射線モ ニ タ り ングシス テ ム は、 第四紀 ・ 始新世 ・ セ ノ マニ ア ン期 （ 白
E紀中期） ・ 白E紀前期の帯水層 を網羅 している。
地下水モニ タ リ ン グが確実に行われている の は、 RWDS （放射性廃棄物処分場） 、 主な RAWTSS （地
表付近の放射性廃棄物一時貯蔵所） 、 保水構造、 並びに立入禁止記区域内の全て の場所である。 始新世
堆積物の滞水層系は、 チェルノ プイ リ 原発の集中的水供給シス テ ム の水源 と な っ て い る 。 こ の地下水
の放射能の状態は、 同原発の取水施設 （ プ リ ヒ。ャ チ市） で観測 さ れている。 セ ノ マ ニ ア ン期及び 白 直
紀前期の堆積物か ら な る 帯水層系の地下水は、 チェルノ ブイ リ 市の取水施設で観測 さ れている。
1986 年から 2010 年までの観測結果か ら 、 同原発から放出 さ れた放射性核種に よ る地下水の汚染レベ
ルは、 要求 さ れ る 限界よ り も 十分に低い こ と が示 さ れて い る 。 同原発及びチェノレノ プイ リ 市の取水施
設に於け る飲用水中 の 137Cs と ”Sr の放射能濃度は、 0.001 Bq/ �を超え ない。
第四紀堆積物の滞水層系が 90Sr に よ っ て汚染されている こ と が、 モニタ リ ン グに よ っ て 明 ら かになっ
た。 汚染は、 地表付近の放射性廃棄物一時貯蔵施設 （溝） 及び防護壁の工区から の移動に よ っ て、 時
間 と 共に広 が っ て い る 。 放射性核種の水文地質学的媒体への移動は、 大気降下物の棒入 と 、 放射性廃
棄物が連続的或いは季節的に地下水へ と 溢れ出す こ と に よ っ て起 こ る。 廃棄物集積場の下及び周辺 の
溝 の 中 のイ オ ン状態の ”Sr の放射能濃度は、 飲料水の許容限度 （Pレ97） の 100 ～ 1000 倍に達する。
滞水層系 の汚染は、 地下水流の動 き に沿っ て何十 m も の深 さ に達 している。
最も集中的な放射性核種の移動は、 「赤い森」 と 、 旧建設資材置き 場及びヤニ ヴ湖畔にあ る観測井戸
で確認 さ れた。 2010 年夏 には、 第 四紀帯水層 に掘 ら れた井戸の水で、 ”Sr の体積あた り 放射能は、 旧
建設資材置き 場近郊で 32 ～ 130 回q/m3、 ヤ ニ ヴ湖畔の近 く で 0.77 ～ 36 回q/m3 の範囲に あっ た こ と が
確認 されている。
冷却池 PK・14 の近辺の観測井戸では、 ”Sr の体積あた り 放射能は、 上部の水で 1.3 ～ 1 .8 kBq/m3、 下
部の水で 1.2 ～ 4.3 回q/m1 と 記録された。 137Cs については 0.007 ～ 0.14 kBq/1ぜ であった。 K・3 観測井戸（砂
質高原、 RAWTSS、 セ ミ ホデ湖畔） では、 地下 3.2 血 の水位に於いて、 90Sr の放射能は水の体積あた り
概ね 22 回q/m3 左 記録 さ れている。
RWDS 「 ピ ド ク リ スニイ 」 の観測ネ ッ ト ワー ク に含まれる観測井戸に於け る 、 水の体積あた り 放射能は、
go Sr が 0.18 ～ 0.49 回q/m1、 137Cs が 0.009 ～ 0.091 kBq/ぜ で あ っ た。 こ の と き 、 井戸の水位は地下 1 ～ 6.5
m であ っ た。 RWDS 「プ リ ャ キ ヴカ」 の範囲内に あ る 調整観測井戸では、 水の体積あ た り 放射は、 ”Sr
が 0.26 ～ 1 .8 kBq/m3、 137Cs が 0.009 ～ 0.12 回q/m1 で あ っ た。 プ リ ピ ャ チ取水施設で観測 さ れた水の体
積あた り 放射は、 ”Sr が 0.31 ～ 2.3 回q/m3、 137Cs が 0.006 ～ 0.05 kBq/m3 であった。
セ ノ マニ ア ン期及び白 亜紀前期の帯水層では、 水の体積あた り 放射能は 90Sr, 111Cs 共に 0.001 kBq/m3 
以下であ っ た。
チェノレノ プイ り 原発近辺の、 主な RAWTSS （ 「赤い森」 ・ 「新建設資材置き場」 ・ ヤエ ヴ定点等） 、 同原
発敷地、 石棺、 及び 「 ピ ド ク リ ス ニイ 」 「 コ ンプレク ス エ イ 」 な ど の RWDS での調査結果に よ れば、 こ
れか ら 100 ～ 300 年間、 ト レ ンチか ら漏れ出た ”Sr が危険な濃度 に達す る 水平方 向 の範囲は、 投棄場
所から地下水流に沿 っ て 1 凶 に満たない範圃に限 られる。 こ の 区域の水文地質学的状態や地質学的障
壁 に よ り 、 ス ト ロ ンチ ウ ム と セ シ ワ ム が 出 て い き 難 く 、 ま た移動速度が小 さ い こ と が、 放射性核種の
地下水 に よ る拡散を制限している。
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し か し な が ら 、 RAWTSS 周辺の汚染 さ れた地下水は、 長期にEっ て確実に、 同原発周辺 区域の放射
線 リ ス ク 源 と な り 続け る こ と で あ ろ う 。 放射性核種の潜在的 な輸送 と 移動のパ タ ー ン を考 え る 限 り 、
ヤニ ヴ湖畔の放射性物質廃棄場所は、 プ リ ピ ャ チ川 の氾濫原に位置する為、 表層水汚染の真の危険を
も た らす。
放射性核種の年間 の移動の程度を決め る 主な要因は、 気象及び水文地理学的状態、 廃棄場所の構造
的特徴、 そ して表面流 ・ 水域 ・ 地下水の相互作用 の状態 と 強度である。 RWDS の外側へ と 広が る 地下
水の放射性物質汚染は、 移動する放射性核種の 「拡散に よ る 」 汚染源で決ま る。
ウ ク ラ イ ナ科学ア カ デ ミ ーの地質学研究所が示 したデータ （V. M. Stestopalov） に よ れば、 RAWfSS、
RWDS、 石棺な どの場所で、 最大 1000 Ci (40 TBq ; 40 × 1012 Bq = 40 兆 Bq） の 137Cs が地質環境中 に
毎年浸透 している ［37］。 ”Sr の浸透量は、 これよ り 遥かに多い。 その結果 と して、 地質環境中へ 左 吸収
さ れ る 137Cs と 鈎Sr の量は、 プ リ ピ ャ チ川 ｜ に よ っ て 立入禁止区域の外へ と 運ばれ る 量の 4 ～ 20 倍に も
及んでいる。 国際科学技術セ ン タ ー 「シェルター」 のデー タ に よ れば、 1 年あた り 約 120 MBq (120 × 
106 Bq = 1 億 2000 万 Bq） の ウ ラ ン と プル ト ニ ウ ム 、 及びほぽ 40.5 Ci ( 1 .5 τ'Bq ; 1.5 × 1012 Bq = 1 兆
5000 億 Bq） の 137Cs と ”Sr が、 石棺内の水 に よ っ て地質環境中 に運ばれる 可能性が あ る。
か く して立入禁止 区域の地質環境は、 移動 し易い放射性核種に対す る 非常に強力な吸収剤 と して働
き 、 放射能の域外への分散に対する非常に強力 な 自 然の障壁 と しての機能を果たす。
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2. 1 .  2 環境の放射線モ ニ タ リ ングシステム
環境保護、 保健 ・ 疾病管理、 並びにチェルノ プイ リ と 核問題に関する 現行法は、 ワ ク ラ イ ナで大規
模な放射線モ ニ タ リ ン グシステムが機能する こ と を想定 している。 こ の システムは、 チェルノ プイ リ
事故に よ る 放射能汚染地域を含む、 人々 と 環境に対する 放射線防護 の 中心的課題を確実に完遂する 為
に あ る。 今 日 、 自 然環境 と 食物の様々 な物体内及び人々 の体内に含まれる放射性核種のモニ タ リ ングは、
責任 と 権限に応 じて、 主に以下の行政機関 と そ の傘下の事業体が請け負 っ て い る 。 即ち、 緊急事態省 ・
保健省 ・ 農業政策省 ・ エネルギー省 ・ 国家水管理委員会 ・ 国家森林管理委員会であ る 。
国家専門科学産業企業 「チェルノ プイ リ 放射生態学セ ン タ ー」 （GSNPP ECOCENTER ; SSSIE 「エ コ
セ ン タ ー」 ） は、 放射線モニ タ リ ン グ要件に準拠 して、 立入禁止 区域並びに移住費用 を ウ ク ラ イ ナ国家
予算が負担する強制 （義務的） 移住区域のモニ タ リ ングを請け負 っ て い る 。 「エ コ セ ン タ ー」 の主要な
業務は以下の通 り であ る ：
一 大気中 ・ 地表 ・ 地下水 ・ 廃棄物 と 廃水 ・ 陸生及び水生生態系の土壌成分中 ・ 無許可の土地不法
占拠者 1 の居住場所 ・ 食品 中 に於け る 、 放射性核種の レベルを明 ら かにする こ と ；
ー 放射性廃棄物を扱 う 諸施設 一 放射性廃棄物処分場や放射性廃棄物一時貯蔵所、 放射性廃棄物
の処理及び処分の手法、 「石棺」 、 並びにチェルノ プイ リ 原発の廃炉に 関連する全ての 関連する
活動 ー の環境影響を調査研究する こ と ；
一 自 然地形に於 け る 放射性核種の移行、 立入禁止 区域を超えて の放射性核種の 自 然移動、 水質保
全対策の有効性の評価について調査研究する こ と 。
モ ニ タ リ ン グ対象 リ ス ト は、 様々 な環境 （下水を含む表層水、 大気境界層、 自 然地形な ど） を対象
と す る 146 の観測拠点、 地下水観測用 の 138 の井戸、 有人作業現場、 並びに 1 1 の集落を網羅 している。
毎年、 5 千を超え る サ ンプノレが採取 さ れ、 それら に対する 1 万を超える分析的研究が行われている。 放
射線の状態は、 チェルノ プイ リ 原発立地点やス ラ ヴーテ ィ チ市を含む 39 観測拠点に あ る 、 コ ン ピュ ー
タ ー 自 動制御の放射線モニ タ リ ングシステ ム に よ っ て 、 継続的にモ ニ タ リ ン グ さ れて い る 。 放射性核
種が、 人 に よ っ て 立入禁止区域の境界を越えて持 ち 出 さ れる こ と を 防止する為に、 モ ニ タ リ ン グ及び
線量測定用 の検問所で、 自 動車や貨物の放射線モニタ リ ングが確実に行われている。
農業政策省の放射線局は、 チェルノ プイ リ 政策に従って、 放射能汚染区域に区分 さ れ る 市町村で収
穫 さ れた、 農産物の放射線モニ タ リ ングを請け負 っ ている。 し か し、 同局は近年、 相 当 な損失を被った。
同局は、 チェル ノ プイ リ 政策の枠組の中で、 自 己 の活動で収益を得る唯一の機関であ る。 それにも 拘
わ ら ず、 こ の収益は、 94 名 の放射線専門家 （過去 10 年間で、 その数は 115 に減少 した） の人件費 しか
賄えていない。
1991 年から、 ウ ク ラ イ ナ農業放射線研究所 （UIAR） は、 原材料や食品 ・ 環境中の放射性核種のサン
プ リ ン グ と 測定に関する一連の規制 を策定 し、 生産過程の中に導入 し て き た。 こ の点に関 しては、 「大
規模放射能事故に 際 し て の食品 と 農産物に対する 品質管理体制 に 関 す る ガイ ド ラ イ ン」 が、 関連する
政府機関 に と っ て の基本文書 と な っ て い る ［38］。 試験所管理局は毎年、 数十万 も の畜産物や作物 ・ 林
産物の分析を行っ て い る。 許容範囲を超 え る セ シ ウ ム 137 (137Cs） と ス ト ロ ンチ ウ ム 90 (90Sr） を含む
サ ン プノレ数は、 2006 年に 2.2 %、 2007 年に 1 .4 %、 2008 年に 1 .3 % で あ っ た。 チ ェ ル ノ ブイ リ の影響
に よ る 食品 の汚染 レベルは、 毎年有意に減少 して い る （表 2.5）。 こ の点で、 牛乳は、 最 も 重要 な農産
物であ り 続けている。 1993 年以来、 公営部門で生産 さ れた食品 か ら 137Cs と 90Sr の衛生基準を超え る も
のが発見 さ れ消費者ネ ッ ト ワ ー ク に 出 回 っ た事例は、 稀 に しか観察 さ れなかっ た こ と を指摘 し な けれ
1 「 自 主的帰還者」 と しても知 られる。
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ばな ら ない。 しかし、 民営農場は、 食品中の 137Cs と ”Sr 含有量についての国家基準 （PL-2006） を満た
していない農産物 を生産 して き た。 牛乳や食肉 中 の ス ト ロ ンチ ウ ム の単位質量あた り の放射能が恒常
的 に PL-2006 を超え て い る 集落が、 60 近 く ある。 ま た 、 牛乳の汚染が許容 レベルを超え る 可能性があ
る （超過した事例は、 過去 5 年間 に登録 さ れた も の） 、 民営農場が 1/3 以上を 占め る集落が 500 以上あ る。
表 2.5 農産物の放射線管理に於いて放射性核種が PL-2006 基準値を超えた件数 (2006 年～ 2009 年）
農産物のサンプル数
州 2006 2007 2008 2009 
総数 > PL- 総数
> PL- 総数 > PL- 総数 > PL-2006 2006 2006 2006 
グオノレィ ーエ 64508 3182 59205 2681 48740 1774 39145 1080 
ジ ト ーム イ ノレ 38813 1848 38581 1202 16833 741 14451 415 
キエ フ 71859 185 119435 48 55724 163 64282 54 
リ ウネ 49377 872 40869 1194 26122 676 9500 458 
チェノレカ ース ィ 912 833 788 1408 
チェノレニー ヒ ウ 54170 61  104000 62 96200 68 106200 22 
合計 279639 6148 362923 5187 244407 3422 234986 2029 
農地認証計画に関する膨大な作業は、 放射能汚染区域に あ る集落で生産 さ れた農産物の放射能 をモ
ニ タ リ ングする こ と を主要な任務 と する 、 放射線専門家に加 えて、 500 万 ha を超 え る 土地の放射線調
査を行っ た、 公共用地土壌改良技術セ ン タ ーに よ っ て行われている。
国家森林管理委員会に属する放射線モ ニ タ リ ング部局は、 以下の業務を請け負 っ てい る 。 森林の 中
と 生産設備及び民有林に於ける 放射線状況の情報を最新の も の に更新する こ と 、 林業作業現場に於け
る 線量モニ タ リ ン グ、 林産物 中 の標準的放射性核種のサ ンプ リ ン グ と 測定、 放射能デー タ バ ン ク を維
持する 為の支援、 並びに事業者 ・ 地方 自 治体 ・ 地域共同体の運営責任者に対 して、 関連地域内の森林
に 於 け る 放射線状況 と 木材製品 中 の標準的放射性核種の含有量を知 らせる こ と で あ る。 林業会社は、
原材料及び最終製品に対する厳密な線量管理を導入 して き た。 こ の線量管理は、 ウ ク ラ イ ナの最も汚
染 さ れた地方にある 七つの公認放射線研究所に よ っ て提供 さ れている。 1995 ～ 2009 年の 聞に、 こ れ ら
の研究所は、 30 万を超え る異なる種類の林産物のサ ンプルを選別 し、 分析 して き た。
放射能汚染の観点か ら危険な種類の林産物は、 依然と して野生の キ ノ コ類やベ リ 一類、 野生動物の 肉、
そ して民営農場で生産 さ れた牛乳であ り 続けている。
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閉 じ 1995 ～ 2009年の聞に、 国家森林局が提供する年次放射線モニタ リ ングシステムは減少してきた。
これには、 財政手当の減少と森林の中の放射線状況の改善 と い う 、 二つの理由がある。
この観察期間中に、 森林生態系に於ける放射線の正常化 と 共に、 基準値を超過 した放射性接種が計
測 さ れたサンプルの割合が徐々 に減少 してきた (1995 ～ 1999 年に 6.2 ～ 9.0%だった も のが、 2003 ～
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ウクライナ国家森林局の年次放射線管理体制下に於いて PL 基準を超えたサンプルの量の変遷
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森林生態系に於 け る 放射線状況が正常化 し、 許容限度を超えて汚染 さ れた製品の割合が徐々 に減少
する一方で、 特に ウ ク ラ イ ナの ポ リ ー シ ャ 地帯 に於いて、 林産食 品 中 に含まれる放射性核種の量がま
だかな り 高い こ と は注 目 に値す る。 モ ニ タ リ ン グ さ れた林産食品中、 137Cs 含有量が許容限度を超えた
も のは、 最大 80%に も 上 っ た。
ワ ク ラ イ ナ保健省の国家衛生防疫局に属する 関連諸機関は、 137Cs と 90Sr の放射性核種の含有量を調
べる為に、 スベク ト ル分析器を使っ て、 γ 線や 3 線の測定を毎年約 20 万回も行っている。
国家水文気象局が管轄す る放射線モ ニ タ リ ングシステム が実行 してい る 、 放射能汚染 レベルの監視
の対象は、 チェルノ プイ リ 事故に よ っ て形成 さ れた放射能汚染区域に分類 さ れた地域を含む、 ウ ク ラ
イ ナの全領士を網羅 している。
モ ニ タ リ ン グ結果は、 放射能汚染区域を含む、 実質的 に全て の地方に於いて 、 過去 5 年間の空間放
射線量は安定 していた こ と を示している。 そ の放射能汚染 レベルは、 事故前の レベル と 同 じ許容限度
一 即 ち 6 ～ 33 凶/h (0.05 ～ 0.29 µSv/h） ー 内であ り 、 主 に 白 然放射性核種及び宇宙線に起因する も の
で あ る 。 チ ェ ル ノ プイ り 市の測定点に於け る 、 現在の 137Cs に よ る 士壌汚染の濃度は、 約 330 kBq/m2 
で あ る 。 そ の 空 間 y 線量は、 チ ェ ル ノ プイ リ 原発事故の影響 を受け、 15 ～ 27 凶/h (0.13 ～ 0.24 µSv/ 
叫 の範囲で変動 している。 よ り 高い空間 γ 線量は、 コ ー ロ ステニ市の測定点で観測 さ れ、 その値は 18
～ 33 同/h (0.16 ～ 0.29 µSv/h） である。 こ れは、 チェルノ プイ リ 由来の土壌放射能汚染 （現在、 約 165
kBq/m2） と 、 こ の地域特有の地質学的構造 一 特に地表面に近く 、 カ リ ウ ム ・ ウ ラ ン ・ ト リ ウ ム の 自 然
放射性核種の高濃度濃縮に よ っ て特徴付 け られる 花開岩の露出 ー の両方に起因する。 汚染地域のモエ
タ リ ン グは、 毎 日 70 の測定地点で γ 線被曝線量率を測定 し、 以下のサ ンプノレを収集 し分析す る こ と に
よ っ て担保 さ れている。 そ れ ら は、 26 地点での大気降下物のサンプル、 5 地点での大気中 の浮遊粒子
のサンプノレ、 キエ フ及びカ ェ ヴ ・ ダム湖の 3 地点での表層水サンプルである。
線量モ ニ タ リ ング
放射線防護計画の基礎は、 被災地域の住民に対する 放射生態学的生活環境の評価である。 こ の作業
を遂行す る上で主要な役割 を果たすのは、 線量モ ニ タ リ ン グである。 線量モニ タ リ ン グは、 集落の線
量測定 と 甲状腺被曝線量の評価、 並びに人々 の体内に取 り 込まれた放射性セ シ ワ ム を直接測定 した値
を基に した内部被曝線量の評価か ら成っている。
集落に於 け る 一般的 な被曝線量認定シス テ ム は、 1991 年の後 に設立 さ れ、 。008 年 か ら 2010 年に
掛けては行われなかったが） 12 州 の 74 地区に存在する 2165 集落を網羅す る。 こ の システムには、 放
射能汚染区域に区分される集落に於け る 、 パスポー ト 線量 2 の計算が含まれる。 こ の計算 には、 四Cs と
90Sr の汚染密度 と 、 牛乳 と ジャガイモ のサンプル 中 の こ れ ら の放射性核種の濃度が使用 さ れる。
年度毎に行われる業務には、 以下の事項が含まれる ：
一 食品 （牛乳 と ジ ャ ガイ モ） の サ ンプ リ ン グ と そ の γ 線のスベク ト ル分析 （131Cs） と 放射化学分
析 （”Sr） ・
一 人体内の放射性核種の測定 ；
ー 住民が被曝 した線量の計算 ；
ー 認定被曝線量値を守る為の規制措置 ；
一 対象集落へのパスポー ト 線量の発行。
ガイ ド ラ イ ンに従って、 放射能の状態 を 明 らかに し、 ウ ク ラ イ ナ の汚染領域の放射線モ エ タ リ グを
2 集落の公式値 と な る線量。
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行 う 為 に、 過去三年聞に 137Cs が PL 基準を超 えて検出 さ れた測定地点では、 牛乳のサ ンプ リ ン グ検査
が年三回実施 さ れ る。 放射能汚染区域 と して指定 さ れた そ の他の測定地点では、 毎年一回実施 さ れて
いる 。 ジ ャ ガイ モのサンプ リ ン グは、 前年に内部被曝線量が 0.5 mSv/y を超えた測定地点で、 年一回 （8
月 ～ 9 月 ） に行われる。 サンプル数の年平均は、 ジ ャ ガイ モ と 牛乳を合わせて約 1 万 7000 で あ っ た。
ウ ク ラ イ ナ保健省の衛生防疫局が、 線量測定モニタ リ ングを実施する責任を負 っ ている。
パスポー ト 線量は、 集落の住民の職業及び年齢構成 を考慮 した平均線量であ り 、 国家機闘が法律に
適合する意思決定を行 う 際の裏付 と して利用する こ と を意図 している。 こ の線量を疫学的研究に利用
する事は、 許可 さ れていない こ と に留意 さ れたい。
モ ニ タ リ ングの結果は、 一般被曝線量認定出版物 （利用可能な 13 の版が あ る ） にま と め られてい る 。
最新号は、 2008 年の集計デー タ を含む。
被曝線量認定の結果は、 チェル ノ プイ リ 核災害に起因する 1 mSv/y を超える 量の新 しい放射能被曝を
受 け る 人々 の数は年々 減 っ てい る こ と を示 して い る 。 こ れは、 自 然過程に よ る も の に加 えて、 食 品 を
経由 しての人体への放射性核種の摂取の削滅を 目 的 と した、 最近の施策の成果であ る （表 2.6） 。
表 2.6 一般被曝線量認定に基づく線量率別の集落数と牛乳のセシウム汚染のある集落数
年
認定被曝線量 （皿Svty) 町Cs が 100 Bq/ I. 以 上
壬 0.50 0.50 ～ 0.99 1.00 ～ 4.99 � 5.00 検出された集落の数
1997 1350 359 442 10 490 
1998 1338 375 441 7 506 
1999 1368 384 400 9 486 
2000 1415 299 441 6 479 
2001 1445 311 392 5 419 
2002 1471 317 372 3 406 
2003 1538 334 289 2 339 
2004 1551 405 207 363 
2005 1749 298 116 134 
2006 1799 294 72 84 
2007 1366 246 60 57 
2008 1648 236 49 53 
住民個々 の被曝線量の評価は、 人体内に吸着 した 137Cs の測定に よ っ て行われる。 1995 年以来、 こ の
評価は、 被曝線量認定 （年間約 5 万人） が行われた 12 州 に属する集落で、 ホーノレボデ ィ カ ウ ンタ ー を
使用 して実施 されている。
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現時点で、 人体に対する 放射撮影響のデー タ パ ン ク は、 95 万人以上の人々 の 内部被曝線量を測定す
る為の線量測定結果を収集 している。 内部被曝のせいで被曝許容線量を超過 した事例は、過去 5 年間で、
調査対象者の 3o/oに認め られたに過ぎない こ と に留意すべき である （表 2.7） 。
表 2.7 人体の放射線検査 (2005 ～ 2007 年）
検査年
州
2005 2006 2007 
:?: 1 mSv/y 主 1 mSv/y 主 1 mSv/y 
総人数 人数 % 総人数 人数 % 総人数 人数 % 
ヴオノレ ィ ーニ 5000 。 。 5000 。 。 4740 。 。
ジ ト ー ム ィ ル 15350 22 0.1 16043 37 0.2 11023 24 0.2 
キエ ブ 10000 7 0.1 10000 30 0.3 6600 。 。
リ ウネ 16000 143 0.9 15750 78 0.5 14750 4 0.03 
チェルニー ヒ ウ 5000 。 。 5186 。 。 5000 。 。
合計 51350 172 0.3 51979 145 0.3 42113 28 0.07 
全ての放射線局の活動 に は、 質の良い測定に必要な最新式装置の導入の欠如 と 放射線モ ニ タ リ ン グ
を実施す る に は不十分な予算、 と い う 共通の 困難が あ る。 ま ず第一に、 「公衆の放射線防護 と 放射能
汚染地域の生態系回復」 と い う 名 称の予算が計上 さ れた 国家計画は、 2009 ～ 2010 年には 1998 年比で
1120 以下に 減 ら さ れた。 線量及び放射線モ ニ タ リ ン グ計画、 並びに汚染地域の生産物の放射線モニ タ
リ ン グ計画は、 失敗 した。 こ れ に よ り 、 放射能汚染区域に住む約 200 万人の ウ ク ラ イ ナ市民の、 憲法
上の権利 一 環境汚染の レベル と 地元産食品の汚染 レベル、 そ してそれら の健康への悪影響についての
信頼でき る 情報を得る権利 ー は、 制 限 さ れている。
放射線専門家の能力 を高める
放射線モニ タ リ ン グ を行いなが ら放射線防護計画の 目 的 を達成す る には、 汚染地域で働かな く て は
な ら ない、 熟練労働者を必要 と する。 1994 年以来、 国家の支援は、 ウ ク ラ イ ナ緊急事態省の ウ ク ラ イ
ナ放射線研修セ ン タ ーでの訓練 ・ 高度な訓練 ・ 放射親モニ タ リ ングの専門家認証 と い う 制度に よ っ て
担われて き た。 同 セ ン タ ーでは、 年間平均で、 最大 200 名 の資格を持つ専門家が訓練 さ れた。 2009 年
以来、 こ の業務分野の予算は、 大幅に削減 さ れて き た。 二種類の訓練の予算 を削減 して旅費に充填す
る こ と に よ り 、 放射線管理分野で働いて い る 労働者の 内、 55 人のみが訓練を受 け ら れ る 可能性が残った。
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2. 1 .  3 放射能に汚染された生態系の回復
チェルノプイ リ 事故の放射性物質の放出には、 比較的短期間で起 こ っ た と い う 特徴がある。 その為、
事故由来の放射性物質のみの降下率を、 経過時間毎に算出する こ と が可能であった。 放射性物質が降
下 し た 日 付が確定 している こ と 、 事故に よ る効果のみを単離す る こ と 、 放射性物質の高感度な測定、
ウ ク ラ イ ナのポ リ ｝シャ地帯の多様な地形と 地質を考慮す る こ と によ り 、 得 られたデ｝タ の信頼性が
確立された。 またこれらの条件によ り 、 得られたデ｝タを、 広範な事故由来の放射性物質に対しても、
一般化する こ と が可能である。
放射性物質に汚染された生態系の 自 然回復 と い う 概念
地形構造に関する地球化学の古典的理論によれば、 地形構造が持つ 自 己浄化能力 と は、 人工物を外
部に排出する こ とや ［39, 40］、 自然物理的 ・ 化学的 ・ 生物学的過程によって、 その環境内で汚染物質を
自然崩壊させる こ と ［41］ を意味している。 国際標準化機構も、 土壌中及び地下水中の汚染濃度の減少
に繋がる、 化学的 ・ 物理学的 。 生物学的な も の を含む、 全ての 自 然過程を統合的に理解する為に、 自
然減衰と内因性の生物的環境浄化と い う 同犠の用語を用いている ［42］。
放射性物質の空間的拡散と 並んで、 土壌の除染の為に開発された技術が存在 しないこ と は、 チェル
ノ プイ リ 核災害の影響を受けた地域内での、 自然環境に よ る浄化作用に関する研究が必要である こ と
を決定付ける要因であった。 放射能に汚染された土地に居住する人々 の主要な栄養源が、 学や牛乳の
よ う な、 その土地で生産された食料である こ と を考慮する と 、 被曝放射総量の内、 経口摂取に よ る も
のがかな り の割合を占める。 その結果、 年間被曝線量の総量が減少する一方で、 経口摂取による被曝は、
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図 2. 20 汚染地域住民の総被曝線量に於ける、 経口摂取の占める割合 [43] 
こ の こ と は、 土壌ー植物聞の食物連鎖が、 放射線被曝の過程に於いて決定的な影響を与えている こ
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と を示 している。 従って、 生態系 の 自 然回復 と い う 概念を、 早急に根本的に再検討する必要があ る。
生態学的安全性 と い う 文脈を考慮す る と 、 生態系 の 自然回復は、 汚染物質の食物連鎖外への排出を可
能にする過程を含む。 地球化学で発達した見方 と 異 な り ［3与41］、 土壌吸着物複合体によって汚染物質
が固着した状態が長期化ずる過程が、 生態系の 自 然回復に重要な役割を果た している。 こ の過程は、
汚染物質の崩績やその地形構造からの除去を常に伴 う も のではない。 従って、 汚染地域の生態系内部
に於いて放射性核種が生体内を移動する過程を研究する こ と が、 特に重要な課題と なっている。
セシウム 137 (137Cs） と ス ト ロ ンチ ウ ム 90 (90Sr） は、 医学的 ・ 生物学的な観点から、 最も危険な被
曝を引き起こす放射性核種である。 ウ ク ライ ナの汚染地機住民の放射線被曝に関する長期的な動態は、
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地表に降下後、 放射性核種は非生物学的過程によ っ て、 最も植生に入 り 易い可動性の形旗 （可溶性

















図 2.22 放射性核種の形成と移動に関する生物学的 ・ 非生物学的過程
非可動種
植物が栄養を吸収する根圏 （植物の根の周囲 1 mm） は、 賢岳住環境を形成している （幾つかの研究に
よ る と pH 3 で、 pH 1 にな る と き もある） [44］。 これらのpH レベルに於いては、 重金属は栄養素 と共に、
と て も 速 く 植物に吸収される。 こ う した放射性物質の生体内への蓄積過程が、 根固に於ける放射性核
種の可動性と移行速度を決定する。 この過程は最も長 く 続 く ので、 移動循環の期間を決定する。
根圏に於ける放射性核種の可動性、 生物が関係 しない水移動、 放射性核穫の流れる 量 と 可動形態の
量の等 しい割合、 移動過程での結合と 変化 と いったこ と を優先するそデノレは、 f形態変化の概念J と 呼
ばれる ［45] :
形態変化の概念に基づく 環境の 自然回復は、 以下の方法で定式化されている。
ー 生物が関係しない地球表面環境下での、 熱力学的な非平衡が、 人工生成核種の当初の変動の原
動力 と な る ；
ー 人工生成核種の形態変化は、 その量が生物的及び非生物的な水移動の量を共時的に規定する、
可動形態 と いった中間生成物を伴 う ；
ー 形態変化の動的モデルは、 人工生成核種が地表に降下 してからの時間の関数と して、 可動形態
の量を規定する。
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食物連鎖に於ける 自 然の浄化作用
土壌 中の毒性物質を 固定化 して生物学的循環か ら 取 り 除 く と い う 手法 に よ り 、 食物連鎖の除染を理
論的 に証明 し た こ と は、 地球化学の技術発展史に新た な一章を加 えた。 即 ち 、 環境の 自 然回復 と い う
概念である。
放射性核種が排除 さ れ る過程に於いて、 生物の 中 で放射性核種の動態 と 可動形態の動態が同期する
こ と は、 土壌中での放射性物質の形態変化に関する 動的モデル、 所謂 「地球化学的 ク ロ ノ メ ー タ 」 の
パラ メ ー タ の決定を可能 にする。 こ の 「地球化学的 ク ロ ノ メ ー タ 」 は、 食物連鎖の初期汚染レベルの
再現 と 経過予測に使われる。
地球化学的障壁への固定化 に よ っ て生物学的循環か ら 137Cs を除去する こ と は、 137Cs に よ る 外部被曝
の危険を も 取 り 除く 訳ではない。 つま り 、 137Cs は土壌中に残留 し続け る 。
士壌中 での放射性核種の生物に よ る 移動は、 動植物の有機組織が持つ非常に重要な機能 と 関連 して
い る 。 土壌中 の 中型動物類や微生物は、 種の促進 に寄与する。 一方で周 囲の多孔質の土壌への拡散を
伴 う 中型動物類の活動は、 放射性核種の垂直方向への分散 を均質化する。 植物は放射性核種を根から
吸収 して体内に取 り 込み、 地上部へ と 押 し上げる。 植物が枯死する と 、 放射性核種は残留物の無機物
化 に よ っ て 士壌 中 に還る。 放射性核種が上昇 し下降する 流れは、 放射性核種の生物地球化学的循環 を
確立する。
生物地球化学的な流転は、 生態系 に於ける 非生物 と 生物を隔てる伝統的な境界領域を超えて、 一定
時間内 にそれな り の量の物質が行き 来する こ と を意味す る。 放射性核種の生物地球化学的な流転の強
さ を評価する為に、 地球化学移行係数が使われる。 これは、 1 m2 の士壌か ら 取 り 込まれ る植被中の汚
染物質量 と 、 その範囲内の土壌中汚染 レベルの聞の比率を表 している。
植物の根か ら の栄養吸収の流れ （食物連鎖の第一段階） か ら放射性核種を除去す る 各段階に於 け る
個 々 の地球化学的過程の影響を見積 も る為に、 こ れ ら の過程の除去速度 （表 2.8） を指標 と して用いる
こ と ができ る。 陸上植物生態系 の年間生産量に於け る 自 然の浄化作用 を支える 地球化学的過程の速度
定数を比較する と 、 事故後の期間 に於いて 、 放射性セ シ ウ ム を固定化する過程が抜き ん出てい る こ と
が分かる。 平均 して、 その速度は、 顕著に放射性崩壊の比率を上回 る。
表 2.8 陸上生態系に於ける半減期と速度定数、 並びに様々な地球化学的過程に起因するその内容
過程
137Cs ”Sr 
T 112 (years) k ( year·1 kJi. T 111 (years) k ( year"1) kJi.. 
物理的崩壊 30 0.023 1.0 29 0.024 1.0 
横への移動 > 1000 0.0005 0.02 > 300 0.0015 0.06 
固 定化 0.10 ～ 1.5 0.45 ～ 7.0 20 ～ 300 1.2 ～ 69 0.01 ～ 0.60 0.42 ～ 25 
下方への移動 70 ～ 〉 0.001 ～ 0.043 ～ 25 ..... 45 0.015 ～ 0.028 0.65 ～ 1.0 300 0.01 0.43 
草地への生物 2.0 ～ 10 0.07 ～ 0.32 3.0 ～ 14 ー 2.0 0.29 ～ 0.38 13 ～ 17 土壌化学的移動
牛乳への生物 1.0 ～ 10 0.07 ～ 0.32 3.0 ～ 14 NID NID NID 土壌化学的移動
註 ： T112 は半減期 （根の養分か ら 除去） 、 k は各過程の速度定数、 λ は放射性核種の崩壊定数、 N/D は非
検出
90Sr に 関 しては、 無機土壌 中 の 固 定化過程は、 食物連鎖 か ら の 除染 に重要な役割を果た していな い。
事故直後の最初の一年の 問、 ば ら撒かれた核燃料の汚染が顕著であっ た地域では、 降下物の可動化を
要因 と して、 陸上生態系 の年聞 に於け るバイ オマ ス 生産物に含まれる ”Sr の放射能が上昇 した。 後 に
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な る と 、 陸上生態系の生産物の年間除染は、 ポ リ ー シ ャ 土壌 中 に於 け る放射性ス ト ロ ンチ ウ ム の高い
移動能力 に よ っ て決定さ れた。 根圏か ら放射性核種の半分が取 り 除かれる期聞は、 物理的半減期 と 同
じ程度である。 非生物的転換 と 、 非生物的及び生物的移動の過程を考慮する こ と に よ り 、 得られたデー
タ か ら 、 生態系 と 食物連鎖から放射性核種の半分を取 り 除 く の に掛かる 期 間 を推定する こ と がで き る。
表 2.8 に示 したデー タ は、 地形構造の 自 然回復龍力 （即 ち、 放射性核種の食物連鎖外への排出） と 自 然
減衰 （即ち、地形構造内の非生物的構成物の除染） の違いを説明する も のである。 こ の よ う な 自 浄作用は、
放射性崩壊 と 放射性核種の平行及び垂直移動を含む、三つの主要な過程に よ っ て行われる。 そ してまた、
こ の よ う な 自 浄作用 は、 日7Cs の物理的崩壊に依存 しているが、 90Sr に関 しては、 自 浄作用 は物理崩壊よ
り も 2 倍 も 速 く 起 こ る。 草原生態系に於け る 自 然 に よ る 浄化作用 は、 物理崩壊よ り も 3 ～ 10 倍 も 速 く
起 こ る。 こ れは、 非生物的移動、 特に 137Cs の士壊吸収複合体への固定化 と 、 ”Sr が環境 中 か ら 生体内
に取 り 込まれる 際のイ オン交換性に よ る。
森林生態系に於 ける 自 然の浄化作用
森林生態系に於ける 放射性核種の生物地球化学的な流転は、 遥かに複雑な経路に よ っ て特徴付け ら
れる。 こ れは、 生態系が複合的な構造 を して い る こ と や、 異 な る複数の 時間軸や植物の生活史の生物
学的特性な どが要因 と なっ て い る 。
ウ ク ラ イ ナのポ リ ーシャ地帯の森林湿原生態系 に あ る 137Cs の多く （82 ～ 97%） は、 土壌中 の鉱物層
或いは森林内で沈殿 した状態 で存在する。 そ の他は、 藻類に 0.3 ～ 16%、 地衣類に 0.002%以下、 草地
と 低木層 に 0.05 ～ 0.5%、 微小菌類層 に 0.01 ～ 0.05%、 林床に 0.3 ～ 5% で あ る ［46］。 チェルノ プイ リ
付近 （ ヤ ニ ヴ、 ノ ヴォ シェペ リ チ、 ト ヴス テ ィ ＝ り ス 、 コパチ ） の松の生態域に於いて、 森林生態系 中
で生物の棲家 と な る 、 異な る 土壌構成に残存 している 137Cs を平均 した値は約 14%で、 これは、 生物地
球化学的な移動過程 （実際の放射性降下 と 森林に よ る 被覆） を含む。 残 り の 85%以上が土壌層に移動
し、 降雨に よ っ て拡散する。 松の生態系に於け る 現在の生物地球化学的循環は、 3%未満のア メ リ シ ウ
ム 241 (241Am） を含む。
同一の土壌汚染濃度では、 松の木の生態系に於け る 137Cs の生物地球化学的移動の度合いは、 地形構
造 と 地球化学的条件に よ っ て決定 さ れ る 生物生産量が増大すれば増 え る。 森林生態系 に於け る 自 然の
浄化能力 は、 こ れ と は反対方向 に変化す る。 そ して、 殆 どの微地形構造では、 放射性物質の崩壊率に
よ っ て浄化能力が決定 される。 松の木の生物学的 自 然回復期間は、 15 ～ 250 年である ［47]0
事故を起 こ した原子炉で黒鉛ブ ロ ッ ク が燃焼 しエア ロ ゾル粒子や高温ガス が排出 さ れた過程で、 1 12
兆 Bq の放射性炭素 14 (14C） が大気 中 に放出 さ れた。 松の生態系の生物層 （降下物の分解生成物 を含
む） は、 炭素全体の 95%を含み、 内 75%が木本層 に あ る。 原子炉事故に よ る放出 と 核実験に よ る 世界
規模での放射性物質の降下 （ グ ロ ーパル フ ォ ールア ウ ト ） では、 炭素の分布は大き く 異な る 。 生態系
の生物的作用 に よ り 、 グ ロ ーパノレフォールア ワ ト の放射性炭素の分布は大幅に変化 している。 つま り 、
木本層 は グ ロ ーパルフ ォ ールア ウ ト の 14c の 55%以下 しか含 ま な い。 チェルノ プイ リ 事故に よ っ て放
出 さ れた放射性炭素は、 更に少ない。 実際、 木本層 では 30%以下、 鉱物土壌層 ではホ ッ ト ・ パーティ
ク ノレ と して 30% が 見 られる だけであ る （園 2.23）。
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放射性降下の様々 な場面で、 l"c は主iこ固体であるが、 セ 氏 900度以上で酸化 し、 気体に変化する。
チニυレノ プイ リ 近郊の松の生態系に於いて循環 している現在の 14C02 は、 藤林生態系中の下層 （土壌ー
放射性降下 ー 藻類） に限定されている。 生物的過程に於ける 1℃ の取 り 込みは、 根からの栄養吸収によ
る ［48］。
原子炉から飛散した炭素は、 自 然及び人工的地形構造の中で、 化学的及び生物的因子に晒される。
原子炉由来の炭素の化学的な崩壊の特徴は、 電離放射線の影響である。 電離放射線は、 02 と Hρ を分
解 し、 酸素原子と遊離性OH ラジカルを生成する ［49]0 放射線分解生成物の影響下で、 炭素は化学的に
不活性な形態から、 可動性があ り 食物連鎖に取 り 込まれる形態へ と 変わる。
チェルノ プイ リ の立入禁止区域の汚染土壌か ら抽出 された、 微小菌類 （アク レモエ ウ ム属、 ア｝ス
リ ニ ウ ム属、 ア ウ レオパシジ ウム属、 ク ラ ドスボ リ ウ ム属、 ベシロマイセス属、 フ ィ ア ロ フ ォ ラ族、
ス コ プラ リ オプシス属｝ に吸収された放射性炭素に関する研究は、 ツ ア ベ ッ ク 培地内で原子炉由来の
炭素を単一炭素源と して加えた時、 菌糸体の成長が活性化 したこ と を示 した。 具体的には、60 日 以内に、
菌糸の生物量は30倍に増えた。 培養基と菌糸体中の 14c の合計量は変わらなかった ［50］。
表層水系に於ける 自 然の浄化作用
放射性核種に汚染された水は、 主に ドニプロ川 を流れる こ と で移動する。 それに加えて、 放射性廃
棄物処分場から、 或いは石棺の部分的損壊を原因 と して立入禁止区域の境界を超えて、 放射性物質が
拡散される リ スク がある ［51]o 同時に、 放射性核種が ドニプロ ・ カスケー ド （ ドコプロ川流域の一連の
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プ リ ピャチ川に混入した 137Cs と ”Sr の濃度の平均年次動態の変化を解析 した処、 表層水に於ける 自




ー 事故直後の期聞には、 自 然の浄化作用は、 放射性核種が降下した時の化学形態に依存 した。 そ
れ故、 この過程に於ける 自浄効果は、 それ以降の年に比べて、 ほぼー桁も 高 く なっている ；
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図 2.25 プリピャチ川に混入した 137Cs と ”Srの浪度の各年動態
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現在の水塊に於 け る 自 然の浄化作用 の速度は、 対応する 放射性核種の物理的崩壊速度 よ り も約 5 倍
速い。 日7Cs の移動は、 主 と して川 ｜ の流況に よ っ て決定 さ れ る 。 そ して ”Sr の移動は、 そ の大部分が士
壌の流況に左右 さ れる が 、 年間の乾燥度 に も 多少は影響 される。
水質汚濁の減少 と 同時に、 或 る 環境下で溶解する放射性核種が増加 し懸濁 してい る放射性核種が減
少する と い う 、 放射性核種の形態変化が 明 ら かに な っ た。 粒子の大 き さ が、 土壌 中 を放射性核種が移
動する速度 と 対応する。 こ の こ と は、 自 然環境の 中 で放射性核種が水 を伝 っ て移動する仕組は、 地球
化学的に同 じ作用 であ る こ と を示 している。
過去 1 0年間に ワ ク ラ イ ナ及びベラノレーシ領か ら キエフ人造湖へ溶解 した状態で流入 した放射性核種
は、 公称で 137Cs が毎年 6 × 1011 Bq (6000 億 Bq） 、 90Sr が毎年 7 × 1012 Bq (7 兆 Bq） に上る。 表層水
系に於ける放射性核種の形態変化に基づ く 動態解析の研究 に よ り 、 黒海に流出 した総量は、 137Cs が 20
TBq (20 兆 Bq） 、 90Sr が 200 TBq (200 兆 Bq） と 見積 も られた。 137Cs は底質土の固形相 に しっ か り と 封
じ込め られる 一方、 ”Sr は ドニプロ川水系 に よ っ て川底の沈泥から殆 ど完全に洗い流 されている ［52］。
ま と め
チェルノ プイ リ 核災害に よ っ て生 じた独特の人工マーカ ＿ 3 は、 地球化学 と 生物地球化学の新 しい技
術の徹底的な発展を引 き 起 こ した。 こ れ に よ り 、 人間活動 に よ っ て 引 き 起 こ さ れた環境汚染の 自 然浄
化 と い う 分野に於いて、 多 く の新 しい概念が誕生 した。
放射性核種の形態変化 と い う 地球化学の概念は、 生態系 内の放射線物質の予測や、 汚染地域の生態
地球化学的地図 を作製す る 基礎 と な る 。 こ の手法 に よ る と 、 水中の毒性物質の移動過程は、 士壌中の
毒性物質の移動 と 同調 して起こ る。 土壌中で放射性核種が形態変化する 速度定数は、 水の移動 と 地下
水系 ・ 表層水系 の汚染か ら の 自 然回復を生物学的 ・ 非生物学的に律す る 基準であ る 。 河川 中 で放射性
核種の化学形態が変化する 現象は、 集水域の土壌中での化学形態の変化 と 並行 して 起 こ る 。 地下水系
と 表層水系に於 け る 放射性核種形成の動態を突き合わせ る こ と に よ り 、 自 然環境中で汚染物質が水を
伝っ て移動す る と い う 地球化学的作用が一つの仕組で記述でき る。 ウ ク ラ イ ナの農村住民の被曝線量
の減少速度は、被曝の原因である放射性核種の物理的放射性崩壊の速度 よ り も遥かに速い。 これは主に、
陸上生態系 の 自 然回復の地球化学的過程 に よ る。
生態系の構成要素の一部に致死或いは亜致死的打撃を与 え る 、 極度に高濃度の汚染が発生 した場合、
地形構造 と 植生遷移並びに野生生物の 回復の過程は、 人間活動 を強制的に制限 して起き る 人為的改変
よ り も 、 ずっ と 速 く 深 く 起 こ る 。
3 事故で広範囲にばらま かれた放射性物質が環境動態を調べるた めのマーカーにな る こ と 。
71 
第 2 章 ： 環境影響
2. 1 . 4 環境規制の問題
ウ ク ラ イ ナ及び世界に存在する 健康衛生規制体系 では、 放射能事故と 放射性降下の影響が あ っ た 区
域に於 け る 、 生態系生物相の安全性に関する 問題に対処する こ と がで き ない。 ク イ シ ト ゥ イ ム事故と
特にチェル ノ プイ リ 事故に於 け る 放射性核種が生物相 に及ぼす影響の評価は、 そ の よ う な事態が強烈
に発生 した こ と を示 している。 そ の結果、 国際放射線防護委員会 （ICRP） が発行 した 103 号文書は最
終的に、 専用の環境規制の仕組を作る必要が あ る こ と を問題提起 した。 ICRP は、 放射線に対 して特に
感受性が高い生物種を選定する と い う 選択肢を提案 し た。 こ の よ う な生物種の反応は、 生態系生物相
の汚染 レベルが許容限度を超 え る か超えないかの、 判断基準にな り 得る。
我々 の観点では、 生態系生物相への汚染物質の排出 ま た は放出が許容可能 で あ る 為の環境基準体系
の策定には、 専用 の手法 と 専用 の数理モデルの創造が必要であるo 既存の健康衛生規制体系では、 大気・
水 ・ 食料の汚染 レベルの評価に際 して、 比較的単純な手法 と 数理モデルが使われている。 こ れ ら の規
制体制 は、 人に対する健康衛生基準を遵守 さ せ る に は十分か も しれない。 し か し、 許容可能な生物相
の汚染レベルに関する 環境基準を策定する のは、 よ り 複雑な仕事になる。
或 る 生態系構造に於 け る 生物相に対する 被曝影響を制限する には、 そ の生態系 の構成要素聞 で汚染
物質が分布 し更に再分布する 動態 と 仕組が、 生物相の決定的な繋が り が分かる程度に明確 に な っ て い
る必要が あ る 。 その対象が生態系 中 の汚染物質が最大値 と 最高線量で あ る こ と が、 前提条件 と な る 。
また、 その場合には、 生物相に対して最悪の影響が生 じ る だ ろ う 。 し か し 、 最 も感受性の 高い生物種
を事前に選択す る 必要は無い。 事故の初期段階では、 幾つかの感受性が非常に高い種は、 かな り 高 レ
ベルの放射線被曝に確実に反応する だろ う 。 し か し 、 こ れ ら 特定の種は、 必ず し も その生態系 の生物
相全体の運命を代表 してい る 訳ではない。 如何な る生態系に於い て も 、 最終的に生物相の存続を決定
する のは、 生物量を保全す る 能力 と 生態系が世代交代する の に十分な資源、 そ して 当該生物相 に適 し
た生息環境の維持である。 従っ て我々 の見解では、 捕捉 さ れた放射性核種の分布 と 再分布の実際の過
程に特徴付け られる生態系 の生物相 には、 環境規制体系の下で、 危機に瀕 した生物相構成要素 を断定
する 為の第三の選択肢を適用 しな ければな ら な い。 そ して 、 それ ら が被曝を も た らす因子の規制 に用
い られるだろ う 。
現場のデータ と 、 我 々 が 開発 した、 事実上如何な る 生態系 に も適用でき る放射性物質容量モデルに
基づ く 計算値 を 用 い て 、 研究対象で あ る 生態系生物相 の夫々 の構成要素に於 け る 、 （特に） セ シ ウ ム
137 (137Cs） の具体的な値を決定する こ と ができ る。 137Cs 蓄積係数 在 、 対象 と な る 生態系の如何な る構
成要素に も適用可能な放射性物質容量モデル、 そ して対象の生態系に 区画モデルを適用 した結果を利
用すれば、 区画モデルを表す一連の微分方程式に よ っ て、 137Cs 核種の分布 と 再分布の動態に関するデー
タ が得 られる だろ う 。
上記の手法を実際に適用 して、 或 る斜面生態系 に 関する 推定が な さ れた。 それに よ る と 、 森林生態
系 （ ウ ージ ュ河岸に於 け る 斜面の典型） の上層部への 137Cs 核種の初期侵入レベルは、 1 MBq (100 万
Bq） ま で容認可能である。 現場のデータ と 対象 と な る 生態系の 区画モデル並びに放射性物質容量モデ
ルを利用 し た結果、 異 な る 生息域に分布する 、 放射性核種の割合 ・ 生物相に対する被曝線量 · 137Cs 核
種濃度の推定が示 さ れた （表 2.9）。
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表 2.9 湖沼生態系に閲する線量率 （Gy ； 今 Sv） の計算と底生生物相の蓄積係数 舗琳に対する 日·1cs 供
給が上昇する値） に基づく許容可能な糊惟核種年開放出量
生物相に影響を与 え る 湖沼生態 底生生物相蓄積係数
系の構成要素か ら の線量 1 10 100 1000 10000 100000 
水から 5.4・9 5.4・9 5.4・9 5.4"9 5.4"9 5.4-9 
水底堆積物から 3.2 8 3.28 3.28 3.2 8 3.2-8 3.2-8 
湖沼の生物量から 1.4-8 1 .4-7 1 .4-6 1 .4-S 1 .4-4 1 .4-3 
内部線量 3.3"8 3.3 7 3.3"6 3.3 s 3.3-4 3.3"3 
生物相の総線量 5.2"8 4.8"7 4.7"6 4.7"s 4.7-4 4.7"3 
底生生物相の線量が 4 Gy/h を超 7.7+13 Bq 8.4+12 Bq 8.4+11 Bq 8.5+10 Bq 8.5-Kl Bq 8.5+8 Bq 
え な い こ と を前提 に して、 森林
に許容 される 137Cs の排出量 2100 Ci 220 Ci 22 Ci 2.3 Ci 0.23 Ci 0.023 Ci 
(Gy/h 与 Sv/h)
B Amiro モデルに従 っ て 、 異な る 区画に対 して異 な る 生物相汚染 レベノレを設定す る と 、 1 MBq (loo 
万 Bq） の 137Cs 核種が供給 さ れた場合について、 生物相の被曝量負荷を計算でき るだろ う 。 こ れ ら の被
曝量は、 生物相 に対して 4 Gy/h （与 4 Sv/h） と い う 限界量よ り も低 く な る こ と は明 ら かで あ る 。 そ して
その比を用いて、 線量率が 4 Gy/h （主 4 Sv/h） を超えないよ う に、 当該森林区画に供給 される 137Cs 核
種の上限が設定される。 こ の こ と は同時に、 湖沼の底生生物相に最大の被曝負荷が掛 る で あ ろ う こ と
を示 している。 表 2.9 か ら分かる よ う に、 底生生物相 に対する 蓄積係数に応 じて、 森林中の放射能汚染
の許容レベル （137Cs 核種の排出に関する環境基準） は、 数百 Ci （数百 × 370 億 Bq） か ら非常に低い値
の幅でかな り 変化する。 こ の こ と は、 以下の三点に留意 してお く 必要を意味する ：
1） 底生生物相の重要性 に よ り 、 環境基準値が突然厳 し く な る か も しれない ；
2） 斜面生態系の上層部だけでな く 、 よ り 下部に位置する 区画 も 放射性核種に よ る 汚染を受 け る か
も知れない。
斜面生態系の下部 レベル ー 草地、 段丘 ー が 137Cs 核種に汚染 される場合、 放射性核種の排出許容
レベルに関する環境基準はかな り 厳 し く な る 。 汚染の生 じ る 場所が斜面の下に なればな る 程、 研究対
象の斜面生態系への核種供給の許容レベルも低 く な る。
表 2.9 に示 さ れた計算結果を評価する に 当 た っ て は、 最後の二行が、 上述 した比率を用 いて、 当 該
湖への 137Cs 核種排出の許容 レベルを示 している こ と を強調 しな ければな ら ない。 従 っ て 、 実際に 1000
と い う 高い底生生物相蓄積係数で あ っ た、 事故後の最初の一年間に於いて、 137Cs 侵入の許容レベルに
関する環境基準は、 一回の放聞 に際 して総量 2.3 Ci (851 億 Bq） を超えてはな ら ない。
事故後の数年間に更なる 放射性核種が森林に放出 さ れた問題では、 こ の要求基準は、 よ り 小 さ な値
と して評価 さ れ る で あ ろ う 。 こ こ で注意 しな く てはな ら ないのは、 斜面生態系 に と っ て重要な最下部
の生物相 が高い集積値を示せば、 最上部の生物相 に対 して も 、 放射性核種排出許容 レベノレに関する環
境基準は非常に低く な る 、 と い う こ と で あ る。 放射性核種が斜面下部 に降下 した 問題では、 137Cs 核種
に よ る 汚染の許容 レベルに関する環境基準は、 やは り 著 し く 低 く な る 。 更に、 飲料水 と して の湖水の
衛生基準 （2 Bq/ Q） は、 こ れ ら の生態学基準を超えた こ と が無い と 推計する こ と は容易い。
137Cs 核種の森林への浸透度が 2.3 Ci (851 億 Bq） ま た は 0.23 Ci (85.1 億 Bq） の場合、 段丘地の牧草
や飼料の汚染 レベルは、 100 Bq/ Q 以下 と い う 牛乳汚染に対する衛生基準 （DU・2006） を超過する こ と
はないだろ う 。 従 っ て 、 放牧 さ れた或いは段丘地か ら採取 した飼料に よ り 肥育 さ れた乳牛か ら採取 さ
れた牛乳に関 し て も 、 同様の こ と が 云 え る だ ろ う 。 濯慨に湖水を利用 した野菜の汚染 レベルに関 して
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も 、 同様な こ と が云 え る 。 こ の場合も 、 137Cs 核種に よ る野菜の汚染 レベルが、 100 Bq/旬 以下 と い う 衛
生基準を超過する こ と はないだろ う 。 その結果、 137Cs 核種に よ る斜面生態系の汚染を含む、 現実の状
況に於いて、 提案 さ れた放射性核種の排出許容 レベルに関する環境基準は、 研究対象の斜面生態系では、
現行の衛生基準よ り かな り 低い。
現在有効な生態学のパ ラ ダイ ム と して、 「或る 特定の生態系 に於け る生態学的な状況が人々 に と っ て
好ま しいな ら ば、 野生生物相に と っ て は よ り 好ま しい状況であ る 」 と い う も の が知 られている。 137Cs
核種汚染許容 レベルに関する環境基準の推計に基づ き 、 実在に近い斜面生態系 に対して行った、 こ の
詳細な分析は、 上記のパラ ダイ ム は常に正 しい と は限 ら な い こ と を示 して い る 。 実際の生態系への汚
染に対する許容 レベルに関する環境基準は、 人々 を対象 と する衛生基準 よ り も 厳 し く な る と 推定する
こ と も で き る。 衛生基準を策定す る こ と は、 比較的容易 で あ る 。 何故な ら ば、 衛生基準は、 人聞 と い
う 一つの生物相 だ け を対象 に し て い る か ら で あ る。 更に、 呼吸の為の大気 ・ 飲料水 ・ 食料 と い う 、 生
息域の構成要素の夫々 に対す る 汚染 レベルは、 基準を策定する 対象であ る 。 それに よ っ て、 こ れ ら の
基準は一回だけの計算 に よ り 策定 さ れ、 その後修正が施 される のは非常に稀である。
様々 な種類の生態系 に排出 さ れ る汚染物質に対 して、 死活的に重要な許容 レベルに関する環境基準
を策定する こ と は、 従っ て環境安全性を保障する こ と で も あ る の だが、 専門的な知識 と モデルを必要
と す る。 し か し 、 単一の同種の生態系 （例 え ば斜面生態系） で あ っ て も 、 蓄積係数の値 に よ り 環境基
準は多様と な る こ と が、 問題を複雑にする。 蓄積係数の値は、 生物相や、 生態系 の構成要素 中 の汚染
物質分布 に依存する 水底堆積物な ど に よ っ て変化する。 様々 な種類の生態系 に対する環境基準を分析
し推計する 場合、 策定作業の複雑性は増す。 多 く の生態系が集合 して複雑な景観を形成する 場合には、
特にそ う であ る。 こ の こ と は、 環境基準 を策定す る には、 多 く の理論形成作業 と 実験を要す る こ と を
示 している。
事実上全ての陸上景観の基本形で あ る 、 斜面生態系 に於ける汚染物質の動きの分析は、 区画モデノレ
と 放射性物質容量理論を駆使 して行われ、 放射性核種の分布 と 再分布 を解明する 可能性を示 した。 研
究 に よ っ て、 或 る 景観に於ける放射性核種の移動現象は、 一般に以下に掲げる 幾つかの特性 に よ っ て
決定 される こ と が示 さ れた。 即ち、斜面の角度 （Pl) 、 被覆の種類 （P2） 、 地形の亀裂 （P3） 、 垂直移動 （P4)
そ して水平移動 （P5） である。 夫々 の要素を 0 > 1 で評価する。 個 々 の指標は独立 しているので、 景観
中の放射性核種が移動する 蓋然性について の全体的な評価は、 複雑で難解な も の と な り 、 P = Pl × P2 
× P3 × P4 × PS と い う 数式に よ り 計算 さ れる。 広範な領域に放射性物質容量の変数推計値が適用 さ れ
る 場合、 実際の景観は非常に 問題 と な る 。 そ こ では、 生態系 内 の生物的及び非生物的構成要素の再分
布 に影響する 、 放射性核種の係数体系 が適用 さ れ る。 斜面生態系に於け る放射性核種の移動過程に 関
する 現地調査に よ り 分か り 、 表層流出の影響に よ る 土壌侵食に よ っ て知 ら れている こ と だが、 斜面の
傾斜が増すに従っ て流出の強度は飛躍的に増す。
ESRI ARCGIS ソ フ ト ウ ェ ア を用 いて、 我々 はシ ミ ュ レーシ ョ ン と GIS （地理情報シス テ ム） 分析手
法を開発 した。 これによ り 、 生態系 に於け る汚染物質移動の分析 と 予想モデル作成が可能になった。 我々
が開発した、 生態系に於け る汚染物質移動の数理モデルは、 GIS の数学的枠組の基礎 と な っ た。 汚染物
質の物理的 ・ 化学的 ・ 生化学的特性、 並びに 自 然環境 と 人為的環境は、 こ のモデルの基本的な情報要
素である。 入力 さ れたデー タ の分析は、 モデルの主要な障害 一 即 ち、 生態系への汚染物質の移入係
数 と 排 出係数 ー を最後ま で分析する こ と を可能にする。 こ の手法は、 或 る 地域に於 け る 汚染過程の
再構成を可能にする。 加 えて、 実に詳細な実地測量に基づいて、 或 る 調査地域全体に於け る汚染要因
の推定を可能にする だけでな く 、 景観に対する環境基準の推定も 可能 にする。
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2. 2 . チ ェ ルノ ブイ リ 原発事故に よ る 汚染地域に於 け る
放射線環境の形成 と 経済活動
2. 2. 1 電離性放射線の生物相 に与える 放射線生物学的影響
チェルノ プイ リ 原発か ら 30 km 圏内の立入禁止区域の生物相 には、 植物 ・ キ ノ コ ・ 全て の動物集団 ・
微生物 ・ ワ イ ルス が含まれる。 それ ら は、恒常的な電離性放射線の影響に曝 されている。 E に こ の こ と が、
人聞 に対する リ ス ク のみな ら ず、 他の生物に対す る 放射線の リ ス ク 評価が、 最近特に注 目 さ れている
理由 と な っ て い る 。 「 人聞が防護 さ れていれば、 生物学の他の対象 も ま た防護 さ れて い る J (ICRP91, 
103） と い う 言明 を基礎 と す る 、 放射生態学の基本的なパ ラ ダイ ムが挑戦を受けている のである。 こ の
こ と は、 放射線被曝線量基準の レベル設定に関する広範な議論、 生物相の線量評価モデノレの開発法の
探究、 ま た 2004 年に於 け る こ の 問題に関する IAEA の ワ ーキ ン グ ・ グループ （E:MRAS BWG） 設立、
2005 年の環境保護に関する ICRP 第 5 委員会発足に よ っ て も 明 ら かである。
チェルノ プイ リ 事故後の早い時期に行われた作業の 日 的は、 ま ず何 よ り も 、 住民 と 原発職員を被曝
か ら 守 る こ と で あ っ た。 その時、 立入禁止区域の生物相は、 激 しい被曝に曝さ れて いた。 そ の こ と は
細胞、 単体の生物 か ら 生態系 に 至 る ま で、 生物学的 システムの様々 な構造的 レベルに於いて、 放射線
生物学的な影響を 引 き 起 こ した。 致死的な結果を含むそ の よ う な影響は、 と り わけ立入禁止区域内で
広大な領域 を 占 め る 針葉樹林に於いて観測 さ れている ［60］。
立入禁止 区域の領域内では、 放射性物質に よ る 汚染の程度、 放射性物質の物理的 ・ 化学的状態、 そ
れ ら の生物地球化学的変化の性質、 食物連鎖の生態系ネ ッ ト ワ ーク 内での移行速度に、 大き な幅が あ る 。
外部被曝線量 と 内部被曝線量の程度は、 放射線に対 し よ り 敏感な生物に と っ て致死的な も の か ら 、 自
然の空間放射線量に近い レベルま で、 広範囲に亘る。 生物相は、 放射性物質が植物の葉の表面 ・ 土壌 ・
水系 に降下 した事故後の数ヶ 月 の問、 最 も 激 しい被曝を受けた。 時 と 共に、 放射性核種の崩壊 と 土壌
中への沈下に よ っ て、 放射線量は低下 した。 それに も拘わ ら ず、 現在で も 10 km 圏 内 に於いて、 自 然
の植生に覆われた、 放射線量が数十 mR/h （約数百 µSv/h） に及ぶ場所が存在 している。
生物 は、 γ 線を発する 外部被曝線源 と 、 。 線、 γ 線、 そ して時には α 線 を も 発す る 放射性核種の生
物学的摂取 と 組織での蓄積に起因す る 、 内部被曝線源の両者か ら の放射線に 曝 さ れて い る 。 事故直後
の数ヶ 月 、 生物の受けた高い線量の被曝は、 体表面に沈着 したホ ッ ト ・ パーテ ィ ク ルに よ る も のであっ
た。 植物の根組織に よ る 放射性核種の取 り 込みは、 それに続 く 数年間 に重要性を持ち始めた。 食物連
鎖の中 でのその後の放射性核種の移動は、 植物の根の吸収に よ っ て放射能が取 り 込まれる に従って始
ま っ た。 現在、 セ シ ウ ム 137 (131Cs） と ス ト ロ ンチ ウ ム 90 （”Sr） 、 ま た時にプル ト ニ ウ ム と ア メ り シ ウ
ム の同位体の循環が出来上がっている。 そ してその結果、 生物群集中の全ての生体要素の夫々 で、 様々
な被曝形態が継続 して い る 。 こ れ ら の被曝形態の下で、 つ ま り 外部被曝が 内部被曝に加 わ る 状態で、
生物相の全ての構成要素への様々 な放射線生物学的影響が発現 した ［61, 62］。 放射線生物学的反応の極
端な形での表れは、 後 に な っ て 「 赤い森 」 と 呼ばれた区画での、 松の木 と ト ウ ヒ の死滅である。 「 赤い
森 」 には、 重大な意味を持つ場所が二箇所あ る。 そ の一つは、 破壊 さ れた原子炉か ら 西方面の汚染帯
に沿って豹 5 km に亘っ て位置 してお り 、 も う 一つはプ リ ピ ャ チ｝ ｜ ｜の左岸で北方面の汚染帯に沿って位
置 して い る。 針葉樹のみな ら ず、 幾つかの広葉樹の種、 例 えばシラ カ バや ヨ ー ロ ッパハ ン ノ キ を含む
枯れた木の存在は、 こ の 区画に初期の段階で非常に高い線量が あ っ た こ と を示 している。 こ れ ら の木々
の平均被曝線量は 170 Gy （ 与 170 Sv） を超えている。 様々 な種の植物 と 動物が、 こ こ で死滅 した。 そ
れ と 同時に、 土壌中の微生物相や水系の水生生物が、 大量の被曝を受けた。
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ヨ ー ロ ッパアカマツ （P加.us sylv，掛tris L.） は、 最も放射線に敏感な植物の一つである。 同時に、 立入
禁止区域に於いて森林を形成 している、 基本的な種である。 従って、 生物相に与える被曝の影響の研
究は、 直接の実用的意義を有している。 2007 年、 ICRP 第 5 委員会は、 放射線の生物相に与える影響の
評価の為の拳照植物 と して、 アカマツを推奨した。 立入禁止区域は、 必要と される一連の経験的デー
タ を蓄積する為の、 基盤と なる地域のーっ と されている ［65]0 立入禁止区犠の幾つかの地点 （まず f赤
い森J と 、 その他の lO km 圏内でアカマツの植生が見 られる地点） では、 アカマツの個体群に成長の
抑制が、 幾つかの樹木には多く の形態学的な変異が見 られる （図 2.26） 。
a b 
図 2.26 紛 ハリエンジュ 依油泊ia） の業の巨大化 〈プ�ピャチ市〉 ；
(b） トウヒの異常な枝と非常に大きな針葉 υヴォシェベリチ議樹場〉
形態学的変異の頻度 （頂芽優勢の欠如） と被曝線量と の明確な依存関係が認め られ （図 2.27） 、 それ











線量率 （Gy勿 ； 今 Sv.ケ）
図 2.27 ヨーロッパアカマツの掠量ー効果 悌態学的変化の頻膨 依帯住
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ヨ ー ロ ッ パアカマツについて も 、 細胞レベルの放射線生物学的影響 （染色体異常、 DNA 損傷） と 被
曝線量の依存関係が見 ら れ、 そ の こ と に よ り 、 当該種の放射線に対す る高い感受性が確認 さ れている。
ヨ ー ロ ッ パ ア カ マ ツ について実証 さ れた 「 線量 一 効果 」 の依存性は、 よ り 広範な意義を持 っ て い る。
地球上の生態系の被曝線量管理 レベルである 10 µGy/h （今 10 µSv/h） 以下で も ［66］、 ヨ ー ロ ッパアカマ
ツ にかな り の頻度で影響が表れる こ と を考える と 、 こ の生態系に於い て ア カ マ ツ の生育が抑制 さ れ る 、
或いはアカマツが存在 しな く な る 可能性 も あ る 。
放射線が立入禁止区域の生物相の他の指標種に与 え る 放射生態学的影響の研究には、 更 な る 努力が
傾注 さ れ な ければな ら な い。 こ の こ と は、 まず何 よ り も 、 既述の ア プ ロ ーチの枠組内では現時点で明
記 さ れていない植物種について、 当 て最ま る ［65, 66］。 立入禁止区域は、 放射性物質 に よ る 汚染の顕著
な非均質性、 区域内での土壊 ・ 気候条件の近似、 生物相への他の人的影響の大き な源泉の欠如 に よ り 、
こ の よ う な研究に好適な条件を提供 している。
チ ェ ル ノ プイ リ 事故に よ っ て被災 し た地域に於ける 生物群集の変化は、 放射線の影響のみな ら ず、
放射性物質 に よ る環境の汚染に直接関連の ない、 広範な三次的過程の反映で も あ る。 生物相への非常
に大き な影響は、 経済活動、 と り わけ農業が停止 さ れた こ と 、 ま た汚染地域に位置する町村か ら の人々
の移住 に よ っ て発生 している。 立入禁止区域への人的影響が急激に減少 した こ と は、 キエフ州のポ リ ー
シ ャ 地帯に於いて特徴的な、 森林及び沼沢地の生物地理学的群集の、 変異か ら の 自 己修復 と 復興 と い
う 自 然の力 を活性化 した。
生物群集中 の相応の種の変化 に よ る 自 然植生の回復が、 嘗て の農地に於いて始ま っ てお り 、 それは
こ の地域に於いて特徴的な森林系 の 回復 を徐々 に も た ら しつつ あ る 。 植物種に於け る 上記の変化に伴
い、 草食動物及び食物連鎖上の よ り 高次の動物の食物の基盤 も 回復 しつつ あ り 、 野生種の新たな構成
が形成 さ れている。 勿論、 人の居住 に伴っ て存在する 動物種は消滅 した。 しか し、 人間 の活動、 と り
わけ狩猟に よ っ て、 本来の増殖を抑制 さ れていた種の動物の数が増 えて い る こ と に よ り 、 生物学的多
様性は増加 している。 そ の為、 最近では、 嘗て こ の地域では殆 ど 見 ら れなかっ た種の動物の数が、 顕
著に増えている。
現在、 立入禁止 区域に於いて、 狩猟の対象 と な る 大型有蹄獣 ー へラ ジカ 、 イ ノ シシ、 ノ ロ ジカ ー
の個体数が、 事故以前の何倍に も 増加 している。 同様の状況が ノ ウ サギやネ ズ ミ 科の動物 に も 見 ら れ、
そ の こ と は更に、 オオカ ミ ・ キ ツネ ・ ヤマネ コ を含む、 肉食動物の個体数増加 を も た ら し て い る 。 彼
等の食料がやは り 増 え た か ら であ る。 近年、 ヒ グマの生息域が、 北方か ら （ベ ラノレーシのポ リ ー シャ
地帯か ら ） 殆 ど 立入禁止区域 に ま で、 接近 し て き て い る。 立入禁止区域に於いて排水路が機能 しな く
な り 、 そ こ に樹木や植木が繁茂 した こ と が、 ヨ ー ロ ッ パ ・ ビーバーの数の増加 を引 き 起 こ した。 こ の
こ と は、 大小の冠水を被っ た地域の地表植物の、 動物 由 来の生態遷移を も た ら した。
実質上保護 区の よ う な状態で あ る 立入禁止 区域は、 動物相 に 関 して特別な地域であ る。 こ こ で は ウ
ク ラ イ ナ の レ ッ ド ・ デ｝タ ・ ブ ッ ク に登録 さ れている 37 種の鳥類、 例え ば ミ サ ゴ、 ア シナガワ シ、 チュ
ウ ヒ ワ シ、 オジロ ワ シ、 ア カ ト ピを 見 る こ と が で き る。 ヨ ー ロ ッ パオオヤマネ コ 、 ヨ ー ロ ッパヤマ コ
ウモ リ な ど、 レ ッ ド ・ デー タ ・ ブ ッ ク に登録 さ れて い る 16 種の晴乳類 も 生息 している ［67］。 1998 年、
立入禁止区域で、 ヨ ー ロ ッ パパイ ソ ン と モ ウ コ ノ ウ マ と い う 絶滅危慎種を成功裡に定着 さ せた こ と も
特筆すべき である。 いずれの種 も 、 環境内で 自 然繁殖 し、 捕食動物に抗 して徐々 に数を増や している。
晴乳動物の種の数は、 前回の ウ ク ラ イ ナ固家報告に記述 さ れた水準を保っている ［1］。
生物群集が初期の強度の被曝の影響に よ り 引 き 起 こ さ れた急激な変化 に 曝 さ れた地点、 特に 「 赤い
森 」 に於いて、 植生が徐々 に継続的に回復 している。 針葉樹は今、 広葉樹の樹冠に覆われる と い う 好
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適な条件下にある。
1986 年に除染作業が行われず、 致命的 な損害を受けた区域では、 枯れた松は全て倒れて し ま っ た。
広葉樹の各種は完全に状態を回復 している。 植物の枯死が起 こ っ た地点では、森林の草地に生え る雑草・
コ ケ ・ 地衣類な ど、 伐採地や森林火災の跡地に生育する 典型的 な種類の植物が存在 して い る 。 自 生 し
たシラ カパ、 ヤマナラ シ、 ク ロ ウ メ モ ドキの密生地 も 出現 している。
亜致死性の影響を受けた区域に植 え ら れた松は、 20 ～ 85%が よ く 残存 してお り 、 自 生 した広葉樹の
群生がそ こ で形成 さ れつつ あ る 。 生き 延びたわずかな松は、 松に典型的 と は云 え な い拡がっ た樹冠を
している。 地表では、 牧草群や人里植物群が主に生育 している。 しか し松林の典型的構成要素は保存
さ れてお り 、 コ ケ の層 は嘗て と 同 じ場所に存在 して い る 。 近年、 赤い森の外れで、 倒木の聞 に不均ー
な 自 生の松が現れている。
放射線量の減少 と 共に、 土壌動物相 ・ 菌 と 微生物相 の 回復が見 ら れ る が 、 新た な土壌動物相の種の
構成は、 事故前の も の と は幾分異なっている。 現在、 チェルノ プイ リ 事故の 25 年後、 放射性核種に よ っ
て高度に汚染さ れた領域に於いて も 、 立入禁止区域の幾つかの部分 一 即ち、 赤い森 と それ よ り もずっ
と 狭い幾つかの地点 ー を除いて は、 植物相 ・ 動物相の存在への明確な脅威は認め ら れていない ［68］。
チェルノ プイ リ 事故後の立入禁止区域の植生の研究に よ り 、 植物群の種のかな り の豊富 さ が 明 ら か
に な っ た。 こ の 区域内で 434 種の維管束植物が存在 してお り 、 内 96 種は樹木 ・ 湛木、 338 種は草本類
と 低木種で あ る 。 ウ ク ラ イ ナの レ ッ ド ・ データ ・ ブ ッ ク に登録さ れた維管東植物の数が順調 に増えて
い る こ と に伴い、 そ の約 10% の増加が認め ら れて い る 。 ウ ク ラ イ ナ科学ア カ デ ミ ー M.G.Kholodnyi 記
念植物学研究所は、40 種を超え る こ の 区域に於ける新規の種 （主に外来種の人里植物） を登録 し た ［69］。
40 以上の絶滅危慎種の植物が、 ジ ト ーム イ ノレ州の強制移住区域で見つかっ ている。 そ の 中には、 多
年生の ラ ン科植物の州 内最大の個体数、 ジ ト ーム ィ ル州 では新 しい 16 種の地衣類 と 地衣生菌 ［70］、 ウ
ク ラ イ ナでは新しい 4 種の大型菌類、 こ の 区域では新しい 24 種の コ ケ類 （内 4 種は ウ ク ラ イ ナのポ リ ー
シャ 地帯では新 し く 、 2 種は ウ ク ラ イ ナの平地で新しい種であ る ） が含まれる ［71］。
エ コ ト ープの多様性が増大 した こ と は、 当然、 立入禁止 区域内 に於ける植物相の種の多様性の増大
ばか り でな く 、 同 区域の動物相の多様性の増大を も も た ら している。 こ こ での脊椎動物相は 12 種の両
生類、 7 種の問虫類、 巣を作る 168 種を含む 253 種の鳥類 （個体数の増加が予測 さ れ る も の を含む） 、
73 種の晴乳類 （個体数の増加が予測 される も のを含む） か ら 成 る 。 現在、 晴乳類の内、 確実に記録 さ
れてい る の は 43 種である ［67］。
菌相
一般的に菌相、 特に土壌中の菌相ではメ ラ ニ ン化、 つ ま り メ ラ ニ ンを含む、 放射能に抵抗力 の強い
種の大発生が起 こ っ て い る 。 放射性物質 に よ っ て汚染 さ れた地域では、 メ ラ ニ ン を 多 く 含む菌株が、
幾つかの変性菌個体群中で形成 さ れてい る。 被曝 と 事故後の よ り 早い時期の影響が、 微生物相 の メ ラ
ニ ン化に反映 されている。 「 ホ ッ ト ・ パーテ ィ ク ル」 を活発に破壊する能力 4 が、 菌相 には元々備わって
いる。
水域の生物相
最も 汚染の激 しい川や湖の生物相では、 高 レベルの汚染が特徴的で あ る。 魚の組織は 137Cs のみな ら
ず ”Sr、 プル ト ニ ウ ムやア メ リ シ ウ ム 241 (241Am） の 同位体を も 蓄積する。 例えば、 ア ズプーチン池の
魚では、 139 ～ 660 kBq/kg の放射性核種が見 ら れ、 それが生殖組織の障害を引 き 起 こ している。 そ の
4 放射性物質を破壊 して放射能が減る と い う こ とではな く 、 ホ ッ ト ・ パーテ ィ ク ルか ら放射性物質を吸収
する、 と い う 意味。
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結果一定種の魚、 特にカ ワ カ マ ス やプ リ ー ム の数が減少 している。 魚の放射能で最高の も のは、 肉食
魚について記録 さ れて い る 。 上記の川や池では、 「 汚染 さ れていない 」 水域に比べ、 無脊椎動物の染色
体異常を持つ細胞が十倍近 く 増加 している。 員類の外套膜分泌液に異常を持つ細胞が増加 している ［73］。
ホ タルイ 属の草 （Sc坤，us） の増殖抑制 も観察 さ れている。 寄生菌類 と haloforming ticks� に よ る被害が
原因である。 そ れ と 同時に、 種子の繁殖力 が非常に低下 してお り 、 その為、 こ の種の草は生物群集か
ら消滅 しつつ あ る。 高線量の被曝が、 上記の病気や寄生生物に対する植物の抵抗力 を、 明 ら かに低下
させてい る ので あ る 。
立入禁止区域の川や池で生 じている生物相の 自 己復元の過程は、 極度に緩やかなものである。
両生類 と 醤歯類
細胞遺伝学的異常の増加、 つ ま り 細胞核分裂中期の ロ パー ト ソ ン転座、 ま た異数体が、 高度に汚染
さ れた地域の生物群集中で捕獲 さ れ る ネ ズ ミ 亜 日 の醤歯類の骨髄細胞で発見 さ れて い る 。 ネ ズ ミ 亜 日
の醤歯類に よ っ て、 放射線に対する抵抗力の強い動物の一部が、 赤い森の生物集団の 中で徐々 に数を
増や し て い る こ と が実証 さ れて い る 。 同時に、 放射性物質 に よ る 汚染の レベルが高 ければ高 い ほ ど、
抵抗力の程度に よ る淘汰も 早い。
立入禁止 区域に生息す る 両生類 と 歯歯類の骨組織に は放射性核種が蓄積 さ れてお り 、 それが骨形成
細胞の分化 と そ の特殊機能の過程に障害 を も た ら す。 そ の こ と が更に、 海綿骨の骨端や骨幹端の発育
異常の進行、 ま た骨板の剥離を引 き 起 こ す。 こ の種の適応 ・ 補償的及び病的変化は、 動物の年齢 と 共
に進行する。
畜牛
事故後最初の 1 年に (131Cs に よ る ） 約 0.8 Gy/y （王子 0.8 Sv/y） の線量を被曝 した世代の畜牛について、
以下の現象が観察 さ れている ：
a） 子牛の 間生率低下 と そ の新生児時の死亡率増加 ；
b） 幾つかの対立形質遺伝子の発現確率に関する 異常。 つま り 幾つかの対立形質が排除 さ れ、 他の
も のが優先的に遺伝 さ れ る ；
c） 乳牛に特有の両親世代の遺伝的パタ ーンが、 後続世代に於いてその特徴を失 う 傾向 に あ る ；
d） 低線量被曝の条件下に あ る 世代の遺伝的パ タ ー ンの変化が、 放射線以外の要因の強い影響に対
する生物集団の反応 と 一致する。
こ の よ う に、 恒常的な電離性放射線被曝に対す る 動物の身体の主な反応は、 次世代の新たな遺伝子
の組み合わせの選択に表れるのである ［66]0
ウ イ ルス
ジ ャ ガイ モ X ウ イ ルス （PVX） ・ タ バ コ モザイ ク ウイ ルス （τMV） ・ ジャ ガイ モ Y ウイルス （PVY） が、
チェルノ プイ リ の汚染地域で、 高い頻度で観察 さ れている。 30 km 圏内の植生に於いて、 顕著に高い植
物 ウイルスの発見率が記録さ れて い る。 当該区域の植物が、 ウ イ ルス性病原体の保有体 （宿主） と な っ
て い る 可能性が 明 ら かで あ る 。 こ の調査は、 「放射性核種に よ り 汚染 さ れた生態系が、 ウ イ ノレス感染の
『温床』、 植物の ウ イ ルス性疾病の流行の源泉 と な り 得 る 」 と い う 仮説を支持 している。 そ の よ う な仮
説の主要な根拠 と な り 得る のは、汚染 さ れた土壌で成長 し得る植物種の多様性が 「 狭ま る 」 こ と であ る 。
他の根拠 と な る 可能性が あ る のは、 立入禁止区域で あ る 30 km 圏 内で実験的に栽培 さ れた ト ウ モ ロ コ
5 学名 S岡田岡onemus phra卵細s。 この草に寄生するダニ。
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シや穀類が示 した よ う な、 ウ イ ルス感染に対する植物の 自 然の抵抗力の有効性の減少である。 原因が
いずれの も のであろ う と も 、 汚染 された環境の植物は感染の潜在的な 「 温床 」 である為、 それに よ っ て、
よ り 効率の良い ウイ ルス感染が起 こ り 得る のである。
土壌中の細菌
現在、 生物群集中の微生物相の構成は、 徐々 に回復 し始めてい る 。 事故後最初の 10 年の問、 微生物
種の構成の顕著な変化が、 それら の様々 な生息環境に於いて観察 さ れた。 特にシュー ドモナス、 放線菌、
セルロ ース発酵菌、 ニ ト ロ バ ク テ リ ア 、 硫酸塩還元菌が減少 した ［74］。 生物体量中の これ ら の土壌中細
菌 の減少は、 有機物質の分解能力 を減少 さ せた。 ま た、 土壊の垂直断面に於 け る バ ク テ リ ア の分布 も
変化 し た。 つま り 、 土壌の最 も 上の層 に於いて、 バ ク テ リ ア の種の数及び生物体量の顕著な減少が見
られた。 放射性物質に よ る 基層 の高度の汚染 と い う 条件下で、 バ ク テ リ アの突然変異形の速度が増大 し、
それが放射線に対 し よ り 抵抗力の強い形態の発生の可能性を示 している こ と が 明 ら か と な っ たのであ
る。
結論
結果 と して、 立入禁止 区域の放射性物質に よ る 高度の汚染は、 動物相及び植物相の生物学的多様性
に大き な影響を与えず、 植物相及び動物相 の回復の過程が始ま っ てお り 、 同 区域の生態系 の放射性物
質によ る汚染か ら の 自 己浄化は、 生物学的多様a性の増大を伴っている。
放射線の影響は、 従来生態系 に対する否定的因子 と 看倣 さ れ て き たが、 と こ では人間 の活動の与え
る負荷が ほぼ完全に排除 さ れた こ と に比べ、 ずっ と少ない結果 しかも た ら していない。
しかしなが ら 、 幾つかの植物種や動物種に対 し、 放射線の害の兆候を示す反応が現れて い る こ と は
明 白 で あ る 。 特に重要なのは、 遺伝子の安定性が 乱 さ れて い る こ と に起因す る 、 細胞遺伝学的及び遺
伝学的影響であ る。 それ ら は突然変異や生物集団の階層化 を も た ら し、 繁殖能力 を減少 さ せ、 幾つか
の種を絶滅 させる。
上記の こ と に矛盾が あ る わけではない。 と い う の も 、放射線生物学的過程の蓄積は、 多 く の世代に亘っ
て続 く か ら で あ る。 従 っ て 、 被曝の後発的影響が現在では完全には発現 していない と い う 、 可能性が
相定でき る。 ま た、 回復過程の強固なシステム と 、 生物集団の元来の構成の安定性を潜在的に保障す る 、
個 々 の生物及び生物集団全体の防衛システムが、 放射線照射の否定的影響に対抗するのである。
と り わけ、 放射性核種に よ る 生態系 の汚染は、 幾つかの種の個体群に於いて、 小進化の増大を 引 き
起 こ し た。 こ れはおそ ら く 、 環境条件への通常の反応に変化が起 こ っ た為 と 考え られる。 そ の こ と に
関連 し、 立入禁止 区域の生物相に於いて、 こ の過程には三つの方向が生 じ て い る 。 新 しい状況への種
の適応 と 、 安定化を も た ら す淘汰で あ る。 前者は、 好 ま し く な い生息条件へ の よ り 大き な適応能力 、
更に状況に応 じた変化の仕方の転換 と して表れ る 、 後成的な （更にそ の結果 と して遺伝的） 過程に よ
る 変異率の増加で あ る 。 放射線の影響に対し最も抵抗力 の強い個体、 そ して更にはそ の よ う な種の個
体群が選択 さ れてい る こ と が、 それを実証 してい る （つま り 、 放射線への適応） 。 後者は、 放射線への
身体の適応 と い う 現象に関連 してお り 、 それを裏付けている のは、 小暗乳動物の個体群の反応である。
それは比較的低い変異率 と して表れてお り 、 適度に安定 した個体数が保たれ、 それに よ っ て個体群が
その特徴を保存する こ と が可能 と な っ ている。
立入禁止 区域は、 恒常的な被曝の与 え る 放射線生物学的影響の後発的な発現、 特にゲノ ム不安定性
の誘導 ・ DNA の誤っ た修復の果たす役割 ・ 再増殖に よ る組織修復現象 ・ 被曝 に よ っ て 引 き 起 こ さ れ る
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位置情報認知 システム の障害 ・ 小進化な どの研究に と っ て、 類例のない場所であ る 。 現時点での生物
群集の平穏な状態の中で、 こ れ ら の現象は、 遠い将来に現れる 否定的な影響 と して、 真の脅威 と な り
得る。
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2. 2. 2 市町村に於 ける水供給問題への対応
ドニプロ 川 の ほ と り に位置する キエフ市や他の都市の住民へ、 放射性核種を含ま な い水 を供給する
事は、 チェル ノ プイ リ 原発事故後に生 じた最 も 重要な課題の一つである。 ドニプロ川 の集水域に放射
性核種が極めて多量に降下 し た こ と に よ り 、 同河川 の放射能汚染 レベルは急激に上昇 した。 1986 年 5
月 の時点では、 キエ フ市の北方 （ネダンチチ村） にかけての水中の、 ス ト ロ ンチ ウ ム 90 (90Sr） の濃度
の平均値は 1012 Ci/.£ (3.7 × 1022 Bq/t） に達 し、 セ シ ウ ム 137 (137Cs） に至つては更に高かっ た ［75］。 嵐
と 春季の放射性核種の流出か ら河川 を守る為の沿岸構築物の架設だけでな く 、 捕捉用 ダム ・ 底部分離
機 と プ リ ピ ャ チ川及び ド ニ プ ロ 川 の川底での障壁な どの建設も 、 効果がない こ と が判明 した。 こ の よ
う な条件の下では、 汚染 さ れて い ない地下水を使用 して飲料水の供給を行 う こ と が、 人々 を防護する
為に最 も信頼でき る措置であ っ た ［75, 78］。
ウ ク ラ イ ナ国立科学ア カ デ ミ ーの委員会に よ っ て な さ れた提案に従っ て 、 政府は、 キエ フ市やその
他 の市町村の人々 に緊急用 の飲料水を確実に供給す る 為に、 早急に井戸を掘削す る こ と を決定 した。
こ の初期対応は、 後に、 キエ フ市の人々 に と っ て高品質の飲料数を得る為の最も重要な供給源 と な っ た 、
ポンプ場の建設へ と 発展 した。 都市への水供給の問題に対処 している最中、 地下水汲み上げポンプ場
の重要性は、 特に 1991 年の氷の移動期にチェルノ プイ リ のプ リ ヒ。ャ チ川はヤニ ヴ橋の近 く ま で氷塊が
現れた際に、 明 白 に な っ た。 こ の問題の重要性に も拘わ らず、 キエ フ市当 局は、 2008 年に殆 どのポン
プ場を閉鎖した ［76］。
都市への水供給に関するチェルノ プイ リ 事故の余波を分析 し な が ら 、 科学者達は早く も 1987 年には、
様々 な潜在的 な緊急事態の発現を十分に考慮 して、 都市への信頼性の高い水の供給を確保す る 為 に、
以下の よ う な幾つかの理念的原則を採用する こ と を主張した ［76] : 
一 飲料水の供給は殆 ど地下水に依存 している。 従 っ て、 既存及び予測 さ れ る 需要に対 して地下水
資源が希薄であ る 諸都市 に あ っ て 、 様々 な水源を有す る 階層 的水供給シス テ ム を確立する こ と
は、 特に重要である。 地下水を こ の よ う なシステム に供給す る こ と に対 しては、 全体的な水供
給の中で、 可能な限 り 最大の優先権を与え られるべきである ；
ー 表層水の摂取が出来な く な っ た場合に使用す る 、 緊急用地下水供給源の探索 と 開発は、 水供給
を完全に或いは部分的に表層水に頼ってい る諸都市 に と っ て 、 必要不可欠であ る ；
一 新し い住宅地の造成に際 しては、 自 前の地下水供給源を備え る こ と が優先 さ れるべきである。
過去 15 � 17 年 の 聞 に、 公衆への水供給の為の地下水利用は、 （表層水 と 比較 した場合、 ） 絶対的且
つ断続的な減少が観察 さ れている。 し か し、 大量の湧出地下水 を未利用 の ま ま 溜めておいた分を、 利
用する こ と が可能である。 こ の よ う な行為が、 公衆の被曝を低減する の に役に立たないばか り でな く 、
受け入れ難い も のである こ と は疑い様が無い。
確かに、 地下水 と 表層水 を混ぜて水供給を行っ て い る 諸都市では、 様々 な運営条件下、 類型 と 継続
期 聞が様々 で あ る 緊急事態の条件下、 そ して完全或いは部分的な地下水供給の断水 と い う 条件下に於
け る 、 地下水採取可能性に関する具体的な評価を、 ずっ と 以前に完了 し て い て 当 然であ っ た。 表層水
か ら の水供給 しかない諸都市では、 利用可能な地下水貯蔵に特化 した水理地質学調査 を行 う べき であ
り 、 緊急用 の地下水採取 口 を建設すべ き で あ る。 こ の よ う な取水用 に特化 した通常玉程を開発 ・ 実施
すべき であ る ［76, 78]0 
こ の よ う な理 由 か ら 、 様々 な緊急事態下に於 け る 、 地下水供給に特化 した評価を実施す る 、 喫緊の
必要が あ る。 こ の よ う な評価の結果は、 信頼性で き る 緊急事態用 の給水シス テ ム の確立を 目 標 と す る
諸活動の発展の基礎 と な る べき で あ る。 これを実現 して初めて、 都市への水供給に関する チ ェノレノ プ
イ り の教司11 を学んだ こ と になる。
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2. 2. 3 放射能汚染地域での耕作
「チェルノ プイ リ 事故か ら 15 年一学んだ教司I［一」 と 題する 国際会議に於いて、 チェルノ プイ リ 原発
事故は、 被災 した農村部住民の慣習的 な生活様式を消 し去 り 、 人々 と 環境 と の結びつき を変えた 「共
同体的農村社会を襲っ た事故」 であ る と 認識 さ れた。 ワ ク ラ イ ナだけで も 、 12 州 に あ る 74 地区の 800
万 ha を超え る 土地が、 チェルノ プイ リ 核災害の結果 と して放射性核種で汚染 さ れた。 そ こ には、 60 万
人の子供達を含む、 320 万人以上の人々 が住んでいた。
事故の影響は、 ポ リ ー シ ャ 地帯 一 即 ち、 ウ ク ラ イ ナ北部の ヴォルィ ーニ州 ・ ジ ト ーム ィ ル州 ・ キ
エ フ州 ・ リ ワネ州、｜ ・ チェルニー ヒ ウ州 ー の人々 に と っ て 、 極めて厳しいも のだった。 こ の地帯は、 チェ
ルノ プイ リ 原発事故に よ っ て、 最悪の放射能汚染を被っ た。 こ れ ら の地域では、 農業が地域経済に於
け る 主要な産業部円で あ っ た。 草地や牧草地や森林の あ る 自 然景観は、 農業生産に大き な比重を 占め
て いた。 そ して公衆の被曝線量の主要な原因は、 地元で収穫 さ れた食料を消費 した こ と だっ た。 近年
では、 事故後 に 国家経済が落ち込んだ こ と を背最 と して、 こ う した状態が継続 し、 しかも複雑になっ
て い る 。 事故か ら 25 年を経て、 こ れ ら の地域では、 農業総生産の全量の 内、 民営農場が 占め る割合は
75% を上回っ て い る 。 同時に、 約 60%の 肉 と 75%の牛乳が、 民営農場で生産 さ れてい る。 こ れ ら の農
産物を食べる こ と に よ る公衆の内部被曝線量は、 全量の 90%にま で達する。
こ れ ら の農産物の一部は生産者達 自 身に よ っ て消費 さ れ、 残 り は ウ ク ラ イ ナ の消費者市場に流入す
る。 重要な集落に存在す る 個 々 の農場が必要 と す る 対策が、 充分に行わな ければな ら な い こ と に疑い
はない。 しかし、 近年の現実は、 ワ ク ラ イ ナに於け る チェノレノ プイ リ 核災害収束用 の年間予算の内、 「汚
染 さ れていない」 農産物 を生産 し、 既定の上限値を超え る 公衆の被曝を防止する為の農業対策に使わ
れる のは、 毎年 0.3%程で しかない。 そ して、 資金配分の優先順位は守 られていない。 こ の農業対策費
の不均衡な配分は、 事故そ の も の に起因す る影響 （固家基準 を満た さ ない農産物の生産 と 摂取、 公衆
の被曝線量の増加） の除去を妨げてお り 、 チェルノ ブイ り 原発事故 に よ る被災 した地方に於け る杜会
心理学的緊張を持続 さ せている。
ウ ク ラ イ ナ憲法の第 16 条には 「…世界規模の大災害で あ る チ ェルノ プイ リ 核災害が も た ら した影響
を除去 し、 ウ ク ラ イ ナ人の血を絶や さ ない こ と は国家の義務で あ る …」 と あ り 、 こ れ に よ れば、 固家
は PL-2006 基準の要件にそ ぐわない生産 に対 して、 国民に補償 しな ければな ら な い。 し か し な が ら 、
今 日 の問題 を解決す る だけでな く 、 現在の被曝線量を大幅に減少 さ せ る 防護対策に掛か る 費用 は、 汚
染 さ れた農産物を補償す る の に掛かる費用の約 1120 に しか過ぎない。
意思決定や防護対策の最適化に用 い ら れ る 、 ウ ク ラ イ ナの 「パスポー ト 線量」 （汚染地域の各集落の
年間平均実効線量 （AAED） ） の 内部被曝は、 牛乳 と ジャ ガイ モ 中 のセ シ ウ ム 137 (111Cs） 平均放射能
濃度の測定に基づ く 「方法論 96」 ［79］ に よ っ て計算 される。 こ の方法論が承認 さ れてか ら の 1 5 年余 り で、
主要食品の農業生産高及び消費高の構造 と 量は大いに変化 した。 更に、 こ の地方に於 け る 仕事が不足
した為、 牛乳は地域住民に と っ て実質的に 主要な市場向 け産品 と な り 、 それに よ っ て生産者が消費す
る牛乳の量は減少 した。 以上に よ り 、 「方法論 96」 及びホールボデ ィ カ ウ ンタ ー ［80］ に よ る 測定値に基
づ く 内部被曝 AAED の試算の聞に、 かな り の違い 一 幾つかの集落では 45 倍に上る ー が生 じた。
放射能汚染 レベルに従 っ た農地の区分
1986 年の 5 月 半ばまで、 汚染 さ れた土地の全 3 放射能 と 空間線量率のみが測定 さ れ、 土地の汚染 レ
ベルについての情報は得 られなかっ た。 1986 年 6 月 、 農地を放射生態学的にモニ タ リ ングする手法が、
ウ ク ラ イ ナ SSR＇ 農地経営及び農業化学省 と 衛生防疫局の支援を受けて開発 さ れた。 そのモニタ リ ン グ
6 ウ ク ライナの ソ ビエ ト時代の国名 「 ワ ク ラ イナ ・ ソ ピエ ト社会主義共和国」 のこ と 。
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は、 ウ ク ラ イ ナ に あ る 445 の行政地区の夫々 か ら 、 平均的な代表試料を採取 して行われた。 その要点
は、 対角線採士法に則 っ て 、 個々 の士壌試料を採取する こ と であ る 。 即ち、 各行政地区につ き 25 ～ 28
の農場を選定 し、 各農場内 の 5 区画につき 、 四 隅 と 対角 線の交点の 5 カ所で試料を採取する。 試料は、
回転混合機 に よ っ て均質化 さ れた後、 一部が取 り 出 さ れて測定 さ れた。 土壌中 の 137Cs と ス ト ロ ンチ ウ
ム 90 (90Sr） の放射能濃度は、 11 の科学研究機関 と 、 中央政府に よ る 計測学的支援を受けた 29 の地方
農業化学実験所 に よ っ て測定さ れた。 こ の方法に よ り 、 半減期の長い放射性核種に よ る耕地の平均的
な汚染 レベルを示す、 かな り 正確な地図が 10 日 後 に得 ら れた。 こ の地図は、 ほぽ全ての地点で、 放射
性降下物の密度が増加 し た こ と を示 して いた。 こ の地図 に よ り 、 放射線防護対策 に着手する機会が得
られた。
以上の よ う なモニタ リ ングの結果、 チェルノ プイ リ 事故に よ る 汚染 レベルが l ～ S C出m2 (37 ～ 185 
kBq/m2） の農地面積は 86 万 5 千 ha であ り 、 その約 30%が干 し草畑 と 牧草地で あ っ た。 汚染 レベルが 5
～ 15 Ci/km2 (185 ～ 555 kBq/m2） の土地面積は 9 万 ha であ り 、 その 50%が草地 と 牧草地で あ っ た。 汚
染 さ れた農地の全面積の約 15% と 、 リ ウネナ卜ほ グオル ィ ーニ州 に あ る 干 し草畑 と 牧草地の約半分が、
酸性の有機泥炭士壌で あ る 。 こ の 士壌は、 「士壌一植物」 系 内 に於 け る 137Cs の大き な移行係数に よ っ
て特徴付け られる。 更に、 ポ リ ーシャ地帯で最 も よ く 見 られ る 、 無機質の ジ ョ ールンポ ド ゾル土壌は、
養分供給を十分に受 けていない。 こ の 土壌は、 pH 5 未満の も のが汚染 さ れた土地の約 10% を 占 め、 そ
の約 20%が 100 g 中のカ リ ウ ム 含有量が 8 mg 未満で あ る 。 こ れ ら 二つの土壌では、 「土壌一植物」 連
鎖に於け る 放射性セ シ ウ ム の移行係数は、 灰色森林土やチェル ノ ーぜ ム の よ う な汚染 さ れていない無
機質土壌に於け る値を、 10 ～ 100 倍も上回る。
農産物の放射能汚築をモニタ リ ングする体制
1991 年 よ り 、 ウ ク ラ イ ナ農業放射線研究所 （UIAR） は、 生産への利用 を 目 的 と して、 試料採取及
び原材料 ・ 食品 ・ 環境中の放射性核種含有量の測定手法に関する 、 各種基準文書 を ま と め た も の を作
成 し提供 した。 こ の 中で第一 に、 「大規模放射能事故に於け る食品 ・ 農産物に対する 品質管理体制」 と
い う 省庁聞 に適用 さ れ る 系統立っ た指示規制が、 こ の問題に対す る 基本的な系統的手続文書 と な っ た
[38]o 過去 5 年間にEって、 137Cs と ”Sr と い う 三つの放射4性核種について、 許容水準を上回っ た農産物
試料の量は、 2%未満であ り 毎年減っ て い る。 今 日 では、 PL-2006 を超過 してい る農産物の内訳は、 林
産物が 53%、 牛乳が 40%、 野菜 と 肉が 3 ～ 4%である。
放射性核種が食物連鎖に取 り 込まれる動態 と 汚染 された領域に於ける放射能状況の予測
放射性核種 に よ る 農産物汚染レベルは、 士壌の汚染濃度のみな らず、 放射性核種の種類 と 農業化学
的特性に よ っ て も決ま る。 環境条件 （植生景観 と 土壌類型） が住民の セ シ ウ ム 吸収率に与 え る 重要な
影響は、パスポー ト 線量の見積を ウ ク ラ イ ナの集落に対 して行 う 際のデータ に反映 されている （表2.10） 。
表 2.10 汚染レベルが 25 kBq/m2 である汚染地域に於ける住民の平均被曝線量、 並びに外部被曝線量と
内部被曝線量の関係 [81] 
州 土壌の種類 被曝
1986 1987-1990 1991-2000 1986-2000 
線量 外 内 外 内 外 内 外 内
ヴィ ーンヌ ィ ツ ャ チェルノ ーゼム土壌 内訳 31 69 94 6 92 8 52 48 
ヴォノレ ィ ーニ 泥炭土 （%） 31  69 10 90 8 92 12 88 
ヴィ ーンヌ ィ ツ ャ チェルノ ーゼム土壌 総量 1.8 0.55 0.45 2.8 
ヴォノレ ィ ーニ 泥炭土 (mSv) 2.1 5.0 4.9 12 
註 ： 外＝外部被曝、 内 ＝ 内部被曝
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事故に よ る放射性降下後の最初の年は、 大気か ら植生への沈着汚染が優勢であ り 、 住民の総被曝線量
に外部被曝 と 内部被曝が 占 め る 割合は、 士壌汚染 レベルが 同程度で士壌類型は異な る ウ ク ラ イ ナの三
つの州 に於いて等 しかった。 2 年 目 には、 植物に放射性核種が摂取 される 主要な経路が土壌 と な り 、 有
機質の泥炭土壌の内部被曝線量への寄与は、 無機質のチェルノ ーゼム土壌 よ り も 10 倍高かっ た。 加 え
て、 事故直後の一年に於ける 住民の総実効被曝線量の値は二種類の土壌でほぼ一致 していて も 、 1987
～ 2000 年の累計値では、 泥炭土壌の方がチェルノ ーゼ ム 士壌 よ り も 約 10 倍 も 大 き い。 こ れ ら のデー
タ は、 チェルノ プイ リ 原発事故後の住民の被曝線量形成に際 して、 生態学的 な要因 が重要な役割 を果
た した こ と の証拠であ る 。
農産物に対する 大規模な放射生態学的モ ニ タ リ ングは、 放射能の状況を明 ら かに し、 農産物汚染 と
対策設計を見通す こ と を 目 的 と して、 ウ ク ラ イ ナで最 も 汚染 さ れた 4 州 の 33 の農場で 1987 年から始
め ら れた。 こ のモ ニ タ リ ン グ政策は、 チェルノ プイ り 事故に よ り 汚染 さ れた 区域で典型的 に 見 ら れ る 、
農業生産に関係する 土壌や気象条件を広範に網羅 している。 対象地の土壌汚染濃度は、 137Cs で最大 100
倍、 90Sr で最大 10 倍の 聞 き が あ る 。 動物や人間の食料の基礎を成 し、 生物 に よ る 放射性核種摂取の大
き な要因 と なっ て い る 16 種の作物が 、 モニ タ リ ング期間に研究 さ れた。 その規模は小 さ く な っ た も のの、
モ ニ タ リ ングは今 日 も行われている。
汚染地域に於 け る 放射能状況の指標 と して、 土壌か ら植物への放射性核種の移行係数 官、 即 ち植物
内の放射性物質濃度 （SA） と 汚染土壌の濃度 （D） と の比 を 用 い る こ と が決め られた。 放射性物質に
よ る 汚染土壌濃度を検討する こ と に よ っ て 、 様々 な種類の土壌に於け る 、 単位面積 当 た り の植物への
放射性物質の菩積を比較す る こ と がで き る。 ま た 、 農産物の放射能汚染を予測す る に 当 た っ て、 土壌
の特性を考慮 し続け る こ と が可能 と な る。
チェルノ プイ リ 事故の影響を除去する 過程での基本的な誤 り の一つは、 人間の被曝線量でな く 、 土
壌の汚染密度限度 （LCD） を放射能 に よ る 危険の基準 と した こ と で あ っ た。 555 kBq/m2 と い う 値が、
137Cs の LCD と して設定さ れた。 こ の こ と と 、 直接的な測定の数が不十分であ っ た こ と に よ り 、 誤った
予測がな さ れて し ま っ た。 こ れは、 ポ リ ー シ ャ 地帯に於いて最 も 顕著であ っ た。 住民被曝線量は、 汚
染 レベルが 555 回q/m2 を超え る 事故の 中心地付近 よ り も 、 チェルノ プイ リ 原発から 300 km 離れてい る 、
汚染 レベルが最高 185 回q/m2 の集落の方が高かった ［82--84］。 こ う した政府の行為に よ り 、 士壌汚染 レ
ベルで見れば公式に 「良好で あ る 」 と さ れ る 領域に於いて さ え、 農産物汚染が基準を超 え る と い う 事
態が生 じた。
ウ ク ラ イ ナ保健省の国家衛生防疫局 と ウ ク ラ イ ナ農業科学ア カ デ ミ ーが提出 した、 土壊か ら 牛乳へ
の放射性核種の かな り 高 い移行係数 に 関 す る デー タ に基づ き 、 ワ ク ラ イ ナ SSR 最高会議が リ ウネ州
と ヴオノレ ィ ーニ州 を汚染地方に加 え た の は、 実に 1987 年 に な っ てか ら の こ と だっ た。 そ して両州 は、
1988 年に農業対策 を開始 した。 か く して、 その実施に関する勧告が既にな さ れていた に も拘 わ らず、
最も 重要な最初の 2 年間には対策が執 られなかっ たのである ［85, 86]0 それ故、 チェル ノ プイ リ 事故の
重要な教訓の一つは、 「被曝線量の教司｜｜」 である。 即ち、 危険度評価 と 対策実施判断に用 い る 主要 な指
標は、 住民の総被曝線量でな ければな ら ない。 そ して、 土壌汚染 レベルについて の情報は、 生態学的
特徴 ・ 人 口 統計学的特徴 ・ その他の特徴 と 共に、 当該領域の情報を構成する 一要素に過ぎない。
植物内積度 SA と 土壌濃度 D と の 聞 の比例関係の特定は、 東 ウ ラ ル核惨事 に よ る 放射能汚染か ら の
データ が得 られた 1967 年に遡る ［87］。 「チェルノ プイ リ 」 事故の後、 植生 SA の放射性核種濃度 と 、 士
壌の汚染濃度 D と の 関係 を 明 ら かにする為に、 137Cs に 関 して は 16 種類の農産物について 500 の 「土
壌一植物」 の試料が、 ”Sr に関 しては 5 種類の農産物について 90 の試料が検査 さ れた。 し か し、 モ ニ
タ リ ン グデー タ は、 一定の土壌について得ら れた情報 しか含 ま な か っ た。 残念な こ と に放射生態学者
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の多 く が、 チ ェ ル ノ プイ リ 原発事故後、 こ の前提条件に気付かなかった。 多 く の科学者が誤 り を犯 し
た主な理由は、 第一に、 様々 な D 値に対 し、 士壌の性質を考慮 しなかっ た こ と に あ る 。 チェルノ プイ
リ 事故に よ っ て汚染 さ れた領域では、 土壌特性の違いが余 り に大き かっ た為、 「縮尺が大き な地図上の
地名 」 と い う 基準に従って、 D 値の違いに応 じて、 種類の異 な る 土壌が同一グループ （試料） にま と
め られて し ま っ た。
SA と D 聞の比例関係のデー タ に よ り 、 「 ど の よ う な土壌で も 、 どの よ う な作物種について も 、 放射
性核種の移行係数の値は、 必ず し も 土壌汚染濃度だけ に依存 しないJ こ と が確かめ られた。 そ して 、
住民被曝線量 と 農産物汚染レベルは、 士壌汚染濃度だけでな く 、 当該領域の生態学的特性に も左右 さ
れる こ と が確かめ られた。 こ う した仕事の成果 に よ り 、 夫々 の作物種について、 土壌中の放射性核種
限度 LCD の新たな値を特定する こ と が可能 と な り 、 特定の土壌の種類に応 じた分類もでき る よ う になっ
た。
作物 と 士壌の種類の聞でデー タ 分布が等 しい何千 も のデー タ 配列に よ り 、 汚染 さ れた農地に於ける
放射能状況の動態を追跡 し、 放射性核種の農産物への蓄積 を予測する 為 のモデルを開発す る こ と がで
き た。 土壌か ら農作物への 137Cs の移行係数 （宵） 一 宵 は、 植物中の放射性核種濃度 と 土壌汚染濃度
と の比 ー は、 時聞 と 共に減少する こ と が分かった。 更に、 土壌か ら作物への 137Cs の TF 値は、 最初の
3 ～ 5 年間に と て も 急速に変化 し、 その後はゆ っ く り と 変化 した。 これに対 し、 90Sr の場合は、 汚染後
の全期 間 を通 して徐々 に変化 した。 土壌だけでな く 大気 も 通 して植生が汚染 さ れた為、 放射性物質が
降下 した年に於 け る TF 値 を特定する こ と はで き なかった。 事故の年の放射性核種の T下 は、 動態 曲線
か ら 推定する こ と に よ り 得 られた （表 2.11）。
表 2.11 放射性降下時のものと推定される放射性核種移行係数 百 の値 Ct = o) m2/kg ( 8 s 25 %) 
泥炭 Y ョ』ルンポ ド ず か 灰色森林士壊 チェルノーゼム
作物群 土壌 土壌 土壌
t37cs t37cs 90sr t37cs ”Sr 137cs 90sr 
天然の草を干 し た も の 223 29 10 
播種 して得た草を干 し た も の 95 5.8 4.9 3.3 
緑色飼料 （ ト ウモ ロ コ シ、 アルフ ァ 39 3.8 1.9 1.6 ルフ ァ 、 ク ロ ｝パー ）
繭菜 （ キャベツ、 ト マ ト 、 キ ュ ウ り 2.9 0.52 2.0 0.14 1.2 0.033 
塊茎 ・ 根菜類 10 1.6 0.79 0.63 0.23 0.60 0.10 （ タ マネギ、 甜菜、 ジ ャ ガイ モ ）
穀類 （ 冬小麦、 大麦、 ラ イ 麦 ） 7.3 0.89 3.5 0.66 0.72 0.36 0.32 
事故後の全期間に亘 り 、 137Cs の大部分は野草に蓄積 さ れた。 播種 さ れた草や飼料用 の草、 歳菜、 塊
茎や根菜類への蓄積はそれ よ り 少な く 、 穀類への蓄積が最も少なかった。 セ シ ワ ム の 官 値は、 草 と 穀
類の問では有機質土壌で 50 ～ 100 倍、 無機質土壌で 5 ～ 30 倍 も異なる。 ”Sr は穀類に最 も 多 く 蓄積 さ
れた。 塊茎や根菜類への蓄積はその 1乃 ～ 1/4 程度で、 菰菜作物では 1/10 位であっ た。 種類の異な る 土
壌か ら農作物に移る放射性核種の TF 値を知 る こ と で、 組織的な対策、 即ち作物選択 と 特に飼料作物に
於ける輪作時の配置決定、 を用いて作物の汚染 レベルを抑制でき る。
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穀類 ・ 塊茎 ・ 根菜類 ・ 琉菜は、 土壌か ら移行する放射性物質の TF 値が と て も 低い。 そ の上に、 これ
ら の作物は伝統的 に最も 肥沃な種類の士壌で育て られ、 肥料 も 最 も 頻繁に与え られる。 それ故、 事故
後の長い問、 ほぽ全土に於いて、 あ ら ゆ る 作物内の放射性セ シ ウ ム含有量は許容基準を超えなかった。
し か し な が ら 、 住民が有機質土壌やジ ョ ー／レンポ ド ゾル砂質土壌ま た は砂質土壌を使っ て、 主 に ジ ャ
ガイ モ の よ う な作物 を育て る な ら ば、 農産物内の 137Cs の放射能濃度は、 PL・2006 の基準値に達 し、 場
合 に よ っ て は超 え る か も しれない。 こ の こ と を予兆す る のが、 近年報告 さ れた、 リ ウ ネ州 ロ ケ ト ニ ヴ
地 区 と ドブ ロ ー グェ ツ ィ ア地区の村々 に あ る 泥炭土壌 の フ ノ イ ネ地帯で育て られた、 蔵菜 と ジャ ガイ
モ か ら 許容含有量を上回 る 137Cs が検出 さ れた事例である。 土壌汚染密度が約 100 回qiぜ に達すれば、
競莱 と ジ ャ ガイ モ 内 の放射性セ シ ウ ム の放射能濃度は、 PL・2006 基準を超 え る ［80, 90］。 従 っ て 、 対策
を実行す る には、 特定の作物 を最適な場所に配置す る為の士壌特性 と 放射性核種汚染濃度に関する情
報、 及び農産物汚染を予測するデータ の利用が必要 と な る。
あ ら ゆ る農作物に対する 137α と 90Sr の移行係数 （官） 値は、 多様な種類の土壌毎に、 放射性物質が
降下 した年 と そ の後の数年間で大いに異なる。 泥炭地士壌では、 あ ら ゆ る 作物種について、 137Cs の 古 は、
ジ ョ ーノレンポ ドゾル土壌よ り も 7 ～ 15 倍、 灰色森林土壌 よ り も 10 ～ 20 倍、 チェルノ ーゼム土壌 よ り
も 15 ～ 30 倍高い。 90Sr の TF 値が最も高いのはジ ョ ーノレンポ ド ゾル土壌であ り 、 灰色森林土壌ではそ
の約 1/S、 チェルノ ーゼム土壌では 1/10 で あ る 。
こ の よ う な大き な差は、 或 る 種類の土壌で育つ植物 ー なん ら かの農業化学的特性を持つ ー に対
す る 、 137Cs と 90Sr の 百 値の感度を示 している。 放射性核種 百・ と 土壌の農業化学的特性についてのモ
ニタ リ ングデー タ を使 う こ と で、 土壌評価因子 （Se（） を用いて土壌特性を完全に推測する手法 （CESP)
を開発で き る よ う に な っ た。 CESP は、 土壌は以下の よ う な主要な特徴を持つ三相 か ら 成 る 系 であ る と
の仮定に基づいて い る 。 それ ら は、 土壌溶解反応の pH （液相） 、 有機物の含有量 （OM） 、 吸収 さ れた
塩基の総量 （SUB） も し く は交換性カ リ ウ ム の含有量 （K20） である。 CESP は、 Sef の三次元空間に於
け る 断面積 （頂点が pH、 OM、 SUM の軸上 に あ る 三角形の面積） と して図式的に定義 さ れる ［88, 89］。
こ の分析手法は、 農作物への放射性核種の蓄積に直接影響する、 土壌の農業化学的特性 と TF の 関係性
を定義する こ と を可能に した （図 2.28） 。
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図 2.28 OM- p H - SAB の三相を基礎にした Sef土壊特性の完全な推測から得られた作物内の 即Cs 宵
の依存関係。”1): a ー キャベツ、 b－ ジャガイモ
Sef と 作物内の放射性核種 TF と の 聞に見ら れる確定した依存関係は、 例外的に重要である。 と い う
の も 、 こ の依存関係によ り 、 改善活動前よ り も 放射性物質含有量が低 く なる農産物を得る こ と を 目 的
と して、 土壌から植物に吸収 される線量を正確に計算でき る からである。
事故後の期聞を通じて、 作物に対する放射性接種 TF 値は、 137Cs に 関 しては有機質土壌で最大 1/100、
無機質土壊で 1/10 ～ 1/30 に、 切Sr に聞しては無機質土壊で最大 1/3 減少 した。 汚染地域の放射能状況
を大き く 変え た重要な要素は、 放射性核種が土壌吸着性を持つ複合体を介して固定化 さ れた こ と であ
る。 更 に こ の過程のお蔭で、 植物の放射性接種移行係数が半分に減る のに掛かる時聞は、 間臼 と ”Sr
に 関 しては、 放射性核種の半減期よ り かな り 短い。
農作物の放射性接種汚染レベノレ と 土壊の主要な農業化学的特性に関する 、 膨大なモニタ リ ングデー
タ に よ り 、 以下のよ う な運動学的モデルを作成する こ と が 可能 と なったa こ のモデルは、 放射性核種
の農作物への蓄積を予測 し、 科学的に実証された対策の実施を更に計画する こ と を 目 的と している ［89,
91, 92]o 
f r  c1+ 0.031 ・ ln(Sef)) · e--0ー州市f)-1 十）
町s: TFSer,j = TF0/0） ρ ｛ ｝ 
｜＋ （ー 0.031 ・ ln(Sef)) . e-o.055.c1-sめt I 




異なる種類の土壌か ら農作物への放射性槙種の移行に関する、 こ のモデ／レのパ ラ メ ー タ値は Sefを用
いて得 られ、 以下の論文に提示されている ［89, 92]o 
このモデルは、 仏独が主導するデータベース (FGI 3a） から のデータ に基づいて検証された。 FGI 3a 
は、 ベラノレ｝シ ・ ロ シア ・ ウク ラ イ ナでチェルノプイ P 核災害に よ り 汚染 さ れた土地に於いて行われ
た、 農業部門のそエ タ ロ ングの結果得られた、 6000 を超える 「土壌ー植物j の組み合わせを含んでいる。
FGI データでは、 放射性核種 官 モデルの計算の正確 さ は、 対策を実施する場合で さ え 約 30%であるが、
土壌の農業化学的特質を変化 させた。 従 っ て、 放射性核種が降下 した場合、 農産物汚染をE確に予測
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する 為 に は、 土壌特性の完全な推定を考慮 した 「土壌－植物」 系 に於 け る 放射性核種の動態モデルの
使用が推奨 さ れる。
1990 年代初頭か ら 、 国家衛生基準を超え て汚染 さ れた農産物は、 ワ ク ラ イ ナの公営部門では生産 さ
れていない ［93］。 こ の こ と は、 徹底 した放射生態学的モニ タ リ ング と 農産物の放射能抑制、 そ して集団
農場での体系的対策の実施 に よ り 、 可能 と な っ た。 こ れ ら の対策は、 チェルノ プイ リ 核災害後の最初
の 10 年間 に亘 り 、 『チェルノ プイ リ 原発事故に よ る影響を最小化する為の計画」 の 「農業放射生態学」
部門の下で実施 さ れた。
こ こ数年間、 特に放射能汚染地方で顕著な、 国家的な経済的困難に よ り 、 公営部門 で生産 さ れた農
産物に含まれる放射性核種の量が PL-2006 基準を超 え る 事例が幾っかあっ た。 例 え ば 2009 年には、 チェ
ルノ プイ リ 原発の立入禁止 区域に隣接す る 自 主的移住保障区域に含ま れ る 、 キエフチト｜イ ヴァ ン キ ヴ地
区の痩せた ジ ョ ールンポ ドゾノレ砂質土壌で生産 さ れた食用穀物 か ら 、 許容量の 2 倍の 90Sr が検出 さ れた。
こ の件には、 次の二つの理由 が あ る。 第一 に、 こ の地に降下 した当初の goSr は、 照射核燃料の微粒子
の 中 に あ り 、 植物には利用 でき なかった。 燃料微粒子は、 時間の経過 と 共に分解 し、 ，0Sr が士壌溶解物
中に移行 し、 移行の過程で取 り 込まれた。 第二に、 イ ヴァ ンキ ヴ地区の酸性土壌への最後の石灰散布は、
チェルノ プイ リ 財団の融資を受け、 300 ha の面積に対 して 2006 年に行なわれたが、 本来は 7000 ha 以
上に対 して行われ る べ き で あ っ た。 2008 年以来、 同地区の農場土壌に対しては、 有機肥料は施肥 さ れず、
無機肥料 も 面積の 63% に しか施肥 さ れなかっ た。 更には、無機肥料の投入量が十分ではなかっ た。 即ち、
要求量 150 勾/ha に対 し、 実際の投入量は 25 kg/ha に過ぎなかっ た。
こ こ で指摘 さ れ る べ き で あ る のは、 牛乳 と 青果物 中 の 90Sr の放射能濃度は、 現在の処 PL・2006 基準
を満た してお り 、 立入禁止区域外の ウ ク ラ イ ナ領土全体では、 実質的な問題 を 引 き 起 こ してはいない
と い う こ と であ る 。
1990 年代後半に、 放射能汚染地域で、 最悪の農業政策が実行 さ れた。 集団農場 と 国営農場が解体 さ
れ、 その農地が分割 さ れて しま っ た の で あ る 。 90 年代後半の農地分割の過程で、 住民は、 放射性核種
の蓄積が最 も深刻な地域内で、 牧草地や干 し草生産地を所有す る よ う に な っ た。 一方で、 「汚染領域に
於 け る 農業生産 と 包括的環境修復に 関す る 2000 ～ 2010 年度の基本方針」 の項 目 3.22 は、 「汚染地域
の安全な使用 は、 そ こ が集団農場 に よ っ て所有 さ れて い る か、 政府の指定区にな っ て い る 場合に限 り 、
保障されるであろ う 」 と 述べている ［94］。 しか し、 干 し草育成地 と 牧草地の大部分は、 湿潤な有機質土
壌、 ジ ョ ールンポ ドゾル砂質土壌、 砂質 ロ ー ム 土壌に位置 してお り 、 殆 どの場合それ ら は、 地下水の
水位が高い湿っ た窪地や把濫原で も あ る 。 と の よ う な種類の士壌から植物への 137Cs の移行係数はかな
り 高いので、 住民の生産する飼料の放射能汚染 レベルは高 く な る。 結果 と して、 多 く の私営家族農場は、
既定の国家基準を遥かに上回る 放射性核種を含む乳製品 と 肉製品を、 今でも生産 している。
事故か ら 25 年が経っ た今、 ウ ク ラ イ ナの ポ リ ーシャ地帯では、 牛乳 と 肉 の 137Cs の放射能濃度が常に
PL-2006 基準 （順に 100 Bq/kg と 200 Bq/kg） よ り 3 ～ 10 倍高い集落は、 20 足 ら ずであ る 。 ま た、 約 1/3
の私営家族農場に於け る 牛乳の放射性核種汚染 レベルが、 PL-2006 基準を超えている可能性が あ る 集落
は、 100 足 らずである。
農産物汚染の予測に従えば ［89, 91, 92］、 自 然回復過程が大き く 減速 した結果、 「危険に晒 さ れてい る J
集落に於 け る 放射性核種汚染 レベル と その結果 と し て の住民の 内部被曝線量は、 対策 を執 ら な い場合
には、 約 20 ～ 30 年掛けて非常にゆ っ く り と 半分に減っ て い く （図 2.29） 。
89 






































b－嬬種した子� ； 1 泥炭土嶋、 2 ジョールンポドゾル土嶋、 3 "1-:r.ルノーゼム土紘
．． ．，  
・・・ ・・ ．． ．．
．．．． 
2016 
従って、 チ且ルノプイ リ 綴災寄与で汚染 8 れた領織の覇軍撹修復�更に進める為には、 対策が基本的な
手法となる。
農業の対策
事故後の初期に実施された対策は、 被爆低減効系金ま再追 いものであった。 後の時期iζ比べれば、 初期
には、 集団敏場量をよ り 大き く 未然に防ぐとと ができた。 その後、 放射性事実纏は土機中に固定化怠れ
る為、 そのa量産物への移行は、 時間と共に大きく 減る。 対策の放射総汚染に対する有効也は、 時聞が経っ
ても変わら ない。 従って対策iと よ り 、 .ft*4島内への放射性核種の移行は、 事故後の如何なる期間に於
いても、 何回でち減ら宅金る。 対策iζ鈴かる費用 も、 司惨事k後の織々 な期間を逃じて等しい。 "i\tに、 全く
同ーの対策の経済効.と後場低減効果は、 放射性降下院寺か ら時聞が経つにつれ低下する。 省主って、 優
先順位そ忠実に守る こ と は決定的に重要であ る。 何よ り も1まず、a量産物の為に財源な節分ずべきでみる。
何古生ならば、 人体iこ領耳証される 放射性核種の大宮草分は、 農産物を消費する こ � Iこ よ り もたらされるか
らである。
対策の優先順位な守れなかっ た こ と は、 チェルノブイ リ 原発事故の影讐を除去す戸る上での主な陣容
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の一つで あ る 。 時に は基金の不足 に も拘わ ら ず、 優先順位な く 全て の処置が執 られた。 それ故に、 対
策が必要な全て の分野に於いて、 求め ら れ る 水準を完全に満たす こ と は不可能であ っ た。 実行 さ れた
処置は、 対策 を再導入する 時間 的枠組の点で統一性を欠いていた。 こ の こ と が理 由 で、 汚染地域に於
ける農業生産が汚染のない条件に戻る こ と は保障 さ れていなかった。 EU の支援の下、 目 の前の取 り 組
むべき課題 を解決する こ と を 目 指 して、 「事故影響を最小限に食い止 め る 計画内で優先順位 を設 け る 」
事業が実施 さ れた。 同事業の結果は称賛 さ れたが、 1 年 目 には殆 ど実行 さ れず、 後に完全に忘れ去 られ
る こ と と な っ た。 今 日 、 優先順位を設定す る こ と と 、 残 っ て い る 対策の優先順位の管理を確立す る こ
と は、 非常に重要な問題である。 優先順位 と 進捗状況管理体制の欠知は、 事故影響最小化計画を実行
す る 上で生 じた多く の欠陥の原因 と な っ た。 防護対策 を行 う 上で優先事項の道守に失敗 した動かぬ証
拠は、 事故か ら 25 年が経過 した現在も猶、 牛乳の汚染 レベルが PL-2006 基準を超え る 、 危険に晒 さ れ
ている集落が約 50 も 存在する こ と であ る 。
植物栽培
農耕地
ウ ク ラ イ ナ農業科学アカデ ミ ー並びに ワ ク ラ イ ナ農業放射線研究所 （UAIR） を含む他部門 の研究機
関の科学者達が一緒に、 国家 ・ 地方 （5 つの州 と 地区） ・ 民営部門 と い う 公私の異な る 階層 を対象に、 「放
射能汚染下に於け る農業の為の規制指針 と 勧告」 を策定した ［83］。 こ れ ら の勧告は、 汚染 さ れた農地の
放射線環境の変化に応 じ、 事故後の様々 な時期に改訂 さ れた。
放射性核種が食物連鎖に入 り 込む際に土壌は基本的 な供給源で あ る ので、 防護対策は、 土壌特性を
変化 さ せ る こ と を通 じ、 植物が放射性核種を取 り 込む可能性を減 ら す こ と を 目 指 した。 チェルノ プイ
リ 事故前に知 ら れていた対策 ［86］ は、 事故後に検証 さ れ、 汚染地域の生態学的条件に合わせて適用 さ
れた （表 2.12）。
表 2.12 対策に伴う植物栽培産物に於ける闘機汚染の減少 （単位 ； 倍） [82, 83] 
対策
無機質土壌 有機質土壌
131cs 9osr 131cs 
石灰施用 （4 ～ 6 仙a) 1.5 ～ 3.0 1 .5 ～ 2.6 1.5 ～ 2.0 
NPK 処置 1.5 ～ 2.0 0.8 ～ 1.2 1.5 ～ 3.0 
肥や し （50 t/ha) 1.5 ～ 3.0 1 .2 ～ 1. 
石灰施周 ＋NPK 1.8 ～ 2.7 2.5 ～ 4.0 
ゼオライ ト 1.5 ～ 2.5 1 .5 ～ 1.8 
耕起 （35 ～ 40 cm) 8.0 ～ 12 2.0 ～ 3.0 10 ～ 16 
酸性士壌に石灰を散布 して追加的に無機質を施肥する こ と は、 チェルノ ブイ り 原発事故によ る汚染区
域で速やかに行われた対策の最た る も の で あ っ た。 無機質を窒素 （N） ： リ ン （P） ： カ リ ウ ム （K） の
推奨 さ れる 最適比であ る 1 : 1.5 : 2 で施肥する こ と は、 収量を増や しなが ら農作物の 137Cs 汚染を 1/1.5
～ 1/3 に減らす効果的な方法であ る。 施肥量は、 作物種 と 土壌特性に依拠する。 例えば、 ジャガイモに
無機質を施肥する割合は、 他の競菜作物の 1/2 である。
1986 ～ 1993 年の聞に実行 さ れた対策は、 ウ ク ラ イ ナで 150 万 ha を超え る 汚染土壊を 回復 させる結
果 と な っ た。 汚染 さ れた領域で肥料 と 一緒に石灰を散布す る と 、 農産物の放射性核種含有量を 1/2.5 ～
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115 に減 ら す こ と ができ た。 1994 ～ 1996 年は、 経済的困難の為 に こ の事業の実施がかな り 削減 さ れ、
結果的 に士壌中の窒素 と リ ン と カ リ ワ ム のバ ラ ンス が悪 く な り 、 農作物への放射能汚染の上昇を招い
た。
1996 ～ 1999 年に掛けては、 土壌改良剤の輸送に掛かる費用 を節約する為に、 地元で生産 さ れた無機
質吸着剤 を使お う と い う 試みがな さ れた。 72 万 3 千 t の腐泥 と 泥炭の堆肥が、 リ ウネ州 の数地区で用
い られた。 こ の対策は、 事故直後の数年聞 と 比較 し て そ の段階では放射性核種の 固定化過程がかな り
弱 く なっ ていた為、 十分有効ではなかっ たo
食物や原材料に含まれる 放射性核種量の許容レベルの値は、 大 き く 下 が っ た。 その一方で、 完遂 さ
れた防護対策は、 PL 基準を超 え る 農産物の量を事故後初期 と 比較 して何分のーに も減少 さ せ、 住民の
被曝線量を平均 して 1/2 に低める こ と がで き た。 IAEA と 国際社会は、 1994 年ま でに遂行 さ れた全ての
対策は、 徹底的に行われ、 効果的且つ国家に損害を与えなかっ た と 公式に認めた ［95-97］。
最新技術 と バ ラ ンス の取れた農林業、 そ して高い作物 と 家畜の生産性を も た らす ワ ク ラ イ ナ農業界
に食料が行き 渡れば、 チェル ノ プイ リ 政策に必要な資金総額はかな り 少な く て済むか も しれない こ と
が重要である。
今 日 、 国家予算 か ら資金供与 されている耕作地での対策は、 実質的に実行 さ れていない。
草地と 牧草地
事故後の期間 を通 じ、 天然の牧草地 と 草地で、 表士や士壌改良な どの対策が実行 さ れた。 そ の結果、
牧草の改善が な さ れ、 放射性核種の牧草への浸透の抑制が な さ れた。 こ れ ら の対策には、 土壌の処理、
酸性土壌への石灰の散布 と 無機質の施肥が含まれる （表 2.13） 。
表 2.13 草地と牧草地に於ける対策の有効性
対策 草内に於ける
u1cs 集積の減少係数 （単位 ； 倍）
無機質土槙 （砂士、 ローム ） 有機質土壌 （ 泥炭土 ）
排水 2 ～ 4  
輪作 1 .2 ～ 1.5 1.8 ～ 3.5 
一般的な耕起 1 .8 ～ 2.5 2.0 ～ 3.2 
反転耕を伴 う 深耕 （深 さ 35 ～ 40 cm) 8 ～ 12 10 ～ 16 
石灰施用 1 .3 ～ 1.8 1.5 ～ 2.0 
窒素肥料の利用 と リ ン酸 ・ カ リ ウ ム肥料の投与 1 .2 ～ 3.0 1.5 ～ 3.0 
表土改善 1 .6 ～ 2.9 1.8 ～ 14 
土壌改良 3.0 ～ 12 4.0 ～ 16 
科学者達は、 干 し草畑 と 牧草地を改良す る の に最適な石灰及び肥料の使用 量、 栽培草地を作る為に
草を混ぜ合わせ る組成、 様々 な類型の飼料を生産す る 為に草を刈 る最適な時期、 そ して輪作をする 10
年間の計画を勧告 した。 1973 年に な さ れた勧告を振 り 返る と ［8旬、 牛に与える飼料を分別する仕組が
提案 さ れて い る 。 これは、 汚染濃度の異 な る 草地か ら集めた干 し草を分別 し、 異 な る 動物群に対 して
使用するべき だ と い う も のである。 乳牛 と 肉牛の為に、食物 （飼料） は、耕作或いは根圏環境改善に よ っ
て改良さ れた牧草地で収穫 さ れるべきである。 こ の措置は、 事故直後の数年間には実施 さ れなかっ た し、
今 日 に至 る まで取 り 組まれていない。
事故後の全期 間 を通 じて、 民営牧草地での対策は、 実際には実施 さ れて こ なかった。 UIAR を基盤 と
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して、 137Cs の PL 基準を超過 してい る集落に於け る飼料用草地に関 して、 分別対策 を策定す る 為 に 46
の技術事業が展開 さ れた。 生憎、 「環境修復計画」 の実施に際して、 それら の技術事業は一つ も 用 い ら
れなかっ た。 2004 ～ 2008 年の問、 ウ ク ラ イ ナの放射能汚染地域内 に あ る 、 放射線環境が危険な集落は
調査 さ れ、 実質上全ての小規模な牧草地が把握 さ れた ［98］。 し か し、 科学者に よ り 得 られたデータ は、
防護対策の資金調達計画で用 い られるべき で あ っ た に も拘わ らず、 用 い られなかっ た。
今 日 、 石灰散布の為に供与 さ れて い る 資金は皆無であ り 、 チェルノ プイ リ 核災害に よ り 汚染 さ れた
ウ ク ラ イ ナ領土の草地 と 牧草地に繰 り 返 し石灰を散布する対策は、 実質的に停止状態にある。
濯翫農業
チェルノ プイ リ 核災害 に よ る放射性物質の放出が終わ っ た 時点で、 ドニプロ 川水系に於け る 放射能
状況は、 大小の河川水か ら 流入する 137Cs と ”Sr に よ っ て汚染 さ れた、 ドニプロ川流域の年間土壊流出
量 に よ っ て決定 される こ と に な っ た。 事故後最初の数週間に、 137Cs と 90Sr に よ る最 も 強い水質汚染は、
チェルノ プイ リ （市） に近いプ リ ピ ャ チ川 で観測 さ れ、 そ の濃度は 137Cs が 1591 Bq/ Q, 90Sr が 30 Bq/ Q 
で あ っ た ［99, 100］。 時聞が経つにつれ、 水中での放射性核種の濃度は減少 し始めた。 137Cs に よ る 汚染
は急速に減少 し、 1987 年に は既に 1 Bq/ Qを超えなかったが、 goSr の汚染濃度の減少は 5 Bq/ .Iiに留 ま っ
た。 現在では、 下流に あ る ダム湖群に於け る 137Cs の放射能濃度は、 大 き く 減少 し、 事故前の水準に達
し よ う と している。 しかしなが ら 、 上流 （キエフ） か ら 下流 （ カ ホ ー グカ） に至る一連の ダム湖群 （ ド
ニプロ ・ カ ス ケー ド） に於け る 90Sr の放射能量は、 主に清浄な水が流入 して希釈 された こ と に よ っ て 、
30 ～ 40%減っ ただけであるo こ の よ う な水に よ っ て濯瓶された土地は、 収穫物の放射能汚染を招 く 。
ウ ク ラ イ ナに は総面積で 260 万 ha の湛瓶地が あ る が、 1992 年に はそ の 内 の約 160 万 ha で、 ドニプ
ロJr I か ら 得 ら れた水が濯瓶に用 い ら れた。 こ の 目 的の為に、 1 年間で ドニ プ ロ 川 の水が約 47 億 d 使
用 さ れた。 約 80%の擢1陵地は、 ワ ク ラ イ ナ南部の五つの州 に在っ た。 その後数年間で溝橋正地は減少 し、
2007年には約 52 万 ha しか濯概 さ れなかっ た。 濯瓶面積に関する 明確な変化は、最近2年間で記録された。
放射性核種の可動態が 5 ～ 10%増加 した こ と で、 濯瓶中に土層断面への移動がますます激 し く なっ
た。 チェノレノ プイ リ か ら排出 された 即Cs は、 主に懸濁物質に付着する こ と に よ っ て 、 ドニプロ ・ カ ス
ケー ド を運ばれた。 それ ら の懸濁物質は、 経路 （キエ フ か ら カ ホー ヴカ に至 る ダム湖群） に沿って運
ばれる 中で、 沈殿 した場合にのみ取 り 除かれていた。 例えば、 160 h にE る 北 ク リ ミ ア運河の流水では、
水中の 137Cs 濃度は大き く 減少 した。 また、 濯瓶水路の水の場合、 運河本流 と 比べ、 場合に よ っ て は 13
～ 27% も 減少 した。 ”Sr は水溶態 と な っ て移動する。 その水系 中での濃度は、 主に小 さ な支流の純水
で薄め られる こ と に よ っ て変化 した。 水生生態系 に於け る放射性核種の移動 に よ り 、 鈎Sr と 137Cs は濯
瓶水 と 共に氾濫原に運ばれた。 事故後 10 年以上に亙る進展の結果、 水 田 土壌中の放射性核種は、 ”Sr
が 1.7 倍、 137Cs が 2.7 倍に増加 した。
濯概 さ れた農業形態で農作物に放射性核種が運ばれ る 水路は、 多 く の要因に左右 さ れる。 中 で も 主
要 な も の は、 放射性核種の物理的 ・ 化学的特性 と 水の放射能濃度、 水中での放射性核種の存在形態、
濯瓶水の質 （水化学的な等級 と 塩分） 、 濯瓶の手順 （溝瓶率 と 回数） 、 濯概手法、 植物の生物学的特性
及びその発達段階である。
直接の移行率は、 放射性核種の水中濃度 と それが植物に移行する 値 と の比で決定 さ れた。 こ れ に よ
り 、 以下の結論が得 られる。 濯瓶作物の放射能汚染は予見でき る。 あ る特定の水化学的等級の水を使っ
て特定の作物を謹概する 手順を考慮す る と 、 放射性核種の水 中濃度 と 農作物 中 の濃度を結び付 け る 移
行係数を用いる こ と は、 適切であ ろ う 。
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農作物の 137Cs 濃度は、 濯瓶の水源 （ ダム湖） が事故発生箇所に近づ く につれ、 高 く な る 。 従 っ て 、
カ ニ ヴ湖の水で謹瓶 した農作物の放射能濃度は、 カ ホー ヴカ湖の水で謹概 した場合よ り も 2 ～ 3 倍高 く 、
ドニプロ ） ｜ ！ と 繋が っていない水の場合 と 比べ る と 最大で 6 倍 も 高かった。 溝橋E農作物中の 間Cs 濃度は、
90Sr 濃度 と 比べる と 、 農作物の種類によ っ て 2 ～ 100 倍高かっ た。 137Cs が農作物に吸収 さ れ る 量は、 事
故後 10 年間に亘っ て大幅に変化する こ と はな く 、 実質的に 1996 年 と 1988 年は同水準で あ っ た。 ”Sr
が吸収 さ れる量は、 根を通 じて浸透 した放射性核種の粒子に よ り 、 約 20 倍に増加 した。 それで も 、 畑
地に 137Cs と 90Sr を含む水で地上濯概を行っ た農作物の汚染 レベルは、 数十 Bq か ら 数 Bq であ っ た。
事故後に年月 を掛けて、 濯瓶地の農作物を汚染す る 基本的な要因が特定 さ れた。 汚染さ れた水を濯
瓶に利用 す る 回数が増 え る につれて、 濯瓶農作物 中への汚染の蓄積 も増加する。 しか し、 こ の 関係は
正比例ではない。 50 m3/ha か ら 500 m3/ha へ と 濯瓶水量が増加する と 、 濯瓶期でも収穫期で も 、 地上の
植物体量の放射性核種含有量は徐々 に増 え る 。 しかし、 1000 m3/ha へ と 更に増加 しで も 、 こ の汚染の数
値は変 わ ら ない。 濯瓶農業の農作物汚染は、 濯棋の方法に左右 さ れ る。 雨 の よ う に散布す る の は、 植
物が水に よ っ て汚 染 さ れ る 中でも 「最も汚染 さ れ る 」 湛瓶の方法であ る。 雨 の よ う に降 り 注 ぐ方法に
よ っ て濯瓶をする と 、 収穫物の内の経済的に価値の高い作物の汚染は （栽培品種 と 放射性核種の物理的・
化学的構造に よ る が） 、 畝間濯1慨を行 う 場合よ り 最大で 70 倍 も 高い。
擢瓶地の研究が な される 内に、 「水」 貯蔵係数の平均値が精轍化 さ れた。 こ の値は、 主要な農作物の
収穫に於いて、 137Cs と ”Sr の移行を特色付け る こ と が でき る。 こ れ ら の係数は、 謹概栽培農作物に放
射性核種が吸収 さ れる こ と を予想す る の に使用 で き る 。 ”Sr に汚染 された水で擢概を始めて20年経てば、
90Srが琉菜類や他の作物に吸収 さ れるのは、土壌経 由 に な る だ ろ う 。 他方で、 非常に長い期間 （最長200年）
にEっ て 137Cs が吸収 さ れ る のは、 水汚染経 由 に な る だ ろ う 。
チェルノ プイ リ 事故から 10 年後の時点では、 37 回q/m3 の汚染があ る ジ ョ ールンポ ド ゾル土壌地帯で
あ る 、 ウ ク ラ イ ナ北部に於ける平均的な食生活を通 じた内部被曝に伴 う 年間実効線量は、 73 µSv/y であっ
た。 他方、 漕瓶地帯である南部住民の、 食生活を通 じた内部被曝に伴 う 年間実効線量は有意 に低 く 、 6.6
µSv/y であった。
休耕地の回復
チェルノ プイ リ 原発立入禁止区域の実用 的な利用 回復の問題は、 それほ ど検討さ れていない。 ジ ト ー
ム イ ／レ州 の強制 （義務的） 移住区域では、 既 に部分的に経済活動が行われて い る 。 例 え ば、 工業作物
の生産、 牛の放牧、 干 し草畑や菜園、 魚 の養殖池な どである。 2008 年には、 従来休閑状態 に あ っ た、
6000 ha を超える ウ ク ラ イ ナの土地が再利用 さ れる よ う に な っ た。
ウ ク ラ イ ナでは、 以下の よ う な状況が、 休閑地で経済活動を行 う 際の妨げ と な っ てい る ：
一 人々 が移住 していな く な っ た、 こ れ ら の領域では、 イ ンフ ラ ス ト ラ ク チ ャ ー （建物、 電気、 道路、
土地改良制度な ど） が 、 完全にな く な っ ていたか悪化 していた ；
一 休耕さ れた農地は森林に戻 り 、 水はけがまた悪く な っ た り 、 肥沃度が低下 していた ；
一 市場経済への転換に よ り 、 過去 20 年聞にEる農業生産を編成し直すに 当 た っ て 、 休耕地の大規
模な利用 は、 経済的観点 か ら も社会的観点か ら も 必要 と さ れな く な っ た （プ リ ピヤチ川 ｜ の下流
の よ う な魅力 あ る 地域を除いて） ；
ー マス メ デ ィ ア に よ り 提示 さ れ る チェルノ プイ リ 問題の情報に影響 さ れた、 偏見や専門性の欠知
の結果、 強制移住区域を何 ら かの消費産品の生産の為に利用 し よ う と い う 試みに対して、 大衆
が現在懸念を抱いてい る ；
ー ウ ク ラ イ ナには、 放射能汚染領域を法的に再区分する為の、 簡明 な法制度がない。
94 
第 2 章 ： 環境影響
畜産の条件整備 と 管理、 飼料生産
チェルノ プイ リ 原発事故後の放射能状況は、 核実験 と ワ ラ ノレ核災害の後に農業放射線科学及び放射
線生物学の設立者である V. M. Klechk.ovsky に よ っ て定式化 さ れた、 根本的な結論を再確認 させた。 そ
の結論 と は、 「広範な放射性核種 に よ る 汚染の後、 極度 に高い放射線量の為 に人々 が生活で き ない地
域の面積は、 良質な生産物 を得ら れない地域の面積 よ り ずっ と 狭い」 と い う も ので あ る 。 今 日 、 放射
能汚染指標 に 照 ら して生活でき ない地域は、 立入禁止 区域の約 20% (6 万 ha） を 占 め る。 これに対 し
て 、 事故後 25 年経っ て も 猶、 （2006 年に定め られた） 国家基準の要件に照 ら して安全な生産物 を得 ら
れないであ ろ う 地域は、 グオノレィ ーニ州 （マネ ヴィ チ地区のハルジア、 セノレ ヒ ヴ、 プ リ リ スネの村々）
か ら キエ フ州、｜ （ヴィ シ ュ ホ ロ ー ド地区のポフ ダーニー、 ピ リ ャ ヴァ 、 レ ィ フ 夕 、 レ ィ ト ク ニ ィ の村々）
にかけて広がっ ている。
核災害の急性期
事故直後の数時間か ら 現在に至 る ま で、 牛乳は決定的に重要な食品であ り 続 けて き た。 住民の被曝
線量の大部分は、 牛乳の消費 に よ る 結果であ る。 牛乳は、 それな しではやっ て い け ない必要不可欠な
食品であ り 、 と り わ け代替物がなかっ た 当 時 （1986 年） は、 そ う であ っ た。 牛乳を子供の食生活から
取 り 除いて しま う と 、 健康を危険に晒すこ と にな る 。 それ故に、 往々 に して子供の健康被害が蔓延 した。
何故な ら 、 「放射線は 目 に見えないのに、 腹を空かせた子供は肉眼で も 明 ら かに分かる」 か ら で あ る 。
チェルノ プイ リ 原発事故直後の数時間か ら 、 住民に対 して、 牛乳は ヨ ヴ 素被曝を生 じ さ せた。 と い
う の も 、 牛乳は、 こ の生物学的に活性な放射性同位元棄を摂取す る 経路 に な っ た か ら で あ る 。 牛乳は
必要不可欠な食品で あ り 、 現在 も 同 じ機能 を果た している。 但 し、 セ シ ワ ム 左 い う 異な る 放射性同位
体に関 してであ る が。
放射性 ヨ ウ 素 か ら の有効 な防護策は、 非常 に迅速に徹底 して行わな ければな ら な い。 と い う の も 、
ヨ ウ 素同位体は、 炉心か ら放出 さ れ る 如何なる 放射性核種の混合体に あ っ て も 、 占有率が最 も 高いか
ら で あ る。 そ れ ら 混合体は、 殆 どの同位体の半減期 が短いので、 高い放射能 を帯びて い る 。 こ れ ら の
混合体の 100�もが消化管から血流に吸収 さ れ、 全て の生物学的障壁をす り 抜けて、 乳へ移行 した。 そ して 、
体内の小 さ な部分であ る 甲状腺の中に多量 （30%以上） に蓄え られ、 そ こ で高い被曝線量を形成する。
危険性 と 事故の規模が ソ連政府に よ っ て 隠蔽 さ れた こ と に よ り 、 ヨ ワ 素被曝を防護する機会は永遠
に失われた。 1986 年 5 月 9 日 以降 に始ま っ た、 集中的な防護策の実施は徒労に終わ り 、 結果と して、
放射性 ヨ ワ素 に よ っ て ヨ ウ 素症状が引 き 起 こ さ れた。 放射性 ヨ ウ素に よ る住民、 特に子供達の大量被
曝は、 完全に と はいかな く と も 、 避ける こ と がで き た。
原理的に、 ヨ ウ 素 に 冒 さ れた家畜 か ら 得 られた乳 を介 して 、 住民が ヨ ワ 素被曝する こ と を避 け ら れ
た で あ ろ う か ？ おそ ら く 完全に は無理だが、 住民、 特に子供達の大量被曝は避け られただろ う 。 例 え
相 当 の費用 を掛けて大規模に行えなかっ た と し て も 、 住民は警告 さ れ る べ き だ っ た し、 1973 年に市民
を守る側の科学者達 に よ っ て策定 さ れ、 当 時利用可能であっ た勧告は、 実施 される べ き で あ っ た ［86]0
何 よ り も まず第一に、 解除を可能 と す る 情報が得 られるま では、 「屋外での乳牛の放牧、 放牧牛か ら搾っ
た牛乳の消費、 放射性雲が通過 した後に保存 さ れた家畜飼料の使用 は、 迅速に禁止 さ れる」 べきであっ
た。 制 限及び禁止措置は、 知何な る放射線につい て も 、 最初の数 日 間 に行な う の が最 も 効果的である。
し か し、 それ ら は、 完全に は実行 さ れ な か っ た。 そ の結果、 乳産物は、 ま ず放射性 ヨ ウ棄に よ っ て、
そ して後に放射性セ シ ウ ム 同位体に よ って、 甲状腺 と 人体全体が被曝 した主要な汚染源 と な っ て し ま っ
たのである。
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家畜の避難
チェルノ プイ リ 原発事故後の最初の数 日 聞は、 ウ ク ラ イ ナの畜産業に と っ て最 も劇的な 日 々 と な っ
た。 放射能事故の影響を精力的に除去する活動は、 1986 年 5 月 2 日 に漸 く 始ま っ た。 30 凶 圏 内の住
民を 5 月 2 日 か ら 5 日 ま での 3 日 聞 を掛けて移住 させる と い う 、 政府委員会決定に よ っ て 、 30 km 圏内
の家畜を避難 さ せる準備 と その実施が可能になった。 対象 と な っ た家畜は、5 万頭の牛、 1 万 3 千匹の豚、
3500 頭の羊、 そ して 1 千頭の馬であ っ た ［102］。
輸送経路に沿っ て 、 ボ ロ デ ィ ア ンヌ カ 地区 と マカ リ ヴ地区の野営地が、 一時的 な家畜集積地に供さ
れた。 受 け入れ ら れた家畜は、 部分的な獣医学的検査を受 け、 洗剤で洗われ、 放射線管理を受け、 給
餌 さ れた上で、 キエフ州 に 当 時存在 した幾つかの畜産拠点 に割 り 振 られて、 輸送さ れた。 電離放射線
が実際に検 出 さ れた家畜に対する上記の措置は、 獣医局が管轄 した。 全ての措置は、 畜産専門家に よ っ
て行われた。
獣疫学的状況下に於け る あ ら ゆ る危険を予防す る為に、 実際の放射能状況について何 ら確た る 情報
が な く 、 更な る措置に関 して の既定の指針も なかっ た も のの、 獣医局は、 30 km 閏 内の全ての家畜用施
設 ・ 農場 ・ 区画に対 し、 獣医学的且つ衛生学的 な洗浄 と 二段階の消毒を実行 し、 更に 2 万 3 千頭以上
の迷い出 た家畜 を殺処分 して廃棄 した。 今 日 で も 、 な さ れた業務の範圃を想像す る の は難 しいが、 最
も重要なのは、 こ の多大な努力が無益であ っ た こ と であ る 。
畜産物の放射線モニタ リ ング
1986 年 5 月 9 日 、 獣医局は、 国家農業部門委員会の機関 と して は初めて、 放射線モニ タ リ ン グ と 汚
染領域での畜産の手続に 関する勧告 を承認 した。 こ の勧告は、 ウ ク ラ イ ナ獣医科学行政本部 と 農業放
射線全国労働研究所の専門家達に よ っ て策定 さ れた。 事故以前に、 獣医局は、 畜産物の放射線モニ タ
リ ン グを行っ ていた。 当 時のモニ タ リ ン グは、 各地方につき 3 ～ 5 ヶ 所で行われ、 その対象は、 牛乳
が年 4 回、 肉 が年 2 回、 飼料が年 1 ～ 2 回、 水が年 2 回であ っ た。 獣医局は、 畜産業に対 して全面的
な放射線モニ タ リ ン グ を行 う 為 の、 設備 と 人的資源が不足 していた。 ま た 、 汚染 さ れた 12 州 内 の 74
地区か ら の畜産物 も 、 十分に集 め ら れなかった。 そ の結果、 ほぽ事故直後か ら 、 汚染 さ れた家畜が食
肉加工場に供給 さ れた。 例 え ば、 1986 年の 5 ～ 6 月 に は、 9 万 5 千頭の牛 と 2 万 3 千匹 の豚を合わせ
た計 11 万 8 千の家畜が、 事前に放射線測定される こ と な く 、 ジ ト ーム イ ノレ市、 ノ ヴオ フ ラ ー ド ＝ ヴォ
リ ンス キー市、 コ ー ロ ステェ市の食肉加工場で屠殺 さ れた。 保冷室で保存 さ れたそれ ら の 肉 の放射性
核種含有量が許容値を超えていた こ と が、 実験室での分析 に よ り 記録 さ れた。 そ れ ら の 肉 は、 食肉加
工場の保冷室で長期 にEって保存 さ れた。 許容値よ り 10 倍 も 高い汚染濃度を有する 肉製品を ど う 処置
する かは、非常に難問であ っ た。 問題の 肉は、 （半減期が 8 日 の ヨ ウ素 131 (1311) ではな く ） 半減期が 2.4
年の 凹Cs と 30 年の 即Cs に汚染 さ れていたので、 汚染濃度は時間 と 共には減少 しなかった。 食肉加工
場の保冷窒は容量一杯にな り 、 放射能で汚染 さ れた 肉 を ロ シア ・ 中央アジアの固々 ・ コ ー カ サ ス に送
る と い う 決定が な さ れた。 しかし、 送 り 先には、 既 に放射線管理ポス ト が整備 さ れていた。 約 1 万 t に
及ぶそ の 肉 は、 全て ウ ク ラ イ ナに返却 さ れ、 チェルノ プイ リ 原発事故か ら約 10 年が経過 した後に、 立
入禁止区域で処分 さ れた。 こ の よ う な状況を避け る こ と がで き たか ど う かは、疑問であ る。 1973 年の「勧
告」 ［86］ は、 そ の時点で確かに存在 してお り 、 「肉牛は、 事前に放射線測定をする こ と な く 、 屠畜すべ
き ではない。 そ して必要が あれば、 大量の放射性核種が体内 か ら 取 り 除かれ る ま で、 汚染 さ れて いな
い飼料で給餌するべき で あ る 」 と 言及 していた。 それに も拘わらず、 当該勧告は実施 されなかった。
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管理と幾止に闘する対簸
当初の勧告のおかげで、 キエフ州 k ジ トームィルj”の最も汚染された地区から、 汚染漉度が最大180
Bザka （鮮軍軍基準ば370 Bゆ事｝ で�るや汎が、 2陵持する為』と送 られてきた. s 月 初旬、 北部治区の生産
単位からキエフ市に牛乳を送ると と が禁止され、 札製品加工場の為に汚染レベルに応じて牛乳を潜,SIJ
収集する手続が、 キエフ市で擁立した。 費量もt考書誌怠れたや事Lは、 撹事宇11:: 固され、 チーズ ー 即ち、 短
寿命の放射性線電量が脱線する まで長期保存できる製品 ー になった。 牛乳と比較した場合、 チーズでは、
問。ゃ吋r といった長寿命の欽射性級事重の含有量も最大で 1110 Iとなった。 「汚染されていないJ牛汎は、
乳児用の食品生産に因された。 これによ り 、 4柿 万今エフ市民の被爆線量を ν10 Iこ減少できた。
放射線測定機器 と その専門家並ぴに管還の専門家の欠如、 事故の危機的段階にSをける鈎庄、 更には
国家執行事容が事欽の黄島獲についての理解を欠いていた こ と － lPち、 事故前後に策定されていた勧告等
の利用在進守番E行わなかった こ と ー が、 放射俊核種に汚染された農産物を加工場に大量に首E途する 左
い う 結集を招いた （図2.30）。
1987 ＂＇界 4 月 、 農業放射線研究所 （UIAR. ; 1986年以来、 当研究所は放射線管理に関する手法の研究
を統裂きしていた） が策定した、 f放射性セシウム で汚染さ れた富良書の体内検査方畿j が添認され、 導入
された。 後に、 f放射性核種マ汚染 された鎖織内にSをける農業主主重量の為の検釜方法j も承認され、 導入
された。 獣医学専門家の支援を受けて、 放射線モニタ リ ング地点が食肉細工場に整備容れ、 後にや�
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関2.30 償簿省調J!l1.i'越えた蕩産物の工場への滅入 ： a－肉、 b－牛乳（1－反省鎌渇.z－公営康調陸｝
1994 
UIAR の科学者逮は、 富良穫の生体内にBをける放射性絞種の代謝作用合研究した。 との研究によ 号 、 飼
糾処理と 生産家畜への給餌についてのー速の勧告左指示念、 短期間で策定して理事入す る こ とができた。
また、 この研究によ 号 、 土君臨から有車場障へ、軍反省の餌を通じてその体内へ、 そ して.!E物によって人体へと、
絵射性核種が吸収される過程念、 事実上科学的に管理する こ と ができ る よ う になった。 緩めて短期間
の内｝之上述した策定と導入桁ったおかげで、 1990年代初頭には、 放射住者費穫が人体に吸収容れる経
路告と浴中で遮臨時でき る、 信頼に足る 防護手段が盤備 された。 上述した金ての こ と は、 政府、 大臣、 省庁、
研究所、 絶方官庁、 そして明ら かに農業放射線終学が協偽したこ と に よ り 可飽になった． 農業放射線
科学による勧告は、 その有力な見解 と共に、 暗黙の慢に樹守された。
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畜産学的対策
1990 年まで、 科学者達 一 特に UIAR の科学者達 ー は、 農産物の放射能汚染を最小限にする こ と
に注力 していた。 そ の 目 的は、 「土壌－植物一家畜」 と い う 食物連鎖に於ける放射性核種の動態作用 の
基本的知識に基づ き 、 家畜の基礎飼料の原料 と な る 、 汚染 さ れていない農作物を得る為の条件を創 り
出すこ と で あ っ た。 一つの生産単位内で さ え放射能汚染は均質ではな く 、 そ の域内の生態学的特性も
ま ち ま ち で あ っ たが、 耕作地の放射能条件を分析する こ と に よ り 、 飼料原料は、 家畜の多様な生産性
を考慮 して配給 さ れ得る こ と が示 さ れた。 最 も汚染 さ れた飼料は 肉牛に、 最 も 汚染が少ない も の は乳
牛に給餌 さ れ る と いっ た具合で あ る 。 事故後の最初の数年間 に、 「肉牛肥育の三段階の手順」 が提案 さ
れた ［103, 104］。 こ の手順に よ れば、 如何な る放射能汚染 レベルの飼料で あ っ て も 、 第 I 段階 （生後 6 ヶ
月 か ら 12 ～ 16 ヶ 月 ま で） では給餌 して良い。 家畜の販売 さ れ る 部位の筋組織の汚染 レベルに応 じて
1 ～ 2 ヶ 月 続 く 、 第 E 段階では、 汚染濃度が 40 kBq/kg ま で の飼料は給餌 して良い。 第E段階での給餌
は、 家畜の汚染 レベルに応 じて 30 ～ 60 日 間、 第 E 段階で使われた も の よ り も 「汚染が少ない」 飼料
を用いて行われる。 こ の手順を踏んで出荷 した場合、 結果 と して、 家畜の体内の 137Cs 濃度を実質的に
115 ～ 1/8 の低 さ に抑 え られる。 反調動物の場合は、 その月 齢 と 生産性に よ っ て 、 四Cs が 半減す る の に
20 ～ 40 日 間 を要する。 更に、 筋組織内の 137Cs含有量は、 「放射性セ シ ウ ム で汚染さ れた家畜の体内検
査方法」 に よ っ て容易に測定でき る。
獣医学的対策
1990 年代初頭に、 土地改良 と い う 対策は、 許容濃度を超えた畜産物 一 特に牛乳 ー の生産を最終
的 に止 め る の に不十分で あ る こ と が分かつ た。 こ の こ と は、 と り わけ民営部門 で顕著であ っ た。 民営
部門 は、 その全てが完全に土地改良を受け て い る と は限 ら ない、 天然の牧草地を使用 している。 ウ ク
ラ イ ナ ・ ロ シア ・ ベ ラ ルーシの主要な科学拠点は、 放射性核種を選択的 に吸収する物質の開発に、 研
究業務を振 り 向 けた。 何十 も の天然及び人工の物質 に 関 して、 放射性核種が餌か ら乳や肉 に吸収 さ れ
る の を防げるかが、 試験 さ れて き た。 経済的観点か ら は、 「百己合飼料を用いる方法」 に特別な注意が払
われた筈であ る。 そ の方法は、 一旦飼料が消化管に届 く と 、 当該飼料 と 吸収 と 化学結合 と の競争的相
互作用 を通 じて 、 放射性核種が血液に吸収 さ れ る の を防 ぐ、 と い う も のである。
フ エ ロ セ ンは、 別名 フ エ ロ シア ン化第二鉄 と し て も 知 られてい る が、 セ シ ウ ム 同位体 と そ の派生物
が家畜の消化管に吸収 さ れ る の を制 限す る 、 高性能な化合物であ る 。 こ こ で云 う 派生物 と は即 ち 、 鉄 ・
ア ンモエ ウ ム ・ コ バル ト ・ エ ッ ケル ・ フ エ ロ シア ン化銅 と 幾つかの金属である。 フ ェ ロ セ ンは、 セ シ
ウ ム と 不溶性の化合物 を形成す る。 その化合物は、 消化管の壁を通 り 抜けて血液やそ の先の組織にま
で浸透する こ と はない。 ま た、 その化合物は、 代謝産物 と 共に生体か ら排出 さ れ る 。 牛に フ エ ロ セ ン
を毎 日 3 ～ 6 g 与え る と 、 牛乳中 の 即Cs が 1/8 ～ 1/10 に減少 した こ と が記録 さ れた ［105-107］。 ブ エ ロ
セ ン を含む添加剤は、 チェルノ プイ リ 核災害後に ウ ク ラ イ ナ ・ ロ シア ・ ベ ラ ノレーシの汚染 さ れた生産
単位に於いて行われた、 包括的な実験的検定 と 生産試験に合格 した。
フ エ ロ セ ンを使用する こ と に よ り 137Cs に よ る 畜産物の汚染 レベルが下が る 、 その効率に関 して は、
全ての農場家畜種を含む千頭の家畜を対象に研究 さ れた。 フ エ ロ セ ンは、 農場にいる 家畜の健康状態、
生産能力及び生殖能力 に と っ て 、 安全であ る こ と が証明 さ れている。 ま た 、 フ エ ロ セ ン を含む添加剤
入 り の餌を、 異 な る 量且つ長期間 に亘っ て摂取 した家畜 か ら 得 ら れた生産物 を消費 して も 、 安全であ
る こ と も 証明 さ れている ［105］。
フ ェ ロ セ ン製剤試験を開始 したのは、 ウ ク ラ イ ナで あ っ た。 しかも ウ ク ラ イ ナは、 全労働組合国際
委員会に よ る 、 多様な使用形態での フ エ ロ セ ン製剤試験を主宰 した。 試 さ れた使用形態は、 粉末状態 ・
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岩塩状態・ 丸薬状態 と 、 セノレロース担体に フ エ ロ セ ン を加えた状態であ る 。 残念なが ら 、 こ れ ら の試験が、
こ こ で述べて き た開発に関す る 、 最後の活動 と な っ た。 ウ ク ラ イ ナでは、 こ の技術は、 工業的規模に
は発展 しなかった。 一方ベ ラルーシでは、 15 年間に亘 っ て 、 毎年最大 20 t の フ エ ロ セ ンが使用 さ れた
結果、 牛乳の汚染濃度は 50 Bq/ Qを下回る。 同時期 に ワ ク ラ イ ナでは、 100 以上の集落で 100 Bq/ Qを超
え る 137Cs を含む牛乳が生産 さ れてお り 、 10 集落では超過割合が 2 ～ 7 倍 と なっ ている。 ウ ク ラ イ ナでは、
純粋な フ エ ロ セ ンの他に、 ワ イ ン産業の廃棄物を原料に して調製 さ れた フ エ ロ セ ン も 開発 さ れた。 ワ
イ ン産業の廃棄物は、 フ エ ロ セ ン と ほぼ同等の効果が あ る が、 価格はよ り 廉価であ る 。 ウ ク ラ イ ナでは、
長年にEっ て、 天然のゼオラ イ ト が吸着材 と して使われて き た。 し か し 、 ゼオライ ト が牛乳 中の 間Cs
含有量を減 らす効率は、 フ ェ ロ セ ンの 111.5 ～ 1/2 と 低い。
民営部門
1989 年までに、 畜産業の公営部門 に於いて放射生態学上の問題を実質的に解決 した と い う 成功体験
は、 その ま ま 自 動的に民営部門 に波及で き る も のではない こ と が分かっ た ［81］。 民営部門の家畜は適
正な飼料原料を利用 で き ない こ と 、 畜産品市場の規制緩和、 そ して何よ り も 民営部 門 を 国家が管理す
る 仕組が存在 しない こ と に よ り 、 畜産業の民営部門は、 住民の放射能被曝 と い う 観点 か ら 、 危機的な
状態に 陥 っ た。 今 日 に至る ま で、 既存の 国家基準を超える 畜産物 （基本的には牛肉 と 牛乳） を供給 し
て い る のは、 民営部円で あ る 。 1990 年代に国家経済は崩壊過程 に あ っ た に も拘わ らず、 90 年代初期 に
600 も あ っ た危険に晒 さ れていた集落の数を、 90 年代後期 には 100 に ま で減 ら す こ と が で き た。 しか
しなが ら 、 ま だ数十 も の危険に岡 さ れてい る集落が残ってい る （図 2.31 ) 。 上述 した集落の放射線環境は、
かな り 長期 間 に亘っ て変わ ら ないで あ ろ う 。 何故な ら 、 土壌か ら植物に吸収 さ れ る放射性核種を減ら
す 自 然過程は非常に遅 く 、 農産物 中の放射能含有量が物理崩壊に よ っ て半減す る のには、 30 年を要す
る か ら で あ る 。 不幸に も 近年では、 民営部 門 の問題は優先事項ではない。 現時点で、 基準を超 え る 放
射性核種が含まれる牛乳の問題の為に使われる 国費は、 毎年約 2 千万 UAH であ る 。 例 え ば、 立入禁止
区域に於け る 現在の年間総被曝線量は、 約 200 man·Sず で あ る 。 同 じ線量は、 例えば石棺の崩壊のよ う
な 100 年に 1 度起 こ る かも しれない様な緊急事態の際に生 じ る であ ろ う 。 それ故、 何億 UAH も の国費
が 、 立入禁止 区域に あ る 放射線源を制限する為に、 費や さ れて い る の で あ る 。 同時に現在、 立入禁止
区域内以上の約 600 m血・Sv も の年間総被曝競量が、 立入禁止区域外で計測 さ れている。 し か し、 残念
な こ と に、 こ の問題の除去に使 う 国費は、 た っ た の 200 ～ 500 万 UAH しか配分 さ れていない。 その内、
立入禁止区域外での放射線モニ タ リ ン グ と 被曝線量制限の為に、 100 ～ 200 万 UAH が費やされている。
7 man-Sv は、 集団線量を表す単位。 集団線量 と は、 集団の一人ひ と り が受けた被曝量を合計 した値で、
100 人が l mSV を受けた ら lOO man-mSv で、 10 人が lOmSv を受けた と き も 同 じ く lOO m姐－mSv.。
個人の被曝影響 （ リ ス ク ） が被曝量に比例する な ら 、 被曝集団に現れる影響 （例えばガン死数） は集団
線量に比例する。
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600 図被・s農念品q mSv.勿を超える集聖書
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図2.31 全体的餓量測定検査に基づく総量誇績による3提唱事の分布 ｛事1]
事昔2・
放射鎗汚染が生じると、 MM量役会主r農地での貨当震は危機iζ瀕する。 チェルノ プイ ジ 綾災害の経験は、
IB Y逮郊の国々が、 ヨ ウヨ阪の危険、 特iと�u量 と関連 した危険に十分に対応でき なかったこと金示して
いる。 その結果、 住民はよ り 多 〈 の銭湯�受け、 健康状餓が悪化した． 従って、 放射線緊急事態の影
響に対処する際には、 放射飽防護対策全体iζBをける不可欠な一部と して、 3野蛮重量の為の科学的支援が
必要である。
理解放か ら 25 年経った現在も将来も、 チ皿ルノ プイ !1 �野放の影・に よ る間短は残る。 そして、 危険に
摘さ れている地滋の民営織内にSをける衛生基望書iζ従った欽射能汚染レベルにある牛乳の生産と、 との
問題の関連b続いて ゆ 〈 ． 既得の獣医学的及び沓産学的対策は、 事責験�重ねて務調監になっているが、
今後も優先され続げなければならない。 同時iと ク ク ラ イナは、 以下iと絡げる、 幾つかの緩題l�il'.面し
ている ：
過去10年間に、 被災地の貸業が利用できるような、 裁R守の財政支援は皆無であった よ
大規事草な滋射線モ：：.タ担 ングが実泌されなかった と ど に伴い、 行政機闘が放射能状況会管理で
きF な く なっ た ；
国家に よ り 依立された、 農業の科学的支援を専門とす る研究拠点は、 閉鎖された り 、 資金を削
減冬れた L
この為、 多く の地方と絶区にある省庁文書Eでは、 適量自 I�問題を解決で きて責任あ る怠思決定の
できる、 優ヲ事な専門語反を失った ；
チ品ルノプイ F 老後災容の彫・令克服する浴車封書政治イじ したことは、 チ：£）レノ プイ ヲ 関違法制jの
最適化会阻害事している。 その結集、 資金t立、 しば しば社会保隊と補償の支払いに充てられ、 被
災地の凝塊修復、 .tt.ぴに汚染地織で生還 された牛乳という 重大関鰭の後減には俊われない ；
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一 農業分野に於け る チ ェルノ プイ リ 核災害の影響を克服する こ と に焦点 を 当 て た科学的活動の調
整 左 管理が欠如 している。 こ の こ と が、 し ば し ば 「新 しいチェルノ プイ リ の問題 と 現象」 を探
して い る 新 しい 「科学的機関」 の 出現を招 く 。 し か し、 こ の よ う な新機関 は、 チェルノ プイ リ
の 問題解決を推 し進 め る のでな く 、 科学を阻害 している。
重大な問題の一つは、 大抵の農業者達 と 農業に従事する専門家達は、 知識を欠いてい る こ と であ る 。
彼 ら は、 核施設に於いて発生 した事故の様々 な段階 と 、 事故後に執られれ る べ き 対策 の具体的措置の
順序 と 結果について、 情報 と 技能を身に着けな ければな ら な い。 そ れ ら の対策は、 農業 と 殆 どの農業
者に対す る 、 事故の負の影響を防ぎ、 且つ ／ または和 ら げ、 Eつ ／ ま たは制限する為の も のである。
ウ ク ラ イ ナは、 「緊急事態に際 して、 様々 な担当部局が執る べき措置について の勧告」 を、 今猶採用
してい ない。 チェノレノ プイ リ 核災害か ら 学んだ教訓は、 研究 さ れ、 放射能事故に備 え る 為 の緊急事態
対応体制の策定に際 して、 考慮 されるべきである。
子供の食料に 関する問題
汚染地域に於ける 国家の優先課題の一つは、 放射能汚染に関 して安全な食料を、 乳幼児 と 学童に提
供する こ と であ る 。 全て の年齢集団の子供達に と っ て、 牛乳は、 137Cs を体内 に吸収す る 主要な原因で
あ る。 酪農産物の 内部被曝線量への寄与は、 0 ～ 3 歳の乳児に於いて 90%、 幼児に於いて最大 75%、
学童に於いて 65%減少 した。 牛 を飼 っ て い る 家庭は、 自 家製の酪農産物を消費す る。 放射能に汚染 さ
れた領域に於いて、 乳幼児用の食料を生産する にあたっ ては、 一連の対策の実行が要求 さ れる。 「汚染
さ れていなしリ 牧草は、 乳幼児用 の牛乳を生産する 牛 に、 給餌 さ れ る べ き で あ る。 それが不可能な場
合には、 草地 と 牧草地の土壌改良が義務付け られ、 或いは、 耕起 さ れた畑の上に新 しい草地を整備 し
な く てはな ら ない。 こ れ ら の草地 と 牧草地で育成 さ れ る 牛の餌は、 吸着剤かセ シ ウ ム と 結合す る 添加
剤を含ま な く てはな ら ない。
子供の栄養の問題は、 汚染 さ れたポ リ ーシャ地帯 （ リ ウネ州にある ロ ケ ト ニ ヴ、 ドプロ ー ヴェ ツ ィ ア、
ザ り ーチュネ、サノレネ ヌ の各地区） に あ る危険に晒されて い る集落を、 実際に脅か してい る。 と い う の も 、
こ の地帯では、 最大で 10 人かそれ以上の子供達が一家族 に い る 程、 多産な家庭が一般的である 上に、
汚染 さ れてい ない農産物を入手で き る機会が非常に限 られている か ら であ る 。 子供達は、 ウ ク ラ イ ナ
の法律で禁止 されている 「チェルノ プイ リ ・ベク レル」 の牛乳を、 生まれた時か ら消費している。 今 日 、
こ の 問題は全 く 対応 さ れてお らず、 計画の策定 も な さ れで な ければ、 防護対策の 中 で特別な配慮 も な
さ れて いない。 し か し、 国家は、 第一に若い世代の健康に気を遣 う べき で あ り 、 子供の食料が放射能
に汚染 さ れて い る 問題か ら 逃げ る べ き ではない。 こ う した理由 に よ り 、 正 に今、 子供に汚染 さ れて い
ない食生活を保障 し な く て は な ら ない と い う 問題を、 何 よ り も ま ず牛乳か ら 、 解決する 必要が あ る の
である。
101 
第 2 章 ： 環境影響
2. 2. 4 森林生態系に於 け る 放射生態学的問題の解決
チ ェ ノレ ノ プイ り 核災害は、 17 州 の森林で放射能汚染 を 引 き 起 こ した。 1991 年か ら 1992 年に掛けて
の調査では、 123 万 ha の森林で、 地表に付着 したセ シ ウ ム 137 (137Cs） の濃度が 37 k.Bq/m2 を超えてい
た ［108］。 森林の一部が こ の 137Cs 濃度を超えた割合は、 ジ ト ー ム イ ノレ什｜では 60%、 リ ワネ州では 56%、
キエフ州では 52%であ っ た。 ま た 、 グォルィ ーニ ・ チェルニー ヒ ウ ・ チェルカース ィ ・ ヴィ ー ンヌ イ
ツ ャ ・ ス ーム ィ の各州 では、 約 20%で あ っ た。 森林の放射能汚染に共通する特徴は、 モザイ ク 状に点
在 してお り 、 高勾配な こ と であ る ［109］。
よ く 知 られてい る よ う に、 放射性同位体の物理的崩壊によ り 、 汚染 さ れた森林の放射線状況は、 徐々
に変化す る。 推定デー タ に依 る と 、 地表の 137Cs 濃度が 37 k.Bq/m2 を超 え る 森林面積は、 2010 年 に は
1992 年 よ り も 40 万 ha 減少 した と 見 られている。 そ して、 こ の 40 万 ha は、 如何な る 森林管理活動の
為 に も 、 制 限な く 用 い る こ と が で き る。 しか し な が ら、 放射線測定が繰 り 返 し行われな か っ た ので、
137Cs 濃度が減少 した森林面積 を利用する為の法的根拠が存在 しない。 それ故、 ワ ク ラ イ ナ国家森林管
理委員会は、 「汚染 された森林の復旧 に関する基本方針及び計画」 を策定 した。 2010 ～ 2020 年の聞に、
37 kBq/m2 を超えた森林土壌の調査が計画 さ れてお り 、 約 60 万 ha で経済活動が再開でき る と 見込まれ
て い る 。 し か し、 こ の方法だけでは十分ではな く 、 調査結果は検証 さ れ、 公式な法律文書に よ っ て認
証 さ れな ければな ら ない。
木材、 野生のキノ コ と ペ リ ー類の放射性核種の濃度の動態 と 、 それ ら に よ る 人 々 の被曝線
量への影響
森林生態系 は複雑な垂直構造を してお り 、 地上部の植物量が広大であ る。 それ故、 森林、 特に針葉
樹林は、 かな り の放射性物質の容量が あ る。 森林に 降 り 注いだ直後 か ら 、 放射性降下物は、 上層部の
植物か ら地被植物 ま で垂直移動 し始めた。 その垂直層 の一つ、 森林腐葉土は、 特殊な放射性核種の貯
蔵庫 と な っ た ［11句。 チェルノ ブイ リ 原発から 30 凶 圏内の森林 （ レ り ー ヴ森林） の研究では、 1986 年
5 月 20 日 か ら 1986 年 6 月 15 日 ま での期間に、 樹齢 35 年の松林の腐葉土で、 2.5 倍の放射能の増加が
観察 さ れた ［111］。 樹木に沈着 した放射性物質の総量の 90 ～ 95%が、 降下後 2、 3 ヶ 月 で地表に移動 し
た ［112］。
森林生態系の放射性核種の移動速度は、 構成物 ・ 樹齢 ・ 放射性物質の濃度 に よ っ て決定され、 森林
腐葉土が無機質化す る 度合いに も影響を受 け る 。 落葉樹林 と 比較する と 、 針葉樹林では、 森林腐葉土
が無機質化する 過程はゆっ く り と 進むが、 単位面積 当 た り の腐葉土量は多い。 それ故、 有機物は針葉
樹林に蓄積 さ れ、 放射性核種を含む無機質の放出 はゆ っ く り に な る 。 つま り 、 森林腐葉士は、 森林生
態系に於いて地球化学的障壁の役割 を果たす と 共に、 森林生態系を超えて放射性核種が拡散す る こ と
を防いでい る と 云 える。
ウ ク ラ イ ナの森林生態系 内 に於 け る 137Cs と ス ト ロ ンチ ワ ム 90 (90Sr） の移動に関する、 信頼で き る
デー タ を得る こ と を 目 的 と した組織的研究を促進す る 為 に、 1991 ～ 1993 年に森林分類学に基づいて、
100 以上の実験箇所を有する調査拠点ネ ッ ト ワ ーク が、 ポ リ ーシャ及び森林 一 草原地帯に設立 さ れた。
白樺の混 じ っ た若い針葉樹林の 中 に あ る 松林の森林生態系に於 け る 、 ，0Sr と 137Cs 放射性核種の現在
の分布に 関する研究は、 137Cs � ”Sr 全体の大部分 （76 ～ 83%） が士壌中 に あ り 、 6 ～ 13%が腐葉士に
蓄積 し、 6 ～ 10%が林冠部に、 残 り の 1 ～ 5%が地表 の コ ケ層 に含まれている こ と を示 している。
土壌は、 多 く の森林生態系に於いて、 直接的 ・ 間接的に人類へ と 繋が る 食物連鎖の起点 と な る。 長
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期間1：：：.及ぶ研究｝と よ り 、 最大の即〈お のam::oc針毒菌 �れたllF.野の移 り変わ容 が示された. 1986年に ＂＇es
のii:大波J!t.が観測されたのは、 森本t般書庫土の上層俄であったが、 1991 年には半分分解された線終.薬
企層であ号、 2009 �には、 殆主？の.株当Et障系iこ於いて、 分解された森林腐葉土局であった． 量保林ご士君臨
司Pの鎗放射を生後S躍の量豊f:l分布は、 同J:',j網開俗でもAなることは明らかである. 4irl:::. 19例年には、 祭事事
土亀躍中の総帥＇Ct! I密度の6()～10%は分尽く 充実した紛量廃織率..  楽土に書官積tきれてお 号 、 残 り が無線量t
企績に移動した。 幻滅栃 ～ 泌09�1こは、 自織の混じった針来事時林• .J:び僚の混じった針葉樹事容にSをける
総放射性線治波litの分布t.t:iE.反対の総集になったが、 この比率は$幸容では基本自りには後わらなか唱た。
主舗の幾分と温度は、 放射性線電量の垂直移動iことても重要な役割を来たす ［110],
ウクライナのポ9 ーシャ地帯内1：：：.存在1:::.-rQ三つの土繊カテナ・ 一針葉樹林 仇3）、 白書警の混じった
針縫総本主 (83）、徳の混じった鈴策調官事事 （C3） ー の湿ったさと脊条件下｝とある、総齢60 与の径の立木 ｛図
2.32） 周辺の±減中＂＇c.の垂直分布が分衡された． その結集｝主、 ±t議の栄幾度が上がるにつれ、 浴場t
..土1：：：.蓄積されていた ＂＇Cs幾度の割合が顕著1：：：.減少し、 それに伴い、 前述した土割高＂＇の然繊質身障に
移動した放射継車産省の制合が皇居える こ と 唱と示している。
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A3 83 C3 
園 無割臨貧土司陣覇軍分 口 議事事腐葉土
l!!ll l.32 ウクライナのボリーシャ荷量織の到底議I匂�のカテナ土織に勝浦、 殺事事総議土と無線貧土議稼分との
”での、 加＇Ct総滅S置の沈耳障
重量 ： A3＝紛鶏紛争KB3＝自治の混じった紛業績称、 α ＝轡の混じった紛葉樹林
..！：：.に ま と めたデ』タが耳元ずの獄、 紛雪模様本車では、 ±調陣中の間°＇ の総量の火線分｝主、 議事t総書陸士iζ含
まれる ｛土君臨中 朋Cs 会の内の12%> e い う こ とである。 この指S躍は、 E当事曹の混じった針葉樹林では39
%、 径の混じった紛策総本容では34% と、 念書置に減少する。 司暗ヨま�れた栄養向絡がある土織に於ける添
林IU民主と持軍機質土筏属の問では、 ＇＂Os給調liftの分布にこのようなかなりの途いがある こ と には、 後
豊島な重要因が関連している． それらの重要因iとは、 単位面積当ft号 の幾称』rni土の構成申告がAなることや、
事 元？玄関ーの土縦だったものが、 地形や·�Ji;水条件等の違いによって、 土縫特性が異なっている状Iii:示
す守普．
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森林腐葉土が無機質化する速度が異なる ニ と が含まれる。 後者は、 梅成物の破砕化 と 無機質化の集中
皮 と f;援な闘速があるが、 何よ り も 土犠中 の微小菌類が主重要な役割会集たす、 生物学的作用iこ影場合
受ける。
放射性物質が森林腐葉土から土犠 中の無機質層へと移動する こ と は、 一方では、 放射性物質の移動
能力を向上さ宅金る。 何故な ら、土壊上層線にある多く の纏4身の毛細機がかな り多く 存在するからである。
しかし他方で、 放射性物質は、 粘土質の無機物の!frに固定もされる。
土嬢中での放射性物質の移動能力 と固定化iこ繍ずる比皇制京、 今後更に研究されなく てはならなb、。
材木
豊島近5年間の研究で、 議林の池上節分に於いて、 ＊の車孝治宝放射性核種の総量の主な貯蔵場所 になっ
ている こ と が明 らかになった。 その一方で、材木中の l抑Cs .！＇.： 問＇Sr の放射能濃度は、双方 と もJ1l1J、である。
これは、 立＊の他の事事位者r合わせたZ注意 よ り 鯵の..は大きいので、 事学iこ音書積さ れた放射性事実種の.










図 l.33 ボリ・ーシャ地穆の訟の立木の植物体重に於ける＂＇Cs （め と ”Sr(b） の総糖度の分布
長年の研究による と 、 樹木の種類 iこ拘わらず、 森林植生条件の類型 に応じて、 mes の放射総濃度は、
新華￥ · 創業 （業） ・ 内樹皮 • ＊質組織な ど、 木の事務成事事位の大商事分に於いて上昇している。 しかし、 外
樹E誌に闘してのみは、 前述したよ う に事故直後の直接的な彫竜彦t-考慮する必要があ り 、 正反対の結巣
になる。 1991 ～ 2002年の問、 湿度の高い白織の混じった針葉樹林にある樹齢60 年のヨーロ ッパアカ
マツの樹木では、 mes含有量が上昇 した ｛園 2.34a）。
々 ノ コ どペリー顕
最近5年間 （2005 ～ 20104'手〉 に、 菌糸体が森本事腐葉土に存在する食用キ ノ コ （エユセイ ロガワ リ 、 ア
ンズタケ、 ハイ イ ロ シメ ジ〉 の大線分で、 20～ 30%の 附Cs 含有量の減少が観祭された。
菌糸�が土壌の深い層に存在する種｛ヤマ ド リ ダケ、アイタケ） では＇1)7,白濃度は同期間中に土台加した。
これは、 放射性核種が よ り 深い土竣層 iζ移動した為である。 こ の傾向は、 今後 S ～ 7 年関税く と 見込
まれる。
19例年から 2010年に歪Qまで、 森林の主要なペリ ー類では、 m.仇 濃度の大幅な減少が典型的に見ら
れる ｛図2.34b） 。 例えば、 新鮮な ク ラ ンペ リ ｝では1/3 ～ 1/4 .ζ、 t:"Jレペリ ｝マは 1/5 にまで、 13'/Cs 含
有1訟は減少 した。 137Cs の生態学的実効半減期の長さは、 湿度の高い白織の混 じった針業樹林 (B，｝ に
生える ピルペリーやコケモノでは7.S年、 極度に湿っ た白織の混じった針葉樹林 （B�） に生える ク ラ ン
ペリ ーでは7.7�字、 混度の高い松の針葉樹林 仏J ではs.s年であった。 今後、 これらペヲー類に於け
る 即偽 含有量が更に半減する には、 約 2 絡の期聞が掛かる と予想される。
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国冊 言自陣
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ト土様相ドの放射能汚染濃醐t異なる （1-370凶qlm1; 2-18S 凶仰う 温度の齢、自織の混じ
った針葉縦寺本に於ける3ーロ ッパアカマツ<B:i) : 
b － ピルペリーの空気乾燥した芽｛” と、 新鮮な寄与の(2) (19剣年の土織に犠積し？とm仇浪度
は l!OkBq緬う
放射能関軍基級点 に於ける備軍基の結果、 絡に経済的に価値のある全ての穏！と於いて、 放射性綾穆繊度
と 土織qiの放射能汚染機皮の聞で比例関係が観察された。 これに よ り 、 放射性綾穏濃度が許容基準以
下の綜産物合得る為に、 地表に蓄積した放射�a量皮奇と縫針する こ と が可飽になった。 また、 特定の綜
産原材料の使用可'llt生に丞づいて、 森勝管理を割 り 綴 る こ と も可憶になった。 f汚染覇軍嫌にS寄付る森毒事
管理の為の勧告j は、 こ の手法iと基づいて策定された ［113-llS].
衛生学研究に よ り 、 ウクライナのポヲ ーシャ黄色務の森林がかな り の面積を占め る絶滅に於いて、 量熊
本主のキノ コ と ペリ ー類の接取に よ る住民の内航被場線量ば、 現在、 総綾織線量の約 20%�占めている
と と が 明 ら かになっている。 同 じ村内の住民の聞でも、 内古事後Ill線量？ま大き く A なるかも しれない。
その違いは、 お そ ら く 食事内容の差に起因するだろ う。 食生活から株産物を完全に排除すれば、 住民
の後期降線盆はその分だけ減少する。
議事事中の放射線環境は安定 してお り 、 放射性老車種の励援 と生物学的循環への組込のおかげで、 事事生
後の期間a-通じて改善している。 この傾向は、 今後しばら く 織 し 議事事中の放射線療務の変化は、 土
築への搬す銭核種の国定化 と 物理的JP!織に逮鳴告するだろう。
放射能汚染値減！こ於ける終業
チ:s:.lレノ ブイ リ 原宛事故以前には、 国際社会は広範な綾射総汚染下に主をける蘇事事管理を経験してお
らず、 こ の こ と が ククライナ林業を窮絶に追いやった。 象射絡の安全伎を確保 し、 事事業絡鍛の稼働a­
継続させる為に、 かな り 短期間の内に、 「森林の量生射線覇軍機の繍査と 、 森林管想 ・ 卒事選量4婦の収穫作業 ・
非木材森林資源の利用f:-規定する規範文書j の策定が求められた． それ払 森林tt替官の優先業務は、
幾休中の放射能汚染の緊念Ill査と、 「放射能汚染環境下に於ける森本挙管理iこ関ナる、 科学的知見に基づ
いた勧告j の策定であった。 こ の 目 的 を路まえて、 ！日？＇クラ イナ林業省f立、 多 く の蘇害事管理と物理的
対策を行った。
まず、 1日ウクライナ林業省の組織構造は変革 され、 殆 どの放射能汚染がある森林 〈キエフ州のチz
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ルノ プイ リ 森林地帯 と ノ ヴォ シェベ リ チ森林地帯 ； 約 11 万 ha） は、 立入禁止 区域に指定 さ れた。 放射
能汚染レベルが高い為、 約 5 万 ha の 区画に於いては、 如何な る森林管理活動 も 禁止 さ れた。 国有林の
広範な範囲に亘 っ て 、 森林管理制 限が適用 さ れた。 例 え ば、 森林での非木材林産物の収穫は、 上記の
11 万 ha を超え る 地域で禁止 さ れ、 約 1.4 万 ha で森林伐採が制 限 さ れた ［115］。
今 日 、 放射能汚染条件下で、 55 林産企業の 3.6 万人の従業員 （その 1/3 が森林に入ってい る ） が 、 作
業 に 当 た っ てい る 。 汚染区域で働 く 従業員の健康を維持する 目 的で、 毎年健康診断が行われ、 個 々 人
の被曝線量の測定も行われている。
林産物の放射線管理
チ ェ ル ノ プイ リ 原発事故の後、 国家森林管理委員会 の 中 に放射線モ ニ タ リ ン グ部局が設置 さ れた。
そ の任務は、 森林 ・ 生産施設 ・ 居住施設の放射線状況について の経過情報の取得 ； 森林管理活動を行
っ て い る 地域の線量測定 ； 林産物 に含ま れ る 放射核種の サ ンプ リ ン グ と 測定 ； 放射線デー タ パ ン ク の
管理 ； 企業経営者 ・ 地方行政主体 ・ 地方住民共同体への、 管轄領域に於 け る 森林放射線状況 と 林産物
中の放射性核種含有量の報告 ； であ る ［116］。
放射線モニ タ リ ング部局は、 正確な放射線量測定器 と 放射能分析機器、 そ して専門職員を与え られた。
1986 ～ 1992 年に掛けて 同部局は、 450 万 ha の森林面積の放射線測定を行い、 様々 な林産物の放射線
モニタ リ ングを促進 した。
その後、 区域内の林産物の放射線モ ニ タ リ ングの調査項 目 は、 徐々 に減少 し た。 今年に な っ て、 固
家森林管理委員会の放射線モ ニ タ リ ン グ部局への予算の配当 が （緊急事態省 の側か ら ） 止 め ら れた。
これは間違いな く 、 特に林産食品の生産に関 して、 放射線モニ タ リ ン グの効率に悪影響を及ぼすだろ う 。
林業経済部門に於ける対策
事故後の危機的な期 間 に あ っ て、 林業部門の事業活動に対する規制 と い う 手法は、 優先順位の高い
対策で あ っ た。 当 時、 行われた規制 には、 一 日 当 た り の労働時間を減 らす こ と 、 放射能汚染の レベル
が高い特定の場所での経済活動を停止する こ と 、 事業者 と その従業員を安全な地域に避難 さ せる こ と 、
特定の種類の林産物 に関する 事業活動の禁止 （野生のペ リ ー類 と キ ノ コ類、 薬草原料、 材木の採取 と
販売な ど） 、 が含まれる。
汚染地域での林業事業活動の実施 を担保する為に、 「放射能汚染環境下に於け る森林管理に関する 、
科学的知見に基づ く 勧告」 が策定さ れた。 こ の勧告は、 その蓄積 と 林産物に対す る放射能汚染 レベル
が増 え て い る 、 土壌 中 の汚染濃度 。 (131Cs） の植が、 全事業活動 を下記の よ う に分類する 基礎 と して使
われた ：
I. 事業活動の全領域で汚染損度が σ （日7Cs) < 37 kBq/m2 の場合 ；
II. ウ ク ラ イ ナの森林 一 草原地帯に於け る事業活動で、 森林領域に於ける汚染濃度が σ （即Cs) >
37 kBq/m2 で あ る が 、 肥沃な粘土層 と ロ ーム層 に、 部分的 （100 ～ 300 ha） に σ {137Cs) < 370 
回q/m2 と な る場所が ある場合 ；
皿． ウ ク ラ イ ナの ポ リ ー シ ャ 地帯に於 け る 事業活動で、 汚染濃度が σ (137Cs) < 185 k.Bq/m2 の場
4 ・ιョ ，
IV. 汚染濃度が σ (137Cs) > 185 凶q/m2 の ワ ク ラ イ ナの ポ リ ー シ ャ 地帯に於ける 事業活動で、 植
生に対 しての集中的な放射性核種の移行が見 られる 、 覆せた土壌でのプラ ンテーシ ョ ン農
業が行われてい る 場合。
第 I 分類に属する 事業経済活動は、 通常通 り 行われて い る 。 野生のペ リ ー類 と キ ノ コ類の採取が制
限 さ れている のは、 第 E 分類 と 第E分類であ り 、 その為の放射線モニタ リ ングが整備 さ れた。 そ して、
第W分類では、 林産食品原料の採取 ・ 薬草原料の採取 ・ 狩猟動物の捕獲 と 、 薪の採集が制限 さ れている。
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事故後 の危機的な時期 と そ の後 の 期 間 に 、 様々 な段階で林業に対 し て 執 ら れ た 国家規制措置 （表
2.14） は、 従業員の過度の被曝を防止 し、 彼等の健康状態を維持 し、 事業活動の安定化 と 成長 を促進 した。
表 2.14 林業部門に於ける対策
番 対策の種類 ；事故後に適用 さ 適用方針 効果号 れた時期
国家全体
情報 ； 森林の放射線状況を明 らかにし、 公的機関 と住民に知らせる
最高 レベル
2 制限 ； 林産物 と 住民健康に関する放射線モニタ リ ン グ と 、 放射性核 住民の総被曝線量最高遠隔 レベル 種の安全基準 レベノレの導入 と 、 それ らの改訂 の減少
3 放射線安全性 ； 住民の年間被曝線量の最大許容 レベルの為の、 公衆衛生疫学最高遠隔 レベル 的基準の導入
林業部門
4 防護 ； 産業 と 労働者 と そ の家族を、 555 kBq/m2 以上の高濃度汚染地 労働者 と そ の家族最高 レベル 域から避難させる
放射線安全性 ； 労働者 ・ 職場 ・ 貯蔵品 ・ 設備の為に、 個人用の線量測定器を に対する過度の放5 射線被曝の防止最高遠隔 レベル 導入 して提供する
6 制限 ； 137Cs の汚染 レベルが 555 回q/m2 以上の森林領域に於ける事業最高遠開 レベノレ 活動を終息 させ、 当該領域への公衆の立ち入 り を禁止する 基準 を超過 しない
7 放射生態学 ； 森林の放射線モニタ リ ン グ と 、 食料資源や薬草を収穫す る場 程度 の放射性核種遠隔 レベル 所の放射線モニタ リ ングの導入 を含有する林産物
技術 ； 放射性核種の放射能濃度に基づいた原料の分類 ； 伐採から材 の受容8 遠隔 レベル 木にするま での製材過程に於いて、 特殊な技法を使用する
1989 年から、 チェルノ プイ リ 原発事故の林業に対する影響を除去する為の全ての施策は、 「事故影響
緩和の為の 国家計画」 の下で資金提供を受 けた。 こ れ に よ り 、 莫大な労力 の注入 と 、 林業部門労働者
の過剰被曝の防止、 そ して一般住民の総被曝線量の減少が可能に な っ た。 1992 年か ら は、 「チェルノ プ
イ リ 事故の林業に対する影響を最小化する 為の計画」 への予算配分は 50o/oま で減少 し、 2009 年以降は
完全に止ま っ た。
放射能に汚染された森林の復旧状況
推定に よ る と 、 現在、 10 万 ha 以上の森林域が復 旧 して い る と 恩われ、 経済活動の再開 が勧め られて
い る。 ウ ク ラ イ ナ森林農林業研究所の ポ リ ーシャ支所は、 「チェルノ プイ リ 事故 に よ る汚染地域に於け
る 森林の復旧 の為の基準 と ガイ ド ラ イ ン」 を策定 した。 森林の復 旧 は、 森林の放射能汚染を示す、 詳
細 な統許地図に基づかな く て はな ら ない。 それには、 地域毎に森林の追加調査を行 う 必要 が あ る 。 と
い う の も 、 地域に於ける放射能汚染 レベルは、 通常かな り そザイ ク 状だか ら であ る 。
ウ ク ラ イ ナ固家森林管理委員会は、 「放射能汚染を蒙っ た森林に於け る放射線調査 左 復 旧 の為の 2010
～ 2015 年度計画J を策定 し承認 した。 こ の計画は、 段階的な森林調査を想定 してお り 、 可能であれば、
経済活動の再開や特定の森林資源の利用 を行 う 。 森林生産物利用 の復 旧 は、 ヴォルィ ーニ州 ・ リ ウネ少卜｜ ・
チエノレニー ヒ ワ州、｜ の国営企業 （SE） に よ る 、 野生のペ リ ー類 ・ 薬草 ・ キ ノ コ類の採取の再開 に よ っ て
示 さ れている。 こ れ ら の地方では、 2009 年に 13 t 近 く のペ リ ー類 と 、 20 t の薬草、 そ して 1.6 t の 白樺
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樹液 ’ が採取 さ れた。 これ ら全て の産物は、 放射掠モニ タ リ ングを受け、 放射能安全基準を満たすかを
検査 さ れた。 こ れ ら の企業は、 今後数年間に、 森林食料資源の採取量を更に増加 さ せ る だろ う 。 ヴィ
ーンヌ ィ ツ ャ 州 ・ チ ェ ノレカ ー ス ィ 州、｜ ・ ス ーム ィ 州 ・ チ ェルニー ヒ ウ州 の森林の一部に於いて も 、 同様
の施策が計画 さ れるべきである。
森林管理 と 伐採作業が禁止 さ れてい る ジ ト ーム ィ ル州 に於いて も 、 森林域の復旧 を 目 的 と した、 森
林の一部を対象 と した反復調査が実施 さ れている。 放射能汚染に関する森林域調査は、 現在の放射線
状況の確認 ； （ も し可能で あれば） 20 年前に調査 した域内の、 立木の改善 に 向 けた森林管理活動の立
案 ； 基準値以下の放射性核種を含有す る材木の貯蓄 ； を可能 に した。 2005 年以降、 以前は強制移住区
域に指定 さ れていた 8700 ha の森林域が調査 さ れ、 SE 「 ナ ロ ーデ ィ チ地区 SLG」 ・ SE 「オー ヴルチ地
区 SLG」 ・ SE 「オー ヴルチ地区 LG」 の活動に よ っ て復 旧 さ れた。 2010 年には、 SE 「ナ ロ ーディ チ地区
SLGJ の活動に於いて、 土壌の放射能汚染 レベルが 555 kBq/m2 を超えていた 1700 ha の森林が調査 さ れ、
その内の 1600 ha で森林管理活動を再開する こ と が勧脅 さ れた。 まず始めに、 岡林産企業は、 衛生管理
を 目 的 と した森林立木の伐採を開始した。 こ の作業の請負 は、 森林の環境を改善す る だけでな く 、 一
定の収入 も も た ら している。
放射能汚染環境に於 け る 有効な森林管理は、 立法 レベルで解決 さ れていない幾つかの間題 に よ っ て 、
かな り 阻害 さ れている。 『チェルノ プイ リ 核災害に よ る被災領域の状態に関する』 法律は、 137Cs に よ る
土壌汚染濃度が 555 kBq/m2 を超え る森林に於 け る 、 森林管理を完全に禁止 した。 こ の こ と は、 特に放
射能汚染地域に於いて 、 死活的に重要な施策 （例 えば、 間伐や衛生管理 目 的での伐採） と 経済上必要
な施策 （道路や橋の再建設、 消火用溜め池の管理、 防災区画聞 の乗 り 物の整備、 高電圧線下に於け る
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2. 3. 放射能汚染領域 に 於 け る 主要な課題 と 農業の将来展望
チェルノ プイ リ 原発事故に よ り 被災 した領域の復興 と 回復に関する 問題を解決す る 為 に、 今後数年
間に亘っ て 、 「チェルノ プイ リ 事故に よ る 汚染領域に於け る 企業的農業の発展及び包括的復興の為の国
家長期計画」 が実施 さ れな ければな ら な い。 「汚染領域に於 け る 農業生産及び包括的復興の為の 1998
～ 2010 年度基本方針」 ［94］ に よれば、 上記計画は、 放射能汚染問題の優先的課題を確実に解決 し な け
ればな ら ない。 特に、 危険に晒 さ れて い る集落に於 け る 放射線環境の包括的改善、 国家基準 を超えた
レベルの放射性核種が検 出 さ れ る農産物の販売停止、 安全性が保証 さ れた質の高い農作物を提供する
形での子供の保護、 を最優先 と する べ き で あ る。 ま た 、 地方の経済発展 と 住民の社会保障 も 行われけ
ればな ら ない。
国連総会決議 （2007 年 11 月 12 日 No.62） は、 チェルノ プイ リ 原発事故か ら 20 年後 の 2006 年から
2016 年 ま で を 「被災地方に於 け る復興と 安定的発展の為の 10 年であ り 、 可能であれば こ の 10 年で被
災住民が正常な生活を取 り 戻せる よ う に、 成果に焦点が当て られなければな ら ない」 と 宣言 している。
現在、 PL・2006 の物理的安全基準を満た していない農産物の総価格は、 2 億 UAH に達 し 、 こ の問題
の解決に割 り 当 て られた対策経費の数十倍になる。
牛乳 の放射性核種汚染を PL・2006 基準以下に抑 え る に は、 ま ず、 フ エ ロ セ ン の 為 に年間約 1 千万
UAH を要する。 更に、 対策は、 汚染領域全域に分散する 形ではな く 、 最 も 汚染が深刻な村々 に集中 さ
せ な ければな ら ない。 忘れて はいけないのは、 フ ェ ロ セ ンは継続的な使用が必要で、 使用 の 中断は牛
乳の汚染 レベルを下げる効果を劇的に低下 させる。 国家予算での調達の難 し さ （入札期間 の延長、 不
規則な資金調達、 国外供給の困難、 等） を考慮す る と 、 ウ ク ラ イ ナでの フ エ ロ セ ンの実際の効果は予
想を下回る 可能性が あ る 。 従 っ て 、 リ ワネ州 に あ る 泥炭土壌では、 牧草地改善の為の非常に効果的な
長期対策 も執られるべきである。
チェルノ プイ リ 核災害の影響を克服する為の、 2012 ～ 2016 年度の、 更 に は 2020 年ま での、 新た な
国家計画を採択 し 、 汚染地域の復興に 関 わ る 問題に取 り 組む必要が あ る。 そ の よ う な計画は、 汚染地
域に於ける 住民の放射線防護対策 に係 る 資金を、 現実的に確保すべ き で あ る。 古いも のに代わ る 新 し
い国家計画 10 が 、 法律 （ ウ ク ラ イ ナ ； 2006 年 3 月 14 日 ， No.3522・ IV） に よ っ て承認 さ れた。 し か し、
こ の 国家計画に於 け る 措置 と 課題選択の過程で、 農業及び林業部門での放射線モニタ リ ン グ と 対策実
施の為の予算は、 ゼ ロ と 査定 さ れた。 新 しい困家計画は、 事故後 25 年間に宜っ て信頼すべき研究機関
に よ っ て推進 さ れ て き た一連の措置 をそ の 中 に取 り 込み、 核災害管理及び汚染地域の復興に焦点を当
て 、 以下の放射能汚染問題を速やかに解決すべ き で あ る ：
一 地方の経済発展 ；
一 住民の社会的生活条件の改善 ；





放射能汚染領域に於け る農業発展の為には、 以下の一連の主要課題が解決 されなければな ら ない。
セ シ ウ ム 137 (137Cs） の基準値を超える 牛乳及びその他の農産物の消費を継続 している集落に対する
施策を優先する。 25 年聞にE り 政府は、 汚染 さ れていない牛乳を子供へ供給する と い う 問題の解決に
10 チェルノ プイ リ 核災害の影響を克服する為の 2006 ～ 2010 年度国家計画。
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取 り 組んでき た。 こ の 問題解決の為に掛かる 予算は数千万 UHA で しかないのに対 し、 チェルノ プイ リ
政策の全予算は 35 億 UHA であ る 。
長期に亘 る フ エ ロ セ ンの消費が ポ リ ー シ ャ 地帯に特有な微量栄養素不足を悪化 させている と い う 現
状を鑑み る に、 家畜 と 人間 の食料は、 添加物 と 微量栄養素を含む化成肥料の使用 を通 して、 バ ラ ンス
を取 ら な ければな ら ない。
乳製品 ・ 肉製品 ・ 穀物製品に含ま れる 137Cs の値が基準の 80% を越え る 場所では、 科学的に根拠のあ
る 需要計算 を実施 し、 地方 レベルでの対策を実施 しな ければな ら ない。 その後、 穀物栽培に関する対
策 の効果が考慮 さ れ る べ き であ る。 何故な ら 、 数年にEっ て効果が示 さ れる こ と に よ っ て、 土地改良
が可能にな り 、 穀物生産が増加する か ら であ る 。
小 さ な 目 標 を掲げた計画を作 り 、 そ の進捗状況を徹底的に監督 し な く て は な ら ない。 こ れを達成す
る為に、 緊急且つ必須な項 目 の リ ス ト をっ く り 、 確認するべきである。
投資資金の深刻 な不足の下で可能な限 り 能率化 し範囲 を 限定する為に、 科学技術的専門審査計画の
手続を早急に策定 しなければな ら ない。
次の期間 に於け る 、 農業及び林業部門での活動の為の科学研究支援計画を策定し、 実施資金を確保
しな ければな ら ない。
最 も危険に晒 さ れて い る 地方に主要な焦点を 当 て な が ら 、 生産物の品質に関する放射線モニ タ リ ン
グシステムを 、 科学者遣 と 共に見直 さ な ければな ら ない。 専門 の放射線専門家を育成 し、 放射能汚染
区域全域に於 け る 獣医局及び農地経営放射線部局の作業効率を維持 して行 く 為に、 必要な手順を踏ま
な ければな ら ない。
事故以降の全期 間 に亘っ て様々 な官庁から集め られた、 様々 な生産部 門 に於 け る 放射能状況に関す
る データベース の集中管理を促進 しな ければな ら ない。
利用 を禁 じ ら れた場所の土地台帳を見直す為に、 放射能汚染領域の為の社会経済発展国家計画を策
定 し 、 実施 しな ければな ら ない。 当 該地方に課 さ れた全て の 開発 ・ 建設に関する制限は、 投資を促進
する為に、 特別指定領域を除いて、 撤廃すべき であろ う 。
計画実施の管理責任を拡大 し、 達成結果 目 標を設定すべ き で あ る 。
農業政策省及び ワ ク ラ イ ナ農業科学ア カ デ ミ ー と 共同 して、 人々 を代表す る議員団 が起草 し、 ウ ク
ラ イ ナ最高議会の第一読会を通過 した も のの、 ユシチ ェ ン コ 大統領の拒否権に よ っ て否決 さ れた、 「放
射能汚染領域の為の社会経済発展計画」 を再審議すべ き で あ る 。
汚染領域の環境修復の現状を鑑み る に、 対策を遵守 して穀物の集中栽培 と 家畜飼育を行 う 事に よ っ
て、 農産物の汚染 レベルを低下 さ せ ら れ る だ ろ う 。 従 っ て 、 チェルノ プイ り 原発事故に よ る 汚染領域
を復興 さ せ る 為の 主要な道筋は、 地方の社会経済的発展で あ る 。 そ して、 農業経営の基本は、 集中的
な開発 と 収益性の 向上で あ る 。
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3.  
チェルノブイリ核災害 に よ る 放射能汚染 と 健康影響
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3. 1 放射線被曝線量
1986 年 4 月 26 日 に始まっ たチェルノ プイ リ か ら の放射性物質の放出は、 10 日 か ら 15 日 間続いた と
推定される。 事故の初期 には、 短寿命放射性核種 （ニオプ ・ ジル コ ニ ウ ム ・ ヨ ウ素な どの放射性同位
体） が放射線量に一定の影響を与えた。 事故か ら 時聞 が経つにつれて放射線量を決め る 役割を増 して
いっ たのが、 セ シ ウ ム 同位体 (137Cs, 134Cs） 、 更に程度が下がっ て ス ト ロ ンチ ウ ム 同位体 (9°Sr） であった。
超 ワ ラ ン元素 (238, 239，， 抑』＇Pu 241Am） も 放射性の放出物中に存在 し た も のの、 そ られが固着 した不活性
な担体の物理 ・ 化学的性質に よ っ て、 超 ウ ラ ン元素の放射線量への影響は小 さ く な っ た。
事故に よ る放射性物質放出の最中 に気象条件が刻 々 と 変化 した結果、 ウ ク ラ イ ナに於 け る 放射性降
下物は、 著 し く 不均質な も の と な っ た。 降下 した 137Cs に よ る 汚染密度は、 数～数百 四q/m2 に亘った0
90Sr に よ る汚染密度は、 その約 1/10 である。 居住地域の 239Pu 汚染密度は、 0.004 ～ 0.9 kBq/m2 で あ っ た （ ウ
ク ラ イ ナ に於け る グ ロ ーバルフォールア ウ ト に よ る m，加h の平均汚染密度は、 0.037 回q/m2 ） 。
チ ェル ノ プイ リ 事故に被災 した地域では、 実質的に全ての住民が何 ら かの放射線影響を受けた も の
の、 事故に よ る被曝を最も被った、 次の囚つの重要な集団が強調 さ れ る ：
1） 原子力発電所敷地内 ま た はチ ェ ル ノ プイ リ 30 km 圏 内での作業に直接従事 した、 「 リ ク ピダー
ト ル」 と して知 られる 、 チェルノ プイ リ 原発事故の事故処理作業従事者 ；
2） プ リ ピャチ市 ・ チェルノ ブイ リ 市 ・ 原発 30 km 圏 内 に あ っ た集落か ら の避難者 ；
3) 1986 年 5 月 か ら 6 月 の聞に、 食事または呼吸を通 じて吸収 した放射性 ヨ ウ 素に よ っ て 、 甲状腺
の内部被曝を蒙っ た （事故当時の） 子供 と 青少年 ；
4） 汚染領域に居住する農村住民。
汚染地域の住民では、 四番目 の集団が最大であ り 、 その数は ウ ク ラ イ ナ全土で数百万に達する。
汚染地域住民の被曝線量は、 二つの主要な経路に よ り 形成 さ れた ：
1） 土壌に降下 した複数の γ 線放出核種に 由来する γ 線に よ る 全身の外部被曝 ；
2） 放射能汚染地域で生産 （栽培） さ れた汚染食品の摂取を通 じた、 放射性 ヨ ウ素 に よ る 甲状腺内
部被曝 (1986 年） 、 及び放射性セ シ ウ ム （加 えて、 程度は下 が る が他の放射性核種） に よ る 全
身の 内部被曝。
3. 1 .  1 事故処理作業従事者の被曝線量 ； 線量の遡及的推測
チェノレノ プイ リ 原発事故の事故処理作業従事者 （ 「 リ ク ピダー ト ル」 と して知 られる） は、 同事故に
よ っ て影響を受けた最大の、 且つおそ ら く 最も被曝した コホー ト E を構成する。 医学的 ・ 社会的な観点、
か ら 、 ま た事故被曝の影響を調査す る に あ た っ て、 こ の集団は重要である。 それに も拘わ らず、 事故
処理作業従事者の被曝状況に関する全体像は、 長い間 よ く 分かっ て い なかっ た。 チェルノ プイ リ 事故
被曝者に関する ウ ク ラ イ ナ国家登録簿 （SRU) 2 に登録 された 1986 ～ 1990 年の事故処理作業従事者の内、
約半分 しか個人の被曝線量記録を有 してい なかっ た。 入手可能な被曝線量デー タ の質 と 事故処理作業
中の放射線防護の成否は、 不明なま ま であ っ た。
「放射線量デー タ の ほぼ全面的な改箪及び総量限度の大規模な超過が あ っ た」 と い う 見解が、 従来の
定説であった。 放射線感受性が最 も高い器官の一つであ る 、 水晶体の被曝線量 一 特にチェルノ プイ リ
事故に よ る様々 な放射性核種か ら の H 線に よ る被曝線量 ー についての状況 も 、 よ く 分かつ ていなかっ
た。 そ の為、 事故処理作業従事者の実際の被曝線量の明確化 と 、 事故処理作業中の被曝線量モニ タ リ
1 共通の因子を持った個人の集合。
2 SRU の三つの機能の う ち の一つ、 「被曝登録」 には、 被曝量の測定値 と推定値が記録されている。
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ン グの事後評価を 目 標に、 広範な活動が計画 さ れた。 過去 10 年間 に亘っ て、 それ ら は概ね実施 さ れて
き た。
事故処理作業従事者の被曝線量評価 と い う 複雑な問題の中で、 特別な位置 を 占 めたのは、 チェルノ
プイ リ 事故後の疫学研究に対 して線量推計に よ る 支援が必要な こ と で あ っ た。 こ れ ら の疫学研究は、
対象個人の線量データ を必要 と する ので、 線量推計の問題を解決する には、 統合的な取組を実施する
必要が あ っ た。 個人の遡及的線量測定に は、 近年開発 さ れ、 事故処理作業従事者の個人線量を成功裏
に再現す る の に用 い られた、 不確実性解析 に よ る 現実 的 な 被曝線量再現法 （RADR田） が主に用 い
られた。 RADRUE は、 ロ シア （生物物理学研究所） ・ ウ ク ラ イ ナ （放射線医学研究セ ン タ 一、 チェルノ
プイ リ 原発） ・ 米国 （国立がん研究所） ・ フ ラ ンス （国際がん研究機関） が共同で開発 した、 解析的計
算手法であ る。
事故処理作業従事者に対す る 質問調査 ・ 専門家チーム に よ る そ の回答の信頼性解析 ・ 事故処理作業
の現場に於 け る被曝状況の包括的なデー タ ベー ス の利用に基づ く 、 こ の手法の重要な特徴は、 （同僚や
親族への質問調査を通 じての解析 と な る ） 故人を含めた、 あ ら ゆ る 事故処理作業従事者に適用 で き る
こ と であ る。
事故処理作業従事者に対す る ウ ク ラ イ ナ ・ 米国合同 白 血病調査に於いて、 RADRUE は、 調査対象者
（症例群 と 対照群） の全身 と 骨髄の個人被曝操量を再現する為に、 広 く 用 い られた。 RADRUE を用いて、
1010 名 の事故処理作業従事者の個人線量が再現 さ れた。 こ の 中には、 （同僚や本人の親族への質問 を通
じて解析がな さ れた） 79 名 の故人が含ま れる。
1986 ～ 1990 年の事故処理作業従事者 と して の公的地位を持ち、 SRU に登録 さ れた事故処理作業従
事者を含む コ ホ ー ト の調査に よ る と 、 被曝線量の範囲は 0 か ら 約 3.2 Gy3 （ー 3.2 Sv） で、 そ の算術平均
（期待値） は 90 mGy （主 90 mSv） 、 幾何平均は 12 mGy （今 12 mSv） であった。 これほ ど広い被曝線量
の幅は、 事故直後の数 日 間 に多量の被曝を した人々 ・ 民生部門従業員 ・ 出張で 30 km 圏内 を訪れた人々
か ら構成 さ れた、 事故処理作業従事者の コ ホー ト の極端な不均質 さ を示唆する。
事故処理作業従事者の 中での、 特定の職業カ テ ゴ リ ー に 於 け る 被曝線量は様々 で あ る （表 3.1）。 内
務省職員 は被曝レベルに実質的 に影響する機会が殆 どなかったが、 原子力の専門家 （原発職員 と 石棺
建設作業従事者） は比較的高い線量を被っ ている。 こ の最後の集団 （原子力の専門家） は、所調 「決死隊」
ー 即 ち 、 放射線防護や放射線管理の効果的な仕組がまだ整っ ていなかった、 事故初期 に被曝 したチェ
ルノ プイ リ 原子力発電所の職員 ー を含む こ と は指摘 されるべきである。
表 3.1 RADRUE による職業カテゴリー毎の個人被曝線量の再現結果
（国立 ウ ク ラ イ ナ医学ア カ デ ミ ー放射線医学研究セ ンタ ーのデータ）
カテゴリー 人数
軍 （合計） 218 
軍 （1986年） 99 
軍 （1987年） 52 
軍 (1988 年） 44 
軍 (1989年） 20 
軍 (1990 年） 3 
原子力の専門家 35 
内務省職員 27 
公務に よ る 立入 340 
運転手 213 
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明 ら かに、 放射線防護や被曝管理の有効な仕組が適用 さ れなかっ た事故処理作業従事者が、 最大の
被曝線量を受 けた。 彼等は、 第一に決死隊 (1986 年の 4 月 と 5 月 に事故処理作業に従事 した人々 ） で
あ り 、 次いで、 概ね放射線モ ニ タ リ ング部局の注意 を 引 かない個別の作業 を実施 していた、 特定のカ
テ ゴ リ ーの労働者遣であ っ た。 軍所属の事故処理作業従事者が受けた被曝線量の経年変化 （表 3.1） は、
30 km 圏 内の放射線の状況の進展 と 1987 ～ 1988 年に掛けての線量限度の段階的な引 き 下げを、 適切に
反映 している。 軍所属 の事故処理作業従事者の線量は、 公式に登録 さ れ、 社会的に認識 さ れて い る 値
よ り も 著 し く 低かっ た こ と は、 明記 してお く べき だ ろ う 。 こ の結果は、 他の独立 した公式線量記録の
分析や、 事故処理作業中 の兵士達に対する 線量モニ タ リ ン グの特徴に関する 定性的な考察 と も 一致す
る。
事故処理作業従事者に対する ワ ク ラ イ ナ ・ 米国合同 白 血病調査の コ ホ ー ト は、 実に代表的な も ので
あ る こ と は明 記 さ れ る べ き で あ る 。 何故な ら 、 線量 レベル ・ 作業の種類 ・ 職能分野の分布 （表 3.2） の
データ が大変有益な も のであ り 、 ウ ク ラ イ ナの事故処理作業従事者の全体像を特徴付 け る こ と が可能
だか ら であ る 。
表 3.2 ウクライナ ・ 米国合同白血病調査の対象である事故処理作業従事者の構成
全体 キエフ市とキエフ州 その他の地方 ウ ク ラ イ ナ人
カテゴリー 作業期間の 作業期間の 作業期間の 従事者全員 に数（%） 中央値 （最 数（%） 中央値 （最 数（%） 中央値 （最 つ い て の推定
小．最大） 小．最大） 小．最大） 値
事故の 目 撃者 3 7 2 6 7 < 1  (0.5) (l, 11) (0.7) (l, 11) (0.4) (1, 7) 
直接の被曝者 2 2 2 2 。 く 1(0.3) (1, 2) (0.7) (1, 2) (0.0) （－， ）ー
決死隊員 66 7 50 7 16 7 ～ 10 (11.5) (1, 185) (17.1) (1, 185) (5.7) (3, 16) 
チェルノ プイ リ 9 317 8 379 225 ～ 1  原発職員 (1.6) (36, 1420) (2.7) (36, 1420) (0.4) (225, 225) 
同原発への一時 1 31  1 3 1  。 < 1 的派遣職員 (0.2) (31 ,  31) (0.3) 。1, 31) (0.0) （－， ）ー
605 建 設 局 4 職 5 31  24 4 46 
員 (0.9) (19, 63) (0.3) (24, 24) (1.4) (19, 63) 
ク ルチャ ト フ原 2 157 。 ー 2 157 く 1子力研究所職員 (0.3) (138. 175) (0.0) （・， ）ー (0.7) (138. 175) 
軍所属の事故処 220 67 33 65 187 69 48 理作業従事者 (38.5) (6, 833) (11.3) (7, 366) (66.8) (6, 833) 
30 km 圏 内 に派
遣 さ れた民間の 181 19 121 18  60 21 28 事故処理作業従 (31.6) (1, 1710) (41 .4) (1, 1710) 。1.5) (2, 103) 
事者
産業連合体 「 コ 4 458 4 458 。 ーン ピ ナ ー ト J s (0.7) (164, 1450) (1.4) (164, 1450) (0.0) （－， －） < 1 職員
複数該当者 79 250 70 258 9 111 10 (13.8) (4, 1710) (24.0) (4, 1710) (3.2) (9, 1710) 
合計 572 292 280 
こ れ と は別の科学的且つ実務上の問題 と して、 H 線に よ る 個 々 の被曝評価を含む、 事故処理作業従
事者の水晶体の被曝量を決定す る こ と が あ る 。 こ の 問題の本質は、 距離が離れていて も 相 当 の被曝を
生 じ さ せ る B 照射 を 起 こ す強力 な B 線放出核種 (1判Ce伊E、 防Ru/Rh, 90Sr/Y） が、 チェルノ プイ リ の放
4 605 建設局 （CA-605） は、 ソ連中型機械工業省内の石棺建設を担当する部局。
5 産業連合体 （IA） 「 コ ン ピナー ト 」 は、 原発敷地内や 30 km 圏内の除染等を行 う 民間組織。
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射性核種構成の中には十分に含まれていた一方で、 （兵粘土及び方法論的基盤が不足していた為に） 事
故処理作業中に、 8娘による被曝線量が管理されなていかったこ とにある。 特定の状況下では、 事故
処理作業従事者の水晶体のβ線被爆線量は、 γ線被場線量の適切な値の桁を超えていたかも しれない。
チェルノブイ リ に於けるウクライナ ・ 米国合同眼球調査 （UACOS） は、 8607名の被験者の水晶体に
対する 8線被曝の個人線量推計を行う 、 大規模調査である。 放射線医学研究センター （RCRM） の専門
家遣は、 ウクライナ医学アカデミー （AMS） 労働衛生研究所 （UACOS事業の主な受託者） と共同して、
この調査を実施した。 同調査で開発された線量モデルでは、 事故からの経過時間 （その結果と しての
チェルノプイ リ の放射性核種構成の変化｝ や （事故処理作業従事者への質問調査から推定された） 被
曝の特異性 一 即ち、 作業の性質、 働く 場所の特徴、 自の保護具の使用などー が考慮された。 被曝量
を適切に評価する為に、 ｛水品体の解剖学的部位、 特性の異なる水平 ・ 垂直面からの被曝などを考慮し
たファン トム） モデル、並びにそンテカノレロ法によって 9線による遠隔被曝を計算する手法が使われた。
最終目標は水晶体の全被曝線量を評価する ことであったが、 γ線と 8線による線量の相関も重要で
ある （図 3.1)。 調査対象の約 32%に於いて、 9緯による線量が、 対応するγ線による線量よ り高かっ
た ｛つま り 、 水品体の合計の被曝線量が、 γ線のみによる被曝線量を評価した値の2倍以上であった）。











。 0.5 1 .5 2 2.5 3 3.5 
水品体の8線 ・ γ線被曝線量 （ �線／γ線） の比率
図 3.1 チェルノブイリに於けるウクライナ ・ 米国合同眼球調査 （UACOS） の対象となった 8607 名のF線
と y 線の被噂線量比の分布
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調査対象 と な っ た事故処理作業従事者の中 の特定集団に於け る 、 水品体の全被曝線量 （ 日 線に よ る
も の と γ 線 に よ る も のの和） の統計量は、 表 3.3 に示 さ れている。 こ の表は、 所謂 「決死隊」 ー 即 ち 、
チェルノ プイ リ 原発職員 と 、 事故直後の数 日 か ら数週 間 に亘っ て事故処理作業に従事 した人々 ー の被
曝量が最大であっ た こ と を示 している。 被曝の特徴 （'Y 線 と 8 線に よ る被曝、 図 3.1） と コ ホー ト (1986
～ 1987 年に事故処理作業に従事 した者） の特性 と い う 点に於いて、 調査対象中の最大集団で あ る 軍所
属の事故処理作業従事者の線量は、 RADRUE に よ る被曝線量の再現結果 （表 3.1) と よ く 一致する。
表 3.3 チェルノブイリに於けるウクライナ ・ 米国合同眼球調査 （UACOS） の対象となった事故処理作業
従事者の各集団に於ける水品体被曝線量の特徴
事故処理作業従事者内の集団 ／ 線量測定法 被験者数 水晶体の線量分布統計量 （β線＋ y 線）mGy ： 中央値 （5%, 95% パーセンタイル）
石棺建設作業従事者 ／ 熱／レ ミ ネ ッ セ ンス 線 410 16 : (2, 235) 量計 （TLD） に よ る個人線量モニ タ リ ン グ
様々 な集団 か ら の サ ンプノレ ／ 歯のエナ メ ノレ 104 94 : (19, 426) 質を用いた EPR 線量測定
決死隊 ／ 解析的線量評価 （ADR) 712 502 : (142, 1143) 
30 凶 圏 内に派遣 さ れた者 ／ADR 126 16 : (1, 242) 
軍所属 の事故処理作業従事者 ／ 公式線量記 7255 121 : (30, 287) 録 （ODR） 、 集団線量 と 集団計算法
合計 8607 123 : (15, 480) 
同調査のも う 一つの独 自 の特徴は、 単一の較正基準 （ 「至適診断基準 （gold standard） 」 ） に対 して比較
的一様に な る 、 線量測定の多様な手法が共有 さ れた こ と であ る 。 その為、 個 々 人 の γ 線の線量を評価
する為に、 高品質の個人線量モニ タ リ ン グデータ （これは 605 建設局 （CA・605） 職員か ら ） 、 解析的線
量推定 （ADR） の結果、 軍所属の事故処理作業従事者の公式線量記録 （ODR） が使われた。
独立 した情報源から の線量推計が、 遡及的線量測定の為の最 も 正確且つ正当な手法で あ る 、 歯のエ
ナメ ル質の電子常磁性共鳴 （EPR） 線量測定結果を用いて較宣 さ れた。 これによ り 、 初期の線量評価に
対 して 、 補正や修正が も た ら さ れた。 その結果、 軍所属の事故処理作業従事者の ODR は、 実際の被曝
レベルを約 2 倍に過大評価 していた こ と が明 ら かに な っ た。
初期の ODR を修正 し、 線量の不確実性を考慮する こ と は、 以下の統計量の対数正規分布の調整値 一
幾何平均 0.5、 幾何標準偏差 2.2 ー を用いて初期の ODR に乗 じ る こ と であ る 。 こ の修E分布の選択は、
登録線量の系統的 な シ フ ト と 共に、 軍所属の事故処理作業従事者の被曝線量モ ニ タ リ ン グデー タ の相
当 な 不確実性を反映する。 事故処理作業従事者の水晶体の個人線量に関す る類例のないデー タ に よ っ
て 、 こ の調査は成功でき た。 また、 電離放射線の影響下に於 け る 、 白 内障の リ ス ク 分析 も 可能になった。
品目心の注意を払っ て 、 既に存在する 事故処理作業従事者の被曝線量記録の質 と 信頼性が評価 さ れた。
こ の取組は、 以下の項 目 について行われた ：
一 既存の個人線量データ ベース と 対応する、 論文アーカイ プの収集と 統合。
一 事故処理作業従事者の様々 な集団に於け る 、 放射線防護 と 放射線管理の実態の調査。 これには、
制度や規制の観点が含まれる。
一 統計的な手法に よ る 、 登録さ れた線量測定値の精度の調査
- EPR 線量測定の結果 と 公式記録を比較する こ と に よ る 、 SRU データ に於ける線量測定の不確実
性に関する遡及的評価。
国立がん研究所 （米国） の資金援助に よ り 、 入手可能な被曝線量測定情報の収集が進み、 事故処理
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作業中の放射線管理に関する全て の電子データ ベース が得 られた。 残念な が ら 、 生物物理学研究所 （モ
ス ク ワ ） か ら 来たロ シアの 同僚遣の努力 に よ り 集め られた 同種の情報は、 SRU データ と 線量デー タ ベ
ース と を 関連付け る為の信頼性のあ る識別子を欠いていたので、 実際には使えなかった。
ウ ク ラ イ ナ国防省 （MOD） の被曝線量デー タ の アーカイ プを電子デー タ に移 し替え ら れた こ と は、
特筆すべき成果であ っ た。 こ の成果は、 軍事公文書館 ・ 軍事医学アカ デ ミ ー ・ 放射線医学研究セ ン タ
ーの専門家に よ る も ので、 4 万 5000 名 以上の ウ ク ラ イ ナ兵士 （正規兵 と 予備役） の記録を含むデータ
ベース で あ る 。 こ のデー タ ベー ス に は、 事故処理作業への従事期間、 所属部隊番号 と 作業中に受けた
の個人被曝線量が含まれる。 こ の 国防省のデー タ ベース と ワ ク ラ イ ナ国家登録簿 （SRU） に登録 さ れ
ている ODR と の比較は、 非常に有益であ る こ と が 示 さ れた。 SRU に登録されている 軍所属の事故処理
作業従事者の被曝線量は、 軍事公文書館が有するデー タ と 事実上符合す る こ と が 明 ら かに な っ た。 更
に、 SRU と 軍事公文書館のデータ セ ッ ト 聞の重複度は と て も 高 く 、 軍事公文書館が有す る 殆 ど全ての
記録が SRU に反映 さ れている。 こ の結論は、 対象者の 90% の被曝線量が登録されている SRU デー タ が 、
軍所属の事故処理作業従事者の被曝線量の情報源 と して、 重要であ る こ と を確認する も のである。
仏独共同イ ニ シアチプ 「チェルノ プイ リ 」 の枠組に於いて 、 事故処理作業中の放射線防護 と 放射線
管理の規則 と 実践について の調査が行われ、 事故処理作業従事者の線量デー タ の質 ・ 信頼性 ・ 完全性
の よ り 良い評価が可能 と な っ た。 集団に対する放射線管理の質 と 捕捉 レベルの観点か ら 、 5 つの期聞が
選び出 さ れた （表 3.4） 。
表 3.4 事故処理作業従事者に対する被曝線量管理の期間区分
期間 時間間隔 内容
事故前 1978 年 76 年制定の放射線基準に従っ て 、 チェルノ プイ リ 原発の線量測定～ 1986 年 4 月 26 日 部局が通常通 り 機能 した。
初期 1986 年 4 月 26 日 チェル ノ プイ リ 原発の線量測定部局が機能せず、 軍が戦時に用 い～ 1986 年 5 月 10 日 頃 る線量管理手法が適用 さ れた。
1986 年 5 月 10 日 頃 併存 していたチェルノ プイ リ 原発 と 軍の線量測定部局が、 単一の暫定期 ～ 1986 年 6 月 1 日 被曝線量限度 （250 mGy ； 今 250 mSv） を適用 し た。 CA・605 は、独 自 の線量測定部局を組織した。
主要期 1986 年 6 月 ～ 10 月 チ ェ ル ノ プイ リ 原発 ・ CA-605 ・ MOD が、 夫々 異なる 方法で線量測定を行っ た。
チ ェ ル ノ プイ リ 原発 ・ CA-605 ・ IA 「 コ ン ピナー ト 」 ・ MOD が並
通常期 1986 年 11 月 以降 行 して線量測定を実施。 通常の線量測定に徐々 に移行する と 共に、
線量隈度を引 き 下げる （1987 ～ 1988 年） 。
仮に、 事故前の時点で、 線量測定及び放射線安全部局が十分に機能 していたと し よ う 。 そ の場合で も 、
突然の事故に よ り 、 従前の線量測定では、 作業者の個人線量の効果的な測定 と 、 緊急事態 に於いて必
要な レベルの職員の放射線防護の提供が、 全 く で き な かっ た こ と が 明 ら かに な っ ただろ う 。 事故に よ
る 混乱はす ぐ に収ま り 、 1986 年 5 月 の 中旬には、 緊急事態対応従事者 を支援す る 為の線量測定システ
ム が徐々 に形作 られた。 そ して 、 6 月 初旬 （事故か ら約 1 カ 月 後） には、 こ の核災害を克服する為の活
動を担 う 主力部隊に対す る 、 効果的な放射線防護 と 放射線管理の為の基盤が整備 さ れた。
線量測定データ （線量モニ タ リ ン グ） の質は、 事故処理作業従事者の放射線防護 と 線量管理を、 ど
の機関が実施 した かに基本的に依存する こ と が分かつ た。 （1986 ～ 1990 年の） 30 km 圏 内での事故処
理作業期間中には、 四つの大き な独立 した線量測定部局 （表 3.5 参照） と 、 幾つかの小規模な独立 した
線量測定実施機関 （ ソ 連科学ア カ デ ミ ー、 ソ連医学アカ デ ミ ー、 原子力研究所統合派遣隊な ど） が活
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動 して いた。 こ れ ら の機関が事故後に活動 を 開始 した時期は様々 で、 多様な集団 を担当 し、 事故処理
作業従事者の個人線量を評価す る 方法 も非常に異な っ て いた。 その為、 線量デー タ の完全性 ・ 質 ・ 信
頼性 も 、 著 し く 異なっ ていた （表 3.5）。
表 3.5 事故処理作業従事者の線量管理を実施した主要な線量測定部局
部局 管理裾関 活動期間 担当 した事故処理作業 データの質従事者の範囲
チ ェ ル ノ ブイ リ 原発 ソ連エネノレギー ・ 電 1986 年 5 月 原発職員及び原発にー 十 分 ～ 高 （ 事1 放射線モ ニ タ リ ン グ 化省、 ソ 連原子力省 ～現在 時的に派遣 された人員 故 後 の 期 間 に部局 (1986 年 7 月 ～ ） よ る ）
2 国防省の担当部局 ソ連国防省 1986 年 5 月 軍所属の事故処理作業 低～ 1990 年末 従事者
3 CA-605 放 射 線 管 理 ソ連中型機械工業者 1986 年 6 月 石棺建設作業に従事 し 高部門 ～ 1987 年 た民間人及び軍人
IA 「 コ ン ビ ナ ー ト 」 1986 年 11 月 チェルノ プイ リ 原発の4 放射線管理事務所及 ソ連原子力省 ～現在 建物敷地外且つ 30 km 十分び後継組織 圏内で働いた民間人
石棺建設の為に特別 に設置 さ れた組織で あ る 、 ソ連中型機械工業省 （MMMB） の CA-605 の職員 に
よ る線量管理は、 最 も組織 さ れていた。 主 に ロ シア に本拠地が あ る MMMB か ら の 出張者か ら成 る 、 2
万名 以上の石棺建設作業従事者を 100%捕捉 して 、 熱ノレ ミ ネ ッ セ ンス線量計 （TLD） を用 いた質の高い
個人線量管理を行 う と い う 、 実に規範的な仕事振 り であ っ た。
チ ェル ノ プイ リ 原発放射線安全部局が実施 した放射線被曝管理は、 事故後最初の 1 週 間 （高い線
量 を測定す る には、 通常の線量測定手法では不適切であ る こ と が 明 ら か に な っ た期間） での失敗 と 、
1986 年の 6 ～ 7 月 に な っ て か ら漸 く 完了 した、 高品質の線量モニタ リ ングの段階的な回復 に よ っ て特
徴付け ら れる。 こ の よ う な 岡原発が行っ た通常の線量管理の失敗 に よ る負 の影響は、 決死隊の被曝線
量 一 おそ ら く 事故処理作業従事者の中で最 も 高い被曝線量 ー が不 明 で在 り 続け てい る こ と であ る。
結果 と して、 同原発職員の線量デー タ の完全性は （全事故処理作業期間 中 の従事者の個人線量データ
の捕捉に 関 して） 不十分であ り 、 個人線量を再現する必要性を決定付けた。 1986 ～ 1996 年に亘っ て 、
合計 1600 名 の 同原発職員及び一時的に派遣 された作業者の個人線量が、 ADR 計算法に よ っ て評価 さ れ
た。 1986 年 7 月 か ら は、 同原発に於ける個人線量のモニ タ リ ング と 記録が適切に実施 さ れる よ う に な り 、
その線量測定情報は高い質 と 完全性に よ っ て特徴付 け ら れた。
30 km 圏内で働 く 民間人 （常勤及び一時雇用 ） の線量管理は、 組織上の問題の為、 1986 年か ら 1987
年のあ る 時期ま で実質的に実施 さ れていなかったが、 IA 「 コ ン ピナー ト 」 ／ 科学生産連合体 （阻A） 「プ
リ ピャ チ」 ‘ の放射線量管理事務所 に よ っ て、 徐々 に引 き継がれて い っ た。 その為、 こ の集団の、 特に
1986 ～ 1987 年の、 線量情報は完全性を欠 き 、 その質は常に高い訳ではない。
事故処理作業従事者の中 での最大集団は、 軍所属 の事故処理作業従事者 （職業軍人、 現役兵、 予備
役から 軍に召集 さ れた 多 く の人員） で あ っ た。 SRU の ODR の約 95% が軍所属の事故処理作業従事者
の も のであ る為、 こ の カ テ ゴ り ーは と て も重要である （図 3.2）。
6 科学生産連合体 （RIA） 「プ リ ピャチ」 は、 IA 「 コ ン ビナー ト 」 の後継団体。
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‘、、t目、、、111、軍予備役 ： 88.60%1
図 3.2 ウクライナ画家登録簿 俗RU） に含まれる事故処理作業従事者の所属の内訳 〈調査によ る｝
このよ うな軍所属の事故処理作業従事者のODRの状況は、 線量管理と SRU に提供された線量測定
情報によって、 この集団の捕捉率が 100% になった結果である。 SRUへの情報提供は、 〈軍人の場合、
軍票の補足書類である） 線量証明によってなされた。 これは、 軍では全員に交付されたが、 民間の事
故処理作業従事者には殆ど交付されなかった。 しかし、 軍所属者に関する線量の模範的な捕提率の一
方で、 乱暴で不宣確な線量測定法が理由で、 その線量測定は、 個人被曝線量の最も低い測定精度によ
って、異なったものになった。 軍所属者には、部隊単位 〈部隊で一つの） 且つ部隊と して計算された （線
量測定の状況や予定された作業から算出される、 部隊員全員に適用される） 線量が、 一般に使われた。
軍所属の事故処理作業従事者の線量評価の精度とバイアスの遡及的評価の過程で、 上記の方法で評
価された平均線量は、 実際の被曝線量の 2倍以上であったこ とが判明した。 更に、 幾何標準偏差 （不
確実性｝ は非常に大き く 、 約 2.2 であった。 軍所属者の個人線量の異常分布 （図 3.3） は、 軍によって
定められている線量限度 （250 ・ 100 ・ SO mSv） に沿って兵士の被曝レベルが報告される要因となった、
詐欺的な線量情報の証拠であるとい う解釈が広く流布していた。 しかし、 そのよ う な事実が確認され
なかったこ とは、 重要である。
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図 3.3 1986 ～ 1987 年記於ける 〈「パルチザン」 と呼ばれた〉 軍の予備役の個人被晦融量の分布
統計的な手法によ り 、 誤った 〈或いは改寵された） 線量の測定結果が起こ したかも しれない全体の
線量への寄与は全体の 10%を超えないこ と 、 また、 分布の異常な形状 （分布の左側の度数が非常に少
な く 、 線量限度の上で度数が急増している） は、 許容線量を超えた兵士は除隊され、 新しい予備役で
置き換えられる という 、 線量管理の通例にはない措置にそれなり に一致するこ と を示した。
事故処理作業従事者の様々な集団に対して実施された線量管理と 、 チェルノプイ リ事故の影響を克
服する為の事故処理作業に従事した集団を対象と した放射線防護体制は、 概して、 現在の規範及び被
曝限度に従 う こ と ができていた。 事故処理作業従事者の多大なる過剰被曝は、 事故の初期にのみ見ら
れた、 所謂 f決死隊J とい うかな り限られた集団の特徴である。
その後 (1986年 5月下旬から）、 何千もの事故処理作業従事者には、 適切な放射線防護が施され、 確
立された線量限度 （1986年の 250 mSvから、 その後は 100 mSv、 SO mSvに徐々に引き下げられた） を
超過する事例は稀とな り 、 76年制定の放射線基準が有効であった時期に、 記述された事態に於いての
み発生した。
結論
1. 最大の被曝を被ったのは所調 「決死隊J 、 即ち、 1986年の 4～ 5 月に、 放射線の状況が十分に
調査されず、 放射線管理の為の適切な設備もないという条件下で、 事故処理作業に従事した人々
である。
2. その後 (1986年 6 月以降） の事故処理作業従事者の被曝線量は、 当時の線量限度に概ね従って
いた。 事故処理作業の最中に導入された放射線防護体制は、 求められる要件をほぼ満たしてお
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り 、 許容線量限度を超過しないよ う に機能した。
3. 線量測定情報の質と完全性は、 事故処理作業従事者内の異なる集団関で、 著しく異なっていた。
その為、 既存の線量記録の使用に際して批判的な分析を行う必要、 個人線量を遡及的に評価す
る必要、 入手可能な線量データの補正や修正を行う必要が生じた。
4. 軍所属の事故処理作業従事者のデータには強度の改憲の形跡はないが、 その数値は （実際の線
量より も過大に） 置き換えられており 、 不E確である ｛不確実性が高い｝。
5. 事故処理作業従事者に対するチェルノプイ リ原発事故の健康影響の調査の為には、 個人線量の
遡及的評価を広範に適用して、 調査対象者の個人被曝線量を決定する必要がある。
6. 近年開発された遡及的線量評価の手法、 特に歯のエナメル質を用いた EPR線量評価や、 解析的
な計算法である RADRUE によって、 チェルノプイ リ後の疫学調査を効果的に支援できた。
7. 事故処理作業従事者の水品体の被曝に於ける、 S線被曝の影響は非常に大きい。 事故処理作業
従事者の白内障の リ スク推定に於いては、 この要因を考癒する必要がある。
3. 1 .  2 避難者の被曝線量計測
プリ ピャチ市の住民 l 万2632名 (A集団 ； 岡市から避難した人口の約25%） と 30km圏内の他の村
落の住民 1 万4084名 （B集団） の個人の実効被曝線量が、 線量率の直接測定と個人問診に基づく 、 代
用及び確率的シミ ュ レーショ ンの手法を用いて分析され、 再現された。 避難者全体は、 プリ ピャチ市
とチェルノプイ リ市を含む、 30凶圏内の 104村落を示す。 30旭圏内のベラルーシ領内にある 特集
落に住む223 名にも聞き取り調査を行い、 調査対象に含めた。
避難前に累積したA集団の平均実効被曝線量は、 10.1 mSvであった。 この集団中に被曝線量が25
mSv を超えた者は 534名いたが、 SOmSv以上を被曝した者は 除名に過ぎない。 プり ピャチ市のこの住
民集団中で最高の実効被曝線量は、 75mSvである。







。 20 40 60 80 
実効被爆線量 凶器v)
図 3.4 プリピャチ市からの避難者 1 万 2俗2 名に於ける個人被曝実効線量の分布
（決定論的推計による ； 国立ウクライナ医学アカデミー放射線医学研究センタ｝のデータ）
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表 3.6 プリピャチ市からの避難者の外部被曝個人実効線量分布の要約統計量
（決定論的推計に よ る ； 国立 ウ ク ラ イ ナ医学アカデ ミ ー放射線医学研究セ ンタ ーのデータ）
総人数 12632 
平均屋外滞在時間の比率 0.21 





75 パーセ ン タ イ ル 14 
95 パーセ ン タ イ ル 24 
変動係数ili2 74 
表 3.7 プリピャチ市からの避難者に於ける個人外部被曝実効線量分布の年齢依存性
（決定論的推計に よ る ； 国立 ウ ク ラ イ ナ医学アカ デ ミ ー放射線医学研究セ ンタ ーのデータ）
生年 1983 ～ 1979 ～ 1974 ～ 1970 ～ 1961 ～ 1931 ～ ～ 1931 1986 1982 1978 1973 1969 1968 
年齢層 。 ～ 3 3 ～ 7  7 ～ 12 12 ～ 16 16 ～ 25 25 ～ 55 > 55 
人数 1597 2104 2133 601 1159 4456 582 
平均屋外滞在時間の比率 0.14 0.17 0.18 0.21 0.25 0.25 0.21 
γ 線外部被曝実効線量分布 （mSv)
算術平均 8.21 9.09 9.0 10.5 10.8 11 .5 10.2 
平均誤差 0.15 0.15 0.14 0.31 0.24 0.12 0.32 
中央値 7.35 7.89 7.63 9.35 9.63 10.5 8.56 
幾何平均 5.50 6.15 6.32 7.16 6.77 7.85 7.07 
幾何標準偏差 3.18 3.04 2.79 3.02 3.6 3.13 2.74 
75 パーセ ン タ イ ル 11.2 12.2 12.2 15.l 15.3 15.6 14.2 
95 パーセ ン タ イ ル 20.0 21.2 21.3 24.8 25.9 25.8 23.9 
変動係数 （%） 74 75 73 72 75 70 75 
表 3.8 プリピャチ市からの避難者に於ける個人外部被曝実効線量分布の職業依在性
（決定論的推計に よ る ； 国立ウ ク ラ イ ナ医学ア カ デ ミ ー放射線医学研究セ ンタ ーのデータ ）
チ




人数 3494 2945 376 202 799 2629 670 210 452 156 375 
平均屋外滞在時間比 0.16 0.19 0.22 0.23 0.23 0.26 0.24 0.27 0.28 0.20 0.20 率
γ 線外部被曝実効線量分布 （mSv)
算術平均 8.81 9.4 10.2 11 .5 10.9 11.5 10.8 12.6 13.0 8.94 9.51 
平均誤差 0.11 0.13 0.36 0.59 0.28 0.16 0.30 0.73 0.40 0.54 0.35 
中央値 7.72 7.99 9.66 10.8 9.6 10.5 9.66 10.8 12.4 8.54 8.11 
幾何平均 5.92 6.51 7.35 7.57 7.66 7.7 7.11 8.27 8.39 5.74 6.92 
幾何標準偏差 3.11 2.88 2.72 3.16 2.86 3.21 3.46 3.09 3.84 3.25 2.53 
75 パーセ ン タ イ ル 11.89 12.8 13.7 16.5 14.5 15.9 14.9 16.7 18.0 12.8 13.4 
95 パーセ ン タ イ ル 20.64 22.6 22.4 27.4 25.1 26.2 24.7 29.7 28.2 20.1 20.4 
変動係数 （%） 74 74 68 73 72 71 72 84 66 75 70 
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30 
km 圏肉の村薄から の避難者の外部被曝の計算
30km圏内の集落から避難した 1 万4084名の個人被曝線量を計測する為に、 農村人口の為の線量測
定モデルを利用した。 計算期聞は、 事故の発生時から 30km圏外に退避した瞬間までである。 （避難者
の約25% を占める） この集団に於ける平均実効被曝線量は、 15.9 mSvであった。 この集団で被曝線量
が 50mSvを超過した者は 1260名、 内 lOOmSvを超えた者が 120名であ り 、 200mSv を超えた者は214
mSvに達した 1 名だけであった。 修Eを行なって計算した結果、 平均被喝線量は 15.9 mSv とな 切 、 先
行調査時の平均 18.2mSv よ り も 14% だけ低下した。 この差異が生じた原因は複数ある。
チェルノプイ リ原発から遠い村落に住んでいて、 個々人の被晴彦線量が極めて低かった 3119名が、 こ
の再検討からまず除外された。 その一方で、 線量率測定を批判的に再検討する こ とに よ り 、 おそら く
誤っていたであろう測定値を幾っか除外した。 更に、 よ り 貌練された空間的補完の手法が採用されて、
補完された線量串が人工的で非合理な高い値が構成されるこ と も避けられた。 上記 2要因の為、 高被
曝線量を示す人数が僅かに減少した。 そのよ う な訳で、 予備調査では被曝線量が 100 mSv を超える者
が“4名と されたが、 精査の結果そのよ う な線量の被曝者は 120名に減少した。 それだけでなく 、 都
市部での線量評価の際にも問題になったこ とではあるが、 実効被噂線量への変換に於ける年齢依存因
子を考慮するこ とによ り 、 精査の結果、 実効被曝線量が一定程度減少した。
個人被曝線量の変動係数が 142% と非常に高いことは、 注目 される （表 3.9）。 このよ う に大きなバラ
ツキは、 30km圏内の村蕗毎の被曝線量の顕著な相違、 汚染地区に於ける居住期間 （即ち避難時期｝ の
相違、そして個々人が屋外で過ごした時間の相違によ り 、説明され得る。 個人被曝線量の分布｛図 3.5）は、









。 20 40 60 80 100 
実効被曝線量 （mSv)
図 3.5 30km. 囲内の集落から避難した 1 万 綿84 名に於ける個人放射線被爆線量の分布
（決定論的推計による ； 国立ウクライナ医学アカデミー放射線医学研究センターのデータ）
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り 、 屋外にいる時聞が 65% を超える住民も全体の 5% を超えるこ とを、 図 3.6 は示す。 都市住民が屋外
活動時間21%で代表される （表 3.7参照） とすれば、農村住民はよ り多く の時聞を屋外で過ごしており 、




















再現されたものを含む、 各集落に於ける個人被噂線量分布の要約統計量を、 表 3.10 に示した。 調査
対象者が 20名未満の村落については、中央値と 95%パーセンタイルは決定しなかった。 下記の図表（図
3.7 ； 表 3.10） は、 B地区を除く全ての地区に於いて、 個々の集落に於ける最大 （95%パーセンタイル）
の被噂線量が50mSvを超えるこ とを示す。 概して被曝線量レベルが高かったのは、C地区のウーシヴ｛中
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央償154mSv） とマシsヴォ （79mSv） 、 それにA地区のチス トハりーヴカ （70mSv） の各村落である。
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図 3.7 30km. 閏内の集落の位置と地区別の分布
（集落の番号と名称については表3.10及び表3.11 を参照 ； 国立ウクライナ医学アカデミー
放射線医学研究センターのヂータ〉
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（集落の位置については図 3.7 を参照 ； 国立 ウ ク ラ イ ナ医学アカデ ミ ー放射線医学研究セ ン
タ ーのデータ）
集落名 人数 避難 屋外滞在 平均 中央 95 パーセ日 時間 （%） 値 ンタイル
A 地区
ヤニ ヴ 63 3 34 22 9.5 84 
チス ト ハ リ ー ヴカ 331 7 44 61 70 98 
プ リ ャ キ ヴカ 56 8 45 29 24 81 
ノ ヴァ ＝ ク フ ス ニーツ ィ ア 89 8 48 23 23 29 
レチツ ィ ア 382 7 50 24 26 33 
ト ヴス テ ィ ＝ リ ス 408 8 51 52 60 81 
ク フ スネ （ ト ヴス ア イ ＝ リ ス郊外） 297 8 49 34 15 97 
ノレーデユ キエ 43 7 32 10 12 19 
ス タ フ ＝ ク フ ス ネ ツ ィ ア 20 7 36 9.2 8.4 17 
ヴイ ／レシャ ンカ 24 10 34 10 11  13  
ノレ ピヤ ンカ 304 10 46 12 12 16 
B 地区
ノ ヴォ シェベ リ チ 815 6 37 15 13 31  
ス タ ロ シュペ リ チ 209 7 50 21 22 31  
ベニ ョ ー ヴカ 101 8 48 18  18  26 
ピ フ ＝ ソ ロ ーカ 7 6 41 16 
ドブ リ ャ ーデ 10 5 36 12 10 23 
ハー ト ワ キ 19 9 44 10 9 12 
C 地区
マシェ グォ 162 8 54 75 79 96 
ウ ー シ ヴ 89 8 48 150 154 165 
モ ロ チ ェ キ 2 7 34 31  
ザ リ ーシヤ 2 6 36 12 
ク リ ュ ーキ 14 7 44 66 一 一
ク フ ジ イ ン 2 8 12 28 
D 地区
ズィ モ グェ シェ 431 7 37 37 42 56 
ク リ ヴァ ＝ ホ フ 146 8 40 47 51 67 
ス タ ロ シノレ リ ャ 100 8 40 3 3 4 
コ シ ョ ー ヴカ 126 8 45 9 8 12 
パ リ シ ヴ 286 8 46 4 4 5 
チャパイ ヴカ 211 8 39 6 7 8 
チェ カ ロ ヴェ チ 3 8 50 8 
E 地区
コパチ 432 8 40 45 53 66 
レ ロ ー グ 604 8 42 22 23 30 
チェルノ プイ リ 4558 7 32 6 6 14 
ザ リ ーシャ 1611 8 52 7 8 10 
ザ ピ｝ リ ャ 69 9 48 6 7 8 
チェ レ グ ァ チ 263 9 47 5 5 8 
ノ ヴォ シルキェ 202 9 48 6 6 8 
コ ロ ホ ド 601 8 52 4 5 6 
スァチャ ンカ 333 8 43 4 4 5 
ロ ーズイ ーズジェ 49 8 37 3 3 4 
イ リ ヌ ツ ィ 366 8 45 3 3 4 
ノレーデュナ＝イ リ ネ ツ カ 15 11  36 4 4 5 
ヘ リ ンカ 227 7 34 2 2 2 
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表 3.11 30 km 圏内の特定集落に於ける個人外部被曝線量分布の要約統計量
（決定論的推計に よ る ； 国立 ウ ク ラ イ ナ医学アカデ ミ ー放射線医学研究セ ンタ ーのデータ）
集落 ウーシヴ マシェ ヴォ チス トハリーヴカ チェルノプイ リ
人数 89 165 331 4558 
γ 線外部被曝実効被曝線量分布 （mSv)
平均 150 74.8 60.8 6.38 
中央値 154 78.7 69.7 5.84 
幾何平均 146 69.2 44.7 3.4 
幾何標準偏差 1.28 1.66 2.77 4.14 
95 パーセ ン タ イ ル 165 95.7 98.1 14.4 
変動係数（%） 15 27 52 85 
同一集落内では個人被曝線量のバ ラ ツ キは小 さ い こ と が分かる。 小規模集落での幾何標準偏差が 1.4
～ 2.8 である こ と は、 被曝に関 して、 特に行動様式に於いて、 住民聞に相 当 な同質性が見 られる こ と を
示 して い る 。 こ の点で例外 と な る のがチェルノ プイ り 市の よ う な大規模集落であ り 、 多 く の住民集団
が多様な行動様式を持っ と と が特徴であ る 。 加 え て 、 チェルノ プイ り 市住民の市外への移住や 自 主避
難が、 被曝線量の著 しい幅を も た ら した。 か く してチェルノ プイ リ 市か ら の避難者に於け る 被曝線量
分布の幾何標準偏差は、 非常に大き く 4.14 に も達する が、 これは 30 凶 圏 内 の避難者全体に対 して許
算 さ れた値に極めて近い （表 3.9 参照） 。
上記の典型的 な例 に も 見 ら れ る よ う に、 農村部 に於 け る 個人被曝線量の推計 に於け る 不確実性は、
都市部に於ける個人被曝線量の再現値よ り も 、 総 じて僅かに高い。 し か し、 不確実性 （変動係数） の
レベルが 60 ～ 80% に達していて も 、 事故に よ り 避難 し た住民の個人被曝線量を遡及的に評価する と い
う 目 的の為には、 その精度は適切であ る と い う こ と ができ る。
避難経路によ る被曝線量
プ リ ピヤ チ市住民が避難中に被曝 した線量 も 、 本調査で推計 さ れた。 避難者に関する 大規模調査の
際に、 1988 ～ 89 年に完了 した （公式の） 避難経路情報の分析に よ り 、 プ り ピャ チ市住民が避難先への
移動に利用 した、 四つの主要な経路が判明 した （表 3.12） 。
表 3.12 プリピャチ市からの避難経路の特徴 （調査に よ る ）
番号 避難先 経路記号 利用者数 割合 （%）
1 ポ リ ース ケ （村） 6831 42 
2 キエフ市 2 4478 27 
3 チ ェノレニー ヒ ウ市 3 938 6 
4 ペアノレーシ 4 612 4 
5 詳細不明 5 2271 14 
6 30 凶 圏 内の村落 6 1063 7 
合計 16193 100 
最 も 重要な避難経路は、西へ向か う ポ リ ースケへの道である。 かな り の避難者がこ の経路を採用 した。
重要度が幾分下が る のが、 「赤い森J か ら コパチ ・ チェルノ ブイ リ 市 ・ チェ レ ヴ ァ チを経てキエ フ市へ
と 至 る キエ フ経路で あ る 。 重要度が よ り 低い残 り の二つの経路は、 チ ェルニー ヒ ワ市を 目 指す鉄道 と 、
自 家用 車等に よ り 自 力でベラノレ｝シへ向か う 避難経路 （ ピラ ＝ ソ ロ ーカへの道路） で あ っ た。
と のデー タ は、 総 じて 、 プ リ ピ ャ チ市住民の避難に際 しての組織 と 実態に関する情報 と 、 矛盾する
も のではない。
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避難経路の放射線状況を分析 した結果、 避難の全行程は、 本質的 に異な る 二つの部分 （局面） に分
け られる こ と が判明 した。 第一局面はチェルノ プイ リ 原発か ら 5 凶 圏 内 を通 り 抜 け る 段階であ り 、 第
二局面は 5 凶 圃 の境界から避難先までの残 り の経路である。
第一局面の極めて重要な特徴は、 避難路が、 数か所の非常に強力 な放射能汚染帯 を通過 して い る こ
と であ る 。 放射能汚染帯の規模 （汚染が あ る 部分の幅） は、 時 に よ っ ては、 た っ た数十か ら 数百 m で
あ っ た。 第三局面で あ る 残 り の避難行程は、 よ り 汚染の程度が低い地域を、 ずっ と 低線量の被曝を受
けなが ら進む と い う も ので あ っ た。
従 っ て 、 避難経路に於 け る 被曝線量の評価は、 第一局 面 と 第二局面 に対して別々 に実施 さ れた。 第
一局面に於 け る 被曝線量の再現は、 チ ェル ノ プイ リ 原発か ら提供 さ れた放射線環境に関する統計地図
を使用 して、 手作業で実施 さ れた。 第三局面に於いて は、 経路に沿っ て線量率特性を積分する こ と に
よ り 、 被曝線量が推計 さ れた。
各経路に於け る避難時の被曝線量の推計 に よ っ て 、 市民防護計画で想定 さ れていたポ リ ース ケ方面
への職員用 の避難経路は、 実際は、 ベ ラノレーシ方面への経路に比べて、 よ り 危険だと は云えない こ と
が判明 した。 一方、 鉄道に架かっ た歩道橋付近の汚染地域 を プ リ ピ ャ チ市か ら チェルノ プイ リ 原発そ
してヤニヴ駅南の小住宅へ と横断して通過する代わ り に、 「ユ ピテノレ」 土場付近で鉄道を越えて プ リ ピ
ャ チ市を離れる と い う 経路の小さ な変更に よ り 、 避難時の被曝線量を相 当 に減 らすこ と が で き た。
キエ フ市への経路 も ま た 、 原発 ・ チ ェルノ プイ リ 市 ・ プ リ ピ ャ チ市に横た わ る 非常に線量の高い地
点を通過す る こ と に よ る 、 著 しい高線量被曝が 見 ら れ る。 南への経路の残 り の局面の汚染度は低いが、
最初の局面で形成 さ れる被曝線量が高過ぎる。
チェルニー ヒ ウ市方面への経路で、 被曝線量は最大になる。 調査対象 と な っ た避難者の 6%が、 こ の
経路を採用 していた。 と の方面への避難は鉄道輸送に よ っ て行われたが 、 列車は、 相対的 に汚染 さ れ
た ヤ ニ ヴ駅か ら 出発 し、 線量率がかな り 高 く な る原発敷地の柵に沿 っ て北 に 向 か っ た。 列車は更に時
刻表に従っ てセ ミ ホデ駅 （チェルノ プイ リ 原発の北東周縁） に停車 したが、 そ こ でま た高い線量の被
曝が蓄積 さ れた。 その結果、 鉄道に よ る チ ェルニー ヒ ウ 市への避難は、 可能な避難経路の 中で最大の
被曝線量を も た ら した。
結果 と して、 大部分の プ リ ピャ チ市住民が避難中 に被曝 した線量は 1 1 ～ 19 mSv の範囲であ り 、 そ
れを避難前の被曝線量 と 比較する こ と も で き る。
避難中 に通常の行動様式を執 り 、 避難先 を 明確に表示 し た住民 （計 6908 名 が こ の基準を満た した）
の避難前 と 避難 中 の被曝線量を比較す る 為 に、 その避難経路に於ける 個人被曝線量が推計 さ れた。 そ
して、 避難中の被曝線量の被曝全体への寄与率が決定 さ れた。 図 3.8 に示された避難中の被曝の寄与率
の分布は、 かな り の幅があ る も のの、 最頻値が凡そ 0.5 である。 平均で避難者の被曝線量の 52 士 19% が 、
避難中に受けたものであった。
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（国立 ク ク ライナ医学アjJデミ ー放射線医学研究センターのデータ）
図 3.8
よって、 避難中の被曝線量を正確に推定でき ていれば、 プ リ ピャチ市からの避難者の被曝様態が相
当 に変化 したであろ う こ と は、 明 白である。 プ リ ピャチ市か ら ピ ラ ＝ ソ ロ ｝カ （ベラル｝シ経路｝ に
避難した人では、 避難中の被曝が全体の 6%を占めるに過ぎないこ と は、 比較の為に強調されるべきで
ある。
これらの努力の結果、 四つの経路夫々 について、 全体的な被曝娘量が推計 された。 避難中の被曝線
量を考慮するな らば、 市民防護計画で想定されていた ポ リ ースケ方面への職員用の避難経路は、 最適
ではなかった。 ベラルーシ方面への避難は、 他の どの経路での避難よ り も被噂線量が桁違いに少なか
っ た こ と が判明 した。 他方、 チェルノ プイ リ 市 ・ キエフ市方面への 自 動車での避難 と 、 チェノレニーヒ
ウ市への鉄道での避難は、 よ り 高い線量の被曝をもたら した。
避難中に受けた推定個人被曝線量 と 、 同 じ期聞にプリ ピャチに留ま っ た場合の推定個人被曝線量を
比較する と 、 避難中に受けた被曝線量は、 避難しなかった場合の被曝線量 と 同等か、 場合によっては
それを上回っ て さ えい る こ と が示された。 避難者の被曝線量に於ける避難中の被曝の寄与率は、 総 じ
て約 50%であった。 従って、 選んだ避難経路に よ っ て受ける被曝線量を激 し く 吟味したか ど う かが、
避難者が受けた被爆の全体像を大き く 変えた。
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3. 1 . 3 住民の被曝線量
1 986 年の放射線モ ニ タ リ ング
ウ ク ラ イ ナでは 1986 年に、 放射線緊急事態モニタ リ ング体制が整備 さ れた。 これによ り 、 文字通 り
最初の数時間 と 数 日 に、 地表に降下 した放射性物質 に よ る 空気中のガンマ フ ィ ール ド率 （空間線量率）
の大規模測定が実施 さ れた。 ま た 、 その後、 最 も 放射能に汚染 さ れた地域を中心に、 降下 した放射性
核種に関する γ 線スベク ト ル分析測定を行 う 為の、 士壌試料採取が実施 さ れた。
汚染地域住民の放射線被曝管理の為に、 広範で十分に良い質の放射線モ ニ タ リ ン グが行なわれた。
その実施時期は、 甲状腺に蓄積する放射性 ヨ ウ素同位体が 内部放射線被曝の主な原因であ っ た （5 ～ 6 月 ）
事故の最初 （急性） 期 と 、 柔組織の中 に比較的均等に分布する放射性セ シ ウ ム 同位体が基本的な役割
を果た していた 中間期の始ま り (1986 年 8 ～ 12 月 ） であった。
ウ ク ラ イ ナでは 1986 年 5 ～ 6 月 に、 キエフ州、｜ ・ ジ ト ーム イ ノレ州 ・ チ ェルニー ヒ ウ州 の北部に位置す
る地 区に住む、 計 15 万名 を超 え る （内 13 万名 が子供 と 十代の若者） 住民 を対象に、 甲状腺中 の放射
性 ヨ ウ 素 由 来の放射能濃度の直接測定が な さ れた。 更に、 1986 年 7 月 か ら 、 キエフ州 と ジ ト ーム ィ ル
州の住民の約 2 万 3000 名 に対する 、 ホーノレボディ カ ウ ン タ ー （WBC） を使用 した身体中のセ シ ウ ム 同
位体 (131.134 Cs） の 当 時の含有量の測定が な された。
1 986 年の被曝線量 ； 全身被曝線量
表 3.13 は、 1986 年の夏 と 秋に行なわれた WBC 測定の結果に よ っ て評価 さ れた、 キエ フ州及びジ ト
ー ム イ ／レ州、I Iと あ る 地区に住む住民の、 セ シ ウ ム 由来の内部被曝線量の平均値を示 している。
表 3.13 1986 年に於ける、 キエフ州及びジトームィル州にある地区に住む子供と大人の、 放射性セシウム
からの内部被曝線量の地区毎の平均 （降下 した n1Cs の土壌密度が 37 回q/m を超え る 地域
の WBC の測定の結果 ； 固立 ウ ク ラ イ ナ医学アカデ ミ ー放射線医学研究センタ ーのデータ ）
10 歳未満の子供 10 歳以上の子供 成人
地区 WBC 線量（mS吋 WBC 線量（mSv) WBC 線量（mSv】
測定数 GM GSD 測定数 GM GSD 測定数 GM GSD 
ジ ト ーム ィ ル州
コ ー ロ ス テニ地区 一 一 34 0.13 2.9 
ノレーへン地区 12 0.32 4.8 
ナ ロ ーディ チ地区 1995 1 .8 3.9 1120 1.8 3.9 2753 1.56 4.3 
オー グルチ地区 134 1 . 1  2.8 28 0.43 2.5 18  0.19 3.5 
キエフ州
ピ ロ ツ ェルキー ヴ地区 30 0.44 2.3 26 0.89 1 .8 
ボグス フ ヴ地区 28 0.28 2.4 17 0.30 3.0 
イ ヴァ ンキヴ地区 208 0.61 3.3 261 0.42 3.0 652 0.29 3.6 
カハルノレ ィ ー ク 地区 12 0.71 3.2 78 0.39 2.6 一
ポ リ ース キー地区 1323 1 .2 3.5 1061 0.86 3.3 1872 0.81 3.5 
ス タ グェ シェチェ地区 31 0.11 3.6 527 0.09 2.8 
チェルノ プイ リ 地区 1195 1 .3 5.6 518 0.58 3.3 304 0.61 5.5 
註 ： GM － 幾何平均、 GSD － 幾何標準偏差
WBC 測定に よ っ て 、 放射能汚染地域にある全集落の住民を補足する こ と は、 と て も 不可能であった。
従 っ て 、 チェルノ プイ リ か ら放出 さ れた被曝線量に寄与する 放射性核種が 、 ウ ク ラ イ ナの気象条件下
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で食物連鎖を伝っ て移動す る様が、 非定常モデルを用 い て シ ミ ュ レー シ ョ ン さ れた。 伝統的に、 非定
常モデルは、 環境中 の対象物 （特に食物） の放射能汚染 レベル と そ の動態、 並びに こ れ ら の農産物 を
摂取 した人々 の被曝線量の、 事後観察 と 予想の為に用 い られて き た。
予想 さ れた こ と では あ る が 、 1986 年に於ける 内部被曝線量の主要な原因は、 葉莱 と 牛乳 （及び乳製品）
と い う 、 二つの食品の汚染であ っ た。
こ のモデルに よ っ て得 られた、 事故に よ り 放出 さ れた主要な放射性核種に よ る 、 内部被曝実効線量
の評価 （土壌中の 137Cs, 1 回q/m2 当 た り ） は、 表 3.14 に示されている。
表 3.14 1986 年に、 牛乳と葉菜の摂取によってウクライナの成人農村住民が蒙った内部被曝に寄与した、
チェルノブイ リ 由来の主要な放射性核種 （土壌中の 日7Cs 、 1 凶q/m2 あたりに標準化） による実
効線量 （国立 ウ ク ラ イ ナ医学アカデ ミ ー放射線医学研究セ ン タ ーのデータ）
内部被曝を も た ら した放射性核種毎の全被曝線量に対する相対寄与率
放射性核種 牛乳 葉菜 合計実効線量 相対寄与 実効線量 相対寄与 実効線量 相対寄与率
(µSv) 率 （%） (JLSv) 率 （%〉 (JLSv) （%） s9Sr 0.1 0.16 0.064 1.6 0.16 0.26 
”Sr 0.39 0.7 0.094 2.4 0.48 0.8 
95Nb 9.8E-07 1.7E-06 0.021 0.5 0.021 0.03 
95Zr 4.8E-06 8.2E-06 0.042 1.1 0.042 0.07 
i03Ru 0.002 0.003 0.11 2.8 0. 11  0. 18  
i�u 0.015 0.026 0.37 9.5 0.39 0.6 
iissb 0.39 0.7 0.015 0.38 0.41 0.7 
134Cs 6.8 12 0.26 6.6 7.1 11 
137Cs 10 17 0.36 9.2 10 17 
136Cs 0.08 0.1 0.014 0.35 0.10 0.16 
41 70 2.3 57 43.3 69 
141Ce 1 .0E-07 1.7E-07 0.038 1.0 。噌038 0.06 
1判Ce 2.5E-06 4.3E-06 0.21 5.3 0.21 0.34 
140Ba 0.001 0.002 0.099 2.5 0.10 0.16 
全放射’性核種 59 100 4.0 100 63 100 
西欧諸国では、 事故初年の被曝線量 と 後年に蓄積 さ れた被曝線量 と の比率を予測 した処、 前者が後
者の 10 倍ま たはそれ以上に達す る 見込みであ る。 他方、 ウ ク ラ イ ナ と ロ シア の様々 な 土壌の性質は、
放射性核種が土壌から植生、 更には牛乳へ と 移行す る 際 に （欧州諸国では特徴的でない） 高い移行係
数 を も た らす。 こ の こ と と 、 ウ ク ラ イ ナの民間部門の酪農生産に於ける極めて 旧 式な技術 と が相 ま っ て、
初年度 と 後年の聞の 内部被曝線量の比率の多様性を も た ら した。
ウ ク ラ イ ナでは （表 3.15） 、 事故初年 （256 日 間） の 内部被曝の実効線量 と 、 そ の後の約 20 年 (1987
～ 2005 年） の適切に推計 さ れた累積実効被曝線量 と の比率は、 当該集落に於け る 「土壌 － 牛乳」 問移
行係数 （甘－92） の集計値に基本的 に依存する。 TF-92 の値が 1 kBq/m2 あ た り 0.5 Bq/t を超過 し な い
地域では、 事故初年 と その後の 19 年の累積被曝線量の比率は、 前者が 8 ～ 50 倍高い。 百・－92 の値が l
kBq/m2 あた り 0.5 ～ 2 Bq/t の範囲 に あ る 地域では、 こ の比率が 1 ～ 2 倍 と な る が、 ま だ事故初年の方
が高い。 他方、 百－92 の値が 1 回q/m2 あた り 2 ～ 20 Bq/t の範囲にある集落では、 事故後の中 ・ 後期の
累積被曝線量が事故初年の被曝線量を超え、 事故初年の被曝線量はその後の累積被曝線量の 13 ～ 50%
と な る。 更に、 百－92 の値が非常に高 く 1 回q/m2 あた り 20 Bq/t を超過する地域では、 事故初年の被曝
線量は、 後年の累積被曝線量の 9% を超えない。
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表 3.15 「土壌 － 午手L」 問移行係数 （TF-92） の集計された区間値毎の、 1986 年の内部被曝量の 1987
年～ 2005 年の適切に推計された累積被曝線量に対する比率
被曝線量は、 97 年制定の手法に よ っ て推定された （対象は、 計 4270 の ウ ク ラ イ ナの集落）
TF-92 * 線量比率 該当集落数(1 凶q/m2 あ た り の Bq/ l ) (D・86**/D87·・05***)
く 0.05 49 269 
0.05 ～ 0.1  48 261 
0.1 ～ 0.2 15 1106 
0.2 ～ 0.5 8.0 1097 
0.5 ～ 1  2.6 478 
l ～ 2  1.1 354 
2 ～ 5  0.51 404 
5 ～ 10 0.25 146 
10 ～ 20 0.13 115 
20 ～ 100 0.09 40 
*TF・92 の値は、 各集落に於ける一定期間 (1991 ～ 1993 年） の土壌と 牛乳の放射能汚染モニタ リ ングの結果
にのみ基づいて決定された。
H 事故初年 （1986 年） の線量
料＊1987 ～ 2005 年の線量
従 っ て 、 幾つかの農業生態学的条件 （牧草地の泥炭湿地性の酸性土） では、 事故初年の被曝線量 と
比べて、 事故後の期間に住民が著 し く 高 い 内部被曝を被る こ と が あ る （例 え ば、 り ウネ州 ロ ケ ト ニ ヴ
地区 と ヴォルィ ーニ州、｜カ ミ ン ＝ カ シルスキー地区の多く の集落）。 他方、 黒土が広が っ て い る 地域では、
後年に生 じた 内部被曝放射線量は、 事故初年の量の ご く 一部分で あ ろ う （例えば、 チ ェ ノレカ ー ス ィ 州
の多く の集落）。
甲 状腺の被曝
放射線被曝 と 予測 さ れ る 放射線に よ る影響に関 して、 チェルノ プイ リ 事故後に 最 も 重要で あ っ た の
が 、 主に 1986 年 5 ～ 6 月 の汚染 さ れた牛乳 ・ 乳製品 と 葉菜から摂 られた放射性 ヨ ウ素に よ る 、 子供の
甲状腺被曝であ っ た。 置接測定の結果に基づいて開発 さ れ、 認証 さ れた、 甲状腺被曝線量の再現の為
の三段階手法は、 ワ ク ラ イ ナの全て の集落を対象 と した、 各集落に 固有の性別年齢毎の平均甲状腺被
曝線量を計算する こ と を可能に した （表 3.16）。
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表 3.16 ウクライナの全地方に於ける年齢区分毎の住民の平均甲状腺被曝線量 （皿Gy ； 与 mSv)
地方 年齢集団毎の平均甲状腺被曝線量 （mGy)7 歳未満 7 ～ 14 歳 15 ～ 18 歳 19 歳以上 全年齢
ヴィ ーンヌ ィ ツ ャ州 37 13 9.8 9.2 12 
ヴォルィ ーニ州 87 33 25 21 31  
ルハー ンシク州 12 4.0 3.1 3.1 4.1 
ドニプロベ ト ロ ウ シク 州 13 4.4 3.4 3.4 4.5 
ドネツ ィ ク 州 24 8.0 6.0 6.1 8.1 
ジ ト ーム イ ノレ州 231 87 67 60 81  
ザカノレパ ッ チャ州 7.6 2.8 2.1 1.8 2.7 
ザポ リ ージャ州 26 8.8 6.2 6.5 8.8 
イ ヴァ ー ノ ＝ フラ ンキー ウシク州 19 7.1 5.3 4.6 6.7 
キエフ州、｜ 202 75 58 53 71 
キ ロ グオ フ フ ー ド州 89 31  23 23 30 
ク リ ミ ア 自 治共和国 34 12 8.8 8.4 12 
リ ヴィ ウ州 14 4.9 3.8 3.5 4.8 
ム ィ コ フ ーイ ウ州 20 7.1 5.4 5.0 7.0 
オデ ッ サ州 15 5.2 3.8 3.7 5.1 
ポノレタ グァ州 54 19 15 13 18 
リ ウネ州 177 64 49 42 62 
スーム ィ 州 71 25 19 19 24 
テルノ ー ピ リ 州 1 8  6.4 4.8 4.5 6.2 
ノVレキ ウ州 26 8.7 6.5 6.6 8.6 
ヘル ソ ン州 30 11 7.8 7.3 10 
フ メ リ ヌ ィ ーツ ィ ク ィ イ 州 39 15 1 1  10 14 
チェ／レカース ィ 州 142 52 39 37 49 
チェノレエ ワ ツ ィ ー州、｜ 40 14 10 9.3 13 
チェノレニー ヒ ウ州 151 55 43 37 50 
キエフ特別市 94 30 23 24 32 
セ ヴァ ス ト ポ リ 特別市 56 18 14 14 19 
全 ウ ク フ イ ナ 55 20 15 14 19 
表 3.17 子供 ・ 青少年 ・ 成人住民の平均甲状腺吸収線量の相対分布
線量区間 （Gy) 年齢集団毎の相対分布 （%）7 歳未満 7 ～ 14 歳 15 ～ 18 歳 19 歳以上 全年齢
< 0.05 72 93 95 95 92 
0.05 ～ 0.1  15  4.4 3.5 3.7 5.0 
0.1 ～ 0.2 8.2 2.2 1.3 1 .1 2.0 
0.2 ～ 0.5 3.7 0.76 0.40 0.21 0.65 
0.5 ～ 1.0 0.77 0.08 0.05 0.04 0.12 
1 .0 ～ 2.0 0.15 0.03 0.02 0.01 0.03 
2.0 ～ 5.0 0.04 0.007 0.005 0.004 0.008 
> 5.0 0.01 0.0005 0.001 
核災害の 中期及び後期に於ける被曝線量認定 と 放射線モ ニタ リ ング
1991 年に採択 さ れた 「年間総実効被曝線量に関する 基本方針」 は、 放出 さ れた放射性物質に よ る 住
民への影響を減少 させ る為の対策 を策 定 し、 実施する為に重要で あ っ た。 同基本方針の規定は、 『チェ
ルノ プイ リ 核災害に よ り 放射能汚染を被っ た領土の法的地位に関する』 法律 （ ウ ク ラ イ ナ SSR7 ; 1991 
年 2 月 27 日 ， No.79fa.・祖） （以下、 「汚染領土法」 と 略す） と 、 『チェルノ ブイ り 核災害に よ り 被災 した
7 ウ ク ライナの ソ ビエ ト時代の園名 「ウク ライナ ・ ソ ピエ ト社会主義共和国」 の こ と 。
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市民の地位 と 社会保障に関する』 法律 （ ウ ク ラ イ ナ SSR ; 1991 年 2 月 28 S , No.796・XII） に よ り 、 法
制化 さ れた。
上記基本方針の根本原理は、 最 も影響を受け る年齢集団 (1986 年の出生児） に対 して、 チ ェル ノ プ
イ リ 核災害に よ っ て追加 さ れる推計実効被曝線量の値が、 （事故前か ら住民が被曝 して い る 自 然放射線
量を超過する線量 と して） 年 0.1 rem (1.0 mSv） 、 そ して生涯累積で 7.0 問m (70.0 mSv） を超過 しては
な ら ない、 と 云 う も のである。
放射性核種に よ る 土壌汚染の密度が、 暫定基準 と して用い られた。 上記二法は、 四つの放射能汚染
区域を定めている （表 3.18）。
表 3.18 年間放射線量と放射性核種の降下物密度を基準に、 汚染領土法によって定められた汚染区域
区域設定基準
放射能汚染区域 降下物に よ る土壌汚染密度 （回q/m2) 年間放射線量放射性 放射性 プル トニウム (mSv/y) セシウム ス ト ロ ンチウム
立入禁止区域
2 強制 （義務的） 移住区域 > SSS > 111  > 3.7 > S  
3 自 主的移住保障区域 185 ～ SSS s.s ～ 111 0.37 ～ 3.7 > 1  
4 放射線モニタ リ ン グ強化区域 37 ～ 185 0.74 ～ 5.5 0. 18 ～ 0.37 > 0.5 
※法文中では降下物に よ る汚染密度は Ci/km2 と い う 単位で表記 されている
ウ ク ラ イ ナ SSR 閣僚評議会令 (1991 年 7 月 23 日 ， No.106） 付属文書 I には、 汚染領土法に従っ て 、
公式に四つの放射能汚染区域の何れかに指定 さ れた、 2172 の集落の一覧が掲げられている。
ワ ク ラ イ ナでは、 年度毎の被曝線量認定は、 1991 年か ら 2008 年ま で実施 された。 被曝線量の計算は
全て、 上記閣僚評議会令に よ り 指定 さ れた集落で生産 さ れた牛乳 と ジ ャ ガイ モ の、 放射性セ シ ウ ム汚
染 を年度毎に測定 した結果に基づいて行われた。 更に、 被災地域の住民の放射線モニタ リ ン グの為に、
全 ウ ク ラ イ ナ統一 WBC ネ ッ ト ワ ー ク が、 1995 ～ 1997 年の聞に組織 さ れ、 被災地域住民の体内放射性
セ シ ワ ム レベルの現場での管理を行っ ている （図 3.9）。
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一一 ネッ ト ヲーク
12 州にある WBC の全数
園トムィチIi
困 3.9 被曝融量認定制度の下で確立された、 ｜ 固チエルニーヒ ウ州










ウ ク ラ イ ナで最も影響を受けた 12 の州の医療機関に、 人間生態学研究所 （キエフ） で生産 さ れた 57
機 （40 機の設置型 と 17機の可搬型） の （S同四位・·3M式） WBC が提供さ れた。 こ れ ら の WBC は、 国
立 ウ ク ラ イ ナ医学アカデミ ー放射縄医学研究セ ンターの被曝線量管理部門 に よ っ て開発されたプ ロ グ
ラ ム （系統的で計量を担 う ソ フ ト ウ ェ ア） を使用する。 WBC のネ ッ ト ワ｝ ク に よ っ て、 1995 ～ 2008
年の聞に、 約 80 万回の WBC 測定が実施さ れた。 表 3.19 は、 2001 ～ 2008 年の被曝線量認定に基づい
て確定した放射能汚染地域内の全集落に於ける、 被曝線量の相対分布を示 している。
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表 3.19 パスポート線量 ’ の値に基づく集落の分布の時系列変化 （2001 ～ 2008 年）









パスポー ト線量 （mSv/y） が認定された集落の相対分布割合 （%）
< 0.5 0.5 ～ 1  1 ～ 5  > 5  
「安全」 区域 第W区域 第E区域 第 E 区域
67 15  18  0.23 
68 15  17 0.14 
71 16  13 0.09 
72 19 9 く 0.01
66 14 5 く 0.01
82 14 3.5 0.05 
81 15 3.6 く 0.01
86 12 0.02 
註 ： 第 N 区域＝放射線モニ タ リ ング強化区域 ； 第 田 区域ー 自 主的移住保障区域 ； 第 E 区域＝強制移住区域
最 も 多 く の集落でパス ポー ト 線量が認定 さ れた、 選 り 抜かれた ワ ク ラ イ ナの地方に於け る 、 2001 年 ・
2005 年 ・ 2008 年時点で異 な る 汚染区域区分に属す る集落数の変化の動態が、 表 3.19 に示 さ れて い る 。
表のデータ か ら 見て取れる よ う に、 2001 年以来、 パ ス ポー ト 線量が認定さ れた全集落の 内、 15 ～ 19%
は放射線モニ タ リ ング強化区域に あ り 、 約 70 ～ 80% は確立 された放射能汚染区域の域外にあった。
上記閣僚評議会令に よ る公式分布 と 比較 した場合、 キエフチ卜！ と ジ ト ーム ィ ル州 では、 2001 ～ 2008 年
に上記放射能汚染区域に属する集落の数が 、 継続的に減少 した こ と は注 目 されるべきである （表 3.20） 。
こ れら の地域の殆どの集落は、 年間パス ポー ト 線量が 0.5 mSv を超過 しなかった 「安全」 区域に 「移行J
し た。 上記閣僚評議会令に従えば、 リ ウ ネ州の大多数の集落 （～ 76%） は、 自 主的移住保障区域 （パ
ス ポー ト 線量が 1 ～ 5 mSv） に属する。 しか し、 既 に 2001 年には集落の 30% が 、 2008 年には集落の
7% だけが、 自 主的移住保障区域に留ま っ ていた。 殆 どの集落は、 放射線モニ タ リ ン グ強化区域 （パス
ポー ト 線量が 0.5 ～ 1 mSv） 、 或いは 「安全」 区域 （パス ポー ト 線量が ＜ 0.5 mSv） へ と 「移行」 した。
表 3.20 2001 年、 2005 年と 2008 年のウクライナの集落の認定被曝線量の比較分析
年間鵬撤量 （mSv/y） 毎に区分された集落の数
州 2001 2005 2008 合計 0.5 ～ 0.5 ～ 0.5 ～ 三 0.5 1 1 ～ 5  > 5  三 0.5 1 1 ～ 5  > 5  ::::; o.s 1 1 ～ 5  > 5  
グィ ー ンヌ ィ ツ ャ州 89 89 88’ 87 
ヴォルィ ーェ州 166 一 3 163 一 107 55 3 一 121 40 3 一
ジ ト ーム イ ノレ州 698 472 135 93 524 96 43 569 74 14 
キエフ州 469 441 23 5 428 13 3 383 9 
リ ウネ州 339 99 109 126 5 151 122 59 150 99 25 
チ ェルカース ィ 州 103 101 2 100事 2・ 100 2 
チ ェルニー ヒ ウ州 248 205 41 2 216 11 205 11  
註 ： ＊ 2006 年のデータ （2005 年にはパスポー ト線量の認定が実施 されなかった）
2008 年には、 上記閣僚評議会令に よ っ て上記放射能汚染区域に属する と さ れた、 キエフ州 と ジ ト ー
ム イ ／レ州の集落の約 82% では、 実際のパス ポー ト 線量は年 0.5 mSv 未満であ っ た。 つ ま り 、 こ れ ら の
集落は、 その放射線量か ら して、 既に 「放射能汚染区域」 と い う 法的地位 を失っ ていた。 リ ウネ州では、
パスポー ト 線量が年 0.5 mSv 未満の集落が 、 全体の 44% を 占 めた。
放射線量基準に よ っ て 自 主的移住保障区域に属する集落の数は、年々減少 して き た。 強制移住区域（パ
ス ポー ト 掠量が ＞ 5 mSv） に至つ ては、 キエフ州 と ジ ト ーム イ ノレ州では、 2000 年以降に該当する集落が
8 集落の公式値 と な る線量。
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実際には存在 しない。 また、 リ ウネ州 に於い て も 、 2001 年に該当する集落が五つ存在 したのみである。
チ ェ ルノ ブイ リ 事故後の 25 年間にE っ て 累積 された ウ ク ラ イ ナ住民の被曝線量
表 3.21 は、 ウ ク ラ イ ナの全地方に於け る 、 外部被曝、 内部被曝 と そ の合計を （集落の住民数で加重 した）
平均推定実効被曝線量で表 し た も のである。 表 中の時期 区分は、 1986 年の被曝線量の推計 と 、 二年毎
に計測 した 1987 ～ 2011 年間の累積被曝線量で あ る 。 ま た、 事故後の全期 間 に於いて、 各地方の住民
に対する被曝線量の分布は、 降下 した 137Cs に よ る 土壌の汚染密度に依拠 してい る。 表 3.22 は、 同 じデ
ー タ を、 ウ ク ラ イ ナ全土に関 して表 し た も のである。
表 3.21 1986 年に降下した 問。 による土壌の汚染密度に基づく、 ウクライナの全地方に於ける、 外部被曝、
内部被曝とその合計の実効線量 （mSv)
時期区分に よ る実効被曝線量 （mSv)
地方 137Cs 密度 人口分布 外部被曝 内部被曝 合計（凶q/m2) （%） 1987 ～ 1987 ～ 1986 ～ 1986 2011 1986 2011 2011 
グィ ー ンヌ ィ ツ ャ州 く 37 94 0.24 0.47 0.51 0.25 1.5 37 ～ 185 6.3 1.7 3.4 3.40 0.31 8.8 
グォノレィ ーニ州 く 37 97 0.19 0.38 0.43 2.4 3.4 37 ～ 185 2.6 1.4 2.9 3.0 13  20.3 
ルハー ンシク州 く 37 99 0.34 0.68 0.48 0.22 1.7 37 ～ 185 0.69 1.0 2.1 1 .7 0.33 5.2 
ドニプロベ ト ロ ウ シ ク 州 < 37 100 0.1 0.19 0.18 0.19 0.65 37 ～ 185 0.02 1 .29 2.6 2.8 0.40 7.1 
ドネ ツ ィ ク 州 < 37 94 0.2 0.39 0.29 0.21 1 .1 37 ～ 185 5.6 1 .1 2.2 1.4 0.27 5.0 
< 37 75 0.2 0.4 0.37 0.58 1.5 
37 ～ 185 17 2.5 5.1 1.4 5.9 14.9 
ジ ト ー ム イ ノレ州、｜ 1 85 ～ 555 7.2 6.8 14 1.9 3.4 25.8 
555 ～ 1440 0.69 20 39 8.2 12 79 
> 1440 0.06 52 103 22 32 208 
ザカルパ ッ チャ州 < 37 100 0.12 0.25 0.24 0.19 0.80 
ザポ リ ージャ州 < 37 100 0.07 0.15 0.15 0.16 0.52 
イ ヴ ァ ー ノ ＝ フ フ ン キ ー ウ < 37 95 0.26 0.52 0.55 0.36 1 .7 
シク州 37 ～ 185 4.6 1.7 3.4 3.5 0.5 9.0 
く 37 76 0.45 0.89 0.5 0.42 2.3 
37 ～ 185 22 1.9 3.8 1.5 1.0 8.2 
キエ フ州 185 ～ 555 I . I  8.2 16 6.5 2.7 34 
555 ～ 1440 0.66 26 52 8.2 1.5 88 
> 1440 0.08 92 184 41 57 375 
キ ロ ヴオ フ ラ ー ド州 < 37 99 0.20 0.40 0.37 0.15 1.1 37 ～ 185 0.68 1.6 3.2 3.5 0.29 8.7 
ク リ ミ ア 自 治共和国 < 37 100 0.12 0.23 0.20 0.17 0.72 
リ ヴィ ワ州 < 37 100 0.09 0.17 0.17 0.16 0.58 37 ～ 185 0.008 1.2 2.4 2.6 1.5 7.7 
ム ィ コ ラーイ ウ州 く 37 100 0.12 0.24 0.22 0.15 0.73 37 ～ 185 0.06 2.4 4.8 5.3 0.50 13 
オデ ッサ州 < 37 100 0.19 0.38 0.34 0.15 1.1 37 ～ 185 0.19 1.3 2.7 2.9 1.5 8.5 
ポノレタ ヴァ州 < 37 100 0.17 0.33 0.31 0.22 1.0 
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時期区分に よ る実効被曝線量 （mSv)
地方
四7Cs 密度 人口分布 外部被曝 内部被曝 合計
（回q/m2) （%） 1987 ～ 1987 ～ 1986 ～ 1986 2011 1986 2011 2011 
< 37 78 0.28 0.56 0.45 1.1 2.4 
リ ウネ州、｜ 37 ～ 185 21 2.2 4.3 1.9 14 22 
185 ～ 555 0.39 7.2 14 5.9 14 42 
スーム ィ 州 く 37 99 0.21 0.42 0.41 0.32 1.4 37 ～ 185 0.98 1.91 3.8 4.1 1.2 11  
テルノ ー ピ リ 州 く 37 97 0.15 0.30 0.35 0.37 1.2 37 ～ 185 3.0 1.6 3.1 3.3 0.77 8.7 
ノVレキウ州、｜ < 37 100 0.1 8  0.36 0.32 0.17 1.0 37 ～ 185 0.01 1 .12 2.2 2.4 0.54 6.3 
ヘル ソ ン州 < 37 100 0.07 0.14 0.14 0.13 0.49 
< 37 98 0.16 0.33 0.35 0.26 1.1 
フ メ リ ヌ ィ ーツ ィ ク ィ イ 州 37 ～ 185 1 .7 1 .6 3.3 3.6 0.29 8.7 
185 ～ 555 0.003 6.7 13 15 0.15 35 
< 37 84 0.30 0.59 0.59 0.27 1.7 
チェノレカース ィ 州 37 ～ 185 15 1.9 3.7 3.3 0.54 9.5 
185 ～ 555 0.37 7.3 15 15.8 0.12 38 
< 37 92 0.36 0.72 0.74 0.35 2.2 
チェルニ ウ ツ ィ ー什｜ 37 ～ 185 7.6 1.7 3.4 3.2 0.34 8.6 
185 ～ 555 0.31 5.9 12 13 0.25 31 
く 37 97 0.23 0.45 0.41 0.50 1.6 
チ ェノレニ ー ヒ ウ州、｜ 37 ～ 185 3.2 1.8 3.6 2.3 2.2 9.8 185 ～ 555 0.08 7.4 15 8.1 4.0 34 
555 ～ 1440 0.01 18  35 35 12 100 
キエフ特別市 く 37 100 0.48 0.96 0.28 0.13 1.9 
セ ヴァ ス ト ポ リ 特別市 < 37 100 0.2 0.40 0.34 0.14 1 .1 
表 3.22 1986 年に降下した 137Cs による土壌の汚染密度に基づく、 ウクライナ全体に於ける、 外部被曝、 内
部被曝とその合計の、 人口で加重した実効線量 （mSv） の分布
問。 密度 人口分布 実効被曝線量 （mSv)
（凶q/m2) （%） 外部被曝 内部被曝 合計1986 1987 ～ 2011 1986 1987 ～ 2011 1986 ～ 2011 
< 37 96 0.20 0.41 0.33 0.29 1.2 
37 ～ 185 3.7 1.8 3.7 2.1 3.3 1 1  
185 ～ 555 0.29 7.0 14 3.5 3.4 28 
555 ～ 1440 0.04 23 46 8.4 6.4 84 
> 1440 0.005 77 154 34 47 313 
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表 3.23 は、 ウ ク ラ イ ナの全地方に於け る 、 人 口 で加重 した実効被曝線量を、 事故後の異 な る 期 間毎
に表 し た も のである。
表 3.23 ウクライナの全地方住民の、 人口で加重した全身被曝の実効線量 国Sv)
地方 時期区分 （年） 毎の全身被曝の人口で加重 した実効線量 （mSv)1986 1987 ～ 1996 1997 ～ 2011 1986 ～ 2011 
グィ ー ンヌ ィ ツ ャ 州 1.02 0.61 0.30 1 .93 
ヴォルィ ーニ州 0.72 2.34 0.81 3.86 
ノレハーンシク1·M 0.84 0.60 0.31 1 .75 
ドエプロベ ト ロ ワ シク 州 0.27 0.25 0.13 0.65 
ドネツ ィ ク 州 0.60 0.47 0.25 1 .32 
ジ ト ーム イ ノレ州 1.96 2.91 1.32 6.19 
ザカルパ ッ チャ州 0.37 0.30 0.13 0.80 
ザポ リ ージャ州 0.22 0.20 0.10 0.52 
イ ヴァ ー ノ ＝ ブ フ ンキー ウ シク什｜ 1.01 0.70 0.31 2.03 
キエフ州、｜ 1.96 1.86 0.94 4.76 
キ ロ ヴオ フ フ ー ド州、｜ 0.61 0.38 0.19 1 .18 
ク リ ミ ア 自 治共和国 0.32 0.27 0.13 0.72 
リ ヴィ ワ州 0.25 0.22 0.11  0.58 
ム ィ コ ラ ーイ ウ州 0.35 0.26 0.13 0.74 
オデ ッ サ州 0.54 0.35 0.18 1 .07 
ポJレタ ヴア1·H 0.48 0.38 0.17 1 .04 
リ ウネ州 1.48 3.77 1.47 6.72 
スーム ィ 州 0.67 0.53 0.25 1 .45 
テルノ ー ピ リ 州 0.63 0.54 0.23 1 .40 
ハノレキ ウ州 0.50 0.36 0.17 1 .03 
ヘル ソ ン州 0.22 0.19 0.09 0.49 
フ メ リ ヌ ィ ー ツ ィ ク ィ イ 州 0.59 0.43 0.20 1 .22 
チェノレカ ース ィ 州 1.63 0.95 0.49 3.07 
チェノレニ ウ ツ ィ ー州、｜ 1 .45 0.88 0.43 2.75 
チェルニー ヒ ウ州 0.77 0.79 0.34 1 .90 
キエブ特別市 0.76 0.71 0.39 1 .86 
セ ヴァ ス ト ポ リ 特別市 0.54 0.35 0.19 1 .08 
全 ウ ク フ イ ナ 0.71 0.69 0.32 1 .72 
表 3.24 は、 1986 年に降下 した 137Cs に よ る 土壌の汚染密度が 37 回q/m2 を超過 していた、 ウ ク ラ イ ナ
の農村地帯住民の分布 を表 した も のである。 汚染密度の測定は、 1986 ～ 2011 年間に二年毎に行われた。
表 3.24 1986 年に降下した 137Cs による土壌の汚染密度が 37 回q/m1 を超過していた農村地帯に住む、 ウ
クライナ市民の全身被曝の実効線量を、 線量区分と時期区分に応じて整理した相対分布 （%）
時期区分 （年）
線量区間 （mSv) 1986 1987 ～ 1996 1997 ～ 2011 1986 ～ 2011 
全人口に 占める割合 （%）
< l  21 
1 ～ 2 6.2 22 34 一
2 ～ 5  60 40 31  9.4 
5 ～ 10 26 19 11 40 
10 ～ 20 6.9 15 2.7 31  
20 ～ 50 0.78 4.2 0.21 18  
50 ～ 100 0.01 0.14 1.5 
> 100 0.08 
140 
第 3 章 ： 健康影響
3. 2 事故後の遠隔期 ’ に於 け る住民の健康 と そ の維持の為の戦略
ウ ク ラ イ ナは、原子力 を優先的に開発 してき た 国の一つであ る 。 1930 年代初頭から核研究が展開 さ れ、
40 年代後半に は工業生産 と ウ ラ ン濃縮が行なわれた。 核技術を実用化す る に あた り 、 医学的な防護が
滞っ た為に、 作業者や公衆の被曝は管理 さ れず増加 して き た。 そ う した姿勢が最 も劇的 に顕在化 した
例が、 チェルノ プイ リ 事故であ る。
ウ ク ラ イ ナで人士放射性核種線源に よ り 被曝 したのは、 以下の集団に属する人々 である ：
一 急性放射線症候群 と 診断 さ れたチェルノ プイ リ 原発の職員及び消防士達、 並びに 旧 ソ連時代に
行われた核実験への軍か ら の参加者 ；
チェル ノ プイ リ 事故の影響を受けたその他の集団 （事故処理作業従事者、 放射能汚染地域の住
民、 出生以前に被曝 した子供達、 或いは被曝 した両親の聞に生まれた子供達） ；
ウ ク ラ イ ナの原子力発電所の運転員達 ；
30 凶 圏内の人員、 並びに放射線管理区域で 「石棺」 建設作業に従事 した人々 ；
核燃料サイ ク ルに関連する 工場及び鉱 山 の職員、 並びに工場や尾鉱がある地域の住民。
2010 年 1 月 1 日 現在、 ワ ク ラ イ ナの厚生労働機関は、 225 万 4471 名 の市民を、 チェルノ プイ リ 核災
害 に よ る被災者 と して認定 している へ その 中 に は、 26 万 807 名 の事故処理作業従事者 （第 1 カ テ ゴ リ
- 6 万 5666 名 、 第 2 カ テ ゴ リ ー 15 万 4238 名 、 第 3 カ テ ゴ り ー 4 万 903 名 ） が含まれる。 一般住民の
認定被災者は、 199 万 3664 名 であ る 。 そ の内訳は、 第 1 カ テ ゴ リ ーが 4 万 5161 名 、 第 2 カ テ ゴ リ ーが
6 万 4660 名 、 第 3 カ テ ゴ リ ーが 46 万 465 名 、 第 4 カ テ ゴ リ ーが 92 万 2762 名 と な っ て い る 。 チェルノ
プイ リ 核災害に よ り 被曝 した子供達は、 49 万 8409 名 と 登録されている。
現在の状況を鑑みる に、 ウ ク ラ イ ナ には、 完全な核燃料サイ ク ルを継続 し原子力利用 を拡大す る 以
外の選択肢は、 残 さ れていない。 こ の産業の発展は、 国際的に認め られた技術 と 医学的放射線防護の
経験が あ っ て 、 初めて可能にな る。
そ の よ う な経験は、 チェルノ プイ リ 核災害に よ る健康影響を克服する努力 の結果 と して、 獲得 さ れた。
これは、 世界に も類例のない、 ウ ク ラ イ ナの優良な国際的遺産であ り 、 以下の結果を含む ：
一 事故後の期間に於ける放射性核種の環境中での移動の基本形態の研究 ；
一 事故後に被曝を も た ら した、 放射性核種 に よ る人体の健康への影響に関する長期的研究 ；
ー 子供達及び妊娠可能年齢層 の調査を主 と す る 、 チ ェ ノレノ プイ リ 核災害 に よ る被災者のモニ タ リ
ング ；
一 疾患の発症 と 進行の形態の研究、 チェル ノ プイ リ 核災害に よ る被災者の健康状態を規定する疾
患に よ る 死亡率の研究、 並びに被曝後の遠隔期 に於け る 、 核災害に よ る 健康への悪影響を緩和
する 医薬品開発の研究 ；
ー チェルノ ブイ リ 核災害 に よ る被災者の身体障害につなが る 、 典型的な疾患の り ス ク 要因の特定；
ー チェルノ プイ リ 核災害に よ る 被災者の健康状態の維持回復を 目 的 と した、 診断治療 ・ リ ハ ビ リ
テーシ ョ ン ・ 予防の為の既存の方法の改良、 或いは新 しい経済的で身体への負担も少ない方法
の開発 ；
ー 科学技術関連事故の影響を軽減する方法の有効性を、 複合的に評価す る原則の策定 ；
一 放射線の急性影響 （急性放射線症候群 （ARS） ） の研究、 ARS に擢患 しなかっ た事故処理作業
従事者の研究、 並びに低線量被曝を蒙っ た一般住民に於 け る 、 関連する 致死的影響の研究 ；
9 本章では、 チェルノ ブイ リ 原発事故から長期間が経っ た状態を、 「遠隔期」 と 称する。
10 認定被災者のカテ ゴリ ーは、 第 1 ～第 4 まである。 第 1 カテゴリ ーは、 核災害によ り 障害を負った者を
指す。 また第 4 級は、 一般住民のみに適用 される。
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一 比較的高線量の被曝を蒙った事故処理作業従事者に於ける放射線誘発 白 内障の評価 と 、 0.25 Gy 
（土子 250 mSv） 以下の被曝者に於け る 白 内障の発症 リ ス ク 増加の可能性の評価 ；
一 思春期以前に ヨ ウ素 131 (1311） に被曝 した人々 に於け る 、 甲状腺癌の検出 ；
ー 事故直後の期聞 と 暫 ら く 経 っ て か ら の期 間 に於いて、 事故処理作業従事者の間で白血病の り ス
ク が増加 した と い う 証拠。
こ の よ う な放射線影響の研究は、 原子放射線の影響に関する 国連科学委員会 （UNSCEAR） の第 56
回 （2008 年） 及び第 57 回 （2010 年） 大会に於いて、 国際的に認め られた。 最 も 重大な影響を受けた 2
ヵ 国で あ る 、 ワ ク ラ イ ナ と ベラルー シの科学者が一致 して活動 した こ と も 、 注 目 されるべきである。
3. 2. 1 チ ェ ルノ ブイ リ 原発事故処理作業従事者の健康状態
被曝 した人員の年次健康診断に よ る と 、 ウ ク ラ イ ナ国家登録簿 （SRU） に登録 さ れたチェルノ ブイ
リ 原発事故処理作業従事者 31 万 4192 名 の内、 20 万 7486 名 が 1986 ～ 1987 年の 「事故処理班員」 であ
っ た。
事故処理作業従事者に於いては、 放射線被曝に よ る確率的及び確定的影響 と して、 白 血病や数種の
固形癌或いは腫揚以外の疾患 （非腫揚性疾息） な どの発症率 と リ ス ク が増大 し た こ と が、 事故後に
行われた疫学研究か ら 明 ら かに な っ た。 被曝者を対象 と す る 腫療の長期追跡調査の記述的分析か ら、
1986 ～ 1987 年に事故処理作業に従事 した者に於いてのみ、 こ の症状の発症率が全国平均を超えている
こ と が示 さ れている。 疾患全体の内、 発症率の増加が最も大き かっ たのは甲状腺癌で、 5.6 倍であ っ た。
1986 ～ 1987 年に 「事故処理班員」 であっ た女性の乳癌発症率は、予想さ れた水準の 1.5 倍を超えた （表
3.25） 。
表 3.25 チェルノブイリ事故処理作業従事者に於ける各種癌の発症数
（国立 ウ ク ラ イ ナ医学アカデ ミ ー放射線医学研究セ ン タ ーのデー タ ）
事故処理作業従事者の集団 （観察期間） 症例数 標準化慌患比 95% 信頼
及び国際疾患分類第 10 版に よ る病名 期待値 実数 （%） 区間
1986 ～ 1987 年の事故処理作業従事者 （2004 6649 7190 108.l 105.6 ～ 110.6 ～ 2007 年） ： 悪性新生物 （C.00 ～ C.96)
1986 ～ 1987 年の事故処理作業従事者 （2004 53 299 564.2 500.2 ～ 628.1 ～ 2007 年） ： 甲状腺癌 （C.73)
1986 ～ 1987 年の女性事故処理作業従事者 149 226 151 .7 131.9 ～ 171.5 (2004 ～ 2007 年） ： 乳癌 （C.50)
ウ ク ラ イ ナ と 米閏の 1999 年の政府間合意の下、 放射線医学研究セ ン タ ー と 米国国立がん研究所は、 「事
故処理班員」 コ ホ ー ト に於ける放射線に よ る 白血病 リ ス ク の分析を、 共同で実施 した。 こ の分析は、 11
万名 を超え る 事故処理作業従事者の コ ホ ー ト に対する症例対照研究にて見 出 さ れ る 、 1986 ～ 2006 年に
掛けて診断 さ れ、 国際的な血液学的検査 に よ り 確認 さ れた 「事故処理班員」 の 白血病 162 症例の評価
に基づいている。
白 血病の り ス ク が 間違いな く 増すこ と は、 被曝か ら 最初の 15 年間に確認 さ れて い る （表 3.26） 。 こ
の結果は、 国連国際がん研究機関 （IARC） 調査団 に よ る 、 ロ シア人 「事故処理班員」 の調査に よ っ て
も確認 さ れてい る 。 「事故処理班員」 に於け る 白血病 り ス ク はその後 5 年間で低下 しているが、 これは
原爆に よ る被曝者の調査結果 と も一致している。
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義 3.26 「事故処理班員J コホ』トの白血病リスク
観察期間 ｜ 過剰相対リスク
1986 ～ 2000 I 3.44 
1986 ～ 2006 I 1.37 
(2010 年 10 月 ウ ク ライ ナ ・ 米国合同調査による）
郷% 信頼区間 ｜ 有意確率
0.47 ～ 9.78 I く 0.01
0.08 ～ 3.78 I o.03 
1986 ～ 2006 年に掛けて f事故処理班員」 コホー ト に於いて登録された白血病の発症件数を分析した
処、 非 リ ンパ性白血病に比べて、 リ ンパ性白血病、 と り わけ慢性リ ンパ性白血病 （CLL） の発症率が増
加 している こ と が分かった．
統計によれば、 ウ ク ラ イ ナ国民に於ける cu， の発症は、 （白血病の内） 多く を 占める。
予備的分析から、20 歳以上の男性事故処理作業従事者に於いては、 ウ ク ライナ国民一般と 比較する と 、
CLI， の増加につれて、 白血病発症例全体の構成が変化 してい る こ と が判明 している。 CLL の比率はウ
ク ライ ナ男性全体では 42% だが、 『事故処理班員」 では約 60% である。 急性骨髄性白血病 と慢性骨髄
性白血病は、 ウ ク ラ イ ナ全体では夫々 13% と 12% であるが、 「事故処理班員J では 6% と 17% であっ


















= Other  Ml.，ー その他の骨髄性白血病
ili Lー リ ンパ腫
図 3.10 2005 年記於ける 加 歳以上のウクライナ男性に於ける白血病の症例織成
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59ちも
困 3.11 「事故処理班員」 コホ』トに擁諒された白血病の症例構成 （1987 ～ 1006年〉
（国立 ウ ク ラ イナ医学アカデミー放射線医学研究センターのデータ）
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事故直後に事故処理作業従事者の造血系をそニタ リ ング した処、 症例群の 25% に末梢血の白血球の
減少 ｛ 白血球減少症〉 が見られ、 12% に白血球増加症が見られた。 赤血球数と へそグロ ピン濃度の増
加は 9.5弘 の者に見 られた し、 血小板増加症が 9%、 リ ンパ球増加症が 14.5%、 単球増加症が 10.S弘 に
見 ら れた。 事故後の遠隔期に行われた観察では、 白血球増加症が 24%、 白血球減少症が 19.7%、 血小
板増加症が 2.4%、 血小板減少症が 7.6% になった。 二系統血球減少症及び汎血球減少症は、 症例群の
15% に見られた。 白血球減少症 ・ 血小板減少症 ・ 貧血症の患者の割合は2010 年まで安定しているのに
対 して、 リ ンパ球増加症の患者は僅かに増加 した。
観察期間全体を通じて、 発症の量的側面が比較的 よ く 正常化していったのに対して、 細胞を構成す
る血球の細胞核及び細胞質の質的異常は特徴的であった。 f古いJ 細胞に於ける 巨核球の増加、 巨大血
小板の存在、 細胞の多型性が観察された し、 一部では更に、 血小板の凝集や、 小型ない し大型細胞の
蓄積も見られた。
事故処理作業従事者に於ける非腫鶏性疾患の発症率
1988 ～ 2008年までの聞に、 事故処理作業従事者に於いては、 健康な者の比率は 67.6% か ら S.4% に





1988 年 2008 年
口健康 〈%） 回 身体機能に変化あ り 〈%） 自 慢性疾患あ り 〈%）
図 3.12 2鈍8 ～ 2008 年に於ける 「事故処理班員」 コホ｝トの総合徳康指輔の動態
（国立 ウ ク ラ イナ医学アカデ ミ ｝放射線医学研究センタ｝のデ｝タ）
82.3 
事故処理作業従事者の健康悪化の要因は複雑であ り 、 放射線及び非放射線要因、 例えば被曝時の年
齢や疾病 り ス ク の時間 （疾病を数え始める期間） やその他の要因 と 、 関連している。
1988 ～ 2008 年に掛けて実施された コホ｝ ト疫学研究によ る と 、 事故から時聞が経過した時期は、 非
腫第性疾患の増加によって特徴付け られて お り （図 3.13）、 0.25 ～ 0.7 Gy （今 250 ～ 700 mSv） を外部
被曝した者に於いて特に顕著である。
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1 988 1 992 1 997 2002 2008 〈年｝ ｜
－← 0.25 ～ 0.7Gy －・－ 0.2SGy以下 一企－ O.OSGy以下 （対照群）
国 3.13 全身被爆線量別に表示した 「事故処理班員J コホートに於ける非腫癖性疾患の宿患率の動鰭
（国立ウクライナ医学アカデミー放射線医学研究センターのデータ）
1986 ～ 1987年に事故処理作業に従事した者 （f事故処理班員」） のコホ｝ トに於ける、 健康状態の悪
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図 3.14 2008 年に於ける 「事故処理班員J コホートの非腫痕性疾患の羅患率構成
（国立ククライナ医学ア-}Jデミー放射線医学研究センターのデータ）
註 ： 1：循環器系疾患 2：神経系 ・ 感覚器疾患 3： 消化器系疾患 4：筋骨格系疾患 5： 内分秘系疾患
6： その他の疾患
事故処理作業従事者に於ける非腫癖性疾患の発症に対する放射線の影響は、 個々の疾患郡別に、 循
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1 992 1 997 2002 2008 （年）
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1988 1992 1997 2002 2008 
－＋ー 0.25 ～ 0.7 Gy
－・－ 0.25 Gy 以下
・噌ー O.OS Gy 以下 （対照群）
（年）
%。 40歳以上
1 988 1992 1997 2002 2008 
一。－ 0.25 ～ 0.7Gy 
－・－ 0.2S Gy以下
一← O.OS Gy以下 （対照群）
（年）
園 3.17 全身被晦線量別に表示した 「事故処理班員」 コホートに於ける内分泌系及び代謝疾患の発症率
動態 （国立 ウ ク ライ ナ医学アカデミ ー放射線医学研究セ ンターのデータ）
内分秘系疾患への年齢要因の影響を分析する と 、 低線量被曝群 （0.1 ～ 0.249 Gy ； 主 100 ～ 249 mSv) 
に於いて、 当時の年齢が 18 ～ 39 歳であった者に有意な影響が見られる。 これは、 その年齢層の感受
性が高い こ と を示すのかも しれない。
リ ス ク 分析から、 1986 ～ 1987 年の 「事故処理班員」 コ ホー ト に あっては、被曝線量 0.25 ～ 0.7 Gy （与
250 ～ 700 皿Sv） の範囲に於いて、 非腫樹生疾患に、 極めて有意な被曝に関連した影響が見 られ る こ と
が分かる。 こ の範囲の線量で被曝した者は、 内分泌系疾患で 1.24 倍、 精神疾患で 3.57 倍、 循環器系疾
患で 1.25 倍、 呼吸器系疾息で 1.29 倍、 消化器系疾患で 1.54倍、 掛尿器産患で 1.43 倍、 被曝 していな
い対照群よ り も発症率が高かった．
被曝後 25年間の過剰絶対 リ ス ク （臥R， 千人 ／Gy； 主 千人 ／Sv） 及び脊与危険割合（%） の値に基づき 、 「事
故処理班員」 の放射線に起因する 非腫癒性疾患の増加数を計算 した処、 総計 8 万 1631 の症例増加があ
った。 その中 には、 心筋症 （2 万 8280 例） ・ 冠動脈疾息 （3578 �D ・ 後天性甲状腺機能低下症及び甲状
腺炎 （8067 倒） ・脳血管疾患 （5943 倒） ・ 肱量その他の前庭疾患 (1 万 8010 例） ・神経症及び精神病質 （4967
倒） ・ 閉塞性慢性気管支炎 (1112例） ・ 後天性腎嚢胞 （2695 例） ・ 慢性前立腺炎 （8970 例） が含まれる。
事故処理作業従事者に於ける 非腫蕩性疾患の発症は、 放射線の影響だけでな く 、 年齢 ・ 劣悪な労働
条件 ・ 好ま し く ない生活習慣 ・ ス ト レス ・ 低栄養 ・ 合併症な ど、 複雑な非放射線要因 に よ っ て も条件
付け られる （図 3.18, 3.19）。
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2 3 4 5 6 7 8 9 
危険要因
国 3.18 各種リスク要因による脳血管疾患の 1側 入 ・ 年あたりの発症数増加
（国立 ク ク ライナ医学アカデミ ー放射線医学研究センター 『臨床疫学的記録J による〉
註 ： 1 ： 外部被曝 0.25 ～ 0.49 Gy（今 250 ～ 499 mSv) 2 ： 外部被曝 0.5 ～ 0.99 (fy （今 500 ～ ”9mSゆ3 ： 年齢40 ～ 49議 4 ： 年齢50～59歳 5 ： 年齢 制 ～ 69歳 6 ： 本能性高白血圧 7 ： 緒尿病
S ： 喫煙 9 ： 感情的緊張過多
身体的な
負担過剰 14%
















第 3章 ： 健康影響
事故処理作業従事者に於ける身体障害は、 1988 ～ 2008年までの聞に顕著に増加し、 最大の増加は
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｛年）
一・－ 4()歳以上 一台ー コホー ト全体
図 3.20 作業時年齢別に表示した 1988 ～2008 年に於ける 「事故処理班員J コホートの身体障害率の動態
（国立ククライナ医学アカデミー放射線医学研究センターのデータ）
身体障害の原因となった疾患の構成に於いて、 主導的な地位を占めているのは、 循環器系 ・ 神経感
覚器 ・ 消化器 ・ 内分泌系の疾患である 〈図 3.21)。
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図 3.21 2008 年に於ける 「事故処理班員J コホートの身体障害の原因となった非腫癖性疾患の構成
（国立ウクライナ医学アカデミ｝放射線医学研究センタ｝のデ｝タ）
註 ： 1：循環器系疾患 2： 神経系 ・ 感覚器疾患 3： 消化器系疾患 4：呼吸器系疾患 5： その他の疾患
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1988 1 992 1997 2002 2008 
〈年）
一← 40議未満 一・－ 40歳以上 一企ー コホー ト全体
図 3.22 作業時年齢別に表示した 19勝 ～ 2側8 年に於ける 「事故処理班員J コホートの非腫癖性疾患によ
る死亡率の動態 （国立クク ライナ医学アカデミー放射線医学研究センターのデータ）
非腫湯性疾患による死亡率が最も高 く 、 またその増加も最も顕著なのは、 被曝時の年齢が 40～ 60
歳であった層である。 このことは、 明 らかに 「年齢J 要因の影響と関連している。
1986 ～ 1987年の f事故処理班員」 コホー トの 〈非腫湯性疾患による） 死圏構成に於いては、 循環器





図 3.23 2008 年に於ける 「事故処理班員J コホートの死因となった非腫癖性疾患の構成
（国立ウクライナ医学アカデミー放射線医学研究センターのデータ）
註 ： 1：循環器系疾患 2： 消化器系疾患 3： 呼吸器系疾患 4： その他の疾患
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0.05 ～ 0.7 Gy （今 50～ 700mSv） の放射線による全身外部被曝を受けた事故処理作業従事者の内で、
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第 3 章 ： 健康影響
リ ス ク 分析 に よ り 、 1986 ～ 1987 年の 「事故処理班員」 コ ホ ー ト に関 して、 非腫療性疾患及び循環器
系疾患によ る死亡率 と 被曝線量 と の聞に、高度に有意な関連が見 られる こ と が明 ら か に さ れた （表 3.27） 。
表 3.27 「事故処理班員」 の肉、 0.25 ～ 0.7 Gy （今 250 ～ 700 mSv) （平均 0.3 Gy 与 300 mSv） を全身
被曝したコホート全体 （年齢を無視） に於いて、 5 年 ・ 10 年 ・ 15 年 ・ 20 年が経過した際の、 非
腫癌性疾患による死亡率の相対リスクと信頼区間
（国立 ウ ク ラ イ ナ医学アカ デ ミ ー放射糠医学研究セ ン タ ーのデータ）
疾患の種類 国際疾病分類第 9版 相対リスク 信頼区間
循環器系疾患 390-459 2.4 (1.21; 3.8) 
一本態性高血圧 401-405 1.34 (1.19; 3.1) 
－冠動脈疾息 410-414 2.81 (1.9; 3.72) 
－脳血管疾愚 430-438 2.41 (1.3; 3.7) 
チェルノ プイ リ 事故時に 40 歳未満で あ っ た人々 については、 死亡率 と 被曝線量 と の 聞の信頼すべき
関連は、 現在までのモ ニ タ リ ングでは確立 さ れて いない。 こ の こ と は、 更に長期間経 っ て か ら 、 リ ス
ク が顕在化する と い う 可能性に よ り 説明でき る か も しれない。 被曝時 40 ～ 60 歳であっ た事故処理作
業従事者に 関 して は、 循環器系疾患 に よ る死亡率 と 被曝線量の聞 に 関連が あ る 可能性が見出 さ れて い
る。
上記の よ う な循環器系疾患に よ る 死亡率の過剰相対 リ ス ク は、 広島 ・ 長崎原爆生存者の寿命調査 山
や、 ロ シアの医学 ・ 人 口 動態登簿に よ る放射線被曝 した兵士達の調査 ［2］ な どの、 他の調査か ら得られ
たデータ と も一致している。
3. 2. 2 幼少期 に事故に遭い、 避難 し た 人 々 の健康状態
小児期 と 思春期の身体は、 機能的 に も 形態学的に も成人 と して識別 し得 る 大人 と 比べて、 負 の外的
要因に対して よ り 感受性が高い こ と が知 られている。
チェルノ プイ リ 原発 30 M 圏内か ら避難 した時に小児及び思春期であった男性 と 女性の、 （一次性疾
患を） 発症する 絶対 リ ス ク の評価に よ る と 、 1993 ～ 2007 年の聞 に最高の絶対 リ ス ク を示 した疾患は、
神経系疾患 ・ 消化器系疾患 ・ 循環器系疾患であった。
感覚器官 と 神経系の疾息の 中で最 も 一般的で あ っ た のは、 網膜の血管障害 で あ っ た。 多 く の一般的
な疾患に と っ て、 網膜の血管障害を含む血管障害は、 他の疾患の合併症ではな く 、 病態が進む過程の
一体化した一部 （基本的な過程） であ り 、 その他の症状が現れる前に識別する こ と ができ る。
網膜血管障害の有病率 と 相対 リ ス ク は、 現在 は キ エ フ 市に住んでい る プ リ ピ ャ チ市か ら の避難者
3773 名 の コ ホー ト か ら抽出 した集団を対象に、 1992 ～ 1998 年に包括的に調査 さ れ、 分析 さ れた。
調査対象者は、 事故時の年齢に よ っ て、 第一小児期 （4 ～ 7 歳） 、 第二小児期 （女児 8 ～ 11 歳 ； 男児
8 ～ 12 歳） 、 思春期 （女児 12 ～ 15 歳 ； 男児 13 ～ 16 歳） 、 青年後期 （女性 16 ～ 20 歳 ； 男性 17 ～ 21 歳）
の四集団に分け られる。 「思春期」 と 「青年後期」 集団は、 小児期に被曝 した人々 の 中の内部対照群で
あ る が、 夫々 互いの集団につい て も 比較 さ れた。 更に、 避難者の全四集団 に於け る 血管障害の相対 日
ス ク は、 電離放射線に被曝 したこ と のない 105 名 の対照群の調査デー タ と 比較 して推定さ れた。
全四集団の研究に よ り 、 網膜の血管病変の有病率が 明 ら かに な っ た。 1000 人あた り 、 第一小児期集
団では 258.62、 第二小児期集団では 320.79、 思春期集団では 262.22、 青年後期集団では 267.39 であった。
一般的な標準割合 と は異な り 、 第二小児期集団での血管障害の有病率が最大であ り 、 よ り 年齢の高い
集団の も のではなかっ た。
被曝 した各集団の相対 リ ス ク （RR） は、 対照群 と 比べて高 く 、 特に第三小児期集団が、 2.60 (95% 
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信頼区間 1.54 ; 4.37） ピ ＝ 16.89 で p 値は 0.00004 で あ っ た。 一方、 第一小児期集団 では、 2.09 (95% 
信頼区間 1.06 ; 4.13） ぽ ＝ 4.64 で p = 0.0312 で あ っ た。 残 り の三集団の被曝 した子供達に於け る 相対
リ ス ク と 比較する と 、 被曝 した思春期集団に対して、 第二小児期集団の相対 リ ス ク は、 1.22 (95% 信頼
区間 1.03 ; 1 .45) t = 5.25 で p = 0.0219 であ り 、 その差は有意であ っ た。 小児期に被曝 した二集団 を 「青
年後期」 集団 と 比較する と 、 相対 リ ス ク は 同 じ く 有意に高かった （相対 リ ス ク RR = 1.2、 95% 信頼区
間 1.01 ; 1.42, t = 4.47、 p = 0.03439） 。
従って、 小児期の被曝、 と り わ け第二小児期 に於け る被曝は、 網膜の血管障害の リ ス ク を高めた。
遠隔期に於 け る 非腫癌性疾患の相対 リ ス ク の調査は、 30 km 圏 内 か ら 避難 した 当 時 18 歳以下の子供
達を対象に、 年齢別且つ男女別に解析 さ れた （表 3.28）。
表 3.28 チェルノブイリ原発30 km 圏内から小児期に避難した人々に対する、 思春期に避難した人々の非
腫高性疾患の発病率の相対リスク （RR) (1993 ～ 2007 年の調査データ ； 国立 ウ ク ラ イ ナ医
学アカ デ ミ ー放射線医学研究セ ンタ ーのデー タ ）
国際疾病分 男性 女性疾患の種類 相対 相対類第 9版 リ ス ク 95% 信頼区間 リ ス ク 95% 信頼区間
内分泌系疾嵐 240-279 1.08 0.80; 1.47 1.20 0.99; 1 .45 
精神疾患 290・319 0.95 0.64; 1.41 1.49 1.10; 2.03 
神経系 ・ 感覚器疾患 320-389 1.56 1.39; 1.75 1 .46 1.31; 1 .61 
循環器系疾患 390-459 0.78 0.67; 0.92 1 .04 0.92; 1.17 
呼吸器系疾患 460-519 1.09 0.85; 1.40 1 .42 1.12; 1.81 
消化器系疾息 520-579 1.38 1.23; 1.55 1.70 1.52; 1.91 
泌尿生殖器系疾患 580-629 2.06 1 .45; 2.93 2.42 1.97; 2.96 
皮膚 ・ 皮下組織疾患 680-709 0.62 0.49; 0.80 0.71 0.57; 0.88 
筋骨格系 ・ 結合組織疾患 710-739 1.32 0.87・ 2.00 1 .20 0.90; 1.59 
思春期に避難 した女性 と 比べ、 小児期 に避難 した女性では、 皮膚 と 皮下組織の疾患群の擢患 り ス ク
が有意 に高かっ た。 逆に、 小児期 に避難 し た 人 と 比べ、 十代で避難 した女性は、 精神疾風、 神経系 ・
感覚器疾患、 呼吸器系疾患、 消化器系疾患、 泌尿生殖器系疾患の リ ス ク が高かった。
同様に、 （思春期に避難 した男性 と 比べ、） 小児期に避難 した男性では、 循環器系疾患 と 、 皮膚 と 皮
下組織の疾患群の リ ス ク が有意に高かっ た。 小児期に避難 した人 と 比べ、 十代で避難 した男性は、 神
経系 ・ 感覚器疾患、 消化器系疾嵐 と 泌尿器疾患の リ ス ク が有意に高かっ た。
従 っ て、 チ ェルノ プイ リ 事故 に よ る被曝を蒙っ た集団 に於け る 電離放射線の影響は、 被曝時の年齢
と い う 要因 に よ っ て有意に変化 し、 長期の橿息状態についての発病率 と 有病率のデー タ 解析に基づ く
と 、 最 も危険な年齢区分は、 第一小児期ではな く 、 第三小児期及び思春期であ る と い う こ と が証明 さ
れた。
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3. 2. 3 チ ヱルノ ブイ リ 核災害に被災 した様々 な子供達の集団に於ける健康影響
チェノレノプイ リ核災害の医学的影響に関しては、チェルノプイ リ原発30km圏内から避難した子供達、
汚染地域に住む子供達、 胎児期に被曝した子供達、 被曝した親を持つ子供達とい う 、 様々なコホー ト
で研究されてきた。 事故から暫ら く後の期聞に、 S 万名以上の子供達が、 放射線医学研究センターによ
って観察された。
放射性ヨ ウ素被曝及びチ ェ ルノ ブイ リ 事故 に よ る その他の好ま し く ない要因に曝露 し た
子供達の健康状態の変化
チェルノプイ リ事故直後の時期 (1986.04.26～ 1986.09.01) には、 最初の数日聞に放射能危険区域か
ら避難してきた子供達は、咽頭の刺激と 口腔内の金属味の知覚 （55.7%） 、頻発な空咳 （31.1%）、疲労 （50.1
%） 、 頭痛 （39.3%） 、 舷量 （27.8%に 睡眠障害 （18.0%） 、 失神 （9.8%） 、 吐き気と唖吐 （8.0%） 、 排便
障害 （6.9%） を訴えた。 子供達の 31.0%には呼吸器の疾患が検出され、32.2%には リ ンパ組織の過形成、
18胤には心血管系の機能障害、 9.4%は消化管、 9.8%は肝蜘巴大、 3.2%は牌臓、 34.2%はへそグラム （詳
細な血球検査所見） に量的な変化が、 そして 92.2%にはへそグラムに質的な変化が検出された。
初期の数年間（1986～1991年｝に於いては、その他の器官と組織の機能的障害が、最も典型的であった。
30km圏内から避難した子供達及び汚染地壌に住む子供遣では、 それらの障害は全く 一方向性であった。
彼等の 70.3%には自律神経による血管機能障害の兆候が見られた。 40.0%には心臓の機能的変化、 53.5
%には非呼吸性の肺換気と肺機能の侵害、 82.4%には消化器系の機能障害が見られた。 それらは、 体内
のフ リ ーラジカル産生過程の増強、 T細胞免疫の穏やかな抑制、 免疫グロプリ ン異常血症という背景の
下で進展してきた。 慢性疾患の登録は、 稀であった。 多く の子供達は、 甲状腺 ・ 免疫 ・ 呼吸器 ・ 消化




甲状腺 免疫系 呼吸器系 消化器系
図 3.25 最も被爆した器官と系統別の、 成犠を発症するリスクのある子供の割合 〈%〉
（国立ウクライナ医学アカデミ｝放射線医学研究センタ｝のデ｝タ）
次の 5年間 (1992 ～ 1996年｝ は、 慢性の身体疾患による機能の障害に移行しているこ と によって、
特徴付けられた。 30 凶圏内から避難した子供達と汚染地域に住む子供達の双方で、 健康な子供の数が
減少し、 慢性の身体疾患を持つ子供の数が増加した。 甲状腺の被曝線量が2.0Gy （与 2.0 Sv） を超えて
いた子供達の健康レベルが、 最も低かった。 （図 3.26)
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図 3.26 甲状腺被曝線量の違いによる健康な子供遣の数 〈%〉
（国立ウクライナ医学アカデミー放射線医学研究センターのデータ）
ゆ7～2001 年には、 30km圏内から避難した子供達と汚染地域に住む子供達の双方で、 子供の健康
度の減少とい う一定した傾向が観察された。 2001 年に於ける、 子供の健康度による分布は、 以下の通
り である。 30km圏内から避難した子供遣には、 第 I 度 （健康） の子供は一人もおらず、 第E度 （慢
性疾患に，寵 り易い｝ が 23.4%、 第皿度 （慢性疾患がある） が 63.9%、 第IV度 （重篤な疾患がある｝ が
12.7%であった。 汚染地域に住む子供達では、 第 I 度が 6.3%、 第E度が 26.1%、 第皿度が 57.5%、 第
W度が 10.1%と判定された。
ジ トームィル州ナロ｝ディチ地区に住む子供達のコホー トを、 集団線量によって、 2.6man-Sv11 （第一
集団） と 9.4 man-Sv （第二集団｝ の二集団 （各600名） に分けた場合、 9.4 m錨－Svの第二集団に属する
子供達は、 呼吸器系疾患 （2.0倍）、 自体神経による血管機能障害 （1.52倍） 、肝臓組織の線維症 （2.3倍） 、











0 40 80 120 放射線被曝線量 ｛mSv)
図 3.27 放射線被爆量による末精血リンパ球内の染色体異常頻度の相関
（国立ククライナ医学アカデミー放射線医学研究センターのデータ）
11 man”Svは、 集団線量を表す単位。 集団線量とは、 集団の一人ひと りが受けた被曝量を合計した値で、
100人が 1 mSVを受けたら lOOman-mSvで、 10 人が lOmSv を受けたときも同じく 100man-mSv., 
個人の被曝影響 ｛リ スク） が被噂量に比例するなら、 被曝集団に現れる影響 （例えばガン死数） は集団
線量に比例する。
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避難 した子供達 と 汚染地域に住む子供達の身体疾患 に 関 し、 発症の若年齢化、 多系統 ・ 複数の器官
に亘 る病変、 治療に対 して比較的抵抗性が あ り 、 経過が長 引 き 再発する 、 と いっ た特異性が見 出 さ れた。
こ れ ら の子供達は、 小児期全体 を 通 し て 、 低い健康レベルが続いて い る 。 17 ～ 18 歳の時点に於いて、
30 km 圏内 か ら の避難者の 76.6%、 汚染地住民の 66.7%に、 慢性的な身体疾息が現れ、 病理学的な変化
の指数は 5.7 に達 した。
こ の よ う に、 放射性 ヨ ウ 素 に被曝 し、 チ ェルノ プイ リ 核災害に よ る 放射線以外の好ま し く ない要因
に曝露 した子供達は、 多 く の慢性疾患 と い う 負荷を負いなが ら 妊娠可能年齢に達 した。 こ の こ と が彼
等の子孫の健康に影響を与える こ と は、 避け られない。
プ リ ヒ。 ャ チ市及び 30 km 圏 内 か ら 子供時代に避難 した人々 を親 に持つ子供達を、 第 I 集団 と す る。
そ して、 強制移住区域ま た は 自 主的避難移住 区域に住む子供達、 並びに子供時代にチェルノ プイ り 原
発事故を経験 して、 両区域に住んでいた経験が あ る 或いは未だに住んでいる親を持つ子供達を、 第 E
集団 と す る。 こ れ ら の集団の健康に関する評価 に よ れば、 彼等の 中 で実際に健康な子供の数は 10% を
超えず、 病理学的変化の指数は 5.39 に達 した。
健康状態の主な基準で あ る 身体的発達は、 62.40 ～ 62.58%の子供で不調和であ っ た。 第 I 集団での
調和の取れた身体発達か ら の逸脱頻度は、 成長 に 対 し て の体格不足の子供が多い こ と で増加 した。 第
E 集団 では、 それに加 えて成長不足の子供の数が増加 した こ と に よ っ て増加 していた。 汚染地域に住
む子供達の ほぼ 1/4 (24.6%） が 、 身体的発達の不調和 と 共に、 パ ス ポー ト年齢に比べて生物学的年齢
の遅れが あ っ た。
両集団 と も 、 表現型上の特徴 と しては、 複数の形態発生上の異形を伴 う 変化の頻度が上昇 してお り 、
それ ら の 中 で重要 な位置は、 筋骨格系 ・ 結合組織 ・ 器官の形成異常な どの、 小 さ な発達異常 （SAD)
が 占 めていた。
こ れ ら の子供達の免疫状態は、CD3+CD56 ＋ リ ンパ球 （ナチュ ラルキラー T 細胞の一種） の相対的減少、
免疫調整性細胞E集団の調整機能異常、 IgA レベノレの減少、 食細胞の数の減少の よ う な、 免疫失調が存
在する と 判定 さ れた。
子供時代に被曝 した親 を持つ子供達の慢性的な身体疾患の形成は、 好ま し く ない要因 の複合体 に よ
っ て条件付 け ら れた。 そ れ ら の内で優勢なも のは、 遺伝的な負荷、 好ま し く ない微小社会的環境 （個人・
家族 レベノレの社会環境） 、 母親が持つ無数の医学的 ・ 生物学的危険要因、 幼児期 に於け る 子供の幾つか
の病的状態、 小児期初期に於け る 特定の特徴な どである。 母親の 甲状腺被曝線量、 母親及び ／ 或いは父
親の全身被曝線量 と 、 彼等の子供の免疫不足状態の発症が相関する 可能性が あ る 。
1986 年 ・ 1996 年 ・ 2009 年の動的モニ タ リ ン グ ロ に於 け る 、 事故直後にプ リ ヒ。 ャ チ市 と 30 M 圏内か
ら避難 した子供達 と 、 最 も 汚染 さ れたキエフ州 ・ ジ ト ーム イ ノレ州 ・ チ ェルニー ヒ ウ州 に住む子供達の、
造血系の赤血球 ・ 白 血球 ・ 血小板の調査の際に、 血球数の量的変化 （ リ ンパ球増加症、 単球増加症、
好酸球増加症） の あ る 人数の増加はなかった。 しかしなが ら 、 直近の 10 年間では、 異常な細胞 と 変性
した形態の数の増加 と い う 形での、 造血系要素の質的な変化 の あ る 子供の比率が、 40% か ら 69%に増
えた。
欠乏性貧血の子供の数が 、 増加 した。 1996 年にはそ う した子供の数は 25% に達していたが、 2003 年
には 31%、 2009 年には 46.5%に達 した。 更に、 欠乏性貧血の子供で年齢の高い者では、 全般的な地域
の汚染 （空気、 水、 及び士壌） 状況の程度に依存 して、 赤血球の数が減少 した （図 3.28） 。
12 対象者の入れ替わ り がある集団の観察。
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年齢
全般的な環境汚染状況を考慮に入れた、 全年齢層の欠乏性貧血の子供の赤血球の数
（国立 ウ ク ラ イ ナ医学ア カ デ ミ ー放射線医学研究セ ンタ ーのデー タ ）
図 3.28
生態学的に望ま し く ない地域に住んでい る 子供達には、 血球中の単球数の増加 も確認 さ れた。
過去 5 年問、 血清中の鉄の含有量の高 い子供の数が、 2.0% か ら 6.4% に増えてお り 、 こ れは、 骨髄異
形成症候群の リ ス ク 集団 と しての、 こ れ ら の子供達の動的モニ タ リ ン グの必要性を示 している。
明 ら かに な っ た変化は、 代謝障害 （脂質、 炭水化物、 蛋 白 質、 ミ ネ ラ ル） を 導 き 、 造血系 の機能 を
変化 さ せ る こ と に寄与す る 、 微量元素の不均衡、 重金属毒性、 持続的な電離放射線への低線量被曝、
小児集団の貧弱な栄養状態に よ る も ので あ る か も しれない。
ワ ク ラ イ ナ保健省のデー 夕 日 に よれば、 調査対象 と な る 第 1 集団～第 3 集団 に属する親を持つ子供達
（第 4 集団） は、 49 万 4200 名 で あ る 。 こ の コ ホ ー ト で は、 毎年 27 ～ 29% が 血液 と 造血器官 の疾患 と
診断 さ れてお り 、 そ の 内 の 18 ～ 22% は鉄欠乏性貧血 で あ る 。 事故後の期間 の動態観察では、 20 ～ 30
例の 白 血病 と リ ンパ腫が毎年登録 さ れてお り 、 こ れ は総 じ て ウ ク ラ イ ナ全体集団のデー タ (10 万人の
子供達につ き 毎年 5.2 ～ 5.4 例） と 一致 している。
キエフ州 ・ ジ ト ーム ィ ル州 ・ チ ェ ノレニー ヒ ワ 州 の汚染地域に住んでい る 子供達の 白 血病発症率の解
析 に よ る と 、 事故後の期間 に於いて、 急性骨髄性 白 血病 と リ ンパ芽球性 白 血病 の頻度に差はな く 、 事
故の前 と 後での慢性骨髄性 白 血病 の種類の違い は な く 、 総 じ て ウ ク ラ イ ナ の レベル と 比べて も 差 はな
い。 しか し、 2003 年以降、 1 歳及び 12 歳以上の年齢で 白 血病 に な る 子供の数が増加 し て い る と と は、
注意すべき である。
こ れ ら の年齢集 団 に属する 白 血病 の子供は、 骨構造の形成 に障害が あ り 、 特に線維芽細胞形成の初
期段階か ら始ま る ミ ネ ラ ル と 有機物組成、 コ ラ ーゲ ン合成制御 （オステオカルシンの減少） と そ の構
造に 於 け る 変化が認 め ら れて い る 。 患者の尿中のオキシプロ リ ン ・ プ ロ リ ン ・ ア ス パ ラ ギ ン酸が増加
す る 一方で、 グ リ シ ン と リ ジ ン は減少 して お り （図 3.29） 、 発癌メ カ エ ズム に不可欠の部分 と し て の 、
ウ ク ライナ国家登録緯 （SRU） のデータ を指す。 こ こ では、 第 1 集団は事故処理作業従事者、 第 2 集団
は避難者及び移住者、 第 3 集団は放射能汚染 区域住民、 第 4 集団は第 l ～ 3 集団を親に持つ子供達を指す。
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日 リ ジン 四 オキシプロ リ ン 留 アスパラギン酸 ・ プロ リ ン 図グ リ シン
図 3.29 急性白血病患者の骨コラーゲンのアミノ酸組成の標準からの相対偏差
（国立ウクライナ医学アカデミー放射線医学研究センターのデータ）
急性白血病の子供の 32%では内分秘系の変化があ り 、 同疾患の好ま しく ない経過を伴う こ とが観察
された。 造血器悪性腫療の リ スク集団形成の基準は、 電離放射線に被曝した人々の調査で改良され、
血液疾患の頻度を減らす為の予防対策が開発され、 実施されている。
貧血や類白血病反応のある子供遣に於ける、 新しい治療法と予防法に関するデータは、 試験された
内の 72.5%の症例で肯定的な反応があ り 、 部分的な効果は 17.1%、 そ して全く 治療の効果がなかった





第 I 集団 （プリ ピャチ市からの避難者〉 と第E集団 （放射能汚染領域住民｝ の聞で、 胎児の甲状腺
被曝線量に有意な差はな く 、 その幅は 0.0 ～ 335.0必y （今 0.0 ～ 3.35 Sv） であった。 妊娠期による
胎児の甲状腺への平均被曝線量は在胎週教に依存し、 8 週固まで－ 0.0 cGy （今 0.0 mSv） 、 8 ～ 15 週 －
31.14 cGy （王子 311.4 mSv） 、 16 ～ 25週 －84.49 cGy （毎 844.9mSv） 、 25 週以降－62.3 cGy （王子 623 mSv) 
である。
胎児発達中の甲状腺への被曝は、子供の健康状態にかなりの影響を与えていた。 慢性的な身体疾患は、
胎児期の甲状腺被曝線量が0.36 Gy （王寺 360 mSv） を超すとよ り頻繁に現れるよ う であ り 、 1.0 Gy （今
1.0 Sv） 以上では殆ど全ての子供で登録された （図 3.30）。
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o.例制0.35 0.36-0.75 0.76-1.0 > 1.0 
図 3.30 胎児期甲状腺被曝線量の遣いによる慢性的な身体疾患を持つ子供の割合 〈%〉
（国立ウクライナ医学アカデミー放射線医学研究センターのデータ）
子供の身体発達障害の頻度は、 胎児期の甲状腺被曝線量に依存していた （図 3.31)。
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o.。，・0.35 0.36-0.75 0.76-1.0 
図 3.31 胎児期甲状腺被喝線量の遣いによる身体発達障害のある子供の割合 〈%〉
（国立ウクライナ医学アカデミー放射線医学研究センターのデータ）
子宮内で被曝した子供の甲状腺の超音波検査所見は、 全ての観察期聞に於いて、 対照データ よ り も
高い頻度で、 線状の線維化像が検出された。 胎児期の甲状腺被曝線量が 0.76 Gy （与 760 mSv） を超え
ている子供は、 被曝線量が 0.36 Gy （勾 360 mSv） の子供よ り も、 線状線維化像による超音波検査所見
の異常がよ り多く 見られた （図 3.32）。
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図 3.33
染色体異常の増加が示され、 これは胎児の赤色骨髄の被曝線量に依存していた （図 3.34）。
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400 350 300 
赤色骨髄の胎児期被曝線量による換色体異常頻度の依寺住
（国立ウクライナ医学アカデミー放射線医学研究センターのデータ）
250 200 150 100 50 。
図 3.34




保健省及びウクライナ国家登録簿 （SRU） の統計は、 被曝した人々 （SRUの第 1 ～ 3 集団｝ を親に
持つ 0～ 14歳の子供遥 （SRUの第4集団） の健康状態が、 負の方向に変化しているこ と を示している。
被曝した親を持つ子供遣は、 疾患の発症率と有病率が有意に高い 〈図 3.35）。
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400 I I I I 年 制 ！ ！ ！ ！ 年
1狩（） 1事！＞S 2伺（） 2005 2010 1的。 1995 2()帥 2加5 2010 
。 ウク ライ ナの子供逮全体 0 ウク ライナの子供逮全体
A 被爆した親唱を持つ子供達 ・ 被爆した親書E持つ子供達
図 3.35 ウクライナの子候遥全体及び被爆した離を持つ子供遣の疾患の鶏疲怠 ( 1） と有滅容 （2） の傾向
〈国立ククライナ医学アカデミー放射線医学研究センターのデータ｝
しかも、 SRUの第4集団に属する子供述のこれらの数値のま省加は、 ウ ク ラ イナの子供逮全体よ り 、







子供の集団全体に対して、 被爆した親書ど持つ子供逮では、 1992 年と比べると、 2()()9年！と於いて特定
の分類の疾患の!R録数が急速に治加 しているこ とが、 注目 tされる。 即ち、 内分泌系疾. - 11.61 倍、 筋
骨格系疾患 － S.34俗、 消化緑系疾怠 －S.00倍、 縛神及＇｛｝；行動の異常 －3.83倍、 心血管系疾患－ 3.15 倍、
泌尿金箔器系疾.§ －3.6（）俗である。
このコホー トの子供遣では、 環境への適応の過程は、 新生児期か ら よ り 緊張惑と強いられていた。 後
竜彦の中には、 既に生後最初の 1 年でしばしば病気にな る と い う 、 多 く の集団が形成された。 轟 ～ 7 織で
は、 しば しば痛気になる割合は49.lo/oから S8.7o/oに遣 した。 彼等の免疫状態は、 多く の免疫学的パラ
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口 事実上健康な子供
園 慢性疾患のある子供
1 992 1 995 1 998 200 I 2004 2007 2008 年
図 3.36 事故後の期間の動態調査に見られる、 被曝した親を持つ、 韓康な子供及び慢性筑犠のある子供
の割合 （国立ウクライナ医学アカデミー放射線医学研究センタ｝のデ｝タ）
事故後の期聞の動態調査では、 健康な子供の比率は 1992年の24.1%から 2008年には 5.8%に減少し、
慢性疾患のある子供の数は 1992年の 21.1%から 2008年の 78.2%に増加した。
ウクライナ国家聾録簿 （SRU） には、 1986 ～ 1987年にチェルノプイ リ事故処理作業に従事した者 （f事
故処理班員J）から生まれた、1万3136名の子供が登録されている。 その肉 1190名 (1000人当た り 90.6） に、
先天異常 （IBD） が記録された。 mo の最高頻度は、 事故後の最初の年に観察された （図 3.37） 。 事故














異常 1'の数の増加と して現れている。 子供と父親に表れた染色体異常の数の聞には、正の相闘がある な
= 0.620）。 マルチローカス DNA フィ ンガープリ ン トの手法を使用する と 、 事故後、 事故処理作業従事
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れた。 新 しいバ ン ド 16 の発生率は、 その子供の受胎前に父親が放射線の影響に接する こ と が な く な っ て
か ら の経過時聞 と 、 父親の吸収線量に依存 していた。 こ の相聞は、 非線形的であ っ た。
親の生殖細胞に生 じた放射線の影響は、 子孫の個体発生の様々 な段階で現れる 可能性が あ る。 出生
後の個体発生に於いて 、 “小 さ な” 突然変異は、 おそ ら く ヘテ ロ接合状態で生 じて、 遺伝的構造の全体
性 （ゲ ノ ム） の不安定化を生 じ さ せる。
場合に よ っ て は、 こ の現象は所謂 「生理的劣性状態」 の基礎 と な り 、 被曝 した親の子孫の生育力 を
減少 さ せ る か も しれない。 被曝 した人々 の子孫に遺伝 したゲノ ム不安定性の結果は、 多数の異形、 器
官の形成異常、 染色体異常頻度の上昇、 マイ ク ロ サ テ ラ イ ト DNA 阻列の突然変異の存在であ る か も し
れない。 こ れ ら 全て が生活環境への適応 を妨げる こ と に寄与 し、 多因子型疾患の発症を進 め 、 実際に
発症 させる リ ス ク を増大 させ、 被曝 した親を持つ子供の健康 レベルを低下 させている。
こ の よ う に、 放射線の影響を受けている小児集団の健康状態の動的調査は、 以下の よ う な、 持続す
る負の傾向 と い う 特徴を示 している ：
一 様々 な疾患の発症率が増加 し、 実質的に健康な子供の数が減少 してお り 、 その傾向は変わっ て
いない。 健康状態が最低 レベルの子供は、 事故時に甲状腺に高線量の被曝を した子供達であ る ；
慢性的な身体疾患の発症 と そ の経過には、 次の よ う な特徴が あ る 。 即ち、 発症の若年齢化、 病
変が多系統 ・ 多器官に亘 る 、 治療に対 して比較的抵抗性が あ り 再発する 、 と いっ た こ と であ る ；
胎児期の被曝線量 と 、 出生後の健康状態、 身体発達、 多数の小 さ な異常を有する表現型の形成、
体細胞の染色体異常の数の増加 と の聞に、 信頼性のある相闘が存在す る ；
被曝 した親 を持つ子供では、 多因子型疾患への擢 り 易 さ 、 多数の小 さ な発生異常を有する形態
発生上の変異の形成、 体細胞の染色体異常の頻度上昇、 マイ ク ロ サテ ラ イ ト DNA 配列の突然
変異頻度の増加 な どに よ っ て特徴付 け ら れ る 、 ゲ ノ ム不安定性の現象が形成 さ れている。
1 6  マイ ク ロ サテライ ト DNA 配列の変化に よってでき る。
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3. 2. 4 甲 状腺疾患
チェルノ プイ リ 核災害 に よ り 被曝 した ウ ク ラ イ ナ成人の 中で最 も 一般的な疾患は、 甲状腺疾患 （40
～ 52%） で あ る 。 一方、 一般人 口 集団では、 ワ ク ラ イ ナ保健省の公式統計に従えば、 そ の頻度はずっ
と 少 ない。 甲状腺疾患の有病率の増加 には、 事故の負 の要因 が複合的に寄与 し て い る 。 ま ず第一に、
電離放射線の影響 と 幾つかの微量元素、 特に ヨ ウ素 と セ レ ンの不足があ る 。
γ 線外部被曝 と 放射線核種か ら の 内部被曝の合計 （複合） が、 内分泌腺刺激ホルモ ン生成細胞に影
響を与え、 これが 内分泌系 の 中枢 と 末梢組織両方の、 様々 な段階のホルモ ン調整の破壊に導いている。
こ れ ら の組織への放射線損傷は、 負 の環境要因 と の相互作用 を通 した遺伝的素因 の活性化を介 して発
現 した。
吸収線量の一部は、 事故後初期の数 日 か ら数ヵ 月 の 内 に形作 られた も のであ り 、 そ の後数年にEっ
て長期に続き 、 その影響の評価を複雑に した。 事故の最初の数 日 か ら 数週間の非常に高濃度の空気中
ヨ ウ 素同位体 と 、 従来の ヨ ワ 素欠乏状態が、 甲状腺への放射性 ヨ ウ素の蓄積 と 甲状腺細胞の破壊に、
大いに寄与 した。 こ れ に よ り 、 高線量 (1 Sv 以上） を被曝 した事故処理作業従事者に、 急性放射線甲
状腺炎が発症 し、 電離放射線に よ る 甲状腺癌が早期に表れた。 放射線被曝線量が 0.25 ～ 1 Sv の人々 では、
事故後最初の 3 ～ 5 年の 間 (1986 ～ 1991 年） には、 長期の一過性甲状腺機能正常 ・ 高サイ ロ キ シン血
症 （ 甲状腺機能正常症候群） が観察 さ れた。 これは、 甲状腺 と他の 内分泌器官 に晩発的 に生 じ る 慢性
的な病理過程、 特に 甲状腺炎 と 結節性甲状腺腫が徐々 に発症 して く る こ と の、 先行する症状であ っ た。
事故前には、 ヨ ウ 素 と セ レンの不足に よ っ て、 多 く の人々 は、 内分泌 （ホノレモン産生） 細胞の過形
成 と い う 形で 甲状腺が機能的緊張状態にあった。 こ の こ と は、 （放射性 ヨ ヴ素） 同位体を蓄積する容量
の増加に寄与 した。
チェルノ プイ リ 事故後、 確定的影響は、 内分泌系の 中枢及び末梢組織 に生 じ る 病態生理学的変化に
応 じて 、 段階的に発生 した。
事故の複雑な負の要因への初期応答の期間 一 1986 年 8 月 ま で続いた ー に、 部分的な 内分泌細胞の
破壊に よ る 、 末梢血中ホルモ ン濃度の増加が見 られた。
中枢性ホルモン調節応答の欠如 ー 放出因子 （甲状腺刺激ホルモ ン放出ホノレモ ン） 左 下垂体の刺激ホ
ノレモ ン （ 甲状腺刺激ホノレモ ン） の合成不足に よ る フ ィ ー ドパ ッ ク機構か ら の逸脱 ー と い う 背景で起こ
る 、 末梢ホルモン合成の増加が、 代償性末梢ホルモ ン過剰分泌 と い う 第二段階で典型的 と な っ た。 こ
れは、 1986 年 9 月 か ら 1989 年まで続いた。
内分泌組織の不顕性障害 と い う 次の段階 （1990 ～ 1995 年） では、 ホルモン産生の 中枢調節機能の回
復、 末梢内分泌組織の機能低下、 甲状腺 と 他の器官の不顕性状態への進展が観察 さ れた。
1996 年か ら今 日 ま で、 放射線誘発性の 内分泌障害の臨床的発現は、 末梢内分泌組織の強度の機能低下、
一連の 中枢性ホルモン調節の障害 と い う 背景を持ち、 爆発的な内分泌疾患の検出 と い う 形で表れた。
1992 ～ 1996 年の聞には、 チェルノ プイ リ 事故に よ り 被曝 した息者の聞で、 甲状腺疾患の り ス ク は 9
倍増加 し、 E 型精尿病は 2.4 倍 と な っ た。 事故処理作業従事者に於ける 内分秘疾患の毎年の増加率は、
成人住民全体よ り も 3 ～ 5 倍 も 高い。 ワ ク ラ イ ナの 国家登録簿 （SRU) (6 万 8145 名 、 観察期 間 1988
～ 2009 年） に よ る と 、 大部分が慢性 （ 自 己免疫性） 甲状腺炎 ・ 結節性甲状腺腫 ・ 後天性甲状腺機能低




















図 3.38 電般放射線の影響を受けていないウクライナの一般住民と比較した、 1986 ～ 1987 年にチェルノブ
イリ事故処理作業に従事した者及び 30 幽 圏内からの避難者に於ける甲状腺疾患の頻度
(2006年 ； 国立ウクライナ医学アカデミー放射線医学研究センターのデータ）
有病率
量 （ 3 ） 汚染領域の住民
図 3.39 ウクライナに於けるチェルノブイリ事故被災者のカテゴリー別の慢性甲状腺炎の有病率
（成人と子供 1 万人当た り ； ウクライナ保健省のデータによる〉
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1鯵？益事から君主要l:fとヨEるまで、 理解放処理豊作幾従事者の関では慢性甲状除炎の発R•:l)t上高Z容量産けてい
るが、 キエフ市住民の聞ではそのレベルは安定している ｛図 3.40）。 事欽処理作業従事考の中で、 甲状
腺�－の平苦痛.が歳、急速に織加 しているのは、 E郷6＆苧障害d患で20餓未満だった人々である. 1986 ～ 
1937 与に司解放処怠4宇都と従事した者 ｛「事歯止処怠夜食J） 及び 30 lal臨 関内からの滋集住民1：：於げる、 4量












図書AO チェルノブイリ窃放処題作業ct思考lltl,:\:-.X.フ市住民に於ける儀後 〈自己免疫後〉 甲状腺費量の有
薪博 綿入.！：�子供l万人当1ヒ号 2 厨立クタライナ医学アカデミ ー放射線医学務�センタFのデータ）
宇都宅建の甲状腺の状態
事故後最初の E 年の問、 敏酒量した子供遣には、 甲状腺への放射線敏爆に対する初期反応が、 臨床症
状t:-伴わない （甲状線機筋正常m’E毒事） 高サイロ キシン血症、 短期の fス ト レスJ 後 〈精神的ス ト レ
ス令意味しない〉 のaサイ ロ ト ロ ピン血悠と、 それに続くサイ ロ ト ロ ピン ω サイ ロ キシン系フ ィ ー ド
パyクの回復、 と して級事晃容れた”。 事敏から12～1事 ヶ月後、 サイロ今シンの合唱宮量FまJE1tイむ し、 そ
の音量の数年間＋主主主塑学的高島司皇内で変動していた． その後のサイ ロ ト ロ ビン血重量の平均約レベルは、 高
サイロ キシン血症は進行 し量産けている と い う務条に対して、 iE.需tllP週内から逸脱してはいなかった. 2 
Oy （寺2 Sv） 以ょの甲状腺放射線後湯量可：＇f立、 Jin.同ドサイロ キシンlJl均浪皮泳、 総量kのh’加 と共に有望E
｝ζ上昇し、 ISOy ｛金零 時 Sv） の総量量で最高に途した。
1986～ 19例 年段階でのホルモンの後化は、 子供k青少年では、 甲状線疾.の変化という 自臨床後毒売に
17 サイロキシン獄、 甲車貴様ホル号ンのー種。 サイト田 ピンF士、 甲状厳粛J署員総ルそン．
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は至 ら な かっ た。 1992 ～ 1996 年には、 臨床症状はないが、 僅かに 0.8%の症例で遊離サイ ロ キ シ ン濃
度が減少 し、 0.2%で脳下垂体で分泌 される 甲状腺刺激ホルモ ン濃度の増加が観察 さ れた。 慢性甲状腺
炎や甲状腺機能低下症の症例が登録 さ れたのは、 稀であった。 こ れ ら の疾患発症頻度の信頼で き る増
加がなかったのは、 成長期の組織に於け る 回復 ・ 代償作用 に よ る 、 Eの健康因子 ” の役割に よ っ て説明
でき る。
チェルノ プイ リ 事故 に よ り 被曝 した子供達の聞で、 甲状腺機能低下症 ・ 慢性甲状腺炎 ・ 甲状腺中毒
症のよ う な疾患の割合に、 有意な変化はなかっ た。 しかし、 1999 ～ 2003 年に、 隠れていた 甲状腺機能
障害を検出する 為の研究が実施 さ れた。 これに よ り 、 チ ェル ノ プイ リ 事故に よ り 影響を受け、 且つ ヨ
ウ 素不足の環境に あ る 汚染地域に継続 して住んで い る 、 甲状腺疾患 の あ る 子供達に対する 治療法 と リ
ハ ビ リ テー シ ョ ンの原則が立て られた。
2004 ～ 2006 年には、 チェルノ プイ リ 事故起源の放射性 ヨ ウ 素が問題に な っ ていた時期に被曝 した、
事故処理作業従事者を親に持つ子供達に於け る 甲状腺系機能の特徴 と して、 視床下部 － 脳下垂体系で
の 中枢性調節 の緊張 （ホルモ ン分拡、刺激に過敏な状態） が見出 さ れた。 これは、 検査 した内の 35.So/o
で見 られ、 甲状腺刺激ホルモ ン放出ホルモ ンの投与試験で、 サイ ロ ト ロ ピンの過剰分泌が認 め ら れ る
こ と に よ っ て 証明 さ れた。 そ して 、 おそ ら く 、 甲状腺疾患を発症 し易い、 神経内分秘機能が生理学的
劣性状態に あ る こ と の間接的証拠か も しれない。 いつかは、 時期は遅れて、 細胞遺伝学的影響が、 長
期の細胞培養に よ っ て検出 さ れ る 。 こ の こ と は、 被曝 した親 を持つ子供達に、 染色体不安定性が伝達
さ れた こ と を示 している。 それが原因で、 視床下部 一 脳下垂体 ー 甲状腺系 に隠れた機能障害を持つ子
供達に、 甲状腺疾患を発症 させ得 る か も しれない。
ウ ク ラ イ ナの小児及び青少年に於け る 甲 状腺癌
今 日 、 ハイ リ ス ク 集団 （事故当時 0 ～ 18 歳） に於け る 、 チェルノ プイ リ 核災害後の 甲状腺癌発症率
の有意な増加は、 最終的に証明 さ れて い る 。 即ち、 こ の こ と は、 世界の主導的な医学及び科学研究機
関 に よ り 、 チェルノ プイ リ 事故の主要な健康影響 と して認知 さ れている。
チ ェルノ プイ リ 事故から 25 年が経ち、 放射性 ヨ ウ棄の最 も 重大な影響を経験 した子供 と 青少年は、
大人 と い う カ テ ゴ リ ーに移動 している。 そ の為、 現在では、 若い成人層 に於 け る 甲状腺癌についての
情報、 即 ち腫湯の肉眼的及び顕微鏡所見 と 侵襲性の変化の動向の解明に、 特別な注意を払 う べき であ る 。
悪性腫湯の発生は、 明 ら かに放射線の確率的影響で あ る。 し か し 、 子供時代にチェル ノ プイ リ 事故
に よ り 被曝 した人々 一 特に 当 時 4 歳未満だっ た人々 ー の 甲状腺癌の過剰擢患率は、 明 ら かに 甲状腺
被曝線量に依存 している。 チェル ノ プイ リ 核災害の時に 18 歳未満だっ た人々 の 中 では、 被曝線量の高
い人ほ ど甲状腺癌の有病率が高い。 こ の こ と は、 ウ ク ラ イ ナ ・ 米国合同 甲 状腺調査に よ る 、 ス ク リ ー
ニ ン グ と 研究に よ っ て観察されている。 更に、 事故前に生まれた子供達の擢患率は、 事故後に生まれ
た子供達に於 け る 擢患率 と 比べる と 、 15 倍かそれ以上である。 こ の こ と が、 放射線誘発性の Iチェル
ノ プイ リ 事故後に子供達に見 られる」 甲状腺癌であ る と い う 性質を、 一層確認 している。
ウ ク ラ イ ナ医学アカデ ミ ーの V.P.Komissarenko 内分泌 ・ 代謝研究所の臨床 ・ 形態学的データ 登録の分
析 に よ れば、 チェルノ プイ リ 事故後 (1986 ～ 2008 年） に ウ ク ラ イ ナで、 1968 ～ 1986 年生まれの 6049
名 （事故当 時 0 ～ 18 歳） が手術を受け、 形態学的に も 「甲状腺癌J と の確定診断を受 けている。 そ の
内の 4480 名 （74.1o/o） は小児 （事故時に 0 ～ 14 歳、 図 3.41) で、 1569 名 （25.9o/o） は青少年 （事故時
に 15 ～ 18 歳、 図 3.42） であった。
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1994 1996 1998 2000 2002 2004 2006 2008 
ロ 全体の発症数
日 放射能に最も汚染された 6州に於ける発症数
ロ 対照と しての残り の 21 地方に於ける発症数
図 3.41 チェルノブイリ事故時に 0 ～ 14 識だった人 10 万人あたりの甲状腺癌織患串










率 。 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 
ロ 全体の発症数
ロ 放射能に最も汚染された 6州に於ける発症数
ロ 対照と しての残り の 21 地方に於ける発症数
図 3.42 チェルノブイリ事故時に 15 ～ 18 裁だった人 帥 万人あたりの甲状腺癌指患率
（ウクライナ医学アカデミ－V.P.KOI出鎚renko 内分泌 。 代謝研究所のデータ）
これらの年齢集団に於ける男性に対する女性の比率は、 事故時の年齢が高いほど増加している。 小
児期では女性3560 ： ；男性 920 (3.9 : 1) で、 青少年では 1312 : 257 (5.1 : 1) である。 橋患率は、 1990
～2008年まで、徐々に増加した。 チェルノプイ リ事故当時に小児だった人々の甲状腺癌の新しい症例は、
2009年に 463 件であった （2008年と 同等〉。 事故当時青少年だった人々では 129件で、 やは り前年と
ほぼ変わりがない。
更に蓋然性を示しているのは、 相対的指標 ー即ち、 事故時に小児或いは青少年だった人 10万人あ
た り の発症数ー も、 1990 ～ 2008年まで着実に上昇していることである。 2009年には、 小児での発症
数は4.13、 青少年では4.87 で、 2008年の発症数を超えてはいない 〈図 3.41s 3.42） 。 その為、 2008 ～
2009年が放射線被曝リ スク集団の中での発症数のピーク となったかも しれず、 2010年はこ う した疾患
が徐々に減少していく こ とが予想される。
甲状腺癌擢患率のある程度までの増加は、 1986 ～ 2008年の聞に指定されたコホー ト 〈当時子供だっ
た集団） の年齢が徐々に高く なったとい う こ とで、 説明され得るかも しれない。 しかし、 事故時に小
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児及び青少年だった人遣での研究に於いて、 北方の放射能に最も汚染された 6州と圏内の残り の地方
の聞での、 甲状腺癌橋患率の差は、 単に維持されているだけではない。 2006 ～ 2008年には、 それ以前
の期間と比較しても増加している （図 3.41, 3.42）。 この甲状腺癌擢患串の増加は、 事故から時聞が経過
して年齢が上がった為ではなく 、 放射線被曝という要因との関連を示している。
手術時年齢の分布 〈図 3.43） によれば、 近年、 小児及び青少年の甲状腺癌は、 チェルノプイ リ 事故
後に生まれた入のみに見つけられた。 事故後に生まれた成人での、 初めての甲状腺癌の手術例は2006
年に報告されたへ 2006～ 2009年の問、 事故時に小児及び青少年であった人達の2223件に対して、 （事
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図 3.43 手術時に 19 ～ 40 貨であった人 10 万人あたりの甲状腺癌櫨患事
(1987年よ り前に生まれた入と 、 1987年及びそれ以降に生まれた人を区分 ； ウクライナ医
学アカデミ－V.P. Komisarenko 内分泌 ・ 代謝研究所のデータ）
註 ： 1 ーウクライナ全体 （1987年より前に生まれた人） ；
2ーウクライナ全体 （1987年及びそれ以降に生まれた人〉 ；
3 －放射能に最も汚染された6州、 （1987年より前に生まれた人） ；
4 －放射能に最も汚染された6州、 （1987年及びそれ以降に生まれた人〉 ；
5 一対照としての残りの21地方、 （1987年より前に生まれた人） ；
6 一対照としての残りの21地方、 （1987年及びそれ以降に生まれた人）
1986 ～ 2009年に登録された甲状腺癌の合許数は6448件で、 その内 6049件が事故前に生まれた人々、
399件が事故後に生まれた人々であった。 2009年に於ける、 ウ クライナ全体及び最も汚染された 6州
での、 事故前に生まれた若年成人の甲状腺癌発症率と擢患率は、 2008年の水準に留まっている ｛図
3.43）。
チェノレノプイ り 事故後 （1987年以降〉 に出生した、 小児 ・ 青少年 ・ 19 ～ 22歳の若年成人に於ける
擢患串は、 全ての観察年で 1987年よ り前に出生した集団よ り有意に低かった ｛図 3.43）。
事故時に 18歳未満だった患者で 1990 ～ 2008年に手術した者の、 甲状腺癌の形態学的特徴によると 、
症例の 92.2%は乳頭状癌であった。
事故からの時聞が経過する と共に、 被曝した人々の年齢も上がっていたが、 乳頭状癌の形態学的特
徴も変化した。 充実構造の癌の割合は徐々に減少し、 1990 ～ 1995年には 24.4%、 2（獅～ 2（粉年には
5.7%となり （p < 0.01、 χ二乗検定〉、 通常型乳頭状癌と特徴的構造混在型の割合が増えていった。 通
常型乳頭状癌は、1990～ 1995年の 12.0%から 2006～2（粉年の34.0%に増加した。 特徴的構造混在型は、
1990 ～ 1995年の 25.5%から 2006 ～ 2009年の 43.8%に増加した （p < 0.05）。 潜伏期聞が長く なると
19 ウクライナの成人年齢は 18歳であるので、 事故後に生まれた子供が成人に達したのは、 2004年以降で
ある。
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共に、 乳頭状癌の混在型亜型の構造的要素の組み合わせも 変化 した。 充実性一鴻胞構造の腫蕩の割合は、
有意に減少 し た (1990 ～ 1995 年には 72.7%、 2006 ～ 2009 年には 25.4%、 p < 0.01 ) 。 一方、 乳頭一滴
胞構造の腫蕩は、 増加 した (1990 ～ 1995 年には 10.9%、 2006 ～ 2009 年には 43.8%、 p く 0.01 ) 。
乳頭状癌の侵襲的な特性の解析 に よ っ て、 二つの主要な依存d性が判明 した。 即ち、 年齢依存性 と 時
間依存性であ る。
年齢依存性では、 甲状腺外への浸潤の兆候 左 、 局所的及び遠隔部位への転移は、 手術時年齢が 4 ～
14 歳の子供か ら 19 ～ 40 歳の大人にな る に従い、 着実に有意に減少 した へ
時間 と の依存性では、 4 ～ 40 歳の全ての患者の症例をま と めた解析では、 上記の指標 （転移な ど） は、
潜伏期間 （チ ェルノ プイ リ 事故 か ら 手術ま での時間） が長 く な る につれて、 減少 していた。 特に興味
深いのは、 遠隔部位への転移が あ る 患者の割合が、 1990 ～ 1995 年には 23.0%で あ っ た の が 、 2006 ～
2009 年には 1.8%に減少 した こ と であ る （ p < 0.001) 。
更 に 、 被包型腫壌の割合は、 1990 ～ 1995 年 の 7.4% か ら 2006 ～ 2008 年 の 29.4 % に 増 え た （p < 
0.001）。 同様に、 lO mm 未満の 「微小」 腫蕩 も 、 1990 ～ 1995 年の 4.1 % か ら 2006 ～ 2009 年の 29.4% (p 
< 0.001) に増加 した。
こ の よ う に、 （事故時年齢で） 小児及び青少年 10 万人あた り の 甲状腺癌の羅息率は、 2006 ～ 2008 年
に最高にな り 、 2009 年には安定 していた。
同時に、 圏内で最も汚染 さ れた地方 と 最 も 汚染の度合が低い地方の聞での、 発症率水準の有意差 （小
児 で 2.5 倍、 青少年で 1.9 倍） が残っ て い る 。 こ の こ と は、 ワ ク ラ イ ナでは、 チェルノ プイ リ 核災害か
ら 24 年後 に も 、 ハイ リ ス ク 集団の人々 に於け る 甲状腺癌擢患率に、 放射線被曝の影響が維持 さ れてい
る と い う 事実の証拠で あ る 。
こ のデー タ はま た 、 チェルノ プイ リ 核災害か ら の時間の経過 と 、 癌の手術を受 け る 年齢 と 共 に、 甲
状腺癌 の 中 で も 、 乳頭状腫療にかな り の形態学的変化が あ っ た こ と を示 して い る 。 それは、 悪性疾愚
の減少に反映 さ れ、 甲状腺外への侵襲の兆候、 並びに局所的或い は遠隔部位への転移を示す症例の割
合が、 有意に減少 した。
チ ェル ノ プイ リ 事故以降に生ま れた人々 での症例が、 徐々 に蓄積 さ れて き た。 各年の最適な年齢集
団 （事故前に生まれた人々 の集団） と 比較する こ と で、 チェルノ プイ リ 事故に よ る放射線被曝を受け
た小児 と 青少年に於 け る 、 放射線誘発性の甲状腺癌の性質を支持する 証拠を追加するだろ う 。
20 45 歳未満の乳頭癌では、 所属 リ ンパ節転移は病期を左右せず、 遠隔転移有 り が Stage2 と される。
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3. 2. 5 汚染領域住民の健康状態の疲学研究
確率的影響
チェルノプイ リ事故の遠隔期に甲状腺癌揺患率が増加している という 、 放射線の性質を考慮する と 、
この現象については、 よ り詳細な記述が必要である。 ウクライナ全体を見る と 、 男性の甲状腺癌躍患
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図 3.44 異なる時期に於けるウクライナ男女10 万人あたりの年齢標明記済み甲状腺癌平均年間櫨患事
（国立ウクライナ医学アカデミー放射線医学研究センターのデータ）
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図 3.45 E”。 ～ 2007 年に於ける、 ウクライナ全体 ・ ジト｝ムィル州 ・ キエフ州 ・ キエフ市 ・ 放射性核種に
より最も汚染された領域の住民の甲状腺癌構患率
（国立ウクライナ医学アカデミー放射線医学研究センターのデータ）
註 ： ＊1989 ～ 1991年のみのデータ
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事故以前の期間 （1980 ～ 86 年） に於いては、 こ れ ら の汚染領域での 甲状腺癌擢患数は、 人 口 10 万
人 に つ き 1.2 で あ っ た。 事故後 の 甲 状腺癌擢愚率は、 1987 ～ 1991 年に 2 倍、 1992 ～ 96 年 に 4.5 倍、
1997 ～ 2001 年に 8.3 倍 と 急速に増加 した。 2002 ～ 2007 年 に、 前期 (1997 ～ 2001 年） に比べて、 多
少 （34.1%） こ の指数が低下 している のは、 おそ ら く 複雑な要因の為 と 恩われる。 例 え ば、 こ の疾患を
発症する リ ス ク が最も 高い集団 （子供のいる 若い家族） の地域外への転出、 と いっ た も の が あ る と 恩
われる。 最 も 若 く して被曝 した集団に対 して、 放射線被曝 リ ス ク が あ っ た期聞がいつ終わ っ た のかを、
特定する必要 も あ る。
チェルノ プイ リ 核災害に よ る被災者に於け る 甲状腺癌擢患率の増加は、 全国平均 と 比較 して際立つ
てお り 、 避難者では 4.4 倍、 放射能に 最 も 汚染 さ れた地域の住民では 1.35 倍であ る 。 こ れは、 甲状腺
の放射性 ヨ ウ素への被曝に関連 している （表 3.30）。
表 3.30 チェルノプイリ事故による被災者の主要集団に於ける甲状腺癌 （国際疾病分類第 10 版 C.73） の
発症件数 （国立 ウ ク ラ イ ナ医学ア カ デ ミ ー放射線医学研究セ ンタ ーのデータ）
｜ 症例数 ｜ 標準化権患比 ｜被災集団の属性と観察期間 I 9s%信頼区間｜ 予想 ｜ 実測数 ｜ （%） ｜ 
立入禁止 区域か ら の避難者 （2000 ～ 2007 年） I s2.3 I 231 I 441.7 I 384.7 ～ 498.6 
最 も 汚染 さ れた地域の住民 （2002 ～ 2007 年） I 11 I 96 I 135.2 I 1os.2 ～ 162.3 
その他の悪性新生物に関 しては、 長期継続調査の解析結果を見て も 、 被災者の擢患率が全国平均を
超えなかっ た。 殆 どの避難者及び放射能汚染地域の住民に於いて、 こ れ ら の擢患率は、 ウ ク ラ イ ナ全
国平均 よ り 有意に低かった （表 3.31）。 しかし、 観察期間を よ り 長 く 採れば、 癌擢息率が被災地に不利
な傾向が見出 さ れ る 可能性 も あ る 。
表 3.31 チェルノブイ リ 事故による被災者の主要集団 に於ける悪性新生物 （国際疾病分類第 四 版
C.00・C.96） の羅患件数 （国立 ウ ク ラ イ ナ医学アカデ ミ ー放射線医学研究センタ ーのデー タ ）
｜ 症例数 ｜ 標準化権患比 ｜被災集団の属性と観察期間 I 95%信頼区間｜ 予想 ｜ 実測数 ｜ （%） ｜ 
立入禁止 区域か ら の避難者 （2000 ～ 2007 年） I 3318 I 211s I 81 .9 I 78.9 ～ 85.0 
最 も 汚染 さ れた地域の住民 （2002 ～ 2007 年） I 4753 I 3678 I 77.4 I 74.9 ～ 79.9 
避難者及び放射能汚染地域の住民に於ける 乳癌悟患率は、 症例の絶対数は増 え続けている傾向であ
る が 、 全国平均 よ り も 低い （表 3.32） 。 し か し、 こ れ ら の被災者達が、 事故以前か ら乳癌擢患率が低か
っ た地域に居住 していた こ と は、 留意 されるべきである。
表 3.32 チェルノブイリ事故による被災者の女性集団に於ける乳癌 （国際疾病分類第 10 版 C.50） の羅患
件数 （国立 ウ ク ラ イ ナ医学アカデ ミ ー放射線医学研究セ ン タ ーのデータ）
｜ 症例数 ｜ 標準化権患比 l被災集団の属性と観察期間 I 9s%信頼区間｜ 予想 ｜ 実測数 ｜ （%） ｜ 
立入禁止 区域か ら の避難者 。000 ～ 2007 年） I 334 I 238 I 69.2 I 60.4 ～ 78.0 
最 も 汚染 さ れた地域の住民 （2002 ～ 2007 年） I 460.5 I 295 I 併.1 I 56.8 ～ 71 .4 
非腫掲性疾患曜患率
チェルノ ブイ リ 事故か ら 25 年の聞に実施 さ れた調査に よ る と 、 避難者の健康状態は、 避難以降相当
に悪化 した。 障害 と 死亡率に と っ て重要な要因 と な っ て い る のが、 非腫揚性疾患で あ る。 ウ ク ラ イ ナ
国家登録簿 （SRU） の 1988 年か ら 2008 年 ま での非腫蕩性疾患支出 に よ る と 、 避難者の 内、 健康な者
の比率は 67.7%から 21.5%に低下 し、 慢性疾患をかかえる者の比率は 31.5%から 78.5%に上昇 した （図
3.46） 。
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口 健康 口 慢性疾患を有する
紗勝 年及び2008 年に於ける成人避難者の統合健康指標 〈%〉
（国立ウクライナ医学アカデミー放射線医学研究センターのデ｝タ）
2008 1 988 
図 3.46
非腫療性疾患櫨患率に関する 5年の観察期間毎の疫学的分析 （図 3.47） は、 1998 ～ 2002年の聞に、
最も高い櫨患レベルが記録されたこ とを示している。 1988 ～ 2007年に掛けて見られた、 避難者に於け
る大部分の種患率の漸次的な低下は、 前の き年の観察期間に新たに診断される疾病が見つかって しま



















しかし個々の疾患の増加率の動態を見る と 、 この被災集団に於ける非腫揚性疾患の発症は、 まだ長
期化している。 特に、 事故当時に子供或いは 10代の若者であった人達への懸念がある。 非腫揚性疾患
の発症に対する f低線量J 放射線の影響 ｛電離放射線の低線量被曝の長期的影響） と 、 一連の放射線
以外の要因は、 排除するこ とができない。
1988 ～ 2007年の聞に、 避難者の非腫揚性疾患羅患率の有意な変化が、 階層別或いは病因別に記録さ
れている。
新たな橋患を観察している為、 集団内で既に多く が慢性疾患に措患している場合、 新たに見つかる数が
減少する。
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2003 ～2007年には、 それ以前の他のどの 5年の観察期間と比較しても、 中毒性結節性甲状腺腫の揺
患が、 有意に高かった。 第 1 期及び第2期に比べて、 統計学的に有意に橋患率が高かったのは、 後天
性甲状腺機能低下症と、 肝臓 ・ 胆管 ・ 勝臓を含む消化器系疾患である。 甲状腺炎、 自律神経 ・ 血管性
ジス トニア” を含む神経系 ・感覚器疾患、 呼吸器疾患、 胃潰療と十二指腸潰場、 泌尿器疾患、 筋骨格系
疾患の羅患率は、 第 1 期の水準と比べた場合にのみ超過した。 それ以外の疾患では、 統計学的に有意
な低下が記録されている。























国 3.48 ”＇88 年と 2007 年に於ける成人避難者の非腫癖住民事構患率の構成割合 併〉
（国立ウクライナ医学アカデミー放射線医学研究センターのデータ）
1988年に於いては、 循環器系疾患 ・ 呼吸器系疾患 ・ 消化器系疾患 ・ 神経感覚器挟患 ・ 筋骨格系疾患 ・
内分泌系疾患 ・ 泌尿生殖器系疾患が大きな比重を占めていて、 その合計は全体の 91.4%に達した。
2007年にあっても上記の疾病が大きな比重を占めてはいるが、 その順位構成は変化している。 循環
器系疾患の寄与串は低下し、 その位置は第二位に変わった。 替り に第一位を占めたのは、 消化器系疾
患である。 呼吸器系疾患の比重が低下しているが、 筋骨格系疾患の比重は上昇してお り 、 内分泌系疾
患と秘尿生殖器系疾患についてもある程度は上昇した。
非腫痕性疾患の有病割合と宿患率の動態について性差を見る と、 女性の有病割合が20.0%、 女性の
擢患率では30.9%、 男性よ り超えていることが分かった （図 3.49） 。
23 自樟神経 ・ 血管性ジス トニア （Vegetati.ve-v：掛側加d抑tonia)J は国際疾病分類には分類がない疾患概念で
ある。 基本的には 「自律神経失調症 (Autonomous命sfunc討on)J と重なる と考えられる。 西側諸国では、
しばしば、 円SD、 穆病、 身体表現性障害に分類されるが、 そのよ うな分類は電離放射線の影響の過小評価と心因性の影響の過大評価となるのではないかとする見解がある。 場主照 卸句p://dx.doi.org/10.1176/
jnp.13.4.441 


















困 3A9 男女別に表示した ”88年と2007 �手に於�t-i成人避難者の�.臆剤事性疾患の有病割合と被患$掛
〈国立 7ク ライナ医学アカデミ ー放射線医学研究セ ンターのデータ｝
有病割合の性差が般 も大きいのは、 甲状腺を含む内分泌系疾患であ り 、 その差異は 1.6倍に逮する。
非中毒性結節性甲状腺盟、 甲状腺機能低下症を伴 う ま たは伴わない甲状腺腫及び甲状腺中毒症、 並び
に 甲状腺炎に於いては、 女性の有病割合が男性の 2傍告と超える。 女性は、 狩尿病 （1.8倍） と泌尿生殖
器系疾患 （2.1倦） の有病割合も 、 男性よ り 高かった。 白内障の有病割合は女性が 1.8 俗高 く 、 脳血管
疾患は女性会� 1.S倍高かった。 と こ ろが、 胃潰療と十二指腸潰痕の緩怠$は、 男性の方が高かった。
新たに診断された疾患数に よ る と 、 やは り、 殆ど女性で経過が見 られ、 甲状腺疾織で 2 俗 （その内、
後天性甲状腺機能低下症で 3.3倍、 甲状線中毒症で3.6倍、 非中毒性結節性甲状腺腫で 2.8傍〉 であっ
た。 白内隊 ・ 脳血管系疾患 ・ 肝胆騨疾患 ・ 泌尿器系疾患は、 2-m:高かった。 傘ての観察期聞に於いて、






人 に 800 吋




数 1988・1992 1993・1997 1998-2002 
回 40 歳未満 口 40 歳以上
2003-2007 
図 3.50 年齢i測に表示した5 lf:の観熊期間毎に於け.｛，成人灘難者の非脂梅性疾患の痛感率動鰭
〈国立 ク ク ライナ医学アカデミ ー放射線医学研究セ ンターのデータ）
24 縦輸の単位は記，除 されていない。
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図 3.51 年齢別に表示した 5 年の観察期間毎に於ける成人避難者の循環器系筑犠の橋患準動態
（国立 ウ ク ラ イ ナ医学アカデミ ー放射線医学研究センターのデータ）
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ある種の甲状腺疾患の動態に関しても、 有意差が記録された。 1993 ～ 1997年の観察期間以降には、
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受けた成人避難者で見られた。 0.3 Gy （今 300mSv） 以上 2.0Gy （勾 2.0 Sv） 未満の甲状腺の被曝線量は、
冠動脈疾患 ・ 脳血管疾患を含む循環器系疾患、 及び筋骨格系疾患の発症との聞に、 信頼性のある関連
を示した。 甲状腺の被曝線量が 2.0 Gy （今 2.0 Sv） 以上のレベルまで達する と、 上記疾病のリ スクはよ
り上昇したし、 精神痕患と消化器系疾患についても信憲性のある リ スクが記録された ｛表3.33）。
1989-20的年の成人避難者に於ける甲状腺被爆線量毎の特定の非腫痕住民事の相対リスク
（国立ウクライナ医学アカデミー放射線医学研究センタ｝のデ｝タ〉
疾病の分類と内容 国際疾病 被曝線量に対する相対 リ ス ク第 9 版 0.3 ～ ＜ 2.0 Gy さ 2.0G:r
循環器系疾患 390-459 1.89・ （1.64-2.18) 2.91・ （2.51 -3.37) 
一冠動脈疾患 410-414 3.22・ （2.50-4.15) 4.38* (3.37 -5.68) 
一脳血管疾患 430-438 2.00* (1.41 -2.86) 4.83・ （3.46-6.73)
消化器系疾患 520”579 1.02 (0.86 - 1.22) 1.4-0・ （1.15- 1.71)
一肝臓 ・ 胆管 ・ 隣臓疾患 571-577 1.06 (0.82 - 1.35) 1.34・ （1.01 - 1.79)
筋骨格系疾患 710”739 1.22・ （1.01 - 1.49) 2.69・ （2.21 -3.26) 
精神疾患 290δ19 1.10 (0.65 - 1.88) 1.82・ （1.02- 3.26) 
表 3.33
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全身外部被曝の稼量は、 避難者の非腫高性疾患の発症に有意に影響 して いた。 リ ス ク 分析の結果に
よ る と 、 あ る種の非腫痕性疾患の相対 リ ス ク の増加が観察 さ れた。 そ して、 その相対 リ ス ク の大き さ も 、
被曝線量の増加につれて増加する こ と が、 信頼性を持っ て確認 さ れた。 殆 どの疾患について、 最大の
リ ス ク は、 0.25 ～ 0.32 Gy （与 250 ～ 320 mSv） の被曝線量で見 られた （表 3.34） 。
表 3.34 全身被曝線量毎に表示した 2003 ～ 2007 年に於ける成人避難者の特定の非腫痕性疾患の相対リ
スク （対照群の被曝線量は 0.05 Gy （辛子 50 mSv) 以下 ； 国立 ワ ク ラ イ ナ医学アカデ ミ ー放
射線医学研究セ ンタ ーのデータ）
被曝線量に対する相対 リ ス ク (RR） 及び 95%信頼
同際疾病分類 区間 （CI) （区分単位 ； Gy)疾病の分類 と 内容 0.05 ～ 0.25 ～ 第 9 版 0.1 ～ 0.199 0.2 ～ 0.249 0.32 0.099 
RR (CI) RR (CI) RR (CI) RR (CI) 
1.07 1.10 0.92 1 .37・甲状腺疾息 240-246 (0.78; 1.48) (0.86; 1 .41) (0.71; 1.18) (1 .06; 1.77) 
1.05 0.69 0.94 1.14 一 後天性 甲状腺機能低下症 244 (0.38; 2.89) (0.30; 1.59 ) (0.43; 2.07) (0.50; 2.63) 
0.46 0.81 0.92 1 .49* － 甲状腺炎 245 (0.16; 1.29) (0.43; 1 .53) (0.50; 1. 72) (1 .09; 2.79) 
0.57 0.65 0.41 1 .28・糖尿病 250 (0.26; 1.25) (0.38; 1 .25) (0.23; 0.74) (1.05; 2.19) 
2.04申 4.44’ 1.45 1 .17 自 律神経 ・ 血管性ジス ト ニア 337 (1.12; 3.71) (2. 72; 7 .25) (0.86; 2.43) (0.66; 2/06) 
1.73 2.74事 1.58 2.94’ 白 内障 366 (0.74; 4.04) (1.38; 5.45) (0.78; 3.21) (1.45; 5.96) 
0.89 1.35ホ 1.01 1 .20 本態高血圧 401-405 (0.64; 1.24) (1.07; 1 .72〕 (0.79; 1.29) (0.93; 1.55) 
1.30 1.24 1.19 1 .27* 虚血性心疾患 412-414 (0.97; 1.74) (0.98; 1 .57) (0.94; 1.51) (1.01; 1.63) 
1 .45 1.75* 1.56手 1 .94宇脳血管疾患 437-438 (0.97; 2.16) (1.27; 2.42) (1 .13; 2.16) (1 .39; 2.71) 
1.52事 1.15 1 .52* 1 .66’ 胃炎 ・ 十三指腸炎 535 (1.01; 2.28) (0.82; 1 .62) (1.09; 2.1勾 (1.17; 2.35) 
1 . 12 0.92 1.01 1 .27‘ 肝胆疾患 571-576 (0.91; 1.39) (0.77; 1 .09) (0.85; 1.19) (1 .06; 1.51) 
0.88 0.84 0.83 1 .14* 勝臓疾患 577 (0.62; 1.27) (0.64; 1.11) (0.63; 1.08) (l .06; 1.50) 
1.37 1.44* 1 .69* 1 .90* 泌尿器系疾患 580-599 (0.87; 2.17) (LOO; 2.08) (1 . 18; 2.43) (1.30; 2.77) 
1.30 1.12 1.52 2.03* 前立腺疾患 600-602 (0.73; 2.32) (0.70; 1 .79) (0.97; 2.40) (1.28; 3.24) 
1.10 1.17 1.09 1 .39事骨疾患 ・ 軟骨疾患 733.0 733.l (0.82; 1.78) (0.93; 1 .47) (0.86; 1.37) (1.09; 1.77) 
註 ： 市 は p < 0.05 
対照群 と 比較 して、 最も小 さ い疾患 リ ス ク の上昇が統計学的に確認 さ れたのは、 0.05 ～ 0.099 Gy （今
50 ～ 99 mSv） の被曝線量の集団で あ っ た。 0.1 ～ 0.249 Gy （今 100 ～ 249 mSv） の範囲に被曝線量が増
加す る と 、 白 内障 ・ 本態性高血圧 ・ 脳血管系疾患 ・ 泌尿器系疾患に於いて、 有意な相対 リ ス ク を伴な
っ て発症件数が増加 した。
被曝線量範囲が 0.25 ～ 0.32 Gy （今 250 ～ 320 mSv） の集団に於いて、 最 も 多 く の疾患について信頼
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性 を持っ て確認で き る 、 被曝線量 と 橿息率 と の関連が 見 ら れた。 統計学的に有意な相対 日 ス ク は、 甲
状腺疾患 ・ 白 内障 ・ 冠動脈疾患 ・ 脳血管疾患 ・ 胃炎 ・ 十三指腸炎 ・ 肝胆疾患 ・ 梓臓泌尿器系疾患 ・ 前
立腺疾患 ・ 骨疾患 ・ 軟骨疾患に見出 さ れた。 線量が増加す る につれて、 相対 リ ス ク が上昇する か、 或
いは有意でなかっ た相対 リ ス ク が有意になる。
単位線量あた り の過剰相対 リ ス ク 及び過剰絶対 リ ス ク の計算結果 も 、 成人避難者の特定の非腫場性
疾患に於け る 、 信頼でき る線量依存性を証拠付けている。
最高水準の被曝線量 （0.25 ～ 0.32 Gy ； キ 250 ～ 320 mSv） で、 避難者に於ける信頼性を持っ て確認
さ れた過剰絶対 り ス ク の最大値が、 冠動脈疾愚 ・ 本態性高血圧 ・ 肝胆疾患 ・ 筋骨格系疾患に見 られた。
同時に過剰絶対 リ ス ク が高かっ たのは、 甲状腺を含む内分泌系疾患 ・ 泌尿生殖器系疾患 ・ 骨疾患 ・ 軟
骨疾患であ っ た。
単位線量あた り の過剰相対 リ ス ク の計算結果 も 、 成人避難者の特定の非腫蕩性疾患に於け る 、 信頼
で き る線量依存性を証拠付けている。 過剰相対 リ ス ク が最大に な っ たのは、 白 内障であ っ た。 他に過
剰相対 リ ス ク が大き かっ た の は、 糖尿病 ・ 甲状腺炎 ・ 脳血管疾患 ・ 尿路系疾患 ・ 前立腺疾患であった。
国立 ウ ク ラ イ ナ医学ア カ デ ミ ー放射線医学研究セ ン タ ー の調査は、 加齢に依存す る 眼疾庖で あ る 、
退縮性 白 内障 ・ 黄斑変成 ・ 網膜血管障害の発症が、 放射線被曝に よ り 加速 さ れる こ と を実証 した。 放
射線被曝線量が、 年齢 と 相乗作用する要因 と して働 く 。
退縮性 白 内障の相対 リ ス ク は、 リ ス ク 要因 に曝 さ れた期間 1 年あ た り 1.139 (95%信頼 区間 1.057;
1.228） 、 年齢 1 歳 あた り 2.895 (2.529; 3.313） 、 そ して被曝線量 （単位 Gy） を d、 リ ス ク 要因 に 曝 さ れ
た時間 を t （単位年） と した時の.r (dt） あた り 1.681 (l.033; 2.735） で あ っ た。
黄斑変成の相対 リ ス ク は、 年齢 1 歳 あ た り 1.727 (1.498; 1.956） 、 .r (dt） あ た り 6.453 (3.115; 13.37) 
であった （d と t は、 前文 と 同様） 。
網膜血管障害の線量依存性はこ の調査で初めて示 さ れ、 30 ～ 70 cGy （与 300 ～ 700 mSv） の被曝線
量の集団の相対 リ ス ク は、 被曝線量 0.3 Gy （ 主 300 mSv） 未満で あ る 対照群 と 比較 して 、 1.65 (1 .02; 
2.67） で、 その時カイ 二乗統計量は 4.15、 p 値は 0.041 であった。
非庫嬬性疾患に よ る死亡率
1988 ～ 2007 年に於 け る 成人避難者の非腫揚性疾患 に よ る 死亡率を、 疫学的に調査 した。 そ の結果
は、 緩やかな増加を示 していた。 死亡率が最高水準 を示 したのは、 2003 ～ 2007 年の期間であ っ た （図
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1988-1992 1993・1997 1998・2002 2003-2007 
観察期間
図 3.53 5 年の観察期間毎に於ける成人避難者の非腫癖性疾患による死亡率の動態




全ての観察期聞に於いて、 死亡の主要な要因 と なったのは、 循環器系疾患である。 そ の寄与率は、
年に よ っ て 45%か ら お%まで幅がある。 2007 年には、 循環器系疾患によ る死亡は、 全体の89%にま
で増加 した ｛図 3.54）。
3 4 5 
3% 2% 2% 
89% 
図 3.54 2007 年に於ける成人避難者の非腫癖住成犠による死亡率の構成
（国立クク ライナ医学アカヂミ ー放射線医学研究センターのデータ）
註 ： 1 ； 循環器系疾患 2 ； 消化器系疾患 3 ； 神経系 ・ 感覚器疾患 4 ； 呼吸器系疾患 5 ； その他の疾病
避難者の死因の一定の割合は、 神経系 ・ 感覚器疾患、 呼吸器系疾患、 消化器系疾患によ っ て も 占め
られている。 そ の比率は年によ って異なるが、 呼股器系疾患で 1.3 ～ 12.5%、 消化器系疾患で 0.7 ～
8.1弘、 神経系 ・ 感覚器疾患では 0.2 ～ 4.0%であった。
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循環器系疾患の内で首位を占めたのは、 冠動脈疾患 （39.5%） であった。 例えば、 2007 年に於ける
冠動脈疾患によ る死亡率は、 男性で全症例の 66%、 女性で 60.3%で、あった。 （循環器系疾患の肉、） 本
態性高血圧は 11%、 脳血管系疾患は 3.4%であった。 循環器系疾患、 と り わけ冠動脈疾患によ る避難者
の死亡率が、 死圏構成の内で主要な役割を果た している。 2003 ～ 2007 年に於ける循環器系疾患全般に
よる死亡率は、 1000人年あた り 11.8 土 0.22 人 と 、 1988 ～ 1992 年の 1000 人年あた り 6.9 土 0.2入の殆ど
2 倍であった。 本態性高血圧によ る死亡率は、 最初の三つの観察期聞に於いては、 ほぽ同水準を保って
きたが、 2003 ～ 2007 年の観察期間に入って有意に上昇した （図 3.SS）。
1 .8 
1 .6 
g 襲習 1 .4 
0 1.2 人













図 3.SS 5 年の観察期間毎に於ける成人避難者の本態性高血圧による死亡率の動揺
（国立 ウ ク ラ イ ナ医学アカデミー放射線医学研究センターのデータ）
神経系 ・ 感覚器疾患や、 肺気腫を伴 う 慢性気管支炎 ” を主とする呼吸器疾患、 或いは肝臓 ・ 胆管 ・ 勝




死亡率の性差を見れば、 男性の方が よ り 高かった。 と こ ろが 2003 ～ 2007 年の観察期聞に於いては、
男性と女性の （非盤療性疾患の） 総死亡率が同等になった ｛図 3.53 参照）。
死亡率は、 年齢に有意に依存する。 どの観察期聞に於いて も 、 40歳未満の死亡率は、 よ り 高年齢の
層に比べて有意に低い。 だが、 死亡率の漸次的な上昇は、 双方の年齢層で見 られる． 最高水準が記録
されたのは、 2003 ～ 2007 年に於いてであった。
死亡率の最も大き な差は、 循環器系疾患で観察された。 40 歳以上の層では、 本蝦性高血圧と 冠動脈
疾患を含む、 こ の疾患群による 2003 ～ 2007 年に於ける死亡率は、 それ以前の全ての観察期間に比べ
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図 3.56 年齢別に表示した 5 年の観察期間毎に於ける成人避難者の循瑚勝疾患による死亡率の動態
（国立 ウ ク ラ イ ナ医学アカデミ ー放射線医学研究センターのデータ）
若年層に於いて死亡率に信頼性のある上昇が見られたのは、 本態性高血圧によ る もののみであった。
冠動脈疾患と脳血管疾患による死亡率は、 全ての観察期聞に於いて、 ほぽ変わ ら なかった。
神経系 ・ 感覚器疾患、 呼吸器系疾患、 消化器系疾患によ る死亡率は、 何れの年齢層に於いて も 、 有
意に上昇していた 〈図 3.57）。 しかし、 40歳以上の層に於いて よ り 高かった。
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40 歳未満
＋ 消化器系疾患
・』 肝臓 ・ 胆管 ・ 隣臓疾患
寸 消化性潰揚 ・ 十二指腸積場
図 3.57 年齢別に表示した 5 年の観察期間毎に於ける成人避難者の消化器系筑犠による死亡率の動態
（国立 ウ ク ラ イ ナ医学アカデ ミ ー放射線医学研究センタ ーのデータ）
他に死亡率の有意な上昇が 目 立つ も の と して、 高年齢層では胃讃療と 十二指腸潰場、 若年層では気
管支晴息が挙げられる。
1993 ～ 1997 年 と 2003 ～ 2（初 年の観察期間に於いて、 甲状腺疾患によ る死亡率が、 双方の年齢層で
記録されている。 1993 ～ 1997 年に於いては、 高年齢層の死亡率がよ り 高かった （0.11 土 0.03 対 0.04 土
0.02）。 これに対して、 2003 ～ 2007 年に於いては、 40歳までの若年層の死亡率が高かった （0.02 土 0.01
対 0.007 土 0.005）。 死因は、 甲状腺腫を伴 う ま たは伴わない甲状腺中毒症である。
全身外部被曝に関連する非盤癒性疾患に よ る 死亡 り ス ク の研究に よ り 、 一部の疾病については、 信
頼性のあ る 関連が確認 さ れている。 絶対り ス ク ・ 相対 リ ス ク と それ ら の過剰 リ ス ク を推計 した と こ ろ、
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最 も密接な相 聞 は、 冠動脈疾患を含む循環器系疾患 と 、 消化器疾患及び尿路疾患 （特に前立腺疾患）
に対 して見出 さ れた。 冠動脈疾患 に よ る 死亡 について、 最大の絶対 リ ス ク ・ 相対 リ ス ク が記録 さ れた
被曝線量の範囲は、 0.2 ～ 0.249 Gy （王子 200 ～ 249 mSv） であった。
単位線量あた り の過剰絶対 リ ス ク （EAR、 1 Gy （与 1 Sv） 毎の観察期間につき 1000 人あた り の症例数）
を計算する と 、 統計学的に有意な過剰が、 冠動脈疾J患を含む循環器系疾患 と 、 消化器系疾患に於いて
見 られた （表 3.35）。
表 3.35 2003 ～ 2007 年に於ける 0.25 ～ 0.32 Gy （今 250 ～ 320 mSv） の全身被曝線量を蒙った成人避難
者の死亡に対する疾病別過剰絶対リスク
（国立 ワ ク ラ イ ナ医学アカデ ミ ー放射線医学研究セ ン タ ーのデータ）
疾患の種類 国際疾病分類 過剰絶対 リ ス ク第 9 版 観察期聞に 1000 人につき 1 Gy あ た り （95%信頼区間）
循環器系疾患 390-459 6.0 (3.5; 10.5) 
－ 冠動脈疾愚 412-414 5.8 (2.8; 12.0) 
消化器系疾患 520-579 2.9 (1.9; 9.0) 
0.25 ～ 0.32 Gy （与 250 ～ 320 皿Sv） の被曝線量範囲に於いて、 循環器系疾患に よ る 死亡の過剰絶対
リ ス ク は最大に な っ た。 冠動脈疾愚だけで も 、 ほぽ同 じ水準の過剰絶対 リ ス ク に達す る。 消化器系疾
患 に よ る死亡の過剰絶対 リ ス ク は、 その半分に過ぎない。
単位線量あた り 過剰相対 リ ス ク （ERR、 l Gy （与 1 Sv） あ た り の症例数） の計算 に よ る 、 確実な死
亡率の過剰は、 内分泌系疾患、 虚血性心疾息、 胃 炎 と 十二指腸炎、 泌尿器疾患、 前立腺疾患で得 られ
ている （表 3.36）。
表 3.36 2003 ～ 2007 年に於ける 0.25 ～ 0.32 Gy （今 250 ～ 320 mSv） の全身被曝線量を蒙った成人避難
者の死亡に対する疾病別過剰相対リスク
（国立 ウ ク ラ イ ナ医学アカデ ミ ー放射線医学研究セ ンタ ーのデータ）
疾患の種類 国際疾病分類 過剰相対 リ ス ク第 9 版 1 Gy あ た り （95%信頼区間）
内分泌系疾患 240-279 1.50 (1 .21; 1.85) 
冠動脈疾息 412-414 3.12 (2.23; 4.38) 
胃炎 ・ 十一指腸炎 535 2.19 (1 .54; 3.12) 
泌尿器系疾患 581-599 2.99 (2.04; 4.37) 
前立腺疾愚 600-608 3.42 (2.14; 5.47) 
こ こ で明 ら かな よ う に、 単位線量あた り の過剰相対 リ ス ク が最 も 高いのは、 冠動脈疾患 と 前立腺疾息、
そ して尿路疾患であった。 内分泌系疾患の過剰死亡 は、 その半分に過ぎなかっ た。
こ こ に掲げた、 成人避難者に於 け る 、 非腫揚性疾息の植患率 と 死亡率に対する 線量依存的影響の評
価は、 確定的 な も のではない。 故に、 年齢 ・ 粗悪な生活習慣 ・ 不健康な労働条件 ・ 不十分な栄養 ・ 運
動量 ・ 心理学的ス ト レス ・ そ の他 と い っ た、 複雑な諸要因の影響を判定す る為の更なる研究が必要で
あ る 。 しかしなが ら 、 0.3 Gy （今 300 mSv） を超え る （特に 2.0 Gy （今 2.0 Sv） 以上） 甲状腺内部被曝
線量や、 0.05 Gy （ー 50 mSv） を超える （特に 0.25 Gy （今 250 mSv） 以上） 全身外部被曝線量が、 特定
の非腫揚性疾患について線量依存的な影響の発現を促進 さ せ る と 主張でき る。 こ のデータ は、 ロ シア ・
ベ ラ ノレ｝シ ・ 日 本 と いっ た国で、 放射線に被曝 した住民集団に対 して実施 さ れた研究の結果 と も 一致
する ［3・5］。
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3. 3 放射線被曝に よ る短期的 ・ 長期的影響
3. 3. 1 急性放射線症候群
1986 年に、 237 名 に対 して、 急性放射練症候群 〈織的 と い う 診断が下された。 (1989 年に） 徹底的
な遡及調査が行われ、 診断が確定した者遣の実数は 134名に減った。 その内28 名 は、 事故直後の 3 ヶ
月 も経たない内に死亡 した。 事故後 25年間の観察期間中に、 更に 39 名 が死亡したが、 彼等は全員 ウ
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ARS 1級 － 8名
ARS 2級 － 8名





ARS l級 一 30名
ARS2級 － 33名
ARS 3級 － 6名
図 3.58 チヱルノプイリ事故による急性放射線症候群 〈組S） と診断された者遣の動揺
（国立ウク ラ イナ医学アカデミ ー放射線医学研究センターのデータ）
註 ： RCRM 一放射娘医学研究センター、 CIS ー狐立国家共同体
(AR.S の診断が確定したか否かに拘わらず、） 死亡者全員の死因で、最多であったのは、 痘 （15 例） と
心血管系合併症 (12例｝ であった。 他に死因 と なったのは、 肝硬変、 肺結核 （急性進展形式） 、 脳炎、
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25＆事の研究の中で、 このARS �診断袋れた鎗聞については、 ：；｝：覇軍織線系や代総 ・ 恒需守世主の韓島館古書検
査され、 心身の包括的な健康状富揺が評価され、 磯.約 ・ 磁定的影’Eの危険要因と絡徴が特定され、 ARS
－後の ヲ ハ ピ リ テーシ曹 ン方法が銅夢署された。
A民S と書告断されてを2生存 している者逮1主、 ｛一度に 5 ～ 7 か ら 10 ～ 12 までの診断名の〉 内臓系の録
性疾患令書量症 してい｛）. 事故後後初の s＆手間に、 心血管�·消化繊系・神経系 ・肝組系の疾病毒事危織 した．
続く 20年間Ii::.、 織力DIま遥かに減少した。 しかし、 客数後 初年には、 身体fl€�患のある者の比呂停は85 ～
100%に透 した ｛図3.S9).
•11 .，町3民 1事86 1991 忽鳩
11•�民 0 53.9 99.4 
2 ib.d!J.・系 2.7 71.5 86.3 
3 調理化調書系 8. 1 80. 6 96. 7 
4 JlH臣家 9.5 74. 6 事1. 7 
s 目事a絡調E 4. 1 22.5 72.事
6 事申縫3匹 4. 1 90. 1 100 
1 F均分ii&. 1.4 12.2 68.1 
．． 事故前
3 6 
ピコ 捌 年 （轍から 5輸）
仁コ 2009 年 （糊から鈴特〉
ARS l:重量




AR.S .！：：告書青さ れた者逮の鐙t;t:、当E.！： して各締役の図形腫様であった ｛表3.38）。 司匹飲後 10年間の内に、
5例の懸位血液疾織が発症した． そして、 引き続く 15年間で、 筒形魅司匹、籍軍宣 した。 当時、 Sf窓新生
物と心血管系疾Z患によ り 死亡 した者遣の S3%は、 ウク ライナの平均寿命i:で生存できなかった。
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家事生後の数年間で 24,f,が、 典型的な放射線白 内惨事r発E宣 した． その内10 4!; l)t綿S3級、 8 �島 l)t
A1UI 2級、 3 4!t »1 AR.S I 織で、 要量 り の 3 4!t »1 AR.S 来著書E主であっ た。 放射線白内憶のiまぽ全て （96%)
の症例�s、毒事故後 15�の閃に予告書置している｛図 3.60）。 氷＆体の病理E所見事ど見ると 、光線白内障の俊絡は、
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被曝後の遠隔期 に於 け る 放射線 白 内障の有病率は、 被曝線量 と 被曝 リ ス ク が あっ た時間 の対数に依
存 し て、 増加 していた。
事故直後ま た は長期間の 内 に 1 ～ 3 Gy （ 与 1 ～ 3 Sv） の線量に被曝 し、 ARS か ら の回復期 に あ る 者
達の造血系の動的観察 に よ れば、 骨髄 と 末梢血液に於いて、 量的指数は次第に改善 し て い る 一方で、
血球の細胞核或い は細胞質には、 質的な異常がま だ多数見 ら れ る こ と が分か っ た （図 3.61 ～ 3.64） 。
図 3.61 患者 St岨S の骨髄細胞学的試料顕微
鏡写真
低頼粒状骨髄球、 低頼粒状梓状核好
中球、 空胞化 した前単球、 好酸球の
脱頼粒化。 ロ マ ノ フ ス キー ・ ギムザ
染色。 （拡大倍率） 1000 倍。
図 3.63 患者 M岨S の骨髄細胞学的試料顕微
鏡写真
骨髄球、 後骨髄球、 棒状核好 中球の
毒性頼粒化ロ 梓状核好 中球細胞質の
部分的脱頼粒化。 ロ マ ノ フス キー ・
ギム ザ染色ロ （拡大倍率） 1000 倍。
図 3.62 患者 St-ARS の骨髄細胞学的試料顕微
鏡写真
空胞化 した好酸球。 ロ マ ノ フ ス キー ・
ギム ザ染色。 （拡大倍率） 1000 倍。
図 3.64 患者 Syd-ARS の骨髄細胞学的試料顕
微鏡写真
多染性正赤芽球細胞質の空胞化。 ロ
マ ノ ア ス キー ・ ギムザ染色。 （拡大
倍率） 1000 倍。
血球の細胞核の異常の程度は、 電離放射線に よ る 損傷の、 予後の指標 と な る。 こ の こ と は放射線生
物学の基本法則 に関連 してお り 、 吸収線量が 大 き い ほ ど、 細胞周期が遅 く な る こ と を示 して いた。 こ
の細胞周期の遅れは、 骨髄で形成 さ れ る 幹細胞だけでな く 一部の関連す る 細胞 も 減少す る こ と 、 並び
に部分的に は分裂間期細胞が死ぬこ と に、 繋が る。
有糸分裂可能な若い細胞に於いては 、 ク ロ マ チ ン構造の変化が、 塊状剥片 と して観察 さ れ る。 こ れ
に対 して、 分裂能力 を喪失 した細胞 に あ っ て は、 ク ロ マ チ ン の高度な凝集が、 し ば し ば 1 か所 か ら 3
か所の、 電子透過領域 と 共に記録さ れた。 こ れ ら は、 細胞死 （ ア ポ ト ー シス） しつつ あ る 細胞の特徴
で あ る 。 一部の頼粒球の細胞質 には、 一次 ・ 二次頼粒 （アズーノレ頼粒 と 特殊頼粒） が発見 さ れ る こ と
も あ る が 、 空胞化 した細胞質 を持ち、 脱頼粒細胞が よ く 観察 さ れた。 空胞は、 時に は頼粒球の細胞核
さ え変形 させた （図 3.65 ～ 3.67） 。
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図 3.65 患者 M-v の電子顕微鏡写真 図 3.66 患者 M-v の電子顕微鏡写真
好中球の集団。 細胞質の空胞化。 核の
部分的変形。 （拡大倍率） 15000 倍。







マ ク ロ フ ァ ー ジ周辺の造血要素 （赤芽球） が不足 してい る点で、 標準 と は異 な る 赤芽球島 舗 が 、 骨髄
中 に は見 ら れた。 巨核球が 関与す る 造血について も 、 血小板の成熟不全や空胞化、 或いはム コ 多糖類
の減少に於いて、 変化が あ っ た。
骨髄の回復期 間 は l ～ 3 年で あ り 、 そ の動的過程の追跡は、 科学者の興味を大いに惹き 付 け る 。 回
復期への移行は、 骨髄中の若い世代の細胞の増加だ け でな く 、 高増殖性 ・ 低増殖性骨髄の穿刺標本の
変化に よ っ て も 示 さ れ る 。 形態及び機能指標の包括的分析 を含む、 こ の よ う な骨髄の回復過程には、 a)
末梢血液 の正常化を伴 う 完全な 回復、 b） 細胞減少が残存す る 造血不全、 c） 汎血球減少 と 将来の血液腫
療の発症を含む骨髄の抑制、 と い っ た様々 な結果が有 り 得 る。
事故後の期間に、ARS か ら の 回復期 に あ る 者達及びARS未確定の者達の、 血液学的症状が観察 さ れた。
それは通常、成熟 した抹消血球の減少 に よ り 、 特徴付け ら れた。 ARS 1 ～ 3 級ま での回復期 に あ る 者達は、
ARS 未確定の者達 よ り も血球減少の頻度が多い （園 3.68） 。
26 赤血球の成熟領域、 マク ロ フ ア ｝ジを赤芽球が囲んでいる。
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困 3.68 事故後の遠隔期に於ける ARS からの回復期にある者逮及び ARS 未確定の者達の血液学的症状
の頻度 （国立 ウ ク ラ イ ナ医学アカデミ ー放射線医学研究センターのデータ）
・8 有意差 p < 0.01 
血球減少の頻度は、 被曝後最初の 5 年聞は高かったが、 その後低下 してい く 傾向にあった。 25年聞
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図 3.69 観察期間毎に表示した ARS からの回復期にある者逮及びARS 未確定の者遣の (A) 頼粒涼 ・
(B） 血小板 ・ （C） リンパ球 ・ ω） 赤血球減少の頼度
（国立 ウ ク ラ イ ナ医学アカデミ ー放射線医学研究センターのデータ）
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ドイ ツの科学者の協力を得て、 チェ巳ルノ プイ り 事故やその他の放射能事件によ り 放射線に被曝した
人々 の調査の為の、 国際コンビュータデータベースが構築された。 ARS からの回復期にある者逮及び
ARS 未確定の者遣の病歴2390件も、 こ のデ｝タベースに収録されている。
3. 3. 2 放射線白内障と その他の眼疾患
チェルノ ブイ リ 事故以前には、 放射線白 内障は、 放射線量が 2 Gy （勾 2 Sv） を超えた時に生 じる と
恩われていた。
しかし、 既に 1990 年には、 よ り 低い放射線量での 白内障の出現に関する報告があった。 1992 年の予
測は、 1997 年に放射線白内障の羅患が明確なピーク と なる こ と を予言した． こ の予測は、 チェルノ プ
イ リ 核災害の被曝者に於ける放射線白内障に関するこつの独立した研究によ り 、 完全にE当化された。
二つの研究 と は、 放射線医学研究センタ｝による臨床 ・ 疫学登録 （CER） に基づいた研究 と 、 国際的
な調査である 「ウク ライナ ・ 米国合同眼球調査 （UACOS)J である。
現在、 典型的な臨床像を有する放射線白 内障に関して、 223 の既知の症例がある。 UACOS の最初の
調査結果は、 放射競白内障に闇値が存在する可能性を示 した。 しかし、 その値は、 従来云われていた 2
Gy （今 2 Sv） よ り 遥かに低く 、 幾つかの年齢集団に対しては約 0.1 Gy （勾 100 mSv） と される。 嗣値
は白内障の形態に依存するが、 0.7 Gy （今 700 mSv） よ り 高 く はな ら ない と される。
αRに基づいた調査結果の分析は、 典型的な放射線白内障が、 0.1 Gy （毎 lOO mSv） 未満の被曝線量
で生 じる こ と を示 している。 5 年間被鳴 り ス ク に晒された後の、 放射練被昭島線量に依存する放射線白内
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被曝線量 〈単位 ； Gy)
困 3.70 5 年間被曝リスクに略された後の、 放射線被曝線量に依存する敢射線白内障の絶対リスク
シミ ：：；. レーショ ンでは、 放射線に よ り 、 1 Gy （勾 1 Sv） あ た り 3.451 ( (95%信頼区間） 1.347; 5.555) 
の放射線白内障の過剰相対 リ ス ク が、 p < O.OS で （有意に） 、 引き起こ される こ と を明 らかに した。 また、
白 内障の発症は、 放射線被曝の持続期間にも影響される。 こ の研究では、 放射線白 内障の閥値 と な る
放射線量を確定でき なかったが、 潜伏期聞は22年を超過するかも しれない． これらの研究 と数学的モ
デり ングは、 放射線白内障が放射線被爆の確率的影響とする見解の証拠と なる。
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国際ピッ ツパ｝グ1.11査及び並行して実施されたキエフ州イ グァンキグ地区に於ける...研究の量産系
は、 ±者慢の放射総汚$l)iによって引き起こされ る非常に低い放射線量レベルiと よ り 、 小児集団に初期の
水晶体の変化が発生ナる こ と 会示した。
チェルノプイ り 核災容の銭湯者では、 放射線網膜症のこつの新しい形鯵が紀述された。 それらは、 f栗
症候群町 ｛初期 と後期｝ と 「放射線格子症候務 、 である．
確定的影司障の兆候の�る、 新しい滋射線の�·もある。
ー 受容器の複合体と しての股が彼自隠するには、 持続的な網膜包伎の獲さ主令必要 とする。 放射線被
司院は、 こ の銅線型車f立の足量生告と阻害す.：；，. 隠電撃を引き起こす被爆線量の鏑僚は、 200mSvである
[SJ. 




煩っていた。 ヒ ト の免疫系に対する低線量の明院総放射線の膨唱障に 闘する研究は、 負の療事陸軍E国の型車合
徐から泳射線の影響を区別する必要性、 病理豊富際化が同省主体比に依存す る こ と 、 彼録期間と 欽射性核種
移行経聖書、 組織·i島＇＇＂ .領事事が待つ放射線感受伎の将位 といった、 事長つかの図鍛えま間短に直面している。
事故後の遥隠期 に章をける、 事後,I(え�；；むテ::t l1 ーに属する 16万 剣勝 名 以上の後災者t:-対象に した、 免
疫機能隊軍事の緩度 ｛図 3.71） の書簡査は、 有怠なよ昇華E添してお り 、 事故処遺作業従事者の集団で最も
顕著Eであった。 被爆後の5 益事”に鋭a略された、 念性放射線量主倹群 仇RS） からの回復’切にある者逮の免




















図書ぉ.71 チェルノブイリ事裁による被災者に意をける二次 毛織天聖l) �線不全の鎖If(
27 d明也Jt sy穏cfro盟e ： 脈絡網.炎、 網膜 血管の変化．
28 m忠司自書 。f世時 間必説拍 車問説得 ； 調陸自調査の鉱採が剣車置の中心部に散在する1JE:状、 中心f金書提訴証書生紙絡網膜症 と忠われる。
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被曝後 10年の聞に、 ARS と診断された者遥の 32%に、 免疫系の代償性変化が現われた。 また、 37
%は、 免疫系の調整不全的変化を示した。 そ して、 残 り の 31%では、 細胞性免疫不全の徴候が見つか
った。 被場後 15 ～ 25年の聞には、 原始前駆細胞の分化障害が、 末梢血中の原始前駆細胞の数の増加
と CD123抗原 （IL-3 受容体α） の発現レベルの低下という症状で、 明 らかになった （図 3.72）。





事故後の遠隔期には、 ARS と診断された者逮に、 免疫細胞の幾つかの細胞集団の回復が記録された。
それらは、 細胞障害性T細胞を含むT リ ンパ球、 B り ンパ球、 そして系統的に最も古いナチュラルキ
ラー細胞である。 細胞亜集団とそれらの機能的活性では、 放射線被爆線量に依存した撹乱が持続して
おり 、細胞亜集団の代償的余力が稽実に枯渇しているこ と を示している。 CD34＋細胞 （造血系前駆細胞）
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jff 3 . ： 健康影竜彦
者修故後の遼踊3切 に於ける、 低 . q間放射線被IS線量の範囲内での影響の研究ば、 身体疾患と心身疾患
の存在に関連する、 幾つかの困難に直面 している。 低放射線被場線量の宣伝閣内に於ける免疫学的影繕
の形成は、 以下の主要な菜園に影響される ：
ー 細胞への放射線総宛性の非致死約鎌傷 ｛機飽約に不完全な子孫細胞の稽殉） ；
義主催因子に よ る鉱散効果 ；
免疫応答の変化 ｛神経免疫因子、 脂質代衡とそれに付随ナる病理） ；
適応システム応答 （細胞周期が放射線抵抗伎の相へ変化す る こ と 、 段階的放射線量依存約な来
成熟細胞の産生�非特異的活性化｝。
得られた結呆fま、 事故後の遠隔期に於いて慢性身体疾患 （俊性問寒性肺疾悠、 慢性肝炎、 循環不全
脳症勺 を宥するチ::JO.｝レノ プイ リ 事故処理作業従事者に、 白血球ー と り わけ リ ンパ球 ー の非紛集約分
裂促進因子 臓や組織（特異的自 己批原｝ と微生物抗原に対す る、反応の変化が見 られる こ と ＆示している。
ある特定の明機な修響の形成と して、 リ ンパ球細胞表面の活位化銃原 （CDlS と CD71、 よ り 少 なb、程
度であるが阻A心却 の発現の変化が立録された。 有している疾患によって、 反応性の減少と織加の
両方が検出されていた。 このよ う な変化の中で最も 重量然位の高いメ カζユズムは、 滋射線iと起因する欠
鎮が修復 さ れない＊＊残存し、 二次的影響の連鎖にある抗原反応性細胞の活性化誘発性アボ トーシス
と非特異的免疫抑制の よ う な こ と も含んでいるはずである。
事寄生処理作業従事者及び 30旭圏内で作業していた職員の集団では、 有意に短いテ ロ メ ア ｛染色体
の織に存在する DNA 配列｝ が見つかった。 それだけではな く 、 テ ロ メ ア の長さと細胞のアボ トーシス
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ま た、 抗アポ ト ーシス性タ ンパ ク 質 bcl・2 を発現する 細胞が十分に高い割合で維持 さ れて い る が 、 試
験管内実験 （イ ン ピ ト ロ ） で見 られるアポ ト ー シス誘導物質ベラパ ミ ルの作用 31 は、 こ の割合の平均指
数を有意に は変化 させてお らず、 テ ロ メ ア の長 さ と ア ポ ト ｝ シス への進行 と い う 性質が、 不均一な細
胞集団で あ る 可能性を示 している。
放射線 と 酸素 ラ ジカルの影響は、 サイ ト メ ガ ロ ウイ ルス （CMV） の遺伝子発現を増加 させ得る。 そ
の影響は、 チ ェ ル ノ プイ リ 事故処理作業従事者 と ARS か ら の 回復期 に あ る者達に於 け る 、 CMV への
血清陽性反応や CMV 再活性化の増加の主要因 か も しれない。 ま た CMV 陽性患者に於 け る 、 CMV 感
染力の増大は、 身体疾患 ー 特に慢性 胃炎、 慢性気管支炎及び様々 な類型の関節炎 ー の割合の増加に
関連 していた。
慢性 リ ンパ性 白 血病 （CLL） 患者の リ ンパ球系細胞の IgHv 遺伝子 ” に於いて、 抗細菌抗体や抗 ウイ
ルス抗体を持つ と い う 有意な相向性が見つかっ た へ 自 己抗原或いはア ポ ト ーシス を起こ した細胞 と 相
乗 して、 ワ イ ノレス感染や細菌感染は、 CLL を 引 き 起 こ す こ と が あ る。 CLL 抗体を持 っ た、 チェルノ プ
イ リ 核災害に よ り 被曝 した患者では、 抗体が、 ウ イ ノレスや細菌成分の抗原 と 反応する抗体に相 同である。
こ の知見は、 原発事故から ほぼ四半世紀が経過 し た に も 拘 わ らず、 CLL の病原に感染症が寄与 してい
る 可能性を示 している。
24 年間の研究は、 免疫系の回復の初期の期間 と 事故後の遠隔期の両方で定義 さ れ る 、 低放射線量下
での系統の定義 さ れた細胞応答の存在を示 している。 チェルノ プイ リ 核災害 に よ る 被曝者を対象 と し
た研究結果は、 実験放射線生物学のデー タ を拡大させて い る が、 それ ら の知見 と 一致 して お り 、 免疫
学的影響の形成に於いて放射線要因が主要な役割 を果た してい る こ と を証明 している。
31  細胞内へのカルシ ウムイ オンの流入を阻害する こ と によって、 bcl-2 の発現誘導を阻害する。
32 抗体の免疫グロ プリ ン重鎖を発現する遺伝子。
33 腫蕩化した B 細胞の産生する抗体が、 抗細菌 ・ 抗 ウイノレス抗原への抗体であっ た と い う こ と 。
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3. 4 チ ェ ルノ ブイ リ 核災害の複雑な要 因 に よ る公衆衛生への影響
3. 4. 1 神経精神医学的影響
チェルノ プイ リ 核災害による長期的な神経精神医学的影響は、 世界的に知られている 問。 しかし、
その原因については、 まだ議論がある。 近年、 「低線量の放射線被曝であって も 、 大脳への影響と して
病変を引き起こ し得る」 と い う 多数のデータが得られている。 図 3.75 は、その概略を示したものである。
成人の海馬に於ける神経新生の阻害、 遺伝子発現プロファイルの変化、 神経炎症反応、 神経伝達の変調、
アポ トーシス細胞死、 二次的障害による細胞死及び損傷などは、 その例である。 これらの障害は、 や
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50 ～ IOO Gy 大脳損傷 （標準的）（ 与 50 ～ 100 Sv) 
> 2 ～ 4 Sv 神経学的症状の発現 （A.K. Guskova, I.N. 阻止国1va, 1989; A.K. Guskova, 2007) 
> 1 Sv 神経生理学的 ・ 脳神経撮像のマーカーの変化、 放射線照射後脳症 （固立 ウ ク フイ ナ医科学アカデ ミ ー ・ 放射線医学研究セ ンター）
線量依存的な神経精神医学的 ・ 神経生理学的 ・ 神経免疫学的 ・ 神経心理学的 ・
脳神経画像的影響 （国立 ウ ク ラ イ ナ医科学アカデ ミ ー ・放射線医学研究セ ン タ ー）
> 0.3 Sv 放射線照射後認知障害 （国立 ウ ク フ イ ナ医科学アカ デ ミ ー ・ 放射線医学研究セ
ン タ ー）
線量依存的な循環器系疾患 に よ る死亡率の増加 （McG即位eg祖 d al., 2008) 
放射線被曝に よ る脳血管疾患 リ ス ク の疫学データ （Ivanov et al., 2006； 国 立 ウ ク
> 0.15 ～ 0.5 Sv ラ イ ナ医科学ア カ デ ミ ー ・ 放射線医学研究セ ン タ ー ； Shimizu et al., 1999, 2010; 
Preston et al., 2003) 
未成年 （頭部被曝）
遠隔期大脳影響 （I Ron et al, 1982; Yaar et al, 1982) 
> 1.3 ～ 1.5 Gy （ 今 1.3 ～ 1 .5 Sv) 脳腫揚 （Sade凶 d al., 2005) 
統合失調症 （Gross, 2004) 
> 0.1  Gv（ 王子 lOO mSv) 認知機能障害 （Hall et 乱， 2004)
子宮内被曝
胎児の外部被曝が 0.06 ～ 0.31 Gy 妊娠 8 ～ 15 週 一 精神発達遅滞 （Otake et 札， 1996)（今 60 ～ 310 mSv)
胎児の外部被曝が 0.28 ～ 0.87 Gy 妊娠 16 ～ 25 週 ー 精神発達遅滞 （0加b et al., 1996) （主 280 ～ 870 mSv)
胎児の外部被曝が ＞ 20 mSv 且っその 妊娠 8 週以 降 一 線量依存的な神経生理学的影響及び認知機能
甲状腺内部被曝が ＞ 300 mSv への影響
（原子炉事故） （国立 ウ ク ライナ医科学アカデ ミ ー ・ 放射隷医学研究セ ンター）
胎児の外部被曝が ＞ lO mSv 且つその 妊娠 16 ～ 25 週 一 線量依存的な神経生理学的影響及び認知機
甲状腺内部被曝が ＞ 200 mSv 能への影響
（原子炉事故） （国立 ワ ク ライナ医科学アカデ ミ ー ・ 放射線医学研究セ ンター）
チ ェル ノ プイ リ 核災害に よ り 胎内被曝 した胎児には、 認知機能障害及び神経生理学的障害が見 られ
た。 その発現条件は、妊娠 8 週を過ぎた胎児では、20 mSv超の外部被曝且つ 300 mSv超の甲状腺内部被曝、
妊娠 16 ～ 25 週の胎児では、 lO mSv 超の外部被曝且つ 200 mSv 超の甲状腺内部被曝で あ っ た。 小児期
に於け る放射線被曝は、 成人 し て か ら の認知機能低下や、 後年に統合失調症を含む精神疾患 と 線量依
存的な関連がある。 小児期に大脳への 0.1 ～ 1.3 Gy （今 0.1 ～ 1.3 Sv） の被曝を受 け る こ と に よ り 、 放
射線に よ る 晩発的 な大脳の損傷が観察 さ れる こ と も あ る。 胎児期或いは生後 1 年未満の被曝 と 各種神
経精神疾患の リ ス ク と の 関連については、 今後の活発な研究が必要 と さ れる。
成人に於ける放射線影響は、 0.15 ～ 0.25 Sv 超の被曝線量に於いて観察 されている。 線量依存的な神
経精神医学的 ・ 神経生理学的 ・ 神経心理学的 ・ 脳神経画像的な異常は、 0.3 Sv 超の線量に於いて見出 さ
れ、 神経生理学的 ・ 脳神経撮像に使用 さ れる マーカ ーの変化は、 1.0 Sv 超で見 られた。 被曝後の脳障害
は、 主 と して優位半球の前頭部 に局在 し、 白 質 と 灰 白質の両方に見 られる。 0.3 ～ 1.0 Sv 超の放射線被
曝後 に見 られる脳の構造的 ・ 機能的変化に於いては、 前頭皮質 と 側頭葉の萎縮、 或いは、 特に優位半
球に於け る 、 皮質下構造 と 伝導路の変化 と いっ た こ と が特徴的 で あ る 。 成人期の被曝は、 神経変性の
傾 向 が あ る 慢性疲労症候群、 認知機能障害や神経精神 医学的疾患、 中枢神経系の老化の加速や、 新 し
い形態の統合失調症に対する、 リ ス ク 要因である。
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精神疾患に関 して公式に登録された情報は、 調査方法が受動的であ り 、 患者が治療を積極的には要
求 しなかった為に、 実態よ り もー桁少な く 見積もっている。 最近発表 された、 事故処理作業従事者を
対象と した、 根拠に基づいた精神医学の疫学調査は、 構造化 された国際精神医学的イ ンタ ピユ｝の手
法 （統合国際診断面接 ； WHOζIDI) を採用 した。 向調査は、 〈精神的に健康な人々が事故処理作業従
事者に採用 されたので、） r健常事故処理作業従事者効果J ” によって、 事故前には、 事故処理作業従事
者の聞での不安障害やアルコール乱用の発症吾容は有意に低かった こ と 、 を明らかにした （表 3.40） 。
表 3.40 チェルノブイリ事故以前の欝神衛生状態 ： 「億常事故処理作業従事者効果」
(Log畑ovsk:y, Havena肌Tintle,Guey, Kotov, Brom.et, 2008 よ り 引用 ）
障害 事故処理作業従事者 （295 名〉
気分障害 （惨状態） 11 (3.7%) 
PTSD 以外の不安障害 s (1.7 %) 
心的外傷後ス ト レス症候群 （PTSD) 4 (1.4%) 
アノレコ｝ノレ乱用 25 (8.6 %) 
間欠性感情爆発性障害 11 (3.8 %) 
自殺念盛 5 (1.7 %) 
対照群 （397 名）
27 (6.8 %) 
23 (S.8 %) 
1 (0.8 %) 
62 (15.6%) 
14 (3.5 %) 
8 (2.0%) 
事故後にな る と 、 事故処理作業従事者の聞では、 欝症状 (18.0%、 対照群では 13.1%） 及び自殺念
慮 （9.2%、 対照群では4.1%） の発症率が、 有意に上昇した。 しかし、 こ の傾向は、 アルコール乱用や
間欠性感情爆発性障害には当て儀ま らなかった。 上述の聞き取り 調査を実施する前の 1 年聞に於いて、
事故処理作業従事者の聞で、 轡症状 （14.9%、 対照群では 7.1%) • PTSD (4.1 %、 対照群では 1.0%ト
頭痛 （69.2弘、 対照群では 12.4%） の発症芸艇が上昇 した （図 3.76, 3.77）。
註 ： 1986年時点の年齢で調整すると、 （事故前の） 事故処理作業従事者と対照群では、 不安障害 （調整オッズ比


















国 3.76 チェルノブイリ原発事故処理作業従事者に於ける精神筑犠有病率 （1986 年以降の合計〉 ：
34 
差異の確率は、 1986 年時点での年齢及び事故前の疾患発症で調整したオッズ比に基づき決定した
(Log組。ivsky, Haven.aw:, Tintle, Gue払Ko旬、ら Bromet, 2008 より号開） [9] 

















欝症状 不安障害 PTSD アルコール 感情爆発性 自殺念慮 頭痛
乱用 障害
国 3.77 チェルノブイリ原発事故処理作業従事者に於ける精神疾患有病率 （直近 12 ヵ月〉 ：
差異の確率は、 1986 年時点での年齢及び事故前の疾患発症で調整したオッズ比に基づき決定した
(Log組側sky, Havenaar, T泊.tle, Gu勾， Kotov, Bromet, 2008 より号開） [9] 
穆症状と PTSD を抱える事故処理作業従事者は、 同様の症状を発症した対照群に比べて、 よ り 多く
の労働可能日 を逸失した。 災害の衝磐は、 身体症状及び PTSD の深刻度に関連 している。 従って、 事
故処理作業従事者の精神衛生に対する、 チェノレノプイ り 様災害の長期的な悪影響が明 ら かになった。
放射線医学研究センターの臨床 ・ 疫学登録 ｛CER） のデ｝タ を分析した処、 0.25 ～ O.S Sv超の既存
の放射線被曝 リ ス ク に曝された事故処理作業従事者では、 精神疾患 ｛欝状態や器質的なも の な ど） や
脳血管疾患の発症率が高ま る と い う 、 臨床的 ・ 疫学的証拠が得られた。
放射線の影響を受けた f兆候J と して f 自 ：偉神経 ・ 血管性ジス トニアJ の診断が濫用 された と い う 、
一般的ではあるが誤った考えと は対照的に、 チェルノ プイ リ 事故から 1 年後に於いては、 CER に登録
された事故処理作業従事者の内、 こ の診断を受けたのは 1/4 のみであった。 図 3.78 から分かる よ う に、














ロ 自 律神経失網 （G90.0)
四慢性脳皮血 (167.8)
・高血圧性脳症 α67.4)
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図 3.78 固立ウクライナ医学アカデミー放射線医学研究センタ｝の晦床 ・ 疫学登録 〈αR) に聾録された
事故処理作業従事者に於ける脳血管鼠患の動態調査
事故処理作業従事者の聞では、 事故後から徐々 に、 慢性脳虚血 ｛国際疾病分類 167.8） やアテ ローム
性脳動脈硬化 （167.2） 、 或いはこれ ら よ り は少ないが高血圧性脳症 （167.4） な どの、 脳血管障害が有意
に増加している。
CER に登録された、 事故処理作業従事者及び立入禁止区域から の避難者の調査コホー ト集団から、
無作為抽出された標本について、 現時点 。.008 ～ 2010年） に於ける精神衛生状態の評価を した処、 チ
ニυレノ プイ リ 核災害によ る長期的な精神医学的影響が確認された。 事故処理作業従事者と避難者の双
方に於いて、 精神 ・ 行動障害が一般的に見られる。 また、 脳血管性認知症、 アルコール消費による精
神 ・ 行動障害、 気分変調症、 そ して PTSD が、 かな り 多 く 見 られる。 器質的抑欝障害 ・器質的不安障害 ・
器質的気分不安定 （虚弱） 障害 ・ 器質的人格障害も 、 事故処理作業従事者の聞で増加 している。
チェルノ ブイ リ 核災害による神経精神医学的影響は、 放射線の影響 と 、 ス ト レス ・ 社会変動 ・ 伝統
的 リ ス ク 要因な どの非放射線要因の組み合わせがあ り 、 病因は多様である。 一方、 1986 ～ 1987年に事
故処理作業に従事した者 （「事故処理班員J） では、 特にアテ ローム性脳動脈硬化・高血圧性脳症などの、
脳血管疾患に於ける線量依存的な増加が確認されている （図 3.79） 。
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0.1・0.240.1・0.24 0.25-0.49 0.5-0.99 1+ 
アテロ ーム性脳動脈硬化
0.1·0.24 0.25-0.49 0.5 0.鈎 1・
脳血管障害 （全て）
。
外部被曝線量範囲別 （単位 ： Gy)
E鋪6 ～ 1987 年の男性 「事故処理班員」 コホートに於ける、 被噂放射線量と脳血管説犠の相対リ
スクとの関係 ：
被噂線量 0.05 Gy （今 SO mSv） 未満の事故処理作業従事者 （1992 ～ 20例年の CERデータ） を対
照群とした。 （L.I. Krasnykova. V.A. Buzuno、 2008 より引用） [1句。
有意な相対リスクが示された場合は、 数値を添えている。
閏 3.79
「事故処理班員J コ ホー ト では、 他の神経精神医学的疾患、 例えば肱最や内耳前庭障害の発症率が、
線量に依存して上昇する こ と も 、 確認されている。
ウ ク ライ ナ国家登録簿 （SRU） に よ る と 、 f事故処理班員J コホー トでは、 神経系 ・ 感覚器官の疾患、
自律神経 ・ 血管性ジス ト ニア、 本態性高血圧 と脳血管疾患も 、 線量に依存 して増加する こ と が判 明 し
た ｛図 3.80）。
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外部被噂線量範囲別 （単位 ： Gy)
男性 「事故処理班員J コホ｝トに於ける、 被曝放射線量と神経精神医学的成患の相対リスクとの
関係 ：
被曝線量 0.05 Gy （今 50 mSv） 未満の事故処理作業従事者 （1986 ～ 20例年の SRU のデータ） を
対照群とした。 （V:A.B昭unov, L.I. Kiasnykova, E.A. P加gova, 柑． より引用） [1日。
有意な相対リスクが示された場合は、 数値を添えている。
図 3.80
神経精神医学的疾患の 1 Gy 伶 1 制 あた り の過剰相対リ ス ク （ERR） は、 SRU及び CER のデータ





O ←一 一＿＿＿＿.一一 一一一一一 一一→一一 一一→一一 一一一一 一一→一一
神経系と 脳血管疾患 非精神病性 肱量と 脳血管疾患 アテロ｝ム性 高血圧性
感覚器官の (SRU) 精神障害 内耳前庭異常 ｛全て） 摘動脈硬化 脳症

















男性 「事故処理班員J コホートに於ける、 神経糠神医学的疾患の 1 Gyあたりの過剰相対リスク
(1986 ～ 2001 年の SRU のデータ及び 1992 ～ 20例年の CERのデータ） (V.A.Buzunov, L.I. 
Kiasnykova, E.A. Pirogova』 etc. より号｜用） [11] 
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「事故処理班員」 コ ホー ト の 26.8%にアルコ｝ル依存症が見られ （一般集団では 15.6% , p < 0.001)、
それ以外の 17.2%がアルコールを乱用 していた。 つま り 、 アルコール使用による精神・行動障害が、 f事
故処理班員」 の 44%に見 られた訳である。 アルコール依存症は、 元々精神障害を抱えていた 『事故処
理班員J が、 チェルノ プイ リ 核災害によ る複雑な要因に接触する こ と によ り 、 二次的に発症する こ と
が分かった。
胎児期iこ被曝した子供達に於いては、 よ り 多く の神経系疾患 と 精神痕患が見られた。 被曝しなかっ
た対照群の子供達と 比べて、 胎児期に被曝した子供遣は、 言語性 IQ が低く 、 知的発達の不調和が多い為、
知能指数が全般的に低 く 出 る こ と が多かった。 25点を超える不調和は、胎児期の被曝量に相関 していた。
症例群と 対照群の母親達の言語性知能に、 相違は見られなかった。 しかし、 キエフ市出身の母親達に
比べて、 避難 してき た母親遣は、 有意に多く のス ト レスを経験し、 また抑欝障害 • PTSD • 心身症 ・ 不
安障害 ・ 不眠 ・ 社会不適応によ り 多 く 種患していた。
原子炉事故によ り 放射性ヨ ウ素が環境中に放出 された時、 胎児の被曝量は比較的低かっ たにも拘わ
らず、 脳への障害は起こ り 得る。 その発現条件は、 脳発生の最も重要な期間 （妊娠 8 ～ 15 週） には限



















図 3.82 チェルノプイリ核災害により胎児期に被曝した子自院議に ICRP-88 モデルを適用した場合に於ける、
脳発生の重要な期間と、 胎内甲状腺被曝量の増大との関係のイメージ
（灰色の部分は、 放射性ヨ ウ棄による被曝に対する脳の脆弱度に対応 している） (I心ganov向
et alサ 2008 [1勾 よ ち 引用）
信頼でき る個人の線量計測を伴 う 、 集中的な神経精神医学的調査によ り 、 チェルノ プイ り 核災害に
よる子宮内被曝後に、 脳の優位 （左｝ 半球に障害が見 られる こ とが明 らかになった。
重度の精神発達遅滞の増加こそ見られないも のの、 子宮内で被曝した人遣には、 神経精神医学的疾患、
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脳左半球破損の神経学的兆候、 低い総合及び言語性知能指数、 言語性知能が低いこ と に よ る知龍発達
の不調和、 そ して不規則な脳波パタ ーン （左前頭 ・ 側頭部での S 波及び 8 波の増幅 と 0 波及びα波の
抑制、 並びに視神経情報の半球間逆転） が よ り 多 く 見 られた． 母親の精神疾患 ・ ス ト レス ・ 子宮内被
曝は、 伝統的危険要因 と相候って、 こ れ ら の結果を も た ら した。
NATO 「平和 と 安全保障の為の科学」 事業の枠組に よ り 明 ら かに さ れた、 チェルノプイ リ 核災害の神
経精神医学的側面の主要な教司IIを、 以下に列挙する。 心理学的な負の影響 （放射線への不安 と パニ ッ
ク反応） と 心身症、 「痕患へのパニ ッ ク 逃避I を伴 う 「犠牲者イ旬 、 障害 と社会的無気力、 不十分な社
会保障、 社会心理学的問題及び放射能汚染問題 に よ る 移住、 未来につい て抑穆的感情の固定化 （将来
起こ り 得 るかも しれない発癌や子供の先天的異常な どへの不安） を伴 う 「放射鵡被曝後 PTSDJ の特徴、
発遺途上の脳への影響、 成人の長期的な精神衛生への障害、 放射能 に よ る脳への潜在的影響、 そ して
自殺である。
3. 4. 2 循環器系疾患
チェルノ プイ リ 原発で起き た最大規模の事故に於いて、 全てのカ テ ゴ リ ーの被災者の健康に最も影
響を与えたの が循環器系疾患であ る こ と は、 国際レベルで認識 さ れて い る 。 放射線被曝量 と 、 循環器
系疾患の病理学的特徴 ・ 臨床的特徴 ・ 橿患率 ・ 死亡率と の関係は、 主な研究領域であ り 続けている。
科学的循環器病登録 （Scien岨c Regi曲y of Cardiology） に よ れば、 楯環器系疾愚に悟息 している事故処
理作業従事者 l 万 8669 名 の 聞では、 高血圧と 冠動脈疾患が猛威を振 る っ ている。 こ の二つの疾愚が入
院理由 に 占める割合は、 4倍に増加した （園 3.83）。 最も危機的な集団は、 1986 年に事故処理作業に従
事 した者達である。
2006-2009 
3.9 % 1 .8 %  13.5 % 
71.9 % 
回 EH I � EH l l  函 仁HD 口 仁HD & EH 四 その他
図 3.回 20帥年に於ける事故処理作業従事者の入院理由に占める冠動脈疾患 （CHD） と本態性高血圧
包H） の割合
988 名の死亡した事故処理作業従事者の病理解剖学的な調査の分析によれば、 死因全体の中で、 冠動
脈疾患 （CIID） と 本館性高血圧 （EH） は、 あら ゆる種類の癌疾患の合計よ り も多い （図 3.脳）。
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3. 4. 3 気管支肺系統疾患
ウ ク ラ イ ナ医学アカデミ ー放射線医学研究センターの放射線登録外来ク リ ニ ッ ク に於ける、 1986 ～
1987年に事故処理作業に従事した者（「事故処理班員」） 1 万6133名 を対象と した、長期的(1996～2009年）
な呼吸器学的な調査の結果は、 呼吸器系疾患の患者が有意且つ恒常的に増加 したこ と を証明 している。
慢性閉塞性肺疾患 （COPD） に揺患 し且つ放射線被曝線量が 250 mSv を超える男性 f事故処理班員J
7665 名では、 COPD 及び慢性気管支炎に羅患する相対 リ ス ク （RR) は、 放射線量依存的であっ た ｛図
3.85）。
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被曝線量 （Sv)1-1.6 0.25-0.99 0.1-0.24 
． ‘・－ · RRの95%信頼区間下限一ー一同 RR－ －・－ · RRの95%信頼区間上限
「事故処理班員J コホートに於ける、 COPD 植患の相対リスク 彼R) と 鰐%信頼区間
事故処理作業従事者に於ける COPD の進行には、 気道粘膜の進行性の変性と 共に肺 と 気道粘膜の急
速な線維化病変が起 こ り 、 （T リ ンパ球系細胞が再分布する気管支粘膜での炎症反応の不足に伴った｝
症状の再燃時の反応性低下と気管支分泌の異常 と い う特徴がある べ 彼等の COPD は、 多器官の病理で




つま り 、 気道痛変優位型 （非気腫型） COPD。35 
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事故処理作業従事者に於ける気管支上皮の再生できない変化の性質、 と り わけ形成層細胞 “ の 目 立っ
た病変 と表現型が変化 した細胞の存在は、 気管支内に新生物が現われる リ ス ク が高い可能性を示唆し
ている。 COPD 患者の細胞は、 EGFR と HER2発現は正常、 Ki-67 発現はよ り 高い傾向、 Ctk＋ と V凶＋
と BER・EP4＋ 細胞が低い レベルと い う 、 夫々 の形態を示 している。 肺癌患者の上皮細胞は、 EGFR＋ と
Ctk -Yun "'BE恥·EP4＋ と CD2ダ と 阻A心K 細胞の数は低く 、 阻・6γ と HER2＋ 上皮細胞の発現はよ り 高 く
なる、 と い う特徴がある。
3. 4. 4 消化器系疾患
チェルノ プイ リ 核災害によ る被災者に於いて、 消化器系疾患は、 非腫癒性疾患の中では二番 目 か三
番 目 に多い。 事故処理作業従事者の種患率 ・ 障害率 ・ 死亡率に関する コホー ト研究は、 持続的な健康
の負の変化を示 している。 事故後 24年が経ち、 消化器系疾患が非腫番号性成患の中で最も多く な り （31.1
%） 、 障害の指標で三番 目 と なっている （10.3%）。
チェルノ プイ リ 事故後の環境に於いて、 放射線及び放射線以外の損傷を与える要因 に と っ て、 消化
管系は、 主要な標的組織である。 事故処理作業従事者を対象と した消化器系のモニタ リ ングによれば、
胃 と十二指腸の廃嫡性及び潰癖性の病変並びに肝臓病が、 最も一般的である こ と が示された。
臨床 ・ 疫学登録 （CER) のデー タ によれば、 事故処理作業従事者に於ける 胃 と 十二指腸の鹿燭性及
び積場性の病変は、 1993 ～ 1994 年の 119.1%。 か ら 2007 ～ 2009 年には 133.1%o ま で増加し、 公式統計
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cambial cell、 上皮の基になる細胞、 前駆細胞。36 
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「症例対照研究J による疫学研究によれば、 幅広い年齢層 （20～ 59 歳｝ で、 吸収線量が25 cGy （今
250 mSv） を超える事故処理作業従事者は、 鹿嫡性及び潰癒性疾患に関して リ スクが高いこ とが示され
た ｛オッズ比4.67、 95%信頼区間 2.84-7.71）。
電離放射線とチニUレノブイ リ事故の他の負の要因は、 全年齢層の事故処理作業従事者の、 胃粘膜の
全ての構造組織に影響を及ぼす。 これらの変化は、 自律神経失調症 （asthi儲かveg仰.tive syndr姐e） によ
る非定型な臨床経過、 ヘリ コパクターピロ リ感染との関連、 分泌と 自：律調節の変化、 併存疾患の組み
合わせによる病理形態と看倣すこ とができ る． コノレチゾーノレ、 高IJ腎皮質刺激ホノレモンとガス ト リ ンの
基底濃度は、 25 cGy （毎 250 mSv） を超える吸収線量と直接の関係があ り 、 それは、 ガス ト リ ンの作用
による胃酸産生機構を備えた、 胃と十二指腸に特有の自己調節機能の障害を示す。
事故からかなり経ってから （2004～ 2009年） は、 萎縮性の変化を示す、 胃 と十二指腸の臆燭性及び
潰療性疾患のある事故処理作業従事者は、 高い諸事で低酸または無酸状態になることが明 らかになっ
た。 ガス ト リ ンと 胃液酸度は、 被曝線量が25 cGy （勾 250 mSv） を超えた辺り から低下しており 、 50.0
～ 99.9必y （与 500～ 999mSv） の被曝線量範囲で、 これらのパラメーターは最低値となった。 患者に
は、 性格の変化が現れたが、 これには強い不安感と精神的及び情緒的ス ト レスが存在し、 不安を取り
除く神経心理学的メカニズムが不足しているという特徴があった。
事故後 10年目から 20年目までの期聞から、 慢性肝炎と肝硬変の症例の増加が認められ始めた。 1992
～ 2009年の聞に、 CER iこ登録された 2881 名の慢性肝炎患者から、 70症例の肝硬変が見つかった。 疾
病分類学的には、 慢性瀦漫性肝臓病の内で最も数が多い疾病は、 非アルコール性脂肪性肝炎 （50.0%)
と脂肪性肝炎 （36.6私） であった。 肝機能状態の変化は、 放射線を大量に被噂した事故処理作業従事者
に於いて、 よ り 顕著であった。 吸収線量のレベルと、 血清中に於ける やグルタ ミル トランスベプチダ
ーゼ活性 (r= 0.6、 p < 0.02） 、 アラニンアミ ノ ト ランスフエラーゼ活性 （r = 0.39、 p く 0.02）、 グノレコ
｝ス濃度 （r= 0.5、 p < 0.03） の聞に、 直線的な相闘が見つかった （図 3.87）。
y = 20.450 + 0.56368勢 X
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図 3.87 非アルコール性脂肪性肝炎と脂肪性肝炎に構患した事故処理作業従事者に於ける、 吸収線量と血
滑申の 子グルタミルトランスベブチダーゼ活性の聞の回帰 ・ 相関分析
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被曝線量を異にする事故処理作業従事者の肝機能状態の生化学的パラメーターの分析によれば、 被
曝線量が 5 cGy （毎 50 mSv） 未満の者に比べて、 吸収線量が 50 cGy （主宰 500mSv） を超える者では、
アスパラギン酸アミ ノ ト ランスフエラーゼ活性の増加 （p < 0.001) 、 アラニンア ミ ノ ト ランスフエラー
ゼ活性の増加 （p < 0.05） 、 ピリルピンの減少 （p < 0.05） 、 。 リ ポ蛋白質の減少 匂＜ 0.001) が有意に示
された。
非アルコ｝ル性脂肪性肝炎はそのまま維持できる良性の経過である とい う見解に反して、 事故処理
作業従事者では、 この症状は進行性である． 事故後の遠隔期に於いては、 長く 持続的な経過が、 肝線
維症及びその最終段階である肝硬変に進む可能性が増加する。
消化器系疾患の病理の特徴を考慮して、 事故処理作業従事者に対する治療手法が開発された。
3. 4. 5 血液学的影響
事故処理作業従事者の造血系モニタ リ ングの結果、 事故直後の期間 （1986 ～ 1990年｝ に於いては、
症例群の 25%は末梢血の白血球の数が減少しており （白血球減少症｝、 12%は白血球増加症、 9.5%は
赤血球数とヘモグロ ピンのレベルが高く 〈赤血球場加症） 、 9%は血小板増加症、 14.5弘はリ ンパ球増加
症、10.5%は単球増加症であることが示された。 事故から数年経ってからの期間 (1991 ～ 京別年） では、
症例群の24%は白血球減少症、 19.7%は白血球増加症、 7.6%は血小按減少症、 2.4%は血小板増加症で
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図 3.88 事故処理作業従事者の血液疾患の割合の動態視察
全観察期聞に於いて、 量的指数で相対的に標準化してみる と、 質的障害の特徴は、 造血系の細胞要
素である細胞核及び細胞質の不整が見られるこ と 、 低分業核好中球や頼粒球と リ ンパ球の細胞質の空
胞化、 そして細胞質の肥大や中毒頼粒の発生などである。
巨核球の中の 「古いj 細胞の数は増加し、 巨大血小坂の存在、 多形態の頼粒の細胞、 そして一部の
検体に於いて、 血小板の凝集体と大小様々な形状のものの蓄積が、 見つかった。 〈図 3.89 ～ 3.91)
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図 3.89 観察期間毎に表示した事故処理作業従事者の造血細胞に於ける質的障害の割合
図 3.90 血小板の蓄積 図 3.91 部分的な血小板圧縮がある異常な巨核球
従 っ て 、 被曝だけではな く 、 チェルノ プイ リ 核災害に関連 した あ ら ゆ る 要因が複合 して、 人々 の健
康に影響を与えている。 その影響を打ち消す為に、 追加の保健対策が必要 と なっ て い る 。
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第 4 章 ： 社会影響
4. 1 チ ェ ルノ ブイ リ 核災害に係る 経済費用及び損失の評価
チェルノ プイ リ 核災害は、 旧 ソ連のみな らず、 国境を越えて多大な経済的 ・社会的損失を も た ら した。
こ の事故は、 旧 ウ ク ラ イ ナ ・ ソ ピエ ト社会主義共和国 （SSR） 、 旧ベラノレーシ SSR 及び旧 ロ シア ・ ソ ピ
エ ト 連邦社会主義共和国 （SFSR） の多数の地域で、 日 常生活・ 自 然環境・産業を極めて大規模に破壊 した。
こ の事故に よ る影響は、 ウ ク ラ イ ナ ・ ベ ラ ノレーシ ・ ロ シア連邦での生活の あ ら ゆる側面に、 未だに破
壊的な影響を及ぼ している ：
一 産業と 公衆が消費する 電力の生産減少 ；
農業 ・ 工業設備の重大な損失 ；
森林と 水産業の損害 （5120 km2 の農地 と 4920 km2 の森林の利用制限） ；
1986 年に 11 万 6000 人を避難 させ、 彼等の住居を建設 した際の多額の出費。 1986 ～ 1987 年に、
約 1 万 5000 戸の集合住宅、 1000 人を超す被災者の為の一時宿泊所、 2 万 3000 棟の建物、 及び
800 箇所の社会文化施設が造 られた ；
事故直後 か ら 、 放射線の影響か ら住民を防護 し、 人間の生命 と 健康に対す る 脅威 を最小化する
為に、 相 当 の資金が支出 さ れた ；
生活 と 産業の再建 ・ 環境の除染 ・ 依然 と して汚染地域に居住す る住民への社会的支援 と 汚染 さ
れていない食料及び医療サー ビス の供給の為に、 旧 ソ連か ら被災地に対 して、 巨額の財政支援
と 技術支援が行われた ；
一 被災者は、 動産 ・ 穀物 ・ 住居等、 避難に伴 う 物的損失の一部を補償 さ れた ；
一 全ての工業施設 と 集団農場は、 その活動 を再開 して避難民の雇用 を保証する 為に、 資金的 ・ 物
理的 ・ 技術的な損失を補償 さ れた。
チェルノ プイ リ 核災害 に よ る影響の克服は現在 も継続中 で あ る が、 その為に国家予算か ら 巨額の資
金が割かれ、 ウ ク ラ イ ナの経済発展は減速 し、 全国民の生活水準 と 生活の質は悪化 している。
4. 1 .  1 チ ェ ルノ ブイ リ 核災害に よ る ソ連経済への損失の評価
ソ連財務省のデー タ に よ る と 、 1986 ～ 1989 年の直接損失及び全ての財政支援から の支出 の総額は、
92 億ルーブル （RUB) （約 126 億米 ドル （USD） ） で あ っ た。
1990 年には、 チ ェ ル ノ プイ リ 核災害 に よ る影響の除去の為に ソ 連国家予算 か ら 支 出 さ れた総額は、
33 億 2400 万 RUB に達 した。 それに加 え て、 ロ シア SFSR ・ ウ ク ラ イ ナ SSR ・ ベラ ルーシ SSR の各共
和国予算か ら も 、 10 億 USD が支出 さ れた。
良 く 知 られてい る よ う に、 翌 1991 年は異常な年で あ っ た。 ソ連はこ の年に崩壊 した。 ソ連は核災害
の後始末に 103 億 RUB を割 り 当てていたが、 実際に使われたの はその一部であ っ た。 しかもその額は、
こ の年の終わ り に、 ウ ク ラ イ ナ ・ ベラノレーシ ・ ロ シア連邦の国家予算から のみ拠出 さ れた。
「チェルノ プイ リ 事故影響除去支援基金」 （ 口 座番号 904920） か ら 5 億 4400 万 RUB がチェルノ プイ
リ 核災害の影響除去の為に支 出 さ れた。 こ の基金には、 ソ連 ・ ウ ク ラ イ ナ SSR ・ ベ ラ ルー シ SSR ・ 国
家保険基金が 出 資 し た他、 個人や法人か ら の寄付 も あ っ た。 1988 ～ 1989 年に、 外国通貨での受領は
297 万 RUB に達し、 内 220 万 RUB 分は西側通貨に よ る も ので あ っ た。
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4. 1 . 2 ウ ク ラ イ ナの総経済的損失の評価
総経済的損失は、 幾つかの要素か ら成る。
「直接損失」 には、 チェルノ プイ リ 原発周辺 と 、 プ リ ピャ チ市 ・ チ ェル ノ プイ リ 市を含む 30 凶 圏 内
の立入禁止 区域内の、 イ ン フ ラ ス ト ラ ク チャ ー が受 け た被害 に よ る損失が含まれる。 チ ェ ル ノ プイ リ
事故に よ っ て 立入禁止 区域内の物的資本が使用不能 と な っ た こ と に伴 う 直接損失の総額は、 10 億 1060
万 RUB に上る （表 4.1）。
表 4.1 1986 年のチェルノブイリ原発事故によって使用不能となった、 ウクライナの立入禁止区域内の物的
資本の損失
固定資本及び流動資本
チェルノブイ リ 核災害に よ る物的資本の損失の内訳 評価年 評価額 （単位 ： 百万）RUB USD 
チェルノ プイ リ 原発第二期の設備 と 躯体工事費用 1986キ 99.0 136.1 
チェルノ プイ リ 原発 4 号炉 1964事$ 201.0 223.3 
チェルノ プイ リ 原発第一期施設 1984＊事事 97.7 137.0 
各種産業の企業 （11) 1986 149.0 205.1 
高規格高速道路 （353 km) 1986 60.6 83.3 
集団農場 と 国営農場 (16) 1986 98.4 135.2 
農場開企業 （3) 1986 18.7 25.7 
上下水道並びに暖房及び電力供給システムの施設 と ネ ッ ト ワーク 1986 12.0 16.5 
国営 （402) 1986 209.8 288.3 
住宅 民営 （2278) 1986 7.1 9.8 
農村住宅 （9050) 1986 28.2 38.8 
社会イ ンフ フ施設 (150) 1986 29.1 40.0 
合計 1010.6 1339.0 
ホ1986 年 4 月 には 1 USD は 0.7275 RUB。
”1964 年には 1 USD は 0.90 RUB。
事事事1984 年 10 月 には 1 USD は 0.713 RUB。
立入禁止 区域内で物的資本が使用不能にな っ た こ と に よ る 多大な損失に加 えて、 以下の よ う な損失
に も 見舞われた ：
一 事故影響の除去作業に使用 さ れて汚染 さ れ、 放射性廃棄物一時貯蔵所 「 ロ ーズ ソハ」 ま た は放
射性屍棄物処分場 「プ リ ャ キ グカ」 に磨棄 さ れた、 作業用特殊車両の損害 － 3350 万 RUB (4600 
万 USD) ; 
- 1986 年以降の、 被災者の移住及び固定資産が使用不能になっ た こ と に よ る損失 ；
一 立入禁止区域外で廃棄 さ れた、 住 宅 と 私有財産の価値 一 （1984 年の時価で） 2 億 RUB (2 億
8000 万 USD) ; 
一 立入禁止 区域外で廃棄 さ れた 固 定資本の価値 － (1984 年の 時価で） 4 億 RUB (5 億 6000 万
USD） 。













立入禁止区域外での物的資本への直接損失は、 6 億 RUB (8 億 4000 万 USD） で あ っ た。 立入禁止区
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域内外の直接損失を合計する と 、 22 億 2500 万 USO になる。
直接経費の評価
事故処理及び事故後の対策の費用 は、 被災者の社会保障 ・ 専門医療支援 ・ 研究開発 ・ 放射能モニ タ
リ ン グ ・ 環境の生態学的修復 ・ 環境修復 と 放射性廃棄物処理 ・ 資本投資 ・ 立入禁止 区域内での作業 ・
その他、 の活動類型に割 り 当 て られた経費の総額に基づいて算定さ れた。
こ の手法で計算する と 、 1986 ～ 2010 年間の直接経費の総額は、 305 億 USO に達する。
更に、 チ ェ ノレ ノ プイ リ 原発の廃炉 と 石棺の生態学的 に安全な システ ム への転化を行 う 為 の 2006 ～
2010 年度国家計画は、 その実施期間を約 100 年 と 定めている。 その為に必要な全ての活動への財政支
援は、 全て ウ ク ラ イ ナの圃家予算か ら支出 さ れる。 その経費は、 約 35 億 ウ ク ラ イ ナ・ フ リ ヴニャ （UAH)
(4 億 7000 万 USO ； 当該期間平均で 1 USO を 7.5UAH と して計算） と 見積 も られる。
間接損失の分析
汚染濃度が 15 Ci/km2 (555 kBq/m2） を超 え る 地域で は経済活動が完全に停止 し、 同濃度が 5 ～ 15
C出n2 (185 ～ 555 回q/m2） の地区では経済活動は部分的に停止 している。 こ れ ら の土地の復 旧 に は、
少 な く と も数十年を要す る で あ ろ う 。 更に、 約 5000 凶2 の森林地帯の利用 も 制 限 さ れている。 1986 ～
1991 年の営林 ・ 製材産業の損失は、 (1984 年の時価で） 18 ～ 20 億 RUB に上 っ た。 針葉樹樹皮粉採取
量の減少は、 1500 万 RUB の損害を付加 した。 ウ ク ラ イ ナに於ける上水道網 と 漁業に関する経済的損失
は、 23 ～ 31 億 RUB であ っ た。
以上 よ り 、 農地 ・ 森林 ・ 水資源の使用不能に よ る 1986 ～ 1991 年の 6 年間 の損失総額は、 97 億 5000
万 RUB と な る 。 これを年間損失額に換算する と 、 16 億 2500 万 RUB になる。
よ っ て、 事故か ら 30 年後の 2015 年までの間接損失総額は、 16 億 2500 万 RUB を 30 倍 して、 487 億
5000 万 RUB に な る と推定される。
こ の 30 年間中に、 電力生産の減少 に よ る損失は 200 億 RUB に な り 、 原発開発の稼働停止 に伴 う 損
失 も 480 億 RUB にな る と 推定 さ れている。
2015 年 ま で の 間接損失の総額は、 1167 億 5000 万 RUB に な る と 見込まれ る。 こ の算定を した 1984
年 当 時の時価では、 1 USD は 0.713 RUB で あ っ た。 従 っ て 、 間接損失の総額は、 1637 億 4000 万 USO
と い う こ と にな る （表 4.3）。
表 4.3 チェルノプイリ事故によりウクライナが蒙る 2015 年までの間接損失の内訳
損失の内訳 単位 ； 10 億 RUB
農地 ・ 森林 ・ 水資源の使用不可に よ る 損失 68.37 
電力不生産 に よ る 逸失利益 28.05 
原発開発の稼働停止 に よ る損失 67.32 
合計 （1 USD = 0.713 RUB) 163.74 
2001 年末に、 チェルノ プイ リ 原発は稼働を停止 した。 こ の原子力発電所は、 ワ ク ラ イ ナ政府 ・ 先進
7 ヵ 国 ・ 欧州共同体委員会問での了解事項覚書 （カナダ ， オタ ワ ， 1995 年 12 月 20 日 ） に従い、 ま た然
るべき ウ ク ラ イ ナ政府閣議決定に よ り 指定 さ れた通 り に、 最終的に閉鎖さ れた。 原子炉閉鎖の 日 付は、
1 号炉が 1996 年 11 月 30 日 、 2 号炉が 1991 年 10 月 11 日 、 3 号炉が 2000 年 12 月 15 日 であ っ た。
チ ェ ル ノ プイ リ 原発は予定 よ り 前に閉鎖 さ れた の で、 耐周年数に は余裕が有 り 、 1 億 9781 万 1600
MWVh の電力が生産 さ れなかった。 1 kWVh の電力価格が 0.03 ユーロ （EUR） である ので、 電力不生産
に よ る逸失利益は、 59 億 2000 万 EUR に達した。
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（ロ シア連邦の レ ニ ン グ ラ ー ド原発 ・ ク ルス ク 原発 ・ ス モ レ ン ス ク 原発に於 け る ） 世界的 な経験に
よ る と 、 チ ェ ル ノ プイ リ 原発の 1 ～ 3 号炉 （RBMK・1000 型炉） の 耐周年数は、 設計耐周年数 よ り も
15 年は延長でき たであろ う 。 そ の場合、 2 億 7594 万 MW仙 の電力 を生産でき 、 l kW凶1 の電力価格を
0.03 EUR と して、 82 億 8000 万 EUR の収益が得 られたであ ろ う 。
こ の様に考え る と 、 電力不生産 に よ る 逸失利益の総額は、 両者を合わせて 142 億 EUR と 推計される。
他方で、 電力生産の費用 （一次生産費用） 、 タ ー ビンホール火災後の 2 号炉復 旧 作業の費用及び圧力
チ ャ ンネル交換費用 も 算入 さ れねばな ら ない。 こ れ ら の費用 は、 設計耐周年数を前提 と すれば 13 億
EUR、 耐周年数を延長する場合に は 15 億 9000 万 EUR に な る。 両者を合わせた総費用 は、 33 億 9000
万 EUR と 見込まれる。
ま と め る と 、 チ ェル ノ プイ リ 原発を予定 よ り 前に閉鎖 した結果の電力不生産に よ る 損失は、 逸失利
益から生産費用 を差し引いて、 108 億 1000 万 EUR (145 億 1000 万 USD; 1 EUR を 1.34 USD と して計算）
になる。
ウ ク ラ イ ナの総経済的損失の算定
表 4.4 に表示 した計算方法に従 う と 、 チェルノ ブイ リ 原発事故に伴 う ウ ク ラ イ ナの総経済的損失は、
1984 億 244 万 USD と な る。
表 4.4 2010 年に於ける、 チェルノプイリ事故によってウクライナが蒙った損失の最終総額の内訳
No. 損失項目 単位 ； 百万 USD
物的資本の直接損失
1.1 一 立入禁止 区域内 1385 
1.2 一 立入禁止区域外 840 
2 事故影響の除去を 目 的 と した活動 と 作業への直接財政支出
2.1 ー ソ連国家予算支出か ら の ウ ク フ イ ナへの配分 (1986 ～ 1991) 5732.2 
2.2 ー チェルノ プイ リ 原発の廃炉 と 石棺の生態学的に安全なシスァ ムへの転 12194.94 化に対する支出 を含む、 独立後の ウ ク ラ イ ナの支出 (1992 ～ 2010)
2.3 間接損失 （2015 年ま での事故後 30 年間の財政割 り 当て） と 予定よ り 早い 178250 チェルノ プイ リ 原発閉鎖に伴 う 損失
合計 198402.44 
上に掲げた損失計算は、 包括的な も のではない。 と い う の も 、 例え ば （的 被災者の現在及び将来世代
が蒙る、 心身の衰弱 ・ 就労不能 ・ 収入の喪失 ； (b） 将来に於 け る 、 汚染 さ れた陸地及び水域の 回復費用 ；
(c） チェルノ プイ リ 原発の廃炉 と 、 石棺の生態学的に安全なシステムへの転化、 そ して石棺から の放射
性廃棄物 を処理する 際に生 じ る 将来の支出 ； の よ う な、 ウ ク ラ イ ナ経済に伸 し掛かる 間接損失の全て
を考慮する こ と は、 極度に困難だか ら で あ る 。
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結論 と 提言
1 .  チェルノ ブイ リ 事故は、 原子力施設の安全性を確保する為の 出費は、 一度事故が起 こ っ た際に
その影響を除去する為の費用 よ り も 、 道かに安い こ と を示 した。
2. チェル ノ プイ リ 核災害は、 膨大な損失を、 第一 に ウ ク ラ イ ナ ・ ベラノレー シ ・ ロ シア連邦の被災
三カ国に も た ら した。 例 え ば ウ ク ラ イ ナの総経済的損失は、 約 2320 億 USD に達 した。 中でも
間接損失 （電力 ・ 製造業 ・ 農業 ・ 林業 ・ 水資源管理 ・ 漁業な どの不生産） が、 特に甚大であ る。
3. 今後 10 年間に ウ ク ラ イ ナが除去すべき社会的 ・ 経済的損失は、 実際の潜在的経済力 に比較 して
大き過ぎる ので、 国際支援を前提 と せ ざ る を得ない。
4. チ ェル ノ プイ リ 事故 に よ り ウ ク ラ イ ナ経済に課 さ れた荷重 と 除去活動の規模の大き さ は、 依然
と して、 核災害の最も深刻で重大な影響で在 り 続けている。 影響を最小限に抑え る為の出費は、
今後数十年に亘って国家の経済発展 を 困難に し、 住民生活の質と 水準を悪化 さ せ る であ ろ う 。
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4. 2 放射能汚染地域に於 け る 現在の主要な社会経済的
－ 社会心理学的問題
チェルノ プイ リ は社会的悲劇である。 チェルノ プイ リ に よ り 、 公衆は、 巨大な社会心理学的衝撃を
突然受 けた。 生態学的 ・ 経済的 ・ 医学的な影響は、 予見可能であ っ た。 広島 と チェ リ ヤ ピンス ク 、 並
びにカ ザ フ ス タ ンの核実験場は、 絶 えず危険を確信 さ せて き た。 チェルノ プイ リ は、 多数の人々 （実
際には影響を受けている が公式に は被曝者に認定 さ れていないキエ フ市住民を含める と 、 最大 600万人）
の社会心理学的側面に、 巨大で破壊的な影響を及ぼした。
社会学研究所が調査に参加 したのは、 余 り に遅い 1992 年であ っ た。 こ の年、 既に ウ ク ラ イ ナは、 チ
ェルノ プイ リ 要因 と 「混合」 した政治的 ・ 社会経済的危機に見舞われていた。
1992 年に、 事故処理作業従事者を含む、 全てのカ テ ゴ リ ーに属する 被曝者 1 万人を対象 と して、 第
l 回の意見調査が行われた。 引 き 続 く 数年間に、 「立入禁止区域」 の住人 100 名 ・ 強制 （義務的） 移住
区域の住人 300 名 ・ 自 主的移住保障区域の住人 300 名 ・ 事故処理作業従事者 300 名 ・ 対照群 と しての 「非
汚染」 区域の住人 300 名 を対象 と し た標本調査が行われた。 困 っ た こ と に、 こ の社会調査が指 し示 し
て い る のは、 チェルノ プイ リ 核災害の社会的影響は依然 と して大規模であ り 、 執 ら な ければな ら ない
包括的対策の多数が手付かずのまま残っ て い る 、 と い う こ と であ る 。
4 .  2 .  1 恐怖 と 健康水準
恐怖は次第に薄れてい る。 1992 年には、 ウ ク ラ イ ナ大衆の 47%が、 チェルノ プイ り の影響を恐れて
いた。 し か し、 恐怖の程度は年 と 共に低下 してお り 、 1/3 に あ た る 16% に ま で下 が っ て い る （表 4.5） 。
ま た、 「チェルノ ブイ リ 要因」 を健康悪化の主要な要困 と 信 じ る 市民の割合も 、41%から 15%に低下 した。
チ ェル ノ プイ リ 事故の影響に対す る 恐怖の程度は、 実際の健康水準 と 大変密接に関連 してお り 、 両者
の相関係数は 0.90 で あ っ た。 強制移住区域及び 自 主的移住保障区域に住む被災者の心理学的な健康状
態 （夫々 60 点 と 62 点） は、 身体的な健康状態 （夫々 33 点 と 36 点） よ り も 2 倍 も 良好で あ る こ と が
明 ら かに な っ た。 こ の評価基準は、 最低点が 0 点 （危機的） で、 最高点が 100 点 （非常に良好） である。
これに対 して、 移住 した被曝者の心理学的 ・ 身体的な健康状態は、 両方 と も 等 し く 低水準 （夫々 37 点
と 32 点） で あ っ た。 同 じ こ と は、 「非汚染」 地域の住民に も 云 え る 。 彼等の心理学的 ・ 身体的な健康
水準 も 同程度 － 1997 年のデータ に よれば 45 点 ー であ っ た。
表 4.S 1992 年と 2010 年に於ける、 ウクライナの住民による健康状態とチェルノブイリ核災害による影響
の程度に関する 自己診断を割合で示したものの比較 （標本数 1880 ; % で表示）
1992 2010 変化
非常に悪い、 または悪い 17 22 +5 
健康状態 普通であ る 53 58 +5 良い、 または非常に良い 30 20 -10 
合計 100 100 一
健康状態の悪化の主要な要因である 41 15 -26 
他の要因 と 同程度に健康状態 を悪化 させて 27 36 十9チ ェ ル ノ プ イ リ い る
核 災 害 の 健 康 へ 他の要因 に よ る影響の方が、 チ ェ ル ノ プイ 10 22 +12 の影響 リ 要因 よ り も 大 き い
何 と も吉い難い 22 27 +5 
合計 100 100 一
チェルノ プイ リ 核災害の影響への恐怖 47 16 ・31
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出典 ： 「 ウ ク ラ イ ナ科学ア カ デ ミ ー社会学研究所に よ る社会学調査 ： ウ ク ラ イ ナ社会 ー キエ フ 」 社会
学研究所 （2010), 45,55 頁
チェルノ プイ リ 核災害 に よ る影響を克服する 為の主要な指標、 即 ちその主要な 目 標は、 被災者の社
会生活水準 を最大化でき る よ う な リ ハ ビ リ テー シ ョ ンであ る べ き で あ る。 つま り 、 個 々 人が 、 その多
く が将来志向であ る 、 重大な問題に積極的 に取 り 組む姿勢を取 り 戻せる よ う に しな く て は な ら ない。
4. 2. 2 1 992 年の意見調査時の被災者の状況
回答者の 60%が食品の質に不安を抱いてお り 、 ま た 、 彼等の 中 に全体的な無力感 ・ 不眠 ・ 焦燥が広
ま っ ていた。 約 1/3 (30%） が生活への関心を喪失 してお り 、 20%が食欲を喪失 していた （表 4.6） 。 半
数が気分の荒みに苦 しみ、 不活発 に な っ た。 事故に よ っ て人生全体に熔印 を 押 さ れた と い う 人々 が、
40% に上っ た。 被災 した地域共同体は、 社会的幼児退行の状態に どん どん沈んでい っ た。 「命運尽 き た
地域共同体」 が形成 さ れつつ あ っ た。 彼等は、 神 ・ 自 己 ・ 近親者 ・ 生涯に亘 る 国家から の支援に、 主
に依存 して いた。 被災者の 90%は、 自 身 と 子供 ・ 家族の健康が最大の関心事である。 移住者が置かれ
た社会文化的及び周辺環境は無秩序状態であ り 、 彼等は新たな環境への適応に四苦八苦 していた。 殆
どの移住者は、 危険な故郷への帰還を望んだ。
表 4.6 事故後の数年聞に被災者に認識された、 チェルノブイリ核災害の影響 (1992 年 ； %表示）
汚染地域住民 移住者 非汚染地域住民
健康 81 85 20 
家計状況 45 65 35 
事故後 に悪化 し 行政当局への信頼 43 45 32 
た も の 労働環境 38 40 6 
家族関係 42 30 6 
宗教への信頼 4 3 
大丈夫だろ う 、 恐れてはいない 5 9 17 
事 故 に 関 す る 将 解決策を見つ け な ければな ら ない 11 20 28 仕方がない 18 28 18 来展望 これか ら も っ と 悪 く な る 38 26 21 
も う 終わ り だ 22 15 6 
健康診断 5 5 
完 全 に 満 足 し て 医療 と 保養 8 2 12 
い る も の 医薬品の配給 5 3 6 
汚染 さ れていない食料の配給 2 9 16 
自 分 自 身 38 45 57 
神 56 22 34 
頼れる も の 行政当 局 10 13 5 
科学 6 4 10 
外国か ら の支援 2 4 
優 先 的 に 支 出 さ 移住 43 27 12 医療 11 31  41  れるべき も の 全額を被災者間で分配すべき 19 25 19 
回答者の最高の関心は、 「子供の将来」 （73%） ・ 「物価上昇」 （69%） ・ 「健康状態」 （56%） と い っ た、
人生に於いて最 も 重要な事柄 に 向 け られた。 こ れ ら は、 家族 と 自 身に関する事柄であ る。 四番 目 の 関
心事 （51%） は、 「 ウ ク ラ イ ナの行く 末」 で あ っ た。 こ れは、 災害の後の状況に在っ て も 、 ウ ク ラ イ ナ
人は進歩的な市民性を失っていなかっ た こ と の証左で あ る 。 一般に、 被災者に は悲観主義者が多かっ
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た （強制移住区域 と 自 主的移住保障区域では 60% ； 移住者では 41%） 。 対照的に、 「非汚染」 地域では、
楽観主義者が 45%、 悲観主義者が 27% を 占 めた。
実際に、 被災者及び ウ ク ラ イ ナの全住民は、 二重のス ト レ ス に晒 さ れて き た。 そ こ に は 「二つのチ
ェ ルノ プイ リ 」 が在った。 第一のチェルノ プイ リ は、 客観的に実在 した。 事故を実際に 目 撃 した人々
も居た し、 噂や 「敵対的な」 メ デ ィ ア を通 じて事故について知っ た人々 も居た。 第二のチ ェルノ プイ
リ は、 情報上の も ので あ っ た。 こ の核災害の歴史 を公衆に公開する こ と を 園 内 メ デ ィ ア が許可 さ れた
後に、 出現 した。 被災者達は、 事故後の最適な生存法を独 自 に探索 し始めた。
4. 2. 3 チ ェ ルノ ブイ リ 事故か ら 8 年半後
2 回 目 の社会学的調査は、 1994 年に実施 さ れた。 大ま かに言っ て こ の調査は、 被災地域住民の受動
的な社会心理学的傾向が固定化 して き た こ と を示 した。
移住
移住を考慮 している人々 の割合は、 「非汚染」 地域で 27% で あ っ た の に対 して、 被災地域では 52%
に達 した。
期待
驚 く べ き こ と に、 被災者達は少 々 行動的 に な っ た （表 4.7） 。 事業の経営 ・ 土地の賃借 ま た は購入 ・
再教育を希望する被災者の割合は、 「非汚染」 地域で 同 じ希望を抱 く 人々 の割合の 2 倍近 く に な っ た。
特筆すべ き は、 双方の地域に於いて、 「生き延びる為に生き る」 と い う 受動的な個人が 114 近 く ー 28%
（被災地域） と 24% （ 「非汚染」 地域） ー も居たこ と であ る。
表 4.7 被災者と 「非汚染」 地域住民の希望 (1994 年 ； % 表示）
希望 被災地域 「非汚染」 地域
追加収入を得る 42 55 
計画を持たず、 ただ生き延びたい 28 24 
事業経営 21 11 
借地する 、 ま たは士地を買 う 14 8 
再教育を受 け る 11 6 
註 ： 回答者は三つまで回答できた為、 数値の合計は 100% を超える。
チ ェルノ ブイ 1） 核災害の影響緩和
状況に関する 被災者の 自 己評価は、 全て核災害の影響を克服する と い う 問題に直接に関連 していた。
「必要な こ と は全て行われたJ と 信 じ る者は、 被災者の l o/o しかいなかっ た。 しかし 「何かが成 さ れた」
と 信 じ る 者は 40%いた。 39% は断固 と して 「何 も 成 さ れていない」 と 回答 し た。 驚 く べき こ と に は、
判断で き ない者が 20% も いた こ と で あ る 。 結局の処、 影響を克服する為の活動の全体像は、 被災者達
の運命を左右 し、 その眼前で実施 さ れるのである。 特筆すべ き は、 被災者の 1/3 が、 ど こ に住んでいる
かに拘わ らず、 「全ての 困難を克服する」 と 表明 した こ と であ る 。
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緊急時の祉会的支援
資金援助 － 66% ； 医薬品 － 64% ； 食料 － 51 % ； 衣料 － 47% ； 医療 － 40 ～ 47% ； と い う 、 社会的に疎
外 さ れた状況に際 して、 確実に必要 と な る類型の支援が上位 を 占 めた （表 4.8）。 急を要す る 支援上位
10 類型の中で 9 位に着けたのは、 純粋に心理学的な支援であっ た。 被災者の 16%は 「家族関係の改善」
を必要 と していた。 ど う い う 訳か、 「非汚染」 地区では こ の 項 目 への要望は相 当 に高 く 、 23%に達 した。
家族の幸せは、 し ば し ば物質的な裕福 さ に嬢小化 さ れる。 しかし、 こ の調査を通 じて、 それ以上の も
のであ る こ と が証明 さ れた。
表 4.8 社会的支援類型の重要性 (1994 年 ； % 表示）
順位 社会支援の類型 被災地域 「非汚染」 地域
資金援助 66 63 
2 医薬品 64 62 
3 食料 51 39 
4 衣料 47 56 
5 子供達への医療 47 32 
6 親族への医療 46 38 
7 自 身の治療 40 38 
8 保養の組織化、 休息 26 24 
9 家族関係の改善 16 23 
10 居住地の変更 14 5 
食料に対する態度
「汚染 さ れていない」 食料だ け を食べて い る被災者は、 殆 どいない。 彼等の 中 に は無鉄砲な者が 10
～ 18%も いて、 食料の安全性な ど気に し ない。 と の点を除けば、 被災者も 「非汚染」 地区住民 も 、 ほ
ぽ同一の食料の位置付を巡る構造を有する。
結論
1 . 居住地の所在 と 放射能汚染の程度に拘わ らず、 被災者達は、 ただ生き延びる と い う 問題にほぼ
完全に集中 している。
2. 生き延びる と い う 問題を解決す る 際に被災者が頼れ る の は、 第一に 自 分 自 身 と 家族 と 親戚であ
る。 つ ま り 家族の環の 中に隔離 さ れてい る。 彼等は、 地域共同体に根差 した団体も行政 当 局 も
信用 して こ なかった。 チ ェノレノ プイ リ 省 （現ウ ク ラ イ ナ緊急事態省） は、 例外であ る。
3. 被災者の 1/3 以上は、 『チェルノ プイ リ 核災害に よ り 被災 した市民の地位 と 社会保障に関する』
法律について、何 も 知 ら ないか、 主要な点 しか知 ら ない。 同法の条項が適正であ る と 信 じ る のは、
被災者の 1%だけである。
4. 2. 4 チ ェ ルノ ブイ リ 事故か ら 1 0 年後
1992 ～ 1997 年の問、 依然 と して社会心理学的不適応の状態 に あ る ー 「チェルノ プイ リ は私の全人生
を破滅 させた」 ー 被災者の割合は、 ほ ぽ 20%であっ て一定 していた。 こ の割合は若者では低 く 、 た っ
た 10%で あ っ た。 女性 と 農村地域住民は、 こ の 「事故犠牲者症候群」 を特に発症 し易い。 1997 年 3 月
に も な る と 、 強制移住区域 と 自 主的移住保障区域か ら の移住の緊急性は、 被災者 自 身に よ っ て認識 さ
221 
第 4 章 ： 社会影響
れ る 限 り 、 全国的な移住の趨勢 と 変わ ら ない程度に減少 した。
産業の復興については、 被災者は、 農産物加工－ 70% ； 消費財製造 － 68% ； 伝統産業 － 52% ； その他 ；
の よ う な方向性が最 も 有望であ る と 考え ていた。 こ こ で も 、 若者の楽観性 ・ 経済への信頼度 ・ 自 発性
の高 さ が 目 立っ ている。
チ ェ ル ノ プイ り は 「人間 ・ 生物 ・ 社会に起因する リ ス ク の比較」 と い う 問題 を提起 した。 一方で、
技術特性 左 自 然要因に規定 さ れ る 客観的 リ ス ク が あ る。 他方で、 人々 の意識 と 潜在意識に形成 さ れ る
主観的 リ ス ク も あ る ［8-10］。 日 常生活の基準を支え る 、 良 く 機能する 情報 ・ 訓練 ・ 教育の体系が な く 、
客観的評価 と 主観的 （社会学的） 評価の 聞 に矛盾が あれば、 事態は破局的 な も の に な り 兼ねない。 政
府の決定は不十分な も の になる。
4. 2. 5 チ ェ ルノ フイ リ 事故か ら 20 年後
チェルノ プイ リ 核災害の社会的影響は、 余 り に広 く 深い （図 4.1）。 社会文化的な衰退を防止する為
には、 問題の各構成要素に も っ と 注 目 し、 多大な支出 を行っ て、 政府や地域共同体が適切な対応を執
ら な ければな ら ない。 技術に起因する核災害は、一瞬に して起こ る。 しか し 、 引 き 続 く 社会文化的災厄は、
ゆっ く り と 拡大する。 何故な ら 、 被災者の属する 地域共同体は、 当初は殆 ど気付かれない程の速度で、
徐々 に孤立 した放射能汚染地帯へ と 衰退 してい く か ら で あ る 。 更に、 自 然環境は放射能汚染の程度が
減少 して よ り 安全になって も 、 取 り 残 さ れた被曝者の地域共同体は、 益々衰退 してい く 。
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図 4.1 チェルノ プイ リ 核災害の社会的影響の構造
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こ れま での処、 それが 医学的な手法 ・ 物的補償の支払 ・ 環境修復の何れに よ っ て な さ れたかに拘わ
らず、 核災害そ の も の若 し く はそ の影響に よ っ て被災地域共同体に も た ら さ れた、 以下に掲げる数々
の社会的症候群の治療は失敗 して き た ［12-13] : 
a) 「犠牲者症候群」 一 被災者の大半は、 その全生涯を通 じて、 自 ら を犠牲者の一員 と 看倣す ；
b) 「社会的疎外症候群」 ー 自 発性の欠知 ・ 温情主義 ・ 「政府か ら の永遠の援助」 の要求が 、 被災者
の集団意識を支阻する ；
。 「避難移住症候群」 ー 被災者に典型的に見られる、 世界観の分裂 と 新 しい状況への適応不順に よ
り 、 引 き 起 こ される ；
d) 「健康喪失症候群」 一 子供 と 大人の健康悪化 と 核災害の事実、 及び核災害の強烈な影響が組み合
わ さ っ た も の ；
り 「疑念混乱症候群」 ー 自 ら の 問題解決に関 して政府に期待する と 同時に、 ほぽ完全に行政当局を
信頼せずに家族に実際の支援を求める と い う 、 被災者の政府への逆説的な依存 ；
ρ 「不知症候群」 ー 被災者が事故後の環境下での 日 常活動に関する法令を 良 く 知 らず、 故に 日 常生
活の客観的な状況ではな く 、 主観的 リ ス ク に基づいて行動 し よ う と する こ と 。
む し ろ被災者は、 将来の重要な 目 標 と して、 子供の健康増進 一 80% ； 起業 － 55% ； 霊的発達への耽溺 －
54% ； 家族の強化 － 52% ； 自 己 の健康の増進 － 50% ； を選択 した。
早 く も 1998 年に、 ウ ク ラ イ ナ科学アカデ ミ 一社会学研究所の社会研究セ ン タ ー所属の調査団が、 以
下の提言を提出 している ：
1 .  ボラ ンテ ィ ア が激減 している こ と と 政府資金が非常に不足 している こ と に鑑み、 被災者の移住
に関する概念を再検討する。
2. 徐々 に除染 さ れつつ あ る 地域に於いて、 「生命の回復」 に 関する具体的な計画を策定する。
3. 被災者の為の社会政策を概念的 ・ 機能的に再構成 して、 以下の側面を取 り 入れる ：
a) 「 自 立」 、 即ち、 能動的な個人に家族の支援から完全に独立 して納税でき る だけ の金銭を
稼げる機会を提供で き る よ う な、 杜会経済体制 を確立する こ と ；
b) 「 リ ハ ピ リ テーショ ン」 、 即ち、 被災者の社会適応性の状態を適切 に更新 し、 彼等の一部
を能動的な市民にする こ と ；
c） 事故の影響を除去す る 為の あ ら ゆ る 活動の効果 と 効率を評価す る には、 「社会的基準」
を考慮する こ と も必要であ る ；
d） 「社会政策」 の概念を、 社会的支援か ら 、 能動的な個人 と 地域共同体の社会的回復へ と
転換する こ と が必要であ り 、 その際には以下の被災者の諸段階が指標 と な る ：
i. 既に回復 して 自 己 と 家族のあ ら ゆ る 要求を充足でき る 「 自 立 した個人」 ；
ii. 自 立する為にまだい く ら かの社会的支援を要する 「半 自 立 した個人J ; 
iii. 杜会的支援が な ければ生存でき ない 「被扶養者」 。
4. 2. 6 2007 年社会調査の結果
こ の調査の回答者は、 1200 名 の被災者 と 事故処理作業従事者を含む。 ま た 121 名 の専門家が、 状況
を評価 しそ の改善についての提言を行っ た。
こ の調査結果は、 特に （吋 被災者の雇用 ；(b） 安全な 自 然環境への修復 ；（c） 強固な社会イ ン フ ラ （教育・
医療 ・ 郵便 ・ 交通その他） ; (d） 効率的な経営手法 ； （e） 家内産業 ； の為の条件整備が、 殆 どな さ れてい
な かっ た こ と を 明 らかに した。 と い う の も 、 こ れ ら の項 目 が利用可能であ る と 回答 した被災者は全体
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の 8o/o しかいなかったか ら であ る 。 （相E支援 と 交流の可能性を秘めた） 社会的資本は非常に不足 して
お り 、 被災者の各カ テ ゴ り ーに対応する 一定の項 目 を有 して いた。 政府の決定に対す る 地域共同体の
統制程度 も 低かっ た。 社会団体 （主 と して地方政府） に支援を依頼する被災者は、 依然 と して大変少
なかった。
チ ェ ノレノ プイ リ 核災害の健康への影響に対す る 、 被災者の 自 己評価は、 保守的 な ま でに否定的 ： 事
故処理作業従事者 － 86% ； 強制移住区域 － 77% ； 自 主的移住保障区域 － 74% ； であ り 続けていた。 全
て の被災者集団に於いて、 提供 さ れ る 医療の水準 と 質に対する満足度は、 ま だ と て も低かった。 それ
までの数年間 （特に 2001 年） と 比較する と 、 放射能汚染地域で 日 常生活を行 う 上での規則に対する 住
民の認知度は、 あ る 程度向上 した。 特に強制移住地域の住民の 7 ～ lOo/oは、 こ れ ら の規則 を徹底的に
学習 した と 主張 し、 別の 12 ～ 14%は、 日 常生活に於い て こ れ ら の規則を使っ て い る （遵守 している）
と 述べた。 被災者の大多数 （ ほ ぼ 90%） が 、 放射能汚染地域で安全に生活す る為の特別支援教育を希
望 していた。 2007 年には約 70o/oの被災者が環境活動 に参加 した。 こ の割合は、 2001 年には 45o/oであ
っ た。 被災者に と っ て 最 も 差 し迫った問題は、 副業を得る必要性 一 71 o/o ； 安全な環境への修復 － 64o/o ; 
十分な社会的サーピス － 62% ； 効率的な経営手法 － 61% ； 小企業または家内産業の為の条件整備 － 33% ;
であった。
行政当 局を統制 し、 汚染地域内の行政 と 共同 して差 し迫っ た問題に対処でき る程の、 市民社会の構
造は存在 していない、 と 専門家達は指摘す る。 放射能汚染地域内に於 け る 諸国体聞の交流は、 主 と し
て指揮管理手法 （即 ち、 ト ッ プ ダ ウ ン型） に よ っ て 、 調整 さ れていた。
チェルノ プイ リ 事故の影響除去の為の活動に対する被災者の評価は、 以下の点を指摘 し た ：
1 . 放射能汚染地域 内 で の 生活再建 と い う 目 的 に 沿 っ て、 杜会政策 を 徹底的 に 見 直 し、 国家 ・
NGO ・ 産業 ・ 公衆を巻き 込んで再建への努力 を行 う 必要がある。 即ち、 一つの体制の下に、 行
政及び 自 治体の管理を統合 させてい く こ と が必要である ；
2. 放射能汚染地域内での生活再建計画の方向性を、放射能汚染 （即 ち、放射能汚染に曝される危険）
への対処か ら 、 人々 と 地域共同体の活性化及び生命維持活動 ・ 行動の為の草新的な機会の探求
に、 転換する こ と が必要であ る ；
3. 人々 の状態を 「被災者」 か ら成熟 した ウ ク ラ イ ナ市民へ と 移行 さ せ る 、 漸進的な方法を策定す
る こ と が必要である。
提言 ：
1 . 新 しい法律を採択する こ と 。
2. あ ら ゆ る 形態の社会協力 を発展 させ、 マ ス コ ミ の利用 と 効率的な情報普及を通 じて、 成功体験
を宣伝する こ と 。
4. 2. 7 社会心理学的 リ ハ ビ リ テーシ ョ ン ・ セ ン タ ーの活動 と
被災者への情報伝達
チ ェル ノ プイ リ 核災害が住民に与えた長期的な負 の影響は、 一番最初に社会心理学的分野で明 ら か
に な っ た。 それ と い う の も 、 人々 の伝統的な生活様式が変質し、 放射能汚染地域内では社会経済活動
が崩壊 したか ら で あ っ た。 こ の よ う な背景が あ る に も拘わ らず、 人々 は、 20 年以上に も 亘 っ て 、 非常
に悪質だが不確実な健康に対する リ ス ク が あ る 環境下で生活 し て き た。 従 っ て 、 被災者達は、 大人も
子供 も 、 自 身の健康状態に慢性的な不安を抱いてい る。 一般に こ の状況は、 多数の社会的 リ ス ク を増
大 さ せ、 個人間の関係 と 集団聞の態度に対立を生 じ さ せ、 危機を長期化 さ せ る 、 幾重 も の人生の危機
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と して特徴付け られる。
チェルノ プイ リ 事故の社会学的 ・ 心理学的影響は、 人々 に吸収 さ れた線量の影響 と 同様に、 深刻 に
考慮 さ れ る必要が あ る。 心理学的ス ト レス は、 特に心身症に関する発症率の上昇のみな らず、 疾病率
の増加 に も 寄与す る か ら であ る 。 し か も 、 心理学的影響は、 最も広範囲Eつ長期的に見 られる。
被災者の社会心理的 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン と 彼等へ の情報伝達の為 の セ ン タ ーは、 国連開発計画
(UNDP） の支援の下、 ヴ ク ラ イ ナ緊急事態並びにチェルノ プイ リ 核災害の影響か ら の住民防護省 に よ り 、
1994 ～ 2000 年に （ポロディ ア ンヌ カ ・ ボーヤルカ ・ イ ヴァ ンキ ヴ ・ コ ー ロ ステニ ・ ス ラ ヴーテ ィ チに）
設立 された。 同 セ ン タ ーは、 チェルノ プイ リ の社会心理学的影響の除去に取 り 組んでい る。
同 セ ン タ ーの職掌分野は、 人々 への社会心理学的支援 ； 個人が 自 己の人生に責任を持つ よ う に促す ；
既存の問題に積極的に取 り 組む よ う に仕 向 け る ； 地域共同体聞及び個人間 の 関係を発展 さ せる ； 新 し
い生活条件に即 した効率的な行動様式の形成 ； で あ る。 地域共同体の 自 治能力 と 地元の成長能力 を伸
ばす為 の 窓 口 役を続 け る 一方で、 同 セ ン タ ーは、 事業結果の安定性を確保 し、 成功体験に導いてそれ
を普及 さ せる こ と に取 り 組んでい る。
被災者の社会心理学的問題は、 「被害者症候群J の克服や、 放射能汚染地域での生存可能性を否定す
る認識 と 同様に、 現在で も切迫 した問題であ る 。 よ っ て、 同 セ ン タ ーの専門家達は、 上述 した諸問題
に対処する為の新た な手法の発見に努めている。
青年層の社会参加 を促進する こ と も 、 同 セ ン タ ーの重要な業務であ る。 そ の 目 的は、 新 しい世代を
生まれ育っ た場所の社会的 ・ 政治的生活に溶け込ま せ る こ と 、 青年層 の リ ー ダ｝ シ ッ プの育成及び地
域共同体での生活を左右する意思決定に対す る 関心を育む こ と 、 そ して環境修復への展望 と 健康な生
活様式を形成する こ と であ る 。
チ ェル ノ プイ リ 核災害の影響に関する情報を公衆に広め る こ と は、 依然 と して社会心理学的問題を
克服す る為の最 も 有効な方法であ る。 同セ ン タ ーの情報 ・ 分析 ・ 教育活動は、 地域の一般的 な環境状
況 と 社会経済的過程、 及び放射能汚染地域内で安全な生活を送る為 の情報への公衆の需要に 関 す る 、
重要事項を特定する こ と を 目 的 と している。 同セ ン タ ー の研究活動 に於け る 最優先事項は、 チェルノ
プイ リ に関する、 多様な 問題に対する公衆の態度 ； 認識の水準 ； 地域生活の社会心理学的 ・ 生態学的
側面 ； と いっ た事項であ る 。
新たな取組 と 計画を効効率的に実施 し、 回復過程に世界の先進技術を導入 し、 被災者の聞 に強力 な
心理学的及び杜会的耐性を持続的に発達 さ せ る 為 に 、 同 セ ン タ ー は国際的な機関や計画 と 協同 して、
被災地の社会経済的復興 と 現地生活水準の向上を 目 的 と す る 事業の実施へ と 、 慈善基金の 関心を惹き
付 け よ う と している。
同セ ン タ ーは、 あ ら ゆ る年齢層の人々 を支援する こ と ； 関心を持つ全て の人々 に、 社会的 リ ス ク を
軽減す る方法について の情報を提供する こ と ； 全ての地区に活動を拡張する こ と ； 最 も 差 し迫 っ た 問
題 を克服する と い う 目 標 を掲げて い る 市町村に、 能動的な地域共同体を形成する こ と ； に よ っ て、 そ
の活動が非常に効率的であ る こ と を示 した。
4. 2. 8 チ ェ ルノ フイ リ の社会的教訓
教訓1 1. 核災害 に よ る影響の予防 と 克服の中心に、 人類学的な概念を据え る必要が あ る 。 即 ち 、 社会
と 全人類に と っ て の絶対的な価値であ る 、 個人 と 社会的共同体を 中心に据え る ので あ る 。 思想か ら技
術 ・ 工学 ・ 戦争 ・ サー ビス等に至 る 、 人類が創造 した全て の も のは、 人々 の生活に社会的な影響を与え、
改善 し、 悪化 させる。
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教訓2. リ ス ク に対す る 主観的評価 と 客観的評価の聞の実質的相違について、 考慮す る こ と が必要で
あ る 。 学術 （専門的評価） 、 法規 （規制 ・ 基準） 、 管理 （資源 ・ 能力 ・ 人員） 、 情報 （情報の完全性 と 時
事性） 、 そ して 日 常意識 （ 自 己 の状態 と 取 り 巻 く 世界についての被災者の理解 と 評価） の各階層 について、
上記を考慮すべき で あ る 。 影響の克服を 目 的 と する 適切な行動を執る 上で、 こ れ ら の階層 の相違を最
小化する こ と 程、 有効な成果を も た らすも のはない。
教訓3. 数十万の 「事故処理作業従事者」 の運命がほぼ完全に忘却 さ れて い る こ と は、 許 さ れない。
生命或いは健康を犠牲に して、 事故 と そ の影響を局地化 したの は彼等で あ る。 核災害を克服す る手法
と して、膨大な数の人員に頼る こ と も許さ れない。 職業的な事故処理作業従事者の集団を事前に養成 し、
事故影響の克服を 「無人化」 し、 ボ ラ ンテ ィ アの 関与を最小限に止 め る こ と が必要で あ る 。
教訓 4. 「チェルノ プイ リ 」 被曝者集団 （260 万人） は、 社会的に抑圧 ・ 疎外 さ れた状態 に あ る 。 健康
を喪失 し生活を破壊 さ れた者を、 政府の補償に頼 る よ う に と 、 温情的 に誘導す る傾向が増 している 。
影響除去の為の社会政策 を、 杜会的支援だけ に限定する の は間違っ ている。 被災者に能動的な人生を
取 り 戻 させる為には、 大規模な復興活動が必要である。
教訓 5. 被災 した地域共同体を長期 にEっ て情報の真空状態に留めてお く こ と は、 許 さ れない。 環境
条件 と 適切な生活行動に関する情報を、 継続的に広め る必要が あ る 。 情報は、 受け手に即 した、 詳細
な も のであるべきである。
教訓 6. 被災者に恐怖 ・ ス ト レス ・様々 な 「社会的症候群」 を 引 き 起こ す 「 リ ス ク 」 と い う 概念 と 対照的な、
「機会」 と い う 概念の生産性を高 め る 必要が あ る 。 即ち、 事故後の状況に於 け る 効率的な行動様式 と 生
活活動の探求 と 実践に焦点 を 当 て るべきである。
教訓 7. 機会 と い う 概念を牽引する の は、 杜会適応性及び将来志向への意識転換 と い う 概念であ る べ
き であ る 。
教訓 8. 核災害の最中 と 後に、 多 く の理由 と 特に情報の欠如 に よ り 、 状況評価を主観的 リ ス ク に基づ
いて行 う と い う 極めて深刻な事態が生 じた。 実際の処、 被災者が依拠 してい る 主観的 リ ス ク は、 通常
は客観的 リ ス ク と 大いに異な っ て い る 。 リ ス ク と 機会に関する、 完全で時宜を得て対象 を 明確に した
情報を広 め る こ と は、 被災者に現実に起 こ っ て い る 状況 と 実際の振 る舞い をE し く 認識 さ せ る の に役
立つ。
教訓9. チェルノ プイ リ の被災者達を これほ ど長期 にEって 「時の流れが停止 した生活」 と い う 雰囲
気に留め置 く こ と は、 許 さ れない。 被災 した個人 と 地域共同体の為の大規模な復興開発計画を、 （既に
遅き に 失 し て い る と は云 え） 核災害の社会的 ・ 文化的 ・ 経済的影響を克服す る為の 「行動計画」 と し
な く てはな ら ない。
教訓 10. 被災地域の復興開発を 目 的 と する 全ての活動に、 能動的な行動様式と 生活活動 と い う 、 新 し
い 目標 を全国的に推進する為の枠を作る べきである。
教訓 11. 社会的影響を克服する為には、 認識形而上学的な潜在能力 （革新的思考 と 、 適切な機会の見
つ け方） の全階層 一 （吋 「地方レベル」、 即ち、 地方共同体の指導者 と ボラ ンテ ィ ア ； (b） 「国家レベル」 、
即ち、 学際的な専門家集団 ； （c） 「国際 レベル」 、 即ち、 学会 ・ 政府 ・ 公衆 ー を統合する必要がある。
教訓 12. 国際社会は、 未だに克服 さ れていないチェルノ プイ リ の社会的影響 と 260 万人の被曝者の運
命を、 忘れて はな ら ない。 フ ァ シズム と ホ ロ コース ト と 同様に覚えておかな ければな ら ない。 ウ ク ラ
イ ナは、 チェノレノ プイ リ の社会問題を独力では解決でき ない。
教訓 13. ウ ク ラ イ ナ科学アカ デ ミ 一社会学研究所に よ っ て な さ れた観察は、 他に類を見ない。 何故な
ら 、 人災の分析に伝統的に用 い られてき た技術経済的 ・ 生態学的手法 と は異な り 、 国 家 と 全人類の主
要な価値で あ る 、 個 人 と 社会共同体に焦点を 当てたから である。
教訓 14. ウ ク ラ イ ナ と 全人類に対 して、 チェルノ プイ リ は、 事故後に生き延びる為の新 しい方法を模
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索する基盤 一 即 ち 、 価値論 と 規範体系の草命的変化が大前提にな る こ と ー を示 した。
教訓 15. 文化人類学的概念の比類なき 優先性は、 世界で起 こ っ た最近の事件に よ っ て も 支持 さ れ る。
ア メ り カ合衆国の高官達は、 「イ ラ ク 問題」 は軍崖複合体の技術 と 戦略に よ り 容易 に解決 さ れ る と 信 じ
て いた。 だが実際には、 ア メ リ カ と そ の 同盟諸国は、 予測不可能な社会文化的影響を受けてお り 、 そ
の克服に 関する 明確で建設的な改革を持っ て いない。 軍事主義は、 多次元的な社会空間に最ま り 込ん
で しま っ た。
従 っ て 、 チェルノ プイ り 事故後の状況は、 第ーに取 り 組んでい る 社会問題の程度に よ っ て、 そ して
社会的支援 （扶助 ・ 特別手当 ・ 年金等） のみに嬢小化 さ れて はな ら ない条件 に よ っ て、 評価 さ れ な け
ればな ら ない。
4. 2. 9 ウ ク ラ イ ナ に於 け る原子力 ： ウ ク ラ イ ナ市民の受 け止め方
チ ェル ノ プイ リ 原発は閉鎖 さ れて い る 。 代わ り に、 政府政策 と して の ウ ク ラ イ ナ に於け る 原子力開
発 （NPU） が、 し ば し ば時事問題 に な る。 2009 年春に は、 一連の NPU 問題が、 ウ ク ラ イ ナ科学アカ
デ ミ 一社会学研究所の社会観察の対象 に な っ た。 チ ェル ノ ブイ リ 事故の影響に対する恐怖が ま だ残っ
て い る に も拘わ らず、 ウ ク ラ イ ナ地域共同体は、 41%が NPU に賛成する な ど好意的な投票行動を行っ
た。 と の賛成栗には、 チェルノ プイ リ 原発の 閉鎖は間違いであ っ た と する急進的賛成者の栗 13%が含
まれた。 NPU に反対する者は 33%で、 少数派であ っ た。 約半数 （46%） の市民は、 稼働中 の原発の 50
凶 圏 内に住む こ と を安全 と 考 えて いた。 約 113 は、 こ の質問にはっ き り 答 え な か っ た。 こ れは、 稼働
中の原発の安全性について、 十分に深い知識を持つ者が 7%のみ ； 申 し分のない知識を持つ者が 29% ;
噂話 を介 して何か聞いた こ と が あ る 者が 114 ； 聞い た こ と が な い者が 113 ； と い う 事実が示すよ う に、
市民が無関心であ っ た為である。 従 っ て 、 情報源に対する人々 の信頼度を知 る こ と も重要である （表
4.9）。 稼働 中 の原発の安全性に 関 して、 人々 が高い信頼を寄せる のは、 順に放射線専門家 （43%） ・ 環
境団体 （39%） ・ マ ス メ デ ィ ア （36%） ・ 国際モ ニ タ リ ング機関 （31 %） で あ り 、 原発 と 放射性鹿棄物
処理施設の管理者 (14%） に対する信頼は低い。
表 4.9 稼働中の原発及び放射性廃棄物処理施設の安全性に閲する、 情報源に対する信頼度




マス メ デ ィ ア 36 
国際モニ タ リ ング機関 31 
国家モニ タ リ ング機関 21 
稼働中の原発及び放射性廃棄物処理施設の管理者 14 
分か ら な い 10 
註 ： 回答者は三つまで回答できた。
原発地域に安全に居住で き る かを疑いなが ら も 、 人々 は、 定期的な健康診断 と 予防検査 一 64% ； 保
養地での無料の健康増進 と 治療 － 59% ； 月 毎の金銭手当 － 48% ； 放射能 に関する 情報の入手 － 22% ;
安全規則の順守状況に対す る 市民 に よ る統制の確立 － 18% ； と い っ た 、 事故の潜在的 リ ス ク に対する
補償を希望 してい る。 市民の大多数 （65%） は、 親族の誰かが原発で働 く こ と を望 ま ない と し、 12%
は 自 分が働いて も 良 い と したが、 21%はこ の質問に答えなかった。
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結論
原子力 に対す る ウ ク ラ イ ナ市民の ど こ かはっ き り しない姿勢は、 チ ェ ル ノ プイ リ 核災害後に形成 さ
れた典型的な心理状態 と 、 不定期で時宜を得ない情報の提供に よ っ て も た ら さ れた。
従 っ て 、 ウ ク ラ イ ナで原子力 を 更 に 開発 し よ う と すれ ば、 杜会の頑強な抵抗に遭 う か も しれない。
原子力 開発 と い う 選択肢に関する情報が依然 と して公開 さ れていないので、 危険に思 え る 。 ま た 、 ウ
ク ラ イ ナ市民は、 原子力開発を能動的に統制す る だ け の準備がま だ出来て いない。 ワ ク ラ イ ナの原子
力施設網の安全性に対す る 主観的な受け止め方を、 現実的 な も のに変化 さ せる 為には、 大規模な広報
宣伝活動が必要であ る。
228 
第 4 章 ： 社会影響
4. 3 チ ェ ルノ ブイ リ 核災害の影響に よ る 人 口 学的 ・ 社会心理学的変
化の動態分析 と 、 そ の 悪影響 を克服す る 方法
不幸な こ と に、 2007 年以降、 チェルノ プイ り 核災害に よ る被災者の数を政府が把握 し、 関連 した計
画の実施についての情報提供を行 う 為の、 仕組が破壊 さ れた。 国家統計局は、 チ ェ ル ノ プイ リ 事故の
影響を除去す る 為の計画の実施に関する 、 統計書の発行を休止 している。 筆者遣は、 当 国家報告書の
こ の部分を書き上げる の に必要な情報を収集する為に、 相 当 の努力 を行っ た。
我 々 が ま と めた表 4.10 に示 したデータ は、 過去 25 年に亘って、 チ ェル ノ プイ リ 核災害 と その影響が、
ウ ク ラ イ ナ と 数百万のそ の住民に悲劇を も た ら して き た こ と を証拠付けている。 被災者の全て が、 ウ
ク ラ イ ナ保健省が有する 医療及び予防治療施設に於いて、 診療を受け られた訳ではなかっ た。
表 4.10 1987 ～ 2009 年のウクライナに於いて、 チェルノプイリ核災害により被曝 （被災） した市民の数の
変動 （数は各年度末に於け る も の）
年 （健康管理下にある） 被災者の人数 ＊ 「被災者」 認定者数 帥
1987 264587 
1988 256849 1994 年に認定開始1989 320459 
1990 347252 
1995 2744226 3092958 
2000 2608354 3278521 
2005 2342207 2526216 
2009 2238334 2254471 
市 出典 ： 国家統計報告書のデータ ， 書類 2-TsDN, 15, 16 
柿 出典 ： 国家統計報告書のデータ ， 書類 7 （チェルノ プイ リ ）
2010 年 1 月 1 月 現在、 ウ ク ラ イ ナの被災者数は 225 万 4471 名 であ っ た。 全体の 95.4% に あ た る 215
万人を超 え る 被曝者が 、 現在 も 放射能汚染地域での居住を強い られている （表 4.1 1 ） 。 事故か ら 現在ま
でに、 16 万 4000 人以上が放射能汚染地域を去った。
表 4.11 放射能汚染地域内に居住する被災者の数 (2009 年 1 月 ）
被災者のカテゴリー 内、 14 歳以下の小児 内、 1 歳未満
全被曝者 2151811 373846 27541 
内、 立入禁止区域に居住する者 117 
強制 （義務的） 移住区域に居住する者 4548 1026 78 
自 主的移住保障区域に居住する者 612080 131358 9611 
放射線モニタ リ ング強化区域に居住する者 1535066 241462 17852 
出典 ： ウ ク ラ イ ナ国家統計局のデータ
社会経済的な変化 と 危機が相次いだ結果、 放射能汚染地域内の市町村に於 け る 、 生活条件 ・ 労働条
件 ・ 栄養条件 ・ 医療条件の全てが、 現在の水準を十分に満た さ な く な っ た。 （表 4.12 に示された よ う に）
2009 年の時点で、 18 歳未満の未成年者 8 万 7986 人を含む 31 万 7467 人が、 0.5 mSv/y を超え る放射線
被曝に依然 と して晒 さ れている。
表 4.12 追加被曝線量が 0.5 mSv/y を超える放射能汚染地域に居住する住民の分布 。009 年）
平均年間被曝線量 （単位 ； 皿Sv) 住民総数 内、 18 歳未満の未成年
> 5  986 319 
1 ～ ＜ 5  135621 32758 
0.5 ～ く 1 179874 54909 
合計 317467 87986 
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4. 3. 1 全 ウ ク ラ イ ナ と 放射能汚染地域に於 け る 人 口 学的変化
1991 ～ 2009年の聞に、 全国的な人口危機の結果、 ウクライナはほぼ650万人を失った。 過去数年間
に於ける、 最も酷く被災した地方 〈ジト｝ムィル州及びキエフ州） の人口学的状況は、 全国標準とは
それほど変わらなかった。 例えば、 2000 ～ 2009年の両州の出生率は、 少し高い位であった （図 4.2）。
と こ ろが、 死亡率もまた高く 、 2000 ～2009年の全国平均が 15.9協 であったのに対して、 ジ ト｝ムイ
ル州では 17.7%。、 �エフ州では 17.4協 であった。 2004 ～ 2009年に於ける これら指標の差は、 統計的
に有意である （全ウクライナー 16.13 土 0.19、 ジ トームイノレ州 ー 18.17 土 0.24、 キエフ州 ー 17.73 土 0.23 ; t 
= 5.47）。
x l OOO 
1 5  
1 0  
5 
。
2000 200 I 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 
年
1 �全ウクライナ ベ玉ー ジ トムイJレ州 吋P キエフ州 ｜ 
図 ω 全ウクライナ ・ ジト｝ムィル州 ・ 今エフ州に於ける 2（鵬～ 2009 年の出生率 （単位 ： %o)
1992 ～ 1999年に、 強制移住区域及び自主的移住保障区域で、 出生率の増加が記録された。 それは、
被災者逮が最も活発に非汚染地区に移住していた時期であった。 我々は、 移住先で住居と仕事を得た
際に補償を受けたいという彼等の希望と、 この増加は関連があったと信じている。 放射能汚染区域外
に於ける住民死亡率の分析によ り 、 死亡率は放射能汚染区域の区分と平均個人被曝線量の法規制水準




1 7  
1 2  
l 99 l I 992 1993 1994 1995 1996 1997 l 998 l 999 2000 200 I 2002 2003 2004 2005 
Eコ 全ウクライナ
-II-・ 第 田 区域 (1 ～ S mSv/y) 
ーー・ 線形傾向 （第 E 区域）
ー榊・ 第 E 区壌 か き mSv/y)
ー・ー 第 IV 区域 （0.S ～ 1 mSv/y) 
図 ω E”1 ～ 2006年に於ける住民死亡率の、 放射能汚染区域区分と平均個人被曝線量の法規制オ嘩
への依存 （単位 ： %）
註 ： 第E区域＝強制移住区域、 第田区域＝自主的移住保障区域、 第IV 区域＝放射線モニタ リ ング
強化区域
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放射能汚染地域に於ける人口危機は、 核災害後の期間を通じて顕著に悪化した。 90年代初頭には人
口増加率は負ではあるが低水準であった （強制移住区域－ 5. 6弘、 自主的移住保障区域－ 6. 0%o、 放射
娘モニタ リ ング強化区域－ 9. 1%o） のに対して、 2006年以降には破局的な負の水準となっている （強制
移住区域－ 20. 6%o、 自主的移住保障区域－ 14. 0弘、 放射線モエタ リ ング強化区域－ 21. 5恥）。 1986 ～
2003年の 18年聞に、 放射能汚染地域に於ける人口喪失は4万 8800 人に遣した。 人口の純興失は、 2
万 5200人の死産と、 6900入の死亡超過によ り生じた。 妊娠可能年齢の女性 1000人あた り の死産数は、
1986年の 8人から 2001 年の76入へと 9.5倍に増え、事故後の全期間を通じた死産率は41.1%。に達した．
観察対象区横に於ける 15～ 49歳の女性の死産率は、 全国平均と同水準であった。 1986 ～2003年のそ
の数値は 14.2協であ り 、 これは放射飽汚染領域内水準の 1/3 である。
1991～2005年の汚染地域に於ける人口喪失は、その周辺地域よ り も大きかった。我々の推計によれば、
1991 ～ 2（粉年の強制移住区域及び自主的移住保障区域に於ける人口喪失の 52 ～ 98%は、 （強制また
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闘 4.4 放射能汚染区域の区分毎の ”” ～ 2005 年に於ける人口鹿失事 ｛単位 ： %）
註 ： 第E区域＝強制移住区域、 第皿区域＝自主的移住保障区域、 第W 区域＝放射線モニタ リ ング
強化区犠
放射能に最も汚染された地域に於ける人口褒失は、 出産適齢期の女性が出産を先延ばしにする こ と
によっても引き起こされる。 胎児の総数減少に最も大き く 寄与しているのは、 20～ 29歳の女性が子供
を産まないことである。
1979年と比較する と、 1986 ～2003年の人口喪失は、 全ての主要な死因による死亡率が全国的に急
上昇したこ と と関連付けられる。 人口喪失の最大要因は、 女性の死因の約40.0%及び男性の死因の約
24.0%を占めている、 癌以外の身体疾患である。 これに次ぐ重要な死因は癌であ り 、 全国的には死因の
15.9%だが、 汚染地域では死因の 35.1%を占める。 癌による死者の相当数は、 人口の高齢化に寄与する、
45 ～ 75歳の年齢集団に見られる。 被災者の20%は病気以外によ り死亡している。 これは、 特に被雇
用年齢及び60～64歳の集団で目立つ。
要素分析のデータによると 、 性別 ・ 地域 ・ 調査機関に左右されるが、 平均寿命が短く なったことへ
の各死因の寄与率は、 癌以外の疾患が45 ～ 65%、 癌が 10～ 25%、 病気以外が 10～45%であった。
1996 ～2000年の、 癌による平均寿命短縮化への寄与率は、 1991 ～何年の寄与率の約 1/2 に低下した。
反面、 癌以外の疾患の寄与率が 1.2 ～ 1.3倍増加した。 平均余命が最も鋭い （85%以上） 落ち込みを見
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せたのは、 15 ～ 59歳の年齢集団に於ける死者が多かった為である。 数年前から進行していた臓器と器
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年
図 4.5 強制移住区域及。放射能汚染地域に住む 0 ～ M 歳の子供述の死亡率 （単位 ： %o)
汚染地域では、 現在でも幼児死亡率が高い。 その要因は、 第一に呼吸器系疾患、 次いで出産前生活
期間中に出現する諸条件、 そして先天異常である。 従って、 入手されたデータから、 f放射線被曝は、
幼児死亡率を上昇させるだけでなく 、 その死亡要因の構成をも変化させるJ と信じるに足る根拠が得
られる。
4. 3. 2 チ ェ ルノ フイ リ 核災害の影響に よ る人口学的 ・ 社会心理学的変化の悪
影響を克服する方法
放射能危険区域 （立入禁止区域及び強制移住区域〉 は、 チ＝巳ノレノプイ リ原発の半径 100km圏内に形
成され、 事故後25年を経た現在も存在している。 そこでは、 人聞が居住するこ と も、 国家基準に適合
する農業及び他の作物並びに食物を入手するこ と も、 不可能である。 核災害とその影響によ り 、 所謂
「環境移民」 が出現した。 二つの市と 100 を超す村々が、 完全に放棄された。 少な く と も 仰 の村と三
つの町と一つの市が、 回復不能なまでに過疎化した。 ジ トームイノレ州 とキエフ州の北部に位置する約
1似鴻の村々は加速度的に過謙化してお り 、 チェルニーヒ ウ州西部でも核災害の重大な悪影響が見られ
る。 更に放射能要因に関して云えば、 1991 年に f放射能に汚染されたJ と認定された 2293 の市町村の
内、事故以前の生活条件を取り戻した場所は、25年経った現在でも存在しない。 事故後の期間を通じて、
最も汚染された地域の典型的な特徴となったのは、 死亡率の上昇であった。 これは、 慢性被曝の影響、
並びに汚染と被曝の程度に依存する身体疾患を原因とする。 この規則性は、 外｜ レベルでも、 地区レベ
ルでも明確であった。 まとめると 、 これらの要因は、放射能汚染地域に、全国と比して、重大な人口裏失・
活力誠退 ・ 余命短縮をもたら した。
放射能汚染と公衆の被場線量を考慮する と 、 放射能汚染地域内に於ける人口学的状況を改善する為
には、 国家安全性基準に適合する放射能条件を創り 出す必要がある。 放射能汚染に曝された市町村を
回復するこ とは、 既に長年に亘って、 ウクライナに於ける核災害の影響を除去する為の活動によって、
構想されてきた。 しかし、 一度も実行されたこ とはない。
男性を含む、 被雇用年齢及びよ り 高齢の人々の死亡率を下げることに、 主要な努力が向けられている。
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移住政策の策定に際 しては、 現在の放射能条件 と 予想 さ れる 被曝線量水準を考慮す る こ と も必要であ
る。
現在の社会経済条件下 と 電離放射線の影響の為に、 事故処理作業従事者の健康は悪化 している。 彼
等の死亡率は、 放射能汚染地域居住者に次いで高い。 こ れ ら 二つの被災者集団に共通す る のは、 極 め
て 高い死亡率 と 、 血液循環器系 と 消化器の病気 に よ る 死亡率が上昇 してい る こ と であ る。 従 っ て 、 こ
れ ら の被災者集団への 医療的支援の改善 一 即 ち、 慢性疾患を予防 して死亡率を低減 さ せる 為の治療 と
診察 ー は、 核災害の影響を除去する為の長期的活動に於いて、 次の重要な方向性 と な る べ き で あ る 。
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4. 4 ウ ク ラ イ ナ市民の核及び放射能の リ ス ク に対す る 認識 と 日 常生
活での リ ス ク を軽減す る 為の手法の実施
被災者の現状は、 その全容はま だ決定 さ れていない、 放射生態学的 リ ス ク の増 大 に よ り 特徴付け ら
れる。 増 大 した リ ス ク の 中で生き て い く こ と は、 不安 ・ 将来への疑念 ・ 自 身 と 子供の健康に対する 心
配 を 引 き 起 こ す。 被災者達の殆 どは、 長期にEる 不安定な状況への耐性が低 く 、 状況に う ま く 適応で
き ない。 つ ま り 、 正常な 日 常生活 を独力で取 り 戻す こ と が で き ない。 従 っ て、 現状を分析す る 上 で ど
んな リ ス ク が根底に存在 し ょ う が、 それが主観的 リ ス ク なのか客観的 り ス ク な の かに拘わ らず、 被災
者遣は、 危険に立ち 向 か う 機会が殆 どない。 危険の程度 と い う も の は、 実際の 日 常の条件に対す る認
識 と それ ら を改善す る 為の方法に左右 さ れる も ので あ る 。 こ れ ら は、 現在 と 将来の生活を構築 してい
く 為の、 現状に即 した将来志向の機会を見つけ る 好機 と 関連 している。
核の危険 と 放射生態学上の危険の実態に関する知識水準を向上 さ せ る こ と は、 依然 と して、 被災者
に と っ て の喫緊の課題で あ る 。 と い う の も 、 こ れ ら を把握する為には、 チ ェル ノ ブイ リ 後 の状況の主
観的及び客観的評価が必要だか ら で あ る 。 今 日 では、 核 と 放射能の客観的 り ス ク を測定する機器も発
達 し、 科学的 に も 実用 的 に も 明確に定式化 さ れて い る 。 即ち、 自 然環境一般及び特に公衆衛生の双方
に対する 危険の程度は、 実際の 自 然環境条件 に 関 す る デー タ に基づいて推定 さ れる。 し か し な が ら 、
客観的評価 と は別に、 人は状況を純粋に主観に基づいて認識 し が ちであ り 、 それに よ っ て 主観的 リ ス
ク を形成する。
放射能 に汚染 さ れた環境下では、 通常、 個人は社会的に も 心理学的 に も 不快 を催す。 そ の不快は、
事故後の精神的打撃に よ る も の で あ る 。 知何なる外的要 因 に よ る負の影響 も 、 主観的幸福 を損な う か
ら で あ る 。 し か し、 放射線被曝の影響は、 他の負 の影響 と は特に具な る。 あ る 被曝量ま では、 人は、
例 え ば寒 さ や暑 さ や光や音を感 じ る よ う には、 放射線の影響を物理的 ・ 精神的に知覚する こ と がで き
ない。 それでは何故、 チェルノ プイ リ 核災害は、 被災者の社会心理学的な幸福 を損ない、 非常に大規
模に社会的適応性を傷つけ る と い う 、 極めて深刻 な負 の影響を及ぼ し得た のであろ う か。 その理由は、
第ーに事故に よ る 心的外傷で あ り 、 第三に多数の被災者が立入禁止区域に長期 に亘って留ま っ た こ と
であ り 、 そ して第三に低線量放射線の長期的影響であ る 。
殆 どの人々 は、 科学的知識に基づいてではな く 、 「何が安全で受容でき る も の か」 と 「何が危険で避
けた方が良いのか」 に 関する本能的で主観的な判断に基づいて、 周 囲の世界を評価す る。 こ の非常に
主観的 な判断が、 人々 の社会心理学的感情を形成する。 そ して生活に悪い こ と が起こ れば、 例 え身体
は健康であ っ た と して も 、 抑欝 と 落胆が生 じ る 。
社会的な主観的 リ ス ク が生 じ る かは主に、 被災者が 日 常生活の問題に対処す る 能力 を有する かに懸
っ て い る （表 4.13） 。 重要な事実は、 30 km 圏 に居住する被災者の 97%が 日 常生活の問題への対処に最
善 を 尽 く して して き て い る の に対 して 、 こ の数値は強制移住 区域では 78%、 「非汚染」 区域では 85%
になる こ と であ る 。 30 km 圏 内か ら の 自 主的移住者の一割 （11%） は、 全ての問題を克服 して充実 した
生活 を送っ て い る 。 こ の割合は、 強制移住 区域では 7%であ り 、 「非汚染」 区域では 5%である。 しか
し 「ただ生き延びている だけ」 ま た は 「絶望へ と 駆 り 立て られて い る 」 人々 はずっ と 多 く 、 30 km 圏で
62%、 強制移住区域で 43%、 「非汚染」 区域で 50% に達 した。 従 っ て 、 ヴ ク ラ イ ナは、 全体 と して貧
窮化 して不幸である。 直面 した問題を完全に或いは部分的に克服 した人々 の割合は、 全三集団で等 し く 、
35%であ っ た。
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表 4.13 チェルノブイリ核災害の被曝者に対する 「あなたの現在の生活を特徴付けて下さい」 という質問に
対する回答の内訳 (2001 年 ； 標本数 1200 ; % 表示）
生活の特徴 被災地域 「非汚染」 区域立入禁止区域 強制移住区域
充実 した生活を送 り 、 全ての問題に対処 している 11 7 5 
常に顛難辛苦に立ち向かえている訳ではない 24 28 30 
生活を楽 しんでな どいないが、 生き延びている 57 40 46 
絶望へ と 駆 り 立て られている 5 3 4 
何 と もEえない 3 22 15 
合計 100 100 100 
恐怖の リ ス ク （表 4.14） 。 原発が稼働を停止 してから既に長期間が経つので、 チェルノ プイ リ 原発事
故再発の恐怖は、 歴史的 に否定 さ れた と 云 え る 。 驚 く べき は、 「非汚染」 地域の住民 （54%） と 比較 し
て、 「チェルノ プイ リ 」 の人々 （48%） が深刻な不治の病を恐れていなかっ た こ と だが、 ザカルパ ッ チ
ャ 州 の住民に至 つ て は こ の割合は 31% とずっ と 低かっ た。 当然のこ と だが 、 ザカノレパ ッ チ ャ州 の住民
(34%） は、 他の地域の住民 （20 ～ 22%） よ り も 1.5 倍 も 自 然災害 を恐れて いた。 「非汚染」 地区 （26
%） では、 困窮 して乞食に な る こ と への恐怖が、 二種類の被災地域 (12 ～ 18%） よ り も 有意に高かっ
た。 同 じ こ と が失職への恐怖について も 云 え た （28%対 6 ～ 12%）。 不安は危険を招 く が、 （チ ェルノ
ブイ リ 核災害の被曝者の 白 己評価に基づけば） その蓋然性は、 （a） 環境への脅威に関連する も の － 0.81 ;
（町 子供の健康に関連する も の － 0.70 ; (c） 社会生活に関連する も の － 0.68 ; (d） 産業活動に 関連する も の
- 0.57 ; (e） 家庭環境に関連する も の － 0.44 ； と なっ た。
表 4.14 チェルノブイリ核災害の被曝者とザカルパッチャ州自然災害の被災者に対する、 「あなたが最も恐
れる災厄を挙げて下さい」 という質問に対する回答の内訳 (2001 年 ； 標本数 1200 ; % 表示）
第 I 及び第 E 区域の ザカルパ ッ チ ャ 州 「非汚染」 地
核災害に よ る 被曝者 自然災害の被災者 域の住民
1 チェルノ プイ リ 原発事故の再発 59 14 19 
2 深刻な不治の病 48 31 54 
3 ウ ク フ イ ナでの別の原発事故 24 18 19 
4 自 然災害 22 34 20 
5 「石棺」 での事故 18 6 5 
6 困窮 して乞食にな る こ と 12 18 26 
7 職を失 う こ 左 12 6 28 
8 犯罪 と 不良 に よ る 暴力 10 5 15 
9 交通事故 7 9 11 
10 労働災害 5 8 7 
11 キ ノ コ な どに よ る 中毒 2 
註 ： 第 I 区域＝ 立入禁止 区域、 第 E 区域＝強制移住区域
所謂 「犠牲者症候群」 は、 被災者の主観的 リ ス ク を形成す る 最 も 重要な要因である。 その重要性は、
政治家の推論やマ ス コ ミ に よ っ て増 強 さ れた。 し か し、 マ ス コ ミ が し ば し ば伝え て き た情報た る や、
国家の貧弱な経済発展 ・ 不安定な政治環境 ・ チェルノ プイ リ 事故の影響や危機や政権交代その他の要
因 に よ り 悪化 した公衆衛生 と い っ た社会背景に対 して、 専門家が 出 した結論に よ っ て証明 も支持も さ
れない よ う な代物に過ぎなかった。
2007 年に、 被災者達が、 彼等の 目 か ら見て、 健康に最も 重大な影響を与 えた負の要因であ る と 認定
したのは、 チェルノ プイ リ 事故の影響 － 58% ； 家族の貧困化 － 38% ； 生態学的状況 － 30% ； であ っ た。
その際に、 彼等が、 食料の品質 －22% ； 不健康な生活習慣 － 16% ； 喫煙 － 14% ； 有害な作業環境 － 13% ;
飲酒 － 8% ； と いっ た 、 実際に人間 の健康に深刻な悪影響を与 え る 要因 を と て も 過小評価 したのは、 驚
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く べき こ と であ る。 よ っ て、 チェルノ プイ リ 核災害 に よ る社会的影響を分析す る 際に、 主観的 リ ス ク
と 客観的 リ ス ク を比較対照 して、 事故後の状況に於 け る 特定の問題に 関 して、 どち ら の リ ス ク への対
処を優先 させるべき かを明確にする必要が あ る 。
被災者及び ワ ク ラ イ ナ全国民の危険意識の発現は、 行政的 ・ 産業的 ・ 専門 的 ・ 全国的文脈 ー 即 ち、
広義の社会的良識一般 ー に於 け る 、 放射線能に対する安全文化の形成 と 更な る 強化に懸っている。 負
の要因 に抵抗する為の毎 日 の 日 課 を こ なす能力 が、 安全文化の有効性を規定 している。 主観的 リ ス ク
の程度を大幅に低下 さ せ る のは、 専門的 （医学的 ・ 教育的 ・ 情報的 ・ 産業的 ・ 経済的 ・ 行政的） なサ
ー ビス と 資源の利用可能性の向上 と 、 個人に よ る安全規則の学習である。
医学専門家の評価に よ る と 、 （a） 早期の診断 と 時宜を得た治療 ・ 健康増進 と 心理学的調整 ； (b） 充分な
栄養摂取 ； （c） 健康を 自 力 で改善する方法の習得 ・ 疾病予防 ・ 健康な生活習慣の順守 ； に よ り 、 深刻 な
病気に橿息する リ ス ク を減 ら す こ と が可能である。
経済的 ・ 物質的 ・ 職業的な危険要因は、 中央政府 ・ 地方 自 治 ・ 産業機構の統合整理、 能率的で放射
能に対 して安全な業務 と 管理手法の実施、 被曝放射線量及び放射生態学的モニタ リ ン グの改善、 放射
能に対 して安全な生産手法の開発、 放射能汚染地域内に於 け る 安全な行動 と 作業に関する 訓練な どに
よ り 、 減 ら す こ と が可能であ る。
教育に関 しては、 放射能の危険に対する予防 ・ 健康増進 と 病気予防の方法 ・ 汚染地域での安全な行動 ・
心理学的適応 ・ 自 己管理な どの訓練を、 就学前教育や学校教育の課程、 並びに妊婦や幼児の居 る 家庭
への啓蒙活動に、 導入する こ と が提案 されている。
死活的 に重要 なのは、 日 々 の、 特に象徴的な、 核災害の負 の側面 を人聞 に と っ て潜在的 に肯定的な
も のへ と 「転換」 する為の、 知識 ・ 技術 ・ 心情 ・ 経験に基づ く 手法である。 極めて有効なのは、 日 常
的な放射能に対する 安全性の能力 と 文化を回復 し、 それを他の人々 に伝達する こ と であ る 。
「放射能に対する安全文化の形成 と 改善」 の為の政策が抱える現在の課題は、 以下の指針にある。
一 復興 と 回復の機会拡大に際しての、 被災者の社会的地位の活性化 と 職業的支援の供与に向 けた、
法的根拠の見直 し。
ー 人員 と 資源の供給に際 しての、 全階層の被災者に対する、 教育活動 ・ 情報活動の強化。
以上の業務を首尾 良 く 実施す る 為 に は、 膨大な経験 と 「チェルノ プイ り 」 問題について 専門家達が
蓄積 した広範な知識を活用すべきである。
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4. 5 国連チ ェ ルノ ブイ リ ・ フ ォ ー ラ ム勧告の ウ ク ラ イ ナ に 於 け る 実
施 ： 被災地域共同体の復興開発事業の完遂
社会文化的及び社会経済的活動の推進は、 国際 レベルで も 圏 内 レベルで も 、 チェルノ プイ リ 核災害
に よ る影響 を克服する 為 の最優先課題に定め られた。 国際 レベルでの決定は、 報告書 「チェルノ プイ
リ 核事故の人間への影響 ： 復興戦略」 中 の持続可能な発展に関する 国連決議に よ っ て な さ れた。 圏内
レベルの決定は、 ウ ク ラ イ ナの国家政策、 就中チェルノ プイ リ 核災害の影響を最小化する た め の 2006
～ 2010 年度国家計画及び 「チェルノ プイ リ の負の遺産 ： 健康 ・ 環境 ・ 社会経済への影響」 と 題 さ れた
チェルノ ブイ リ ・ フ ォーラ ム の深遠な科学報告書に よ っ て な さ れた。
チ ェル ノ プイ リ 事故は、 家内産業 と 中規模企業の発展 を含む社会経済的活動に、 多 く の負の影響を
及ぼ し た。 そ の代表的 な も の は、 （吋 「放射能汚染」 ー 殆 どの農場が閉鎖を余儀な く さ れ、 中小企業 も
農業に立脚 して いた為、 チェノレノ プイ リ 核災害の影響を最 も被ったのは、 農村地域であ る ； (b） 「住民
の人 口 構成」 一 大規模な移住 ・ 低出生率 と 高死亡率 ・ 被災地域の高齢化、 こ れ ら に よ り 中小企業が採
用 を行 え る 可能性が減少 した ； （c） 所謂 「犠牲者症候群」 に よ る 無気力 ； （d） 私企業経営に関する情報 ・
権利 ・ 機会の不足な ど ； である。
国連チェル ノ プイ リ ・ フ ォ ー ラ ム の勧告に よ れば、 上記の問題に取 り 組む為以下の こ と が な さ れる
べ き で あ る 。
1 .  社会的交流の改善・地域共同体に よ る取組の育成・都市 と 村落に於ける経済事業を通 じて、 避難 ・
移住 ・ ソ連崩壊 に よ っ て滅失 した、 社会単位の回復を促進する こ と ；
2. 尊厳あ る 経営の回復 左 貧困 の克服を 目 標 と して、 特に農業 ・ 食品部門に於いて、 所有形態の如
何に拘わ らず、 中小企業の設立 と 発展を推進する こ と ；
3. ポ リ ーシャ地帯に於け る 、 専門的なエ コ ツー リ ズム と 生物多様性保全の発展に資す る 、 可能な
全ての手段を尽 く す こ と 。
2002 年後半、 社会心理学的 ・ 経済的問題を包括的に克服する為の革新的で有効な手法を ウ ク ラ イ ナ
政府が実施す る の を 支援する為に、 「チェルノ ブイ リ 復興開発計画 （CRDP) J と い う 名称の、 UNDP と
ウ ク ラ イ ナ緊急事態省の合同事業が立ち上げ られた。 CRDP の 目 的は、 自 己 の居住地の問題を、 人々 が
独 自 に解決 して い く よ う にす る こ と であ る。 その為に、 被災 した市町村 に あ る 社会単位の回復、 人々
が独力 で問題 を発見 して取 り 組む能力の形成、 自 治経験の獲得を支援する。 これ ら全て の活動は、 被
災者の生活水準の向上に資す る はずであ る。
2002 ～ 2009 年に、 279 の地域共同体組織が設立 さ れ、 被災地の 192 村で 「地域共同 体 と 中央政府 ：
復興開発の相棒」 と い う 原則の実施の為に活動 してい る。 そ こ に住む 2 万を超える人々 は、 CRDP に支
援 さ れて、 190 の杜会経済的な取組 （水道 ・ 学校 ・ 洗濯場 ・ 救急車待機所の再建、 ガス供給の確保、 公
民館 ・ 青年女性会館の設置な ど） を実施 している。
あ る 事業の実施 に あ た っ て、 地域共同体は、 地方政府 ・ 州や地区の地方議員 ・ 地元の実業家 と 協力
関係を確立 しな く て は な ら な い。 特筆すべき は、 正 に起業家 と 実業家が、 地域共同体に よ る 事業の実
施 に重要な役割を果た して い る こ と であ る 。 CRDP の経験は、 地域共同体が取組の成果を上げる の に、
実業家が大いに貢献 している こ と を示 した。 特に、 1800 万 UAH を超え る 地域共同体事業の総経費の内、
約 9% に あ た る 200 万 UAH 以上が、 地元の 出資者か ら拠出 さ れた。 上記事業への資金援助は、 平均す
る 左 、 17%ま で が 当該地域共同体 自 身、 40% ま で が地方行政 当局、 30% までが CRDP に よ る も ので あ
っ た。 地域共同体業は、改善 さ れたサー ピス と 生活水準を利用可能にする と い う 面で多大な効果が有 り 、
その成果を受益 した者は約 20 万人に も な る。
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幾つかの地域共 同 体に よ る 取組は、 小規模企業の設立 を 目 的 と し て いた。 例 え ば 「 プ ロ メ テ ウ ス j
共同体は 2006 年に、 オー ヴルチ地区チェ レ ピン村に、 広範なサー ビス を提供する家事セ ン タ ーを設立
し た。 同 セ ン タ ーは 6 名 を雇用 したが、 そ の 中 に は失業 していた人も いた。 こ の成功 を受けて 「プロ
メ テ ウ ス 」 共同体は、 2008 年に家畜授精セ ン タ ーの設置を決定した。
CRDP の枠内で、 地域共同体は 2002 年～ 2009 年に、 3 のサー ビスセ ン タ ー と 40 の青年会館 ・ 公民
館を設立 したが、 こ れ ら は社会事業 と して運営 している。 地域共同体に よ る 開発の取組は、 経済を活
性化す る だけでな く 貧困 も 克服す る。 信頼 と 批判的思考 と 共同作業に基づ く 、 地域共同体に よ る 開発
過程に よ り 、 個人生活をE して個人的恐怖 と 日 常の問題を克服する こ と が可能 と な る。 付け加 えれば、
自 己の生活を正す こ と は、 私企業設立の大前提であ る 。
問題に取 り 組む為 に、 CRDP は、 最 も 酷 く 被災 し た 4 州 に あ る 、 七つの経済開発局を含むネ ッ ト ワー
ク の設立を支援 した。 その七つの内、 三つはジ ト ーム ィ ル州 （プルシ リ ヴ・ コ ー ロ ス テニ・オーヴルチ） 、
二つはキエフ州 （ ポ ロ デ ィ ア ンヌ カ ・ イ ヴ ァ ンキ ヴ） 、 一つ は リ ワネ州 （ ドプ ロ ー ヴェ ツ ィ ア ） 、 も う
一つはチェルニー ヒ ウ州 （ リ プキ ェ ） に あ る 。 競争優位を築き 上げ、 投資を誘致 し、 そ の他の情報的 ・
手法的支援を州 の実業家に提供する こ と が、 開発局の業務であ る。 こ の使命を果たす為に、 開発局は
訓練さ れた人員 と 最新の機器を備え、 起業を計画 し て い る 人々 の相談に 日 々 応 じて い る 。 不幸に も 、
2010 年の段階では、 被災地の広範な部分ではイ ン タ ーネ ッ ト への接続が不能であ っ たので、 独 自 の調
査活動は制約 されている。
チェルノ プイ り ・ フ ォ ー ラ ム は ま た、 中小企業に対 して別の方向性、 即 ちエ コ ツ ー リ ズム開発も推
奨 している。 伝統的に、 ポ リ ーシャ地帯は行楽地であった。 2009 年 と 2010 年に、 リ ウネ州、｜ と チ ェルニ
ー ヒ ウ州 の被災地で、 エ コ ツー リ ズムへの取組に 関する検証が行われた。 こ れ に よ り 、 エ コ ツ ー リ ズ
ム受入農場所有者の大部分は、 事業展望 も持たずに、 ただ家族の経済状況を改善する為に事業を始め
た こ と が明 ら かに な っ た。 加えて、 彼等には当初資本金を用意する必要が あ っ た。
家内産業の設 立 と 運営に は法的根拠が ないので、 起業家は経済的保障 と 社会保障を受け ら れない。
ま た 、 高失業率 に も 拘 わ ら ず、 ボ ラ ンテ ィ アの範囲 も 著 し く 制 限 さ れている。 例 え ば、 リ ワ ネ州 で最
も 酷く 被災 した 3 地区で行われた世論調査は、 回答者の 36% が 「す ぐにでも雇用 を創出する こ と が必
要だ」 と する一方で、 現在の複雑で不確実な状況下で起業を希望する者は 4 ～ 5% しかいないこ と を示
した。 こ の割合は、 全国平均 8% の半分 と い う 低 さ であ っ た。
中小企業が発達すれば、 被災地域内の経済状況を改善 し、 雇用問題に部分的に取 り 組め る で あ ろ う 。
し か し な が ら、 現状では企業の取組はま だ試験段階であ り 、 問題に体系的に取 り 組む処ま で至っ てい
ない。 企業発展の潜在能力 を十分に引 き 出す為には、 小規模企業 と 家内産業の為の法的根拠を時代に
合わせた も の にす る こ と 、 企業発展の機会について の情報を人々 に広め る こ と 、 私企業の設立手続を
し易 く す る こ と 、 そ して既に起業 した個人 と 起業 を計画 し て い る 個人に対する 相談を行 う こ と が、 必
要であ る。
2007 年 11 月 20 日 の決議に よ り 、 国連総会は、 チ ェルノ プイ リ 核災害が重大な杜会心理学的 ・ 経済
的影響を も た ら した こ と を、 再度確認 した。
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第 5 章 ： 石棺 と 廃炉
5. 1 石棺転化戦略
生態学的に安全なシステムへの石棺の転化に関連する活動の主要な原則 ・ 目 的 ・ 戦略分野は、 1997
年に策定 さ れた 「石棺転化戦略」 に於いて、 初めて確立 さ れた。
石棺転化実施計画 （SIP） の第一段階の主要な結果に基づいて、 「石棺転化戦略」 は洗練 さ れ、 チ ェ
ルノ プイ リ 原発問題の包括的な解決の為の省庁問委員会決定 （2001 年 3 月 12 日 ） に よ っ て承認 さ れた。
世界的 に認識 さ れた基本原則 と 、 現行の安全規範 ・ 規制 ・ 基準の要件を反映 した、 客観的な安全基
本方針は、 こ の戦略の基礎を成 した。
開戦略は、 生態学的に安全な システ ムへの石棺の転化の為に、 以下の基本的な三つの段階を設定 した。
第一段階 － 既存の施設の状態を安定化 さ せる。 作業の信頼性 と 構造物の耐久性を高める。 石棺
の安全性の強化及びモニタ リ ングの為のシステム を確立する。
第二段階 一 保護障壁を増設する。 こ の第一の 目 的は放射能の閉 じ込めで、 これによ り 第三段階で
の技術的な作業に必要な条件を整備 し、 作業員 ・ 地域社会 ・ 環境の安全性を確保する。
第三段階で石棺から燃料を含んだ物質を撤去する 士程を策定する為に、 土学的 ・ 技術
的な準備作業を行 う 。 石棺内部の放射性廃棄物の管理の為にイ ン フ ラ を整備する。
第三段階 一 燃料を含んだ物質や長寿命放射性廃棄物 を石棺か ら撤去する。 撤去 した物質の状態
を整え、 現行の基準に従って、 放射性廃棄物貯蔵施設に於いて更なる貯蔵 と 処理を行
う 。 石棺を処分する。
第一段階と 第二段階の為に計画 さ れた作業の大部分は、 石棺転化実施計画 （SIP） に従って実行 さ れ
ている。 加 え て第一段階の計画の一部は、 既 に完了 している。 それ ら は、 特にエ ア ロ ゾノレを抑制する
シ ス テ ム の更新 と 工学的構造物の補強であ る。 統合 さ れた 自 動モニ タ リ ン グ シ ス テ ム を創出する業務
は、 ほ ぽ完了 している。 新 しい石棺 （NSC） の設計が進行 中であ り 、 こ れが建設 さ れれば、 石棺を生
態学的に安全な システム に転化する為の更なる計画を実施する前提条件を創 り 出すこ と にな る だ ろ う 。
5 .  1 .  1 石棺肉 に存在する核物質 と 放射能の安全性の現状
石棺内の放射性物質と 核物質
事故の活性期 に生成 された様々 な状態の核燃料は現在石棺内に有る。
使用済核燃料の塊を含む物質 （FCM） には以下の 3 種類がある ：
一 炉心部の破片 （FRC) ; 
一 燃料の粒子 （燃料由来のエア ロ ゾル） ；
一 燃料を含む溶岩状の物質 （LFCM）。
こ れ ら の大部分は中央ホール と 原子炉の真下の 305/2 区画にある （図 5.1 参照）。
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図 5.1 305/2 区画に寄在する破壊された原子炉炉心部の破片
使用済核燃料の大部分は、 原子炉圧力容器と原子炉の下に位置する 305/2 区画に入り込み、 そこで高
温に遣するまで発熱した。 燃料の破片は、 ジルコエウム ・ 金属加工物 ・ 生物学的防護の為の蛇紋岩の
充填物・砂・ コンク リ ー ト といった構造資材と反応し、 高 レベル放射性燃料を含む溶岩状の物質 （LFCM)
を生成した。
LFCMは、 複数の区画 ・ 廊下 ・ ケーブルの導管 ・ その他の侵入可能な経路に広がった。 そしてチェ
ルノプイ リ原発4号炉内部の様々な階層で、 多様な形で固まった （図 5.2参照）。
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図 5.2 燃料を含む溶岩状の物質の様々な形態
LFCMは、 130 t にも上る ウランの使用済核燃料 ［1］ と 、 原子炉の中で生成された放射性核種のかな り
の分量を含んでいると思われる。 従って、 LFCMは、 現在も核の危険 ・ 放射能の危険 ・ 放射生態学的
危険の主な要因であり続けている。
破壊された 4 号炉の中に残っている核燃料全量の評価は、 放射性降下物の研究に基づいている 問。
そして現在この研究は、 最初原子炉の中に入っていた核燃料の約 95%は石棺の中にある という推定の
根拠となっている。
義 弘2 2010 年末時点の石棺内にある放射性核種の比放射能度 （単位 ： Bqlg－ウラン）
α線放出核種 9線放出核種 β線y 線放出接種
ぉ8Pu-6.41 ・ 106 ”Sr-6.63 ・ 10$ l句h-2.86 ・ 104
23ヤu- 5.0 ・ 106 鈴Y-6.63 ・ 108 i:zssb- 1.75 ・ 1ゲ
2句u-8.18 ・ 106 1句11-2.86 ・ 1が 134Cs-2.43 ・ 1ザ
2“Pu-2.30 ・ Hf 14Tm-6.00 ・ 106 137Cs-7.98 ・ 10富
242Pu- 1.30 ・ 1()4 241Pu-2.97 ・ 10章 144Ce- 8.15 
241Am. -2.24 ・ 107 154Eu- 1.0S ・ 107
制Am-5.15 ・ 103 155f:u-2.04 ・ 106
鮒Cm-8.65 ・ 10s
合計～2.5 ・ 10u臥¥Jcg－ウラン
その結果、 現在石棺内の放射能は約4.8 × 1011Bq となる。
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核燃料を含む溶岩状の物質 （LFCM） の幾何学的配置と空間的分散に関する最近の詳細な調査 ［3］ に
よれば、 生物学的防護システム 「E」 の周辺の4号炉の上部の二箇所で、 LFCMの蓄積が見られる。 ｛図
S.3 善良県｝
図 5.3 破壊された 4号炉内の燃料を含む溶岩状の物質
計算によると 、 破壊された4号炉の上部のLFCM （二駿化ウラン 1 t分に相当） は、 重量が最低でも
15 t以上あることが分かった。 この事実は、 中央ホールからの使用務核燃料の撤去戦略を策定する際や、
石棺を生態学的に安全なシステムに転化する為の次の段階で、 考慮されなければならない。
実験データの分析によれば判、 ウラン燃料を多く含むFCMの堆積は、 305/2 区画内の南東部 （304/3
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305/2 区画内のウラン燃料を多く含む溶岩状物質が存在する一帯
45 
詳しい調査の結果、 LCFMの生成シナリ オを新しい角度から考えるこ とが可能となった。 燃料チャ
ンネルの破損 ・ 燃料のメ ノレ トダウンと炉心の南東部への拡散の結果、 原子炉空間の圧力が減少した。
圧力変化が原子炉の土台 fOPJ を 3.85m押し下げ、 3000t以上の重さの生物学的防護システム 「EJ を
持ち上げて吹き飛ばした。
この過程は、 強力な圧力変化の本質を示した。 原子炉の土台は沈んだ。 障害物のない空間の中を、
305/2 区画の南東部の壁と原子炉の土台と生物学的防護タンク fJIJ との聞の割れ目 に向かって、 溶け
落ちた燃料が飛んだ。
水蒸気と水素の混合物の爆発の結果、305/2 区画の南東部の 114が、破壊された炉心の破片で埋まった。
その結果、炉心の破片が f溶鉱炉J の構造を形成した。 その 「溶鉱炉J の構成は、 f焼結物J （ジノレコニウム、
二酸化ジルコニエウム、 二酸化ウラン、 金属） ; rコークスJ （プロ ック状 ・ リ ング状 ・ プラグ状の黒鉛の
塊） ； 「スラグ状の流動体J ｛蛇紋岩、 伸縮継ぎ手や隙聞に挿入された詰め物） から成る 向。 最初に、 f溶
鉱炉j の全ての構成物は高温に熱せられた。 そして、その下部も熱で溶けたものによって熱せられ、徐々
に炉心の下のコンク リー ト台も溶かしていった。
「溶鉱炉J はその構成物を消費しながら徐々に冷めてゆき、 「焼結物J は 305/2 区画と 304/3 区画の聞
の壁の開口部から流れ出し、 黒いLFCM の水平の層を形作った。 更に、 f溶鉱炉j の中に含まれていた
燃料が沈下していった為、 徐々に燃料の漉縮が起こ り 、 f焼結物J (LFCMト 燃料 ・ 金属の三層から成
る合成物を構成した ： ｛図 5.5 参照）。
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標高9.7 m よ り上部に位置する一番上の層は、 ウランが少ない黒いLFCM （比重の軽い溶融酸化物が
凝固したもの） である。 一番下の層は、 ノレテニウムを多く含む金属で形成されている。 ウラニウムの
凝縮が 50%を超えている中聞の層 〈比重の重い溶融酸化物が凝固したもの） は、 燃料を含む物質の混
合体を形成しているが、 調査がそこに及んでいないので、 その組成と構造はまだ分からない。
メルトダウンは標高 9.1 m の位置で発生したが、 その場所は現在水で満たされている。 燃料がコンク
リ ー ト と相互作用 した結果起こったメル トダウンの位置は、 国際共同事業CORPHAD.2 の下で行われ
た実験の結果によ り 、 証明された ［7］。 このシナ リ オによれば、 1986年の事故後6 日 自に大気中に放出
された核分裂生成物の濃度が上昇したこ と を説明するこ とができる。 この現象は、 所謂 f溶鉱炉」 の
層が薄く なった後に消失したこ と と関係していた可能性がある。 核分裂生成物は、 10 日 目 には溶融物
の表面が固ま り 、 メ ノレ トダウンが発生した場所から大気中への核分裂生成物の放出が妨げられたこと
によ り 、 劇的に減少した。
チェルノプイ リ の溶融物の形成と拡大が始まった段階で 305/2 区画で起こった過程に関する、 新しく
得られたデータ とその分析に基づいて、 2010年にこの区画での核燃料の分布に関する専門的評価が行
われた。
評価は、 七つの異なる代表的な箇所で行われた 向。 305/2 区画の使用済核燃料の全量は、 80土 30 t （ ウ
ラ ン｝ である と評価されている。 305/2 区画に蓄積された、 核燃料を含む溶岩状の物質 〈日CM） の分
布に関する専門的評価は、 表 5.2 に示されている。
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3鮒n. 区画に蓄積された LFCM の分布に関する専門的評価
区画 核瀦科を含む物質 （FCM） の蓄 蓄積した FCM の特質 FCMの量 ウラン懲料積がある筒所一標高 （m) (m3) の量ω
No. I－標高＋8.400～＋11.000 黒色のLFCM, FRC 150- 180 36土 12
30512 No.2－標高 +9.000～＋11.000 褐色と黒色のLFαι 80-100 25土6PRC も存在し得る
No.3 －標高＋11.000～＋13.500 日＇CM， 「緯鉱炉J .FRC 5- 10 3土2
No.4－標高＋11.000～＋16.500 脆いPCM 40 - 60  3.5 土2
30512及び No.5－標高＋11.000～制服 LFC肌 「溶鉱炉J ,FRC, 70-100 12土750412 脆いFCM
No.6－標高＋16.000～＋24.000 鍾乳石－LFCM 0.7- 1.4 0.2土0.1
30512 No.7－標高 +9.700 LFCM 最大で20 最大で 1.5
義 S.2
石棺内の放射線及び核危険物質の状態 ・ 動態予測 ・ 位置に関する情報によ り 、 石棺内の核 ・ 放射線 ・
放射生態学的危険の評価が可能とな り 、 石棺を生態学的に安全なシステムに転化するのに最適の解決
法を策定できる よ う になる。
石揺の核の安全性
1”。年6月 19 日 に、304/3 区画で中性子量の増加が記録された 問。 急激な増加は6月 29 日 に始ま り 、
周囲の自然放射線よ り も 60倍も多い量に遣した．
この事象が起こった要因と進展に影響を与えた要素を詳細に調査した結果、 中性子の変調は、 上か
ら落ちてきた水が熱い （100℃以上） 多孔質の堆積物が有する穴に集中的に浸透した期間と一致してい
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れる正の反応度によって、 堆積物が臨界超過状態に遣したからである。 臨界出力は、 堆積物内の水量
が臨界に最適なまを超えた時に止まった。 水面の上昇は負の反応度とい う結果にな り 、 更に水が浸入
するこ とによ り 、 堆積物が来臨界状態に戻った。
温度と中性子量の変化を長期的にモニタ り ングした結果、 305/2 区画に高い濃度 （40%以上） の核燃
料を持ったFCM の堆積物が存在する蓋然性が高いこ とが分かった。
温度測定データの体系化によ り 、 この区画の土台の床構造に対応する等温線地図を作成するこ とが
可能となった。 その結果、 305/2 区画に激しく発熱している箇所が二つ存在することが明 らかになった
｛図 5.7 参照） 向。
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図 5.7 305/2 区画に於ける核燃料を含む溶岩状の物質 (LFCM) の巨大な塊 ； ウラン濃度の高い箇所の
位置
周 り のコンク リ ー トの温度を超えている水は、 図中 1付近の水溜り群で常に観察されている。 図中
1 と原子炉下部の床の聞の温度差は高温状態で、 今日まで続いている。 （1988 ～ 1989 ; >100℃、 2010 ;
～ 20℃） 
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中性子と 305/2 区画の南東部の 114 にある核燃料を含む物質 （FCM） の堆積物の反応は、 メル トダウ
ンが発生した場所の実際の状況に合う よ う に設計された、 臨界集合体のそデルに基づいて評価された。











20 30 40 50 60 
FCM 堆積物中の水分量 （%）
図 5.8 異なる温度 ・ 湿度条件下での 305/2 区画の南東部 1/4 に存在する核燃料を含む物質 (FcM) 堆
積物が臨界に遣する反応腐のグラフ
1988年、 FCM堆積物の温度は200℃であった。 FCM の堆積物は乾燥していた為、 来臨界状態であっ
た。 1990年 6月 FCM の堆積物の表面温度は低く な り 、 100℃であった。 堆積物は多孔質である為に水
分が侵入して湿っており 、 臨界状態となった。 しかし過度の水分の浸入によ り 、 堆積物は来臨界状態
になった。 2010年以降、 FCM堆積物の温度は40℃～ 50℃であった。 堆積物は水浸しとな号 、 未臨界
状態となっている． 水分の割合が下がれば堆積物は再び臨界超過の状態を迎えるであろ う。
破壊された 4号炉下部の床を溶かしてその内部に存在する FCM堆積物に関して、 その中性子と物理
的性質 ・ 化学的性質の現時点での理解を、 こ こまで述べてきた。 しかし、 これらの堆積物の、 放射能
だけではなく再臨界爆発という核の危険の問題は、 更なる研究を必要と している．
今日 、 新しい石棺が、 燃料を含んでいる物質の温度と湿度 〈水分量｝ の状態に劇的な影響を与える
かも しれない。 従って、 核防護の為には、 通常の作業と右棺を丈夫で生態学的に安全なシステムへ転
化する作業の各段階の両方に於いて、 常に注意を必要とする。
潜在的な臨界事故を未然に防ぐ為に、 この臨界の危険のある箇所の中性子東密度を有効にそニタ リ
ングする体制を構築し、 中性子の増加を防ぐ構造と手段を開発するこ とに よ り 、 核を安全に維持管理
する制度を改善する必要がある。
「FCM堆積物の臨界超過状態を探知し、 即座にその危険を除去するJ とい う考え方に基づいている、
石棺の核の安全性に関する基本方針は、 将来的には、 f制御されていないあらゆる種類の連鎖反応の可
能性を排除するJ とい う原則に基づいて、 改訂されなければならない．
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石棺の放射能の安全性
石棺の太気中 に存在する放射性粒子
チェルノ プイ リ 事故に よ り 発生 した大気中 の放射性危険物には、 高い毒性が あ る 超 ワ ラ ン元素 と そ
れに含まれる長寿命の同位元素、 特にプル ト ニ ウ ム と ア メ リ シ ウ ム の 同位元素が あ る 。
石棺内外に於 け る 大量の放射性物質に よ る 空気の汚染は、 以下の過程が揃っ て起 こ っ た も の と 思わ
れる ：
一 施設構内の表面か ら舞い上が る 挨 ；
ー 建設や設備 を設置する作業過程で発生する挨 ；
ー 設備の構造物が崩壊する過程で発生 し、 舞い上がった挨 ；
ー 放射性崩壊や核燃料を含む物質 （FCM） を構成する物質の老化 に よ る FCM の劣化 ；
一 放射性物質の流出、 液体の乾燥、 塩の堆積物の形成 と そ こ か ら の挨の舞い上が り 。
石棺か ら空気に乗っ て運ばれる粒子には次の二つの経路が あ る ：
ー バイパス シス テ ム と VS-2 換気装置を通っ て放出する 「管理 さ れたJ 空気中の粒子 ；
一 外部の玉学的構造内の割れ 目 や開 口 部、 保修用 の マ ンホールな どを通っ て漏洩する 「管理でき
ない」 放出。
「管理で き ないj 空気中 の粒子の放射性核種の量 （最重要評価） と 構成の定期的なモニ タ リ ン グは、
1992 年から、 天窓の保修の為のマンホールの上部に設置 さ れた集積用 の板を使つ て な されている ［10］。
図 5.9 は石棺か ら放出 さ れた 「管理でき ない」 空気中の粒子の変遷を表 し た も のである。
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公)01年に放射性物質量生tflltがかな 号出属加したのは、 銭安しく ないヌ畿と夫書誌の係修作諸島の結集起こ
った．
問 事.！＞
製版年1；：：、 空気中の敏子の滋litとバイパスシステムと vsト2i島気重量!I令還して量生出�れる 「管重量され
たJ 車立予の策総のそニタ 担 ングが始1'った。 叙焔ゆ�Iこ於ける、 チzルノ プイ !J ...に よ る S 級車ま凶級
事躍の濃度 ｛幻｝ は、 0.07 ～ 23 8脚’であった。 幻放射�の糊E置の樹、 I ～ 1凶 併 であった．
吏？と、 岬〈泌 が放射飽の30%唱t占あていた． 綾子の大��I立寄託して、 l ～ 10 ミ ク ロンであ唱7ヒ。
ラ ドンと ト ロンの費量核明監獄、 石字書内の空気｝乙含哀れる泳射性総予の＂＇で終�Iな位置E唱と占めている．
これらの車産絞稲｝士、 �事宮内の放射線機割程とチ且ルノブイ 歩 由来の大気中の放射線総予の費量見に1重大な
影響t:与えている。
ラ ドンや ト ロ ンを含主t�盟気を緩い込むと、 その虫良線績がt農大の危険となる． 初歯車ならそれらのほぼ
半分由連α線放出総穏だからである． 更に、 その大きさは0.05～章一3 ミ ク ロ ンしかな く 、 勝の下昔容にま
で遣す�. 
.li"格内の ラ ドンと ト ロ ンの費量級事量の溌!lf主、 概して、 チ思ルノブイ 芦 事故によって右中宮外の大気cf>
1:::M<!l:J �れた粒子の諸島!ll'.よ り も務』、。 このことは、 石宇宙で自助く 作業員に とって負の要因であるが、 今
回 定 で省主ら作業員の内書官後湾総量fま鈴事題されていない． 追加すペき吸入線量減、 通車.狗泉佐よ号数十
%禽くなるだろう。
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近年、 石棺からの f管理できない」 放出の減少が観測されている。 更新された放射性エアロゾル抑
制システム （恥IDSS） が 2004～2（胤年に掛けて稼働したこ とは、 この減少に重要な役割を果たした。
とい うのも MOSS は、 放射性エアロゾルを抑制できる範囲を石棺の屋根の下全域に拡大したからであ
る。 〈図 5.10 と図 5.11 を拳照）。
3 
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0・ 0 ・ エアロ ゾル抑制の為の最新の噴霧システム
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困 5.11 エアロゾル抑制溶液の噴霧（A） と石棺屋根裏の破片の防護用ポリマー被覆 （ B )  
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幻滅6～2009年に掛けて、 220 t のエアロゾル抑制溶液 ｛乾燥した残留物は48.8 0 が石棺内部の空間
に供給された。
MDSS の稼働は、 石棺内からの大気中への放射性粒子の放出を 1/2以下に減少させた。 そして、 右棺
内部の空間の取り除く こ とが可能な表面の汚染は、 1/4以下に減少させた。 防護目的のポリマーの塗装
は、 石棺内のほぼ全地域に亘って行われ、 閉じ込め機能 ー 放射性物質が自然猿境中に出てい く のを
防ぐ ー を果たしている ［ll]o
今 日 、 石棺周囲の地表付近の大気の放射能汚染状況も、 定期的に測定されている。 この測定は、 石
棺周辺に沿って設置されたダス ト ・ モ＝ターによって行われている。
図 5.12 は、 1993 ～ 2010年の聞に推定された、 放射性物質の年間平均濃度の変遷を表している 〈全fJ : 
鈴Sr+吋＋mcs+241Pu)o 推定された放射性物質の年間平均濃度 （全S ：鈴Sr+吋＋mcs+24tPu） の減少傾向は、
1996年から始まった。 これは、 事故生成物の地面への沈着、 石棺の敷地での除染、 同敷地の緑化、 建
設作業中のエアロゾルの抑制等の結果である。 地表付近の大気に含まれるセシウム 137 （即Cs） の濃度
の減少は、 石棺が放出する量が轄微であるこ とを示している。
図 北部 口北西部 ・ 南部
Bq/m3 
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E”3 ～ 2010年間の、 石棺の般地の北部 ・ 北西奇襲 ・ 商部に於ける空気中の放射性粒子




プイ リ 事故によって生じた放射性物質を運ぶ大気中の粒子の濃度が、 石棺の敷地周辺のモニター設置
場所の全てでかな り増加した。
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石棺が環境に与える影響の評価は、 多様な要因が絡む複雑な問題で あ る 。 現在 4 号炉か ら も た ら さ
れる大気中 の放射性粒子は、 チ ェル ノ ブイ リ 事故時に生成 さ れ、 エア ロ ゾル と い う 形で石棺内 に あ る。
そ して、 自然の或いは人為的な要因 に よ り 、 燃料を含む物質の塊が物理的に或いは化学的 に劣化 して
いっ た過程で、 新 し く 生成 さ れた も の も あ る 。 大気汚染のモニ タ リ ングは、 直接的 には管理で き ない
堆積物を含む核燃料を含む物質 （FCM） の崩壊の一つの指標 と して役に立っかも しれない。 こ う した
情報は、 新 しい石棺の建設 と そ の性能を検証す る 際に有効かも しれない。 更に、 大気中 の粒子の放射
性核種の組成、 そ の濃度 ・ 粒子の大き さ ・ 石棺内での位置、 大気 中の粒子の生成 した理 由 、 放射性物
質の移動 と 沈着の経路、 そ して人間の呼吸器系への吸着の さ れ方の類型 を知 る こ と は、 個人防護及び
集団防護の為の有効な手段を決定する 為 に重要である。 それ故、 環境中及び破壊 さ れた原子炉内の大
気中の放射性物質のモニタ リ ングは、 放射線防護 と 、 石棺内で現在進行中の過程の理解 一 特に、 残っ
ている核燃料 と 核燃料を含む溶岩状の物質の状態の評価 ー に と っ て有効であ り 続ける。
石棺内の液体放射性廃棄物
施設内への水分の浸入過程 と 建物の底の部分の液体放射性廃棄物 （LRAW） の蓄積は、 石棺内の核 ・
放射能 ・ 生態学的安全性の現在の状況に対 して不安定化 を も た らす、 も う 一つの要因 と な っ て い る 。
水分は、 降水 ・ 結露 ・ 人造の液体に よ っ て石棺内 に侵入す る 。 稼働 中 の エ ア ロ ゾル抑制 シ ス テ ム が 、
人造の液体の原因である。
石棺内 に侵入 した水分は、 上部か ら 下部ま での構造物や燃料を含む物質 と 相互作用 を起こ し、 核分
裂生成物 を生 じ さ せ、 放射性物質を液体に変える。
こ う した制御でき ない漏洩の結果、 底部に 中 レベル液体放射性蕗棄物が蓄積 し、 途切れ る こ と な く
石棺の北方 と 北東方向 の 2 方向 へ と 流出 し て い く ［12-13］。 北の流れは、 石棺内の 001/3 区画に蓄積 し
ている。 最大 300 d に も上る LRAW － こ れは石棺内の全水量の 60 ～ 70o/o にあた る ー が、 恒常的に
こ の 区画で見 られる。 圧力抑制プールの北部 ・ 石棺の中央 と 南東部の諸区画 ・ カ ス ケ ー ド式の壁 か ら
の漏洩は、 こ こ で流れが一つ に な る 。 年間 700 ～ 900 m3 の流れは、 3 号炉の構内 と 区分す る 壁 を越え
て流出 してい く ので、 一時的な貯蔵 と 処理の為に、 チェルノ プイ リ 原発の放射性廃液貯蔵施設に ポ ン
プで汲み上げられている。
001/3 区画か ら の LRAW の放射性核種の濃度は、 超 ウ ラ ン元素が含まれていて、 増加する傾向にある
（図 5.13 参照）。 LRAW の全α 放射性物質の大部分 （最大 80%ま で） を構成 し て い る の は、 ア メ リ シ ウ
ム 241 (241Am） である。 プル ト ニ ウ ム の構成比率は 30%以下であ る。
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困 ゑ13 倒的 区画に蓄積された液体放射性廃棄物 （LRAW） の 幻内向句u の平均年間漉度の変遷
300m3 の LRAWの南東の流れは、 017/2 区画と 018/2 区画に入り 、 チェルノプイ リ原発 3 号炉の構内
へと漏洩している。 超ウラン元棄を含むこのLRAWの放射性核種の平均年間濃度の変遷は、 北の流れ
で観察されたものと似ている 〈図 5.14拳照） [14]0 
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II 5.14 017！.！区西に蓄積された覇軍徐飲射性廃務物 （LllAW） の獅�ヤ事の平均等鱒機度の愛媛
水の調書君主によって逮ばれる放射f生物質の一宮容は、 司直織されて威昔Illと司書著書紛告と形成する． そのAtま、
例えば001/l 区画では、 約 ISO t の...含有する 100 111* にもなる と錐1宣されている （IS）. 底銀に溜まっ
た放射性絞事置の滋l!tf立、 「炉内の＊J の調Illよ 容 も 2 ～ 3 脅豊富高い. .波書r止めて 001β区画のE永AW*:
ポンプで排出して耳証書容の司書務総がぬ燥した場合、 この区l!llや石宇宙内の他の区Blの空気中の放射絵綾子
のuは、 事守容4置を火事置に超過ナるであろう．
右守宮内の TJ.AW F立、石油製品・9事面活性3即�··車会作る化合物念会主r有機化合物、主主'()tiと重量ウ ラン元$の、
各島の•irが耳障いのが特調主である． とれらの肉、 経ウラン元衆獄、 プルト；：：；.？ム鈎t踏の為の更なる純
化を遂げる と い う 重量白から、 既存の欽射性泌持軍貯蔵締役者ど利用しての再処獲ができない （16]， 再処績が
できないこ と に よ 号 、 チaルノプイ ロ原発の 出AW 貯蔵篇般では、 有機化合物 と緩ウラ ン元自民の滋JJ:.
が量控えている。 組ウラン元9障と有線化合物の透度が鳴く な る と 、 現在稼働前官it•食中の液体放射性廃棄
物の処怠筋書量では、 処獲ができなくなる．
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石棺構内に於ける放射能の状態
石棺内の放射能の状態は、 石棺の表面の汚染 と 、 内部に存在する放射性物質に起因する。
平均被曝線量 （EDR） の値は、 今 日 ま で原子炉建屋内の殆 どの場所で 1 町h (8.77 mSv/h） を超えて
いない （表 5.3 参照）。 殆 どの核燃料を含む物質 （FCM） が分布す る 、 原子炉圧力容器 ・ 標高 9.0 m の
高 さ の建屋内 ・ 蒸気回廊 ・ 圧力抑制プール室内 と そ の他の場所は、 例外で あ る 。 FCM 蓄積物の表面の
EDR は、 場所に よ っ て は数千 R/h （数十 Sv/h） に 達 し て い る が 、 主要な線量源であ る 核種 一 第一 に
137Cs ー の崩壊に よ り 徐々 に減少 してい る ［17］。




0.05 ～ 0.1 
11 
0.1 ～ E  
35 
EDR （単位 ； 町ω
E ～ 10 
54 
10 ～ 100 I 100 ～ 1000 I > 1冊。
19 I 8 I 2 
脱気器ダク ト の あ る 区画の汚染度は、 原子炉設置 区画よ り も かな り 低い。 EDR が 1 R/h を超えて い
る 場所は、 僅か数ヶ所である。 こ う した 区画は、 土学的構造がほぼ完全に破壊 さ れた上層部のみに限
られる。
タ ー ビンホールでは、 EDR は 0.1 ～ 2000 mR/h (8.77 µSv/h ～ 17.54 mSv/h） の幅の聞である。 石棺内
の通常使用 されている場所では、 EDR は 1.8 mR/h (15.79 µSv/h） を超えていない。
石棺の屋根の EDR は以下の値で特徴づけ られている ：
一 （中央ホールの上部の） パイ プ屋根の上 － 0.5 ～ 8 町h (4.39 ～ 70.16 mSv/h） 、 最高値は 中央ホ
ーノレの東部の上方で観測 されている ；
ー 最高値は 5 R/h (43.85 mSv/h） で、 汽水分離 タ ン ク が あ る破壊 さ れた 区画の上部であ る ；
ー タ ー ビンホールの屋根の上部は、 0.2 ～ 4 町h (1.75 ～ 35.08 mSv/h) ; 
一 脱気器ダク ト の屋根の上部は、 0.2 ～ 1 町h (1.75 ～ 8.77 mSv/h） 。
石棺肉の汚染
石棺内の表面の汚染は、 放射性粒子が沈着 し た こ と と 、 1986 年の事故時の浸水 と そ の水が引いた結
果である。 その結果、 放射性核種が構造物質に非常に深 く 侵入する 事態 と な っ た。
汚染原因 の放射性核種の構成は4 号炉の構成 と 一致 し、 セ シ ウ ム 137 (137Cs） ・ ス ト ロ ンチ ウ ム 90(9()Sr） ・
プル ト ニ ウ ム 同位体 (239切！Pu） ・ ア メ リ シ ウ ム 241 (241Am） が含まれる。
石棺内の表面の汚染の程度は、 かな り 広い幅で違いがある。 特に ：
ー α 粒子は、 0 ～ 3000 粒子 ／（ cm2 · min.) ; 
一 日 粒子は、 30 ～ 1000000 粒子 ／（ αn2 • m血よ
表面の汚染で取 り 除け る部分は、 全量の約 6%、 個々 の放射性核種に関 して は以下の値 と 見積も られ
ている ： （131Cs - 4% ・ ”Sr - 8% • 239"2.41Pu - 2% ・ 241Am- 10%） 。
石棺内 の放射性物質の状態は、 自 然過程 （放射性核分裂、 FCM の劣化、 放射性核種の浸町、 等） と
人間 の活動 （石棺内での作業やその転化） の両方に よ っ て、 絶 えず変化 して い る こ と に留意 しな く て
はな ら ない。
事故後 25 年間の石棺の核 と 放射能の安全性の評価に於いて、 こ の期間 に行われたかな り の量の調査
の結果、 石棺を構造的 に安定 さ せ、 安全に作業でき る よ う に な り 、 新 しい よ り 安全な石棺の建設の為
の準備作業が可能に な っ た。
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5. 1 .  2. 工学的構造物の補強
環境への放射性物質や電離放射線の放出経路に対する 物理的障壁 と して工学的構造が機能す る と い
う 点か ら み る と 、 そ の信頼性 と 耐久性の問題が、 石棺内の核 と 放射線の安全性の確保に と っ て最 も 重
要である。
完了 した調査に よ る と 、 地震や竜巻な ど に よ り 極端な負荷がかかっ た場合、 既存の構造的なシステ
ム の安定性は不十分であ る こ と が証明 さ れた。 ま た危険な箇所では、 局部的 な損傷 ・ 過荷重 ・ 相 当 な
量の排水や腐食な どを主な要因 と す る 、 限定さ れた負荷に対 し て も 不十分であ る こ と が証明 さ れて い
る。 過荷重 と い う 負 の要素は、 非常に厳 しい放射線環境下での石棺の建設過程で、 エ学的構造を固 定
す る 支持部位に求め ら れ る 基準 と 取 り 付け工事の品質管理基準を遵守で き なかっ た こ と が要因 と な っ
ている。
1988 ～ 1989 年に掛けて、 以下の三ヶ所の危険な箇所の構造を強化する必要が あ っ た ：
一 脱気器ダク ト の上段 ；
一 南部区域の主循環ポ ンプの上の天井 ；
一 南部区域の排気装置の送風管の上の天井。
後に、Bl 梁 と B2梁の南側が西側の壁に支え られてい る 箇所で、欠陥が発見 された。 こ の場所の強化は、
1994年に、Bl 梁 と B2梁の 区画底部の ト ラ ス構造の下に鉄鋼製の支柱を設置する こ と に よ っ て行われた。
しかし、 こ の措置は、 支持部位の信頼性を増強する と い う 課題を部分的に解決 したにすぎない。
VS-2 換気装置の ダク ト の故障に伴 う 危険の除去が、 石棺の安全性に影響を与 え る 工学的構造の信頼
性を増強する と い う 課題 を解決す る 上での、 次の重要な措置であ っ た。 1998 年に、 換気装置のダク ト
の荷重を支 え る 骨組の修理は、 ワ ク ラ イ ナ ・ 米国 ・ カ ナ ダの専門家の援助 を受けた 国際共同事業の下
で行われた。
1998 年以来、 工学的構造の状態 と そ の安定性についての更なる調査は、 石棺転化実施計画に沿って
行われて き た。
工学的構造の全寿命に於け る 状態の分析 と 、 事故を起 こ した原子炉 と 設備を強化す る 為 に こ れま で
に執ら れた措置の効率性の評価の結果、 石棺の工学的構造物の 中で、 更 な る 補強を要 してい る 危険な
箇所が判明 した。
既 に述べた よ う に、 Bl 梁 と B2 梁の南側の 区画の結合支持部分の強化は 1994 年に完成 していたが、
こ の工学的構造構成要素の信頼性は受け入れ られ る 水準の も のではなかっ た。 ま た こ れ と は別に、 Bl
梁 と B2 梁の北側の支持部位で欠陥が発見 さ れた。 それ故、 石棺の全体的な安全性に対す る こ れ ら の部
分の信頼性の重要性を考慮 して、 1999 年に、Bl 梁 と B2 梁の南側 と 北側の支持部位は更に強化 さ れた （図
5.15 参照）。
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B2梁
補強部材
図 弘15 Bl梁と Bl 梁の強化 〈色付の部分は l労9年の更なる強化〉
上記の補強措置の設計書は、 ワシン ト ン ・ グループ ・ インターナショナル社 （米国 ） と英国綾燃料 ・
エンジニア リ ング社 〈英国 ）、 並びに ： キエフの fエネルゴプロジェク ト J 研究所 侭IEP） ・ 土木構造
物科学研究所側IISK）・原子力発電所安全問題研究所(ISPNPP） という三つのウクライナの組織から成る、
国際コンソーシアム f情報危機センターJ によって策定された。
2似)2～ 2003年に掛けて、 KIEP • NIISK • ISP NPP から成る KSK コンソーシアムが、 最も重要な構造




ー 脱気器ダク トの骨組の上部と壊れた天井板 ；
ー マンモス梁の西側と東側の支持部位 ；
ー 南側上板と南側の 「ホッケースティ ック状J 上板の接続部 ；







備するこ とを目的と した、 一連の準備作業が行われた。 特に、 1430人の作業者を収容できる汚染検査
棟 （図 5.16参照） 、 小さな作業監替所、 訓練所、 機器や道具の為の汚染除去作業所、 更新されたエアロ
ゾル抑制システムといった、 施設が建設された。
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図5.16 1430名収容の汚幾検査様
石孝富の西側区媛の織強は、 建築及び設置作業の程度 ・ 従写す0作業員の書k ・ 3義回線線総量か ら考見直
して、 一遂の補強待径の 中でも主要なものである。
石絡の西側区域の補強ヨ院は、 支持聖書西側の空間に二つの鉄鎖j\!の絡事と建寂し、 強化コンク ヲ ー ト の
箆い第礎の上iζ絞首置 し、 三段の店で空間の トラスによって結合する と い う ものであった ｛図念行 革審照入
.uo 
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闘ゑ17 石織の百舗の区績の繍強
二つの却SIま片持ち祭と－j告に、 司車線�れた原子炉を吸 うft存の屋織の荷E監を支える主療な役目を来
たしている、 刷 費食 と 院 費量の区簡を支える よ う に設計されている。
こ う した解決畿は、 被領しているft.Ill:: 百舗の遣まから術11命取り除く こ と 令可書館にし、 高野 し く 童書て
られた務の機途申障に相官mi$移される．
脱無事車ダク ト の！＇Cの補強昔tiiiは、 追加の鉄鎖S誕の角プラケ γ ト を設置して、 タービンホールの方
にかな り 領いているさ主の上織と、 その下宮容に草寄って怠火君主欠陥が見られない天井線透とを結合する稼
想であったe
相当の湾曲や翻意1， 目がある天弁右足の鎗強ば、 その下1：：：金属製の術重量材事i:'1定置する こ と による。 これ
らの補強事者除、 厳気語審ダク トの骨組0)上t聖書E強化する作業中に、 問題の夫弁緩がJOI務するのt-防止した。
そして新しい石字書の建設後iこ解体するまで、 間短の天弁絞め安定性t-事車保する。
マンモス費量の西側支持続伎の有者強ば、 追加資事者�浴後して太�t:'�臨ナこ とによって、 交差総会を強
化する こ k を見込んでいた． マンモス韓患の’l�覇支持部位の強化は、 その1'礎にある隙聞にコンク リ ｝
トを発布陣する こ と によってな容れた。
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屋根の南側区域は、 マンモス梁に免れ掛かっている箇所に、 平らな上坂と fホッケーステ ィ ッ ク 状j
上級を結合する こ と に よ っ て補強された。 これは屋根の外部に突っ撮り ト ラ ス を設置する こ と に よ っ
て達成された。 （図 S.18 参照）
図S.18 石識の南側の区域の補強
石績の北側区犠の補強は、 以下のニつの問題を同時に解決する こ と を要求した ：
－ fホックースティ ッ ク状j 上坂と 支持壁 と い う 北側の三つの要素を一つの構造に結合する こ と ；
ー 支持壁の補強。
fホッケースティ ック状j 上坂と 支持壁の結合は、 両者の軸受け部分に固定装置を設置して固定する
こ と に よ っ て なされた。 これらの装置は、 追加の コ ンク リ ー ト打ちを行っていた内部の コ ンク リ ー ト
壁 と は独立さ せて設置された。
換気抗内の搬しい放射繰環境下を考息 して、 西側区域の補強に関しては、 Bl 梁の支持部位の部分の
換気抗の壁の部分的な補強を行わな く て良い と い う 建設的な意思決定がなされた。
天窓は、 屋根の 40%の範囲内 に液型天援を新 し く 設置する こ と に よ り 修理された。






多角的な訓練は、 特注した石棺構造物の実物大槙型 と 訓練用機械を使って、 特定の作業過程に習熟
する為のものであった。
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作業員の被曝線量をかな り 減 ら し、 且つ環境汚染 を最小限にする こ と を可能 と す る 、 基本的な放射
線衛生学的 ・ 技術的な放射線防護対策の 中で、 以下の も のは特筆 されなければな ら ない ：
一 衛生管理 と 立入管理の調整 ；
一 作業領域の区分け ；
一 放射線モニ タ リ ン グ ；
一 作業員への個人放射線防護用 の基本装備 と 追加装備の供給、 並びにその適切な使用の管理 ；
一 遮蔽 ；
ー エ ア ロ ゾル抑制 と 汚染の除去。
衛生管理 と 立入管理の調整に よ り 、 石棺の制限区域を越えて放射能汚染が広が る 事態 を阻止す る 為
の条件を作った。 こ の成功の要因は、 建築用機械 と 作業員の放射線防護装備に対す る 放射能汚染を管
理 した こ と 、 必要な時は こ れ ら の機材 と 装備を除染に送っ た こ と 、 作業員の衣服を着替 え さ せた こ と 、
並びに作業員に汚染検査を施 した こ と に あ る。 石棺へ立ち入る 作業員は、 汚染検査棟を通 ら な ければ
戻 る こ と ができ ない。
石棺内で放射性物質が広 が る の を制 限する為に、 以下の作業場の 区分け が設定 さ れた ： 建築及び設
置作業用 の 区域は、 放射能汚染 レベルの違い に よ っ て 区分 さ れ、 こ れ ら の 区分の境界に は移動可能な
仮設の汚染検査用 ゲー ト が設置 さ れた。
放射線モニ タ リ ン グは、 国営専門企業 （SSE） ・ チ ェルノ プイ リ 原発の現行規範文書に定め られた要
件 と 合致する よ う に行われ、 被曝線量のモ ニ タ リ ン グ、 放射能汚染の拡散の抑制、 それに環境モニ タ
リ ングが含まれた。
作業員 には、 個人用放射線防保護装備 （PPE） が支給 さ れた。 PPB を選ぶにあた り 、 最低限必要な防
護性能を確保 した上で、 その作業員の体格に合わせて効率性を上げる よ う に、 型式は各人の好みで選
べる よ う になっ ていた。
一定量の作業は、 石棺内 の主要な電離放射線源か ら離れた場所で行われた。 特に西側区域の補強の
為の準備作業の殆 どは、 石棺か ら離れた小 さ な作業監督所 と 鋼鉄製品の仮組立用 作業場で行われた。
これに よ り 作業員の被曝線量を減 らすこ と ができた。
外部か ら の γ 線照射が補強工事作業中の作業員を危機に晒す主要因である ので、 一時的或いは恒久
的な遮蔽が、 作業員を被曝か ら 防護する最も効果的な方法であ っ た。
恒久的な遮蔽には、 通路や作業場の配置に 関連 した準備作業の過程で、 既存の ま た は新 しい構造物
に保護障壁や遮蔽物 を設置する こ と が含まれた。 こ う した遮蔽設備は、 必要がな く な っ た後 に も 解体
さ れず、 補強 さ れた工学的構造のモニタ リ ン グ と 保修の為に使われる こ と になっ ていた。
一時的 な遮蔽は、 作業員を確実に防護する為に、 作業期間 中 だけ設置 さ れた。 具体的 に は、 持ち運
び可能な箱型の遮蔽物や、 吊下げや持ち運びのでき る 工場製の遮蔽 さ れた台や箱が使用 さ れた。
鋼鉄製品の倒且立用作業場で働 く 作業員 を防護する為に設置 さ れた、 厚 さ 0.4 m 高 さ 9.6 m の コ ン ク
リ ー ト 壁 （図 5.19 参照） は、 遮蔽に成功 した使用例である。
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国 5.19 コンクリートの防護壁
補強工事の過程で、 建設用の機織 と 宣伝両 ・ 工具と装備 ・ 汚染された施設から取り 除かれた携造部の
部材 ・ 作業員に使われた作業場 〈遮蔽用の績と仮設の汚染検査用グー ト） の内部表面な どは、 除染の
対象であ った。 靴の除染の為に、 専用 ト レーが考案された。
更新されたエアロ ゾル抑制システムと移動可能なzアロ ゾル抑制装置は、 作業領域内 と 作業員用通
路内部のエアロ ゾルを抑制する為に使用 さ れた。 エアロ ゾル抑制の為に俊われたこ の組み合せの効率
性は、 石棺の通常の作業に於いても長期にEっ て使われて き た と い う 穆突に よ っ て 、 裏付け られていた。
補強給置に従穫していた作業員逮の集団実効被場線量は約 14m組－Sv1 で、 この値は実施設計の規定値
よ り も低い。 これは主に、 組織的 ・ 技術的な放射線防護対策と 、 建築及び設置作業の効率性と生産性
を向上する為の追加対策が実施さ れた こ と に よ り 、 達成されたものである。
補強は2004 ～ 2008年の聞に完了し、補強された樽造物は、 国家検収委員会証書 （2帥8 年 10 月 29 日）
に よ って、 その稼働を承認された。 成功裏に完了 した石棺の工学的得造物の鳩強は、 これまでに石棺
転化実施酔画 （SIP） の下で完了 した最も大掛かり な仕事である。
完了 した補強措置は、 昨 年に亙る 工学的携造物補強工事の観点から見る と 、 新 しい石棺 (NSC） の
完成が予定されてい る期閉まで、 許容でき る水準の石棺の安全伎を提供している。 これから先は、 石
棺の不安定な工学的構造の問題は、 その解体やNSC の内部強化告と通して解決きれなければな ら ない。
NSCの建設が遅れるならば、 繍強措置の範囲は、 現在の石棺の工学的構造物が崩綴ずる速さ告と考慮して、
拡張されなければならない。
1 m.an-Sv は、 集団線量を表す単位。 集団高度量とは、 集団の一人ひ と り が受けた被曝量を合計 した伎で、
100人が l mSVを受けたら l悌 mm-mSvで、 10入がlOmSv を受けたときも同じく l悌E純一mSvo
個人の被曝影轡 （ リ ス ク 〉 が被爆量iこ比例するなら、 被曝集団に現れる影暗雲 （例えば'f!ン死激） は集回
線量iこ比例する。
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5. 1 .  3 新 し い石棺 （NSC） の建設
『チェルノ プイ リ 原発の更なる稼働及び破壊 さ れた 4 号炉の廃炉 と 環境的に安全な システ ムへの転化
を行 う 為の一般原則に関する』 法律 （ ワ ク ラ イ ナ） には、 「 石棺 と は、 破壊 さ れたチェルノ プイ リ 原発
4 号炉か ら核燃料を含む物質を除去 し、 放射性廃棄物を処理する 為の複合的技術設備や、 同原子炉の生
態学的に安全な システ ムへの転化 と 、 作業員 ・ 住民 ・ 環境に対する 安全性の確保に 関連す る 作業の実
施の為のその他のシステム を含む、 防護用建造物であ る J と 規定 さ れている。
新 しい石棺 （NSC） の建設は、 以下の 目 標の達成を保障する も のでなければな ら ない ：
一 作業員 ・ 住民 ・ 環境が、 現石棺に固有の核 と 放射線の危険要因に曝 さ れない よ う に守る ；
一 石棺を生態学的に安全なシステム に転化する 実作業、 特に残 さ れた核燃料と 核燃料を含む物質
(FCM） の除去や、 不安定な現石棺の解体 ／ 補強 と 放射性廃棄物管理、 を実施する為に必要な条
件整備を行 う 。
NSC の主要な機能の一つは、 正常な稼動条件の下での NSC 外への放射性物質 と 電離放射線の拡散防
止 と 、 正常な稼動の不調 ・ 緊急事態 ・ 事故の防止である。 その為に NSC は、 以下の条件を確保 しな け
ればな ら ない ：
一 継続的な稼動期間中 （100 年以上 ） の NSC の防護構造の保全 ；
- NSC の安全な稼動に必要な条件に よ っ て規定 さ れ る 時期 に於 け る 、 不安定な現石棺構造物の解
体ま たは補強によ る崩壊の防止 ；
一 建造物内への降雨 ・ 降雪の侵入の制限 ；
- NSC 内に存在する放射性物質によ る汚染から の水文地質学的環境の保護 ；
- NSC 内の放射性物質の拡散の抑制。
石棺外の現在の放射線状況や、 作業領域の みの放射線被曝削減が得策 で あ る と と か ら 、 NSC の工学
的構造を遮蔽装置 と して機能 さ せ る 為の、 追加要件は設 定 さ れていない。 遮蔽が必要なのは、 NSC の
構造 と シス テ ム の保修、 ま たその他の放射線が危険な作業の実施に際 してのみである。
NSC の他の機能 と して、 技術的保障 と 物理的防護の機能がある。
技術的保障の機能は、 システ ム及び構成要素の配置 と 機能、 並びに NSC の正常な稼動に必要な然る
べき条件の整備 ・ 不安定な現石棺構造物の解体 ／ 補強 ・ 放射性廃棄物管理 ・ 核燃料を含む物質 （FCM)
の将来に於 け る 除去、 に よ っ て実現 される。
物理的防護機能 と は、 石棺内 に存在する核物質及び放射性物質の物理的防護であ る 。
上記の諸機能は、 NSC が多く の機能を果たす施設であ り 、 そ の設計には、 新たに作 り 出 さ れ る シス
テム及び構成要素 と 石棺の既存の諸部分 と の、 多 く の相互関係の計算が必要であ る こ と を示 している。
既 に石棺の建設後 間 も な く 、 そ の工学的構造の信頼性 と 耐久性が低い こ と を考慮 して、 専門家遣に
よ り 様々 な形状の ー 特に所謂 「 石棺 む と い う 形状の ー 追加的な防護障壁の建設が提案 さ れていた
こ と を指摘 しておかな ければな ら ない。
し か し 、 こ の発想がずっ と 体系的且つ詳細に練 り 上げ られ始めたのは、 1998 年以降、 石棺転化実施
計画 （SIP） の実現に際してである。
ワ シ ン ト ン ・ グループ ・ イ ン タ ーナシ ョ ナル社 （米国） 、 英国核燃料 ・ エ ンジニア り ン グ社 （英国）
と ウ ク ラ イ ナの諸組織 一 即ち、 キエフの 「 エネルゴ、プロ ジェ ク ト 」 研究所 （KIEP） 、 工学的構造物研
究所 （RIES） 、 原子力発電所安全問題研究所 （ISPNPP） ー が参加す る 国際 コ ン ソーシアム 「 チェルノ
プイ リ j に よ り 、 それま での全て の技術的決定が全面的に分析 さ れ、 NSC の構想的設計基準及び要件
が提示 さ れ、 そ の建設の戦略が提案 さ れた。 実現可能性調査段階での更なる精轍化に際 して、 ほぽ同
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U性能を持つ、 フ レーム型 ・ ド ッ ク ＝ ケー ソ ン型 ・ アーチ型の三つの選択肢が提案 さ れた。
こ れ ら の選択肢について、 国際諮問委員会 と ウ ク ラ イ ナ人独立専門家の参加を得て、 更 な る 評価 を
行っ た結果、 アーチ型案が選ばれた。
ワ ク ラ イ ナ首相 をその長 と する 、 チェルノ プイ リ 原発問題を包括的 に解決す る 為の政府省庁問委員
会は、 議事録第 2 号 （2001 年 3 月 12 日 ） に記録 さ れて い る 以下の決定を下 した。 「 石棺の生態学的に
安全な システムへの転化作業の加速を 目 的 と し、 ま た欧州復興開発銀行及び独立専門家の強い勧告を
考慮 して、 他の事業の有望な技術的解決策 も含め、 アーチ型の設計を基本設備 と して認定する。 」
2003 年、 ベ ク テル ・ イ ン タ ーナシ ョ ナノレ ・ シ ス テ ム ズ社 （米国） 、 フ ラ ンス 電力会社 （仏国） 、 パテ
ノレ記念研究所 （米国） か ら成 る 国際 コ ン ソ ー シア ム に、 KIEP • RIES • ISP NPP が参加 して、 NSC の構
想的設計 （NSC CD） が策定さ れた。 国家に よ る 包括的専門審査の結果、 ワ ク ラ イ ナ内閣令 （2004 年 7
月 5 日 ， No.433・p） に よ り 、 NSC CD は承認さ れた。
2004 ～ 2007 年に掛けて NSC 建設の入札が行われ、 NSC CD を 改訂 し た も の に基づいて技術的提案
を行っ た、 国際コ ン ソーシアム NOV.組KA が落札 した。 2007 年 9 月 、 SSE チェルノ プイ リ 原発 （発注者）
と NOV.組KA （請負業者） の聞で、 NSC の稼働前試験対象施設の設計 ・ 建設 ・ 稼働前試験に関する契
約の署名 が行われた。
文書 ［18］ に ま と め られ、 ウ ク ラ イ ナ国家規制機関 の承認を得た、 NSC 事業実施戦略に よれば、 NSC
の建設は三段階で実施 される。
第 1 段階では、 NSC の安全且つ効率的な建設を保障する 為の準備作業、 特に以下の作業が行われる ：
ー ピオネール壁の犬走 り 取 り 壊 し ；
- NSC の基礎 と 組立現場建設の為の敷地の清掃 ・ 整地 ・ 掘削作業 ；
- NSC 建設の為のイ ンフ ラ整備 ；
一 新たな換気装置の建設。
ピオネ ーノレ壁の犬走 り の取 り 壊 しは、 こ の 区域に NSC の基礎が位置する こ と に よ り 必要 と さ れ る 。
犬走 り の構造か ら 、 その除去には様々 な技術 と 、 コ ン ク リ ー ト 及び鉄筋コ ン ク リ ー ト の一枚板の構造
物 の破壊 ・ プ レハプ構造物の撤去 ・ ま た複雑な構造物の埋め立て材 （砂利、 砂、 士、 コ ン ク リ ー ト 、
金属の破片） の 除去の為 の機器が使用 さ れた。 作業は放射線学的 に危険な状況下、 石棺の直近で行わ
れた （図 5.20 参照）。 また、 取 り 壊 し に用い られた資材 自 身が、 放射性物質によ る様々 な程度の汚染を
受 けた。 その為、 作業員 と 環境の放射線防護の為の複合的措置の開発 ・ 導入が必要 と な っ た。 ピオネ
ーノレ壁の犬走 り 取 り 壊 し作業は、 2008 年 4 月 に無事終了 した。
266 
第 5 怠 ： ；石棺と廃炉
困 S.20 どオネール壁の犬走り取り壊し
NSC建設の主要な作業が開始されるまでに、 大量の作業が行われた。 それには、 敷地の清掃 ・ 整地、
NSCの組立 ・ 移動 ・ 稼働区壌の基礎建設の為の土台穴の掘削、 並びにア｝チ状の構造物を接合する為
の組立現場の整備が含まれていた ｛ 図 5.21 参照｝。
園 5.21 NSC 建設現場の箪備作業遂行
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こ れ ら の作業の遂行は、 解体の対象施設及び掘削作業現場の人工土壌が、 放射性物質に よ っ て顕著
に汚染 さ れてお り 、 放射性廃棄物 一 一部は高 レベル放射性廃棄物に相 当する ー であ っ た為、 困難
で あ っ た。 掘削作業の実施過程で、 作業工程に於 け る 放射性廃棄物管理体制が導入 さ れた。 それは、
各作業実施 中の放射線モニタ リ ン グ、 放射性廃棄物の濃度別カ テ ゴ リ 一分類、 一時的保管場ま たは処
分場への運搬を規定する も のであった。
時宜を得た能率の良い NSC 建設作業を保障する為、 特に以下の施設の建設 ／ 建直 し を含む、 必須の
イ ンフ ラ整備の為の事前作業が開始 さ れた ：
一 作業員の為の建屋 ・ 施設 ；
一 資材 ・ 設備 を運び込む為の 自 動車用道路 と 鉄道 ・ 港湾施設 ；
ー アーチ状構造物接合現場の整備 ；
一 資材 ・ 設備の組立 ／ 保管場所の整備。
既存の VS-2 換気装置が NSC の東側面の取 り 付 け を妨げる ので、 こ の換気装置は、 NSC を予定の位
置ま で移動する前に撤去 し な ければな ら ない。 従 っ て 、 VS-2 の撤去ま でに新 しい換気装置を建造 し稼
働 さ せな ければな ら な い。 現在、 設計文書が承認 さ れ、 請負業者が決ま り 、 新換気装置建造の準備が
始ま っ て い る 。
第 2 段階では、 新 し い石棺 （NSC） の直接の設計 と 建設、 必要な全ての複合的検査 と 、 NSC の稼働
前試験が行われる。 NSC を二つの稼働前試験対象施設に分け る こ と が規定 されている ：
一 第一期稼働前試験対象施設 （CS・1） 一 操業の保障の為の技術的シス テ ム と 必要なイ ン フ ラ を備
えた防護建造物 ；
ー 第二期稼働前試験対象施設 （CS-2） 一不安定な現石棺構造物を解体する為のイ ンフ ラ。
CS-1 の工学的構造 と 技術シス テ ム の設許は、 ウ ク ラ イ ナ 国家規制 に よ り 承認 さ れた 「NSC CS-1 構想
的設計安全文書 」 ［19］ に規定 さ れてい る 、 基準 と 要件に基づいて実施 さ れる。 設計には、 NOV.組KA の
ウ ク ラ イ ナ側参加者である 、 阻EP と ウ ク ラ イ ナ鉄鋼構造設計研究所が参加する。
文書 [18］ に よれば、 解体用イ ンフ ラ （CS-2） の設計は、 CS-I の設計 と 並行 して行わな ければな ら な
かった。 残念な が ら 、 こ の設計計画は実現 さ れず、 CS-2 の設計は深刻な遅れを き た して し ま っ た。
NSC 事業の第 3 段階では、 CS-2 の稼働の後、 不安定な現石棺構造物の早期の解体が、 解体の作業設
計に段階別に示 されている範囲に従っ て開始される。
CS-1 には、 以下の よ う な NSC の主要な建物 ・ 施設が含まれる ：
一 主要な建造物、 即 ち鋼鉄のアーチ ；
一 運営 ・ 管理棟 と 技術棟 ；
一 技術区域。
図 5.22 にアーチ型建造物、 運営 ・ 管理棟 と 技術棟の略図 を示す。
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図 幻2 新しい石棺 (Nsc） の外観
アーチ全体の最大輪郭は、 東西の端面の壁を含め、 幅270也、 奥行き 164m、 高さ llOmである。
アーチを支える主要な構造物は、 12.S m の間隔を置いて設置される 16のアーチ状の梁である。 アー
チ梁は、 設計上の位置 （稼働区横） では、 特殊な支持部位を通じて基礎に支え られる． アーチ状の梁
の長さは251.44皿である。
アーチの骨組はこつの区分 〈上部と下部〉 と三角形の直交する格子から成る。 上部と下部との聞の
距離は 12.00mである。 骨組の各部は基礎に支えられる部分で交わる。 ア｝チの骨組の各部は直径813
mmの管で造られ、 管の厚さは 12.S ～ 40mm.である。






アーチの移動に先立ち、 西側の壁は完全にア｝チに取り 付け られ、 稼働時には追加的に壁の中心部に
ある円柱 1 本によって基礎に支えられる。
西側の壁の内部と外部の被覆の聞には、 エレヴェーター ・ ホール、 非常階段、 回廊が存在する。 西
側の壁の外側からは、 直径4.00mの換気筒と、 換気装置を設置する為の回廊が取り付けられる。
アーチの東側の壁は、 西側の壁と同様、 垂直の格子状の円柱と水平の棒子状の梁の系統、 接続系統
から成る。 東側の壁はアーチに取り付けられ、 既存の建造物に何の負荷も与えない。 現石棺の突出し
た構造物上で、 アーチを設計上の位置まで移動させる為に、 東側の壁は一連の折り畳み式壁板を備え
ていなければならない。 これらの壁紙は、 移動時には持ち上げられた位置にあ り 、 アーチがその稼働
する区域で最終的に設置された後になって初めて、 設計の部位まで広げられる。
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東西の壁を含む、 アーチの荷重を支え る 部材の接合に は、 摩擦接合用 高力 ボル ト の使用 が予定 さ れ
ている。
アーチの金属構造物の総重量は約 2 万 t に及ぶ。
アーチの基礎は、 以下の三種類の も のが設計 さ れてい る ：
ー アーチ接合区域の基礎 （組立作業場の基礎） ・
ー アーチを設計上の位置ま で動かす区域の基礎 （移動区域の基礎） ；
ー アーチを設計上の位置に設置する 区域の基礎 （稼働区域の基礎） 。
組立作業場の基礎は、 パイルに支 え られた一枚板の鉄筋 コ ン ク リ ー ト 基礎格子梁の形で設計されて
いる。 長 さ 26 m の金属製打ち込み式パイ ノレは直径 1.02 m、 壁の厚 さ が上部で 30 mm、 それ以下の部分
で 16 mm のパイ プ状であ る。
アーチの移動区域には、 浅 く 敷設 さ れた鉄筋コ ンク リ ー ト の布基礎が設計 されている。
稼働区域の基礎は、 パイルに支 え ら れた一枚板の鉄筋 コ ン ク リ ー ト 基礎格子梁の形で設計 さ れてい
る。 鋼鉄のパイルの直径は l.OOm、 長 さ は 19.00 m であ る 。
アーチ建設技術を選択する 一般的手法は、 石棺の放射線学的に危険な条件下での作業遂行を最小限
にする と い う 基本方針に基づいている。 こ の基本方針には、 以下の こ と が規定 さ れてい る ：
ー アーチの構成要素を工場内で可能な 限 り 最大の大き さ と 重量で製造する ；
一 組立 ・ 接合区域に於けるユニ ッ ト （アーチの各部） の大型化接合 ；
一 組立作業場に於け る アーチ各部の最終的接合 ；
ー アーチの設計上の位置への移動。
アーチの各部は工場で製造 さ れた部品 か ら 、 現石棺か ら かな り 離れた （約 1 km） 組立 ・ 接合区域で
組み立て られる。 そ の為、 接合 ・ 解体用の治具 ・ 鋳型を備えた 12 の特殊な組立台が 同 区域に据え付け
られる。 完成 したアーチの各部は、 四つの ト レーラー に よ り 、 現石棺か ら約 300 m の位置 に あ る組立
作業場に運ばれる （図 5.23 参照） 。
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図書n アーチ部品の組立作業場への運搬
組立作業婦でのア｝チの後合作業は、 数段階iと亘って行われる （図S.24.照〉。 まず、 東舗面の墜を
含むアーチの東側線分が組立てられ、 その後待機位置に移動される。 更に、 富治面の墜 と と も にア｝
チの西側郎分の接合が行われQ。 アーチの接合の過程で、 個々 の設術システムまたはその令書事 ｛特に
ク レーン下悔の繁、 エレベーター、 換気裟置置、 億気供給、 監視その他） の組立ても行われる ． 次の段
階では、 アーチの東側事事分が西側郎分 と合体させる為に移動される。 アーチの京商事事分の合体、 また
主重要なク レ｝ン系統の据え付けが行われる。 最終段階では、 稼働の為の盤備作業、 技術シス テ ム と ア
ーチ設備の設計位置への移動に先立つ検収が行われる。
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関5.24 組立作業場でのアーチ畿会
アーチの援会には、 貨物吊上げ用装置、 また特殊な組立用術S命的段。崎、絡に吊上げ用の－＝と 梁、支持梁、
土台、 昇降装置、 臨時固定用 ロープ、 ジャッキ、 型経引輩、 ク イ ンチその他が用いられる。
アーチの設計上の位置への移動は、 水平ジャッキシステム そ用いて行われる。 アーチが設計上の位
置に移動された後、 移動に用いられる 臨時の支持総伎が逐次的に笹徴的支持古都t立に取り換えられる。
その後、 技術綴及び既存のチ:r.Jレノ プイ 型 原発第三期主豪華霊屋2 の線治へのアーチの接合作業、 またま支
術システムの常設の電力供給源への綾織を行う。
運営 ・ 管沼機とま支街4療は、 アーチの西側鋤面の鐙近く に位置する。 その際、 銭術機の一部はアーチ
内の空聞に存在する。 技術線の排気口、 1主た元4号炉のター ビンホー／レの南側iとある排気口唱を通じて、
アーチ内の空間への貨物や機器の織入、 人員の出入りが行われる。
運営 ・ 管理鎌と技術様は、 アーチの設計上の位置への移動に先立って建設しなければならない。
ま支術線は技術区画、 補助設備、 南北の緋気 口、 液状放射性廃棄物処理システム収容の為の附属建屋
から成る。
運営 ・ 管理機は、 別個の機�を持つ区画 と して独立してお り 、 技術的因縁と 人員立入周 囲廊によっ
てまま術者駆と灘がれている。
技術区減ばNSC から荷量れた筒所に 〈～SOOm｝ 位置している。 技術区域の施号置は、 NSC に篭カ • ＊
と温水 ・ 消防用及び 白 書守の用途の水を、 常時筏術的iと供給する機憶を来たす。 後街区域と NSC の鯵施
設とは、 特殊な後織によって按続される。
NSC の設計は、2011 年半ばまでに完全に終わると予想される。 会俸と して、NSC の設計・建設作業は、
石総緑化実施計画 （SIP） の当 初の作業予定に比べ顕著に遅れている こ と を指摘しておかなければなら
ない。 この現状に鑑み、 NSC の費量級と稼働は 2014年以前には終わ らないと予想される．
2 岡原発 3 号炉� 4 号炉が入っている猿屋。
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も う 一つの問題は、 NSC の建設経費が今 日 10 億ユー ロ 3 程度 と 見積 も られてお り 、 これは NOV.組KA
と の契約に記 されている 当初の経費の 2 倍以上にな っ て い る と い う こ と であ る 。
今 日 策 定 さ れつつある のは、 NSC の第一期稼働前試験対象施設 （CS-1) の設計文書のみで あ る 。 第
二期稼働前試験対象施設 （CS-2） の設計作業開始は、 早 く と も 2011 年初め に な る で あ ろ う 。 こ の こ と
に よ り 、 NSC CS・1 設計文書の策定に於いて、 不安定な現石棺構造の解体に関連 した要求項 目 は、 不十
分に しか考慮 さ れないだろ う 。
こ れ ら に劣 らず深刻 な 問題は、 NSC の外郭シス テ ム と 統合 さ れ る 、 既存のチェル ノ プイ リ 原発第 2
期建昼の構造物の強化 と 新 しい構造物の設計作業が、 現時点で未だに始ま っ ていない こ と であ る 。
上記の不備はかな り の程度、 SIP の不備 一 石棺転化の総合的な問題が無数の課題 と 文書に分割 さ れ、
それが様々 な請負業者に よ っ て実施 さ れる 際の然るべき 相互関係 を妨げて い る こ と ー か ら 生 じて い
る。 こ の よ う なや り 方は、 技術的に最適な意思決定を下す際に、 かな り の障害 と な っ て い る 。
5. 1 . 4 今後の石棺 を生態学的に安全なシステムヘ転化す る 為の戦略
燃料を含む物質 を石棺か ら 除去する 為の安全な技術 と イ ン フ ラ を作 り 出 し、 更にそれら を処理する
為 に必要な前提 と な る のは、 こ の施設を生態学的に安全な システム に転化す る こ と であ る 。 こ の 問題
の解決は、 ウ ク ラ イ ナ と 隣接諸国の生態学上の安全性の確保のみな ら ず、 原子力 開発の問題に関する
国際世論を改善する為に も極めて重要であ る 。
「石棺転化戦略」 に よ れば、 核燃料を含む物質 （FCM） の除去作業は、 現石棺の生態学的 に安全な シ
ステムへの転化の最終段階である第 3 段階で行われな ければな ら ない。
石棺内に蓄積 さ れた FCM は、 その状態 と 組成か ら 、 長寿命放射性廃棄物で あ る 。 近付 く こ と のでき
ない幾つかの場所に堆積 して い る FCM については、 起 こ り 得る核反応の危険が も た らす影響について
追加調査を行わな ければな ら な い。 つ ま り 、 も し FCM が石棺内部 に管理で き ない状態で残 る な ら ば、
それら に対する核規制及び管理を永遠に行わな ければな ら ないのである。
FCM の潜在的危険は、 その若年岩状の表面が 自 然に崩壊 し、 放射能濃度の高いエ ア ロ ゾルが発生する
こ と で、 時聞が経っ と と も に増 大 し得る こ と を指摘 しておかなければな ら ない。 石棺内でのその よ う
なエアロ ゾルの発生は、 局所的な性格に止ま らず、 世界規模の放射生態学的危険を も た らす。 従 っ て 、
FCM の大規模な崩壊が真に差し迫る 前に、 それら を除去 して処理する こ と が、 極めて焦眉 の課題なの
である。
FCM を石棺から 除去する 問題の解決の為に、 既に行われた作業の一部は、 新 しい石棺 （NSC） の建
設 を想定 してい ない手法に基づ く も ので あ っ た。 そ の よ う な手法は、 作業員 と 環境の防護の問題を考
慮すれば、 採用する こ と ができ ない。
他の設計、 特に原子力発電所安全問題研究所 （ISP NPP） と 「 南 」 設計局 4 に よ っ て提出 さ れた も の で
は、 FCM の除去作業実施について、 様々 な NSC 構造 （ 「S町tJ 型、 「 ド ッ ク ＝ ケ ー ソ ン 」 型な ど） を利
用する形での技術的な解決が想定 さ れて いた。 し か し 、 現在既に NSC の構造について アーチ型構造 と
い う 最終的決定が な さ れ、 その建設に 向 け た設計及び準備作業が行われて い る こ と に鑑み、 FCM の除
去の技術的解決法は、 現状に基づいて開発 さ れな ければな ら ない。
石棺転化実施計画 （SIP） の枠内で、 FCM の除去 と その後の処理の問題の解決法は、 課題 19 「FCM
除去及び放射性廃棄物 （RAW） 管理戦略の研究 と 策定」 と 課題 20 「FCM 除去技術の開発」 で検討 さ
3 2010 年 10 月 時点の換算 レー ト で 1138 億円。
4 主に ロ ケ ッ トやミ サイルの設計に携わる 国営企業。
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れている。 こ れ ら の課題の実行結果に基づ き 、 2000 年 12 月 に計画決定 P7 が採択 さ れた。 P7 決定は、
FCM 除去及び放射性廃棄物管理に関する 予備戦略を規定 している。 こ の予備戦略の主要な規定は、 以
下の通 り であ る ：
- FCM は、 NSC の稼働期間中に除去 さ れな ければな ら な い ；
一 除去作業の期間は、 40 ～ 50 年 ；
- FCM と そ の他の長寿命放射性廃棄物を直接、 安定 した地層 に造った最終処分地に移送する こ と
が優先的課題である ；
- FCM の試験的な除去は、 不安定な現石棺構造物 を解体 し、 FCM 除去技術の試験を終えた後に
開始すべき である ；
- FCM の大規模な除去は、 その貯蔵及び処分に関する 問題が解決 さ れた後に開始する。
更に、 P7 決定は、 それ以前の決定 と 同様に、 現石棺での FCM 除去の実験結果に基づいて、 重要な決
定であ る PS に よ っ て 改訂 さ れな ければな ら な い。 FCM 除去の現地実験実施の必要性は、 2001 年 6 月
に採択 さ れた計画決定 P9 に明記されている。
し か し、 既 に 2005 年に採択 さ れ、 国家核規制委員会の承認を得た文書である 「石棺の FCM 及び放
射性廃棄物管理戦略 ： 今後の行動計画」 ［20］ では、 以下の こ と が確認 さ れてい る ：
一 現時点では、 石棺か ら の FCM の除去の為に様々 な技術が適用可能か と い う 問題に関する、 新
データ が存在 していない。 そ の よ う な新データ が存在すれば、 P7 決定に規定さ れた前述の予備
戦略を改訂 して重要決定 時 を適用する為の基礎 と して、 構想 レベルで利用でき る だろ う 。 従
っ て 、 現段階では、 FCM 除去戦略及び技術に関する構想研究 を こ れ以上行 う こ と は有意義では
ない ；
- SIP 実施の現段階に於いては、 FCM の早期の除去を行 う こ と についての決定を可能にす る よ う
な、 FCM に関する追加情報は得 られていない。 FCM の長期 にEる挙動に関する既存の情報は、
その除去以前ま たは除去作業の過程に於け る 、 FCM の状態のモニタ り ン グ及び管理計画の詳細
に よ っ て、 補足 さ れる必要が あ る ；
- FCM 除去の為の試作技術について、 詳細な設計 と 公開実験を行 う こ と は、 その経費 と 作業予定
を考慮すれば、 有効ではな い と 考え られている。
同時に、 同文書 ［20］ は、 重要決定P8 を実施する為に、 以下の行動計画を定めた ：
一 現石棺の工学的構造物の補強作業 ・ NSC 建設作業 ・ 不安定な現石棺構造物の早期の解体作業が
行われている 聞は、 重要計画決定 PS の承認を延期 して、 FCM を含む放射性廃棄物の管理は 「チ
ェルノ プイ リ 原発の廃炉 と 石棺の生態学的に安全なシステムへの転化の実施段階に於け る放射
性廃棄物統合管理計画」 の枠組で行われる ；
- SIP の課題 14 は、 FCM の挙動モニタ リ ングシステム の 開発 と 設置、 及び石棺内で FCM を保管
す る の に最適な温度 と 湿度 を維持す る システ ム 開発の為の、 入力データ を提供す る だ ろ う 。 こ
れによ り 、 FCM の挙動の否定的傾向についての情報を敏速に得る こ と が可能 と な る ；
- PCM の挙動予測モデル と 、 PCM の挙動モ ニ タ リ ングシステ ム及び核の安全性モ ニ タ リ ングシ
ス テ ム に よ っ て得 られるデータ に よ り 、 FCM の状態悪化に よ る危険な影響が生 じ る 全て の リ ス
ク を軽減する為の予防措置の、 時宜を得た実施が可能にな る。 また、 FCM の早期の除去の必要
性に関する決定が可能 と な る 。 予測モデル と FCM モニ タ リ ン グの結果に基づいて、 P7 決定に
記述 されている PCM 除去及び放射性廃棄物管理戦略が改訂 さ れ、 pg 決定に よ り 承認 さ れる。
FCM の挙動モニタ リ ングシステムの開発 と 導入に関する 作業が未だに実施 さ れて いない現状を鑑み
れば、 近い将来に於け る重要決定 P8 の採択は現実的ではない。
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結果 と して 、 NSC の設計は、 将来に於ける FCM の除去 と 放射性廃棄物管理に 関する 明確な戦略が欠
如 して い る 条件下で、 行われている。 第一期稼働前試験対象施設の設計の枠内で NSC に唯一要請 さ れ
て い る のは、 FCM その他の放射性鹿棄物除去用設備の今後の設置 ・ 使用 に必要な技術的空間 を確保す
る こ と であ る 。 これによ り 、 NSC 内部の施設 を用いて FCM の除去を行 う こ と でそ の過程が非常に複雑
に な る 、 或いは特定の 区画に FCM が堆積する こ と に よ り 除去 自 体が不可能になる と いっ た、 一定の リ
ス ク が生 じ る。 更に、 FCM 管理の技術 ・ イ ンフ ラ の開発には多 く の時間を要するが、 FCM の除去に関
連する 全て の作業は、 NSC の技術シス テ ム が老朽化する或いは時代遅れにな る 前に終えな ければな ら
ない。 FCM 除去の過程で、 NSC の放射線学的条件が顕著に変化す る 可能性 も あ る が、 こ の こ と は、 一
連の追加的放射線防護措置の策定 と 正当化に際して、 考慮に入れなければな ら ない。
使用済核燃料を安全に貯蔵す る 為の前提条件は、 如何な る 環境影響を も避ける為に、 幾つかの気密
障壁を設け る こ と であ る。 NSC は気密建造物ではないので、 4 号炉の核燃料の残津に よ る 環境影響 リ
ス ク は、 それら が現石棺から除去 さ れ る ま で残 り 続け る こ と になる。
従って、 NSC 内部の施設を用いた FCM 除去に関する技術的処理法の開発、 並びにその実施過程での
安全性の実証は、 緊急の課題であ る。 こ れ ら は、 NSC の設計・建設 と 並行 して行われなければな ら ない。
そ う すれば、 NSC 建設の際に、 将来の FCM 除去の為の必要条件を最大限に考慮する こ と が可能 と な る。
現在 こ の作業は、 ISPNPP に よ っ て行われている。
「石棺転化戦略」 の最終段階を成功裡に実施する為には、 FCM その他の長寿命放射性廃棄物の処理の
為の地層処分場が、 国家計画に従っ て整備 さ れな ければな ら ない。 今 日 、 「放射性廃棄物管理の為の国
家生態学計画」 の枠内で、 地層処分場を整備す る こ と が潜在的 に可能な用地の選択を 目 的 と した、 一
連の探索作業、 評価作業、 科学 ・ 方法論的作業、 研究作業、 設許作業の実施が規定 さ れている。 こ れ
ら の作業は、 2017 年に完了する こ と が予定されている。
現状に鑑みて、 現石棺か ら の FCM の大量除去作業の 開始は、 最 も 楽観的な予測 に よ っ て も 2030 年
になる。 こ れ ら の作業を、 NSC の耐用年数が切れる 前に完了 させる こ と が重要である。
石棺は、 世界的 に も 他に類を見ない施設であ る 。 従 っ て 、 こ れを生態学的に安全な シ ス テ ム に転化
する こ と は、 人類初の挑戦であっ て 、 その遂行には ウ ク ラ イ ナ と 共に国際社会の努力 が不可欠なので
ある。
5.  1 .  5 石棺転化作業実施の安全性の生物医学的 ・ 生物物理学的モニタ リ ング
石棺の生態学的に安全なシステムへの転化は、 ワ ク ラ イ ナの最 も 重要な 国家計画の一つであ り 、 こ
れ ら の作業に従事する 人員の健康維持の為の医学上及び被曝線量測定の措置は、 今 日 の 臨床放射線生
物学 ・ 放射線衛生学 ・ 放射線防護の最 も 焦眉 の問題の 中でも重要な位置 を 占 めている ［21, 22］。
石棺転化実施計画 （SIP） の作業の独 自 性は、 作業員が規定の作業課題を基本的 に、 破壊 さ れたチェ
ルノ プイ リ 原発 4 号炉建屋内 の電離性放射線源 と な る露出 した高濃度の放射性核種の作用 を受け る 条
件下で、 ま た は 4 号炉の 間近の放射性物質に汚染 さ れた敷地内で遂行する と い う こ と に あ る 。 石棺内
での作業は、 様々 な危険要因 一 支配的な放射線の困子、 高い一般の産業的危険要因、 崩壊 した原子
力設備の建屋内 に存在す る 到達が困難な一時的作業場所での汚染の因子 ー が存在する条件下で行わ
れる。
こ れ ら の作業の遂行に 際 し、 作業員が、 超 ウ ラ ン元素 （プル ト ニ ウ ム 238、 プル ト ニ ウ ム 239、 プル
ト ニ ウ ム 240、 プル ト ニ ウ ム 241、 ア メ リ シ ウ ム 241） ・ ス ト ロ ンチ ワ ム 90 ・ セ シ ワ ム 137 を吸収する
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場合が有 り 得る。 列挙 し た こ れ ら の放射性核種は、 放射線生物学上非常に高い毒性を持つ も ので あ る。
し か も 、 こ れ ら の殆 ど （セ シ ウ ム 137 を除いて） は、 人体か ら 直接検出する こ と が実質的に不可能で
あ る 。 更に、作業に伴 う 多大な精神的・感情的緊張を指摘 しておかな ければな ら ない。 上記の こ と は全て、
作業員の身体の健康 と 精神生理学的性質 （特性評価） に対す る 、 特別の要請を必要 と する。
追加的な危険要因には、 以下の よ う な も のが あ る ：
一 刺激性の化学煙霧体、 溶接に よ る も の を含む ；
一 季節を 問わず高い湿度 と 不快な気温条件 ；
一 石棺内 に於け る 強制換気シス テム の欠如 ；
一 不充分且つ極めて しば しば人工的照明のみの照明 ；
一 石棺内の多 く の 区画での 「 閉鎖空間 」 要因 の存在 ；
一 高所の作業現場 ；
一 電離性放射線の作用 の条件下での作業現場への到達の困難 ；
一 個人用 防護装備の影響 ；
一 危険要因が重な る こ 左 に よ る 相乗効果の可能性。
こ の よ う に、 石棺転化作業の実施は、 放射線の危険と 一般産業的な危険 と 作業に よ る 強度の精神的 ・
感情的緊張の相乗条件の下で行われる。
ウ ク ラ イ ナ保健省の勧告に よ り 、 放射線衛生学 ・ 被曝線量測定 ・ 臨床放射線医学の分野での ウ ク ラ イ
ナで主要な科学 ・ 医療機関であ る 、 ウ ク ラ イ ナ医科学アカ デ ミ ーの固立放射線医学セ ン タ ー と 、 WHO
の放射線事故緊急医療対応支援ネ ッ ト ワ ー ク （WHO-REMPAN） に、 「石棺を生態学的に安全なシステ
ム に転化する作業への医学的 ・ 生物物理学的支援計画J の策定及び指導が命 じ られた。
作業員の健康状態 と 労働能力 に関する 医学的 ・ 生物物理学的モ ニ タ リ ン グ シ ス テ ム が創設 さ れた。
これは、 一つには、 極度の放射線的及び非放射線的危険因子 に影響 さ れ る 医学条件下での作業に対す
る 、 医学 ・ 生物学 ・ 被曝線量測定支援 と い う 独特の経験の蓄積に依拠 していた。 ま た 、 主要な規範文
書の要件 と 、 特に危険で有害な労働条件下での作業に対する 禁忌を表す疾患の診断に関す る 、 国家的
及び国際的な合意を考慮 した、 作業員の労働効率に も依拠 して いた。 こ の システム の主要な構成要素は、
作業開始時 ・ 定期的 ・ 最終的 ・ （事故時の も の も含む） 特別時の医学的 ・ 精神生理学的検診であ り 、 追
加要素 と しての個別精密検査 と （当 直交代前の） 日 常医学検診である （図 5.25 参照） 。
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t.  身体的支たは紛争争生理学虫色不具合に よ 智 作幾遂行が不可飽な考令、 特に危険且つ劣さな条件下
のt宇9障に就かせなL、。
2. 作業員の念激な’E総状態悪化 ー特に健康状態の添化が、 顕著な彼’ーその他の危険によってもた
らされた湯合ーによって起こ智得る、 如何なる4鰐幾』zの司f$： • 作業現場での人S君事縁者とち予防
する。
3. 起こ二号待＇！＞ 内留軍事提唱島のそニ夕日 ング。 作業員御I SIPi捕に従事する僚に、 内部事提唱量殺事せな
い よ う に織穏しなければならない。
4. 主主射住宅車種の体内への吸収は、 作業員の研修主規律、 並びに正しく 選択された個人周防波装備
によって、 予防される． き十E曹の幾百野除、 利用可飽な手段によ り 、 作業員の主主司I JI スク �fUllJIこ
判定し縛るこ と である．
s. 2証書留以上に放射性総君臨念体内に吸収 したことが判明した場合、 泡加の－－� 生物物怠学的検if
がffわれなければならない。 内線及び外線被爆に よる�－線量の超過の省無念演ペ、 チェルノ
ブイリ原発での作業内のfl婦の可否�判定する為でめる。
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一連の物額約 ・ 4主物被曝線量測定締盟置から成�、 生物物理学的そ品 タ 担 ング ｛図S.26参照｝ 除、 f石
織での作業の放射線安全性＇！：－.：：：：.タ 9 ング令書唐突1：：：�鎗ずるAの鈴面j のー郎である． その目 的は、 放
射性物質の作業員の体内への吸収の事例を特定、 それらの司匹余に よ 事 引き起こされた実際の個人内傷







































報の収集と、 日常的な放射線調��主学的 ・ 生物総理学的そ品 タ P ングを合主t. i事業開始時 ・ 終了草寺 ・ 費量
念磨寺 ｛理解散時〉 の生物物種学的司�＝タリ ングは、 医学的管避と並行して 同時に行われる。
2C胤年10 }j ～ 2009年12月 には、 健作業に従事した昔背負線開の作業Jl 6St0 名 について、 石総内
での作業会書午可するかどう かに関する、 察官官の医学的 ・ 生物物徳学的後査が行なわれた． また、 783�包
の作�Jiuこ貴ずし、 特別医学担軽重量も行われた （；！（ S.4及び：:Ji s.s 参般入
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表 5.4 石棺転化実施計画請負作業員に対する医学検診の結果 (20例年10月 12 日 ～2009年12月 31 日 ）
検診の種類 合格 不合格 総数
作業開始時検診 3 125(48.00% ) 3385(52.00% ) 6510 
定期検診 654(62.82% ) 387(37.18% ) 1041 
個別精密検査 605(68.13% ) 283(31 .87% ) 888 
特別検診 783 名 、 延べ 909 事例
最終検診 465 
表 5.5 石棺転化実施計画の請負作業員に対する生物物理学的モニタリングの実施範囲
(2004 年 10 月 12 日 ～ 2010 年 2 月 28 日 ）
生物物理学的モニタリングの種類
作業開始時検診 日常的検診 特別検診 最終検診
項 目 大使サンプルの放射能 大使サンプ 鼻孔の塗沫 大使サンプルの放射能
測定、 鑑定用個人被曝 ルの放射能 サンプルの 事例数 測定、 鑑定用個人被曝
線量計に よ る 測定 測定 放射能測定 線量計に よ る測定
検体数 7268 8133 60491 1009 425 
作業開始時の SIP 作業従事候補者の生物物理学的モ ニ タ リ ングでは、 体内 の放射線核種、 ま た生体
試料 （大小便） の放射線核種の含有の事例は実質上なかっ た。
SIP 作業に従事 した人員の 日 常的生物物理学的モニタ リ ン グを行って得 られたデー タ は、 受検者の大
使 中 に検出可能な レベルのプノレ ト ニ ワ ム （239切ヤu） が存在す る こ と を示 している。 日 常の大使サ ンプ
ノレの生物物理学的チェ ッ ク に際して、 1 サ ンプルあた り 1.5 mBq 以上のプル ト ニ ウ ム （23M4ヤu） が存在
し、 作業員が特別な医学 ・ 生物物理学的検査を受け る 必要が あ っ たのは 1009 件であ っ た （その際、 数
名 の作業員は、 特別検診を 3 固ま たはそれ以上行った）。
特別な生物物理学的モニタ リ ン グに よ っ て算 出 さ れた個人内部被曝線量は、 3 mSv ー チェルノ プイ
リ 原発で適用 されていた個人内部被曝線量の基準 レベル ー を超えていない。
2005 年 10 月 ～ 11 月 、 SIP 作業員への医学的 ・ 生物物理学的支援開始か ら 1 年が過ぎた後、 発注者で
あ る 固営専門企業チェルノ プイ リ 原発は、 固際監査に よ り こ の計画の評価を行った。 監査団は、 リ サ
ーチ ・ ト ラ イ ア ン グル ・ パーク ・ イ ンタ ーナ シ ョ ナノレ （米国 ノ ース ・ カ ロ ラ イ ナ州） 、 パテル記念研究
所 （米国 ワ シ ン ト ン州 リ ッ チラ ン ド） 、 デ ュ ー ク 大学 （米国 ノ ース ・ カ ロ ラ イ ナ州 ダー ラ ム） の専門家
で構成 さ れていた。 国際監査の結論に よ れば、 当 該計画は、 用 い られている方法論に よ っ て も 、 運営
の最適化 に関する 一定の勧告に基づいた活動実施の組織 に よ っ て も 、 高い評価 と 完全な支持に値する
も ので あ る。 2007 年 2 月 に、 ム ー シ ェ ル ・ パー ク マ ン社に よ っ て行われた、 SIP 作業の監査は、 そ の
最終報告の中で、 「医学的 ・ 生物物理的モニ タ リ ング許画」 は、 SIP 作業員の医学的健康状態 を確保 し、
現在或いは過去の作業員 か ら 健康の侵害 を理由 に訴訟提起 さ れ る こ と を避 け る と い う 主要な 目 標 を達
成する上で、 多大な成功を収めてい る と 指摘 した。
上記の医学的 ・ 生物物理学的モニ タ リ ン グの結果は、 SIP 作業員への医学的 ・ 生物物理学的支援の継
続が極め て重要であ る こ と を示 している。 作業員の被曝を避け る と い う 問題そ の も のが 、 同様の放射
線衛生学的条件下での作業実施に於いて肝要だか らである。
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5. 2 チ z ルノ ブイ リ 原発 ： 廃炉の主要な局面
5. 2. 1 チ ェ ルノ ブイ リ 原発の各原子炉の現状





装置と 設備を綾終的に停止 させる ；
蓄積さ れた放射性店棄物 （RAW） を原子炉から除去する ；




廃炉作業用のイ ンフ ラ 開発。
困 5.1.7 ラヂょr.Jレノブイリ原発の発電区域
チェルノプイ ジ 原発構内の安全確保が、 極めて優先順位が高い課題である。 チェルノプイ P 原発の
原子炉は停止 されてお り 、 発電をしていないにも拘わらず、 それらは核反応の面で も 、 放射線の面で
も危険な施設であ り 続けている。 既に達成されたチ::t=.／.レノプイ リ 原発の安全レベルを維持する為に、
原子炉を安全な状態に保つ、 以下のよ う な一連の措置が実施 されている ：
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一 安全確保上重要な技術制御装置の稼働状態を維持 し、 規制技術文書の要件に従っ て認証を行 う ；
ー 装置 と 設備の稼働は、 技術設計書 と 製造時のマニ ュ アルの要件に従 っ て 、 厳格に行 う ；
ー 建物 ・ 施設内では、 適切な気温 ・ 湿度条件を保つ ；
一 設備の保修 と 定期点検を、 規制技術文書に指定さ れた期 日 に行 う ；
一 既に確立 さ れた原発の敷地内の火災予防体制を維持する ；
ー チェルノ プイ リ 原発及び立入禁止区域の、 境界外への予想 し得る放射性核種の持ち 出 し経路に
於ける検問体制を含む、 適切な衛生管理 と 立入制限を行 う ；
一 以下の も の を含む、 諸施設 と 工程の放射線モニ タ リ ングを行 う ：
一 工程中 の放射線モニ タ リ ン グ ；
一 放射線被曝線量測定モニ タ リ ング ；
一 防護障壁の状態の放射線モニタ り ング ；
ー 放射性物質の拡散防止管理 ；
一 環境の放射線モニ 夕 日 ング。
一 放射線の健康影響に関す る 、 既に確立 さ れた基準 レベルを厳守する ；
一 作業員の技能維持 と 向上の為の活動を常時行 う 。
安全確保の為の作業の実施は、 SSE チ ェルノ プイ リ 原発の経営陣に よ っ て も 、 ま た独立の監督機関
に よ っ て も 、 厳 し く 管理 さ れている。 過去数年間、 チェルノ プイ リ 原発構内では、 知何なる事故も緊
急事態 も 記録 さ れていない。 ま た 、 作業員の無許可の過剰な被曝や、 設定さ れた原発敷地の境界外へ
の放射性物質の持ち 出 し事例 も なか っ た。
原子炉か ら の核燃料の除去は、 廃炉作業の継続期聞 を決定す る 、 主要な要因である。 2010 年 3 月 初め 、
ロ シア に未使用 の核燃料が移送 さ れた （68 の未使用燃料集合体 と 三つの燃料ベ レ ッ ト ） 。
新 しい乾式使用済核燃料中間貯蔵施設 (ISF・2） の建設 と 稼働が遅れてい る こ と か ら 、 2006 年に、 既
存の湿式使用済核燃料中 間貯蔵施設 （ISF-1） への、 使用済核燃料 （SNF・） の移送が 開始された。 その
目 的は、 廃炉 と 石棺の生態学的 に安全な システ ムへの転化 に 関す る 作業の危険度を下げる こ と と 、 原
子炉を安全な状態に維持す る経費を削減する こ と であ る 。 SNF の ISF-1 への追加移送を開始する前に、
SSE チェルノ プイ リ 原発は、 既存の貯蔵施設の安全性の再評価の為の大量の作業を完了 させた。 再評
価の結果に基づいて、 「 湿式使用済核燃料中間貯蔵施設の安全性向上計画 」 が策定され、 現在成功裡に
実施 さ れている。 こ の計画の最優先課題 （まず、 輸送技術設備の再建） の完遂に よ り 、 SSE チェルノ
プイ リ 原発は、 ISF・1 稼働 と SNF の原子炉か ら の 除去開始の認可を得る こ と がで き た。
原子炉か ら の SNF の除去は、 三段階に亘っ て行われる ：
一 第 1 期は、 3 号炉の SNF・ を ISF-1 へ移送する ；
一 第 2 期は、 1 号炉及び 2 号炉の （損傷を受けた も の を除く ） SNF を ISF-1 へ移送する ；
一 第 3 期は、 1 号炉及び 2 号炉の損傷を受けた核燃料を除去する。
2010 年 9 月 、 第 1 期が成功裡に実施 さ れ、 3 号炉か ら は完全に核燃料が除去 さ れた。 今 日 、 1 号炉及
び 2 号炉の核燃料は、 原子炉附属の冷却プールに残っ て い る のみである。 両原子炉の冷却プーノレ内に
在 る 、 損傷を受 け た核燃料は、 SSE チ ェルノ プイ リ 原発が独 自 に作成 した、 様々 な形状の特殊な容器
の 中に貯蔵 さ れて いる。 現在、 原子炉から核燃料を除去する為の第 2 期作業の開始が準備 されている。
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チ ェ ルノ ブイ リ 原発廃炉関連文書の策定
過去 5 年間で、 チ ェル ノ プイ リ 原発廃炉に関す る構想文書の策定が、 完全に終了 した。 2009 年以前
は、 ウ ク ラ イ ナ内閣閣議決定 （2000 年 11 月 29 日 ， No.1747） に よ っ て承認 さ れた 「チェルノ ブイ リ 原
発廃炉の為の包括的計画」 が 、 チェルノ プイ リ 原発の各原子炉の廃炉 と 石棺の生態学的 に安全なシス
テムへの転化に関する活動の内容を規定す る 、 主要な国家文書であ っ た。 2009 年、 『チェルノ プイ リ 原
発の廃炉 と 石棺の生態学的に安全な システ ムへの転化を行 う 為の国家計画に関す る 』 法律 （ ウ ク ラ イ ナ）
が採択 さ れた後、 「 包括的計画 」 は意義を失い、 その効力 を失 っ た。 新 しい 「 国家計画 」 には、 チェル
ノ プイ リ 原発の原子炉の廃炉 と 石棺の生態学的に安全な システ ムへの転化の為の戦略が規定 さ れて い
る。 また、 必要な資金の見積 り が掲載 さ れてお り 、 戦略の実施に必要な （2013 年までの） 最優先事項
が列挙 さ れている。
2008 ～ 2009 年に以下の も のが策定 ・ 承認 さ れ、 発効 した ：
ー 「 チェルノ プイ リ 原発廃炉計画 」
一 「 チェルノ プイ リ 原発廃炉の最終段階に於け る 放射線衛生学的規準 」
こ れ ら の文書は、 廃炉 に関する予定さ れた作業の完遂までの （2064 年ま での） 詳細な記述 を含み、
廃炉後のチェルノ プイ リ 原発構内の放射能汚染 レベルの数値を定めている。
「チェルノ プイ リ 原発原子炉の最終閉鎖及び密閉事業」 の策定が、 進行中である。 こ の事業は、 チ ェ
ノレノ プイ リ 原発の廃炉の第 1 段階の作業開始の認可を得る為の、 基本文書 と な る。
同事業には、 大量の文書が含まれている。 それらは、 1 ～ 3 号炉の密閉 に関連 した九つの別個の事業、
安全性の基礎付 と な る文書一式 （安全性分析報告、 環境影響評価報告、 衛生関連法への適合性に関す
る 報告） 、 最終閉鎖及び密 閉段階の為の実施計画であ る。 同事業は、 2013 ～ 2022 年に掛けて の詳細な
作業計画であ る。
「 チェルノ プイ リ 原発の廃炉 と 石棺の生態学的に安全なシステムへの転化の為の活動に対する研究開
発支援計画 」 が策定中であ り 、 「SSE チ ェル ノ プイ リ 原発の放射性廃棄物管理の為の統合計画 」 の改訂
作業も行われて い る 。
情報技術
「核施設の安全性に関する一般規定」 （NP 306.2.141・2008） に よ れば、 原子力発電所 （原子炉） の廃炉
に関する作業 ・ 業務の開始までに、 事業者は、 廃炉過程の為の情報支援シス テ ム を新 し い条件に適合
させな ければな ら ない。
SSE チェルノ プイ リ 原発では、 以下のデータ ベース が開発 さ れ、 作業に導入 さ れて い る ：
一 土学的 ・ 放射線学的複合検査 （CERS） データ ベース ；
一 放射性廃棄物記録照合データ ベース ；
一 石棺の統合データ ベース。
以下の も のの策定 と 実用化が進行中であ る ：
ー 廃炉の情報支援の為の統合システ ム ；
ー チェルノ プイ り 原発廃炉の為の可視化セ ン タ ー。
大規模な原子力産業施設 を廃炉に した経験はなかっ た に も拘わ ら ず、 チェルノ プイ リ 原発の構内で
は、 大量の作業が行われて来た。 今 日 、 チ ェ ル ノ プイ リ 原発の原子炉の稼働停止 の段階で、 2000 ～
2010 年の聞に ：
1. 200 以上の技術シス テ ム か ら 、 作動媒体と 潜在的に危険な物質が除去 された ；
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2. 約 370 の装置 と 700個の設備 ・ 4脅威聖書祭が最終的に停止 �れた。 とれは、 既存の全ての装置 と
練馬主要素の 63%近 く であ り 、 綾燃料の完全な除去の時点までに最終的に停止可能な装竃と織成
事毒素の鰐%であ る ；
3. 解体技術の開発と然るべき経験の取得の為、 1000 t以上の般織が解体され、 解体.；れた般僚の
12%は、 規制 ・ 管理を必要 と しない レベルiこまで除5除された ；
4. 1 ～ 3 号炉から核燃終が抜き取られ、 最終的に稼働惑と停止 された ；
s. 1 ～ 3 号炉のCERSが完了した L
6. 1 ＊炉のC回S デ｝タが更新され、 2 号炉の C蹴Sデータの更新作業が開始�れた ；
7. 放射性廃棄物及び使用務核燃料の管趨過程に関与する 、 1 号炉 と 2 号炉の装置と機成E毒素の稼
4動期限が 10年延長された (1 -4号炉は 2017�手まで、 2 �号炉は 2018年まで。 3 .it炉の君主置と縛成
要素の稼働類販の延長作業は、 2010 ～ 2011 �手に行われる）。
5. 2. 2 チェルノ ブイ リ 原発の廃炉戦略
廃炉の..可の特殊な条件寄と満たす円為に策定�れ、 2（以年iこ承’I�れた f チ ェルノプイ リ 原発の廃炉
釜本方針 j iこよれば、 "j;た、 国際的及び園内の経敏 ・ ク ク ラ イ ナの規制体制 ・ チェルノプイ リ原売の
歎地の実際の状況に鑑みて、 廃炉は、 以下の三段階に亘って行われるこ と になっている ｛図S.28参照〉：
四 密定的に2022年まで ー 原子炉施設の綾終的な閉鎖と傘関 （と の段階で、 原子炉 と殺 を〉汚殺の
殺しい設備の密聞が行われる｝ ；
四
宙定的に2045 年まで ー 放射能が許容 レベルまで自然に減衰するまでの聞の原子炉施設の冷
却 ；
- c定的iこ 206S i事支で 一 原子炉施設の解体 ｛こ の段階で、 制限を最大限に緩和して規制 ・ 管理




問主主窓方針では、 チ＝υレノプイり 原発廃炉の為に以下の よ う な敏絡を鎗いている ：





最長so�容に亙る、 反復強制循環図践 と原子炉の冷却 ；
砂⑭
工学的構造物の解体とチェルノプイ リ 原絡の数絡の除染ば、 廃炉作業に含1まれない。 とれら？ま、
事事kの影響の緩和及び立入禁止区減の復興活動の枠内で、 検討される。
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現在、 チェルノ プイ リ 原発は稼働停止の段階にあ る 。 これは廃炉までの準備段階であ る。 こ の期間に、
原子炉から核燃料が除去 さ れ、 長期貯蔵施設に搬送 さ れる。 これが 同段階の継続期間 を決定す る 主要
な課題である。 同段階の終了 は早く と も 2013 年になるだろ う 。
稼働停止段階に於け る 、 チェルノ プイ リ 原発の主要な業務は、 以下の通 り であ る ：
－ 1 ～ 3 号炉 と 既存の使用済核燃料貯蔵施設を安全な状態に保つ ；
ー チェルノ プイ り 原発敷地内 の使用済核燃料 と 放射性廃棄物を管理する為の、 イ ン フ ラ を開発す
る ；
一 原子炉から の核燃料の除去 ；
一 以下の施設の建設完了 と 稼働 ：
一 使用済核燃料の第 2 貯蔵施設 ；
一 液体放射性鹿棄物処理工場 ；
ー 固体放射性廃棄物管理コ ン ビナー ト。
一 以下の事業の策定 と 承認 ：
－ 1 ～ 3 号炉の最終的閉鎖 と 密 閉段階の為の事業 ；
一 既存の使用済核燃料貯蔵施設に於け る 、 搬送及び処理加工部分の再建事業 ；
ー 損傷を受けた核燃料の管理事業 ；
一 冷却池の閉鎖事業。
ー イ ンフ ラ施設 （電力供給網、 温水 ・ 暖房供給、 消防設備、 電話通信な ど） の更新 ；
ー 装置 と 設備から作動媒体 と 潜在的に危険な物質を除去する ；
一 原子炉の幾つかの装置 と 構成要素の、 最終的な稼働停止 ・ 撤去 ・ 部分的解体 ；
一 工学的 ・ 放射線複合検査 （CERS） の完遂 ；
一 今後 も稼働する 装置の管理 ・ 稼働 ・ 保修 ・ 修理の為の行政的及び技術的措置の実施、 並びに安
全性モニ タ リ ングの実施。
チェルノ プイ リ 原発の原子炉の最終的閉鎖 と 密 閉 の段階では、 以下の よ う な主要な措置が実施 さ れ
る ：
一 安全に影響を及ぼさず、 その後の段階での作業に不要な、 原子炉外部の装置 と 施設の構成要素
の解体 ；
一 放射性物質の環境中への拡散を予防する 障壁の強化 ；
一 施設の解体 さ れない部分の安全な密閉 ；
一 施設中の放射性物質の貯蔵施設の一時的なモエタ リ ングを可能にする条件の設定 ；
一 上記の作業を行 う 際に生 じ る 放射性廃棄物の収集 と 処理、 及びそれら の廃棄物の専門企業への
移管。
原子炉施設の冷却段階では、 以下の よ う な主要な措置が実施 される ：
一 密 閉 さ れた施設内に存在する、 放射性物質の安全な貯蔵を行 う 為の装置 と 構成要素の稼働 ；
ー 密 閉 さ れた施設の状態の定期的検査 ；
一 密 閉 さ れなかっ た設備の解体 ；
一 上記の作業を行 う 際に生 じ る 放射性廃棄物の収集 と 処理、 及びそ れ ら の廃棄物の専門企業への
移管。
原子炉施設解体の段階では、 以下の こ と が予定 さ れてい る ：
一 汚染の程度が一定以上の装置 と 構成要素の解体 と 除去、 それら の放射性廃棄物貯蔵施設での中
問貯蔵 ；
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一 上記の作業を行 う 際に生 じ る放射性廃棄物の収集 と 処理、 及びそれら の廃棄物の専門企業への
移管 ；
－ 廃炉作業が終了 した こ と を確認する 為の作業現場での最終的な放射線検査の実施。
チ ェル ノ プイ リ 原発は、 1986 年の事故 に よ る 放射能汚染地域に在 り 、 そ の 3 号炉は石棺 と 建屋構造
を共有 している。 従 っ て 、 チェルノ プイ リ 原発廃炉の最終 目 標は、 「褐色斑点」 と 呼ぴ得る よ う な状態
に持っ て 行 く こ と であ る 。 「 褐色斑点 」 と は、 設備 ・ 構造 ・ 建物が完全に解体 さ れ、 電離放射線源 と し
て の 工学的構造物の放射能が、 規制 ・ 管理を一部必要 と しな く な る 規定 レベルに留ま る よ う な、 敷地
の状態を指す。 これは実質上、 チェルノ プイ リ 原発周辺の立入禁止区域の汚染 レベル と 同等になる まで、
敷地 と 工学的構造物の汚染 レベルを下げる こ と を意味する。 しか し現状では、 チェルノ プイ リ 原発敷
地内をそ の よ う な最終的状態にまで持って行 く こ と は、 経済的に勧め られない。
現在、 チ ェ ル ノ プイ リ 原発は、 新た な廃炉基本方針の準備 を行っ て い る 。 そ の基本方針 に よ れば、
新 し く 考案 された敷地の最終的状態は、 「産業開発用地」 になる。 チェルノ プイ リ 原発の敷地の開発は、
立入禁止区域の維持運営 ・ チ ェルノ プイ リ 原発事故の影響除去 ・ 同原発の廃炉に関連 した国家予算の
負担を減 らすばか り でな く 、 立入を制限 さ れた土地で経済活動を再開 させ、 最大限に利用 し、 経済的
に発展 した地域に変 え る こ と を意味する。 その為には、 立入禁止区域 と チ ェルノ プイ リ 原発の敷地が
持つ、 以下の よ う な特性を効果的に利用する こ と が不可欠であ る ：
一 大量に金属を含有する 三つの原子炉を、 同時に廃炉に している ；
一 発展 した産業イ ン フ ラ の存在 一 通信システム、 電力供給、 物理的防護、 水の供給、 放射線モ
ニ タ リ ング、 車両及び鉄道のア ク セ ス ；
一 市町村か ら の隔離 ；
一 放射性物質の扱いに熟練 した人員の存在 ；
一 使用 を制限 さ れた立入禁止区域内に位置 している こ と 。
こ れ ら の特性 と 、 チ ェルノ プイ リ 原発及び立入禁止 区域の産業的可能性を、 原子力利用 の工業的過
程の最終段階 （原発の原子炉の廃炉 と 放射性物質の管理） に於いて、 ワ ク ラ イ ナの原子力産業の需要
の為 に よ り 積極的に利用する こ と を、 我々 は提案する。 例 え ば ：
一 立入禁止 区域内に、 ウ ク ラ イ ナの原発の使用済核燃料 （SNF） 処理の集中複合施設を建設 して、
チェルノ プイ り 原発にその操業機関 と して の機能を付与する ；
ー ウ ク ラ イ ナの原子力産業の為、 放射性廃棄物 （RAW） の運搬 と 長期貯蔵 ／ 処分用 の コ ンテナ製
造を組織 し、 SNF と 放射性廃棄物の統一化 さ れた運搬 ・ 処理組織計画を策定する。 そ の こ と に
よ り 、 以下の よ う な可能性が生 じ る ：
一 放射性廃棄物貯蔵用 コ ンテナ製造の為、 立入禁止区域の放射性核種に よ り 汚染 さ れた資
材を再利用する。 こ れは、 放射性廃棄物の総量を顕著に減少 さ せる こ と を も 可能にする ；
一 放射性廃棄物貯蔵分野での国家資金の節約。
一 立入禁止 区域に原発の放射性廃棄物管理複合施設を建設する。 それには以下の も の が含まれる ：
一 大型設備の加工 と 中 間貯蔵の為の複合施設 ；
ー ウ ク ラ イ ナの核施設 （チェルノ プイ リ 原発 と 立入禁止区域を含む） と 産業複合体か ら 出
る 、 放射能汚染 さ れた金属の加工 ・ 改鋳の為の複合施設。
ー チェルノ プイ リ 原発の訓練所を基礎 と して、 廃炉 ・ 放射性廃棄物管理問題に関わる職員の養成 ・
再教育 ・ 資格向上の為の、 ウ ク ラ イ ナに於ける最高訓練所を設置する。
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5. 2. 3 放射性廃棄物管理の為のイ ン フ ラ 開発
廃炉の為の 国家計画 に よ れば、 チェルノ プイ リ 原発の安全な廃炉 と 石棺の転化 に 関 して、 今 日 最 も
重要なのは、 放射性廃棄物管理の為の活動である。
チェルノ プイ リ 原発の原子炉の廃炉 と 石棺の生態学的に安全な システ ムへの転化 に あ た っ て処理 し
な ければな ら ない、 放射性物質に汚染 さ れた資材の総量は、 （解体段階が始ま る ま での） 最初の 35 年
間で （石棺 自 身の構造を除外 して） 14 万 d に上る。 従って、 今 日 チェルノ プイ リ 原発の直面 している
焦眉の課題の一つは、 同原発の条件に適合する 、 放射性廃棄物の統合管理体制の策定で あ る 。
今 日 、 チェルノ プイ リ 原発には以下の施設が存在 している。





放射能汚染 さ れた資材の管理施設 と して以下の も の ：
ー チェルノ プイ リ 原発 と 石棺の ド レ ン水の処理システ ム ；
ー 除染 さ れた場所 ；
一 汚染 さ れた大型設備の 中間貯蔵場 ；
ー 技術資材の中間所蔵場。
既存の放射性廃棄物管理体制は、 稼働 中 の原発の為 に設許 さ れた。 従 っ て 、 これを、 廃炉処分を行
っ て い る原発の為の仕様に変え る必要が あ っ た。 チ ェル ノ プイ リ 原発内での放射性廃棄物の統合管理
体制の策定 と い う 戦略は TACIS プロ グラ ム 5 の枠内で 1996 年に策定 さ れたチェルノ プイ リ 原発廃炉計
画 に於いて、 初めて言及さ れた。 こ の文書は、 原子炉の属炉 と 放射性廃棄物管理の課程の安全性を確
保する為に、 原発構内に建設 しな ければな ら ない施設を列挙 し、 それら の主要な特性を規定 していた。
具体的には、 液体放射性廃棄物収集・運搬・ 固化の為の士場、 固体放射性廃棄物収集・処理の為の士場 と 、
それら廃棄物の処分場であ る 。
今 日 、 列挙 さ れた施設は、 チェルノ プイ リ 原発の敷地内 に、 国際社会の数多 く の事業を通 じた支援
に よ っ て実体化 さ れつつ あ る ：
一 液体放射性廃棄物処理工場 ；
一 固体放射性廃棄物管理コ ン ビナー ト ；
ー 放射性廃棄物貯蔵用の金属製 タ ン ク ・ 鉄筋 コ ンク リ ー ト 製コ ンテナ製造複合施設 ；
ー チェルノ プイ リ 原発内の長尺廃棄物を破砕する為の装置の改良。
液体放射性廃棄物処理工場
液体放射性廃棄物処理工場 （LRTP) （園 5.29 参照） は、 原発の稼働時に蓄積 さ れた、 ま た は原発の
廃炉作業の過程で生 じ る 、 或いは石棺の稼働に伴 う 液体放射性廃棄物 （L貼YV） の処理の為の施設であ
る。 同工場は、 10 年間 LRAW の処理を行 う よ う に設計 さ れている。 設計上の最小処理能力 は、 未処理
の液体放射性廃棄物 2500 m3/y で あ る 。 同 工場は、 警備の対象 と な っ てい る チ ェルノ プイ リ 原発の周辺
地域で液体廃棄物貯蔵施設の近 く に位置 し、 後者の施設 と は閉鎖型橋梁に敷設 さ れたパイ プラ イ ンで
接続 さ れている。
5 EU によ る東欧 ・ 中央ア ジア支援プロ グラム。
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図 書必 液体放射後燦織物処痩エ渇
LRTPには、 既存の貯蔵篤設からの 1及AW 除去装置、 処湿装置までの ほAW運搬滋使、 日AW 告とm
Mし移動不自信にする為の処理・ 固化事量憶が費量也容れる．
級車寄生i!ifJである、 セメン トで固めた後合物の形で庖化された LR.AW F主、 毒事.忽潟阜のタ ンク iζ費量»
られ、 鉄筋コンク 9 ー ト のコ ンテナで、 黄島断包された放射性廃棄物の長期管渥貯蔵.般に移送される．
4をの場所ば、 図形放射絵－·�島管理＝ンピナー ト E訓み である。
LRl'Pの敏郎主、 ウタライナ内総令 (2側 主f. 3 月 22 a ,No.I均｝ に よ ち 承録された．
工場の型車官控除、 酬復興関多輸銀行 細部｝ が出資したチェルノプイ ロ 原宛の毒症の祭会総向上事織の
枠内で行われており 、 同行と の助成協定 （l”6 � II J.I 12 日〉 に従って、 原子力安全口座を介して着陸
軍号令受けている． 建設作業除、 ，E約 （1999'¥- 9 月 16 a ,  Ni。．倒ljpp C-1必籾6) 1：：.従って、 1999 差別と開
始tされた． 雪輸業者除、 ペルグア トムを土 • SGN栓 ・ フ ィ ンメ ッカ：：.;bを主 ・ アンサル ド ・ ヌ ク レアーレ
社から民主る 担 ンソーシアムであった。 当初の修業進行予定では、 建喜重完了は 2001 �手 12 月 31 日 と され
ていた。
とれ去でに何度となく 作業経費が上昇し、 事業実施期間がm�毒され、 且つま背負業者の作業実施が不
適切であったとk に緩み、 原子力安全口座の資金供与信絡会の承認を得て、 LR'.l'P 建設を完遂させる責
務省t、 ペルグア トム役者t主事事事とするヨンジーシアムから、 完主主考 （SSB チ品ルノ プイ !Jj)j{鎌｝ の直
後の管理下に移ナとい う決定がなされた． 況脱4事，Jj 18 目 、 LRl'Pでの金ての作業fま停止され、 I If' 
月 の111 ：：.、 同エ織の契約破棄に闘 して紛負担E考から発注者への然るべき童話鮫著書4警の手書障がffbれた．
輿約敏型車の時点から、 L即F Fま 「 未発1$.聖書t車検 J のま貴餓iとある。 SSE チ品ルノプイ P 原発ば、 .般の安
全破事長システムの徐惨事と行っている．
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契約破棄の時点 か ら 、 （2007 年 7 月 17 ～ 18 日 の資金供与国総会に於いて） LRTP の完成の為の更な
る 資金提供について肯定的な決定が な される ま で、 SSE チェルノ プイ リ 原発 と チェルノ プイ リ 事業安
全管理部 に よ り 、 LR'.百 事業の実施を進め る 目 的で、 以下の よ う な作業が行われた ：
ー コ ン ソーシア ム と の契約が破棄 さ れた後の装置 と 施設の技術的評価 ；
- LRTP 事業完遂の為の作業規模の判定 ；
- LRTP 事業完遂作業の実施経費の見積 り ；
- LRTP 事業完了期限の見積 り ；
- LR'.百 事業実施の り ス ク判定と その分析 ；
一 「LRTP 完成戦略 」 の策定と EBRD に よ る 承認 ；
一 「LRTP 完成計画 」 の策定と EBRD に よ る 承認。
策定された 「LR'.胃 完成戦略 J に よ れば、 事業完遂の為に必要な全ての作業は、 以下の 四類型に分類
される ：
A. 設計 と 安全性の根拠付 ；
B. 設備 と 工場全体の買付 ・ 組立 ・ 整備 ・ 試運転 ；
c. 自 動処理管理システ ム が き ち ん と 稼働する こ と の確認 ；
D. 専門的 ・ 助言業務。
個々 の類型毎に入札手続が行われ、EBRD の商品 ・サー ビス 買付規定に従っ て 、 契約が結ぼれる。 今 日 、
LRTP の建設作業は完成に近付いている。 稼働前試験は、 2011 年後半に始ま る 予定であ る。
固形放射性廃棄物管理コ ン ピナー ト
固形放射性廃棄物管理コ ン ピナー ト （ICSRWM) （図 5.30 参照） は、 固形の放射性廃棄物 をチェルノ
プイ リ 原発の同廃棄物貯蔵施設 （SRSF） か ら 除去 し、 処理 し、 充填 し、 一時的 に貯蔵す る よ う に設計
さ れている。 ICSRWM は、 相互に関連 した四つの施設 ｛Lot） か ら成る ：
Lot-0 ： 高 レベル放射性廃棄物 と 低 ・ 中 レベルの長寿命放射性廃棄物の一時的貯蔵施設 ；
Lot-1 ： 固形放射性廃棄物を SRSF か ら 除去する施設 ；
Lot-2 ： 固形放射性廃棄物の選別 ・ 規格化 ・ 処理玉場 （SRPP） ・
Lot-3 ： 「 ヴェ ク ト ノレ 」 複合体の敷地内 に存在す る 、 固形低 ・ 中 レベル放射性廃棄物の特殊設備 を備 え
た浅地層貯蔵施設。
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岡弘30 図体放射性漉裁物管理コンどナ、ート
Lct-1 ・ Loほ の発注者 ・ 納入先はSSEチ:i:..J レノプイ野原発だが、 E刻々 については絡が テ ク ノセン
ターj である。 ICSRWM建設作業は、 ク ク ライナ内陶令 （2003 毒事12月 26 日 ， N。.816-p; 2，叙l6年12 ,ij 
27 a ,No.6S9が に よ ち 承認容れた重量計に従って行われた。 契約（2001 �手 3 月 5 日 川。.1L1的”に指定い、
＝ユュ｝ケム ・ テク ノ ロ ジーズ主主 （狐国） がま自負業者となった。 今 回 、 契約に主主づく 金ての作費量は終了
している。 2湖畔4月 24 目 、 翁負幾和ζ第綬納入隆明書�J)I－�れ、 Lot-I • Lot-2 の鎌重量開始野可が下
りた. Lot・3 の作業fま2010年2月 に完成 した。 稼働前総験は、2011 �手前半に完了すると予想されている．
しかし、 指摘しておかなければならないのは、 こ れ ら鎗殺の稼働の効率に越後修司摩ずる以下の よ う な
問題が、 未解決の1ま1まになっている と い う こ とである ：






SSE チヱルノ ブイ リ原発の飲射位農棄物を貯織するJ誌の金..県タンク ・ 鉄筋ヨ ンク リ ー ト
製ヨ ンテナ製造調複合総敏
$飽チzルノブイ り 原，告の欽射性廃楽物�貯蔵する主与の金属製タンク ・ 鉄筋コ ンク リ ー ト製コンテ
ナ製造複合施設 ｛図 S.31諸島鰻〉 は、 主主射位－�範母島の処理 e 運搬 ・ 処理豊後の貯蔵の食会憶を促進 しなけ
ればなら ない。 理事音量3 ms の運搬・ 保管用ヨンテナと 、 サイ ズ ・ 事事進 . Ji京本才事時 ・ 使用期限の異なる 4 タ
イプの、重�fサ�金属シ日 ンダーのタンク ｛第一次充練用｝がこ こで製造される． 間後会施設は、契約 （2007
年 12 月 2$ 日 ， No.”691） に従って、 ウタライナの f ウ ク ライナ濯送建設 J 祉によ り建設される。 この
事業の資金は、 BUから従事毒�れ＇.＞. 今 日 、 スラグ｝ティ チ司書の工業地害警の重量殺害車場では、 建設 ・ 車D.li.
作業が完了しつつある。 製約i己主定められた作業の実施期聞は、 2011 若手第2 四半期である。
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図 5.31 放射性廃棄物貯蔵用金属製タンク ・ 鉄筋コンクリ｝ト製コンテナ製造複合施設
チ ェ ルノ フイ リ 原発の長尺廃棄物の破砕装置の改良
原発炉心が稼働していた際に使用された設備と特殊機器 （図 5.32参照｝ は、 現在、 冷却プール、 技
術用シャフ ト、 並びに 1 ～ 3 号炉内に存在している。 処理中のそれらの分量は、 凡そ 2000 m� となる。
また、 湿式使用済核燃料中間貯蔵擁設 (ISF-1) の冷却プールには、 長さ 10 m以上の約 1 万 8000 のス
テンレス製容器があり 、 現在その中に使用済核燃料の集合体 （SFA） が入っている。 これらの容器は、
使用済核燃料 （SNF） が乾式使用済核燃料中間貯蔵施設 （ISF-2） に移動された後は空になる。 実質上
全ての特殊機器は6～ 22mの長さであ り 、その処理には特殊な設備と技術（図 5.33 参照） が必要となる。
また、 特殊機器の放射能は、 炉心のどこに位置していたかによって、 部位毎に異なる。 従って、 特殊
機器の放射線学的状態の判定と前処理の方法選択について、 異なった手法が適用されなければならな
い。 チェルノプイ り原発内の長尺廃棄物の破砕装置の改良は、 ま さにこの課題の解決を目指すもので
ある。
図 5.32 中央ホ｝ルでの特殊機器配置 図 5.33 長尺廃棄物の粉砕装置
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チェルノ プイ リ 原発内の長尺廃棄物の破砕装置の改良事業は、 EU の支援に よ り 、 契約 （2009 年 8 月
3 日 ， No.TACIS/20071132-889） に従って実施 さ れ、請負業者はエイ メ ッ ク ・核・イ ンターナシ ョ ナノレ社 （英
国） である。 事業の実施期限は、 2013 年 2 月 2 日 であ る （保証期間 365 日 を含む）。
廃炉 と 石棺の生態学的に安全な システ ムへの転化に関する 作業の進展に伴い、 様々 な種類 と 放射能
レベルの放射性廃棄物の分量は顕著に増大す る ので、 現行の規範 ・ 規準を満たす、 多 く の放射性廃棄
物管理施設が必要 に な る。 そ こ で扱われ る の は、 解体 さ れた鉄筋 コ ン ク リ ー ト 及び金属製の構造物、
ケーブル製品、 建築廃棄物である。 工学的 ・ 放射線複合検査 （CERS） の結果に よ れば、 3 号炉 か ら 出
た汚染 さ れた金属 の量は約 9 万 t に遣 し、 その 80%は放射能を帯びている。 従 っ て 、 チェルノ プイ リ
原発敷地内で放射性廃棄物の統合管理体制を整備する こ と は、 優先的課題の一つであ るo
「放射性廃棄物管理の為の国家生態学計画」 には、 必要な追加施設が列挙 さ れている （表 5.6 参照） 。
表 5.6 必要な追加施設のリスト
必要な施設 稼働時期
超 ウ ラ ン元素 と 有機物質の除去を含む、 液体放射性廃棄物の前処理工場 2012 
低 ・ 中 レベノレの短寿命放射性廃棄物の緩衝貯蔵施設、 解体さ れた汚染設備の緩衝貯蔵施設 2013 
低 ・ 中 レベルの長寿命固体放射性廃棄物の管理区域 2012 
ケープル製品の処理工場 2012 
長寿命放射性廃棄物及び高 レベル放射性廃棄物の貯蔵施設 2013 
放射性物質に よ り 汚染 さ れた金属を処理する為の複合施設 2013 
大型設備の部品の破砕及び分解用区域 2012 
こ の う ち 、 幾つかの項 目 については、 既 に作業が 開始されている。 例 え ば、 現在、 石棺内 の水か ら
の超 ウ ラ ン元素 と 有機物質を除去する 為の試作設備の試験運転が行われて い る 。 こ の設備で、 提案 さ
れた処理技術が試験 さ れている のである。 こ れ ら の活動は、 国際原子力機関 （IAEA） の支援で行われ
ている。 こ の作業が認可を受けた後、 次の段階 と して 、 実用設備の作成が開始 さ れる。
チ ェル ノ プイ リ 原発内 の新 しい施設の建設 と 稼働の後、 原子炉の廃炉 と 石棺の生態学的に安全なシ
ステムへの転化に際して生 じ る 、 放射性廃棄物の処理能力は大幅に増強 さ れる。
5. 2. 4 乾式使用済核燃料中間貯蔵施設
チ ェ ル ノ プイ リ 原発内での使用済核燃料集合体 （SFA） は、 1986 年に稼働が開始さ れた湿式使用済
核燃料中間貯蔵施設 （ISF-1) と 、 原子炉附設の使用済核燃料 （SNF） 冷却プールに貯蔵 さ れて い る 。
チ ェ ル ノ プイ リ 原発稼働の期 間中、 敷地内 に約 2 万 1000 単位以上の核燃料 （使用済核燃料集合体）
が蓄積さ れた。 ISF・1 の設計上の処理能力及び安全稼働可能期間では、 チ ェル ノ プイ リ 原発に存在する
全ての発熱 した SFA を長期貯蔵する こ と は出来ない。 従 っ て 、 別の使用 済核燃料貯蔵施設の建設が必
要になっ た （図 5.34 参照）。
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図5.34 乾式使用済核離料ゆ問貯蔵鱒識の貯蔵用コンクリFトモジ:i.-Jレ
1995 �手 12 月 初 日 、 rチ::r.lレノプイ リ 原発魔炉iこ関する ウ クライナ政府 ・ 先進7 jJ 国 ・ 欧州共同体委
員会開での了解事項覚書J が交わ容れた。 稼働停止段階から廃炉段階への移行の条件は、 原子炉から
の後燃料の除去である。 ク ク ラ イナ及び世界の使用済核燃料管理の経験者F踏まえた公開国際入札の結
果、 換気装償付のコ ンク リ ｝ トモジ品｝ノレに密閉容裁に入れた使用語専み燃料を収納する 、 事主式使用語専
絞燃料中間貯蔵施敏 （ISF輔の を、 チ::r.lレノ プイ リ原発に建依す る こ と が決定した。
ISF-2 の建設に よ り 、 チ：：：：.）.レノ プイ リ原発に蓄積 されたSNFの念量そ長期にEって安全に貯蔵し、
ISP・I ！.＂撤去す る こ と が可能になった。 1996 年 II 月 12 日 に、 欧州復興開発銀行 ｛国防トウク ライナ・
チ旦ルノプイ リ 原普通の間マ、 助成協定 例o.006） が聖書��れ、 1997 年 3 月 18 目 、 ク ク ライナ最高3協会
に よ り 批准�れた。 同協定に従い、 ISF-2 の主義般は、 原子カ安全口座番ど介して資金提供を受ける。
長k初の総会誇負業者は、 フ ラ マ トム社であった。 しかし、 銭術的銀題に関する業務指示書からの顕
著な逸脱が明らかと なった為、 2003 年 4 月 に ISF-2 の建設は中止 され、 フ ラ マ トム祉と の契約は破棄
された。 2007 年 9 月 17 日 に、 SSE チ:;c.Jレノ プイ リ 原発とホルテ ッ ク ・ イ ンタ｝ナショ ナル祉の聞で、
ISF-2 事業完遂に関する契約 (No.Cl創PP/C2/1仰62） が締結�れた。
契約条項によれば、 この事業は2 段階に亘って実施 ｛認可〉 容れる。
四 認可 1ー 設計文書の策定、 国家による包括的専門審査と設計の象認、 建設再開の認可取得手続
への支援
” 認可2 ー 資材 ・ 鮫織の網途、 建般 ・ 組立作業、 稼働前依験、 I留必 の操業開始鮮可取得への支
援
契約上の作業 日 定に従い、 rssE チ:r.lレノプイ 芦原発 • ISP・2 建設完了設計 j 及び r1sF-2 事前安全分
析筈j が、 既に策定されている。 殴F-2 1ま、 RBM応1000型原子炉の 2 万 1000以上の SPA の受入 ・ 貯灘
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準備 ・ 100 年にEる貯蔵を、 年間 2500 単位ずつ行 う 。 ISF・2 は、 二つの部分か ら成る ：
一 使用済核燃料貯蔵準備部門 （SFSPU) ; 
SFSPU の機能は、 チェルノ プイ リ 原発 1 ・ 2 号炉 と ISF-1 か ら移送 される 2 万 1000 以上の SFA、
2000 近 く の損傷 した使用済核燃料、 2 万 3000 以上の粗調整棒の貯蔵準備 と 充填であ る。 SFSPU
の設計上の最小年間生産処理効率は、 SFA ま たは損傷 した使用済核燃料で 2500 単位である。
一 使用済核燃料貯蔵区域 （SFSZ） ・
SFSZ では以下の作業が行われる ：
一 使用済核燃料を充填 さ れた容器を、 容器操作 ・ 運搬装置を用 いて、 SFSPU SFSZ へ運搬
する ；
一 容器を、 設計寿命が 100 年の、 水平な貯蔵用 コ ン ク リ ー トモジュールに収納す る ；
ー 使用済核燃料が入った容器を 100 年に亘っ て貯蔵する。
ISF-2 の建設完了 と 稼働前試験の開始は、 2013 年半ぽに な る と 予想 さ れている。
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5. 3 石棺転化 と チ ェ ルノ ブイ リ 原発廃炉に対す る 国際協力
1986 年のチェルノ プイ リ 原発事故は、 何百万人も の人々 の生活に根本的な影響を与え、 園際社会の
深刻な懸念を招いた。 そ の影響の克服の為、 国際社会の努力を集結 さ せる こ と が必要であ る ので、 国
際協力 が極めて重要 に な っ た。 1990 年か ら 、 国際協力 の焦点は安全性の 向上に集中 し、 優先 目 標が打
ち 出 さ れた。 即ち、 チ ェ ル ノ プイ リ 原発の最終的閉鎖 と 、 破壊 さ れた 4 号炉を生態学的 に安全なシス
テム に転化する こ と であ る 。
石棺の生態学的 に安全な システ ムへの転化は、 チェルノ プイ リ 原発の事後処理 と 環境の安全に 関連
した最重要の問題の一つであ っ た し、 現在 も あ り 続けている。
こ の方面での国際協力 の第一歩 と な っ た のは、 1992 年に公表 さ れた、 石棺の生態学的 に安全なシス
テ ムへの転化の為の設計及び技術的解決策 の 国際 コ ン ク ールであ っ た。 同 コ ン ク ールの結論 と して、
石棺の生態学的 に安全な システ ムへの段階的転化 と い う コ ンセ プ ト が採択 さ れた。 こ の コ ンセ プ ト に
は、 既存の石棺の状態の安定化、 石棺を 取 り 囲む新た な 防護建造物 （ 「 石棺 2」 ） 建設、 浅地層放射性
廃棄物貯蔵施設の建設、 石棺内 に存在する 放射性物質の除去 ・ 規格化 ・ 貯蔵施設への収納の各段階が
含まれていた。
1993 年、欧州委員会は、 コ ンセプ ト の第一段階 一 既存の石棺の状態安定化 と 「 石棺 2」 建設の技術的・
経済的基礎の開発 ー に 関する入札 を発表 した。 落札者 と な っ た のは、 フ ラ ンスのカ ンベ ノ ン ・ ベル
ナール ・ SGE 社を代表 と する コ ン ソーシアム 「Alliance」 で あ っ た。
1995 年 9 月 11 日 、 コ ン ソーシアム 「Alliance」 の研究に基づ く 、 その後の共同措置の決定 と 調整の為、
ウ ク ラ イ ナの代表団の参加の下、 ブ リ ュ ッ セルで欧州委員会の会議が聞かれた。 と の会議の結果、 欧
州委員会は、 コ ン ソ ー シ ア ム 「AllianceJ 及び ト り ッ シュ ラ ー ・ ア ン ド ・ パー ト ナー杜 と 、 TACIS プロ
グ ラ ム の枠内で短期的 ・ 長期的措置 を策定す る為の協定を締結 した。 こ の協定の下で、 行動指針勧告
が策定され、 そ こ では採 り 得る短期的 ・ 長期的措置が規定 さ れ、 一連の喫緊な措置が提案 さ れた。
欧州委員会 ・ ワ ク ラ イ ナ ・ ア メ リ カ合州 固 と 困際専門家グループの協力 を受けた、 「 チェルノ プイ リ
4 号炉に関する短期的 ・ 長期的措置 」 事業の下での更な る努力 の結果、 「 石棺転化実施計画 」 （SIP） が
策 定 さ れ、 1997 年 6 月 に先進 7 ヵ 国会議で承認 さ れた。 同計画は、 石棺を生態学的に安全なシステ ム
に転化する為の一連の措置を含む、 主要な基本方針を確立 した。
1997 年 11 月 20 日 、 ニ ュ ー ・ ヨ ー ク に於いて、 援助供与固会議が聞 かれた。 こ こ で、 出席者達は、
上記計画の実現の為に特別 に設立 さ れた、 チ ェ ル ノ ブイ リ 石棺基金に資金を提供す る 義務を負 っ た。
基金の運営は、 欧州復興開発銀行 （EBRD） に委託 された。 会議ではまた、 基金の活動に関する ウ ク ラ
イ ナ と EBRD 聞の協定 （枠組協定） が署名 さ れた。 今 日 、 援助供与国の数は、 既に 28 ヶ 国 に及ぶ。
1998 年 4 月 20 日 、 SIP 事業運営部 門 の コ ンサルタ ン ト 契約入札の落札者 と の契約が署名 さ れた。 落
札者 と な っ たのは、 ベ ク テル社 （米国） 、 パテル社 （米国） 、 EDF 社 （仏国） を含む コ ン ソーシアムで
あ っ た。
近年、 SIP に進捗が見 られた。 2008 年に、 計画の第 1 段階が終了 した。 補強措置実施の後に、 国家検
収委員会証書 （2008 年 10 月 29 日 ） に よ り 、石棺の工学的構造物の稼働が認可 さ れた。 補強措置の設計は、
キエフの 「 エネノレゴプロ エ ク ト 」 研究所 ・ 工学的構造物研究所 ・ ワ ク ラ イ ナ国立アカ デ ミ ー原子力安
全問題研究所から成 る 、 圏 内 コ ン ソーシア ム に よ っ て策定さ れた。 建設作業は、 株式非公開会社 「 原
子建設輸出 」 社 ・ 株式非公開会社 リ ウ ネ原発建設運営社 ・ 株式公開会社 「 南火力発電組立 」 社 ・ ウ ク
ラ イ ナ設計建築技術研究所 「 原子力建設設計 」 社 ・ 国営企業 「 南火力発電組立エ ンジニア リ ン グ 」 か
ら成る、 総合請負業者に よ っ て実施 さ れた。 これは、 SIP 計画の下で これま でに完了 した、 最大級の事
294 
第 5 章 ： 石棺 と 廃炉
業である。 同年、 新 しい石棺 （NSC） 建設の入札が行われ、 落札者で あ る コ ン ソ ーシアム NOV.組KA
と の契約が締結 さ れた。 今 回 、 新石棺の基礎建設が既に始ま っ てい る 。 一方、 SIP で予定 さ れて い る 、
安全に関する 重要な措置の全てが実施 さ れている 訳ではない。 例 え ば、 破壊 さ れた 4 号炉 か ら 使用 済
核燃料の塊を含む物質 （FCM） を除去する 為の技術の開発 （課題 20） や、 石棺内の水か ら の超 ウ ラ ン
元素 と 有機化合物の除去 （課題 13） は、 無期限延期 さ れ、 SIP の枠内での資金提供は中止 さ れた。 SIP
に於け る 作業の安全性に と っ て決定的に重要 な こ れ ら の措置の再開 に 関 して、 園家 レベルで、 援助供
与国 と の協調を 更新 し な ければな ら な い し、 資金提供を して く れる新規の援助供与国を探 さ な く て は
な ら ない。
チ ェノレノ プイ リ 原発はま た、 廃炉問題について も 国際社会 と 積極的に協力 している。
チェルノ ブイ リ 原発の廃炉作業の経費見積 り の最初の試みは、 TACIS プ ロ グラ ム の枠内で行われた。
1996 年、AEA テ ク ノ ロ ジー杜に よ り 、 チェルノ プイ リ 原発廃炉計画 （CDP） が策定さ れた。 CDP に よ れば、
チェルノ ブイ リ 原発廃炉の選択肢の 内、 最 も合理的なのは、 設備を既存の工学的構造物内に 30 年以上
密 閉 し、 原子炉設備の解体作業は必要最小限に止 め る 、 と い う も のであった。
また、 CDP には、 チェルノ プイ リ 原発の稼働停止から密閉段階の開始ま での、 全事業の労働投下量 ・
総経費の凡その推計が示 さ れてお り 、 原子炉の廃炉 と 放射性廃棄物管理を遂行す る 為 に、 原発構内に
建設 しな ければな ら ない主要な施設の特性が列挙 されている。
1996 年に、 チ ェ ル ノ プイ リ 原発の核の安全性 向上事業が 開始 さ れ た。 同事業は、 ウ ク ラ イ ナ と
EBRD と の聞の助成協定に従い、 原子力安全 口 座を介 して資金を提供 さ れている。 同事業の下で、 チ ェ
ノレノ ブイ り 原発 3 号炉の安全性向上に関する措置が実施 さ れた。 また現在は、 液体放射性廃棄物処理
工場の技術的改良 と 、 乾式使用済核燃料中間貯蔵施設の設計の改善に関する作業が行われている。
1997 年から、 国際的な支援 （米国エネルギー省） と ウ ク ラ イ ナの資金で、 産業用暖房ボイ ラ ー建設
を完了 さ せ る 為の作業が 開始された。 産業用暖房ボイ ラーは、 原子炉の最終的な停止の後、 原発構内
の施設に熱供給を行 う 為の も ので、 2001 年 6 月 よ り 稼働を開始 した。
今 日 ワ ク ラ イ ナは、 EU か ら 技術支援を受けてい る 主要な国の一つである。 チェルノ プイ リ 原発の敷
地内では、 CIS 諸国への TACIS 技術支援プロ グラ ム の枠内で、 様々 な実現段階の五つの事業が実施 さ
れてい る ：
一 固体放射性廃棄物管理 コ ン ビナー ト （ICSRWM） を稼働 さ せ る ；
- 84 号棟への換気装置設置を含む、 ICSRWM 関連の追加作業の実施 ；
- SSE チェルノ プイ リ 原発の放射性廃棄物 を貯蔵する 為の金属製 タ ン ク ・ 鉄筋 コ ン ク リ ー ト 製 コ
ンテナ製造複合施設 ；
ー チェルノ プイ リ 原発の長尺廃棄物の破砕装置の改良 ；
ー チェルノ プイ リ 原発の廃炉情報支援システム の整備。
「 チェルノ プイ り 原発の廃炉情報支援システムの整備 」 事業は、 チェルノ プイ リ 原発の廃炉過程で得
られた情報の保存 と 更新の必要に迫 られて、 2009 年 6 月 26 日 に立ち上げ られた。 同事業の実施に よ り 、
廃炉に関する最適な組織的及び技術的解決策の選択、 廃炉に 向 け た計画立案への支援の確保、 廃炉作
業の各段階で得 られる情報の保存 と 更新が可能 と な る 。
国際原子力機関 （IAEA） は、 2001 年か ら 、 チェルノ プイ リ 原発屍炉に 関する 目 標が 明確な支援を、
ウ ク ラ イ ナに行 っ て い る 。 2001 年以降、 チェルノ プイ リ 原発は、 四つの 国家事業の枠内で技術支援を
受 け て い る 。 それ ら の事業の主 目 的は、 チ ェルノ プイ リ 原発廃炉の為の国家計画に規定 さ れて い る 業
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務を実施する為の支援、 並びにチェルノ プイ リ 原発構内の放射性廃棄物管理への支援である。 IAEA の
支援は、 セ ミ ナー ・ 研修 コ ー ス ・ 専門家派遣団 ・ 経験交流訪問 の組織 と い う 形で実施 さ れて い る 。 こ
れ ら の協力の枠内での主要な 目 標 は、 大 き く 分けて三つ あ る 。 ま ず、 廃炉関連文書作成 ・ 廃炉に際 し
て の安全性評価 ・ 解体 と 設備の除染の為の最新技術に関す る 、 経験 と 知識を伝達す る こ と 。 次に、 石
棺内部の放射性物質を含む、 チェルノ プイ リ 原発に於け る 放射性廃棄物管理体制 の整備 と 改良 を支援
する こ と 。 そ して、 廃炉を行 う 作業員の労務管理制度の確立である。
IAEA の専門家達の参加を得て、 「 放射性廃棄物の統合管理体制 」 ・ 「 屍炉設計 J ・ そ の他の放射性廃
棄物管理 と 廃炉問題を統括する文書の よ う な、 一連の重要な文書の策定 と 更新が行われている。
更に、 英国貿易産業省の支援を得て 2004 ～ 2006 年に実施 さ れた、 一連の事業について も 指摘 して
おかな ければな ら な い。 こ れ ら の事業は、 廃炉 と 新 しい施設の認可を得る為 に必要な文書の推敵を 閏
的 と していた。 今 日 、 ノ ル ウ ェーはチェルノ プイ リ 原発の原子炉の廃炉 と 石棺の転化に関連す る 業務
の支援 を行 う 用意が あ る と 表明 してお り 、 2006 年 11 月 28 日 に こ の件に関する合意文書に署名 が な さ
れた。
チ ェル ノ ブイ リ 原発 と 石棺への 国際社会の 関心は、 新石棺の アーチが 旧石棺 を完全に覆 う 日 を以て
途絶え る こ と はな く 、 ウ ク ラ イ ナ一国のみが こ の 問題 と 共に取 り 残 さ れる こ と はない、 と 我々 は期待
したい。
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6. 1 チ ェ ル ノ ブイ リ 事故の放射性廃棄物 ： 管理の歴史、 放射性
廃棄物の種類 と 量、 現状、 問題点、 そ し て展望
1986 年 4 月 26 日 以降、 放射性廃棄物 （RAW） の 国家管理体制 に於け る 、 チ ェ ル ノ プイ リ （事故）
起源の放射性鹿棄物に関する 問題要素は、 時間の経過 と 共に減少 して き た。 その要因 と して、 一つには、
（ と り わ け短寿命の） 放射性核種の 自 然崩壊に よ っ て、 廃棄物の放射能が大幅に減衰 した こ と が挙げ ら
れる。 加えて、 ウ ク ラ イ ナ政府の主張に よれば、 原子力発電を更に活用 し続けた為に、 原子力産業の
発展 1 が継続 した こ と に も よ る。
と は言え、 高 レベル且つ長寿命の も の を含む、 放射性庫棄物 を確実に 閉 じ込める と い う 、 基本戦略
上の任務 も未だ重要である。 現世代及び将来世代を、 有害な放射性廃棄物の影響か ら確実に防護する
には、 地層処分場の建設が欠かせない。
チ ェルノ プイ り 核災害の影響を除去す る 仕方を分析す る こ と は、 独 自 の国家核法制体系 を持つ こ と
の必要性の理解につながる。 最先進国の経験を踏ま えて、 原子力分野に於ける 広報活動は、 あ ら ゆ る
活動について合法的に管理 さ れな ければな ら な い。 核及び放射線安全制御 と 管理の仕組に関する、 法
的根拠の確立 と 運用 は、 電離放射線の影響か ら の公衆及び環境の防護が最優先であ る こ と の明 白性を
保障する。
ワ ク ラ イ ナが独立 を勝ち得た際に、 ほぽ完全でバ ラ ンス の取れた固内法制度が確立 さ れた。 ウ ク ラ
イ ナ最高議会は以下に掲げる 多 く の国際条約を批准 した ：
一 原子力の安全性に関する条約 ；
一 原子力事故の早期通報に関する条約 ；
一 原子力事故又は放射線緊急事態の場合に於け る 援助に関する条約 ；
ー 使用済燃料管理及び放射性廃棄物管理の安全性に関する条約、 な ど。
『原子力利用 と 放射線安全性に関する』 法律 （ ウ ク ラ イ ナ ； 1995 年） は、 原子力利用分野に於け る 基
本法である。 ワ ク ラ イ ナでは、 以下の諸法も核法制体系の一部 と 看倣すこ と ができ る ：
一 『放射性廃棄物の管理に関する』 法律 ；
『電離放射線の影響か ら の住民防護に関する』 法律 ；
『核施設、 核物質、 放射性廃棄物、 並びにその他の電離放射線源の物理的防護に関する』 法律 ；
『チェルノ プイ リ 原発の更なる稼働及び破壊 さ れた 4 号炉の廃炉 と 環境的に安全なシステムへの
転化を行 う 為の一般原則に関する』 法律 ；
『原子力分野に於ける活動に対する許認可に関する』 法律 ；
『原子力損害の民事責任 と その財務規定に関する』 法律、 な ど。
『放射性廃棄物の管理に関する』 法律 （ ウ ク ラ イ ナ） [1］ の策定は、 チェルノ プイ リ 原発事故の影響か
ら の住民防護に関す る 国家委員会の専門家に よ っ て 主導 さ れ、 当 時 と してはかな り 草新的な法規制 を
導入 した。 特筆すべき は、 放射性廃棄物の長期貯蔵や処分の際の安全性を確保す る為の部門別の取組
を排除 して、 原子力利用分野か ら の放射性廃棄物管理分野の分離を法的に確立 した こ と であ る 。 放射
性廃棄物を排出する 事業体は、 放射性廃棄物処理が禁止 さ れた。 液体廃棄物、 並びに爆発性 ・ 引火性 ・
核災害 を招 き 得 る 形態の廃棄物の処理 も 禁止 さ れた。 放射性廃棄物の危険性が相当期間継続す る こ と
を考慮 して、 同法は、 「一旦廃棄物排出者 に よ っ て専門 の事業体に移 さ れた後は、 放射性廃棄物 を国家
の所有物 と す る 」 と している。
1 放射性廃棄物管理 も含めた原子力産業の技術的 レベルの発展。
299 
第 6 章 ： 放射性廃棄物管理
同法 山 は、 「放射性廃棄物の 国家管理政策形成過程には、 放射性廃棄物国家管理計画の作成 と 実施
が含まれ、 こ の国家管理計画は、 3 年毎の ワ ク ラ イ ナ内閣に よ る 見直 し と 承認が必要であ る J .！：： 規定 し
ている。
放射性廃棄物国家管理体制設立の次の段階は、 ウ ク ラ イ ナ内閣令 （1996 年 4 月 29 日 ， No.480） に よ
る放射性廃棄物国家管理計画の承認であ っ た ［2］。 こ の国家管理計画は更に改正 さ れ、 ウ ク ラ イ ナ内 閣
令 （1999 年 4 月 5 13 , No.542 [3］ 及び 2002 年 12 月 25 日 ， No.2015 [4］） に よ っ て承認 さ れた。 但 し、 放
射性廃棄物国家管理計画の法的地位は、 その後の一連の見直 し に よ っ て、 包括的計画に格下げ さ れた。
放射性廃棄物国家管理許画の主な任務は、 以下の通 り であ る ：
一 放射性廃棄物の管理に関する規範的 ・ 法的環境の整備 ；
一 活動が法的要件に適合 している かの監督 ；
ー チェルノ プイ リ 核災害に よ っ て放射能汚染を被っ た領土か ら の、 放射性廃棄物の 除去 ・ 輸送 ・
処理 ・ 処分の為の 「 ヴ ェ ク ト ノレJ 複合体 ・ 第一段階の稼働前試験 ；
一 高 レベル長寿命放射性廃棄物の処理 と 貯蔵の為の 「 ヴ ェ ク ト ノレ」 複合体 ・ 第三段階に用 い る 施
設の設計及び建設 ；
ー ウ ク ラ イ ナの全て の廃棄物排出者か ら の あ ら ゆ る放射性廃棄物の収集 と コ ンテナ保管を行 う 国
営企業であ る 、 ウ ク ラ イ ナ国営連合体 「ラ ドン」 の、 各地方担当 の専門複合体の技術的再配備
及び機能の変更 ；
一 放射性廃棄物の 国家登録台帳と 放射性廃棄物の貯蔵所 ・ 処理場の国家土地台帳の、 確立及び維
持管理 ；
一 放射性廃棄物の地層処分場の建設、 な ど。
放射性廃棄物国家管理計画に定め られた業務を実施す る こ と に よ っ て、 現状は地層処分場の建設に
関する これま での調査結果 と は合致 してお らず、 未達事業の調整を行い 同計画に従 う 必要が あ る こ と
が 、 明 ら か と な っ た。 こ の原因の一つは、 慢性的な資金不足であ る 。 ウ ク ラ イ ナ国家報告書 「チェル
ノ プイ リ 事故か ら 20 年 ： 将来の見通 し」 には、 積極的且つ効率的な管理の欠如 と 、 その結果 と しての
慢性的な資金の欠如 に よ っ て 、 放射性廃棄物国家管理計画の 内容は どれ も完全には実施 さ れなかった、
と あ る ［5］。
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6. 2 チ ェ ルノ ブイ リ 核災害に よ っ て 生 じ た放射性廃棄物の
閉込 ・ 貯蔵 ・ 処分体制の確立
チェルノ プイ リ 原発事故に よ り 、 膨大な量の放射性廃棄物が生 じた。 そ の量は、 原子力発電 ・ 電離
放射線源 ・ 放射線技術の利用 に関連す る他の活動の結果 と して、 回収 さ れた放射性庫棄物の量 よ り か
な り 多い。
チェルノ プイ リ 原発事故の結果、 主に以下の場所で放射性廃棄物が発生 した ：
一 石棺 ；
一 放射性廃棄物処分場 （RWDS) (RWDS 「 プ リ ャ キ ヴカ 」 ・ 「 ピ ド ゥ リ ス ニ イ 」 ・ 「チェルノ プイ り
原発第三期」 ） ；
一 放射性廃棄物一時貯蔵所 （TRWLS) ; 
ー チェルノ プイ リ 原発敷地内及びそ の隣接地域の 自 然環境 と 人工環境 ；
一 立入禁止区域外の除染廃棄物貯蔵所 （DWSS） と機械類専門処理場 （STS） 。
2010年時点 ［6］ で、 立入禁止区域 （石棺を除く ） に於ける放射性廃棄物の総量は約 280 万 d であ り 、
そ の 内 194 万 ぜ は、 総放射能約 7.25E+l5 Bq (2010 年の第 4 次国家記録照合 ［7］ に よ る ） の放射性廃
棄物処分場及び放射性廃棄物一時貯蔵所に貯蔵 さ れている。 立入禁止区域内の 自 然地帯 （表士、 水底
堆積物、 植生等） に存在する放射性物質の総放射能は、 8.50E+15 Bq を超えている。
チ ェ ル ノ プイ リ 起源の放射性廃棄物は、 放射性核種組成 ・ 固有放射能レベル ・ 材料構成 に於いて、
非常に多岐にEっ ている。 長寿命の も の も 含む、 広範囲の放射性核種の存在は、 こ れ ら の廃棄物の特
徴である。 事故起源の も の と して、 そ れ ら は、 現在の放射線安全性標準要件に完全には準拠 していな
い条件の下で、 保管 さ れている。 立入禁止 区域内の殆どの放射性廃棄物貯蔵施設で、 地下水の汚染に
伴 う 放射性核種の放出が見 られる。 それは、 適切な工学的隔離障壁が存在 し ないこ と と 、 幾つかの放
射性廃棄物一時貯蔵所に於いて地下洪水が頻発する こ と に よ る も のである。
生態学的に安全な系への転化期間 （安定化段階） を含む、 石棺での作業 に よ っ て 、 膨大な量の 固体
放射性廃棄物が発生 し、 それ ら は RWDS 「プ リ ャ キ グカ」 で処分 さ れた。
総量 50 万 ぜ に上る低 ・ 中 レベル放射性廃棄物は、 土壌 ・ 金属 ・ コ ン ク リ ー ト ・ 機器 ・ その他の様々
な物質か ら成 り 、 チ ェノレノ プイ リ 原発敷地内に貯蔵 されている。 2010 年 1 月 1 日 時点 ［6］ で、 圃体及び
液体廃棄物貯蔵施設には以下が貯蔵 さ れている。
固体放射性廃棄物 ： 2500 d、 放射能 1.40E+14 Bq
液体放射性廃棄物 ： l 万 9800 d、 放射能 3.85E+14 Bq
承認梼みの 「石棺を生態学的に安全な系 に転化す る 為の戦略」 に よ る と 、 核燃料含有物質 と 高 レベ
ル廃棄物及びその他の長寿命廃棄物は、 石棺か ら排除 し、 地層処分場に運搬する 必要が あ る。 同戦略
の第一段階 一 石棺構造安定化 ー と 第二段階 一 新石棺の建設 と 核燃料含有物質の除去の為の準備 ー
は、 「石棺転化実施計画」 事業の下で実施 さ れている。
新石棺の独特な構造の信頼性の実証に付随する、 石棺の生態学的に安全な系への転化 に 関する 問題
については、 核燃料含有物質の除去 ・ 分別 ・ 調整 ・ 容器への充填の為の技術的手法、 並びに貯蔵施設
へのそれら の輸送手段の開発の必要性 も含めて、 考 え る 必要 が あ る 。 新石棺の基礎工事の準備過程で
発生する放射性廃棄物の管理の問題も 、 ま た解決 しな ければな ら ない。
1987 ～ 2010 年に、 国営専門企業 （SSE） 「 コ ンプ レ ッ ク ス 」 は、立入禁止区域内で放射性廃棄物 を収集・
処理 ・ 運搬 し、 稼働中 の RWDS 「プ リ ャ キ グカ J を維持 し、 ま た、 操業を停止 した RWDS 「 ピ ド ワ リ
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ス ニ イ 」 及び RWDS 「チェルノ プイ リ 原発第三期」、 並びに放射性廃棄物一時貯蔵所をモニタ リ ング し
て いた。 立入禁止 区域内の放射性廃棄物処分場 と 一時貯蔵所は、 1986 年に事故後の過酷な条件下で建
設 さ れた為、 放射性廃棄物管理の為に設計 された施設に適用 さ れる標準要件に準拠 していない。
RWDS 「プ リ ャ キ ヴカ J は 1987 年から稼働 して い る 。 RWDS 「プ リ ャ キ グカ 」 は、 廃棄物表面に於
け る被曝線量率が l 町h (8.77 mSv/h） ま での放射性贋棄物の貯蔵を 目 的 と していた。 政府委員会令は、
被曝線量率最大 5 R/h (43.85 mSv/h） の廃棄物の受け入れを承認 した。 こ の放射性廃棄物処分場は、 ま
だ稼働 して い る 。 2010 年 1 月 1 日 時点での総容量は 69 万 m3 で、 内 60 万 6000 d が使用 さ れてお り 、
その放射能は 2.51E+15 Bq であ る ［6］。
RWDS 「プ リ ャ キ ヴカ 」 貯蔵施設は、 地表聖壕式であ る。 聖壕の総数は 30 で あ る。 各々 の主主壕の設
計充填容量は 2 万 2000 ば であ る 。 放射性廃棄物処分場で利用可能な空間は、 約 3 万 5000 m3 であ り 、
その建て直しが計画 さ れている。
RWDS 「プ リ ャ キ ヴカ」 の 占有設計容量に鑑み、 チェノレノ プイ リ 原発及び立入禁止区域での作業に よ っ
て生 じ る 、 低 レベル放射性廃棄物の処分の為の追加施設を建設すベく 、 運営機関である SSE 「 コ ンプ レ ッ
ク ス 」 は、 RWDS 「プ リ ャ キ グカ」 の建て直 しを計画 している。 処分が予定 されている放射性廃棄物の
総量 と 防護障壁の状態 を考慮 して、 作業及び長期的処分の安全性を確保する と い う 観点 か ら 、 安全性
の再評価も計画 さ れている。
RWDS 「 ピ ド ゥ リ ス ニ イ 」 は、 1986 年 12 月 ～ 1988 年に稼働 していた。 被曝線量率 50 R/h (483.5 mSv/h) 
ま での放射性廃棄物は、 RWDS 「 ピ ド ゥ リ ス ニ イ 」 に受け入れ られた。 その後、 政府委員会令に よ り 被
曝線量率 250 R/h (2.19 Sv.血） ま での放射性廃棄物が受け入れ られた。 放射性廃棄物の総量は 1 万 1000
d、 総放射能は 2.59E+15 Bq と 評価 さ れている ［6］。
RWDS 「 ピ ド ク リ ス ニ イ J の予備的安全性評価は、 既 に完了 している。 こ の評価結果を考慮 して、 密
閉管理設計が策定さ れた。 そ の実施に よ っ て、 既存の貯蔵施設の工学的隔離障壁の強化 と モニ タ リ ン
グシステム の改善が可能に な る と 予想 さ れ る。 設計の核及び放射線安全性に関する 専門審査は、 間 も
な く 完了する。 その実施に際 して、 主に注意を要す る のは、 貯蔵施設の敷地内に於 け る 複合被曝条件
下での作業に従事する人員の、 放射線安全性の確保であ る 。
事実上、 RWDS 「 ピ ド ク リ ス ニイ J の放射性廃棄物は全て長寿命の も のであ り 、 地層処分場に廃棄 さ
れなければな ら ない。 施設の コ ン ク リ ー ト 基礎や壁に多数の亀裂が見 られ る こ と か ら 、 そ の構造の全
面的な検査及び安全強化策の実施が求め られる。
RWDS 「チェルノ プイ リ 原発第三期」 （1986 年末ま で稼働） は、 被曝線量率が最大 1 R/h (8.77 mSv/ 
h） の放射性廃棄物の為に建設 さ れたが、 よ り 高い被曝線量率の廃棄物 も 受 け入れていた。 こ の放射性
廃棄物処分場は、 長寿命の も の も含めて 2 万 6000 m3 の低 ・ 中 レベル放射性廃棄物を貯蔵 してお り 、 そ
の総放射能は 3.43E+14 Bq [6］ である。
こ の放射性廃棄物処分場の密閉管理設計は、 既に策定 さ れて い る 。 その実施に よ り 、 貯蔵施設への
大気降水の侵入を阻止す る 為の追加隔離障壁の設置だけでな く 、 モ ニ タ リ ングシス テ ム の 改善が可能
に な る 。 貯蔵施設の密閉管理の設計について、 核及び放射線安全性に関する 国家に よ る 包括的専門審
査の結果、 肯定的な結論が下 さ れた。
立入禁止 区域内には、 「ヤニ ヴ駅」 ・ 「石油貯蔵所」 ・ 「砂質高原」 ・ 「赤い森」 ・ 「 旧建設資材置き場」 ・ 「新
建設資材置き 場」 ・ 「プ リ ピ ャ チ」 ・ 「 コ パチ」 ・ 「チス ト ハ リ ー ヴカ 」 の、 九つの放射性廃棄物一時貯蔵
所 （TRWLS） が在る。
放射性廃棄物一時貯蔵所と は、 敷地及び立入禁止区域地域の除染の結果 と して 、 1986 ～ 1988 年に除
染現場に建設 さ れた、 単 な る 聖壕ま たはパイ ル （廃棄物を積み上げた 山） で、 士学的隔離障壁を持た
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ない施設を指す。 一時貯蔵所の重壕は、 高 レベルの電離放射線下で、 市民防衛の為の予備役部隊に よ っ
て掘 り 起 こ さ れ、 充填 さ れ、 埋め戻 さ れた も ので あ る 。 それ故、 個 々 の一時貯蔵所に は、 設計文書だ
けでな く 地形座標 も 存在 しない。
約 10 km2 の九つの放射性廃棄物一時貯蔵所の全地域内に、 約 1000 の藍壕やパイ ルが在 る。 記録保持
の便宜の為、 聖壕グループは、 敷地に因んで名付け られた地区に分割 されている。
放射性廃棄物一時貯蔵所の半数以上が、 事故後 25 年経っ た今 日 に至 る も 、 調査 さ れていない。 一部
の一時貯蔵所については、 場所も 蓄積 さ れた放射性廃棄物の特性も不明である。 TRWLS 「石油貯蔵所」
及び 「砂質高原」 について は完全に調査 さ れ、 「赤い森」 と 「ヤニ ヴ駅」 については過去数年にE って
部分的に調査がな さ れた。 一時貯蔵所に貯蔵 さ れて い る 廃棄物は、 汚染 さ れた土壌 ・ 機器 ・ 金属 ・ コ
ン ク リ ー ト ・ 建材 ・ 木材 ・ 破壊 さ れた家屋の残骸 ・ 破片等か ら成る。 推計に よ る と 、 一時貯蔵所は、
最大で 130 万 ぜ の廃棄物 を含有 し、 そ の総放射能は l.80E+15 Bq に な る ［6］。 それ ら の大半は低 レベ
ル放射性廃棄物であ る。 事実上、全ての廃棄物は長寿命放射性核種を含んでい る。 全ての一時貯蔵所は、
高水位領域に位置 している。 約 100 の廃棄物の堕壕は、 恒常的または定期的に冠水する。
それ ら の廃棄物の安全性を評価 し、 放射性核種の移行動態 を 同 定 し、 負 の影響を最小化する 為の施
策 を策定す る 為 に、 廃棄物の特徴 （放射性廃棄物の量 と 放射能 ・ 放射性核種組成 ・ 貯蔵条件） を 明 ら
かにする 必要 が あ る 。 放射性廃棄物を現在の場所か ら 除去 し、 再処分する こ と の適否 と 手順は、 上記
の評価に基いて のみ決定 さ れ得る。
放射線安全要件に合致 した、 放射性廃棄物貯蔵施設の更なる建設の可否、 並びに放射性廃棄物保全
及び再処理費用 の最適化を決定す る には、 安全性分析 と 環境影響評価が不可欠である。 新た な放射性
廃棄物管理施設の建設及び稼働 中の事故を防止する 為 に 、 特別行政措置 と 、 リ ス ク 及びその対策の評
価方法を策定 し な ければな ら ない。 その為には、 リ ス ク ・ 緊急事態対応計画 ・ 対策設許に対す る評価
方法を、 更新 し承認する必要 が あ る 。 放射性廃棄物貯蔵施設 と そ の敷地内 の環境、 と り わ け立入禁止
区域内の一般的な水文学的 ・ 水理地質学的状況の統合モエ タ リ ングシステムの導入は、 情報に基づい
た意思決定を行 う 上で不可欠である。
2002 年以降、 放射性廃棄物一時貯蔵所の検査及び照合は行われてい ない。 235 の処分場の場所が特
定されたが、それら の内の 15%は冠水 している。 冠水深 （藍壕の底か ら 地下水位ま で） は洪水期 には 0.3
～ 2.2 m になる。
再処分に よ っ て、 状況を根本的に変化 させ、 放射性廃棄物一時貯蔵所か ら の放射性核種の放出 を防
止でき る 可能性が あ る 。 し か し な が ら 、 全て の整壕が放射性廃棄物で満た さ れて い る わ けでは ない。
幾つかの暫壕については、 対応す る到達レベルに よ っ て は、 規制監督対象か ら 除外 さ れる 場合が あ り
得る。
立入禁止区域外に於け る 事故影響の緩和活動の過程に於いて、 幾つかの特殊用 地が設定さ れた。 そ
れ ら の用 地では、 今猶モニ タ リ ング と 管理が行われている。 それら は以下の通 り であ る ：
一 車両や機械類の除染の為に設計 された機械類専門処理場 （STS) ; 
一 除染鹿棄物貯蔵所 （DWSS） 。
2011 年 1 月 1 日 時点で、 登録・ 管理 さ れている特殊用地の総数は、 以下を含め 54 である。 ジ ト ーム イ
ノレ州 ： 合計容量 1 万 8700 d の 29 の DWSS、 キエ フ州 ：合計容量 14 万 3700 d の 16 の DWSS、 チェルニー
ヒ ウ州 ： 合計容量 9300 d の三つの DWSS、 及びキエフチ｜、｜ 内の六つの STS [6］。
除染廃棄物貯蔵施設は、 1986 ～ 1989 年に、 市民防衛部隊が、 当 時人が居住 していた地区を除染 した
結果、 建設 さ れた。 立入禁止 区域内の放射性廃棄物一時貯蔵所 と 同様、 こ れ ら施設の設計文書は入手
不可能であ り 、 その場所の具体的な座標も廃棄物の量や放射能 も不明である。
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90 年代初頭、 ウ ク ラ イ ナ ・ チ ェル ノ プイ リ 核災害の影響から の住民防護省は、 放射能汚染 を被っ た
居住地区の除染の為の広域計画を開始した ［14］。 しかしなが ら 、 建物 ・ 施設 ・ 領士の除染は、 こ れ ら の
活動の主な対象ではなかっ た。 当 時、 集落の除染を通 じての （事故後 3 ～ 4 年間の） 住民被曝線量の
軽減は、 極め て高額な経費の割 に効果が非常に低い見通 しであ る こ と は、 明 白 であ っ た。 当 時の主な
課題は、 ウ ク ラ イ ナ SSR2 閣僚評議会令 （1991 年 6 月 23 日 ， No.106） に示された様に、 人々 の社会 ・ 生
活状況の改善で あ っ た。
除染廃棄物 を収容した建物は、 比放射能か ら判断する 限 り 、 放射性廃棄物ではなかっ たが 、 当 時の人々
と 環境に一定の脅威を与えていた。
DWSS と STS は、 国営企業であ る 、 ウ ク ラ イ ナ国営連合体 「 ラ ド ン」 の キエ フ州担当 専門複合体に よ っ
てモニタ リ ン グ さ れ、 維持 されている。
放射線対策 （介入） と しての、 チェルノ プイ リ 原発事故後の除染活動には、 別途説明が必要である。
居住地区に於ける 除染効率は、 放射線事故の際の対策 （介入） の計画立案 と 合理化 に関する 実践及
び現代的な手法の分析を考慮 して 、 ウ ク ラ イ ナ医科学アカ デ ミ ー放射線医科学セ ンタ ーが策定 した、 「放
射線事故の後期段階に於ける 直接対策の合理化 について の具体的方法に関する勧告」 に基いて評価 さ
れた ［8］。
他のあ ら ゆ る 対策 と 同様、 除染に も 計画段階が あ り 、 放射線防護原則 に従っ て実施 さ れ る。 それ故、
正 当性の原則 に よ り 、 除染に よ っ て放射線量が削減 さ れた こ と と 、 それに伴っ て放射線照射に 関連す
る 潜在的な健康への悪影響が軽減 さ れた こ と に よ っ て 、 社会及び個人が 受 け る 便益は、 介入に関連す
る 総損失 （医療的 ・ 経済的 ・ 杜会的 ・ 心理学的 な も の等） を上回 ら な ければな ら ない。 最適化原則 に
従 え ば、 除染の方式や規模は、 総便益が総損失を上回 る だけでな く 、 最大に な る よ う に選択 さ れな け
ればな ら ない。 言い換えれば、 計画さ れた対策は全て 、 正当且つ最適でな ければな ら ない。
「チェルノ ブイ リ 核災害に よ っ て放射能汚染 レベルが上昇 した領土に住む ウ ク ラ イ ナ SSR 人民に対す
る 基本方針J が ワ ク ラ イ ナ SSR 閣僚評議会令 （1991 年 2 月 27 日 ， No.91・12） に よ っ て承認 さ れ、 関連
法律が採択 さ れた ［9, 10] 1991 年以降、 大規模な除染活動が許画 さ れ、 実施 さ れた。 自 主的移住保障区
域内の、 （事故に よ る ） 追加被曝の年間総実効線量が 1 mSv を超え る 居住地区に於いて、 除染を実施す
る 決定が な さ れた。 こ の決定に従 っ て 、 ウ ク ラ イ ナ ・ チェルノ プイ リ 核災害の影響か ら の住民防護省
の命令の下、 1992 ～ 1993 年に、 包括的放射性廃棄物管理の為の科学 ・ 技術セ ンタ ー のみで、 キエフ州 ・
ジ ト ー ム イ ノレ州 ・ チ ェノレニー ヒ ウ 州 ・ チェルカース ィ 州 ・ リ ウネ州、｜ ・ ス ー ム ィ 州 の集落に於いて 、 40
以上 も の 除染 と 復 旧 の為の計画を立案 した。 し か し 、 除染作業の正当性と 最適性は、 それ ら の計画段
階に於いては、 必ず し も 具体化 さ れていなかった。 それ故、 事故後 4 ～ 10 年の聞に行われた除染作業
の殆どは、 事故に よ る 住民の被曝を減 らす と い う 点に於いて、 非効率であ っ た こ と が判明 した。
ジ ト ーム イ ノレ州 コ ー ロ ス テニ町は、 大規模な除染の対象 と な っ た居住地区の一つであ っ た。 1995 ～
1996 年に、 ウ ク ラ イ ナ医科学ア カ デ ミ ー放射線医科学セ ンタ ーの専門家は、 除染効率の分析を含む、 コ ー
ロ ス テニの包括的な放射線モニ タ リ ングに関する調査を行っ た ［11］。
コ ー ロ ス テ ニ 町は 46.2 km.2 以上の面積を有 し、 そ の 内 20 凶2 は人家 と 公共の建物で 占 め られてい
る。 ま た 、 最大で同町の人 口 7 万人が、 自 主的移住保障区域に住んでい る ［12］。 1991 年の推計 に よ れ
ば、 同町のセ シ ウ ム 137 に よ る 放射能汚染の平均密度は 6.9 Ci細川255 回q/m2） であっ たが、 一部の
地域では汚染 レベルが よ り 高い こ と が確認 さ れた。 例 え ば、 パ シネ ィ 小地区の 50%超に於いてセシ ウ
ム 137 に よ る 汚染密度は 10 Cほぜ （370 回q/m2） を超えてお り 、 更に 20%に於いては 15 Ci/凶2 (555 
kBq/ぜ） を超えていた。 1988 ～ 1996 年に、 コ ー ロ ステニ町は、 ワ ク ラ イ ナの他の如何な る 町 と 比べて
2 ワク ライナの ソ ビエ ト時代の国名 「 ウ ク ラ イナ ・ ソ ビエ ト社会主義共和国J の こ と 。
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も 、 最 も完全且つ詳細な環境放射線モ ニ タ リ ン グの対象 と な り 、 チ ェル ノ プイ リ 起源の放射性核種に
起因する住民の被曝線量の軽減を 目 的 と した、 一連の除染活動が実施 さ れた。
除染は、 1988 ～ 1996 年に同町域内で行われ、 次 の よ う な活動が含まれていた ：
ー 個人所有地及び幼稚園の土壌か ら の 「汚れた」 層の除去 と 運搬 ；
一 「汚染 さ れていなし リ 土壌の搬入 ；
一 住宅や公共の建物の屋根の葺き替え ；
一 公共の建物の周囲の庭の コ ン ク リ ー ト舗装や空地の設置 ；
ー 公共の場や道路のア ス フ ア ル ト舗装 ；
一 家屋に付随する小区画の庭園の石灰処理。
活動の過程で何千 d も の除染廃棄物が発生 したが、 同町の市民防衛団本部 に よ る と 、 こ れ ら の廃棄
物は、 除染廃棄物貯蔵所 と 立入禁止区域に運搬 さ れた。
除染に際 して、 除染に よ っ て 除去 さ れたセ シ ウ ム放射性核種に起因する、 町の住民の年間総被曝線
量を評価 した。
除去 さ れた被曝線量一単位 当 た り の経費を基準に して競合する 防護措置を評価 した際に、 如何な る
放射能防護活動で あ っ て も 、 その費用が一定の あ る 金額を超えない な ら ば、 効率的で あ り 、 従 っ て 正
当化される と した。 その一定の金額 と は、集合的な被曝線量一単位 （1 man-Sv3） を減らす為に、杜会 （国
家） が費やす こ と が で き る額である。 国際慣行では、 こ のパ ラ メ ー タ は、 被曝 した人の健康に害を及
ぼす二つの構成要素に よ っ て決定 される。 客観的要素 （ α ー 要素） は、 人の健康への負 の （確率的） 被
曝効果に相当する金額であ る。 他の構成要素 （ 8 － 要素） は、 害の道徳的 ・ 政治的 ・ 社会的 ・ その他の
要素 に よ っ て決ま り 、 被曝 した人の健康 リ ス ク に対する補償に相 当する 額を示 している。 最適化手順
と 意思決定の適用 の詳細は、 国際放射線防護委員会の方法論 （公表論文 No.55） を御参照いただき たい。
ウ ク ラ イ ナ 医科学ア カ デ ミ ー放射線医科学セ ン タ ーの研究者達が行った見積 り に よ れば、 当 時受 け
入れ られた l m姐－Sv （単位除染） の α － 要素の経費は、 最大 400 米 ドル （USO） 相当額であっ た。
1990 年時点での価格に基づいた費用見積 り に よ れば、440 万ループル （RUB） または 687 万 USD (1990 
年時点で l USO = 0.64 RUB） が 、 1988 ～ 1996 年に コ ー ロ ス テニ町に於いて総実効線量 2.91 man-Sv を
除去する 為に費や さ れた。 除去 さ れた総実効線量値が小 さ く 、 一方で f3 － 要素が費用 に於いてかな り の
割合を 占 め て い る こ と が、 何年に も 亘っ て コ ー ロ ス テニ町で実施 さ れた防護措置は経済的 に妥当でな
か っ た、 と 考え られる根拠と な る 。 そ れ ら は、 こ れ も ま た暖昧であ る 「杜会的」 効果に よ っ て 、 間接
的にのみ有益である と 看倣すこ と がで き る。 従 っ て 、 推定は、 事故後 4 ～ 10 年間 に コ ー ロ ステニ内で
除染活動に費や さ れた多額の費用 は、 被曝線量に対 して軽微な影響 （1.2o/o） しか持たず、 町の住民の
健康に及ぼす放射線 リ ス ク を減 じ得なかっ た こ と を示している。
幾つかの研究及びそれに類似す る そ の他の調査の結果 に よ っ て 、 チ ェ ル ノ プイ リ 核災害の よ う な放
射線事故の後期段階 （2 ～ 3 年間） に於いて、 放射能汚染を被っ た居住地区内 に於け る放射線対策 と し
て の除染は効率性を欠いていた、 と い う 事実が確認 さ れている ［13］。
3 m姐ーSv は、 集団線量を表す単位。 集団線量 と は、 集団の一人ひ と り が受けた被曝量を合計 した値で、
100 人が 1 ミ リ シーベル ト を受けたら 100 人 ・ ミ P シーベル トで 10 人が 10 ミ リ シーベル ト を受けた
と き も 同 じ く 100 人 ・ ミ リ シ｝ベル ト。
個人の被曝影響 （ リ スク） が被曝量に比例する なら、 被曝集団に現れる影響 （例えばガン死数） は集団
線量に比例する。
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6. 3 チ ェ ルノ ブイ リ 核災害に よ っ て 生 じ た 放射性廃棄物の長期貯蔵
及 び処分の為の基盤整備
立入禁止 区域内外の聖壕式貯蔵施設に、 現在一時的に貯蔵 さ れて い る 放射性廃棄物は、 現世代及び
将来世代に放射生態学上の脅威を与 えている。 そ こ で、 放射性廃棄物を、 一時貯蔵所か ら 、 多重隔離
障壁式工学防護 シス テ ム を備え た最新の貯蔵施設に移動 さ せ る こ と に よ っ て 、 危険な放射性物質を安
全に分離 し、 環境への悪影響を排除する こ と を計画 している。
放射性廃棄物一時貯蔵所 ・ 機械類専門処理場 ・ 除染廃棄物貯蔵所か ら のチ ェル ノ プイ リ 起源の廃棄
物の除去は、 人員の安全を確保 し作業過程での汚染の拡大を 防止す る 為の費用 ・ 方法 ・ 処理用機器、
そ して何よ り 除去 さ れた廃棄物 を運搬 し貯蔵ま た は処分す る こ と が 可能な貯蔵施設が存在 しない こ と
に よ り 、 保留 されている。
1996 年、 国営専門企業 「テク ノ セ ン タ ー」 が設立 さ れ、 チェルノ ブイ リ 原発事故に よ っ て汚染 さ れ
た領土か ら 出た放射性廃棄物の処理及び処分を 目 的 と した、 「 ヴェ ク ト ノレ」 複合体の設計及び施工に際
しての、 発注者の機能を請け負 っ た。
「 ヴ ェ ク ト ル」 複合体は、 RWDS 「プ リ ャ キ ヴカ」 か ら l km、 所謂 「チェルノ プイ リ 汚染帯」 内のチェ
ルノ プイ リ 原発から 20 凶 の立入禁止区域内に位置 し、 160 ha の面積を有し、 その地下水位は 1 8 ～ 21
m で あ る。 1996 年 に は、 敷地内 の放射能汚染密度は、 セ シ ウ ム 137 について は 290 Ci/km2 (1 万 730
kBq／血2） 、 ス ト ロ ンチ ウ ム 90 については 140 Ci/km2 (5180 kBq/m2） 、 プル ト ニ ウ ム 同位体については 3.2
Ci/km2 (118 回qiぽ） 、 そ してアメ リ シ ワ ム 241 については 1.7 Ci/km2 (62.9 回q/m2） に達した。 従っ て
大規模な除染を行わない限 り 、 敷地内に人が居住する見込みは全 く ない。
「テク ノ セ ンター」 は、 放射性廃棄物の処分 ・ 貯蔵施設の操業を請け負 う 機関であ り 、 法規範文書に
定め られた要件に従 っ て 、 浅地層放射性廃棄物貯蔵施設の設計 ・ 建設 ・ 操業許可を取得 している。 「 ヴェ
ク ト ル」 複合体は、 固体放射性廃棄物の収集 ・ 運搬 ・ 処理 ・ 貯蔵 ・ 処分を 目 的に設計 さ れている。 これは、
放射性廃棄物の管理を 目 的に、 作業支援に必要なイ ンフ ラ 施設 と 共に立入禁止 区域内の 同一敷地内 に
配備 された、施設の複合体を指すも のである。 行政文書に よ れば、 「 ヴ ェ ク トル」 複合体の構成は、 1） チ ェ
ルノ プイ リ 原発事故に よ り 汚染 さ れた領土か ら 出た放射性廃棄物の処分、 2） チェルノ プイ リ 原発事故
に よ り 汚染 さ れた領土から 出 た放射性廃棄物の処理 と 貯蔵、 の二段階に分け られている。 経費を最適
化 し、 「 ヴ ェ ク ト ル」 複合体の稼働前試験を迅速化する為に、 稼働前試験の対象は、 第一段階の 中 で も 、
夫々 の種類の放射性廃棄物処分用貯蔵施設一つ （SRAW-1 及び SRAW-2） と イ ンフ ラ施設に限定さ れた。
「 ヴェ ク ト ノレ」 複合体・第一段階は、 1996 年に建設が計画 さ れた （ ウ ク ラ イ ナ内閣令 （1996 年 4 月 29 日 ，
No.480） 、 修正を含む）。 設計は、 5 年間の建設期間 と 共に 1997 年に承認され、 1998 年 3 月 に着工 した。
第一段階建設の概算費用 は、4 億 1261 万 ウ ク ラ イ ナ・ フ リ ヴニ ャ （UAH） に上っ た。 「 ヴェ ク ト ル」 複合体・
第二段階建設への出資の為の実現可能性調査が 、 4 年間 の建設期間及び 5 億 1895 万 5000 UAH の概算
費用 と 共に、 ウ ク ラ イ ナ内閣令 （2009 年 12 月 23 日 ， No.1605・p） に よ っ て 了 承 さ れた。
2010 年 10 月 1 日 時点で、 1 億 8919 万 3700 UAH が費や された。 そ の内訳は、 建設及び据付作業が 1
億 4662 万 9400 UAH を 占 めた。 費用は、 建設段階の全体に亘っ て定期的には支給 さ れず、 ま た標準的
な建設期間で行 う の に十分な額でなかっ た為、 建設は長期事業 と な っ た。
2008 年、 チ ェ ル ノ プイ リ 原発廃炉 の 為 の 国 際技術協力 の 枠 内 の 独 立 事 業 に よ っ て 「 ヴ ェ ク ト
ノレ」 複合体敷地内 に建設 さ れた、 特別仕様の浅地層 固体放射性廃棄物貯蔵施設 （SESGRSRW、 ま た
は ICSRWM Lot-3） の稼働が承認 さ れた。 同 じ年、 「 ヴェ ク ト ル」 複合体の工学的イ ン フ ラ施設内の、
SESGRSRW の操業開始に最低限必要な施設の大半の稼働が承認 さ れた。 稼働前試験対象であ っ た 43
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の施設及びシステムが、 現在稼働中である。 他方、 fヴニ広ク トルJ 複合体 ・ 第一段階の稼働前試験対象
である SRAW-1 及び SRAW-2処分用貯蔵所、 コンテナ潜備建物 〈建物20） 、 並びに 「ヴェク トルJ 複合
体のイ ンフラ施設内の 14 の施設及びシステムは、 まだ稼働していない。 第一段階の稼働前試験対象施
設の建設は、実際のと ころ、70 ～ 95%完了している。 稼働前試験対象施設の現在の状態を図 6.1 に示す。
図 “ 放射性廃棄物処理貯蔵施設 「ヴェク初旬 ；複合体 ・ 第一段階の建設開始時の概観
建設が長期に及んだこ とによ り 、 規範及び法的根拠が変わり 、 fヴェク トル」 複合体 ・ 第一段階の稼
働前試験対象施設に関する規定の幾つかは、 時代遅れになっている。 とは言え、 「ヴェク トノレJ 複合体・
第一段階の稼働前試験対象施設の構造設計の変更は、 以下の理由によ り妥当でない。 第一に、 『ヴェク
トルJ 複合体は、 チェυレノプイ リ原発の事故によって汚染された領土からの廃棄物だけでなく 、 ウク
ライナのそれ以外の放射性廃棄物も受け入れ、 貯蔵及び処分を行う。 第二に、 第一段階及び第二段階
の施設の建設は、 稼働承認済施設を順次操業させても、 数十年に及ぶこ とが予想される。 つま り 、 第
一段階と第二段階は、 一つの複合体設計に統合されなければならないし、 稼働前試験対象施設の稼働
計画は、 毎年承認されなければならない。 第三に、 実施期聞が 5年を超える長期事業については、 承
認方法の変更が提案されている。 即ち、 設計の再承認は省略し、 稼働前試験対象施設の稼働計画の承
認のみとする．
国家計画の重要課題の一つ ［6］ は、 『ヴェク トノレ」 複合体の更なる展開 ー第一段階施設の更なる建
設と稼働、 放射性廃棄物の処分だけでなく長期保存と処理を想定した第二段階の建設と操業開始ー で
ある。 「グェク トルJ 複合体 ・ 第二段階の稼働前試験対象施設は、 第一段階のインフラ施設を活用して、
第一段階の敷地内に建設される。 図 6.2 に示したよ う に、 これらの施設聞の連携は、 物質面 （太い矢印）
及び情報面 （通常の矢印〉 のや り取り を通じて行われている。 情報の流れは fヴェク トルJ 複合体の
各施設と情報 ・ 分析センターを繋ぐ。 情報の流れは、 設計時に組み込まれた対応するデジタル通信回
線によって容易になっている。 図 6.2 は、 f名 目上の汚染区域j 内に於ける、 放射性廃棄物の登録及び
モニタ リ ングシステムに関する情報の流れの一部のみを示している。
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Lot3処分周貯蔵施設 貯蔵施設










特性評価 および調整 I ;







放射性廃棄物排出者（SSE『コンプレックス」、SSE チヱルノブ、イリ原発、 NNEGC『エネルゴアトム」、 SC「ウクライナ国営連合体 「ラド、ン」）
図 6.2 「ヴェクトJvJ ；複合体に於ける放射性廃棄物のプロセスチャート
「ヴzク トノレJ 複合体 ・ 第二段階建設への出資の為の実現可能性調査の肯定的結果が、 ウク ライナ内




チェルノプイ リ原発に蓄積され、 その廃炉作業中に発生することが予想される、 放射性廃棄物の管
理の為に、 他にも以下のよ うな幾つかの施設が立入禁止区域内に建設中である ：
ー 液体放射性廃棄物処理工場 ；
ー 以下によって構成される、 国体放射性廃棄物管理コンビナー ト （ICSRWM) :
ー チェルノブイ リ原発の貯蔵施設から放射性廃棄物を除去する為の設備 （Lot 1) ; 
ー 固体放射性廃棄物処理工場 （Lot2) ; 
－ fヴ忌ク トIレJ 複合体敷地内に設置された、 低 ・ 中レベル固体放射性廃棄物の為の浅地
層貯蔵施設 （Lot3）。
『放射性廃棄物の管理に関する』 法律 〈ウクライナ） 、 並びにウクライナ内閣令 （1996年 4月 初 日 ，
No.480） によって承認された f放射性廃棄物の国家登録台帳に関する規定」 及び 「放射性廃棄物貯蔵
施設及び一時貯蔵所の国家土地台帳に関する規定J に依拠し、 これらの登録台帳と土地台帳は、 ウク
ライナ国営連合体 fラ ドン」 の国家放射性廃棄物登録制度の主要な情報・分析センター （MIAC） によっ
て管理されている。 MIACは、 各地方の放射性廃棄物登録センタ｝から情報を受け取る。 各地方の放射
性廃棄物登録センターは、 fラ ドンJ の地方担当の専門複合体及び国営専門企業 「コンプレックスJ の
地方拠点と して機能する。
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「 ラ ド ン」 の地方担 当 の専門複合体傘下 に あ る 各地方の放射性廃棄物登録セ ン タ ーは、 固体及び液体
廃棄物、 上記専門複合体の貯蔵施設に貯蔵 さ れた密 閉使用済電離放射線源か ら の廃棄物、 並びに上記
専門複合体が所属する 企業が所有する放射性廃棄物 を登録する。 「 コ ンプ レ ッ ク ス」 傘下の各地方の放
射性廃棄物登録セ ンタ ーは、 立入禁止区域の放射性廃棄物を登録する。
放射性廃棄物の観測 ・ それ ら の管理さ れた集積 と 輸送 を確実に行 う こ と ・ 貯蔵の為の輸送や専門企
業での処分 ・ 利用可能な貯蔵容量の有効活用 ・ 登録台帳及び土地台帳の継続的管理 と 適宜の更新を確
実に行 う こ と を 日 的 と して、 通常の放射性廃棄物、 並びに廃棄物排出者の敷地内の も の を含む放射性
廃棄物貯蔵施設の、 記録照合が行われる。 放射性廃棄物の国家記録照合は、 3 年に 1 度行われ る。 4 回
目 の放射性廃棄物の国家記録照合は、 2010 年に実施 さ れた ［9］。
2009 年、 ウ ク ラ イ ナ最高議会は、 国際的な専門家チーム ［16］ に よ っ て策定された、 放射性廃棄物管
理戦略 ［15］ を受 け入れた。 開戦略には、 こ の分野に於 け る 安定的な発展を促す為に実施すべ き 、 基本
規定が盛 り 込まれている。 具体的には、 放射性廃棄物管理特別基金や放射性廃棄物国家管理機関の設立、
短寿命低 ・ 中 レベル放射性廃棄物の処分及び地層貯蔵施設での高 レベル長寿命廃棄物の処理の為の基
本方針 と 計画の策定な ど、 が含まれる。 残念な が ら 、 上記戦略に基づいて設立 さ れた放射性廃棄物管
理基金は、 完全に は機能 してい ない。 高 レベル長寿命放射性廃棄物の地層処分場を配置する 場所の選
択には時聞が掛かる為、 同戦略は、 予備的調査の開始を前倒 しする こ と を勧告 している。 これま での
と こ ろ、 自 主的な調査活動が散発的に行われたに過ぎない ［17］。
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7. 1 チ ェ ルノ フイ リ 核災害の影響を克服す る 為 に制定 さ れた
法規制枠組の分析
ソ ビエ ト 時代 1 にチェルノ プイ リ 核災害に対処する為に制定 さ れた、 法規制枠組の形成に関する歴史
は、 4.1 節 に於いて詳細に述べ られている。
現在、 チェル ノ プイ リ 核災害の全ての側面を対象 と す る 規則 と 法律の数は、 1000 を超え て い る 。 そ
れ ら は、 こ の分野 （放射線科学 ・ 医学 ・ 核災害 に よ り 被災 した人々 の社会福祉） に於ける 国家活動の
最 も し ば し ば 引 用 さ れる領域だけでな く 、 放射線モ ニ タ リ ングの実施、 立入禁止地域の隔離障壁機能
の管理、 チェル ノ プイ リ 原子力発電所の廃炉措置、 石棺の環境的 に安全な システ ムへの転化、 並びに
放射性廃棄物処理制度の創造 と 開発に関する 、 新 しい法規を含んでい る。
同時に、 チェルノ プイ リ 核災害の影響を克服す る為に使われる 法的枠組を規定す る 、 一般的 な規制
法規が存在する。 主たる も の は、 以下の通 り 。
1. 『チェルノ プイ リ 核災害に よ っ て放射能汚染 レベルが上昇 した領土に住む ウ ク ラ イ ナ SSR人民に対す
る 基本方針に関する 』 ウ ク ラ イ ナ SSR 閣僚評議会令 (1991 年 2 月 27 日 ， No.791祖）
2. 『 チ ェ ル ノ プイ リ 核災害に よ り 放射能汚染 を被っ た領土の法的地位 に 関す る 』 法律 （ ウ ク ラ イ ナ
SSR ; 1991 年 2 月 27 日 ， No.791a-XII)
3. 『チェルノ ブイ リ 核災害 に よ り 被災 した市民の地位 と 社会保障に関する』 法律 （ ウ ク ラ イ ナ SSR ;
1991 年 2 月 28 日 ， No.796祖）
4. 『チェルノ プイ リ 核災害の影響を克服する為の 2006 ～ 2010 年度国家計画に関する』 法律 （ ウ ク ラ イ
ナ ； 2006 年 3 月 14 日 ， No.3522・IV)
5. チェルノ プイ リ 原発廃炉に関する ウ ク ラ イ ナ政府 ・ 先進 7 ヵ 園 ・ 欧州共同体委員会聞での了解事項
覚書 (1995 年 12 月 20 日 ， No.998_008) （オタ ワ覚書）
6. ウ ク ラ イ ナに於け る チェルノ プイ リ 石棺基金に関す る ウ ク ラ イ ナ と 欧州復興開発銀行間での枠組合
意 (1997 年 11 月 20 日 ）
7. 『チェルノ プイ リ 原発の更なる稼働及び破壊 さ れた 4 号炉の廃炉 と 環境的に安全なシステ ムへの転化
を行 う 為の国家原則に関する』 法律 （ ウ ク ラ イ ナ ； 2009 年 1 月 15 日 ， No.886-VI)
8. 『チェルノ プイ リ 原発の廃炉 と 環境的に安全な システ ムへの転化を行 う 為の 国家計画に関する』 法律
（ ウ ク ラ イ ナ ； 2009 年 1 月 15 S , No.886-VI) 
9. 『放射性廃棄物処理 の 為 の 国 家 目 標環境計 画 に 関 す る 』 法律 （ ワ ク ラ イ ナ ； 2009 年 9 月 17 日 ，
No.516-VI) 
主要な政府決議 ：
10. 『「チェルノ プイ リ 核災害に よ り 放射能汚染を被っ た領土の法的地位に関す る 」 法律 と 「チェルノ プ
イ リ 核災 害 に よ り 被災 した市民の地位 と 社会保障に 関す る 」 法律の実施手続に関す る ウ ク ラ イ ナ
SSR最高会議令に関する』 ウ ク ラ イ ナ SSR 閣僚評議会令 (1991 年 7 月 23 日 ， No.106)
11 . 『石棺転化実施計画の遂行手続の承認に関する』 ウ ク ラ イ ナ内閣令 （2003 年 3 月 31 日 ， No.421)
チェルノ プイ リ 核災害に よ っ て 引 き 起 こ さ れた 問題を解決する こ と の緊急性についての政府承認は、
ワ ク ラ イ ナの基本法 ー ウ ク ラ イ ナ憲法 ー に於いて反映 さ れている 問。 憲法上の権利 と 義務は、 国家
の全ての市民 一 当然にチェルノ プイ リ 核災害の被曝者に も ー に適用 される。
以下は、 ウ ク ラ イ ナ憲法に於 け る 、 チェル ノ プイ リ 核災害か ら 全住民を守 る為の最も重要な決定で
1 ワ ク ラ イ ナは、 1991 年 8 月 25 日 に 旧 ソ ピエ ト 連邦か ら独立 した。 本章では、 ソ ビエ ト 時代の国名 「 ウ
ク ラ イナ ・ ソ ビエ ト社会主義共和国J を 「 ウク ライナ SSR」 と 略する。
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あ る ［3]o
1. ウ ク ラ イ ナ領域内に於ける生態系バ ラ ンス の維持 と 、 環境的安全性に関する条項。 その内容は、
チェルノ プイ リ 核災害 一 世界的惨事 ー の影響の克服 と 、 ウ ク ラ イ ナの遺伝子プールの保全を
政府の義務 と する （16 条）。
2. 個人の生命 と 健康は … 主要な社会的価値である （3 条） 。
3. 憲法は、 優越的な法的地位を持つ。 そ の他の法律や法規は、 憲法に従 う と い う 原理の下に認め
られる （8 条）。
4. 個人は、 安全な生活 と 環境 を享受す る 権利、 そ し て憲法違反へ の賠償 を 求 め る 権利 を持つ
... (50 条）
5. 個人は、 自 然 ・ 文化遺産に害を与えない こ と 、 そ して 引 き 起 こ した損害への賠償を義務付け ら
れる （66 条）。
ウ ク ラ イ ナ憲法の こ れ ら の条項は、 チェルノ プイ リ 核災害の影響を克服す る 為 に制定 さ れた、 様々
な法規に反映されている。
2010 年末時点でまだ効力 を有す る そ の様な法規の 中で、 歴史的に最初の法規は、 公衆衛生に焦点を
当 て た 『チェルノ プイ リ 核災害に よ っ て放射能汚染 レベルが上昇 した領土に住む ウ ク ラ イ ナ SSR 人民
に対す る 基本方針 に 関 す る 』 ウ ク ラ イ ナ SSR 閣僚評議会令 （1991 年 2 月 27 日 ， No.791・XII） で あ る
[4］。 と の法規は （以下、 「基本方針」 と 略す） 、 チェルノ プイ リ 核災害が公衆衛生に及ぼす影響を減少
させる、 と い う 宣言 さ れた 目 的 を持つ。
こ の基本方針の根本原理は、 最 も影響を受け る 年齢集団 (1986 年に産まれた子供達） に 関 して、 住
民が事故以前に一定の 自 然条件下に於いて受けていた被曝線量 と 比較 して、 チ ェルノ プイ リ 核災害に
関連する 追加実効被曝線量の値が、 年間 0.1 r，姐 (1 mSv） そ して生涯で 7 rem (70 mSv） を越え るべき
ではない、 と い う 点に あ る。 同基本方針に於 け る （与え られた環境条件下に於 け る ） 住民の放射線防
護の為の基本的仕組は、 （放射性核種 ー セ シ ウ ム 、 ス ト ロ ンチ ウ ム 、 プル ト ニ ウ ム ー に よ る ） 土壊汚
染濃度の現在の基準に従っ て 、 放射能に汚染 さ れていない地域への段階的な住民避難であ る。
同基本方針 と 『チェルノ プイ リ 核災害に よ り 被災 した市民の地位 と 社会保障に関する』法律 （以下、 「社
会保障法」 と 略す） [5］ 及び 『チェルノ ブイ リ 核災害に よ り 放射能汚染を被っ た領土の法的地位に関する』
法律 （以下、 『汚染領土法」 と 略す） [6］ は、 事故に よ る放出に よ り 汚染 さ れた全領土の 区分を規律する。
汚染領土法 ［6］ は、 放射能に汚染 さ れた 区域の利用 と 防護の制度、 並びに当該地域に於け る住民の居
住 ・ 仕事 ・ 経済 ・ 調査 と そ の他の活動 に 関する条件を規制する。 同法は、 人間の健康 と 生態系への電
離放射線の影響を最小化する為に、 当該地域に於け る利用 と 防護制度を創 り 上げ、 その適用 を保障する。
こ の法律 ［6］ は、 当 該区域内に於 け る チ ェルノ プイ リ 核災害の影響を最小化する為の活動の調整 （同
法が採択 さ れた時点では、 責任省庁は国家チェルノ プイ リ 委員会であ っ た。 その後、 チ ェ ル ノ プイ リ
省に代わ り 、 現在は ウ ク ラ イ ナ緊急事態省で あ る 。 ） 、 及び当該領域内に於 け る 放射線の状況に関する
必要な情報の住民への提供を行 う 責務を、 ウ ク ラ イ ナ内閣に課している。
同法 ［6］ は、 放射能汚染区域内に於いて禁止 される活動類型、 及び当該領域内で遂行 さ れるべき義務
的対策 を定める。 同法は、 対象領域内で担当する 国家機関 に よ っ て行われ る 、 放射能モニ タ リ ングの
種類に関 して、 詳細に規定 している。
こ の法律 ［6］ は、 チ ェル ノ プイ リ 核災害 に よ っ て放射能に汚染 さ れた 区域内に於 け る 、 法制度の管理
と 監督に対する国家の義務 と 、 こ の制度に違反 した場合の責任を規定する。
チ ェル ノ プイ リ 核災害に よ り 被災 した市民の憲法上の権利、 即 ち彼等の生命 と 健康の保護は、 社会
保障法 ［5］ に よ っ て規定されている。
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こ の法律は、 チェルノ プイ リ 核災害 に よ り 被災 した市民の社会保障に対す る 、 政策方針を規定 して
いる 。 具体的には、 『チェルノ プイ リ 核災害に被災 した人々 」 ・ 「チェルノ プイ リ 事故処理作業従事者」 ・
「チェルノ プイ リ 核災害の被曝者」 ・ 「チェルノ プイ リ 核災害の被曝者に 区分 される子供達J について定
義 した上で、 チェノレノ プイ り 核災害の余波に よ り 市民が受けた損害に対す る 、 国家の補償責任を明確
に した。
同法は、 扶助 と 補償の額を確定する為に、 チェルノ プイ リ 核災害 に よ る 被災の程度に応 じて人々 を
区分す る 基準を制定し、 各カテ ゴ り ーの根拠を明 ら かに した。 それ ら のカ テ ゴ リ ーに加えて、 関連 し
た扶助 ・ 補償 ・ 迫力日手当 そ して ／ 又は他の救済手段も 提示 さ れた。
こ の法律 ［5］ は、 移住の理由 を明 ら かに し、 放射能汚染区域から の市民の 自 主的な移住の権利を定め
た。 ま た同法は、食物 と 農産物中に含まれる放射性核種の受け入れ可能な レベルを特定する こ と に よ り 、
農業生産の問題に対処する と 共に、 政府機関 と 製造業者 に こ れ ら の基準法に従 う 義務を課 した。
長年にEって、 政府予算法の適用 に際して、 同法 ［5］ の幾つかの条項または特定の条項の効力を無効
に した り 一時停止 した り す る 変更が な さ れていた。 こ の理由は、 7.2 節 に於いて詳細に考察する。 扶助
の減額やその対象範囲の縮小 を も た らすよ う な改正か ら こ の法律を護る為に、2006 年に同法 71 条の 「同
法の特殊な改正規定」 が、 以下の よ う に修正 さ れた。 即 ち 『 こ の法律の執行は、 他の法律に よ っ て一
時停止 さ れて は な らず、 通常の法改正の対象か ら 除外 さ れ る 』 と い う 規定が入っ た。 こ の こ と は特筆
されるべきである。
こ の よ う に して 、 上記基本方針 ・ 汚染領土法 ・ 社会保障法の採択に よ り 、 住民の健康に対する潜在
的 な否定的影響の程度に応 じて放射能汚染区域を定め る 基準、 再定住の理 由 と 優先性を定め る 基準、
安全な居住空間の為のモニ タ リ ングシステム を構築する基準、 そ して汚染領域内での生活を組織する
為の基準が、 立法化 さ れた。 政府は、 設 定 さ れたカ テ ゴ リ ーに応 じて、 チェルノ プイ リ 核災害に被災
した全ての人に、 扶助 と 補償を与 え る こ と を保証 した ［7]o
社会保障法 と 汚染領土法を採択 した後、 放射能汚染 区域に存在する集落の リ ス ト を確定 し、 被災 し
た個人の地位を確定 し、 彼等に適切な社会福祉を準備する為の、 下位法令の策定 と 執行を関する作業
が始め られた。
社会保障法 と 汚染領土法 ［5, 6］ の履行に関する最も重要な規範法規の一つは、 『「チェルノ プイ り 核災
害 に よ り 放射能汚染 を被っ た領土の法的地位に関する」 法律 と 「チェルノ プイ リ 核災害に よ り 被災 し
た市民の地位 と 社会保障に 関する 」 法律の実施手続に関す る ウ ク ラ イ ナ SSR 最高会議令に関す る』 ウ
ク ラ イ ナ SSR 閣僚評議会令 (1991 年 7 月 23 日 ， No.106) [8］ である。
こ の 閣僚評議会令は、 放射能汚染区域内に存在する集落の リ ス ト と 、 そ の住民が、 当 該地域で生産
さ れ る食物の消費を制 限 さ れ る こ と の補償 と して、 月 間扶助 と 給与手当 を （割 り 増 し比率で） 得る こ
と を承認した。
汚染領士法は、 採択 さ れて か ら 1 1 回改正 さ れたが、 最後の改正は 2009 年 6 月 26 日 にな さ れた。 ま
た同法には、 意法裁判所決定 （2009 年 10 月 6 日 ， No.24-prr/2009） に よ っ て示 さ れた公式解釈が あ る 。
社会保障法は、採択か ら 38 回改正 さ れたが、最後の改正は2010 年 12 月 2 日 に な さ れた。 ま た同法には、
上記憲法裁判所決定に よ っ て示 さ れた三つの公式解釈及び解説が あ る 。
『汚染領士法 と 社会保障法の実施手続に 関する ウ ク ラ イ ナ SSR最高会議令に関する』 ウ ク ラ イ ナ SSR
閣僚評議会令 （1991 年 7 月 23 日 ， No.106） は、 承認 さ れた集落の リ ス ト を補足す る為に数回の改正 と
修正が施 さ れた。 た っ た一度、 2004 年に、 ヴオノレィ ーニ州、｜ と リ ヴネ州の六つ の町が強制 （義務的） 移
住区域か ら 自 主的移住保障区域に変更 さ れた （ こ の件については、 7.Ll 節で詳述す る ） 。
こ れ ら の改正は、 チ ェル ノ プイ リ 核災害に よ っ て放射能汚染 レベルが上昇 した領士に住む ワ ク ラ イ
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ナ SSR 人民に対す る 基本方針には、 反映されて いない。 従 っ て 、 こ れ ら の領域内での放射能汚染状況
は著 し く 変化 したにも拘わ らず、 上記基本方針の条項は現在 も 猶有効である。
社会保障法 と 汚染領土法 ［5, 6］ の実際上の施行は、 1991 年か ら始ま る 或 る 一定の期間 内に承認さ れた、
チ ェル ノ プイ リ 核災害の影響を克服す る為の多数の緊急計画 と 他の措置か ら成る枠組に従っ て行われ
る。 最近数年間、 こ れ ら の措置は、 『チェルノ プイ リ 核災害の影響を克服す る為の 2006 ～ 2010 年度国
家計画に関する』 法律 （ ウ ク ラ イ ナ ； 2006 年 3 月 14 日 ， No.3522・IV) [9］ に よ っ て承認さ れた枠組に沿
っ て行われている。
こ れ ら の法律 と 政府決定は、 チ ェノレノ プイ リ 核災害の影響を克服す る 為 の法的関係の基礎 で あ る 。
こ れ ら は ま た 、 住民の リ ハ ピ リ テーシ ョ ンの為の社会的 ・ 医学的 ・ 心理学的な措置 と 、 放射縁か ら の
住民防護、 放射線モニ タ リ ン グ、 立入禁止 区域の隔離障壁機能の管理、 並びに立入禁止区域外の領土
に於け る 経済再建を行 う 事 と 、 関連づ け られる。 しか し、 チ ェルノ プイ リ 核災害 を克服す る 為の活動
には、 も う 一つの側面が あ る 。 即 ち 、 チ ェル ノ プイ リ 原発の廃炉 と 石棺の環境的に安全なシステムへ
の転化に焦点を当てた活動であ る 。 そ して、 放射性廃棄物処理制度の創造 と 発展 と い う 活動である。
2000 年末ま でのチェル ノ プイ リ 原発の閉鎖、 並びにそ の廃炉 と 石棺の環境的に安全なシステ ムへの
転化に関係する活動に関する合意は、 先進 7 ヵ 国 （G7） と 欧州共同体委員会 （EC 委員会） と の継続協
議の聞 に成立 した。 それが、 チェルノ プイ リ 原発廃炉に 関す る ワ ク ラ イ ナ政府 ・ 先進 7 ヵ 国 ・ 欧州共
同体委員会問での了解事項覚書 (1995 年 12 月 20 日 ， No.998_008) （調印 した場所の名前を採っ て、 「オ
タ ワ 覚書」 と 命名 さ れた） である ［11］。
オタ ワ 覚書は、 2000 年ま でにチェルノ プイ リ 原発の閉鎖を協力 して支援する為の包括的計画に関 し
て 、 各当 事者が了解 した と 述べている。 同覚書は、 六つの 章 と 九つの項 目 か ら成っ て い る 。 それ ら が
規定す る のは、 ウ ク ラ イ ナのエネルギー部門 を再編す る こ と 、 市場改革の導入、 市場原理に則って価
格を決め る こ と に よ っ て電力市場の金融効率を引 き 上げる こ と であ る。 こ れは、 エネルギーの経済的
生産 と 利用、 そ して省エネルギー を刺激するだろ う 。
聞 かれた市場 と い う 条件下での ワ ク ラ イ ナのエネルギー部門への投資、 特に最低経費原則に基づい
て計画 さ れた利益を も た らす事業への投資は、 ウ ク ラ イ ナの将来の電力 の重要を充たす為 に、 チ ェ ル
ノ プイ リ 原発閉鎖に よ り 失われた電力量を補充す る だけの電力 を生み出すだろ う 。
チェルノ プイ リ 原子力発電所 3 号機の安全性を向上 さ せ、 発電所を廃炉に しな く て は な ら な い。 同
様に、 4 号機の石棺問題を解決する 為の利益 を も た ら し、 環境的に受け入れる こ と ができ る取組を進め
る為に、 更 な る 協力が必要であ る 。
ワ ク ラ イ ナ政府 に よ る 、 チ ェ ル ノ プイ リ 原発閉鎖の杜会的影響を和 ら げ る 為 の行動計画の策定を、
支援 しな く て は な ら ない。 具体的 には、 国際社会 と ウ ク ラ イ ナが基金設立の為の原資 を確保する こ と
と 、 こ の行動計画の実施 に 向 けた活動への国際的な資金援助 を実際に行 う こ と への、 協力が必要であ
る。 商業的事業は固際的借款 と ウ ク ラ イ ナ 「 自 身J の財源に よ っ て賄われる こ 左 、 と い う 原則の導入は、
最 も 重要な も ので あ る。 チェルノ プイ リ 原発の閉鎖を直接支援す る 為の非商業的事業は、 補助金 と ウ
ク ラ イ ナ 自 身の財源に よ っ て賄われて いる。 そ の 際には、 ウ ク ラ イ ナの財政的 ・ 経済的な状況が考慮
されている。
オタ ワ 覚書の追加文書は、 G7 と 国際金融機関に よ り 既 に割 り 当 て られた、 若 し く は再検討 さ れた、
現在の融資額の概要デー タ を提示 している。 同追加文書は ま た 、 包括的計画の中で優先 さ れ る べ き 事
業の リ ス ト を提示 している。
エネノレギー部門 の 改革 と ウ ク ラ イ ナの経梼的 ・ 社会的改革の 目 標の達成 と の 聞 の依存性、 並びにチ
ェルノ プイ リ 原発閉鎖の為の措置 と ヴ ク ラ イ ナ長期エネルギ一戦略の策定と の相補性は、 こ の包括的
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計画の原則の一部 で あ る 。 こ こ で云 う ウ ク ラ イ ナ長期エネルギー戦略は、 合理的な経済的 ・ 財政的 ・
環境的基準を考慮する こ と に よ り 、 エネルギー部門を、 ウ ク ラ イ ナの需要に見合っ た、 能率的で安定
した市場指向な も の へ と 導 く だろ う 。
オタ ワ 覚書の履行は、 チ ェルノ プイ リ 原発の廃炉 と 石棺の環境的に安全な システ ムへの転化へ 向 け
た、 大き な前進であ っ た。 これに よ り 、 合意の実施に向けた具体的な方法の模索が な さ れた。 し か し、
各当 事者の責務が う ま く 調整 さ れていなかっ た こ と か ら 、 何度 も 誤解が生 じた。 そ の結果、 チェルノ
プイ リ 原発 3 号機の 閉鎖に遅滞が生 じた。
ウ ク ラ イ ナは、 オタ ワ覚書で指示 さ れたエネルギ一部門の市場改革を、 未だに完了 していない。 また、
市場原理に則っ て価格が決ま る 、 金融的に合理的な電力市場 も 発達 していない。 更に、 最低経費原則
に基づ く エネルギー事業の計画 も推進 していない。 こ れ ら の点は、 明 記 さ れな ければな ら ない。
以下の文書は、 オタ ワ覚書 ［10］ と 共に、 チェルノ プイ リ 原発の廃炉 と 石棺の環境的に安全な システ
ムへの転化を扱 う 、 法的関係の体系 を定義づけ る 。 そ れ ら は、 ウ ク ラ イ ナに於け る チェルノ プイ リ 石
棺基金に関する ウ ク ラ イ ナ と 欧州復興開発銀行間での枠組合意 (1997 年 11 月 20 日 ） [11］ 及び同合意
を批准 し た法律 (1998 年 2 月 4 日 ， No.80/98-BP） 、 『石棺転化実施計画の遂行手続の承認に関す る 』 ウ
ク ラ イ ナ内閣令 （2003 年 3 月 31 日 ， No.421） 及び 『石棺転化実施計画』 そ れ 自 身、 『チェルノ プイ リ
原発の更なる稼働及び破壊 さ れた 4 号炉の廃炉 と 環境的に安全なシステ ムへの転化を行 う 為の一般原
則 に 関す る 』 法律 （ ウ ク ラ イ ナ ； 1998 年 12 月 11 日 ， No.309-XIV) [13］、 『チェル ノ プイ リ 原発の廃炉
と 環境的に安全な システムへの転化を行 う 為の 国家計画に関す る 』 法律 （ ワ ク ラ イ ナ ； 2009 年 1 月 15
日 ， No.886・.VI) [14］ である。
事業管理の為 に創 ら れた手法は、 極め て複雑で あ る 。 欧州復興開発銀行 （EBRD） と の合意 （ ウ ク
ラ イ ナでは、 立法に よ り 確定 して い る ） に従って、 チェルノ プイ リ 原発に於いて事業管理部門が設立
さ れた。 西側諸国の コ ンサルタ ン ト が要員 と して派遣 さ れ、 同部門を率いている。 コ ンサルタ ン ト は、
経営者 （国営専門企業 （SSE） チェルノ プイ リ 原子力発電所） の利益を代表 し、 経営者 と EBRD 及び工
事請負人左 の協働を支援する。 コ ンサルタ ン ト の主要な職務の一つは、 出資者に よ る 資金供与 申請の
透明性を確保する こ と で あ る 。 し か し な が ら、 事業管理能率 を向上す る 為 に は、 経営者の役割 と 権威
の強化を必要 と す る 。
チ ェル ノ プイ リ 原発の廃炉 と 石棺の転化を実施する 上で生 じた法的問題は、 西側諸国 と ウ ク ラ イ ナ
の 当 事者の相互連絡に よ っ て組織的に解決 さ れ て い る が 、 恐 ら く 、 各当事者が期待す る 程には素早 く
処理でき ていない。
最近、 チェルノ プイ リ 原発の廃炉 と 石棺の環境的に安全な システ ムへの転化の準備作業に、 得 ら れ
た利益を融資する こ と を条件に、 チ ェル ノ プイ リ 原発か ら 生 じ る利益に課税 し ない こ と が決定 さ れた。
同時に、 国際計画 一 石棺転化実施計画 ［15, 154.3 条 ， 154.4 条 ］ の履行の為に、 国際技術支援か ら 、 或
いはチェル ノ プイ リ 石棺基金への ワ ク ラ イ ナ政府 か ら の拠出金に よ っ て供給 さ れる基金か ら 、 受 け取
られた企業収入に は課税 しない こ と も決定さ れた。 しか しなが ら 、 利益課税に関 しては、 EBRD の国際
顧問団が或る 業務を石棺転化実施計画の一部であ る と 認定す る か不明 と い う 、 未解決の問題が残 っ て
いる 。
『国営専門企業 「チェルノ プイ リ 原発」 が 引 き 起 こ した核被害の民事責任に対する金融的準備に関す
る 』 ワ ク ラ イ ナ内閣令 （2010 年 12 月 22 日 ， No.1164） は、 SSE チ ェルノ プイ り 原発が引 き 起 こ した核
災害に よ っ て生 じた損害に対する、 民事賠償責任に関する 問題を規制 した ［16］。
『放射性廃棄物処理 の 為 の 国家 目 標環境計画 に 関 す る 』 法律 （ ウ ク ラ イ ナ ； 2009 年 9 月 17 日 ，
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No.516・VI） は、 特に以下の計画 目 標 を定める ：
ー チェルノ プイ り 核災害 に よ っ て生 じた放射性廃棄物の処理の更な る進展 ；
ー チェルノ ブイ り 原発 と 石棺に於ける放射性鹿棄物処理施設の設置 と 稼働。
7. 1 .  1 チ ェ ルノ ブイ リ 核災害 に よ る 影響の克服 と 関連 し た法規制枠組 と
国家政策の効率性
チ ェル ノ プイ リ 原発の廃炉 と 石棺の環境的に安全な システ ムへの転化、 そ してチェルノ プイ リ 核災
害 に よ っ て生 じた放射性廃棄物 を処理する仕組の創設 と 開発に対処する為に、 形成 さ れた法規制枠組
は、 組織的な改良が な さ れた、 極めて均整の取れたも のである。
しかしなが ら 、 こ の枠組は、 住民の社会的 ・ 医学的 ・ 心理学的 リ ハ ビ リ テー シ ョ ン、 彼等の放射線防護、
放射線モ ニ タ リ ングの履行、 そ して立入禁止区域の外側の地域 と 強制移住区域の経済的回復に 関連す
る 、 課題に取 り 組む際には、 幾つかの重大な欠点を持つ。 以下の分析は、 上記法規制枠組 （以下 「チ
ェルノ ブイ リ 法制」 と 呼ぶ） の こ の部分に焦点 を 当 て る 。
手段や対策の有効性は、 定義 さ れた条件 と 手段の範囲内で割 り 当 て ら れた 目 標 を達成す る能力の有
無 に よ っ て、 決定 される。
チ ェル ノ プイ リ 法制の要件を満たす為 に着手 さ れた対策の重要な部分が完了 さ れず、 期待 さ れた結
果を達成で き な かっ た こ と は、 指摘 さ れるべきである。 こ の失敗には、 幾つかの理 由 が あ る 。
しば し ば主要な要因 と して認定 さ れる 最初の理 由 は、 対策の実施に必要な資金の不足であ る。 三番
目 は、 「 こ の分野に於 け る 、 中央並びに地方政府の組織的な活動が不十分な こ と 」 で あ る。 し か し、 両
方の理 由 に 大いに寄与 してい る 、 も う 一つの重要な理 由 が あ る 。 それは、 （チェルノ プイ リ 核災害に よ
る 特定の影響を克服す る為の） 目 標、 そ の 目 標 を達成す る 為 に行 う 必要が あ る 作業、 そ の作業を実施
する為の方法、 その実施の為に整備 さ れる 条件 と 資源についての、 科学的根拠の欠如である。
1991 年 2 月 に、 ウ ク ラ イ ナ SSR最高会議に於いてチェルノ プイ リ 法制が見直 さ れた際に、 規定 さ れ
た措置を実施す る 為の年間経費 について の財務省の見積に注意が払われた。 扶助 と 補償について見積
られた経費は、 40億ループル （RUB) 2 を超えていた。 採用 さ れ且つ立法過程中 に効力 を有 していた、
差異の あ る 賃金の支払 ・ 健康の向上 ・ 児童への無料給食等に関する、 全て の決議や決定を実施する 為
の経費は、 5 億 8000 万 RUB で あ っ た ［1］。 こ れ ら の法規制枠組の施行に必要な追加経費は連邦予算会
計から拠出 さ れ、 そ して直ち に以下の手続き が提案 さ れた。
最高会議は、特に 『「チェルノ プイ リ 核災害によ り 被災 した市民の地位 と 社会保障に関する」 法律 （ ウ
ク ラ イ ナ SSR ; 1991 年 2 月 28 日 ， No.797） の以下の事項の実施に関する』 決議 ： 『チェルノ プイ リ 核
災害の影響の最小化 に 関す る活動 と 対策に対して、 連邦予算 か ら 全額支出す る と い う 提案を ソ連邦閣
僚評議会提案提出する こ と 。 も し、 こ の提案の実施が否決 さ れた場合は、 1991 年 4 月 1 日 よ り 、 チ ェ
ルノ プイ リ 核災害に対処する活動 と 対策 に支出する為の連邦予算基金への拠出金を減額す る 。 』 の枠内
で行動する こ と を、 ソ連邦閣僚評議会に伝えた。
ウ ク ラ イ ナが独立 を成 し遂げた後、 チ ェルノ プイ リ 核災害の克服に関連す る 活動への資金供与を行
う 負担の全ては、 若い国家こ予算に課さ れた。 ー しか し 、 扶助 と 補償の水準は、 訂正 さ れなかった。
2 ソ ビエ ト連邦の通貨単位。
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表 7.1 1996 ～ 2005 年にチェルノプイリ核災害の影響を克服する為に要求された予算と実際の支出
（住民の社会保障費老含む） の比較 [18, 20, 21] 
現行法による要 各年に於ける 要求額が予 実際の国家支 予算に対す 各年当初に於ける年 求額 国家予算の額 算化された 出額 る支出割合
（百万 UAH) （百万 UAH) 割合 （%） （百万 U姐） （%） 負債額
1996 3363.32 1794.56 53.4 1527.88 85.1 160.59 
1997 5681.72 2513.00 44.2 1746.59 69.5 310.04 
1998 4548.5 2606.00 57.3 1432.26 55.0 457.75 
1999 6015.95 1746.80 29.0 1535.51 87.9 763.21 
2000 7479.25 1812.89 24.2 1809.63 99.8 931.48 
2001 8744.46 1843.99 21.08 1925.02 104.4 786.4 
2002 9957.8 2144.5 21.5 2002.8 93.4 729.3 （内、 社会保障費 634.6)
2003 12656.74 1381 .16 11 .0 1381.16 100.0 760.3 （内、 社会保障費 596.4)
2004 14872.5 1667.19 11 .2 1640.4 98.4 685.4 
2005 2041.77 1877.16 91.9 
事 U組 （ ウ ク ラ イ ナ ・ フ リ グニャ Y
チ ェル ノ プイ リ 核災害の影響を克服する為の ワ ク ラ イ ナの経費についてのデー タ は、 既存文献から
得る こ と ができ る （4.1 節参照） 。 ま た、 チェルノ プイ リ 法制 の下での財政活動に 1992 年か ら使われた、
予算 と 実際の支出の割合についてのデータ を見る こ と も で き る ［18］。 しかし、 チェルノ プイ リ 法制の下
で採 ら れた全て の措置への資金提供、 並びに予算 と 実際の支出の比較について のデー タ は、 1996 年か
ら の も の しか入手で き ない ［19, 20, 21] （表 7.1 参照）。 最近では、 資金要求額の査定が、 毎年は行われ
て いない。 表 7.1 に示さ れた査定さ れた要求額 と は別に、 チェルノ プイ リ 法制 に よ っ て定め られた全て
の措置の資金要求額は、 2007 年に は 400 億 UAH であ り ［22］、 2010 年に は 700 億 UAH で あ っ た ロl]o
2004 ～ 2010 年に於 け る 、 チェルノ プイ リ 核災害の影響の克服 と 関連する社会保障の為の連結予算支出
は、 表 7.2 に示されている。










2010＊ ・ 2011 年 （計画値）
チェルノ ブイ リ 核災害に よ り 被災 した市民への社会保障 と 年金支給への出資を示 している。
単位 ； 百万 UAH [21]o 
事故影響の除去の為に チェルノブイ リ核災害に よ り 被災し 社会保障 （年金 ・ 住居 ・ 用役提要求された国家予算支 た市民への社会保障と年金支給に充 供を除 く ） に充て られた支出額出額 てられた支出額の合計
2970.5 2621.5 1640.4 
3623.9 3188.3 1877.2 
3859.8 3406.2 1939.9 
5085.7 4545.4 2388.1 
6326.4 5762.8 2164.7 
7015.5 6500.3 2171.5 
7727.0 6966.0 2559.2 
8541.0 7777.1 2561.4 
ホー 7.1 節 「チェルノプイ リ 核災害の影響を克服する為に制定さ れた法規制枠組の分析」 の執筆時点で、
2010 年の連結予算の実際の支出に関する 国家報告デ｝タは存在しない。
3 ウ ク ライ ナの通貨単位。
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示 さ れた数値に幾つかの不整合が あ る が 、 こ れ ら のデー タ か ら 、 幾つかの結論を導き 出すこ と が で
き る。
第 1 に、 効果的な立法に よ り 資金要求額は着実に増加 した。 具体的には、 1996 ～ 2004 年の聞に 4.4 倍、
2004 ～ 2010 年の聞に 3.8 倍、 増加 した。 こ の増加の理由 は、 イ ン フ レーシ ョ ンの進行 と 生活水準の上
昇にある。
第 2 に、 チェル ノ プイ リ 法制を施行する為に必要な資金に対す る 、 予算化 さ れた政府支出の割合が、
一貫 して減少 している。 1996 ～ 1998 年までの聞は、 予算化 さ れた支出額は、 要求額の約 44 ～ 57%に
達 し て いた。 それが、 1999 ～ 2002 年ま で の 聞 に 21 ～ 29% に減少 し、 2003 ～ 2010 年に至つ ては、 現
行法が要求する 額のたった 11 ～ 14%に しか遺 して いない。
第 3 に、 チ ェル ノ プイ リ 政策の予算への支出は、 1999 年ま で完全には実施 さ れず、 実際には予算額
の お ～ 87% が支出 さ れた。 そ して、 やっ と 2000 年から 実際の支出額が予算額に近づいた （政府予算
に よ っ て供給 さ れた）。 しかし、 それで も法に よ る 要求額よ り も非常に低かっ た。
住民防護の分野に於 け る鍵 と な る動 き の一つは、 『チェルノ プイ リ 核災害に よ っ て放射能汚染 レベル
が上昇 した領土に住む ウ ク ラ イ ナ SSR 人民の防護に対する 基本方針』 （以下、 「基本方針」 と 略す） を、
ソ連最高会議が 1991 年に承認 した こ と であ っ た ［4］。 こ の基本方針の中で、 住民の放射線防護の基本
原則は、 （放射性核種 ー セ シ ウ ム ・ ス ト ロ ンチ ウ ム ・ プル ト ニ ワ ム ー に よ る ） 土壌汚染濃度の暫定
的基準に よ っ て決め ら れた、 放射能に汚染 さ れていない地域への段階的 な住民移住で あ っ た。 こ の原
則の主た る 誘因 と な っ た のは、 住民が汚染地域内に住み続け る こ と に よ り 、 チェルノ プイ リ 事故の最
中 に既に受けて しま っ た被曝に加 え て受 け る であ ろ う 追加被曝線量についての、 包括的な情報の欠如
で あ っ た。
こ の基本方針は、 評議会研究報告 と 、 ソ連閣僚評議会の為に準備 さ れた ソ 連科学アカ デ ミ ー に よ る
ソ連生産力の研究の結果か ら 、 導 き 出 さ れた ［23］。 上記報管書が生産力 を再編成する手段 と して の措置
と 生産能力の合理的な利用 を正当化 している こ と は認 め る が、 移住原則 と そ の実施に関する放射線基
準 を促進す る に 際 して、 その重要性を過大評価すべき ではない。
『チェルノ プイ リ 核災害に よ り 放射能汚染を被っ た領土の法的地位に関する 』 法律 （以下、 「汚染領
土法J と 略す） と 『チェルノ プイ リ 核災害によ り 被災 した市民の地位 と 社会保障に関する』 法律 （以下、
「社会保障法」 と 略す） に於いて、 上記原則 と 汚染濃度基準は、 チェルノ プイ リ 核災害に よ り 汚染 さ れ
た領土を 区分する根拠であ っ た。
『汚染領土法 と 社会保障法の実施手続に 関する ウ ク ラ イ ナ SSR最高会議令に関する』 ウ ク ラ イ ナ SSR
閣僚評議会令 (1991 年 7 月 23 日 ， No.106） は、 チェルノ プイ リ 核災害の負の影響から の住民防護 と そ
れ ら の影響の排除に焦 点 を 当 て た 立法的措置 を規定 した。 同閣僚評議会令は、 ま た、 放射能汚染区域
に区分 さ れた集落 （総計 2293 箇所） を列挙 した ［8］。
チェルノ プイ リ 法制には重大な矛盾が あ る事は、 指摘 さ れ る べ き で あ る 。 汚染領土法 1 条に よれば、
住民が 1 年間に 0.1 問m (1.0 mSv） を超え る被曝親量を受 け る 可能性が あ る領土は、 チェルノ プイ リ 事
故に よ る汚染領域 と 呼ばれる ［6］。 同 じ様な条件が社会保障法 3 条に規定 さ れている。 こ れは、 住民が
（放射能汚染 に よ る ） 限界な く 居住 し働 く こ と が で き る 条件を定め て い る 。 こ の条文は、 年間最大被
曝線量を年間 0.1 rem (1.0 mSv） と してい る ［5］。 しか しなが ら 、 汚染領土法 2 条では、 汚染領域の区
分の 中に、 重点的に放射線モニ タ リ ングを行 う 区域を定めている。 そ の 区域は、 事故前の水準か ら 土
壌汚染濃度が、 セ シ ウ ム 同位体で 1.0 ～ 5.0 Ci/km2 (37 ～ 185 回q岨2） 、 ま た はス ト ロ ン チ ウ ム 同位体
で 0.02 ～ 0.15 Ci/k:皿2 (0.74 ～ 5.55 kBq／ぜ） 、 またはプル ト ニ ウ ム 同位体で 0.005 ～ 0.01 Ci/km2 (185 ～ 
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370 Bq/m2） 、 上回る領土 と 定義 さ れている。 こ れ ら の値は、 植物や他の要素への放射性核種の移転係数
を考慮 し なが ら 、 個人実効被曝線量が事故前の期 間 よ り も年間 0.05 rem (0.5 mSv） を超えて増 えない
よ う に設定 されている。
そ して、 こ の二つ の法律の幾つかの条文に よ れば、 放射線モニ タ リ ン グ強化区域は、 そ こ での人々
の居住や労働の制限を求めてい ない。 し か し、 両法の他の条文 に よ れば、 こ の領域内で放射線防護措
置が実施 さ れる。 そ こ に居住する 住民は、 扶助 と 補償を受 け る ので、 彼等の活動には制限が掛かる だ
ろ う 。 公式データ ［24］ に よ れば、 放射能汚染 区域内に居住する 人 口 は約 215 万人であ り 、 重点的な放
射線モニ タ リ ン グ地域内 に居住する人 口 は 150 万人以上に上る。
上記基本方針によれば、 放射性核種 に よ る 土地汚染濃度は、 個人実効被曝線量が確定 さ れる ま での問、
意思決定を行 う 為の暫定基準 と して使用 さ れて い る 。 汚染濃度は、 特に現時点では、 汚染領域内に居
住 して い る 人々 への放射線 リ ス ク を正確に反映 してい ない。 現在の放射能に 関す る 知識に従えば、 放
射能汚染 区域に特定の領士を含め る かの基準 と して、 当該領域の汚染濃度を使用 する こ と は推奨 さ れ
ない。 何故な ら 、 住民が受 け る 被曝線量は、 汚染濃度が 同 じで あ っ て も 、 環境条件に差異が あれば多
く の面で異な り 得 る か ら で あ る 。 し か し、 こ の基準は、 依然 と してチェルノ プイ リ 法制 で使用 さ れて
い る 基本的な基準であ り 続けてる。
ウ ク ラ イ ナでは、 チェノレノ プイ リ 核災害 に よ っ て放射能汚染を被っ た集落の被曝線量認定を、 1991
年か ら組織的 に行 っ て い る 。 こ れ ら の集落の個人実効被曝線量 （いわゆる認定被曝線量） と そ の変遷
は よ く 知 ら れてお り 、 定期的に出版されている ［25-33］。 今 日 、 自 己 防衛機能 と 執 られてい る 対策のお
かげで、 環境中の物体内 の放射性核種の含有量は日ぽ 112 に減少 し、 そ して農作物中のそれも 1/2 以下
に減少 した。 その結果、 内部被曝線量及び外部的被曝線量は、 1/2 ～ 1/4 に減少 した。 こ の減少は、 認
定被曝線量の レベルに よ る 集落分布の変化に反映 さ れて い る ー 表 7.3 参照。 比較の為に、 こ の表は、
未だに有効であ る ワ ク ラ イ ナ SSR 閣僚評議会令 (1991 年 7 月 23 日 ， No.106） に従っ て 、 放射能汚染区
域 と 呼ばれる集落の区分を示 している。 こ れ ら には、 『 ヴォルィ ーニ1·H と リ ウネ州 の幾つかの町を 自 主
的移住保障区域へ移管 さ せる こ と に関する』 法律 ［34］ に よ っ て 、 強制移住区域か ら 自 主的移住保障区
域に移管 さ れた ずオノレ ィ ーエ州 と リ ウネ州 の六つの町が含まれる。
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< 0.5 mSv 0.5 ～ ＜  1.0 mSv 1.0 ～ ＜ 5.0 mSv > 5.0 mSv 
1996 1307 333 507 6 
1997 1350 359 443 9 
1998 1332 375 440 7 
1999 1375 380 397 9 
2000 1417 298 440 6 
2001 1455 314 389 5 
2002 1471 317 372 3 
2003 1538 338 285 2 
2004 1551 410 202 。
2005 1426 297 108 。
2006 1613 285 68 1 
2007 1296 242 58 。
2008 1647 236 42 。
1991 年閣僚評議会令 1290 841 86 
No.106 （ 第 IV 区域 ） （ 第 田 区域 ） （ 第 E 区域 ）
註 ： 第 E 区域＝ 強制移住区域、 第 E 区域＝ 自 主的移住保障区域、 第 IV 区域＝放射隷モニタ リ ング
強化区域
表 7.3 は、 公式に宣言 された放射能汚染区域 と 今 日 の線量測定の現実 と の聞の、 驚 く べき差異を示 し
ている。 既に述べた よ う に、公式データ に よれば ［4］、 放射能汚染区域に あ る集落に居住 してい る 人 口 は、
約 215 万人であ る。 しかしなが ら 、 認定線量が年間 0.5 mSv を超える集落に実際に居住 している数は約
32 万人で あ る 。 その数は、 認定線量が年間 1 mSv を超え る集落では、 約 13 万 6000 人 と な る ［33］。 し
か しなが ら 、 現在、 放射能汚染区域内の集落の法的地位を変える為の手続が存在 しない。
汚染領土法 2 条 と 社会保障法で定義 さ れてい る 、 放射能汚染区域の境界を 改訂する 方法は、 著 し く
困難である。
と の二つの法律の条項の規定 に よ れば、 そ の よ う な 改訂は、 地方政府議会が個 々 の提案を提出 した
後 に行われる。 し か しな が ら 、 管轄領域内に於ける 放射能汚染状況の改善について十分に認識 し て い
る に も 拘わ らず、 ヴォル ィ ーニ州 と リ ワネ州 を除いて、 よ り 汚染度の低い区分に集落を移菅 さ せ る 提
案を提出 した地方政府議会は、 一つも ない。 対象集落を放射能汚染区域に分類 した ウ ク ラ イ ナ SSR 閣
僚評議会令 (1991 年 7 月 23 日 ， No.106） の採択か ら 、 ほぽ 20 年が経っ て い る に も拘わ らず、 こ の状
態である。 リ ワネ州、ほ ヴオノレィ ーニ州 の州議会だけが、 村議会の要求 を受けて、 住民が強制移住区域
内 に あ る 六つ の町か ら移動す る こ と を拒否 した時に、 自 主的移住保障区域に集落を移管す る提案を提
出 した。
ま た 、 上記二法律の条項は、 多数の機関 と 中央政府が提出す る 専門家報告に基づいて、 内 閣 が放射
能汚染区域の境界を見直す こ と を定めている。 し か し な が ら 、 緊急事態省 と ウ ク ラ イ ナ 国家放射線防
護委員会を除 く 、 諸機構 ・ 機関か ら提出 さ れた専門家報告の結論の焦点が何であ る の かに関 して、 こ
れ ら の条項 も 他 の如何な る 文書 も 明 ら かに していない。 それで も 、 異な る放射能汚染 区域の 聞での集
落の移菅は、 上記法律 2 条の規定に沿って、 放射線基準に従っ て行われるべきである。
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長い間、 ワ ク ラ イ ナ政府は、 法律 と ワ ク ラ イ ナの経済的能力 の 聞 の矛盾を取 り 除き 、 チ ェ ル ノ プイ
リ 核災害の被災者達に対する 社会保障の水準を最適化 し、 そ して異な る 社会的集団に属する市民の間
で高ま る 社会的や心理学的な緊張を克服する努力 を して き た。 し か し な が ら 、 こ の分野では著 しい変
化は起 こ っ ていない。
1994 年 と 2008 年の二回、 ウ ク ラ イ ナ内閣は、 放射能汚染区域内の領土に於け る 放射能汚染状況を実
際に改善する こ と を考慮 して、 ウ ク ラ イ ナ SSR 閣僚評議会令 (1991 年 7 月 23 日 No.106） の改訂を試
みた。 し か し、 二回 と も 、 内閣は、 そ の決定を 中止又は撤回する こ と を余儀な く さ れた。 法律に よ っ
て設定さ れた汚染区域の境界改訂方法を う ま く 処理でき なかっ た こ と が、 主な理由である。
同時に、 『 ウ ク ラ イ ナ内閣令 (1994 年 8 月 29 日 ， No.600） の効力一時停止の妥当性に関す る 』 ウ ク
ラ イ ナ最高議会幹部会決議 (1994 年 9 月 12 日 ， No.127/94・IIB ） に よ っ て 、 政府ガイ ド ラ イ ンが策定さ
れた。 それは、 最高議会に よ る （汚染地域内の住民 に 関す る ） 基本方針の新 しい改訂版の採択 と い う
形でな さ れた。 これに よ り 、 こ の分野に於 け る その後の政策が、 実際に規定さ れた。 こ の こ と は、 （チ
ェ ルノ プイ リ 核災害に関連 した） 法律 を 改正す る 為 の根拠を提供す る 、 新た な文書の策定を促 した。
そ の よ う な文書は、 1997 ～ 98 年に掛けて政府に よ っ て準備 さ れ、 内部承認を受 けた上で、 最高議会に
提出 さ れた。 し か し 、 当該文書は、 新政権に よ っ て、 1999 年末にその妥当性の評価 と 見直 しの為に撤
回 さ れ、 未だに最高議会に再提出 さ れていない。
上記基本方針の重要性を考慮 して、 『チェルノ プイ リ 核災害 14 周年に関連 した議会公聴会に関する』
ワ ク ラ イ ナ最高議会令は、 ウ ク ラ イ ナ国家科学アカ デ ミ ー ・ ウ ク ラ イ ナ 医科学ア カ デ ミ ー ・ ワ ク ラ イ
ナ農業科学ア カ デ ミ ーに、 基本方針草案を再検討す る よ う に指示 した。 三ア カ デ ミ ーの理事会会議の
問 中、 科学者達は、 法律を更 に改正す る為の根拠 と して、 こ の企画を支持 した。 しか し政府は、 こ の
文書を最高議会に提出 していない。
こ の過程は、 『 「” チェルノ プイ リ 核災害に よ り 放射能汚染を被っ た領士の法的地位に関する ” 法律 と
” チェルノ プイ リ 核災害に よ り 被災 した市民の地位 と 社会保障に関する ” 法律の見直 し と 統合に関する」
法律の基本理念の承認に関する』 ワ ク ラ イ ナ内閣令 （2002 年 7 月 25 日 ， No.408-p） に よ っ て完了 した。
策定か ら 13 年、 承認か ら ほぼ 10 年が経った今 日 、 こ の命令の規定の幾っかは 尚有効であ る。 し か し、
全体 と しては、 こ の命令は、 チェルノ プイ リ 法制 を改正する 為 の根拠 と しては、 最早役に立たな く な
っ た。
こ の数年、 チ ェル ノ プイ リ 法制 の欠陥に起因す る 、 別の深刻 な 問題が表面化 して い る 。 上述 し た よ
う に、 社会保障法に よ っ て規定 さ れた、 全ての支出 ・ 追加手当 ・ チ ェルノ ブイ リ 核災害に よ っ て被災
した市民への補助金を総計する と 、 政府予算を超えて しま う ので あ る 。
補償支出、 追加手当 そ して補助金に関する社会保障法の規定 と 、 それら の履行を確保する為に な さ
れた ウ ク ラ イ ナ内閣令の 聞 の矛盾は、 国家に対す る訴訟 と い う 形での法廷に於 け る 大量の抗議を引 き
起 こ した。 その数は、 急速に増加 している。
こ の状況を改善す る 為 に、 ウ ク ラ イ ナでは、 内閣 ・ 最高議会 ・ 最高裁判所 ・ 憲法裁判所 に よ る 徹底
的な協調行動が求め られている。
チェルノ プイ リ 法制 の も う 一つ の 問題は、 政府 に よ る 支援の優先順位の変更で あ る 。 即 ち 、 放射性
核種含有量の許容可能水準の生産物の生産を確保する 為の措置を無条件に履行する代わ り に、 政府は、
それよ り 遥かに多く の資金を、 地産食品消費の制限に 関 わ る 資金援助 と 汚染領域内での作業への追加
手当 に費や している。 し か し、 現在有効な規則 に則っ た基準に よ る と 、 かな り 以前か ら こ れ ら の領域
は放射能汚染 さ れていない こ と にな っ ている。
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例 え ば、 2010 年の政府予算は、 チェルノ プイ リ 核災害 に よ る 汚染領域に於け る 、 住民の放射線防護
と 環境改善に 190 万 UAH だけ しか配分 してい ない。 これに対し、 『現地食糧生産 ・ 消費の制限に関連
し た毎月 の補助金 と 、 チ ェルノ ブイ リ 核災害に よ り 被災 した市民への生産物の特別供与の為 の補償』
並びに 『汚染地域に於け る 作業に対す る 追加手当 、 よ り 低賃金の職業に移る 聞の賃金の保全 と 、 チ ェ
ルノ プイ リ 核災害に被災 した市民の移住 に関連す る 支 出 に 関する増額さ れた交付金 と 追加的職業』 に
関する計画に従って、 夫々 の項 目 に 8 億 1450 万 UAH と 5 億 9600 万 UAH が配分 さ れた。
こ の点、 放射能汚染区域内の集落に於 け る 被曝線量認定は、 そ の経費は今 日 1000 万 UAH を超えな
いに も拘わ らず、 2009 ～ 2010 年間には、 資金不足 に よ り 実行 さ れなかった。
一方、 事故後日ぽ 25 年が経過 した現在で も 、 認定被曝線量ま たは地場生産食品中の放射性核種含有
量が許容水準 を超え て い る 場所が、 ウ ク ラ イ ナにはま だ約 100 箇所あ る。 特に リ ウネ州 の幾つかの集
落に於いては、 子供の 内部被曝線量が、 汚染 さ れた牛乳の消費が原因で、 当地で 1987 年に観察 さ れた
水準に達 している。
次の問題は、 住民 と 地方政府に、 事態を改善 し よ う と する 意欲が欠知 している こ と であ る。 反対に、
効果的な補償制度は、 住 民 と 地方政府が、 地場生産食品中の放射性核種含有量を高い水準に維持 し よ
う と する動機付け になっている。 国家は、 肯定的な動機付け を導入する 為の措置を執っ ていない。
チェルノ プイ リ 核災害の影響を克服する為の 2006 ～ 2010 年度固家計画 ［9］ は、 最 も重要な も の と し
て以下の 目 標 を掲げた。 即ち、 『汚染 さ れて いない生産物の生産 と 放射能汚染地域の経済的発展を刺激
する 為の措置を、 体系的に改善す る こ と 』 と 『チェルノ プイ リ 核災害の被災者に対する社会保障に関
する措置の履行、 並びに核災害の影響を克服する 事の為の資金の使途に、 科学的な根拠を与え る こ と 』
である。 そ して 、 失業手当 の支払総額の減少、刷新活動の奨励、農業開発を含む競争力 の あ る 産業の創造、
労働活動人 口 の増加 と 彼等の生産的な雇用条件の創 出 に対す る 支援、 放射能汚染地域に於け る 経済発
展の推進、 その堅実な発展の為の条件整備が、 成果 と して期待 された。
し か し なが ら 、 『チ ェルノ プイ リ 核災害の影響を克服する為の 2006 ～ 2010 年度国家計画の優先事項
を実施する 為 の ウ ク ラ イ ナ政府予算支出額』 と い う 添付文書に よ っ て定め られた予算計画の 中に、 こ
れ ら の事項を実施 して期待さ れた成果を達成でき る よ う な計画は、 全 く なかった。
予算の優先順位を決定する こ と は、 国家計画の中で どの施策 が執られるべき かを決定す る 事で あ る 。
政府は、 施策の内 どれが最 も 重要で どれがそんな に重要でないのか、 どの施策が雇用機会 を創出する
のか、 そ して どれを、 適切な資金供与のないま ま に、 名 目 的 に残すのか、 を熟慮する。 こ れ ら の こ と は、
再度強調 さ れるべきである。
上記計画の 目 標決定に よ っ て は、 如何な る 状況の好転 も なか っ た。 具体的 には、 チェルノ プイ リ 核
災害に よ っ て被災 した人々 と 彼等の子孫の健康維持、 安全障壁の強化 と 支援、 放射能汚染地域内に居
住 して い る 住民の放射線防護、 立入禁止 区域か ら の放射性核種拡散を最小限に抑制、 チェルノ プイ リ
核災害の被曝者に対する 社会保障の改善、 領士 左 集落の環境修復 と い う 施策が、 宣言 さ れて い る ［9］。
こ れ ら の施策は実際、 その各々 が、 継続的な懸命の努力 を要求する 活動分野であ る 。 し か し 、 領土 と
集落の環境修復 を 除 く 全ての施策は、 達成す る こ と が不可能であ る こ と か ら 、 上記計画の実施 に 際 し
て優先 される こ と はな さ そ う であ る 。
表 7.4 は、 ベ ラ ノレーシ ・ ロ シア連邦 ・ ウ ク ラ イ ナに於 け る 、 チェノレ ノ プイ リ 核災害の影響を克服す
る 為 の 2006 ～ 2010 年度国家計画の 目 標 と 業務を示 している。 ベ ラ ルー シ と ロ シアの国家計画は、 領
土の環境修復 と 経済循環への回帰に よ り 重点が置かれてお り 、 ウ ク ラ イ ナの も の と は大 き く 異な っ て
いる 。 ベラノレー シの 国家計画は、 社会保障を、 こ れ ら の業務の解決策 と 環境修復 目 標の実施策の一つ、
と して しか考慮 していない。
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表 7.4 ベラルーシ ・ ロシア連邦 ・ ウクライナに於ける、 チェルノブイリ核災害の影響を克服する為の国家
計画の 目標と業務
ベラルーシ ロシア連邦 ウ ク ライナ
チェルノ プイ り 原発核災害の 放射線事故の影響を克服する為の チ ェ ル ノ プイ リ 核災害の影響を
影響を克服す る 為 の 2006 ～ 2010 年 ま で の 期 間 に於 け る 連邦 克服す る 為 の 2006 ～ 2010 年度
2010 年度国家計画 目 標計画 国家許画
目 標 ： 計画の 目 標は、 … チェルノ プイ り 計画の 目 標 は以下の通 り ：
－ 汚染地域の社会経済的且つ 原発 … で の 事 故 に よ る 放射線影 － チ ェノレ ノ プイ リ 核災害 の被災
放射生態学的回復 ； 響を被っ た ロ シア連邦内の市民を 者達 と 彼 等 の 子 孫 の 健康 対
－ 放射線要因 に よ る 制約や、 防護する 為の活動 と 、 ... 当該領域 策 ；
被災住民の健康への危険要 を経済循環に戻すこ と と 、 潜在的 ・ 安全障壁 の 強化 と 支援、 放射
因 を更に減少 さ せる 為の制 に危険な汚染源に よ っ て 自 然環境 能汚染地域内の住民の放射線
約のない、 経済運営を行 う が放射能汚染に曝 さ れ る リ ス ク を 防護、 立入禁止 区域か ら の放
為の条件整備。 減少す る こ と を含む … チ ェ ノレ ノ 射性核種拡散 を 最 小 限 に 抑
プイ リ 事故に よ っ て汚染 さ れた領 制 ；
土の社会的 ・ 経済的回復の為の活 － チ ェ ル ノ プイ リ 核災害の被災
動 を、 2010 年 に 完 了 す る こ と で 者 に 対す る 社会保障の 改善、
あ る 。 領土と 集落の環境修復。
主た る 業務 計画の業務は以下の通 り ： 計 画 の 主 た る 業務 は 以 下 の 通
－ 汚染地域 と 被災住民の段階 － 汚染地域内の住民に安全な生活 り ：
的回復 ； 条件を供給す る為に必要なイ ン － チ ェ ル ノ プイ リ 核災害 に よ り
－ 科学的勧告に基づいた被曝 フ ラ の創設 ； 負傷 した人々 への健康対策 ；
者医療の最適化 ； ・ 被曝 した市民の健康防護面に於 ・ 放射線障壁の強化 と 支援 ；
－ 放射線被曝線量の減少 に 関 け る 、 専門指定医療補助制度を － 放射能汚染地域 内の住民の放
連 した予防措置の実施 ； 含む、 一連の施策の開発 と 実施 ； 射線防護 ；
・ 共和 国及び国際社会の要求 － 汚染地域内 に 於 け る 安全な森林 － 立入禁止 区域か ら の放射性核
する放射線基準を満たす品 管理の為の条件整備 （確立 さ れ 種拡散の規制 ；
質の生産物を価格効率良く た放射線安全規範を考慮に入れ － チ ェ ル ノ プイ リ 核災害の被災
生産。 て） ； 者に対する社会保障
－ 汚染地域内 の状況予測の 改善、 － 放射龍汚染地域の経済再建 と 、
並びに対象モニ タ リ ングシステ 同地域の 「非汚染地域」 区分
ム と その構成要素の改善 ； への移管。
－ 汚染地域内 の住民に対す る 情報 主要な点は、 計画本文 11 頁に詳
支援 と 社会心理学的 リ ハ ピ リ テ 述 さ れている。
ーシ ョ ン。
チ ェル ノ プイ リ 問題 と 放射線 リ ス ク に関する 国家情報政策は、 少 し整合性を欠いてお り 、 チェルノ
プイ リ 核災害の影響を克服する為の効果的な措置を十分には示 していない。
最近では、 汚染領土法 と 社会保障法が要求す る 内容は、 汚染地域の地図 ・ 同地域に属する集落の リ
ス ト ・ 年間認定被曝線量デー タ に人々 の注 目 を集め、 中央 と 地方のマス メ ディ ア に報道 させる と い う
点に関 して、 十分に実施 さ れていない。
一般に、 被災者人 口 の 中で 「チェルノ プイ リ の被害者」 コ ンプ レ ッ ク ス が発生 している。 具体的には、
社会的無関心 ・ 自 ら の力 を確信 しない ・ 悲運の気分 ・ 外部か ら の援助のみへの依存 ・ 扶助 と 補償を当
然 と 看倣す と いっ た、 症状が見 られる。
こ の よ う な否定的な過程 と 戦 う 為の効果的な施策は、 国連諸機関 に よ る も の を含む、 ワ ク ラ イ ナで
開発 さ れ実施 さ れて い る 施策 で あ る 。 例 え ば、 汚染地域での商業活動を刺激す る こ と を 目 的 と した、
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チ ェ ル ノ プイ リ ・ 経済フ ォ ー ラ ム の施策が あ る。 これは、 ウ ク ラ イ ナ の UNDP 支部及び UNESCO の
支援の下で設立 さ れた、 住民の為の社会心理学的 リ ハ ピ リ セ ン タ ーの諸活動に支援 さ れている。 また 、
例 え ば、 国連機関で あ る ICRIN （国際チェル ノ プイ リ 研究 と 情報ネ ッ ト ワ ー ク ） 情報セ ン タ ーに よ る 、
チェルノ プイ リ 核災害 と そ の影響に関す る 、 分か り 易 く 明快な科学的知識を拡散する こ と を 目 的 と し
た施策 が あ る 。 これは、 チェルノ プイ リ ・ 経済 フ ォ ー ラ ム と 原子放射線の影響に 関する 国連科学委員
会の報告 ・ 決議 ・ 勧告に基づ く 、 健康な生活様式に関連する勧告を含む。
政府 と 地方政府は、 ウ ク ラ イ ナに在る 国連組織支部の そ の よ う な活動 を促進 し、 行われて い る 活動
の成長 と 堅実な発展に向 けた、 独 自 の対策 と 支援の在 り 方を模索 し創出すべ き で あ る 。
要約す る と 、 チェノレノ プイ リ 法制 は、 そ の高い人道的志 向 に も拘わ らず、 チェルノ プイ リ 核災害の
影響を克服すべ く 効果的に機能する為には、 相 当 の改宜が必要な こ と が認識 されるべきである。
7. 1 .  2 チ ェ ルノ ブイ リ 核災害の影響を克服す る の に必要な諸関係 を規制 す る
法律の改正
チェルノ プイ リ 核災害の影響を克服する事は、 ウ ク ラ イ ナ社会では と て も切実な問題であ る 。 それ故、
法律の改正 を提案する 際には、 事故影響の状態に関する公開 さ れた分析結果を熟慮 し、 こ の分析 と 勧
告を策定する為 に広範な専門家を参加 させな ければな ら ない。
国 家 と い う 枠組の 中 に は、 特定の分野に於け る 状況の分析の為に、 多 く の政治的な手続 （議会公聴
会 ・ 政府決定 ・ ウ ク ラ イ ナ大統領教書） と 専門家に よ る 手続 （協議会 ・ 円 卓会議、 等） が あ る。 チ ェ
ルノ プイ リ 核災害記念 日 に 出 さ れる年次国家報告の準備 も ま た、 そ の影響の克服状況を分析す る為の
公開手続であ る。 それに加えて、 情勢を分析 してそ の 改善に焦点 を 当 てた勧告を集積す る 、 国際機関
と 国際的な専門家グループが存在す る。 チェノレ ノ プイ リ ・ フ ォ ー ラ ム は、 チ ェルノ プイ リ 事故の環境
[35］ と 健康 ［36］ への影響についての報告を発表 し、 2006 年以前のチ ェルノ プイ リ 核災害の影響を克服
する為の更なる活動 ［37］ に 関連 して の勧告を、 ベラルーシ政府 ・ ロ シア政府 ・ ウ ク ラ イ ナ政府に行った、
国際的な専門家グループであ る。
チェルノ プイ リ 規制枠組の改善に 関連 した提案は、 7.1.1 項で確認 さ れた諸問題を解決 し な く てはな
ら ない。 具体的には、 下記の変化を含む必要が あ る ：
1. 放射能汚染区域の境界改訂手続の改善。 境界改訂を定期的に調整する こ と を、 法律に書き 込む。
2. チェルノ プイ り 核災害の結果 と して法律で定め ら れた放射能汚染区域の境界決定の手法を、 被
曝線量基準に基づいた も の に転換する。
3. 定期的 （毎年の） で義務的な被曝線量認定の実施に関する規制を、 法律に書き 込む。
4. 放射能汚染区域の十人を対象 と した、 ホールボデ、 イ カ ウ ンタ ーを使用 したモニ タ リ ン グ検査を
義務化す る こ と に関連 した法規制の導入。
5. 集落の放射能汚染状況の改善の為に、 地方政府 と 集落の住民の積極的な意欲を刺激す る仕組を
強化する。
6. 汚染地域内での商業支援制度の導入 と 、 それら の地域の放射能汚染区域から の移管。
7. 既存の扶助 ・ 補償制度の改善。
チェルノ ブイ リ 核災害の影響を克服する と い う 分野に於 け る 法律の条項 と 、 他の分野に於け る法的
規範を調和 さ せ る こ と が必要で あ る。 特に放射能の安全性 と 放射線防護に関する最新の制度 ［38］ は、
チェルノ プイ リ の経験を全面的に考慮 している。 だか ら 、 今 こ そ、 チェルノ プイ リ 核災害の影響を克
服する と い う 領域に於ける 規制法規の条項 と 、 放射線防護について の法律を調和 させ る努力を行 う ベ
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き 時なのである。
扶助供与 の仕組の 改善は、 特定の カ テ ゴ リ ー の 市民への扶助制度の規制 に つ い て の 戦 略 に 従 っ
て、 2012 年 ま で に実行 さ れな ければな ら な い。 こ の戦略は、 ウ ク ラ イ ナ 内 閣 令 （2009 年 6 月 3 日 ，
No.594-p) [39］ に よ っ て承認 さ れてお り 、 チェルノ プイ リ 部門への扶助割当額の特殊性 と 実施慣行を考
慮 している。
チェルノ プイ リ 法制 改正の実施には、 高度の専門的知識 ・ 行政権 と 立法権 ・ 情報源の動員 と いっ た
要素の統合を要する。 今 日 、 こ の実現には、 全て の参加者が こ の 問題が最も重要で あ る と 認識する こ
と が必要である。
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7. 2 チ ェ ルノ フイ リ 核災害の影響 を克服す る 為 に実施 さ れた
国 家計画の分析
7. 2. 1 住民の放射線防護
今 日 、 こ の 25 年を振 り 返っ て放射線防護措置を評価すれば、 初期の事故の規模の過小評価や秘密主
義的体制 に も 拘わ らず、 チェルノ プイ リ 核災害の収束対応の早い段階で、 ほ ぽ全ての、 電離放射線か
ら の住民の防護を 目 的 と し た国際的 ・ 圏内的規制 に 明 記 さ れた対応策が実施 さ れた こ と を認め な けれ
ばな ら ない。
放射線事故に際 して執 ら れた即応措置は、 避難 と 移住 ・ 予防的 ヨ ウ 素服用 ・ 衛生対策 ・ 放射能汚染
地域への立入制 限 ・ 汚染 さ れた食物の摂取制 限 ・ 農業部門に於ける対策 ・ 汚染地域の除染 ・ 公衆への
情報提供な どである。
チ ェル ノ プイ リ 核災害の影響の最小化に関する、 現段階での国家政策の重要な課題の一つは、 住民
の包括的な防護を 目 的 と し た対策の実施であ り 、 それは汚染領域内で安全な生活環境を創 り 出す こ と
で あ る。 国家政策の実施は、 年次計画に従って 2006 年ま で実施 さ れて き た。 年次計画の主要部分は、
汚染地域内で就業あるいは居住する住民に対する放射線安全基準を満たす為の施策であっ た。
2006 年に、 『チェルノ プイ リ 核災害の影響を克服する為の 2006 ～ 2010 年度国家計画に関する』 法律
（ ワ ク ラ イ ナ ； 2006 年 3 月 14 日 ， No.3522・·N） に よ り 、 チェルノ プイ リ 核災害の影響を克服す る に 当 た
っ て の後期段階に於 け る 、 住民の放射線防護の為の 目 標 と 優先度が定め られた ［40］。
固家計画の規定に基づ く 、 放射能汚染に よ る 公衆衛生への悪影響を減少 さ せ る こ と を 目 的 と した一
連の施策 には、 被曝線量モニ タ り ン グ ・ 食品や原材料の放射能汚染モ ニ タ リ ン グ ・ 新世代機器を用い
た放射線モニ タ リ ン グネ ッ ト ワ ー ク の構築 ； 当該領域の放射線から の環境修復 ； 農場の転換 ・ 放射線
防護の専門家の再訓練 と 資格認定 ・ 当該領域の放射線の状況に関する 情報の住民への提供 ； が含まれる。
それ ら の取組は、 第一に、 個 々 人が食品摂取に伴 う 放射性核種の総摂取量を減 らす こ と に よ り 、 住
民集団の追加被曝線量を低減す る こ と 、 そ して、 放射能汚染地域内で汚染 さ れていない食物を生産す
る 中 で得 ら れた定性的指標 を固定化す る こ と に、 焦 点 を 当 て ていた。 こ れ ら の取組はまた、 年間平均
総被曝線量が 1 mSv を超える危険性が あ る 「危険に晒 されている」 集落 と 施設を対象 と していた。
被災地域内で生活する 為 の放射生態学的状況の客観的な評価は、 放射線防護に関連 して計画 さ れた
対策の基礎だっ た し、 現時点で も そ う で あ る。 こ の業務実施 に於いて重要なのは、 被曝線量モ ニ タ リ
ングであ る。 被曝線量モ ニ タ リ ン グは、 集落の被曝線量及び甲状腺被曝線量の認定、 並びに人体中 の
放射性セ シ ウ ム の含有量の直接測定デー タ に よ る 内部被曝線量の測定か ら な る 。
集落の一般的な被曝線量認定シス テ ム は、 1991 年以降、 74 地区 ・ 12 地域 ・ 2139 集落に設置 さ れた。
同 シ ス テ ム は、 放射能汚染区域に分類 さ れ る集落の認定線量の推定値を提供 している。 集落並びに牛
乳 と ジャガイ モ 中のセ シ ウ ム 137 (137Cs） と ス ト ロ ンチ ウ ム 90 （卯Sr） に よ る放射能汚染濃度のデー タ は、
被曝線量を推定する為に使用 される。
一連の作業は、 以下の も のが含まれる ：
一 食料品 （牛乳 と ジャ ガイ モ） サ ンプ リ ン グ と そのガンマ線スベク ト ル分析や放射化学分析 （ 「牛
乳」 モニタ リ ン グ） ・
一 人間の体内に於ける放射性核種の含有量の測定 （ホールボディ カ ウ ンタ ー） ；
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一 住民の被曝線量の計算 ；
一 認定被曝線量の精度評価の為の最終的な測定 ；
一 集落への認定被曝線量の編集 と 発行
計算の結果、 以下のデー タ が得 られる。
一 集落 （ と その周辺） の土壌中に於ける 131Cs と ”Sr 降下の平均濃度 ；
ー 牛乳中 の 間Cs と ”Sr の平均濃度 ；
ー パス ポー ト線量 ‘ に記載 される認定被曝線量の計算値。
ウ ク ラ イ ナの汚染地域内の放射線状況の特定 と 放射生態学的モニタ リ ン グ業務に 関連する 作業実施
手順に従って、 以下の事項が確立 さ れた ：
一 自 主的移住保障区域内の 「503 集落に於け る牛乳の三重サンプ リ ン グ と 分析」
一 放射能汚染区域に分類 さ れる他の 「1627集落でのサンプ リ ン グ」
ー 前年の観察 （平均で約 16670 の ジ ャ ガイ モ と 牛乳のサンプノレが採 られた） に よ っ て 、 認定被曝
線量が 0.5 mSv/y を超え た集落では、 「 ジ ャ ガイ モのサンプ リ ン グ」 が年 1 回 （8 月 ～ 9 月 ） 行
われている。
つ ま り 、 土壌 と 基本的な食品 の放射能汚染のモ ニ タ リ ン グは、 集落の一般的 な線量認定実施の際に
行われている。
認定線量は、 集落住民の職業 と 年齢構造 ご と の加重平均線量であ り 、 現行法に基づいて行政部門 が
行 う 決定を支援する こ と のみを意図 している。 こ の線量を疫学的研究に使用 す る の は容認で き な い こ
と が、 指摘 されている。
集落の一般的な認定被曝線量の結果は、 特別な刊行物に要約 さ れてお り 、 13 以上の刊行物集に含ま
れてい る 。 最新の刊行物集に は、 2008 年の一般化 さ れたデー タ が含まれて い る 。
放射線 と 線量モニ タ り ングの資料 （2.1.2 項を参照） は、 領土の環境修復計画を策定する基礎であ り 、
資金不足の条件下で、 領土の環境修復 に 関連する 施策の実施 を評価 し最適化す る 可能性 を 与 え る 。 放
射能汚染領域に於け る 住民の放射線防護 と 生態学的な改善 に 関連する施策 の範囲は、 チェルノ プイ リ
政策の各分野に振 り 分け ら れる資金の量に大幅に依存する （表 7.5）。
4 集落の公式値 と な る線量。
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表 7.5 「貴婦拍E汚染領域の住民の放射線防護と生態学的改善」 分野への計画による資金調達
資金調達項目
年間調達額 （単位 ； lOOO UAH)
2006 2007 2008 2009 2010 
国家に よ る提供額 19500.0 15000.0 20000.0 20000.0 20000β 
政府予算で承認 さ れた額 12743.0 12743.0 136095 1361.0 1861.0 
実際に資金調達された額 （以下の項目） 11517 .1 11518.2 10367.1 1361.0 1861.0 
額士 の環境檀聾 ： 2013.0 1660.1 1275.0 。 。1. 草原や牧草地の形成 と 再形成
2. 酸性土壌への石灰散布 1000.0 642.0 。 。 。
3. 無機肥料の大量使用 1547.2 2815.0 1830.0 。 。
4. フ エ ロ セ ン と ゼオライ ト を加えた、 混合飼料 1287.0 1145.2 1595.0 。 500.0 及び石炭粉末 と塩水から作 られた練炭の導入
5. 強制 （義務的） 移住区域内の対策の設定 350β 450.0 450β 150.0 200.0 
6. 土壌放射線検査 400.0 250.0 220.0 。 。
7. 対策 と そ の支援効果の評価 165β 120.0 128.6 。 。
8. 家畜飼育分野を 目 標 と した計画 616β 615.0 702.8 。 。
9. 森林火災防止対策 5585.0 385.0 3310.0 。 。
裁射槙モ ニ タ リ ングシス テ ム ：
10. 放射線モニ タ リ ン グ機器の調達、 それ ら の 310.3 324.0 123β 。 。
メ ンテナンス、 校正
11. 被曝線量モニタ リ ング （集落の線量認定） 862.6 797.0 1007.0 。 。
12. 生産物の放射線モニタ リ ン グ （放射線モニ 2221.0 2185.0 2485.7 1 1 1 1 .0 1035.0 タ リ ン グネ ッ ト ワ ー ク ）
訓練 160.0 130.0 240β 100.0 126.l 
年間 4370 万 UAf王 （2006 ～ 2007 年） と い う 正当化される要求に対 して、 近年では資金調達額が大幅
に減少 している。 ま ず 1/3 � 1/4 に減 り 、 後 に 2009 年か ら は、 領土の環境修復 と 線量認定 に 向 け た施
策遂行の為の資金調達は完全に停止 さ れた。 こ の対策分野に於け る 需給格差は、 政府がチェルノ プイ
リ 核災害の影響を克服する 為 に一般予算を割 り 当 て て い る と い う 背景事情 に反す る。 こ の格差は、 汚
染 さ れていない生産物の生産を抑制 し、 住民の被曝線量を効果的に減少 さ せる こ と を不可能 に し、 チ
ェルノ プイ リ 核災害に被災 した地方に於ける杜会的 ・ 心理的な緊張を和 ら げる こ と を支援 しない。
ウ ク ラ イ ナの法律は、 放射能汚染状況が変化すれば放射能汚染区域の境界を改訂 し、 徐々 に制限な
し に商業的に使用 で き る よ う に復帰す る 可能性を与えている。 し か し、 法的手続き の欠点が、 実質的
にそ の実行を妨げて い る。 そ して、 現時点で放射能汚染地域の大部分に於いて、 住民被曝線量が現行
法に よ っ て設定 さ れて い る 基準を下回 っ て い る 事実 に も 拘 わ ら ず、 上記境界は （ リ ワネチ卜｜ と ヴォ ル イ
ーェ州の 6 集落を除いて） 20 年間 も 改訂 さ れて こ なかった。
農林経済分野での対策
汚染領域内に住んでい る住民の放射線防護の主な方針の一つは、 特に放射性核種の含有量に関する
政府の衛生規格に準拠 した食糧生産の提供に関連する 、 放射線モ ニ タ リ ン グに基づいて最適化 さ れた
対応策の実施である。
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チェルノ プイ リ 事故に よ り 汚染 さ れた地域での農業生産 に関する勧告に従えば、 最も効果的 と 思わ
れる 主要な措置は、 草原や牧草地の形成、 酸性土壌への石灰散布、 肥料の大量使用、 フ エ ロ セ ン と ゼ
オライ ト を加えた混合飼料の導入、 フエ ロ セ ンを加え石炭粉末と塩水から作られた練炭の導入、 「肉牛」
や 『繁殖用豚の飼育」 用 に農場用途を転換、 特定の危険領域に於 ける追加の放射線調査、 並びに林業
に於ける 放射韓対策の組み合わせである。
汚染領域の環境修復計画は、 主要な業務の実施を用意した。 その業務 と は、 汚染さ れていない農産
物の生産を 目 的 と した総合的な対策の実施に よ っ て、 汚染地域内の個々 の住民が蒙る と 予測 さ れ る 集
団被曝蔵量を低減する と い う ものである。 農業地域で実施 される 対策のみで住民の線量負荷が 1/2 に減
少 して い る こ と が、 正式に国際社会によっ て認識 され、 IAEA の資料に記載された。
基本的な対策導入の最大の効果は、 1991 ～ 1992 年に得られた。 1991 年 と 2008 年を比較する と 、 石
灰散布が行われた実際の面積は 6 万 9990 ha か ら 760 ha に、 草原や牧草地の根圏環境改善が行われた実
際の面積は 11 万 2150ha か ら 964ha に減少 した（図 7.1-7.2）。 混合飼料・混合物・ぜオライ ト の使用量も、
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チェルノプイ リ事故からのお年問、 林業の分野での一連の決定がなされてきた。 それらは一般的に、
蘇林労働者とその家族に安全な労働と生活条件を提供する こ と と 、 林産物の放射能汚染が櫨立された
規範を超えてないこ とを、 目的と していた。
如何なる核事故に際しても、 森林の放射線状況に関する適切で時宜にかなった情報を入手するには
時聞を要する。 つま り 、 国家林業委員会内の森林放射線の専門家チームを定期的に動員できるこ とが
求められる． という のも、 特にウク ライナのポりーシャ地帯に於いては、 住民の内部被曝娘量の形成
の観点から、 森林は量要な地形だからである。 殆どの人々が mes の含有量が高い林産物を何らかの方
法で利用する場合には、 最も新しい林産物の利用による内部被曝線量の形成への寄与は、 甚大である。
チェルノプイ リ事故の影響を最小限に抑える上で重要なこ とは、 基準を超える放射性物質を含む林産
物の製造を防止し、 またそれらを汚染地域の境界外に流出させないこ とである。
事故後の急性期の聞に、 森林管理事業体にと って最優先の対策は、 限定する為の諸活動であった。
それらの例 と しては、 労働時間の短縮、 放射能汚染レベルが高い一部の地棋での経済活動の終了、 安
全な区域への事業体と従業員の避難、 森林事業体の特定の種類の産業活動 （野生のベリー類・キノ コ類・
薬用原料 ・ 木材などの調遣と販売〉 の禁止が、 挙げられる。





公衆の立入制限 ； 森林の放射線モニタ リ ングと、 森林資源及び薬用原材料を保存する場所の放射線管
理 ； 労働者 ・ 作業場所 ・ 機器 ・ 機械への個別の被曝線量.:r.：＝.タ リ ング ； 具体的な放射性核種濃度に応
じた木材の仕分け、 伐採場からの木材加工の特別な技術的方法の使用 ； 林産物の放射線モニタ リ ング ；
であった。
1989年以来、 森林管理に於けるチェルノプイ リ核災害の影響を克服する為の全ての措置は、 影響最
小化に関する国家計画の枠組の中で行われ、 資金を供給されている。 これに よ り 、 かな り広い範囲で
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作業を実施する こ と と 、 森林作業員の被曝を避け る こ と 、 そ して一般住民の集団線量を減 ら す こ と が
可能 に な っ た。 1992 年以来、 森林管理に於け る核災害の影響を最小限にす る 為の資金は、 50%減額 さ
れてお り 、 2009 年か ら は全て打ち切 ら れた。 現在、 こ れ ら の活動は、 自 己資金に よ り 行われて い る 。
林産物の放射線モ ニ タ リ ン グへの財政支援の状況は、 完全に停止する 可能性が あ る 。 放射線管理を欠
いた野生のベ リ ー類 ・ キ ノ コ 類 ・ 薬用原材料の利用 は、 最終的 に は住民の集団被曝線量の増加につな
が る 。
住民の放射線防護に関する 国家計画業務実施の分析を要約す る と 、 ウ ク ラ イ ナでは、 住民の平均年
間被曝線量、 或いは地元産の農産物が衛生基準を満た していない集落が、 ま だ 300 以上も存在する こ
と に留意すべきであ る。 チェルノ プイ リ 核災害に よ っ て汚染さ れた地域 (131Cs が 37 回q/m2 以上） の総
面積は約 1/2 に縮減 さ れ、 年開放射線量が （生活の場に よ っ て は） 117 ～ 1/30 に減少 した と い う 事実に
も拘わ らずであ る。 専門家の評価に よ る と 、 対策 を実施 しな ければ、 上記集落の数は、 非常にゆっ く
り と しか減少 しないだろ う 。
放射線防護上の長期的な対策 を計画 し導入す る 際には、 環境修復措置の選択 に 当 た っ て 、 放射線科
学的 ・ 経済的 ・ 社会的 ・ 心理的 ・ 環境的に実行可能な基準 ご と に措置 を最適化すべき と い う 点 を、 考
慮 しな く てはな ら ない。
被曝糠量モ ニ タ リ ン グ ； 信頼でき る科学的知見に基づいて、 住民が、 チェルノ ブイ リ 核災害 に よ っ
て汚染さ れた領域内の放射能汚染状況を認識す る こ と ； 農業並びに林業分野に最適化 さ れた対策 ー
チ ェ ル ノ プイ リ 核災害の遠隔期 に於いて、 影響を克服す る 為 の こ れ ら の対策は、 高 い放射線科学的 ・
経済的効率を維持する ー は、 依然 と して放射線防護の基礎であ る 。
7. 2. 2 住民の 医療保護
被曝者の 医療保護は、 事故後に恒久的に行われてい る 。 医療保護は、 近年では、 チェルノ プイ リ 核
災害の影響を克服す る為の 2006 ～ 2010 年度国家計画 （以下、 国家計画 と 略す る ） に よ っ て定め られ
た業務に準 じて行われている。
国家計画 の こ の方向性を実現す る 為 に、 ワ ク ラ イ ナ緊急事態省は、 健康保護省 と 行政管理部 門 と 共
同で、 一連の対策 を策定 した。 そ の内容は、 病院医療援助の提供 ； 年次健康診断 （臨床） ； 被災者国家
登録の創設 と 運用 ； チ ェルノ プイ リ 事故に よ る 電離放射線やその他の有害な要因の作用 と 疾患 ・ 障害 ・
死亡の聞 の因果関係の確立に関する作業の為の、 省庁横断的専門家委員会の設置 ； 最新の診断及び治
療用 医療機器を備え た施設の提供 ； 薬や医療用消耗品の提供 ； 重症患者の治療 ； 社会的 ・ 心理的 リ ハ
ビ リ テー シ ョ ン ； 医療現場での科学的開発の導入 ； を含む。
高度認定された 36 の科学臨床施設 と 77 の地区中央病院を含む、 300 以上の医療施設か ら な る 専門セ
ン タ ー ・ 診療所 ・ 医療施設のネ ッ ト ワ ーク は、 被曝者 と 汚染領域内に住む地方在住者への継続的な医
療を提供する為に設 立 さ れた。
上記の措置を実施する 必要性は、 チェルノ プイ リ 核災害の被曝者に於け る 擢患率 と 死亡率の高い水
準 に よ っ て規定 さ れた （3ユ1 項、 3.2.S 項 を参照） 。 障害 と 増悪 を 防 ぐ為に、 被災者は毎年、 定期的 ま
た予定外の治療 と 慢性疾患の悪化の予防措置を必要 と して い る 。
ウ ク ラ イ ナには、 年次健康診断 ・ 外来 ・ 適応症 に従っ た治療 ・ 入院治療 ・ 保養地や リ ハ ピ リ セ ン タ
ーに於ける リ ハ ビ リ テー シ ョ ン措置で構成 さ れ る 、 被曝者の為の医療シス テムがある。
確立 さ れた方法に従っ て、 障害者や事故処理作業従事者の年次健康診断は、 チェルノ プイ リ 事故記
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念 日 前に行われ、 子供達の健診は夏の健康増進期間の開始前に行われる。
毎年の健康診断の受診率は、 こ こ数年では安定 して、 事故処理作業従事者の 中で 97.3 ～ 97.8 %、 成
人住民で 95.2 %、 被災 した子供達の間で 99.2 %であ っ た。
被災者の橋患率に影響する要因 と して は、 経済の移行期 ・ 人 口 状況の変化や社会的及び心理的状態
の悪化 ・ 初期及び遠隔期に於 け る チ ェルノ プイ リ 核災害の悪影響を克服する 為の効果的な対策の欠如 ・
地域医療機関に於け る 高い技術を持つ人材の不足 と 検査及び診断装置の不足 ・ 汚染地域内で作業する
自 治体並びに 医療及び教育ス タ ッ フ に於 け る 放射線生物学分野 と 放射線医学分野への認識の欠知 も 、
挙げられる。
以下の理由 は、 医療保護効率の低下に大いな る影響を与えた ：
一 人体への化学的 ・ 環境的要因 を含む他の環境 リ ス ク と 電離放射線の複合効果を、 考慮に入れる
こ と に失敗 し た こ と ・
ー バ ラ ンス を欠いた食生活、 並びに動物性及び植物性タ ンパク 質 ・ ビタ ミ ン類 ・ 必須マ ク ロ 及び
微量栄養素の住民への提供が低水準だっ た こ と ；
一 遠隔地の現在の人 口 調査を実施する為の携帯機器が野外実験室に十分に備え付 け ら れていなか
っ た こ と ・
ー 異な る カ テ ゴ リ ーの被曝者に対する社会保障が不十分であっ た こ と ；
ー チェルノ プイ リ 核災害の被災者への、 時宜を得た特定疾患を対象に した臨床検査の実施の為の
資金が不足 していたこ と ；
ー チ ェル ノ プイ リ 核災害に よ る 医療 ・ 衛生分野への影響に関 して、 マ ス メ デ ィ ア に よ る 、 科学者
や専門家の経験を用 いた啓発活動が不足 していたこ と ；
一 外来患者段階及び ウ ク ラ イ ナのサナ ト リ ウ ム と 保養地に於 け る 、 完全な回復治療の実施に失敗
した こ と 。
外部被曝の衝撃 と 吸入に よ る 放射性核種の体内への浸透は、 徐々 にそ の被曝への重要性を失っ て き
て い る。 チ ェル ノ プイ リ 原発事故後の現在の段階では、 ウ ク ラ イ ナ住民の被曝の主な要因は、 食 品 中
に含まれる放射性核種に よ る 内部被曝である。
こ の 問題の衛生的な側面は、 許容最低汚染 レベルの食料品や原材料の阻給 ・ 地場産品の生産 と 消費
の禁止 ・ 食品の汚染 レベルのモニ タ リ ン グ と 最 も 汚染 さ れた食品 の食糧配給 （ キ ノ コ類、 ペ リ ー類、
牛乳、 肉） か ら の除去 ・ 一定の条件でのそれ ら の輸入品 と の交換 ・ 放射性核種に よ る 汚染を減少 させ
る為の食糧処理技術及び調理法の開発 ・ 食糧配給の保護的及び予防的性質の向上である。
ウ ク ラ イ ナ保健省の国家衛生疫学部門は、 「 ウ ク ラ イ ナの放射線安全分野に於 け る 国家衛生管理の実
施に関する包括的計画」 の枠組の 中での食品 と 食品原料の放射線管理 ； 2006 ～ 2010 年に於ける 、 ウ ク
ラ イ ナ医学ア カ デ ミ ー研究所 も 参加する 、 ウ ク ラ イ ナ保健省の国家衛生疫学部門 に属す る 諸機関 ・ 研
究所に よ る環境放射線モニ タ リ ン グ （ ウ ク ラ イ ナ保健省令 ； 2006 年 3 月 20 日 ， No.137） ； 「 ロ シア及び
ベラルー シ と の 国境付近の水域施設に於け る放射線特性観測計画」 と 「南プフ川 ・ ドニプロ） I I ・ ドニ
ステノレ川並びに ワ ク ラ イ ナ領域内の シー ヴェノレス キー＝ ドネ ツ川流域に於 け る 水質モ ニ タ リ ングに関
する暫定計画J に準拠 しての地表水モニ タ リ ング ・ を絶えず実施 している。
ウ ク ラ イ ナ保健省国家衛生疫学部門 の諸機関は、 放射性核種 137Cs と ”Sr を含む食品に関 して、 毎年
ほぽ 20 万回のガ ンマ及びベータ 分光調査を行 う 。 得 ら れた分析結果は、 ウ ク ラ イ ナの放射線状況は安
定 し て い る こ と を示 している。 し か し、 ヴォルィ ーニ州 ・ ジ ト ー ム ィ ル州 ・ リ ウ ネ州 ・ キエフ州、｜ ・ チ
ェルニー ヒ ウ州、｜ と いっ た、 チェルノ プイ リ 原発事故の影響を最 も 受 けた諸州 に於いては、 現地生産の
牛乳 ・ 肉 ・ 野菜 ・ 野生の キ ノ コ類 と ベ リ ー類の放射性核種含有量が、 許容 レベルを超過 した状態が続
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いている。
経済活動用水や飲料用水の約 5000箇所の調査と地表水約2000箇所の調査の、 年次モニタ リ ング結
果の分析は、 近年では、 放射性核種の含有量は規制水準を超過していないことを示している。
住民の りハピリテーショ ンと彼等がチェルノプイ リ模災害の影響を克服する とい う 問題を認識する
為の社会心理学的センター （以下、 センターと略する｝ は、 被災者の心理学的な問題を意識的に克服
するこ とに取り組んでいる。 これらのセンターは、 ボロディアンヌカ ・ ポーヤルカ ・ イ ヴァンキヴ市 ・
コーロステニ ・ スラヴーティチの各市街に設置されている。
センターの専門家は、 被災住民の年齢別に、 心身の健康増進を目的と した社会事業やリハピリテー
ショ ン計画を策定し、 実施している。
センタ｝は、 住民に社会心理学的支援を提供するだけではな く 、 放射能汚染領域内の共同体生活の
中で重要な役割を果たしている。 社会的 ・ 経済的 ・ 文化的な問題を解決するに当たって、 住民の活動
とその自発性及び自立性が増加している。
センターの重要な活動領域の一つは、 若者の市民活動を促進するこ とである。 これは、 自分達の住
む街の社会的・政治的生活に若い世代を引き付けること 、 若者達のリーダーシップ技能を福養すること 、
共同体の運命に影響する意思決定に対する関心を育むこと 、 並びに生態学的世界観と健康的なライフ
スタイルを形成するこ と を、 目 的 と している。
公衆への情報提供に関する新領域は、 最新の情報技術の導入である。 四つのセンターが、 独自のウェ
プサイ トを作成した （2010年のこれらのサイ トの閲覧回数は、 25 万 7500回であった）。 これらの技術
の実施によ り 、 チ:r.Jレノプイ リ事故の社会心理学的な影響を克服し、 健康なライフスタイルを促進し、
共同体の要請を検討するこ と に関する、 公的情報の分野に於けるセンターの活動を拡大するこ とがで
きる。
センターは、 国際機関とその計画に関与している。 その目的は、 センターの事業や計画を効果的に
実施するこ と と 、 被災者の心理学的 ・ 社会的な免疫力の回復及び持続的成長の過程に先進的な国際的
技術を導入するこ とである。
2010年だけで、 8 万 5469人がセンターを利用 した。 センターの専門家は、 9310入に個別相談と診察
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図 7.4 社会心理学的センターへの訪問者数の動揺
地境開発に於ける適正な管理と住民参加に対する共同体の潜在的な成長能力に関して、 共同体との
継続的な事業を請け負 う こ とによ り 、 これらの機関は、 安定した事業成果と肯定的な経験を広めるこ
とを保証するのである．
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セ ン タ ーは、 政府機関 ・ 社会機関 ・ 共同体組織聞のパー ト ナー シ ッ プの確立 を 目 的 と した、 都市や
地域の社会的イ ン フ ラ の不可欠な部分 と なっ ている。 こ のパー ト ナー シ ッ プは、 生活の社会的 ・経済的・
生態学的側面に於け る 自 己啓発 と 優先順位の決定を通 じて、 住民を活性化 さ せ る こ と を 目 的 と してい
る。
健康保護 と 社会心理学的 リ ハ ビ リ テー シ ョ ンの為の措置は、 国家並びに地方予算 の慢性的な不足 と
承認 さ れた国家計画支出額に見合 う 額が支出 さ れない と い う 条件の下で、 実施 さ れた こ と に留意 し な
く てはな ら ない （表を参照） 。
表 7.6 「高額医療技術を利用しているチェルノブイリ核災害により被災した市民に対する総合的健康管理
の提供と癌治療」 に焦点を当てた国家計画の資金調達額
国家計画実施年 と 調達額 〈単位 ； lOOO UAH) 合計
2006 2007 2008 2009 2010 
政府予算会計か ら 国家計画に提供 さ 45000.0 45000.0 45000ρ 45000.0 45000ρ 225000.0 れた額
政府予算会計で資金調達が計画 さ れ 44570.0 44970.0 27000.0 6300.0 6300.0 129140.0 た額
実際に調達された額 25469.1 44970.0 21381.5 5534.2 6300.0 103654.7 
国家計画に よ っ て 実際に資金調達 さ 56.6 99.9 475 12.3 14.0 46.1 れた額の割合 （%）
こ れ ら の 問題は、 被曝者の道徳的な状況に悪影響を与え、 時宜にかな っ た 医療手当 を受 け る こ と を
遅 らせ、 中央執行機関への不服申 し立ての数を増や している。
チ ェル ノ プイ リ 核災害の影響の克服に 関連する 意思決定に関与 した、 全て の 中 央執行機関 に対する
構造改革は、 実際にはこ の分野に於け る 政府の管理体制の破壊を招いた。
2005 ～ 2008 年聞 に汚染地域内に居住 していた住民に対する 主要な健康保護対策には、 不十分な資金
提供 しかな さ れなかっ た と い う 判定は、 国家機関 「 ウ ク ラ イ ナ医科学アカデ ミ ーの放射線医学研究セ
ン タ ー」 ・ キエフ地域固家管理局健康保障統括部 ・ 圃立医療大学院シュ ピク ア カ デ ミ ーの専門家達 に よ
っ て 、 全会一致でな さ れた。 そ して、 その修正の可能性を特定する為に、 2006 ～ 2008 年間 に汚染地域
内に居住 していた住民に対す る 、 主要な健康保護対策の実施状況を評価 した。
隈 られた資金額 （ 「不完全な」 資金調達 レベル） が、 汚染地域の住民及びチェル ノ プイ リ 核災害に よ
る 被災者個人への心理学的支援、 汚染地域内で居住す る 際に求め られる特殊な行動様式に関する情報
提供、 特定の種類の病気を避け る 為の予防策、 並びに り ハ ピ リ 治療の為に割 り 当 て ら れた。 医薬品や
物資の調達範囲は、 完全な質の高い医療の提供の為には不十分で あ っ た。 臨床検査 と 医療診断装置用
の試薬の調達の為の資金も 不十分で あ っ た。 専門 医療機関の資材 と 技術基盤は、 こ こ 数年間 も 更新 さ
れていない。
専門家は、 擢患率の構成が分かつ てい る 場合、 全ての カ テ ゴ リ ーの被曝者に対 して追加治療 ま た は
専門治療の必要性が あ る と い う 、 一致 した意見を持っている。 汚染地域の住民の為の医療シス テ ム は、
こ の支援を提供する全て の機関の聞での整合性の原則 に よ っ て 、 有効であ り 続けている。
予想 される も の よ り も 医療支援を悪化 させている要因は、 以下の通 り であ る ：
一 母子保健 と 特定の疾患予防を担 う 専門家の不足、 一次医療及びそ の延長治療の提供不足、 専門
病院での検査や治療の不足、 保健セ ン タ ー及び リ ハ ピ リ セ ン タ ーでの治療の不足、 汚染地域で
居住する 際に求め られる特殊な行動様式についての公衆の認識不足 ；
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一 一次医療 ・ 専門病院での診察や治療 ・ リ ハ ピ リ 治療 ・ 特定疾患に対す る 予防措置 ・ 特定のカテ
ゴ リ ーの被曝者に対する 心理学的支援に関する、 教材や指導要領の欠如 ；
一 資材及び技術基盤 と 年次健康診断の完全な実施 と い う 任務 と の 聞の髄瞬、 専門病院に於け る 検
査 と 治療 と の 聞 の祖師、 リ ハ ビ リ 治療 ・ 心理学的支援 ・ 母子保健の保障の為の措置 と 特定疾患
に対する予防措置 と の聞 の姐瞬、 汚染地域内に居住する際に求め られる特殊な行動様式につい
て の公衆の聞での認識の甑酷。
被曝者の健康維持を 目 的 と した対策の不十分な ま た は不完全な実施の原因の分析は、 汚染地域住民
の医療の改善に向けた三つの主要な方向を 同定する根拠を提供 している。
第一の方向性には、 財務 レベルの改善を必要 と す る 一連の対策が含まれる。 それ ら は即 ち 、 一次医
療 ・ 緊急の病院での治療 ・ 保健セ ン タ ー及び リ ハ ピ リ セ ン タ ーでの治療 ・ 母子保健の保障に関する対策 ・
医薬品 と 消耗品及び臨床検査室の試薬の調達 ・ 医療診断機器の調達、 医療施設等の維持管理等であ る。
第二の方向性は、 汚染地域住 民 と の協働作業であ る。 そ の 内容は、 住民 自 身 と 近親者の健康を体系
的に観察する必要性についての、 住民の理解の形成であ る 。
第三の方向性は、 活動の全体像の住民 と の共有で あ る 。 それは即 ち、 完全且つ定期的な資金調達が
な さ れ る と い う 条件下での汚染地域内に居住する 際に求め られる特殊な行動様式 と 居住可能性を住民
に知 らせる こ と 、 体系的な住民の健康状態観察の必要性を理解す る こ と 、 並びに教材や指導要領を利
用 可能にする こ と である。
汚染領域に於 け る 医師 と 看護師の確保、 並びに援助提供の新 しい方法を模索す る と い う 問題が解決
さ れ る 必要 が あ る 。 後者の援助 は、 予防検診で検出 さ れる病気の入院治療 （ 日 帰 り 入院 ・ 在宅医療 ・
伝統的な入院治療） の近代的な方法を提供 し、 ま た 、 被曝者個人に と っ て 、 自 分 自 身の健康維持の為
の責任感を上昇 さ せ る こ と が求 め ら れる。
核災害か ら 20 年を超えて猶、 住民の 中で優先 さ れ るべき集団は、 依然 と して急性放射線病 に苦 しん
でい る 人々 である。 即ち、 250 mSv 以上の放射線被曝線量を受けた事故処理作業従事者、 30 h 圏内か
ら の避難者、 甲状腺被曝線量が高い個人、 汚染地域内 に い る 妊婦や子供達、 高い放射線被曝線量を受
けた両親か ら生まれた者で あ る 。
以下の問題は、 将来の最重要課題 と して考慮 さ れるべき であ る ：
一 決定論的影響 と 確率的影響の研究に関する 作業実施の為の政府支援の必要性 ；
一 放射線関連及び ／ ま たは放射線に よ り 誘発 さ れた疾患に対する根拠に基づいた治療法を改善す
る 為の対策の策定 ；
ー 固形癌や血液腫虜の橋忠率を減 らすこ と を 目 的 と した予防措置の開発 ；
一 遠隔期の放射線被曝に最 も敏感な臓器の不全や全身障害に対する 臨床検査 と モニ タ リ ング ；
一 被災住民の医療 リ ハ ピ リ テーシ ョ ン ；
一 特に体内に取 り 込ま れた放射性核種が異常に高い レベルで観測 される汚染地域での、 遠隔期 に
於 け る チェルノ ブイ リ 核災害の医学的影響を研究する計画の支援 ；
一 被曝者に 医療を恒常的 に提供 している、 専門病院の健康 と 衛生基盤の改善。
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7. 2. 3 住民の社会保障
チ ェ ルノ ブイ リ 核災害に被災 し た市民の人 口 動態
現在、 221 万 605 人 （内、 約 50 万人が子供であ る ） が、 ウ ク ラ イ ナに於 け る チェルノ プイ リ 核災害
に よ る被曝者 と して認定されている。
チ ェノレノ プイ り 事故の事故処理作業従事者の人 口 動態は、 ウ ク ラ イ ナ国家統計委員会 （2006 年以前）
と 地域労働社会保障機構 （2007 年以降） のデータ に基づいて提示 さ れてい る （表 7.7） 。
表 7.7 チェルノブイリ事故の事故処理作業従事者の人口動態
年 事故処理作業従事者 内、 第 1 カ テ ゴ リ ー （障害者） の数
1996 363780 41221 
1997 358633 44265 
1998 343084 49011 
1999 346316 5併62
2000 340654 58580 
2001 335785 60889 
2002 329607 62239 
2003 324332 63986 
2004 318016 64808 
2005 308694 65181  
2006 297850 65780 
2007 276327 65361 
2008 266801 66270 
2009 260807 65666 
2010 255862 66489 
過去 15 年間で、 ウ ク ラ イ ナに於け る チェルノ プイ リ 核災害に よ る被災市民の総数は、 100 万 2721 人
減少 している。 こ の数値には、 チェルノ プイ り 事故の事故処理作業従事者が 10 万 7918 人分、 チェル
ノ プイ リ 核災害の被曝者が 29 万 4053人分、 チェルノ プイ リ 事故に よ り 被災 した子供が 60 万 750 人分(18
歳に達する と 子供 と は区分 さ れな く な る為） 含まれる。 他方で、 障害者の数は、 5 万 617 人増加 した。
2011 年 1 月 の時点で、 以下の人 口 数が、 社会政策労働局に登録されていた。
ー チェルノ プイ リ 事故の事故処理作業従事者 － 25 万 5862 名 （総数に 占める割合 一 11%） ・
ー チェルノ ブイ り 事故によ る被曝者 一 195 万 4743 名 （88%以上） 、 内、子供 － 48 万 2357 名 （25%) ;
ー チェルノ プイ り 核災害に関連 して死亡 した市民を配偶者に持っていた者 － 2 万 8548 名 ；
一 他の核事故の事故処理作業に従事 し、 相 当する被曝者カ テ ゴ リ ーに該当する者－ 5865 名。
将来の動向 を考慮す る と 、 人 口 の 自 然推移 （圏内法制 の近代的な基準の維持を条件に） に よ り 、 被
曝者の総数 と 子供の被曝者の割合は減少する と 見込まれる。
障害者の 中で、 チェルノ プイ リ 核災害に関連 して障害を負 っ た者 （その総数は 1 1 万 2729人） の 60 %は、
チェルノ プイ リ 事故の事故処理作業に直接従事 した者であ る （6 万 6489 人） である （表 7.8）。
338 
表 7.8 ： こ の表は ウ ク ラ イ ナ閏家統計委員会 （2006 年以前） 、 社会政策労働省 （2007 年以降） のデータ に基づいて い る
出帆掛川嶋田口一冊ト棋
チェルノ プイ リ 原発事故処理作業従事者 チェルノブイ リ 核災害に よ る一般住民の被曝者 （成人〉
被曝者 事故によ り年 総数
第 1 第 2 第 3 第 1 第 2 第 3 第 4 被災した合計 カ テ ゴ リ ー 合計 カテゴリ ー 子供達
（ 障害者 ）
カ テ ゴ リ ー カ テ ゴ リ ー （ 障害者 ）
カ テ ゴ リ ー カ テ ゴ リ ー カテゴリ ー
1996 3213326 363780 41221 252939 69620 1766439 20891 86727 489017 1169804 1083107 
1997 3227311 358633 44265 246094 68275 1764214 26633 84472 485880 1167229 1104464 
1998 3364475 343084 49011 230381 63692 1760769 28498 81165 487119 1163987 1258010 
1999 3361870 346316 56452 227135 62729 1748363 30323 80847 486920 1150273 1264329 
2000 3278521 340654 58580 221164 60910 1741911 32639 81008 487863 1140401 1193076 
2001 3096814 335785 60889 215542 59354 1709146 35109 80220 482894 1110923 1048928 
2002 2930184 329607 62239 208567 58801 1696657 36938 78059 485982 1095678 901050 
2003 2772060 324332 63986 202973 57373 1692794 41855 78089 485232 1087618 754934 
2004 2646106 318016 64808 197817 55391 1682280 40443 78255 482113 1081469 643030 
2005 2594071 308694 65181 191167 52346 1667717 41643 77648 480798 1065022 617660 
2006 2526216 297850 65780 181748 50322 1636319 41602 72885 481485 1040347 589455 
2007 2376218 276327 65361 166087 44879 1558250 41242 70232 477153 967361 541641 
2008 2307994 266801 66270 158296 42235 1529493 43552 65999 466263 951410 511700 
2009 2254471 260807 65666 154238 40903 1495255 45161 64660 460465 922762 498409 
2010 2210605 255862 66489 149664 39709 1472386 46240 63433 452397 908161 482357 
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1991 年に法律が採択 さ れた後に、 障害者の認定制度が開始された。 1996 年以降は、 多かれ少なかれ
安定 した制度運用が確認 さ れている。
チ エ ルノ フイ リ の核災害に よ り 被災 し た市民に対する社会保障に関する国家計画の資金調
達状況 と 補償支払 と 特別手当の履行状況
チ ェル ノ プイ リ 核災害に よ り 被災 した市民に対する社会保障に関する費用 の額は、 ウ ク ラ イ ナ政府
予算支出に於ける 現実の拠出可能性を考慮 して、 毎年決め られている。
『2010 年度 ウ ク ラ イ ナ政府予算 に関する』 法律 （ ウ ク ラ イ ナ） に従っ て 、 主務官庁であ る 労働省は、
チェルノ プイ リ 関連の予算が計上 さ れた計画の実施の為の配分を、 21 億 UAH か ら 24.6 億 UAH に 18
%増加 させている （表 7.9）。



























年 話量在コー ド 比 比
2 4 5 6 7 8 9 
汚染領域内での作業に対す る 追加手
当 、 再定住 に関連 して低賃金の杜事
2501200 に転職 した場合の賃金補填、 チ ェ ノレ 371.l 100.0 596β 160.6 596ρ 100.0 
ノ プイ リ 核災害 に よ り 被災 した市民
への扶助増額 と 追加休暇の付与
子供を持つ家族への補償、 チェルノ
2501210 プイ リ 核災害 に よ り 被災 した子供へ 575.4 100.0 579.9 100.8 574.1 99β 
の無料の給食提供
地冗産食品の消費制 限及び食品供給
2501230 の削減に対す る補償に関連 して、 チ 742.5 100.。 814.5 109.7 814.5 100.0 エノレノ プイ リ 核災害に よ り 被災 した
市民への毎月 の扶助手当
チ ェ ノレノ プイ リ 核災害に よ り 被災 し
2501240 た市民への失われた財産の補償 と 、 10β 100.。 10.0 100.0 9.264 92.6 新 しい住居への移住費用 に 関連 した
支払
チェルノ プイ リ 核災害に よ り 被災 し
2501250 た市民への健康被害への補償 と 、 解 46.6 100.0 46.6 100.0 46.6 100.0 
雇 さ れた場合の社会復帰の為の援助
2501270 チェルノ プイ リ 核災害に よ り 被災 し 15.2 100.。 372 244.7 37.2 100.0 た市民への一時的な障害への手当
チェルノ プイ リ 核災害に よ り 被災 し
2501300 た市民への、 1999 年以前に付与 さ れ 0.4 50.0 0.383 95.8 0.341 89β 
た優遇条件での銀行融資の維持
25013印 チェルノ プイ リ 核災害に よ り 被災 し 330.0 100.0 383.0 1 16.1 385.0 100.5 た市民の健康増進
合計 2091.2 99.98 2467.5 117.8 2463.0 99.8 
しか し、 専門家の推定に よ る と 、 『チェルノ プイ リ 核災害に よ り 被災 した市民の地位 と 社会保障に関
す る 』 法律 （ ウ ク ラ イ ナ SSR) （以下、 社会保障法 と 略す） の完全な実施に は、 700 億 UAH 以上が必
要 と される。 こ の こ と が、 チェルノ プイ リ 関連の社会保障計画の支払実施を非現実的な も のに している。
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上記の八つの予算が計上 さ れた計画以外に、 労働省は、 「チェルノ プイ リ 原発廃炉に伴い解雇 された
従業員の為の社会保障計画」 に も 資金提供 している。 こ の支出は、 『チェルノ プイ り 原発の更なる稼働
及び破壊 さ れた 4 号炉の廃炉 と 環境的に安全な システ ムへの転化を行 う 為の一般原則 に関する』法律 （ ウ
ク ラ イ ナ） に よ っ て規定 さ れて い る 。 こ の国家計画の実施手順は、 『チェルノ プイ リ 原子力発電所の早
期の廃炉に伴い解雇 さ れた従業員に対する追加的な国家保証の供与に関する 』 ウ ク ラ イ ナ内閣令 （2001
年 6 月 22 日 ， No.1090） に よ っ て承認 さ れた （表 7.10）。
表 7.10 チェルノブイリ原発の廃炉により解雇された被雇用者に対する社会保障
支出額 （百万 U姐）
支出の説明 2009 年 % 前年 2010 年 % 前年 2011 年 （＋，ー｝%
承認額 比 承認額 比 最大額 前年比
原子力発電所廃止措置に起因 して解雇 さ れた
従業員の雇用期間 に対する 生活保護支給金、 0.87 68.8 1 .96 226.4 1 .30 54.2 
退職年齢に達する ま での年金 と 年金保険料
予算計上 さ れた 「汚染領域内での作業に対す る 迫力日手当 、 再定住に関連 して低賃金の仕事に転職 し
た場合の賃金補填、 チェルノ プイ リ 核災害に よ り 被災 した市民への扶助増額 と 追加休暇の付与に関す
る 計画」 の実施枠組内で、 立入禁止 区域内で作業す る個人に対す る 追加手当 が支払われた。 こ れは、
『立入禁止 区域内で作業する個人に対す る 追加手 当 に 関す る 』 ウ ク ラ イ ナ内 閣令 （2008 年 9 月 10 13 ' 
No.831) に基づ く も ので、 予めな さ れた約束金額の 100% が措置 さ れた。
上記内閣令に よ り 、 立入禁止 区域内で作業す る 無期 限雇用労働者約 7500 人に対し、 最低賃金の 150
% が追加手当 と して定め られた。 彼等の作業内容は、 立入禁止区域の隔離障壁機能の強化、 チ ェル ノ
プイ リ 原発の廃炉、 並びに石棺の環境に安全なシステムへの転化に、 関する も のである。
2009 年 1 月 1 日 か ら 2012 年 1 月 1 日 ま での期間、 立入禁止区域内での作業に対する手当 の額は、 最
低賃金の 150%に定め られてい る。 こ の手当 は、 労働時聞 に比例 して支払われ る が 、 上限額が規定 さ れ
い る 。 2010 年 1 月 1 日 時点に於 け る 上限額は 1412 UAH で あ る （比較する と 、 上記内閣令の制定以前
は 264 UAH で あ っ た） 。
上記内閣令に よ り 提供される も の を含む、 補償や追加手当の資金調達は、2010 年の配分量に関 しては、
政府予算承認に合わせて完全に実施 さ れた。
『地下で行 う 作業の生産 ・ 活動 ・ 職業 ・ 地位 ・ 指標 一 特に著 し く 有害で非常に難 しい作業条件の
中行われ る作業期間に正規雇用 される場合には、 縮減 さ れた期間で年金受給資格を得 られる こ と ー を
第一 目 録に編入する変更に関する』 ワ ク ラ イ ナ内閣令 （2010 年 2 月 24 日 ， No.173） は、 立入禁止区域
と チ ェ ルノ ブイ リ 原発の労働者聞での社会的緊張を除去 し、 指定されたカ テ ゴ リ ーの人々 に、 労働時
間や勤務を含む記録 と 縮減 さ れた労働期間を通 じて、 年金を割 り 当 て る為に採択 さ れた。
2009 年か ら 、 （『汚染地域から避難或いは 自 主的移住する 際に失われる 不動産への補償支払手続の承
認に関する』 ワ ク ラ イ ナ内 閣令 （2009 年 11 月 18 13 , No.1243） に基づいて） 資産評価の為の現代的な
手順 と 、 汚染地域か ら の避難や 自 主的移住の際に失われた不動産に対す る補償支払の為 の財産権が、
導入 さ れた。
チ ェ ルノ ブイ リ 核災害に よ り 被災 した市民への年金給付
ま だ残 っ て い る 喫緊の課題の一つは、 被災 した市民への年金給付で あ る 。 年金支給額は、 他の全て
341 
第 7 章 ： 国家政策
の扶助 と 補償に割 り 当 て られた予算の 3 倍を超えている。
2011 年 11 月 1 日 の時点では、 障害者 （チェルノ プイ リ 原発事故の事故処理作業従事者） に対する 平
均年金支給額は、 社会保障法に基づいて決め られてお り 、 具体的には以下の額であった ：
ー 第 I 級障害者 －2262.98 UAH ; 
一 第 E 級障害者 － 2374.16 UAH ; 
ー 第 皿 級障害者 － 1835.25 UAIL 
2011 年に於 け る 労働能力 を失っ た人々 の為の最低生活賃金の増加の為、 健康被害に対する 追加年金
支給額 と 、 上記の法律の下で割 り 当 て られている働き 手を失っ た場合の補償月 額は、 夫々上昇 している。
こ の法律に基づいて定め られた政府の年金 （チェルノ プイ リ 事故に よ る 病気や傷害への障害年金、
チェルノ プイ リ 事故に よ っ て働き 手を失っ た者への年金） は、 1986 ～ 1990 年に於ける 立入禁止区域内
の作業に対す る 賃金を原資 と して、 法律 （54 条、 法律の第一部） に基づき決定 さ れた実際の損害補償
額に割 り 当 て られた。
こ れ ら の年金の最小支給額は、 老齢年金の最小支給額を指標 に、 複数の も のが法律に よ り 指定 さ れ
て い る （第 I 級障害者には老齢年金の最小支給額の 10 倍、 第 E 級障害者に は 8 倍、 第 皿 級障害者に
は 6 倍、 法樟 54 条 4 項） 。
同時に、 チ ェ ノレノ プイ リ 核災害に よ っ て 障害を負 っ た個人の年金保険は、 政府予算会計で実施 さ れ
ている こ と に留意すべ き で あ る 。
ワ ク ラ イ ナ憲法 95 条 2 項に よれば、 社会的需要に応 え る 為の あ ら ゆ る 政府支出 と その規模及び 目 的
は、 ウ ク ラ イ ナ政府予算 に よ っ て のみ決定 される。
従って、 こ れ ら に基づいて、 上記の法律の下で支払われ る 、 障害年金の最小支給額 （追加手当 を含む）
と チェルノ プイ リ 核災害 に よ り 健康被害を蒙っ た人々 の為の追加年金は、 『特定のカ テ ゴ リ ーに属する
市民の社会保障の幾つかの側面に関する』 ワ ク ラ イ ナ内閣令 （2008 年 5 月 28 日 ， No.530） と 『市民の
退職後の生活保障の改善に関する 』 ウ ク ラ イ ナ内 閣令 （2008 年 7 月 16 日 ， No.654） に よ っ て確定 さ れ
ている。
チ ェ ルノ ブイ リ 核災害に よ り 被災 した市民の健康改善への準備
チェルノ プイ リ 核災害に よ り 被災 した住民の健康の維持 ・ 回復 の 問題 に あ っ て、 特別な位置 を 占 め
る の は、 健康改善への準備である。 これは、 チ ェ ル ノ ブイ リ 核災害に よ り 被災 した市民の社会保障の
重要な一分野であ る 。
社会保障法は、 子供達 （49 万 8409 人） を含めた、 被災 した市民 （245 万 4471 人） の健康改善を提供する。
2010 年には、 36 万 4417 件の申請がな さ れた。 そ の 内 14 万 7121 件が 18 歳以上 （大人） への保養地
パ ウ チ ャーの為 の 申 請であ り 、 更にその内の 3 万 5003 名 は、 第 1 カ テ ゴ リ ー （障害者） の市民に割 り
当 て られた も ので あ っ た。 ま た 、 19 万 3222 件は諸集団の子供達の 申請であ り 、 親 を伴 う 10 歳以下の
子供の 申 請 （母 と 子の為のパ ワ チ ャ ー） も 2 万 4074 件があった。
2010 年度 ウ ク ラ イ ナ政府予算では これ ら の 目 的への支出が増額 された （5300 万 UAH の増額、 16%増）
に も 拘 わ ら ず、 「 チ ェ ル ノ ブイ リ 核災害 に よ り 被災 した市民の健康改善計画」 に必要な資金量 （3 億
8300 万 UAH） は不十分な ま ま であ り 、 2010 年当時にパ ワチャ ーの調達に必要な総資金額は 11 億 5000
万 UAH 以上であ っ た。
申 請の結果 に 関 して述べれば、 配分 さ れた予算の枠内で、 子供達の為の 7 万 194 件のパ ウ チ ャ ー を
含む、 11 万 1383 件のパ ウチャ ーが購入された。
こ れ ら のパ ウ チ ャ ーは、 疾患分類を考慮 しな が ら 、 提出 さ れた 申 請に応 じて、 行政単位 と 地域単位
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の問で釣 り 合い を取っ て 、 配分されている。
2010 年の健康キャ ンベー ンの肯定的な成果は、 チェノレノ プイ リ 核災害の被曝者の内で脊髄損傷を持
つ障害者の保養地療養の為のパ ウ チ ャ ー購入数が、 前年比で 48%増加 した こ と であ る 。 し か し 、 残念
な が ら 、 こ れ ら の カ テ ゴ リ ーの市民に よ る 需要に対 して、僅か28 o/oのパ ワチャー しか購入でき なかった。
労働社会福祉中央部門の情報に よ る と 、 5 万 6157 人の子供達を含むチェル ノ プイ リ 核災害に よ り 被
災 した 8 万 9108 人の健康が、 2010 年 12 月 1 日 の時点で改善 さ れた。
特別車両の提供 と い う 特権
チェルノ プイ り の核災害に よ り 被災 した市民に特別車両 を提供す る 特権は、 社会保障法 20 条 13 項
に規定 されている。
ワ ク ラ イ ナ内 閣令 （2005 年 9 月 20 日 ， No.936） に よ っ て承認 さ れた、 チェルノ プイ リ 核災害に よ り
被災 した市民の社会保障に関連 した計画を実施する為の政府予算 申請手続の項 目 12 に従 っ て 、 障害者
の為 に車両が提供 さ れて い る。 実施主体は、 地方政府の住民労働社会保障行政部門 であ り 、 ウ ク ラ イ
ナ内閣令 （2006 年 7 月 19 日 ， No.999） に よ っ て承認 さ れた、 障害者への特別車両提供手続に従っ て 実
務を行っ ている。
2010 年 1 月 1 日 時点で、 8 万 7177 人の障害者が、 特別車両の提供を受 け る為の登録を行 っ て い る。
特にその内の 1 万 6239 人の障害者は、 チェルノ プイ リ 事故の被曝者或いは事故処理作業従事者である。
彼等には、 以下の人々 が含まれる。
一 第 I 級及び第 E 級障害者 ： 順番に拘わ り な く 特殊車両の提供を受 け る 為 の 医学的指示 を持っ て
い る 障害者 4320 人 ；
一 第 E 級及び第 皿 級障害者 ： 医学的指示を持っていない第 E 級障害者 と 医学的指示を持つ第 E
級障害者 1 万 1919 人。
世界的な金融危機の下で、 『2009 年度 ウ ク ラ イ ナ政府予算に 関する 』 法律 （ ウ ク ラ イ ナ） は、 障害者
への特別車両提供の為の経費を含 ま な かっ たが、 関連性の高い提案が予算作成中に提出 さ れていた こ
と に留意すべきである。
『 「2009 年度 ウ ク ラ イ ナ政府予算 に関する法律」 を修正する 』 法律 （ ！？ ク ラ イ ナ） に よ り 、 こ の計画
は更新 さ れ、 障害者への車両提供の経費 と して 121 万 8000 UAH が与え られた。
2009 年には、 2 人ま た はそれ以上の身体障害者が生活 している家族の為に、 214 車両が、 780 万 UAH
に上る特別基金会計で購入 さ れた。
予算が計上された 「チェル ノ プイ リ 事故 に よ り 被災 した障害者へ特別車両を提供する 計画」 を実施
する為の 『2010 年度 ウ ク ラ イ ナ政府予算に関する』 法律 （ ウ ク ラ イ ナ） は、 8910 万 UAH を承認 した。
その内 8810 万 UAH は、 住民労働社会保障行政部門に登録 していた障害者に提供 さ れた、 2253 車両の
購入へ割 り 当 て られた。
2011 年の政府予算に よ れば、 割 り 当 て は関連予算計画に応 じて増加 し、 8970 万 UAH であ っ た。
法律の改正
『チェルノ プイ リ 核災害の影響を克服する為の状況 ・ 活動 ・ 見通しに 関する 』 ウ ク ラ イ ナ最高議会令
(2008 年 4 月 18 日 ， No.276・.VI） の実施計画の 1 項に基づ き 、 『 「チェルノ プイ リ 核災害に よ り 被災 した
市民の地位 と 社会保障に関する法律」 を修正する』 法樟案 （ ワ ク ラ イ ナ） が策定 さ れ、 中央政府・科学者・
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公的な 「チェル ノ プイ リ 」 団体が一緒に精査 した。 同法案は、 現行法の条項の大部分を修正す る こ と
を提案 している。
し か し、 法案に記 さ れた全て の提案 を受 け入れる こ と は、 受益者の範囲を拡大 し、 結果的 に、 政府
支出予算に大き な追加負荷を強い る こ と にな る こ と に留意すべ き で あ る 。
同時に、 公的な 「チ ェルノ プイ リ 」 団体に よ る 法案の拒否の可能性が高 く 、 結果 と して、 夫々 のカ
テ ゴ リ ーの市民の聞での社会的緊張が増加する こ と が見込まれる。
現在の不安定な社会的・経済情勢を受けて、 政府は、 2009 年 12 月 25 日 に開催 された定例作業部会で、
予算の経費削減に向 けた厳 しい条件に関する 幾つかの活動を手配 し た。 その 中で、 現行法の社会保障
法を徐々 に変更する こ と が決定 さ れた。
チ ェル ノ プイ リ 原発事故から ほぼ四半世紀 と い う 長期間が経過 し た こ と と 、 限 られた国家の財務能
力 を考慮すれば、 「チェルノ プイ リ の人々」 に対する効果的な社会保障制度を最適化する 為の一連の措
置を提供する戦略文書を策定する こ と は、 緊急Eつ極め て重要な課題である。
問題点 と その解決法
ソ連時代に採択 さ れ、 現在 も 有効な社会保障法は、 ほぽ 100 の異な る福利厚生 ・ 補償 ・ 追加手当 の
類型を用意している。 今 日 、 同法の執行に必要な経費の総額は、 毎年 700 億 UAI王 以上に達する。 一方で、
2011 年に承認 さ れた ウ ク ラ イ ナ政府予算の支出は 3219 億 UAH であ る 。
同法の特定の条項は、 最低賃金 （30 条 ， 36 条 ， 37 条 ， 39 条 ， 48 条） と 退職年金の最小支給額 （50 ～
52 条 ， 54 条） に従って決定される額で、 チェルノ プイ リ 核災害に よ る被曝者への補償支払 ・ 追加手当 ・
援助を実施する こ と を規定 している。 同法の こ れ ら の条項を完全に実施する為 には、 毎年 368 億 UAH
が必要になる。
ウ ク ラ イ ナ憲法 95 条に よ る と 、 『 ウ ク ラ イ ナ政府予算 に関する』 法律 （ ウ ク ラ イ ナ） は、 如何な る
社会的 目 的 ・ 額 ・ 目 的 を持つ政府支出であれ、 実際に存在す る政府予算の財源に基づいて、 その支出
を決定する。
従 っ て 、 『 ウ ク ラ イ ナ政府予算に関する』 法律 （ ウ ク ラ イ ナ） の特定の条項 （2007 年の 101 条 ， 2008
年の 73 条 ， 2009 年の 71 条 ， 2010 年の 70 条） は、 ウ ク ラ イ ナ内閣に社会保障扶助の額を設定する権限
を与えた。 そ の額は、 法律に従っ て、 最低賃金額に依拠 しな が ら 、 個 々 の予算計画に よ り 設定 さ れた
配分枠内での絶対額 と して決定 さ れる。
その結果、 法律の定め る 支払額 と ウ ク ラ イ ナ 内閣令の定め る 支払額 と の聞で不一致が発生す る （法
律の定める 特定の支払額は、 内閣決定に従っ て実際に支払われた扶助金額を 8 ～ 10 倍 も上回る ） 。
これは、 被災 した市民によ る 、 異なる級審の裁判所への大量の権利確認請求 を 引 き 起 こ した。 年金 ・
補償 ・ 扶助の全額の支払について 、 こ れ ら の請求の殆 どは法律に従ってお り 、 裁判所で認め られた。
その帰結 と して、 上記の補償 ・ 追加手当 ・ 扶助の受給者は、 不平等な条件の下にある。 一部の者は、
裁判所の決定に基づいて、政府か ら社会的支援を受けている。 一方、 大多数の者は、政府の決定に従っ て 、
額がはる かに低い支援を受けている。
地方政府の住民労働社会保障行政部門の最新情報に よ る と 、 2011 年 2 月 1 日 の時点で、 具 な る 級審
の裁判所への 13 万 4000 件以上の市民に よ る 権利確認請求が あ り 、 そ れ ら の請求総額は 13 億 1800 万
UAH に上る。 こ れ ら の請求は、 上訴の対象 と な ら ない 832 万 UAI王 相 当 の 7 万 5000 件の判決を含め、
法律の定め る 金額に従っ て補償支払額を計算 し直すこ と に関する も の である。 そ の為、 2010 年の終わ
り に執行機関は、 総額 7200 万 UAH の、 政府の予算か ら拠出 さ れて い ない、 地方政府の住民労働社会
保障行政部門 の 口 座に対する 215 回の差押えを行った。
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法律に基づいて最低賃金 と 老齢年金の最小支給額に依拠 してい る 、 社会保障の支払額は、 1996年以来、
ウ ク ラ イ ナ内 閣 に よ り 決定されている。 ま た 、 現時点で こ れ ら の額 （30 条 ， 36 条 ， 37 条 ， 39 条 ， 48 条 ，
50 ～ 52 条 ， 54 条） は、 ウ ク ラ イ ナ内閣令 （『チ ェル ノ プイ り 核災害に よ り 被災 した一部のカ テ ゴ リ ー
の市民への扶助額決定に関する 』 ウ ク ラ イ ナ内閣令 （2007 年 4 月 20 日 ， No.649） 、 『チェルノ プイ リ 核
災害に よ り 被災 した個人に対する補償支払 に関す る 』 ワ ク ラ イ ナ内閣令 (1996 年 7 月 初 日 ， No.836） 、
『チェルノ プイ リ 核災害に よ り 被災 した人々 の リ ハ ピ リ テー シ ョ ンへの年次財政援助 に関す る 』 ワ ク ラ
イ ナ内 閣令 （2005 年 7 月 12 日 ， No.562） 、 『特定のカテ ゴ リ ーに属する市民の社会保障の幾つかの側面
に 関する』 ワ ク ラ イ ナ内閣令 （2008 年 5 月 28 日 ， No.530） 、 『市民の退職後の生活保障の改善に関する』
ウ ク ラ イ ナ内閣令 （2008 年 7 月 16 日 ， No.654） ） に よ っ て定め られている。 以上 を念頭に置いて、 労
働省 と 関連する 中央政府機関は、 社会的対話の参加者 と 共に、 （年金 ・ 補償 ・ 追加手当 ・ 扶助の額に関
す る ） 『 「チ ェル ノ プイ リ 核災害に よ り 被災 した市民の地位 と 社会保障に関する 法律J を修正す る 』 法
律 （ ワ ク ラ イ ナ） の 立案に 当 た っ てい る 。 こ の法律案は、 年金 ・ 補償 ・ 追加手当 ・ 扶助の金額 と 、 各
年の政府予算 の支出枠の 中で設定 さ れ る 、 ウ ク ラ イ ナ内 閣 が保証す る 額 と の 聞 に整合性 を も た らすだ
ろ う 。
7. 2. 4 放射生態学の知識水準 と チ ヱ ルノ フイ リ 核災害の影響の克服に関する
課題につ いて の住民の認識の 上昇
事故後経過 した 25 年の問、 放射線生物学 と そ の専門分野であ る放射生態学は、 非常に重要な実際の
資料に よ っ て強化 さ れた。 事故の生態 ・ 生物学的、 医学的及び社会人 口 学的 な影響は慎重に検討 さ れ
た。 低線量電離放射線並びに慢性被曝に よ る 人体への影響の新 しい側面が検討 さ れた。 特定の個体か
ら の生物の群までの、放射線防護の全て の レベルに於ける科学的根拠が策定 されている。 放射線科学は、
環境放射線モ ニ タ リ ングの問題に加 えて、 放射性核種で汚染 さ れた地域内で行われる経済活動、 特に
農業の現代的な方法を開発 している。
し か し、 こ れ ら の成果に も拘わ らず、 様々 な分野の科学者や関係者に よ っ て得 られた結果の扱いには、
幾つかの注 目 すべき矛盾 が あ る 。 こ れ ら の矛盾は、 多 く の場合、 現代の放射線の状況に関する誤った
結論を導いている。 これは間違いな く 、 住民だけでな く 原子力 と 生態学の分野で働 く 関係者の聞で も 、
放射縁 リ テ ラ シーが不足 して い る こ と の帰結で あ る 。 こ れは、 小学校から の高等教育ま での全て の レ
ベルでの、 生態学教育一般が不完全である こ と の結果で あ る 。
最初の レベル （小中学校、 高校、 中高一貫枝、 職業訓練校） については、 独立 した科 目 や教育基準
に応 じた他の科 目 の一部分 と しての、 放射線生物学及び放射生態学の教育はない。 学生は放射線科学
に 関す る 限 ら れた情報を、 物理学 ・ 化学 ・ 生物学 ・ 基礎生命安全の授業を通 じて受け取 る か、 そ う 選
択する こ と がで き る。
中等専門教育 の 中 では （技術中等学校、 短期大学） では、 生態学の基礎を学ぶ 中 で、 放射線科学の
問題が取 り 扱われて いる。 し か し 、 こ の分野の情報の範囲 と そ の レベルは、 主に教師の個性、 彼等の
問題意識、 放射線科学について の彼等の態度に依存 している。 それに も 拘 わ ら ず、 事故後の最初の 10
- 15 年の聞は、 承認 さ れた特別計画の下で、 放射線の基礎知識の教育が、 中等専門教育を担 う 幾つか
の学校の農学を含むカ リ キ ュ ラ ム に含まれていた こ と に留意すべ き で あ る。 こ の為 に専門教科書が出
版 さ れた。
高等専門教育についての政府教育基準は、 多 く の専門領域 ・ 分野に放射線教育科 目 （放射線生物学、
放射生態学、 放射線科学及び他の幾つかの よ り 狭い専門科 目 ） を、 以下の学修時間の範囲内で、 提供
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している。 原則 と して、 工学 と 技術専門分野に対 しては 32 � 4s 時聞が、 生物学 ・ 医学 ・ 農学専門分
野に対 し て は 48 ～ 64 時聞 が割 り 当 て ら れ て い る 。 し か し な が ら 、 カ リ キ ュ ラ ム を準備す る 際には、
放射線教育科 目 は、 多 く の場合、 必修外科 目 （教育機関 の選択に よ り 組み込ま れる） か選択科 目 （学
生が選択でき る） になっている。
ウ ク ラ イ ナの放射線教育の分析は、 最 も満足の い く 状況 に あ る のは、 農学 と 環境教育の分野である
こ と を示 している。 高等農業教育学校では、 多 く の大気圏内核実験が行われた 1950 年代後半に、 必修
科 目 と して の放射線科学の基礎を含む放射線生物学の教科が、 獣医学科 ・ 土壌科学科 ・ 農業化学科の
カ リ キ ュ ラ ム に初めて導入 さ れた。 そ の 当 時か ら既に、 農地 ・ 植生 ・ 動物製品は放射能の主要な蓄積
先であ り 、 人体への被曝源であ る こ と は明 ら かで あ っ た。 正に、 放射線生物学及び放射線科学の基本
的 な知識を備 え てい る こ れ ら の分野の専門家達が、 ウ ク ラ イ ナの農業部門 に於け る チェルノ プイ リ 事
故の影響を最小限に抑 え る 上で、 重要な役割 を果た した。
当 時、 将来医師 と な る者は、 放射線医学 と X 線医学の教科を通じて、 基本的な放射生態学の知識の
一部を身に着けて いた。 物理学科の学生 も 、 特に原子核物理学に偏 る が、 放射線科学の知識を幾分身
に着けていた。
事故後、 放射線教育の状況は良い方向 に変わ っ た。 1987 ～ 1988 年の学校年度 か ら 、 特定の焦点を
持っ た放射線生物学 （農業放射線生物学 ・ 獣医放射線生物学 ・ 森林放射線生物学 ・ 放射続生物学 ・ 放
射生態学） の教科が導入 さ れた。 そ の対象は、 全ての高等専門農業教育のみな らず、 殆 ど全て の農業
自 然科学及び生物 自 然科学の 中等教育 （上記獣医 ・ 土壌科学 ・ 農業化学を除く 、 全ての農学 （作物学）
専門分野 ・ 動物工学 ・ 林学 ・ 造園学、 等） に及び、 その学修時間は、 時には非常に長 く （最大 120 時間）
割 り 当 て られた。 し か し、 こ れ ら はま た、 必修外科 目 で あ っ た。 そ の為、 こ れ ら の教科は、 公式に認
定 さ れた放射能汚染区域にある大学では、 短縮 さ れた形では あ る が、 独立科 目 と して残 さ れた。 一方で、
比較的 「汚染 さ れていなしリ 地域に あ る 大学では、 他分野の科 目 と 統合 さ れ る か、 カ リ キ ュ ラ ム か ら
除外 さ れた。 こ の よ う な考慮すべき 専門領域を学ぶ環境 を整 え る の に最 も 成功 している のは、 ウ ク ラ
イ ナ国立生命環境科学大学 （ ウ ク ラ イ ナ NUBiP） と 国立ジ ト ー ム イ ノレ農業生態学大学である。
初めての独立 した必修科 目 と して、 放射線科学の領域の半分以上を構成する 放射線生物学の教科が、
自 然 ・ 農業科学の 11 学科 （即ち、 生態学 ・ 生命工学 ・ 農業生物学 ・ 農業化学 ・ 土壌科学 ・ 植物防疫学 ・
花弄園芸学 ・ 獣医学 ・ 動物工学 ・ 養殖学 ・ 林学 ・ 造園学） で教え られて いる。 こ の科 目 は、 「学士」 課
程の教科であ り 、 その学修時聞 は 32 � 64 時間である。 ま た 、 講義 と 実験室での実習で、 カ リ キ ュ ラ
ムの半分ずつを構成する。
他の農業大学では、 放射線生物学の教科は、 上述の獣医学 ・ 農業化学 ・ 土壌科学 ・ 生態学 ・ 環境学
を除く 殆 ど どの専門過程に於いて、 必須外科 目 であ る 。
「生態学 ・ 環境保護 ・ 天然資源の持続可能な利用」 について の専門家は、 百以上の公立大学に於 け る 、
農学を含む様々 な専攻で教育を受 け て い る 。 こ の専攻では、 講義 と 実験室での実習の両方 を含む、 放
射線生物学及び放射生態学を必修科 目 と して教えている。 大学の実施能力 と 立地に応 じて、 学修時間
の範囲は、 （ ウ ク ラ イ ナ NUBiP の） 144 時間から殆 どの大学での 64 時間ま での幅が あ る 。
拡 張 さ れた講義や実験室での実習作業 を 除 け ば、 こ の専攻に於 け る 最 も 長 い教科は、 ウ ク ラ イ ナ
NUBiP の生態学科で教え られている。 こ の教科では、 汚染領域に於 け る 特定の農業分野についての状
況 ご と の 問題解決を提示する 課題学習 に取 り 組み、 放射性核種の影響を受けてい る領域内 に あ る農場
で教育的且つ実践的な実習 を行 う 。
2 週間の実習 に は、 地域のガンマ線調査の実施、 土壊 ・ 植物 ・ 畜産物の試料採取、 放射性核種の含有
量の分析の為の試料の調製、 試料中の 137Cs 含量の分析、 放射性核種の蓄積係数 と 移行係数の計算、 土
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壌 中の放射性核種濃度に 関する地図の作成が、 含まれる。
卒業論文の準備の枠組 の 中 で行われて い る 実践的な実習は、 こ れ ら の共通課題を実施 して い る 。 云
う ま で も な く 、 こ れ ら の共通課題は、 放射線生物学 ・ 放射線科学の他の領域 と 同様に、 特定の作業に
於ける の特定の課題に依拠 している。
こ の専攻 と 農芸化学及び土壌学専攻の学生の為 に、 「修士」 課程に農業放射線科学の専門教科が用意
されている。
国立ジ ト ーム ィ ル農業生態学大学は 1997 年か ら 、 こ の専攻枠組の中で 「放射生態学」 に特化 した専
門家を養成 し て い る。 教育内容には、 放射分析 ・ 被曝線量測定 ・ 放射線モ ニ タ リ ン グ ・ 放射線防護 ・
放射線衛生に関する 専門教育 － 勿論、 汚染地域内に あ る 様々 な農業部門の特殊性に も触れる ー が
含まれている。
こ の大学の学生は、 ウ ク ラ イ ナ農業科学アカデ ミ ーの ポ リ ーシャ農業研究所の放射線区域土壇再生
研究室を基盤 と した教育訓練を受ける。 両方の学位認定の為の研究実施の一環 と して、 「汚染地域に於
け る 包括的な放射線モニ タ リ ン グ実施及び、 同領域に於け る 農業生産の為の環境的に安全な技術に関
する 科学的原則の策定J と い う 政府 目 標に従って、 学生は放射能汚染区域内 の観測拠点で研究活動を
行っている。
同 じ地域内では、 国立オデ ッ サ生態大学 と 国立セ ヴァ ス ト ポ リ 原子力産業大学に 「放射生態学」 専
攻 が あ る 。 オデ ッ サ大学では、 10 の専門教科が 開講 さ れて い る 。 そ れ ら に は 「放射線科学に於ける物
理過程のモデル化」 ・ 「非線形解析の方法及び放射線科学の動態過程」 ・ 「放射線科学研究の為のデー タ
ベースの作成 と 使用 法」 ・ 「放射性核種の物理速度論」 が含まれ、 生態経済学部に於いて、 放射線生物学・
放射生態学 ・ 放射線安全の共通基礎教科に加えて、 そ の 内の 3 ～ 5 教科が開講 さ れ る。 セ ヴァ ス ト ポ
リ 大学の生態技術学部では、 「放射性廃棄物処理」 ・ 「放射線源」 ・ 「放射線毒物学」 の よ う な教科が、 基
礎教科に加えて 3 ～ 4 教科開講 される。
固立キエフ ・ タ ラ ス ＝ シェ フ チ ェ ン コ 大学生物学部では、 事故後最初の数年以内に、 放射線生物学
科 と 「放射線生物学」 専攻が開始された。 そのカ リ キ ュ ラ ム には、 放射線生物物理学 ・ 放射線生化学 ・
分子放射線生物学 ・ 細胞放射線生物学 ・ 微生物放射線生物学 ・ 植物放射線生物学 ・ 動物及び人類放射
線生物学 ・ 放射生態学・ 放射線モニ タ リ ング・放射性核種の生物地球化学・ 核事故の放射線生物学的帰結 ・
放射線 と 進化 ・ 微量被曝線量計測法理論 ・ 定量的放射線生物学 ・ 放射線生物学過程の数理モデル化の
よ う な、 大 き な専門科 目 群が含まれて い る 。 ウ ク ラ イ ナ国立科学ア カ デ ミ ーの専門家が、 こ こ での指
導に関与している。
「人間の健康 と 安全」 と 「電離放射線の生物学的影響」 の教育科 目 は、 放射線生物学 と 放射線科学の
一般的及び専門的な 内容を含むが、 国立キエフ ・ タ ラ ス ＝ シェ フ チ ェ ン コ 大学の放射線物理学部医療
放射線物理学科で教え られている。
医療専攻の殆 どでは、 学生は、 放射線科学・放射線衛生・生態学・保健全般・健康 と 安全の教科を通じて、
放射線科学の基礎知識を多少得る。 国立医療ボホモ リ チャ 大学では、夫々 の学科での放射線科学教科は、
放射線医学教科 と 共に学ばれる。 放射線衛生学科が設立 さ れ、 放射線科学 と 放射線モニタ リ ングの幾
つかの一般的な課題が 、 夫々 の教科の枠組の 中 で教え ら れた。 し か し 、 同学科は 2004 年に廃止 さ れ、
放射線衛生学の教科は短縮 さ れた上で、 一般的な衛生学に統合 さ れた。
「放射線医学の精選 さ れた課題J と い う 教科は、 18 時間の学修時間枠で、 国立医療大学院シュ ピク ア
カ デ ミ ーの放射線科学科に開講された。 同教科は、 ウ ク ラ イ ナのほぼ全域への巡回 を予定 している。
ウ ク ラ イ ナ NUBiP の大学院教育研究所では、 高度教育課程の ほぼ全ての領域で、 ウ ク ラ イ ナの放射
能汚染状況 と 汚染地域内の農業の特殊性について の講義が行われる。 時にはそ れ ら は、 様々 な機構の
放射計 と 被曝線量計の操作及び実際の使用 の習熟を含む実験室実習 を伴 う 。
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ウ ク ラ イ ナ語で書かれた放射線科学及び放射線生物学の教科書 と マ ニ ュ アノレが全地域に準備 さ れ、
ロ シア語の適切な入門書が あ り 、 専門領域番号 03.00.01 放射線生物学に於け る 十分な専門家 （ こ れ ら
の生物学 と 医学の専門分野の学位論文審査会に於いて、 毎年幾つかの博士論文 と 10 程度の修士論文が
認定 さ れて い る ） を擁 している と い う 事実 に も 拘 わ らず、 独立 した専攻 と して放射線科学並びに放射
線科学の 内容 を含む専攻の授業は、 全体的 に削減 さ れた。 放射線生物学 と 放射生態学は、 実際には、
それ ら が 1986 年ま でに教え られていた領域のみで主専攻の リ ス ト に残 っ て い る 。 他の専攻では、 生態
学 と 環境保護 を除いて、 こ れ ら の夫 々 が カ リ キ ュ ラ ム に導入 さ れ る か、 或いは外 さ れる かは、 教育機
関の決定に委ね られている。
これが、 事故後の長い年月 を経て ウ ク ラ イ ナの放射線状況が一般に改善 した後に、 放射線科学専門
分野が、 幾許かの圧力 を感 じ る よ う に な っ た理 由 で あ る 。 圧力の 内容は、 学修時間の削減か ら 、 カ リ
キ ュ ラ ム か ら の完全排除、 他の科 目 （生態学 ・ 市民防護 ・ 生命安全 ・ そ の他） と の統合に亘る。 こ の
よ う に して、 こ れ ら の教科は、 全ての専門学校の I ～ E 年生対象 と 南部の幾つかの学校の E ～ N 年
生対象 か ら 、 実質的 に排除 さ れた。 農学分野の教育機関 に於いて さ え、 こ れ ら の教科の学修時聞は大
幅に削減少 さ れ、 時には 1/2 に な っ た。 専門学科は、 閉鎖 さ れたか、 80 年代後半 左 90 年代に創 られた
他の学科 と 合併 さ れた。 現時点では、 ウ ク ラ イ ナ NUBiP の放射線生物学 と 放射生態学が、 唯一の専門
学科であ る。
こ の よ う な削減に対す る理由 も弁明 も な い。 世界中で、 原発建設速度は、 チェルノ プイ リ 事故 に よ
っ て相対的に低下 した後、 急激に上昇 している。 ワ ク ラ イ ナでは、 新 しい原子炉が設置 さ れ、 運転が
開始され る予定で あ る 。 放射線技術の数は、 その過程で使用 し て い る 、 電離放射線ま たは放射性同位
体 に よ る 被曝対象を増加 させている。 そ れ ら と 共に、 そ の暴走の蓋然性を高 め る 放射線源の量が増加
している。 核テ ロ の脅威の兆候が あ る。 これ ら全ての こ と が、 一般住民 と 専門家の聞での、 放射線環
境性 （環境統治） の質の改善 と 、 様々 な経済分野の為に十分な数の放射生態学者を訓練してお く こ と
を要求する。
ワ ク ラ イ ナは確固 と した核国家で あ る 。 ウ ク ラ イ ナは世界 1 1 位、 欧州、I I 位に ラ ン ク さ れ る ウ ラ ン資
源を有 し、 原子力発電所の原子炉数世界 8 位を誇 り 、 四つの原子力発電所の 15 区画で、 総電力消費量
の半分を生産する。 過 ぎ去っ た 20 世紀が原子力 の世紀 と 呼ばれて いた な ら ば、 始ま っ た 21 世紀は更
な る 原子力 の世紀にな る だろ う 。 ウ ク ラ イ ナに住む者は、 原子力産業の全て の利点 と 欠点を知 り 、 電
離放射線が どの よ う に生物に影響を も た ら し、 放射性物質が ど の よ う に体内に浸透 し、 最終的 には放
射線の影響の可能性を如何に軽減 し得るかについて、 理解 してい る必要が あ る 。
放射線の基礎知識は、 特定の分野の専門家だけでな く 、 物質的及び精神的な価値の生産に 関与する
全ての人に と っ て も 必要で あ る 。 放射生態学は、 生態学に対す る 一般的関心の 中 の 単な る 一分野であ
っ てはな らず、 継続的な環境教育制度に必須な部分 と な る べき であ る。
既に述べた よ う に、 政府に よ る チェルノ プイ リ 事故の影響についての住民の認識形成が、 時期 を逸
して不十分であ っ た こ と が、 杜会の 中 に心理的 ・ 杜会的緊張を生み出 した。 それ故、 今 日 、 チェノレノ
ブイ リ 事故の影響を克服する 公共政策の重要な要素 の一つは、 チェルノ プイ リ 核災害 に よ る汚染領域
内に於け る放射能汚染状況に関する情報への、 公衆の ア ク セ ス を保証する こ と であ る 。
ウ ク ラ イ ナの現行法は、 行政権 に よ る住民への情報提供の準備 と 実施、 そ して提供する 情報の種類
と 頻度を定義 して い る 。 提供 さ れ る 情報は、 住民の被曝線量、 放射能汚染区域の汚染濃度、 食品中の
放射性核種含量に関する も のである。
近年では、 こ の情報は、 小冊子の形で準備 さ れて い る 。 これは、 被曝線量に関する情報 と 共に、 汚
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染地域内の放射線状況のパ タ ー ン に関する有用 な科学に基づいた情報を提供する。 ま た 、 汚染地域の
地図集の形で も 準備 さ れて い る 。 地図集は、 住民が放射能汚染区域に指定 さ れた夫々 の集落 ご と の追
加放射線情報を得られる よ う な、 双方向性の地図が含まれている。
ウ ク ラ イ ナ国家科学報告書は、 毎年作成 さ れてお り 、 ワ ク ラ イ ナ を代表する研究者達が、 チェルノ
プイ リ 核災害の影響の克服状況の包括的評価を掲載 し て い る 。 彼等は特に、 実施 さ れた作業の有効性
を評価 している。 放射能汚染区域に分類 さ れて い る領域 （の地区 ご と ） に於け る放射能汚染状況の動
態に関する情報のニ ュ ース レタ ーが、 地方 自 治体へ向 けて発行 さ れた。
「学校や教育機関に於 け る 放射生態学の知識の原則 に関連 した課題の教育活動」 と 「汚染 さ れた土地
で安全に農業を営む為の課題の住民への周知J を実施する為に、 管理 ・ 教育 ・ 健康保護の専門家の為
の研修会の準備 と 実施についてのテーマ別研究、 チ ェ ル ノ プイ リ 核災害に よ る 被災地域内で安全に居
住す る こ と に 関す る 教師の為の情報材料の訂正 と 導入、 放射生態学の知識基盤等に関する教育映画の
複製 と 導入が、 行われた。
ウ ク ラ イ ナ政府に よ り 設立 さ れた、 社会心理学的 リ ハ ピ リ テー シ ョ ンセ ン タ ー と チェルノ プイ リ の
核災害の克服状況の公的情報セ ン タ ーは、 チェルノ プイ リ 核災害の影響の克服状況を、 住民に知 らせ
る上で大き な役割を担っている。
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7. 3 核及び放射線の安全性確保に配慮 し た ウ ク ラ イ ナの 国 家政策
7. 3.  1 ウ ク ラ イ ナで稼働 中 の原子力発電所に 於 け る 、 核及び放射線の安全性
レベルの現状維持 を 目 的 と す る 安全文化の向上
「安全文化」 と い う 用語が最初に登場 したのは、 国際原子力安全諮問 グループ （INSAG） に よ る 『 「チ
ェルノ プイ リ 事故」 の原因 と 影響に関する事後調査の検討会議最終報告』 No.75・INSAG-1 の 中 に於いて
である。 続いて、 同 グループの一連の文書 （No.75 INSAG 3 • No.75 INSAG 4 • INSAG 12 ・ INSAG 13 ・
INSAG 15） 及びその他の国際原子力機関 （IAEA） 文書で使用 さ れた。
ウ ク ラ イ ナでは、 「安全文化」 の確保に関する要件は、 『原子力発電所の総合安全性具備』 に関する
規則 （ H n 306.2.141-2008） に定め られている。 同規則は、 IAEA の勧告並びに原子力発電所操業に関
して国内外で得られた知見を勘案 している。
上述の規範文書H n 306.2.141-2008 と IAEA の報告書 No.75 INSAG 4 は、 安全文化を安全に関する
根本原理 と して定義 している。
安全に 関する根本原理 一 即ち安全文化 ー の確保に 関わる発電会社の活動は、 職員が安全 目 標 を誠
実に守 り 且つ個人責任を全 う す る 雰囲気を作 り 上げ、 以下に挙げる 基本的な安全文化の原則を構築す
る こ と に、 重点を置いてい る ：
一 規則 ・ 製造及び職務規定 ・ 安全操業の為の技術規定を全 く 若 し く は十分に道守 しなかっ た場合、
自 ら の活動が安全 と 結果に どのよ う な影響を及ぼすかを従業員 自 身が理解する こ と ；
一 管理職及び直接作業にあた る者の権限 と 責任を明確に区分する こ と に よ り 、 規律を厳正に遵守
する こ と ；
一 安全操業に関す る製造指示書及び技術規定に従い、 知見の積み重ね と 科学的 ・ 技術的研究の結
果に基づいて、 それらをたゆま な く 向上させ る こ と ；
一 職員が 自 ら の安全に関わる活動 を 自 己制御する こ と ・
一 安全第一 と 間違いが安全に及ぼす結果を理解す る こ と を強調 した、 管理職及び職員の選抜 ・ 研
修 ・ 専門教育 ；
一 定め られた手順を遵守する絶対的義務感を持っ た作業遂行 ；
一 安全に関わる活動の体系的評価。
IAEA の勧告及び国営企業 （SE） 「エネルゴア ト ム」 が発表した安全声明を考慮した法律 （ ウ ク ラ イ ナ）
の要件に よれば、事業者である 国営原子力発電会社（SE NAEK） 「エネルゴア ト ム」 （以下事業者 と 略する）
は、 全て の ラ イ フサイ ク ル段階に於いて原子力発電所の安全に全面的責任を負い、 他の如何な る 目 標
に も 増 して安全性を絶対最優先の 目 的 と 定め る 。
事業者の主た る義務は、 核及び放射線の安全設計 レベルの維持 と 、 核及び放射線の安全に係 る 規則
と 基準に沿っ た原発安全性の間断なき 向上、 そ して国際的に最良な作業慣行 と 操業知見で あ る 。 SE 「エ
ネノレゴア ト ム」 内に設置 さ れた安全文化評議会は、 定期的に会議を開催してい る。 同評議会は、 SE 「エ
ネルゴア ト ム J の安全文化向上 を 目 的 と す る 活動の戦略立案 ・ 管理 ・ 調整を行 う 組織である。 ま た 、
原発の部 門 ご と に も 安全文化評議会 ／ 委員会が設置 されている。
SE 「エネルゴア ト ム J の経営管理者は、 安全の分野に於け る適応性の見直 しを随時行い、 安全文化
に関する 国際会議を定期的に開催 し、 経営体制改善 を図る為、 組織構成の見直 し を主導する。 経営管
理者の責務及び義務は慎重に分析 さ れ、 職務規定中 に記載 される。
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2010 年 11 月 18 ～ 19 日 、 キエ フ に於いて安全文化に関する第 5 回国際科学会議が開催 さ れた。 同会
議は隔年で開催 さ れて い る 。 こ の会議は原子力分野の指導者 と 専門家を集め、 原子力発電所に於ける
安全操業 と 安全文化の醸成 に 関 わ る 多様な側面を協議す る。 ウ ク ラ イ ナ ・ ロ シア ・ ヨ ー ロ ッパ諸国で
核施設を運営する機関及び IAEA の専門家が招かれ参加する会議であ る。 同会議の主た る 目 的は、 原子
力発電所に関する知見を交換 し、 その安全性確保の結果を評価す る こ と を通 じて、 原子力発電領域に
於ける安全文化を向上 させる こ と であ る。
SE 「エネルゴア ト ム 」 は、 原子力発電所に於け る安全文化の状況評価に関わる 幾つかの重要な段階
を実行 した ー 評価方法が開発 さ れ、 自 己評価及び個別査定が実施 さ れた。
2008 ～ 2010 年に、 原発各部 門 に於け る安全文化の確立 と 強化を 目 的 と して、 各原発に於いて 2008
～ 2010 年の具体的活動計画が作成 さ れた。 原発の部門別に安全文化 レベルを 自 己評価する計画である。
2009 ～ 2010 年に、 原発の各部門及び発電会社の他部門 に於いて、 SCART 基準 5 に準拠した安全文化 レ
ベル 自 己評価が実施 さ れた。 2010 年 4 月 ～ 8 月 に は、 その時点に於け る 原発安全文化 レベノレが個別に
評価 さ れた。 それら の査定 （個別評価） の結果に従い、 安全の基本原則 一 即 ち原発の各部門 に於け
る 安全文化 ー の現 レベルを評価する 報告書が作成 さ れ、 安全文化の向上が必要な分野が特定 さ れ、
それら を是正する措置が講 じ られた。
原発の原子炉について、 安全性向上 と い う 基本方針の枠組の 中で、 非常に多く の措置が実施 さ れた。
こ の概念に基づ く 措置の実施は現在最終段階に あ り 、 2012 年末ま でに完了する 見込みである。
リ ウ ネ原発 1 号炉に対 して実施 さ れた安全性向上関連の措置は完了 してお り 、 同年末ま で に 2 号炉
につい て も 終了する 見込みであ る 。 こ れに よ っ て 両原子炉の稼働期 聞が延長 さ れた後 も 、 そ の安全な
稼働が保証さ れる。
或 る 特別計画の枠組で行われた、 フ メ リ ヌ ィ ーツ ィ ク ィ イ 原発 2 号炉及び リ ウネ原発 4 号炉に対す
る数々 の安全性向上措置 （ フ メ り ヌ ィ ーツ ィ ク ィ イ 原発 ： 147 件、 り ウ ネ原発 ： 146件） の実施は、 完
了 して い る 。 こ れ ら の措置の資金調達は、 事業者に よ る 支 出及び協調出資窓 口 機関 （MFO) （欧州復
興開発銀行 と 欧州原子力共同体に よ る 協調出資 （EBRD I Eura旬m） ） の貸付 に よ り 行われた。 EBRD /
Eura tom の債権者 に よ れば、 フ メ リ ヌ ィ ーツ ィ ク ィ イ 2 号炉 と リ ウネ 4 号炉の最新化計画の実施は、 同
協調出資が行っ た貸付の中で最大の成功を収めた事業だ と い う 。
こ の件に関 して発電会社が活動を停止す る こ と はな く 、 ウ ク ラ イ ナの原子炉に対する包括的 （統合）
安全計画の実施が準備 さ れた。
欧州委員会の専門家グループ と IAEA は、 有効 な国際基準を遵守 し て い る かについて、 ウ ク ラ イ ナ
に あ る 原発に対す る 包括的 な安全4性評価を行 っ た （20 ヶ 国及び国際機関か ら の 92 名 の専門家、 並び
に 32 � の IAEA 常勤職員が こ の委員会に加わ っ た） 。 こ れに匹敵する評価が行われた例は、 世界的に見
て も存在 しない。 こ の評価は、 設計安全性 ・ 操業安全性 ・ 放射性廃棄物処理及び廃炉 ・ 規制 問題の各
分野に於け る 、 IAEA 基本基準への遵守状況を確認す る為に実施 さ れた。 こ れ ら全て の分野に於いて、
IAEA の安全要件を遵守 している こ と が確認された。
SE NAEK 「エネノレゴア ト ム」 は、 安全文化を醸成 し発展 させる為に、 安全文化 を継続的向上への過
程 と して実践する と い う 目 標 を設定 している。 そ こ では、 国家エネルギーの安全性を構成す る 重要な
構成要素であ る 、 原子力発電の安全性維持 と 強化 と い う 普遍的成果を達成する為に、 全ての人々 一 事
業者の従業員及び経営管理者 ・ 設備供給者 ・ 学術的及び土学的支援組織 ・ 行政及び規制当局 ー が貢献
する こ と が可能であ り 、 ま た貢献 しなければな ら ない。
5 Safety Culture Assessment Review Te岨 （安全文化評価審査チーム） が作っ た基準。
351 
第 7 章 ： 国家政策
7. 3 . 2 使用済核燃料の安全な管理に 向 けた戦略
ウ ク ラ イ ナ に と っ て、 原子力発電は、 国家エネルギ一政策 の基本的構成要素である。 こ れを定常的
且つ安定的に稼働 さ せる こ と は、 国家経済に電力供給を保証する 為の条件であ り 、 ま た今 日 及び将来
に於ける安定的経済成長 と 市民福祉向上の為の条件で も あ る 。 ウ ク ラ イ ナの原子力発電所では、 15 基
の ロ シア型加圧水型原子炉 （VVER） が稼働 してお り 、 旧型の原子炉に比べ半分の価格で国の電力の約
半分を供給している。 これに よ り 、 電気料金を現在の社会経済状況に適切な レベルに維持できている。
原子力発電所に於け る発電の技術的サイ クルを構成す る重要な要素の一つは、 使用 済核燃料 （SNF)
の生成で あ る 。 国家核法制 の条項に よ れば、 SNF は核物質 （再利用 を念頭に置かない放射性廃棄物 と
は異な る） に分類される。
現在原子力発電を行っ て い る 国々 の殆 どは、 使用 済核燃料を 自 国領土内の適切な施設で長期 にEっ
て貯蔵す る こ と を決めている。 建設済のそ れ ら 貯蔵施設の運営に関する 世界的知見の分析に よ り 、 環
境への影響が低い こ と に よ っ て実証 さ れた、 高い レベルの安全性 と 信頼性が示 されている。
ウ ク ラ イ ナに と っ て原子力発電所に於ける SNF 処理の 問題は極め て重要であ る。 ワ ク ラ イ ナには使
用 済核燃料貯蔵施設がない。 従 っ て 、 原発を運営する組織、 即 ち SE NAEK 「エネルゴア ト ム」 は、 処
理後の放射性廃棄物 を ウ ク ラ イ ナが 引 き 取 る こ と を条件に、 SNF を毎年圏外に輸送 し、 ロ シア連邦で
貯蔵 ・ 再処理 している。 ウ ク ラ イ ナの原発が使用 済核燃料の貯蔵 ・ 処理サー ビス を専門 と す る外国企
業に支払 う 費用 は、 過去 15 年間で 2 倍以上に増加 した。
ウ ク ラ イ ナに 独 自 の貯蔵施設を建設すれば、 費用 が節減 さ れ電気料金増加抑制の上で好影響を与え
る だ け でな く 、 ウ ク ラ イ ナのエネルギー安全性を大幅に高め る こ と に な る 。 実際、 も し SNF の除去が
何 ら かの理由 で滞れば、 貯蔵を割 り 当 て られ、 現在圏内発電量の 25% を賄っ て い る ウ ク ラ イ ナの現存
する 三つの原子力発電所は、 核安全性に関する要件に従 っ て 、 速やかにそ の稼働を停止 しな ければな
ら ない。
従 っ て 、 自 国の需要に基づいて ウ ク ラ イ ナ圏内に VVER 原子炉用の安全な SNF 一時貯蔵施設を建設
する こ と は、 自 国のエネルギー及び核の安全性を確保す る こ と を主 た る 目 的 と す る 国際慣行に完壁に
適っ ている。 ま た、 最高議会に よ り 承認 さ れた (1996 年 5 月 15 日 ） 「 ウ ク ラ イ ナ国家エネルギー計画」 、
『 「 ウ ク ラ イ ナに於け る エネルギー安全性行政 と そ の確保の為の 国家政策原則に関する」 国家安全防衛
評議会決議 （2005 年 12 月 9 日 ） に関する』 ウ ク ラ イ ナ大統領令 （2005 年 12 月 27 日 ） 、 及びウ ク ラ イ
ナ内閣 に よ り 承認 さ れた 「2030 年までのエネルギ｝戦略」 に も完全に沿っ ている。
『固営原子力発電所の VVER 型原子炉か ら 出 る使用済核燃料の集中型貯蔵施設の立地 ・ 設計 ・ 建設に
関す る』 法律案は、 ウ ク ラ イ ナ政府上層部で行われた上記決定を、 現行法の規定に従 っ て 実施する為
に策定 さ れた。 貯蔵施設の立地に関 して は、 建設実行可能性調査の 中 で行われた多因子分析の結果に
基づいて選ばれた、 チェルノ プイ リ の南西 10 ～ 12 km に位置する 立入禁止 区域内のー画が提案 さ れて
いる。
『放射性廃棄物処理の為に計画 さ れた、 国家的重要性を有する核設備及び施設の立地 ・ 設計 ・ 建設に
於 け る 意思決定の順序に関する』 法律 （ ウ ク ラ イ ナ） 5 条の要件に従っ て、 ウ ク ラ イ ナ内 閣 に よ り 承認
さ れた投資実施可能性調査 ・ 国家の生態学専門家に よ る 肯定的結論 ・ 使用済核燃料処理工場 （SNFTS)
の 固境を越 え る 影響の可能性を隣国に通知す る為の報告書 ・ チェルノ プイ リ 事故に よ っ て汚染 さ れた
立入禁止 区域内に SNFTS を設置する こ と に関する ウ ク ラ イ ナ緊急事態省の合意書を含む、 一連の裏付
資料が上記法律案の為に準備 さ れた。
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貯蔵施設建設に 向 けた投資実施可能性調査 （FSi） は、権限を有する 国家機関 に よ っ て行われた、環境・
衛生疫学及び投資に関する 専門性調査 ・ 核及び放射線安全性に関する 専門性調査を含む、 包括的な 国
家審査を通過 した。 特に、 国家の生態学専門家に よ る 結論は、 本 目 的の為に選ばれた立地での SNFTS
の設置 と 操業は、 環境の観点から受 け入れ可能である こ と を示 している。 FSi に対す る 国家に よ る 包括
的専門性調査の総合的結論は、 肯定的である。
FSi 中に提示 さ れた設計に関する決定に よれば、 集中型使用済核燃料貯蔵施設をチェルノ プイ リ 核災
害 に よ り 汚染 さ れた立入禁止区域内に建設する こ と が提案 さ れた。 FSi が想定する 同施設の衛生保護圏
は 100 m を越えず、 同施設の影響を考慮する必要の あ る モ ニ タ リ ン グ区域は 1000 m 圏 内 と さ れる。 こ
れ ら の特別区域は完全に立入禁止 区域内に収ま り 、 SNFTS に よ る 一般住民への影響は排除される。
放射性廃棄物処理の為に計画 さ れた、 国家的重要性を有する核設備及び施設の立入禁止 区域及び強
制 （義務的） 移住区域内に於け る 立地を決定する手順は、 『放射性廃棄物処理の為に計画 さ れた、 国家
的重要性を有する核設備及び施設の立地 ・ 設計 ・ 建設に於 け る 意思決定の順序に関する』 法律 （ ウ ク
ラ イ ナ ； No.1566・VI) 3-1 条の修正に よ り 規定された。 こ れ ら の修正に よ れば、 上記立地を承認する決
定は、 チ ェル ノ プイ リ 核災害に よ り 汚染 さ れた領士に係 る 法制度上の問題を解決する権限を有す る 中
央行政機関 に よ っ て下 さ れる。 こ の法規制に従っ て 、 立入禁止 区域内の SNFTS の立地は、 ウ ク ラ イ ナ
緊急事態省 に よ っ て承認 さ れた。
SE 「エネルゴア ト ム」 は、 SNFTS が建設 さ れ稼働 した場合の安全性の問題 に 関 して ウ ク ラ イ ナの一
般大衆に伝え る為、 以下に掲げ る も の を含む多大な る情報提供 ・ 説明を実施 した ：
一 「 ウ リ ャ ド ヴィ ＝ ク ー リ ィ エ」 （ 「政府新報」 ） 紙上に於いて SNFTS 建設の 目 的 と 環境面の影響に
関 して声明 を発表、 SNFTS に関する メ ディ ア報道、 SNF の貯蔵 と 貯蔵施設建設及び稼働の為に
選択さ れた貯蔵技術に関する情報の 自 社 ウ ェ プサイ ト 上への投稿、 SNFTS 建設への投資実施可
能性調査の情報提供及び分析批評等 ；
一 市民集会 （状況説明 、 公衆及びメディ アの代表 と の 円卓会議） 、 キエフ州イ ヴァ ン キ ヴ市 （ポ リ
ー シ ャ 地帯住民が参加） 及びス ラ ゲーテ ィ チに於け る住民討論会、 ス ラ ヴーテ ィ チ、 イ グァ ン
キ ヴ市及びポ リ ー シャ地帯の住民が参加 して行われたス ラ ヴーティ チに於ける公聴会での情報
提供、 上記地域住民の一部を 同様の使用済核燃料貯蔵施設が稼働 して い る ザポ リ ージャ原発に
案内する手配、 及び SNFTS 事業の安全性問題に関する報道 ；
一 測定結果に至る過程、 公共的問題、 並びに大衆に対する答弁準備及び作業結果の報道。
ウ ク ラ イ ナ住 民 と 共に SNFTS の安全性に関 して実行 さ れた作業は、 「 ウ ク ラ イ ナの VVER 型原発か
ら 生 じ る使用済核燃料の集中型貯蔵施設の建設に関する 公開協議の報管書」 に記録さ れた。 こ の報管
書は、 国家の生態学専門家が主導 した SNFTS の環境影響評価 （EIA） の一部 と して扱われた。
いずれにせ よ 、 『国営原子力発電所の VVER型原子炉か ら 出 る使用 済核燃料の集中型貯蔵施設の立地・
設計 ・ 建設に関する』 法律案は、 『原子力及び放射性の安全性に関する』 法律 （ ウ ク ラ イ ナ） 12 条に規
定 さ れた 内容を実施 し、 ス ラ ヴーティ チで開催 された SNFTS 問題に関する 前述の公聴会 に よ る勧告を
反映す る 為 に、 貯蔵施設建設及びキエフ州のス ラ ヴーテ ィ チ ・ イ グァ ンキ ヴ市 ・ ポ リ ー シャ地帯に於
け る 社会施設建設に関する推定総費用 の 10% に あ た る 資金の提供を定め て い る 。 こ れに よ っ て 、 これ
ら 地域に於 け る 社会的 ・ 経済的発展に関する課題の解決が早ま り 、 新た な雇用機会を創出する こ 左 に
なる 。 『原子力及び放射性の安全性に関する 』 法律 （ ウ ク ラ イ ナ） 12 条 8 項に従い、 こ れ ら の資金は、
SNFTS への資本投資額に応 じて配分 される。
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7. 3. 3 立入禁止区域内に於ける放射性廃棄物貯蔵施設の物理的防護体制の改善
立入禁止 区域の放射性廃棄物処分場 （RWDS） と 放射性廃棄物一時貯蔵所 （TRWLS） は、 緊急事態
省の管轄下に置かれる。 同省は、 法律の要件に従い、 所管施設の物理的防護体制の改善に関する計画
の策定に責任を負 う 。
し か し な が ら 、 国家安全保障 ・ 核テ ロ リ ズムの防止及び阻止 ・ 核不拡散体制強化を 目 的 と した、 放
射性廃棄物及び他の電離放射線源の物理的防護の分野に於 け る 政府政策の実施は、 緊急事態省及び現
在の立入禁止区域管理に と っ て優先事項ではない こ と に留意 しな ければな ら ない。
従っ て、 ウ ク ラ イ ナ国家核規制委員会 （SNRCU） が 2008 ～ 2010 年に実施 した包括的査察の結果、
チ ェル ノ プイ リ 原発立入禁止 区域内に位置する RWDS 及び TRWLS に於ける 物理的防護体制 が非常に
不十分な状況で あ る こ と が 明 ら か に な っ た。 例 え ば、 検知 システム及び ビデオ監視シス テ ム と い っ た
技術的手段が配備 さ れていない為、 「 ピ ド ワ リ ス ニイ 」 ・ 「プ リ ャ キ グカ」 ・ 「チェルノ プイ リ 原発第三期」
の各 RWDS 及び τ'RWLS 「 ロ ーズソハJ に於いては、 セ キ ュ リ テ ィ 機能が効果的に作動 していない。 立
入制限区域内 に於け る照明用技術手段の欠如 に よ り 、 セ キ ュ リ テ ィ 機能が夜間 は完全に は作動 してい
ない。 森林に隣接する TRWLS 「 ロ ーズ ソハ」 の立入制限区域内の一部区画には、 境界フ ェ ンスや普普
表示がない。
物理的防護体制 に関する 法律及び法令の要件への不道守が招いた、 悪い結果の事例 も あ る 。 2009 年
の第 4 四 半期 に RWDS 「 プ リ ャ キ ヴカ 」 の制限区域か ら 、 放射能汚染 さ れた銅ニ ッ ケル鉄合金ノ〈イ プ
が 6920 kg も 盗まれた。 2010 年には、 立入禁止区域に あ る企業の従業員 1 名 が、RWDS 「 ピ ド ゥ り ス エイ J
区域内への侵入を試みて拘束さ れた。 同年第 3 四半期には、 「チェルノ プイ リ 原発第三期」施設に於いて、
放射線物質 （劣化 ウ ラ ンか ら製造 された製品） 74.4 kg の盗難が発覚 した。
実施 さ れた査察の結果に基づ き 、 立入禁止 区域内 に あ る RWDS の物理的防護体制は、 核施設及び核
物質の物理的防護体制 に関する法律の要件を完全には満た してお らず、 潜在的な脅威に対抗する機能
を果たせない、 と い う 結論が下さ れた。 こ れ ら の施設に於 け る 操業活動を調整 し で も 、 放射性廃棄物
の物理的防護を如何に達成する か と い う 問題の包括的解決には結びつかない。 こ の こ と は結局、 ウ ク
ラ イ ナが 国際的義務 ー 即 ち核物質の物理的防護に関する条約 ー を履行する のに失敗 し た と 看倣 さ れ
る 可能性を意味す る。 効果的な 内部統制の欠如は、 作業従事者の聞 に責任逃れや無責任の雰囲気を生
じ さ せる。
ま た 、 状況が悪い要因 の一つは、 放射性危険物質の物理的防護の為の資金調達手続に 関係す る 『核
設備 ・ 核物質 ・ 放射性廃棄物並びに他の電離放射線源の物理的防護に関す る 』 法律 （ ウ ク ラ イ ナ） 27 
条を遵守で き て い ない こ と であ る 。 こ の現行法の要件が見通 していた、 RWDS に於け る効果的な物理
的防護体制構築の必要性を考慮に入れた試算は、 これまでの と こ ろ行われていない。
7. 3. 4 チ ェ ルノ ブイ リ 原発の安全な廃炉及び環境的に安全なシステムへの転
化並びに放射性廃棄物処理に係る 問題に関す る 国 家政策実施の為の総合的な
政府施策
固家核規制委員会は、 その権限の範囲内に於いて、 原子力利用 に関する 閏家政策 を実施 し、 核及び
放射線の安全性に掛かる要件を満た し、 「石棺」 に関連す る その活動の範囲内で ワ ク ラ イ ナ法 ・ ウ ク ラ
イ ナ内閣令 ・ 原子力利用分野の法令を遵守する。
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ワ ク ラ イ ナ環境保護 ・ 核安全省は、 「石棺」 に係る核及び放射隷の安全性に関する規制についての国
家政策 を明確にする為に、 『チェルノ プイ リ 原発の 「石棺」 に係る核及び放射線の安全性に関する政策
についての声明』 (1998 年 4 月 8 日 ， No.49） を承認 した。 同声明 は、 「石棺」 を環境的 に安全なシステ
ム に転化する活動の実施に際 しての、 核及び放射線の安全性を確保する為の基本原則 一 即 ち管理原則、
核事故の防止、 放射線防護、 放射性廃棄物処理、 及び一般的な技術的原則 ー を定義 した。
2001 年に、 国家核規制委員会は 「石棺転化実施計画の安全性分析報告書の構成 と 内容に関する要件」
を策定 し、 ウ ク ラ イ ナ法務省 に登録 した。 同文書の要件に従い、 国営専門企業 （SSE） チェルノ プイ リ
原発は、 「石棺J に於いて特定の活動 ま た は作業を行 う 許可を取得す る の に必要な国家核規制委員会に
提出する 文書一式の一部 と して 、 設計に関する安全性分析報告書を作成する。
2005 ～ 2006 年に掛けて、 国外の専門家 と 共に国家核規制委員会は、 「石棺転化実施計画の枠組内で
行われる活動に関する 安全性基本原則J 及び 「石棺転化実施計画の枠組内で規制業務を実施す る 際 に
適用 される安全性原則に 関す る ガイ ド ラ イ ン」 を策定 した。
2010 年 10 月 には、 国家核規制委員会が起草 した 『石棺を環境的に安全なシス テ ム に転化する為にな
される 特定の種類の活動ま たは作業に対 して許可証を発行する 際の条件 と 手続』 に 関す る 法令が発効
した。 同文書は、 個別の許可を得て 「石棺」 で行われる特定の活動 ま たは作業の種類を定義 している。
また、 「石棺」 を環境的に安全なシステム に転化す る為の特定の活動ま た は作業に対する許可の発行 ・
修正 ・ 発行拒否 ・ 差止 ・ 取消 を行 う 際の条件及び手続を定めている。
石棺転化実施計画 （SIP） の実施に携わ る 規制官庁間で相互に同意 した活動を調整する 為に、 国家核
規制委員会、 保健省、 自 然資源省、 地域開発 ・ 建設省、 産業安全 ・ 労働者保護 ・ 鉱業監督に関す る ウ
ク ラ イ ナ国家委員会並びに ワ ク ラ イ ナ緊急事態省国家火災安全部は、 2003 年に 「石棺転化実施計画に
係 る 職務に 関 して、 ウ ク ラ イ ナの規制官庁の聞で協力 と 分担を行 う 為の協定」 を発効 させた。 その 目
的は、 活動の重複を避け、 設計審査の期間 を短縮 し、 規制 に際 して整合性 あ る 決定を適用 す る こ と で
あ る 。
最重要課題に重点を置いた規制官庁聞の活動調整は、 「石棺」 と チェルノ プイ リ 原発廃炉に関する活
動に許可 を与 え る 際に規制官庁聞の調整を行 う 為の省庁間作業部会を通じて行われた。
「SIP 事業許可交付計画 一 第二段階」 は、 SIP 事業の許可を発行する過程並びに事業設計審査に携わ
る 当事者間の相互作用 を 限定する 過程を明確化する 目 的で、 2003 年に策定さ れた。 同文書は、 規制及
び監督官庁か ら許可を取得する 際に、 複数の関連文書の内容を一致 させる仕組について定義 している。
安定化対策の実施 ・ 新 しい石棺の建設 ・ 「石棺」 の統合 自 動モニ タ リ ングシス テ ム の構築な ど、 最重要
と さ れる事業の為の個々 の許可発行過程は、 こ の文書の作成過程で整備 さ れた。
法律 （ ウ ク ラ イ ナ ； 2009 年 1 月 15 日 ， No.886・VI） に よ り 承認 さ れた 「チェルノ プイ リ 原発の廃炉 と
環境的に安全な システ ムへの転化を行 う 為の国家計画J に よ れば、 「石棺」 で実施 される対策は、 「石棺」
の環境的に安全な シス テ ムへの転化を 目 的 と する対策に分類 さ れる。
「石棺」 の環境的に安全なス システ ムへの転化には、 多大な財政的及び物質的資源の投入 と 、 こ の大
規模な課題の解決に向けた国際社会の支援が必要である。
「石棺」 を環境的に安全なシス テ ム に転化 さ せ る 為 の 国際計画、 即ち石棺転化実施計画 （SIP） ー ウ
ク ラ イ ナ語でnJI a H 3.ll. i 員 C H e H H H  3 a x o ,ll. i B  (II33） ー は、 世界各国の政府 と 専門家と の共同作業
に よ り 、 1997 年に策定さ れた。
SIP は、 基本的安全 目 標の達成を 目 標 と す る 22 の業務を掲げてい る。 具体的には、 「石棺」 倒壊の危
険性を減少 させる （構造物の安定化） 、 倒壊の影響緩和、 核安全性の強化、 作業員及び環境の安全強化、
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「石棺」 を環境的に安全なシス テ ム に転化する対策の長期戦略が、 掲げられている。
国家核規制委員会は、 設計 ・ 技術的決定 ・ 特定の SIP 業務を実施する為に作成 さ れた設計及び技術的
文書について、 核及び放射線の安全性に関する検査 （技術的評価） を行 う 。 SIP 事業開始以来、 200 以
上の検査が行われた。
そ れ ら の検査を実施す る為に、 多数の系統的規制文書が策定 さ れた。 こ れ ら の文書は、 「石棺」 に適
用 さ れ る 基本原則及び安全性の基礎か ら こ の施設に特化 した判断基準及び要件に至 る ま での、 「石棺」
の核及び放射線の安全性やその枠組内での活動に対する要件の体系を明 ら かに している。
SIP の主要事業の一つが 「石棺J を覆 う 新 しい石棺 （NSC） の建設である。
石棺 と は、 防護用の構造物 を指す。 こ の構造物は、 破壊 さ れたチェルノ プイ リ 原発 4 号炉 か ら 放出 さ
れた核燃料を含む物質の除去及び放射性廃棄物処理の為の技術的設備、 並びに 4 号炉の環境的 に安全
なシステ ムへの転化 と 作業員及び環境の安全確保を 目 的 と す る 対策 の実施の為に設計 さ れた他の施設
の集合体を含む。
「石棺」 を覆 う 新 しい石棺の建設許可発行過程の策定は、 国家核規制委員会の最優先業務であ る 。
NSC の建設過程に於いて、 国家核規制委員会は、 SSE チェルノ プイ リ 原発及び NSC 第一期稼働前試
験対象施設建設の請負業者 と 綿密 に協力 し合い、 対話を通 じ た支援を行 う と 共に、 規制要件及び設計
等の安全性を確保する方法を明確化 して い る 。 そ の よ う な支援は、 特に NSC の追加設計基準及び要件
を策定 してい る 聞 に な さ れた。 支援の内容は、 NSC 防護用構造物の屋根から崩落する 雪・氷に よ る影響、
第 3 級の竜巻が NSC 構造物に与える影響、 風荷重の影響、 NSC 防護用構造物の支柱の鋼板及び溶接管
の材質要件、 及び NSC の主要起重機装置に関する も ので あ る 。
チェノレ ノ プイ リ 原発廃炉の枠組に於 け る 同原発から 出 た放射性廃棄物及び使用済核燃料を処理する
為のイ ンフ ラ ス ト ラ ク チャ ー と して、 乾式使用済核燃料中間貯蔵施設 （ISF-2） 、 液体放射性廃棄物処理
工場 （LRTP） 、 固体放射性廃棄物管理コ ン ビナー ト （ICSRWM） 、 並びにチェルノ プイ リ 核災害に よ り
汚染 さ れた地域から 出た放射性廃棄物の除染・輸送・処理・処分に関わる製造コ ン ピナー ト （ コ ー ド名 「 グ
ェ ク ト ル」 ） の建設が見込まれている。
ISF・.2 （乾式使用済核燃料中間貯蔵施設）
国 家 核 規 制 委 員 会 に よ っ て 発行 さ れ た 『 核 施 設 建 設 』 許 可 （2003 年 5 月 13 日 ， EO シ リ ー ズ
No.000124） の条件は、 決 め ら れた手順に よ っ て ISF・2 建設の改訂 さ れた設計が承認 さ れ、 国家核規制
委員会が ISF-2 事前安全分析報告書 （PSAR） に同意 して初めて、 ISF-2 建設の為の活動が開始 さ れ る と
している。
2010 年に国家核規制委員会は、 核及び放射線の安全性に関す る 国立科学技術セ ン タ ー （SSTC NRS) 
（ ウ ク ラ イ ナ） 及び RISKAUDIT （独仏） の専門家を交えて、 ISF・2 PSAR 及びチェルノ プイ り 原発 ISF・2
の建設完了に関する他の文書の核及び放射線安全性について、 国家専門審査を実施 した。
2010 年 10 月 19 日 に、 国家核規制委員会協議会令 （No.12） に よ り 、 PSAR 及びチェルノ プイ リ 原発
ISF・2 の建設完了 に関する他の文書に対する 国家専門審査の結論が承認 さ れた。 こ れ ら の文書は、 ISF・2
の設計に関する 決定が核及び放射糠安全性の総合的要件を満た して い る と 左 を証明 してい る と認め ら
れた。
現時点に於いて、 チ ェル ノ プイ リ 原発は、 ISF-2 設計の承認及び国家核規制委員会が 2003 年 5 月 13
日 に発行 した 『核施設建設』 許可 （EO シ リ ーズ No.000124） の再発行に関連する対策を実施 している。
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LRTP （液体放射性廃棄物処理工場）
今 回 、 園家核規制委員会は、 チェルノ プイ リ 原発が更新する 「LRTP の稼働前試験及び操業許可取得
の為の書類作成並びに提出 ス ケジュール」 に基づいて、 LRTP 許可発行の枠組内での委員会活動を計画
している。
LRTP 事業実施に関する許可発行活動 に於ける 専門家の支援は、 「欧州復興開発銀行 （核安全性 口 座
か ら の援助基金執行者） と ウ ク ラ イ ナ内閣及び国家核規制委員会 （受領者） の聞での （チェルノ プイ
リ 原発核安全性事業に関する ） 助成協定」 （2009 年 8 月 7 日 ， No.007） に よ っ て定め られた約定に従っ
て行われている。
国家核規制委員会は、 SSE チェノレノ プイ リ 原発に よ る 『 「液体放射性廃棄物処理工場」 の設計変更に
関する』 技術的決定を承認 した。 LR'.胃 事業の完遂及び同施設の稼働前試験を考慮する と 、 こ の技術的
決定は事業者に と っ て重要な文書であ る 。 と い う の も 、 SSE チ ェル ノ プイ リ 原発は、 同文書 中 で、 将
来 LRTP 設計に反映 さ れる こ と にな っ てい る 、 同施設の安全性の観点 か ら 重要な、 主要な修正 （変更）
を列挙 してい る か ら で あ る 。 こ の技術的決定を発展 さ せ る 為に、 SSE チェルノ プイ リ 原発は、 修正箇
所に関する施工文書一式を準備 して提出 し、 包括的な国家専門審査を受けな ければな ら ない。
固家核規制委員会から特定の許可書を取得する 為 の 申 請及び文書一式を提出する期限は、 LRTP の稼
働前試験については 2011 年第 4 四半期、 稼働については 2012 年第 1 四半期が予定 さ れている。
ICSRWM （固体放射性廃棄物管理 コ ン ピナー ト ）
事業の構成は、 Lot-0 ー 液体及び固体放射性廃棄物貯蔵施設 （LSWSF） 内部 に建設 中 の、 低 ・ 中 レ
ベル長寿命放射性廃棄物及び高 レベル放射性廃棄物を 中間貯蔵する為の一時貯蔵施設 ； Lot-1 ー 固体放
射性廃棄物除去施設 ・ Lot-2 ー 固体放射性廃棄物処理エ場 ・ Lot-3 ー グェ ク ト ル敷地内 に建設 さ れ る 固
体放射性廃棄物の特別装備地上貯蔵施設 （SESSSR） ； か ら成る。
Lot-0 2010 年 12 月 10 日 に、 ウ ク ラ イ ナ国家核規制委員会は、 第三グループの固体放射性廃棄物 （以
下 SRW と 略す） 並びに低 ・ 中 レベル長寿命放射性廃棄物 （以下 LM LLW と 略す） の一時貯蔵施設 （以
下 TS と 略す） の稼働に対する特別許可 （No.000040/4） を与えた。 こ の貯蔵施設は、 SSE チェルノ プイ
リ 原発の敷地にある ICSRWM の一部である。
こ の許可が与え られた根拠は下記の通 り であ る ：
1） 核及び放射線安全性に関する 国家専門審査の肯定的結論 ；
2） 国家核規制委員会の監視委員会が 2010 年 9 月 に実施 した査察結果 （2010 年 9 月 17 日 ， No.46ー
24ー34II） 。
ま た、 査察調査書 （2010 年 9 月 17 13 , No.4ι24-34II) で指摘 さ れた コ メ ン ト を是正す る 措置の計
画、 並びに核及び放射線安全性に関する 国家専門審査文書の枠組内で明 ら かになっ た TS SRW 及び LM
LLW の安全稼働を裏付け る コ メ ン ト ー これは SSE チェルノ プイ リ 原発の技術部長 （首席エ ンジニア）
A. Bilyk 氏に よ っ て 2010 年 11 月 26 日 に承認 さ れ、 SSE チェルノ プイ リ 原発指令 （2010 年 11 月 26 日 ，
No.757） に よ り 施行 さ れた ー も 勘案 さ れた。
こ の許可の条件に従い ：
- RAW の一括受入並びに TS SRW 及び LM LLW の各設置区画への受入量搬入に伴 う 実際の作業
は、上述の 「 コ メ ン ト を是Eする措置の計画」 が実行 さ れてい る 状況下 （裏付文書の提供を含む）
でのみ開始する も の と す る ；
一 廃棄物の一括受入は、 ICSRWM の固体廃棄物処理工場に於いてのみ行 う も の と する。
こ の許可は、 TS SRW 及び LM LLW の稼働に関する活動 と SRW と LM LLW の一括受入 と 貯蔵 に 関
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する活動 を実施する権利 を、 貯蔵施設の 区画容量が満杯に な る ま で与 え る も の であ る こ と に留意 しな
ければな ら ない。 今後、 TS SRW 及び LM LLW の 区画容量が満杯になる速度を考慮 しつつ、 10 年以内に、
SSE チェルノ プイ リ 原発は、 貯蔵施設の安全性再評価を計画 し実施す る こ と にな る 。 貯蔵施設の安全
性再評価の一環 と して、 SSE チ ェル ノ プイ リ 原発は、 一括 して受 け入れた放射性廃棄物が安全に貯蔵
さ れて い る こ と を実証する 改訂版安全性分析報告書及び他の文書を、 国家核規制委員会に提出 しな く
て はな ら ない。 特に、 TS SRW 及び LM LLW の安全性再評価の結果に従って、 一括 して受 け入れた放
射性鹿棄物の貯蔵期間 は決定 さ れ、 その妥当性が示 さ れな ければな ら ない。
Lot-1 と Lot-2 2010 年 5 月 13 日 に、 ワ ク ラ イ ナ国家核規制委員会は、 SSE チェルノ プイ リ 原発の放射
性鹿棄物用 コ ン ビナー ト に設置 さ れた固体放射性廃棄物除去工場 （以下 SRRP, Lot-1 と 略す） 及び固体
放射性廃棄物処理工場 （以下 SRTS, Lot-2 と 略す） の稼働前試験を行 う 為の特別許可 （No.000040/3） を
与 えた。
与え られた許可 に よ れば、SSE チェルノ ブイ リ 原発は、SRRP及び SRTS の稼働前試験の第 1 段階 （「ホ
ッ ト試験 日 の枠組内で、 「ICSRWM 稼働前試験計画』 と 『ICSRWM 「 ホ ッ ト試験」 第 1 段階の作業計画』
の両文書に示 された活動を実施する権利を有する。
ICSRWM 稼働前試験計画は、 SRRP 及び SRTS の稼働前試験に関 して三つの段階を定めている。 即 ち ：
ー 第 1 段階 一 密封容器に入れ られた特性が判明 している放射性廃棄物 （RAW） の検査 ；
一 第 2 段階 － 密 閉容器に入れない （ 「開放」 RAW） 特性が判明 している 貼W の検査 ；
ー 第 3 段階 ー チ ェノレノ プイ リ 原発の固体放射性廃棄物貯蔵施設 （SWSF） 区画か ら 除去 した
RAW の検査。
SRRP 及び SRTS の稼働前試験の第 2 段階 （「ホ ッ ト 試験」） で作業を実施する許可を取得す る 為 に、
SSE チ ェル ノ プイ リ 原発は、 固家核規制委員会に、 ICSRWM 稼働前試験計画に沿っ た第 1 段階完了の
基準達成に関する報告書 と 、 「ホ ッ ト 試験」 後 の SRRP 及び SRTS の技術設備及び装置の受入委託証書
の写し、 そ して 「ホ ッ ト 試験」 第 2 段階の作業計画の 、 各文書を提出 しなければな ら ない。
Lot-3 - SESSSR。 SSE 「テ ク ノ セ ン ター」 に対し、 有効期限 5 年間の許可 （2009 年 2 月 7 日 ， EO シ リ
ーズ No.000894） が発行 さ れた。 こ の許可の特別条件に よ れば、 SSE 「テク ノ セ ンター」 は、 貯蔵施設
の安全操業を徹底 し実証す る 為 に必要な、 全て の対策 を実施 しな ければな ら な い。 具体的には、 貯蔵
施設下部への水の流入の原因 を究明 し除去す る こ と 、 設計か ら 予測 される貯蔵施設の構造及び装置の
機能の分析を行 う こ と 、 安全性評価の為の最新手順の実施、 廃棄方法の長期安全性に関する 現実的分
析の実施、 及び受入判断基準の最適化を行 う 事が求め られている。 耐震性分析を含む、 貯蔵施設の安
全評価に関する課題を解決する為に、 欧州委員会は SSE 「テ ク ノ セ ン タ ー」 に技術支援を行った。
6 再処理工場の よ う な施設を作っ た場合、 最初は放射性物質でない も ので試験 （cold test） し、 それから
放射性物質を用いた試験 Chot test） を行 う 。
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7. 4 チ ェ ルノ フイ リ 核災害の影響 を克服す る 為の学術的及び
技術的 国際協力
チ ェル ノ プイ リ 核災害は、 人類史上最 も 悲劇的な事件の一つであ る が、 地球規模の脅威に直面 した
世界が一丸 と な っ た顕著な例で も あ る。 事故後四半世紀が経過 した今 日 、 国際社会の粘 り 強 く 一貫 し
た努力 のおかげで、 チ ェル ノ プイ リ 問題が最終的に解決 される 可能性は、 これま での何時に も 増 し て
高 ま っ て い る 。 「主要 8 ヵ 国J の首脳が行っ た最近の政治決定及び2010 年 4 月 11 ～ 14 日 に ワ シ ン ト
ンで開催 された核安全問題に 関する定期首脳会談の宣言は、 石棺転化実施計画 （SIP） 一 即 ち 「石棺」
の環境的に安全な シス テムに転化 さ せる計画 ー に関連する義務を果たす意図を明 ら かに した ［41］。 周
知 の よ う に、 国際社会の全ての努力 に も拘わ らず、 同計画の根幹部分 （破壊 さ れた原子炉を覆 う 新 し
い石棺の建設） は未だに完了 してい ない。 安全に廃炉作業を行 う 為 に必要な技術イ ン フ ラ の構築は、
大幅に遅れている。
チェルノ ブイ リ 核災害か ら 25 年を経て も 、 その影響は、 依然 と して、 地球規模の問題であ り 続けて
いる 。
2011 年 4 月 20 ～ 22 日 に キエ フ で開催 さ れ る 予定の、 国際的な学術及び戦略会議 「チェルノ プイ リ
核災害か ら 25 年。 将来へ向 けた安全性J は、 更なる 国際協力 を調整する為の重要な一歩であ る。
事故初 日 か ら 、 世界 中 の 関心は、 地球的危機の源 と して の チ ェ ル ノ プイ リ 原発に釘付け と な っ た。
主要な危険は、 チェルノ プイ リ 原発施設内 の破壊 さ れた原子炉及び事故後 も 稼働 を続けた他の原子炉
であった。
地球環境の放射能汚染 と い う 脅威が生 じた こ と を考慮 し、 先進国、 特に 「先進 7 ヵ 国 （G7） 」 を構成
す る 固 々 は、 一刻 も 早 く 状況を制御する為に、 直 ち に ソ連に援助 を 申 し 出た。 G7 諸国が提示 した主要
な交換条件は、 チェルノ プイ リ 原発施設内の全原子炉を可能な限 り 速やかに最終閉鎖す る こ と であ っ
た。 こ の こ と は ソ 連政府の計画 に は含まれていなかっ た。 そ の為、 G7 は 1986 年に、 放射融医療の分
野のみに援助を行い、 技術面では一切支援 しないこ と で合意 した。
事故か ら 25 年が経過 した現在、 チェルノ プイ リ 事故そ の も の を振 り 返 り 、 「石棺」 を覆 う 新たな石
棺を建設 し よ う と し て い る 現状を鑑み る と 、 世界中の如何な る 固であ っ て も 、 こ の規模の問題を独力
で解決する こ と は不可能であ る と 云 え よ う 。
ソ連崩壊後、 ワ ク ラ イ ナに対する 国際援助 と 協力 は、 以下の主要 目 的 に集中 して、 徐々 に増加 して
い る （1992 年以降） ：
一 石棺転化実施計画 （SIP) ; 
ー チェルノ プイ リ 原発の安全な廃炉及び 「石棺」 の環境的に安全な システ ムへの転化の為に必要
なイ ン フ ラ を構築する 為の技術支援 ；
ー チェルノ プイ リ 原発立入禁止区域に於け る研究事業及び被曝 した人々 の健康状態調査事業 ；
一 人道支援事業
a) 医療機器、 薬品、 衣服及び食糧の ウ ク ラ イ ナへの供給 ；
b） 被曝者 （主に子供） の圏外での り ハ ピ リ テーシ ョ ン ；
c） 地方政府設立への支援及び住民自 立運動の促進 （国連計画） [42］。
事故直後の数年間 に、 国際社会の 関心を集めたのは、 技術的側面 と 放射能汚染で あ っ た。 し か し、
チェルノ プイ リ 核災害の人道的側面は、 そ の規模の大き さ が事故後に明 ら か に な る につれ、 見過ごす
こ と はでき な く な っ た。
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幾つかの評価 に よ れば、 こ の事故の結果、 2293 の集落で暮 らす約 260 万人の人々 が被災 し た ［43］。
こ れ ら の共同体は、 直接被曝 と 汚染地域内の経済活動の制限の 両面か ら 被害を受 けた。 加 えて 、 政府
補助金はイ ン フ レの進行に よ り 次第に価値が下落 した為、 人々 は対策に対 して冷めた 目 で疑い を抱 く
よ う に な っ た。 補助金の減少は、 入手可能な薬品 と 医療機器の不足、 子供及び青少年に対す る 教育 レ
ベルの低下、 並びに集落に於ける 工学技術イ ンフ ラ の不十分な補修な ど を 招 き 、 人々 の生活に深刻な
負 の影響を与えている。
90 年代初頭以降、 ウ ク ラ イ ナの非政府系組織 （NGO） と 外国の様々 な団体に属する 個人と の問での
接触や交流は、 非常に容易 に な っ た。 そのおかげで、 ワ ク ラ イ ナ ・ ベラルーシ ・ ロ シア の被曝住民を
支援 し連帯する 市民運動の発展 に と っ て 、 好ま しい状況が生まれた。 1992 年以後、 例 え ば ドイ ツ では
1000 以上の団体が、被災地域の住民及び避難者に慈善活動を通じた支援を行っ た ［44］。 キ ュ ーパ政府は、
移住 した町村の子供達の治療 と リ ハ ピ リ テー シ ョ ンに関 して、 非常に貴重な援助を提供 し た ［45］。
過去 20 年以上にE り 、 多 く の NGO が、 チェルノ プイ リ 事故の影響を克服する の を助 け る為に、 幅
広い支援を行っ て き た。 それら の支援は、 新 しい住居の提供や子供達の リ ハ ビ リ テー シ ョ ンから、 医療・
健康施設への薬品及び技術援助の提供、 そ して大規模な社会的 ・ 環境的事業にま で至る ［46］。 統合 さ れ
たチェルノ プイ リ 欧州 NGO ネ ッ ト ワ ー ク の設立は、 チェルノ プイ リ 事故 25 周年の節 目 を迎 え る に あ
た り 、 ヨ ー ロ ッパの慈善運動が前進す る為 の重要な一歩であ る。 ドイ ツでは、 2011 年 1 月 に 「チェル
ノ プイ リ か ら 25 年 一 記憶 と 連帯の ヨ ー ロ ッパ文化j と 題 さ れた本の出版が予定 さ れて い る 。 同書の
主要な 目 的は、 ヨ ー ロ ッパ慈善運動の関わ り の包括的な歴史を示すこ と であ る ［47］。
90 年代に ウ ク ラ イ ナに供与 さ れた、2 国聞及び多国間の、 政府及び非政府系組織に よ る 、 当初の支援は、
事故直後の影響に対処する短期的 目 標に重点を置いていた。 後に 圃際社会は、 よ り 長期的 な発展計画
へ重点を移す必要性を理解 した。
事故被曝者への人道支援提供 と い う 手法を変更す る 必要性を最初 に指摘 し た の は、 国連 開発計画
(UNDP） と 国連児童基金 （UNICEF） が 国連人道問題調整事務所及び世界保健機構 （WHO） の支援を
受けて 2002 年に発表 した報告書 「チェルノ プイ リ 核災害に よ る 人道面への影響 一 復興戦略」 ［48］ で
あ っ た。 2002 年終盤、 UNDP と ウ ク ラ イ ナ政府は、 「チェルノ プイ リ 核災害に よ り 被災 した地域の復興・
開発計画 （RDPCH） 」 を開始した ［49］。
RDPCH は、 地域住民支援に関連 した三つの項 目 の 目 標に特に力 を入れている。 それらは ：
ー 尊厳と 自 立の意識の回復 ；
一 資源及び経済的機会を探る 主体性を育む こ と ；
ー 汚染地域内居住者の健康 と 福利の保護、 である。
2003 ～ 2007 年の聞に、 UNDP/RDPCH は、 約 190 の社会向上事業に資金提供を行 っ た。 こ れ ら 事業
の総予算は約 340 万米 ドル （USD） で、 その 30%は UNDP/RDPCH に よ っ て提供 さ れた ［50］。
RDPCH 実施の為の追加資金は、 カナダ閏際開発庁及びスイ ス 開発協力庁 に よ り 提供 さ れた。 UNDP/
RDPCH の枠組の中で、 チェルニー ヒ ワ州 ・ リ ウネ州 ・ キエフ州 ・ ジ ト ー ム イ ノレ州 に在 る最 も汚染 さ れ
た 17 地区に於いて、 開発事業が完遂 さ れた。 こ れ ら の活動を通 じて、 192 の集落に 2 万人以上の住民
を含む 279 の共同体組織が設立さ れた。
RDPCH の一部は、 国連人間の安全保障基金を通じて、 日 本政府に よ る 資金提供を受けた。 その資金は、
NGO 及び医療施設に （2 万～ 7 万 5000 USD の補助金 と して） 供与 さ れた ［51]0
2002 ～ 2008 年の聞に、 RDPCH の枠組の下で、 総額 71 万 7500 USD の費用を掛けて、 16 の事業が実
施 さ れた。
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チェルノ プイ リ 事業の将来的計画及び活動内容に関する 国際社会の公的な立場は、 第 62 回国連総会
勧告 （2007 年 10 月 ） に明記されてお り 、 チェルノ プイ リ 核災害の影響を最小化する為の次の段階 と し
て 、 回復 と 開発が主軸 と な っ て い る 。 「チェルノ プイ リ 核災害の影響調査 と そ の最小化に関する 国際的
努力の最適化」 に関する報告書の 中で、 国連事務総長は、 チ ェ ノレノ プイ り 核災害に よ り 被災 した地域
に暮らす大多数の人々 に と って、 通常の生活への復帰が現実的な見通 しである と 述べてい る ［52］。
専門家の結論に よ れば、 被災地域の現在に於 け る 主要な問題は、 社会経済イ ンフ ラ の整備の遅れ と 、
地方 自 治体への資金供給不足及び地方政府の能力不足に あ る と い う 。 チェルノ プイ リ 政策は、 社会支
援制度の手法が時代遅れである為に、被災地域住民の貧困削減を重要視 しなかった。 新たな 「現実」 は、
社会福祉に対する新 しい概念 と 手法の策定を必要 と し て い る 。 こ こ での主要な課題は、 時代遅れの社
会保障制度に よ る 人道支援か ら 、 被災 した地方の社会 と 経済 を発展 させる 現実的刺激へ移行す る こ と
である。
チ ェル ノ プイ リ の 「被害者J を生み出 し た 旧 来の政策 を、 地域住民 自 ら に よ る 将来構築を促 して 自
信を植え付 け る よ う に設計 さ れた、 個人及び共同体発展の取組へ と 、 抜本的 に転換 さ せ な ければな ら
ない。
こ の 閏 標に 向 け て 固連の専門家は、 固際社会の主要な努力は、 着実な社会的 ・ 経済的発展の為の刺
激 と 、 新たな仕事の創出、 そ して チ ェル ノ プイ リ 核災害に よ り 被災 した領域を 「回復す る 」 為の投資
呼び込みに焦点を 当 て る べ き 、 と 提案 している。
こ の手法を念頭に、 欧州連合 （EU） の専門家は、 チェルノ プイ リ 州 と 立入禁止区域の開発の為の社会・
経済戦略を策定 した。 EU 国際専門家会議は、 チ ェル ノ プイ リ 州 の経済活動潜在能力評価を初めて導入
し た。 こ れ ら の地域は、 それま で社会保障を提供する と い う 観点か ら しか考慮 さ れていなかっ た か ら
で あ る 。 専門家達は、 以下の三つ の ビジネ ス ・ ア イ デア を最優先事項 と して選んだ。 即 ち 、 レ ンガ工
場 と 、 イ ヴァ ンキ ヴ地区に於 け る 菜種栽培、 そ して立入禁止区域に於け る 乾燥木材加工である ［53］。
EU 専門家の結論に よ る と 、 汚染 された乾燥森林に対 して思い切 っ た対策を講じな ければ、 チェルノ
プイ リ 地域に火災が生 じ る 現実的危険が あ る と い う 。 EU 専門家は ウ ク ラ イ ナ に対 し、 立入禁止区域
に於ける 「環境的に汚染 さ れていなし、」 樹木の焼却を含む、 実施費用 250 万ユー ロ の事業を提案 した。
専門家達は、 こ の事業の リ ス ク と 便益を見積 も っ た。 投資の呼び込みは、 地方行政当局の責任で行 う 。
しか し、 汚染 さ れて い る 土地で事業を立ち上げる には、 ワ ク ラ イ ナ 内閣 と 多数の規制 当 局 か ら の特別
許可が必要であ り 、 こ の過程が投資家達を帰路させている。
新たな固連戦略実施の一環 と して、 ま た 閏際社会に対する 実際的貢献 と して、 2009 年に ロ シア ・ ウ
ク ラ イ ナ ・ ベラノレーシに於いて 、 一連のセ ミ ナーが開催 さ れた ［54]0 こ れ ら のセ ミ ナーは、 史上初めて
国連の 四つの専門組織、 即 ち IAEA • UNDP ・ UNICEF · WHO、 に よ っ て共同開催さ れた。 セ ミ ナーの
目 的は、 チェルノ プイ リ 核災害に関する情報流通を担当する専門家に対する 高等研修 と 、 意思決定及
び大衆 に 向 けて の情報提供を担当する地方自 治体の代表者の研修であ っ た。
ワ ク ラ イ ナでは、 こ のセ ミ ナーは 2009 年 6 月 2 ～ 4 日 に、 キエフの ウ ク ラ イ ナ医科学アカ デ ミ ー放
射線医学研究セ ン タ ー に於いて、 ウ ク ラ イ ナ緊急事態並びにチェルノ プイ リ 核災害の影響か ら の住民
防護省の支援の下、 開催 さ れた。
こ のセ ミ ナーは、 チェルノ プイ リ 問題に取 り 組むチェルノ プイ リ 研究・情報国際ネ ッ ト ワ ーク （！CRIN)
（国連組織の国際分遣隊） の事業枠組の 中で行われただけでな く 、 IAEA の技術協力地方事業 「チェル
ノ プイ リ 事故によ り 被災 した領域の放射線か ら の環境修復支援」 （RER/3/004） の枠内でも行われた。
現在、 チェルノ プイ リ 核災害の現状評価に 関 して 国際社会の立場に変化はない。 そ の評価は、 事故
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20 周年を前に してチェルノ プイ リ ・ フ ォ ー ラ ム が発表 した、 UN • IAEA • WHO 共同報告書 「チェルノ
プイ リ の遺産 ： 医学的 ・ 生態学的 ・ 社会的 ・ 経済的影響」 及び 「チェルノ プイ リ ： 事故の真の規模」 、
UNDP と UNICEF の報告書 「チェルノ ブイ リ 事故の人道的影響 ： 回復戦略」 、 国際会議が作成 した文書
「チェルノ プイ リ ： 20 年を経て」 、 そ して 2016 年までの期間について国連が採用 したチェルノ プイ リ 行
動計画 の よ う な、 多 く の文書の中で提示 さ れた ［54］。
こ れ ら の文書が 出 した主要な結論は以下の よ う に要約 さ れる ：
一 地域住民 （チ ェルノ プイ リ 原発立入禁止 区域外） が受け る放射線 り ス ク の程度は、 現在ゼ ロ と
評価 される ；
一 放射線に関する風評 （即ち レ ッ テルを貼る こ と は一般に正当化さ れない。 例 え ば ウ ク ラ イ ナで
は全て の 士壌 と 全て の農産物が放射線に汚染 さ れて い る 、 な ど） を原因 と して、 経済及び商業
面での制限が存在する。 その為に、 投資及びイ ン フ ラ の構築がな さ れない ；
一 社会の幅広い領域で恩恵が提供 さ れる こ と に慣れて し ま い、 被災 した地方の住民の聞に 「依存
症候群」 が広が っ てお り 、 ま た放射線に対す る 強い恐怖心か ら 不活発で無力感 を抱いている。
こ れ ら の要因が 「チェルノ プイ リ 被害者症候群」 の概念の中で結びついている ；
一 国際社会が人道支援 と い う 現政策 を変える必要性が あ り 、 それを実行する こ と で被災 した住民
の消費者意識強化に貢献する ；
一 住民を対象 と した放射線か ら の環境修復は完了 している。 汚染地域の面積は減少 してお り 、 汚
染地域の分類には現行の国際基準を適用する こ と が推奨 さ れてい る ；
一 世界の科学研究者共同体は、 チェルノ プイ リ 原発周近の立入禁止 区域が象徴す る 、 他に類のな
い科学的な 「実験室J への よ り 広範なア ク セ ス と 使用 を必要 と している。
長年に及ぶ取組の結果か ら 得 ら れた知見の分析は、 チェルノ プイ リ に於け る 国際協力が所謂 「一方
通行」 ではない こ と を示 している。 ウ ク ラ イ ナが大規模な人道的 ・ 技術的支援を受けた一方で、 援助
供与国はに他に類の ない 「チェルノ プイ リ 核実験場」 へのア ク セ ス を得た。
国際的研究を推進する為、 ア メ リ カ政府 と 国際放射生態学研究所 （m.L） は ワ ク ラ イ ナの立入禁止区
域内での活動 を後援 した。 mL は必要な研究拠点を、 正に立入禁止区域に於いて有している。
こ の研究所の存在は短期間であ っ た に も拘わ らず、 数々 の国際的研究事業か ら は多 く の科学的成果
が得られている。 mL の研究者は、 ア メ リ カ ・ イ ギ リ ス ・ ドイ ツ ・ フ ラ ンス及び他の数か国の指導的研
究者 ら と 共に、 100 以上に及ぶ研究成果を発表 した。 2007 年以降 mL は、 ワ シ ン ト ン ・ サバ ンナ川有
限責任会社やサバ ンナ川 国立研究所 （後のサバ ンナ川核 ソ リ ュ ー シ ョ ンズ） な どの ア メ リ カ の研究機
関 と 共に、 長期に亘る 科学的及び理論的測定結果の蓄積か ら移行 し、 汚染地域の処理やチ ェルノ ブイ
リ 原発の廃炉を含む、 チ ェル ノ プイ リ 事故の影響最小化の試みか ら獲得 した知識や技能を集約する 作
業を行っ ている。 こ れ ら の事業の一環 と して、チェルノ ブイ リ 原発の廃炉作業及び冷却池に関する も の ・
「石棺」 を覆 う 新たな石棺建設に関する も の ・ チ ェル ノ プイ リ 立入禁止 区域の異な る生態系で発生する
放射生態学的過程に 関す る も の ・ 放射生態学的 リ ス ク への対処法に関する も の ・ 環境調査の手順に関
する も の ・ その他を含む、 情報が照合 さ れ、 整理 さ れた。
立入禁止区域内に於け る 最 も 「厄介な」 物体の一つがチェルノ ブイ リ 原発の冷却池であ る。 その安全
な処理に は国際 レベルの協力 を要する。 事故の結果、 冷却池は、 飛散 した核燃料 と 炉心の一次冷却系
か ら排 出 さ れた高濃度の放射性物質を含む水 に よ っ て 、 汚染 さ れた。 こ の冷却池処理の問題は、 IAEA
のチェルノ プイ リ 原発政策の枠組に於いて 、 各国の専門家に よ り 定期的に検討 さ れてい る。 2009 年 10
月 に実施 さ れた、 最後に残っ た難題の一つへの処理は、 冷却池及びその周辺地域に於け る 汚染の現状 ・
冷却池が環境に及ぼす影響 ・ 沈澱物の汚染特性に 関する 協議、 冷却池閉鎖期間中の生態系変化の予測、
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そ して放射線で汚染さ れた水域の回復に関する過去の知見の、 検討を要 した。
国際放射生態学研究所 （IRL） の創設は、 放射線科学及び放射線防護の領域に於 け る 人類の知識 と い
う 宝庫を さ ら に豊かな も の と し、 多 く の 国 々 の研究者間の接触を拡大 ・ 強化 し、 ウ ク ラ イ ナの科学的
潜在能力 を維持向上させる一助 と なっ た。 IRL は世界各国の研究者が、 科学技術が 引 き 起こ した環境汚
染の影響を推定す る為のツールや、 それら の影響を克服する 為の最適且つ有効な解決策 を 、 研究開発
する為の大き な機会を提供 している。
多 く の 国 々 の人々 を 引 き 付 け る 最 も魅力的な観光地の ラ ン キ ン グ （ フ ォ ープス誌に よ る も の） に よ
れば、 チェルノ プイ リ 原発の立入禁止区域は最上位に位置 してい る と い う 。 無論、 チェルノ プイ リ は
観光地ではない。 立入禁止区域を訪れ る人々 の殆 どは、 研究者 ・ ジャ ーナ リ ス ト ・ 文筆家 ・ 環境保護
運動家及び政治家で あ る。 彼等は、 チ ェ ノレ ノ プイ リ 原発事故に専門的関心 を持つ人々 で あ る 。 ワ ク ラ
イ ナは常に こ の事故 と そ の影響への 関心を喚起 し な ければな ら ないが、 海外か ら のチ ェ ル ノ プイ リ ・
ツアーは、 こ の核災害について外国の人々 に見識を深めて も ら う 一つ の方法で も あ る。 そ の よ う な訪
問は、 娯楽や休暇で あ っ て は な ら ないが、 チ ェルノ プイ リ 核災害の規模の大き さ と そ の影響の克服を
大衆に認知 して も ら う 一つの形であ る はずだ。
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7. 5 チ ェ ル ノ ブイ リ 核災害の影響を克服す る 為の学術的支援策
チ ェル ノ プイ リ 事故に関連する 作業の全分野に於いて、 学術的支援は、 チェルノ プイ リ 核災害が も
た ら した影響を克服する 為の主要な手段のーっ と 認識 さ れている。
（チェル ノ プイ リ 原発に於いて） 科学技術が 引 き 起 こ した世界最大の災厄が発生 した時点では、 ウ ク
ラ イ ナには放射線医学、 放射線生物学、 放射線科学及び農業放射掠科学を専門 と す る 学術機関はなか
っ た。 事故の規模を考慮 して、 こ の核災害に よ っ て 引 き 起 こ さ れた 問題の解決 に 当 た る為に、 キエフ
に多 く の専門研究機関を設立する こ と が決定さ れた。 学術的支援を行 う 基盤整備が直ち にな さ れた こ
と に よ り 、 チェルノ プイ り 事故に よ っ て生 じ た広範囲にEる 科学的問題の調査 と 解決が可能 と な っ た。
7. 5. 1 核災害 に よ る健康影響の最小化
事故後最初の 10 年間に行われた基礎的調査結果の分析 と 要約か ら 、 チ ェル ノ プイ リ 核災害が健康に
及ぼした影響は予測 と 大 き く 異な る こ と が判 明 した。 確率的影響は、 広範囲にEる非腫蕩性の身体的
疾患及び精神身体的疾患 と い う 形態で、 全て の カ テ ゴ り ーの被曝者の健康状態の悪化に大き く 寄与 し
た。 殆 どの場合、 身体的障害及び死亡が引 き 起 こ さ れた。
異な る カ テ ゴ リ ーの被曝者を 15 年間観察 した結果、 ウ ク ラ イ ナの科学者た ち は 2001 年、 WHO、 原
子放射線の影響に関する 国連科学委員会 （UNSCEAR） 、 IAEA及び他の組織の専門家 ら と 共に、 今後数
年間に於ける健康影響の最小化に関する 予測及び勧告を策定 した。 そ こ では、 次の 10 年間で （2010 年
ま で に） 、 多 く の形態の疾患 と 恐 ら く は被曝 した住民の 自 然老化を含む癌に関 して、 疾病数が増加する
傾向が示唆さ れた。
『チェルノ プイ リ 核災害の影響を克服する為の 2006 ～ 2010 年度国家計画』 の 目 的は、 チェルノ プイ
リ 核災害に よ り 被災 した人々 及びその子孫の健康維持、 放射線防護障壁の強化 と 維持、 放射能汚染地
域内の住民に対す る 放射線防護、 立入禁止 区域か ら の放射性核物質拡散に対す る最大限の抑制、 チ ェ
ルノ プイ リ 核災害の被曝者に対する社会保障の向上、 そ して領土 と 集落の環境修復であ っ た。
分析に よ り 、 1986 年に執られた子供遣の被曝を減少 さ せ る 措置を含む、 チェルノ プイ リ 事故に よ る
健康影響を最小化する 為に適用 さ れた 医学的対策、 及び被曝 した子供達の リ ハ ピ リ テー シ ョ ン計画に
は、 効果が あ っ た こ と が示 さ れた。 超音波診断に よ る 臨床的調査 ・ 外科手術 ・ 転移癌に対する 放射線
ヨ ウ 素療法を含む、 甲状腺癌の早期診断及び治療に関する対策 の体系は、 奏効す る よ う に な っ た。 国
連チェルノ プイ リ ・ フ ォ ー ラ ム （2006 年） は、 被災 した国々 に於け る 甲状腺癌 に よ る死亡率は 1 %未
満であ る と 述べた。
チェルノ プイ リ ・ フ ォ ー ラ ム は、 医療シス テ ム が優先すべき 課題に 関 して、 勧告を発表 した。 それ
ら は以下の通 り であ る ：
一 小児期に被曝 した人々 に対するモニタ リ ングの継続 ；
一 健康保護対策の仕組を策定する際は、 癌及び被曝の リ ス ク を勘案 した予測評価を行わな ければ
な ら ない ；
一 被曝者の疾病 リ ス ク と 変異因子に関する定量的評価が可能に な る ので、 分析的調査の実施が推
奨 さ れる。 健康管理分野で少ない財源を効果的に分配する為には、 環境調査を継続 して、 多 く
の疾患を招 く り ス ク の地理的時間的変化を記録する こ と が重要であ る ；
一 癌登録は、 高品質のデータ を扱 う 医療活動に於いて、 重要な要素である。
チェルノ プイ リ ・ フ ォ ー ラ ム は、 成年期に被曝 した後 に 甲 状腺癌 に な る と い う 、 放射線 リ ス ク が増
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加する 可能性を除外す る こ と は不可能で あ る と 明記 した。 そ して、 適切に計画 ・ 分析 さ れ る研究の実
施を勧告 して き た。 同 じ勧告が、 胎児期に被曝 した子供達に関する調査実施に対 して も 、 行われている。
白 血病 と 放射線 リ ス ク の値の経時変化に関する、 大規模で徹底的な分析的研究の継続が勧告 さ れた。
他の形態の癌については、 「調査実施時に於いては、 甲状腺癌を除く 癌の発生頻度が増加 した と い う 証
拠はな い も の の、 そ の リ ス ク が上昇する 可能性は、 特に事故処理作業従事者について無視でき ない」
と 結論付け ら れた。 も し リ ス ク が上昇する のであれば、 事故後 10 年または数十年の内に記録 さ れ る で
あ ろ う 。
チェルノ プイ リ ・ フ ォ ー ラ ム は、 事故処理作業従事者の心臓血管疾愚誘発に関する、 電離放射線の
役割を検証する為の調査の実施 も勧告 した。
UNSCEAR は、 2008 年 に 「 チ ェ ル ノ プイ リ 事故 に よ る 電離放射線作用 が人間 の 健康 に及 ぼす影
響」 の草案を完成 させた。 2011 年に発行 さ れた同文書では、 2006 年以前の出版物が分析 さ れて い る 。
UNSCEAR に よ る こ の文書の大き な限界は、 放射線 と の関連が既に確証さ れた影響に関 してのみ、 分析
が実施 さ れた こ と であ る 。 過去の文書 （別添J、 2000 年） と 比較する と 、 事故処理作業従事者に於ける
白 血病及び 白 内障が、 甲状腺癌に加 え て確立 した影響 と して付加 さ れた。 事故処理作業従事者に於け
る 乳癌を含む癌及び心臓血管疾患の調査の必要性が、 科学的に裏付け られた。
チェルノ プイ リ 事故か ら お 年が経過 した。 チェルノ プイ リ 核災害が 引 き 起 こ した問題は消 え去っ て
はお らず、 激 しい痛み も 薄れてはいない。 しか し、 科学的分析は、 羅患率の傾向が変化 し て い る こ と
を示 している。 こ の こ と に よ り 、 健康影響の最小化に関する対策の策定は、 調整を迫 られている。
近年に於 け る 主要な課題は、 ウ ク ラ イ ナの一般住民 と 比較 した際に、 事故処理作業従事者の死亡率
が増加す る で あ ろ う と い う こ と であ る 。 主な死因は、 癌及び心臓血管合併症であ っ た。 環境調査に よ
っ て 、 成年の事故処理作業従事者 と 避難者に於いて 甲状腺癌が増加す る と い う 、 従来か ら の仮説が立
証 さ れつつある。 1986 ～ 1987 年に女性の事故処理作業従事者に於ける乳癌の発症率は、 予測 さ れた レ
ベルを越えてその 1.5 倍 と な っ た。 白 血病に関する放射線 リ ス ク は、 原子爆弾に よ る被曝者に対 して確
証 さ れた も の と 同程度までに、 上昇 し た こ と が確認 さ れて い る 。 こ れ ら の結果は、 国連国際癌研究機
闘がロ シア人事故処理作業従事者達に実施 した調査の後に確認 さ れた。
同時に、 事故処理作業従事者に於 け る 放射線由 来の 白 血病症例数の減少傾向が現れた。 こ れは予測
さ れて いた こ と であ り 、 放射線 リ ス ク の時間経過に よ る傾向変化 と 、 心臓血管疾患及び他の形態の癌
に よ る 高い死亡率に よ る も の と 説明でき る。
チ ェル ノ プイ リ 核災害に よ る 健康影響の研究 に よ り 、 最 も 有害な影響のーっ と して、 ほ ぽ全ての疾
患 に 関 して小児の擢患率が増加 して い る こ と が示 さ れた。 中 で も 、 免疫系 の深刻な機能障害 と 消化管
の異常が特筆 さ れ る 。 ま た最近の研究は、 子供 一 被曝 した両親 （事故処理作業従事者及び避難者）
の子孫 ー に問題が発生する 可能性を示 している。
それよ り 緊急性は低いが、 近年の 医学的放射線防護に関す る 課題 と して、 汚染領域に暮 らす住民の
全般的健康状態の問題が あ る。 こ の こ と は、 放射性崩壊 と 放射性核種の移動 と い う 自 然過程、 並びに
汚染領域から の移住政策 に よ っ て、 初期被曝形成期 に電離放射線に被曝 しなかっ た若年住民の聞での
年間被曝線量が減少 してい る こ と と 関連 して い る 。 こ れ ら の過程 と 政策 は、 人 口 統計調査の数値に明
確に反映 さ れて い る 。 同時に、 異常に高 レベルの放射性核種が存在す る 、 汚染領域内 に留ま り 続け る
住民の場合は、 放射親防護の問題が依然 と して深刻である。
チ ェル ノ プイ リ 核災害に よ る 医学的影響の変遷 と 予測 に よ り 、 放射線の影響に曝さ れた人々 に対す
る 医療支援の効率を 向 上 さ せ る こ と は、 支援の実質を維持す る ばか り でな く 、 今後数年間の最優先課
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題 と な る こ と も 示 さ れた。 現在の擢息率の構成に よれば、 全て の カ テ ゴ リ ーの被曝者に対 して 、 追加
的 ま たは専門的な措置が必要である。 汚染領域住民の為の医療 シ ス テ ム は、 全ての 関係機関が均質な
医療支援を提供する と い う 原則 に よ り 、 今猶効果を上げている。
被曝者の健康維持 を 目 的 と した政府計画 と 対策体系の策定には、 科学的 ・ 社会的調査が実施 さ れ、
ウ ク ラ イ ナ国家登録簿 （SRU） 及びウ ク ラ イ ナ全国癌愚者登録簿が適切に機能する こ と が、 基盤 と し
て必要な こ と であ る 。 SRU は、 老朽化 した設備 と ソ フ ト ウ ェ ア、 地方に於 け る デー タ 入力 の質が低い
こ と な どか ら 、 現代的な要求水準を満た していない。 例 え ば、 SRU には被曝者の僅か 38% しか登録 さ
れてない し、 個人線量を過去に遡っ て推計 したデー タ を追加する こ と が技術的 に不可能であ る。 現存
する 三つの登録デー タ 体系 ー チェルノ プイ リ 核災害で被曝 した人々 の SRU、 年度毎の臨床検査に関す
る公的統計、 及び専門別の副登録簿 ー の聞で、 データ の調整 と 交換を行 う こ と が求 め ら れている。 全
被曝者が SRU に登録 さ れな ければな ら ない。
チェルノ プイ リ 事故 25 年後の健康影響に関する分析は、 それら が一般的に、 原子爆弾 に よ る被曝者
が蒙った影響 と 一致する こ と を示 して い る 。 後者に於いて確認 された放射線影響の傾向 を考慮する と 、
今後数年間に以下の こ と が起こ る と 予想 さ れる ：
一 事故処理作業従事者の聞での、 下記を含む、 癌発症率の上昇 ；
一 甲状腺癌及び尿路系癌発症率の高止ま り 、 乳癌及び肺癌の発症率上昇
一 放射線誘因性白血病発症率が低下する 一方で多発性骨髄腫及び骨髄異形成症候群発症率
が上昇
一 事故処理作業従事者の聞での、 非腫蕩性疾患 一 当初は心臓血管疾患 ー への擢患率及びそれ
ら に よ る 死亡率の上昇 ；
一 放射線性 白 内障発症率の高止 ま り ・
一 胎児発育期、 小児期及び成年期 （避難者） に放射性 ヨ ワ素に よ る 被曝を受けた住民の 聞での、
非腫蕩性疾患及び幾つかの形態の癌の発症率の上昇 ；
一 事故処理作業従事者の両親か ら生ま れた子供及び小児期 にプ リ ヒ。 ャ チ と 30 km 圏内か ら避難 し
た人々 の聞での、 先天性及び遺伝性疾患の発症率の上昇、 並びに他の疾病類型への擢患可能性
の上昇。
事故後 20 ～ 30 年 目 の 聞 に 、 最優先で観察を続けな ければな ら ない集団は、 依然 と して、 急性放射
線症に苦 しむ人々 ・250 mSv を超え る放射線を浴びた事故処理作業従事者達・30 km 圏 内 か ら の避難者達・
甲状腺の被曝線量が高い人々 ・ 汚染地域内 に住む妊婦及び子供 ・ 高線量を被曝 した両親 か ら生まれた
人々であ り 続けている。
廃炉 と 石棺の放射線の危険がないシステ ムへの転化を遂行する期間に於いて、 国営専門企業 （SSE)
チェルノ ブイ リ 原子力発電所及び石棺で働 く 、 職員の健康 と 労働能力 を維持す る こ と を 目 的 と する 対
策の策定は、 現代の放射線安全性及び放射線医学の分野で、 今最 も 注 目 さ れ る 問題である。 それはまた、
過去の教訓や失敗で得た結論か ら 学ぶ能力 を含め、 医療に於 け る 放射線防護体制が試さ れる機会で も
あ る 。 分析結果は、 効果的な健康保護は、 厳格な基準に基づいた医療専門家を選択 し、 現在被曝線量
を不断に制御 し、 且つ被曝区域で働 く 従業員に行動規範を守る文化を醸成 した場合にのみ、 達成可能
で あ る こ と を示 して い る 。 こ れ ら の既知 の規準を適切に適用する こ と に よ り 、 放射線に よ る健康影響
リ ス ク を受 け入れ可能な レベルへ と 低下 さ せ る こ と ができ る。
将来、 チェルノ プイ リ 核災害の影響を最小化 し て い く 上で、 以下の事柄は、 最重要課題 と して考慮
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さ れな ければな ら ない ：
一 核災害の影響を最小化する作業実施の為の政府支援の必要性、 及び 2012 ～ 2016 年度政府計画
の承認 ；
遠隔転移癌及び放射線被曝に よ る非腫痕性疾患の効果的診断の導入 と 、 それら の治療 ；
被曝者の臨床検査 と 、 その個人データ の時宜にかな っ た SRU への転送 ；
優先観察群に対す る 、 チェルノ プイ リ 核災害の 医学的影響調査に関する 科学分析的 ・ 環境的 ・
疫学的 ・ 基礎的研究を、 遠い将来 も継続する こ と ；
被曝 した住民の医学的 リ ハ ビ リ テー シ ョ ン、 癌発症の早期診断を 目 的 と する 予防対策の策定 ；
人々 の意識向上に関する 国家及び国際計画の継続、 並びに WHO の 「ICR町」 計画への参加継
続 ；
一 異常に高 レベルの放射性核核種の混合体の蓄積が住民の 聞 に観察さ れた汚染地域に於いて、 測
定線量証明書の発行を継続する こ と ；
一 地域の医療機関に対 して、 償却済機器に代えて、 最新の線量測定機器を提供する こ と ；
一 被曝者に定期的に医療を提供す る 、 専門病院の医療的 ・ 衛生的基礎能力の向上。
固家及び固際 レベルに於いては、 長期的 目 標 を考慮 し なが ら 、 科学研究計画を策定 ・ 拡大する こ と
が必要であ る 。 チェルノ プイ リ 事故に よ り 被曝 した住民に対する健康管理 と 社会保障を行 う 制度 を継
続 して 向 上 さ せて い く 上で、 優先集団の 医学的観察に重点を置 く こ と は妥 当 で あ る 。 核災害の影響排
除を 目 的 と す る 対策及び石棺を放射線医学上安全なシステム に転化す る 作業に、 均衡の取れた科学に
基づ く 手法を以て臨むこ と に よ り 、 そ れ ら の対策 と 作業の適正性 と 高い効率を保障でき る。
7. 5. 2 放射能調査、 住民の放射線防護及び放射能汚染領域の環境健全性の向上
1986 年に設立 さ れた ウ ク ラ イ ナ農業放射線研究所 何IAR） は、 農業放射線科学、 放射能調査及びウ
ク ラ イ ナの汚染領域の環境修復の分野に於 け る 主要な調整機関であ り 、 被災領域に於け る農業に関す
る 問題に取 り 組んでい る。
事故直後の数年間 に亘 り 、 汚染領域内及び異なる農業地域に於け る 放射能汚染状況を評価する為に、
数万に及ぶ士壌 ・ 植生 ・ 畜産物試料の採取 と 分析、 並びに得 ら れた結果の要約 と い う 膨大な量の実地
作業が行われた。 調査の過程で、 ウ ク ラ イ ナの汚染地帯内に、 穀物 中のス ト ロ ンチ ウ ム 90 含有量が許
容 レベルを上回 る 、 極 めて危険な農場が在る こ と が分かつ た。 そ して、 全て の農業分野に於いて対策
が検討さ れ実施 さ れた。 また、 汚染 された土地を再耕作する為の、 特殊な技術及び政策が策定さ れた。
こ の時期に以下の事柄が策定 さ れた ：
ー ウ ク ラ イ ナ全土に於いて直ち に農地検査を実施す る こ と を可能にする為の農地汚染 レベル評価




一 耕作地除染方法及び集団農場 と 個人農場で異なる対策 を適用する技術事業。
こ れ ら の科学的施策 を全て実施 した こ と に よ り 、 ウ ク ラ イ ナ農業に於 け る 放射能汚染状況が安定化
した。 ま た、 放射a性核種の濃度が許容 レベノレを上回 ら ない農産物 を、 公共部門 に於いて実際に生産す
る こ と が可能になった。
チ ェル ノ プイ リ 核災害の影響を最小化す る長期的 な取組に際 しての、 優先順位 を決定す る こ と を 目
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的 と して、『チェルノ プイ リ 核災害の影響を克服する為の 2006 ～ 2010年度国家計画に関する』 法律 （ ウ
ク ラ イ ナ ； 2006 年 3 月 14 日 ， No.3522・IV） が、 2006 年に採択 さ れた。
チ ェル ノ プイ リ 核災害の影響の最小化に関する政府政策の、 要 と な る 目 標の一つは、 包括的 な住民
防護 と 汚染領域内の安全な生活条件の創設 を 目 指 した一連の施策の実施で あ る 。 こ れ ら の活動計画の
基礎は、 放射線環境下での生活条件の客観的評価 と 当該汚染領域の放射線か ら の環境修復 に 関す る 各
種政策の策定である。
住民に対する 放射線防護及び放射能汚染を蒙っ た領域の環境健全性向上に関する調査は、 チ ェルノ
プイ リ 核災害に よ っ て汚染 さ れた領域、 そ れ ら の領域及び住民の集約的移住先の所在地に於け る社会
的経済的発展、 『チェルノ プイ リ 核災害に よ り 放射能汚染を被っ た領土の法的地位に関す る 』 法律 （ ウ
ク ラ イ ナ SSR) 2 条に従って強制 （義務的） 移住区域に分類 さ れる危険な集落、 並びに放射線の状況に
よ っ ては強制移住区域の指定が解かれる 可能性の あ る 場所に在る危険な集落を、 対象に行われた。
強制移住区域 と 呼ばれる汚染領域内の集落に於け る 放射線状況に関 して、 包括的な放射線 ・ 衛生分
析が行われた。 こ れ に よ り 、 2008 年 1 月 1 日 時点の放射線状況が記述 さ れ、 放射能汚染指標 に従って
強制移住 区域の指定を解かれ る 可能性のあ る集落が特定 さ れ、 危険な農地が特定 さ れ る と 共に、 それ
ら の集落を最適化する 為に適用 される既存の対策 と 手順の効果が評価 さ れた。
こ の際に、 立入禁止 区域に於ける 最新の放射線及び環境の状況、 チェルノ プイ リ 原発廃炉 と 石棺の
環境的に安全な システ ムへの転化に関する見込、 そ して こ の領域に於いて短期 ・ 中期 ・ 長期 に適用 さ
れる提案の策定に 関 して 、 分析が実施 さ れた。
チ ェル ノ プイ リ 核災害に よ る影響を除去する為の更な る 戦略に関する課題 を検討す る に あた り 、 入
手可能な情報の総括 ； 計画策定に用 い ら れた手法の審査 ； 対策実施の優先順位の確立 ； 放射線防護戦
略を評価する こ と を 目 的 と した、 そ れ ら 対策 の効果の評価 ； 及び事故直後の数年間 に被災 した領土に
於いて施行 さ れた防護対策の効果の査定 ・ が実施 さ れた。 最 も危険な集落が特定 さ れ、 必要な資金額
が算定 さ れた。 放射能汚染対策 の効果を評価す る為に策定さ れた基準に基づいて、 放射性核種が人体
へ侵入す る 過程 と そ の程度を評価する こ と に関連 した措置が、 継続 さ れた。 得 ら れた資料は、 チェノレ
ノ プイ リ 核災害の影響を克服する為に策定された、 2010 ～ 2014 年度国家許画の 目 標及び対策原案の基
礎 と な っ た。
日AR の科学者達は、 事故後の期間に、 放射能物質で汚染 さ れた領域に於 け る 農産物生産体制 に焦
点 を 当 て た育点以上の方法 ・ 勧告 ・ 提案を含む、 千点以上の研究論文を発表 した。 そ れ ら の研究論文
は、 ウ ク ラ イ ナ農業政策省内の諸部局及び該当する地方 ・ 地区 ・ 農場内の放射線業務部門 の従業員達
を、 指導 している。 ウ ク ラ イ ナの汚染地域内 に於け る 2010 年ま での農業生産に関する基本方針、 及び
汚染領域の環境修復計画が策定 さ れた。 最 も危険な集落に於いて、 ウ ク ラ イ ナの衛生基準を満たす農
産物生産を担保する 為の技術事業が策定さ れた。 こ の重要な科学的 ・ 産業的課題の解決 に 当 た る 為に、
UIAR は、 高度な知見 を有する専門家を、 多 く の国内組織 （国家通信規制委員会 （NCCR） 、 国家核規制
委員会 （SNRCU） 、 国家安全保障委員会、 緊急事態省、 農業政策省等） 及び圃際的組織 （IAEA、 欧州
安全保障協力機構 （OSCE） 、 北大西洋条約機構 （NATO） 等） か ら招聴 した。
2007 ～ 2008 年に、 『チェルノ プイ リ 事故に よ る 放射能汚染領域に於け る 2007 ～ 2010 年度の農産物
生産に関する勧告』 の改訂版及び 『放射能汚染領域に於け る 森林管理に関す る勧告』 が 、 策 定 さ れ発
表 さ れた。
チェルノ ブイ リ 核災害に よ り 被災 した領域に住む被曝者の安全を担保す る こ と に 関連 した、 最 も 急
を要する 問題に対応する 為に、 公開情報が更新 さ れた。 若者や就学者 に よ る認識の視点か ら情報内容
の分析が行われ、 その後、 内容に応 じた教化ポス タ ーが発行 さ れた。 こ の作業の結果、 人体への放射
性核核種の侵入及びそ の侵入可能性を減少 させる方法に関す る 、 新た な教化ポス タ ーが作成 さ れた。
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7. 5. 3 文化遺産の保全
伝統的な民俗文化の独特で古風な特徴を数多 く 今に伝 え る 、 ウ ク ラ イ ナの ポ り ー シ ャ 地帯は、 あ る
科学的仮説に よれば、 ス ラ ヴ人の祖先達の発祥の地のーっ と さ れる。
チ ェル ノ プイ リ 核災害に伴 う 、 立入禁止 区域及び強制移住区域 と い う 領域設定に よ り 、 こ の地が民
族文化圏全体 と して永遠に存在する こ と は出来な く な っ て し ま っ た。 ポ り ーシャ 地帯住民の物質的 ・
精神的文化の遺跡は、 永久に失われ る か も しれない と い う 差 し迫っ た危機に瀕 している。 社会的 ・ 文
化的伝統空間を破壊する過程は、 危険が増大 した地域 と い う 法的地位に未だに留め置かれてい る 、 自
主的移住権利保障区域 （人 口約 65 万人の 835 町村） に於いて観察 さ れている。
こ の よ う に、 ウ ク ラ イ ナの科学 と 社会は、 汚染 さ れた地方の全民族遺産群を後世の人々の為に救済 ・
保全する と い う 、 緊急の課題に直面 している。
従 っ て 、 チ ェルノ プイ リ 核災害の破壊的影響か ら文化遺産を保全す る 為には、 消滅の危機に瀕 して
い る 民族文化遺跡群 を包括的で統合 さ れた系統的な方法に よ っ て補修する こ と が、 最適な の で あ る 。
そ の よ う な補修の 目 的は、 歴史学の更な る発展 と 被災住民の社会及び文化的復興の促進の為の包括的
情報源 と して、 複数の州 に跨る研究基金 7 を創設する こ と に あ る 。
ワ ク ラ イ ナ ・ チ ェル ノ プイ リ 省歴史文化調査隊は、 『チ ェルノ プイ リ 核災害の影響か ら ウ ク ラ イ ナ市
民を保護す る為の緊急措置に関する』 ウ ク ラ イ ナ SSR 最高会議令 (1990 年） に従っ て設立 さ れ、 1992
年に、 （チェルノ プイ リ 核災害の影響最小化に関する 国家許画の別項に含まれていた） 包括的展望要綱
の策定を行っ た。 こ の調査隊はま た、 同計画を遂行する為に、 関連する ワ ク ラ イ ナの学術機関 ・ 大学 ・
博物館 ・ 公共機関を基盤 と して臨時に結成 さ れた、 多く の創作集団 を結集させた。
2007 年 10 月 16 日 に、 緊急事態省の政策 に従っ て 、 歴史文化調査隊を基礎に して、 科学技術が 引 き
起 こ した災厄 か ら 文化遺産 を保護す る為の国家科学セ ン タ ーが創設 さ れた。 こ のセ ン タ ーは、 政府か
ら資金提供を受けた。
科学技術が 引 き 起 こ した災厄 か ら 文化遺産を保護する為の困家科学セ ン タ ー （以下、 国家科学セ ン
タ ー と 呼ぶ） の学術的活動は、 チェルノ ブイ リ 核災害の影響を克服す る為の 2006 ～ 2010 年度国家計
画に規定されている、 任務の実施に重点を置いている。
こ の期 間 中 に、 7 回の歴史学的 ・ 民族誌学的探検調査 と 3 困の考古学的探検調査が行われ、 以下のこ
と が実施 さ れた ：
ー 被災 した ウ ク ラ イ ナの ポ リ ーシャ地帯に存在する 下記の物質的 ・ 精神的文化遺跡の特定 と 観察
に焦点 を き当 てた、 被災集落の調査 ；
ー 中世チェルノ プイ リ 市街区域（総面積 80 平方メ ｝ ト ル） 内での考古学的発掘。 こ こ では 11 世紀、
12 世紀、 17 世紀及び 18 世紀の文化層が発見 さ れている ；
ー ヴェ リ キ ＝ デ ヴ リ ィ ン村 （ルーへン地区） 付近に存在する遺跡群の考古学調査の継続。 発掘の
結果、 これま で に 623 の遺物が発見 さ れ、 新たな考古学遺跡 ー 「 ヴェ リ キ＝デヴリ ィ ン －2」 と
名付け られた 9 ～ 10 世紀の古い村 ー も発見 さ れた。
博物館 と 古文書保存館の為に集め ら れた基金を文化振興に利用す る 計画の枠組に於いて、 以下の取
組が実施 さ れた ：
ー チ ェ ル ノ プイ リ 核災害 22 周年に際して、 2008 年 4 月 21 日 か ら 5 月 10 日 ま で、 歴史学 と 民族
誌学の展示 「父祖の士地に関する記憶」 を ワ ク ラ イ ナ国立文学博物館で開催 ；
7 ポ リ ーシャ地帯は複数の州 に跨っ て存在する。
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ー チェルノ プイ リ での常設展示博覧会 「父祖の土地に関する記憶」 及びキエ フ ＝ モヘ リ ャ ンス カ ・
アカデ ミ 一国立大学に於け る 考古学展覧会 「中世のチェルノ プイ リ 集落」 （2008 年 4 月 25 日 ～
5 月 25 日 ） の 内容更新 ；
一 展示 「 ワ ク ラ イ ナ人の習俗に於ける 子供」 （2008 年 9 月 6 日 ～ 11 月 1 日 ） の手配及び実施への参加 ；
一 歴史学 ・ 民族誌学 ・ 考古学の展示である 「ポ リ ーシャ地帯の織物」 （キエフ） ・ 「父祖の土地に関
する記憶」 （チェルノ プイ リ ） ・ 「被災 した ウ ク ラ イ ナの ポ リ ーシャ地帯の考古学調査」 （キエ フ ） 、
の開催。
国家科学セ ン タ ー に よ る研究作業結果の重要な部分は、 学術出版物 「19 世紀中葉か ら 20 世紀にかけ
て の ポ リ ー シャ右岸住民の民族衣装 （歴史民族誌図録） 」 の発行、 並びに研究原稿 「 リ ウネ州のポ リ ー
シャ住民の慣習 ・ 伝統カ レ ンダー ： 地域特性 と そ の変容 （19 世紀の始めから 20 世紀にかけて） 」 ・ 「ポ
リ ーシャ 中部の語葉形成に関する 図解事典」 ・ 「キエ フ州 の ポ リ ー シ ャ の民族音楽。 第 1 巻」 の準備である。
ま た 、 緊急事態に備えての文化遺産保全の分野では、 関連機闘が行 う 学術及び研究活動のモニタ リ ン
グが実施 さ れている。
今 日 、 科学技術が 引 き 起 こ した災厄 か ら 文化遺産を保護する為の 国家科学セ ン タ ーは、 こ の種の機
関 と しては、 主導的役割 を果たす事実上唯一の機関であ る。 同 セ ン タ ーは依然 と して、 被災 したポ リ
ー シ ャ 地帯に於 け る 博物館 ・ 古文書保存館用 の複合基金の主要な基金寄付者で あ る 。 チェルノ プイ り
核災害の影響を克服する為の国家 目 標政策の更な る 実施 に 関す る 同 セ ン タ ーの主要 目 標は、 ウ ク ラ イ
ナのポ り ー シャ地帯の被災地域に於いて、 民族文化遺産の博物館 ・ 古文書保存館を設立す る こ と であ
る。 こ れ ら の重要な公共的 目 標の実施を推 し進 め て い く 為には、 系統的な遺物救済活動同様、 博物館 ・
古文書保存館用 の基金を適切に管理し保全する必要があ る 。
設立予定の こ の博物館 ・ 古文書保存館は、 海外か ら の旅行者が訪れる 場所 と して、 交通の便の良い、
ア ク セ ス が容易な場所に建設すべき こ と を考慮 しな ければな ら ない。
7. 5. 4 放射性廃棄物処理
緊急事態省 は、 放射性廃棄物処理分野に於 け る 政府の管理主体 と して、 チェルノ プイ リ 核災害 に よ
り 産生 さ れた放射性廃棄物を含め、放射性廃棄物処理に関する政府政策の実現に向けて準備を行 う 。 『放
射性廃棄物処理に関す る 』 法律 （ ウ ク ラ イ ナ） に従い、 同省は 『放射性廃棄物処理の為の 国家 目 標環
境計画に関する』 法律 （ ウ ク ラ イ ナ） の草案を作成 した。 ウ ク ラ イ ナ最高議会は、 こ の法律を成立 さ
せた （2009 年 9 月 17 日 ， No.516-VI） 。 同計画の実施に よ り 、 以下の よ う な対策を通 じて高度な核及び
放射線安全性を達成する こ と が可能 と な る ：
一 統一 さ れた放射性廃棄物処理制度の創出 ；
一 放射性廃棄物処理及び物理的防護の為の統一 された技術政策の導入 ；
一 承認 さ れていない流通経路への放射性膳棄物の侵入に関する リ ス ク の低減。
2030 年 ま での ウ ク ラ イ ナのエネルギー戦略に定め られている 戦略的指針及び 目 標 を実施す る為に、
緊急事態省は、 ワ ク ラ イ ナに於け る 放射性廃棄物処理の為の国家戦略を策定する。 同戦略は、 ウ ク ラ
イ ナ ・ ソ ビエ ト 連邦 ・ 欧州連合の放射性廃棄物処理分野に於いて得 られた知見を勘案 した も のであ り 、
EU 法の原則 と 要件並びに IAEA や欧州原子力共同体等の国際機関の勧告に完全に対応 している。
放射性廃棄物処理管理に関する政府政策の主要 目 標 の一つは、 刊行さ れた書籍 「放射性廃棄物貯蔵
施設」 に要約 さ れ、 強調 さ れて い る 。 そ の 目 標 は、 放射性廃棄物が形成 （産生） さ れた地域に於ける
廃棄物の一時貯蔵期間 を短縮 し、 続いて長期及び ／ ま たは永久貯蔵 （廃棄） の為の中央貯蔵施設に貯
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蔵する こ と に よ っ て処理過程を促進する こ と であ る。
チェルノ プイ リ 核災害の影響を最小化す る こ と は、 一時的な活動ではない。 そ う ではな く 、 長い歴
史的期 間 を通 じて実施 さ れ る べ き 、 長期に及ぶ明確な 目 的 を持つ政府活動 と して構想 さ れて い る も の
で あ る。 そ して、 被災者の生活改善 と い う 問題に関する組織の所管 に 関 わ らず、 中央及び地方の行政
機構 ・ 地方政府 ・ 企業 ・ 機関並びに組織か ら の全面的且つ効果的な支援を必要 と す る。 実施 さ れた活
動や対策は、 チェノレノ プイ リ 核災害の被曝者の必要を満た し核災害の影響を最小化する には、 不十分
で あ っ た こ と は明 ら かであ る。 それ故、 チェルノ プイ リ 核災害の影響を克服す る為の諸法律 （ ウ ク ラ
イ ナ） の施行を最大化する 為に可能な こ と は、 全て実施 しな ければな ら ない。 そ う する こ と に よ っ て 、
チ ェ ル ノ プイ り に暮 ら す個 々 人が、 中央及び地方政府の活動や科学者 ・ 医師 ・ 共同体組織の努力 が、
彼 ／ 彼女の健康福祉に と っ て最終的に好ま しい結果が得られる よ う に注力 し て い る 、 と 感 じ ら れ る よ
う に しな く てはな ら ない。
こ の文脈の 中で、 チ ェ ル ノ プイ リ 核災害の影響を克服す る 為 の 2012 ～ 2016 年度国家計画に定め ら
れた条件の採用す る こ と は、 妥 当 に恩われる。 同計画は、 住民の為の更なる社会的 ・ 医学的 ・ 心理学
的 リ ハ ピ り テー シ ョ ン並びに放射線防護、 集落経済の再建の完遂、 放射能汚染領域の 開発、 同領域の
文化的・歴史的遺産の保全、 チェルノ プイ り 核災害の影響を克服する為の全局面での学術支援の提供に、
焦点を当てた対策を実施する こ と にな る 。
次の期間に於ける学術支援の主要 目標は ：
ー チェルノ プイ り 核災害が健康及び環境に与えた影響に 関する調査の継続 ；
ー チェルノ プイ リ 核災害に よ っ て汚染 さ れた領域内に於 け る 、 放射性生態学及び線量測定に使用
するモニタ リ ングシステムの改善 ；
一 放射能汚染領域に於け る 、 汚染のない生産活動 と 経済発展を刺激する こ と を 目 的 と す る対策 の
改善 ；
ー チェルノ プイ り 核災害の被害 を受 けた人々 の社会保障及び核災害の影響を克服す る為の対策実
施への、 科学的に妥当 な額の資金提供 ；
ー チェルノ プイ リ 核災害の影響の克服に関する 作業結果を、 他の緊急事態防止やその影響の除去、
そ して放射能事故への緊急事態対応の実践に幅広 く 応用する ；
一 上記計画の 目 標実施に重点を置いた、 チェルノ プイ リ 核災害の影響に 関する 圃際的研究の調整。
2009 ～ 2010 年に、 チェルノ プイ リ 核災害の影響の克服に 関する調査研究 （計画全体に於ける活動及
び 目 標への学術支援） に供す る 資金が、 急激に減少 した （固家計画に規定 さ れた 1000 万 UAH に対 し
273 万 9200 UAH） 。 チェノレノ プイ リ 核災害の影響の最小化 と い う 問題を解決する 為に学術的潜在能力 を
合理的に活用 で き る 可能性が大幅に減少 した こ と に よ り 、 行政意思決定や行政活動の遂行が、 充分な
科学的証明が な さ れないま ま行われる状況に至っている。
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8. 1 原子力の安全性に関す る チ ェ ルノ ブイ リ の教訓
チェルノ プイ リ 事故は、 全世界の原子力産業に対 し大き な打撃を与え、 そ の発展に多年の停滞を も
た ら し た。 国家の原子力発電の安全性に対す る 責任は、 国際社会に対す る 責任へ と 発展 して い る 。 そ
し て こ の こ と は、 核施設の設計者やそ の運転員だけでな く 、 国家規制機関や国家指導者にま で関わっ
て く る 問題であ る。
チェルノ プイ リ 事故は、 更 に も う 一つの教司｜｜ を与えた。 効果的な国際的な原子力安全体制 を保持す
る こ と の必要性であ る 。 こ の教訓｜は国際社会に よ っ て充分早 く 習得 さ れ、 そ の こ と は IAEA の活動や、
原子力の安全性に関する条約を初め と す る 、 一連の重要な国際条約の採択に よ っ て裏付け られている。
最 も 重要な教訓は、 国家及び市民が、 独立 して原子力 の安全性 を統制する 必要が あ る と い う こ と で
あ る 。 社会のみが原子力開発に関する決定を下す権利 を有する こ と は、 制定法の 中 に 明記 さ れな けれ
ばな ら な い。 しか し、 こ の よ う な責任あ る 決定を下す為に は、 市民は然 る べ き 準備を しておかなけれ
ばな ら な い。 彼等は、 原発 と は何か、 そ の潜在的危険 と は何か、 そ の危険を可能 な 限 り 最小化す る為
に何が な さ れて い る か、 について 知 っ て い な ければな ら ない。 市 民 と の組織的で継続的な接点が確保
さ れな ければな ら ない。
充分な権限を付与 さ れた、 独立 した国家規制機闘 が機能 して い る こ と は、 あ る 固家の原子力安全文
化の指標 で あ る 。 そ の よ う な機関 の欠如、 機能す る 為に必要な財政的 ・ 人的資源の不存在、 安全性に
関する重要な決定を下す際の実質的な独立性の欠如は、 当該国に於ける原子力安全文化の欠如 と 、 同
国に よ る 国際安全体制 の侵害を意味する。
これに劣 らず重要なチェルノ プイ リ 事故の教訓は、 原子力 関連の問題 を解決す る こ と がで き 、 運転
中の核施設の安全性の評価 と 管理を行 う 十分な力量を備えた、 専門訓練を積んだ有能な運転職員組織
の存在が不可欠だ と い う こ と であ る 。
更 に も う 一つの教訓 が あ る。 それは、 原発の安全性 を常時分析 し、 安全性の欠知す る 点 を発見 し、
それを除去す る こ と であ る。 原発の安全性に影響す る 要因の科学的研究、 規制枠組の恒常的な改善、
安全性確保 に 向 けた運転職員集団の特別な心理状態 を作 り 出す こ と 、 運転員の技能 と 原子炉の安全な
稼働に対する 責任感を不断に向上させる こ と も 、 それに含まれる。
1986 年 4 月 26 日 にチェノレノ ブイ り 原発で起こ っ た こ と の分析は、 それ 自 体が 目 的なのではな く 、 ま
た過去に 目 を 向 けた後 ろ 向 き の も ので あ っ て は な ら ない。 重要なのは、 今 日 と 未来の原子力 の安全性
の為の教訓 を学び、 深刻な放射生態学的影響を伴 う 事故の再発の可能性そ の も の を予防す る こ と で あ
る。 原子力の安全性確保に何 ら かの 関 わ り を持ち、 その決定が直接ま たは間接に原子力 の安全性に影
響 し得る者は全て、 「何故、 安全基準を満た さ ない核施設の稼働が可能であ っ たの か ？ 」 と 「何故、 既
に知 られてお り 、 悲惨な結果を も た らす事故を 引 き起こすこ と に な っ た欠陥が、 何年 も 除去 さ れなかっ
たのか ？ 」 を理解 しな ければな ら ない。 こ の こ と が認識 されな ければな ら ないのである。
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8. 2 チ ェ ル ノ ブイ リ の教割出 事故対応の有効性
現代の技術は、 電力の幅広い利用、 国民経済の諸分野に於け る 新 しい資材の開発 と 導入な ど、 人々
の為 に快適な生活条件を作 り 出す可能性を与 え て く れる。 しか し同時に、 それは危険な物質 と 技術の
利用 に伴 う 付加的な リ ス ク を抱 え る こ と で も あ る 。 今 日 、 電力の 80%以上が原発で生産 さ れて い る 国
も あ り 、 放射性物質は医学 ・ 製造業 ・ 交通 ・ 軍事 ・ その他の人類の活動諸分野で幅広 く 利用 されている。
正常な核施設及びアイ ソ ト ープ施設 1 の稼働条件に於いては、 それ ら に よ る被曝が人の被曝線量に 占 め
る 割合は 0.1 %以下であ る 。 しか し 1986 年のチェルノ プイ リ 原発 4 号炉の事故は、 全世界を驚樽 させた。
約 300 万人が、 余分な被曝を したのである。 こ の事故が示 したのは、 も し我々 が今後 も 原子力 の利用
を望むのであれば、 原子力事故の発生を防ぎ、 そ の影響を最小限に抑 え る 為 に あ ら ゆ る こ と を行わな
ければな ら ない、 と い う こ と であ っ た。 我々 の主要な課題は、 放射線事故 ・ 核事故に 際 し、 効果的な
事故対応体制 に よ っ て、 高線量の被曝から人を守る こ と であ る 。 チェルノ プイ リ 事故時の緊急事態対
応の経験に学ぶ こ と は、 全て の核施設その他の危険な施設に と っ て、 緊急事態管理の効率を 向 上 さ せ る 、
ま た と ない機会であ る 。
事故対応の効率は、 国家緊急事態管理体制の確立 と そ の有効な機能、 政府機関 と 事故対応部隊が執
る べき 行動 に 関す る 質の高い計画の立案、 そ して事前に策定さ れた計画に基づいて市民防護 と 事故及
びその影響の処理の為に担当者達が全て の努力 を注ぎ込め る こ と に、 100%左右 さ れる。 も し、 意思決
定の レベルが明確に規定 さ れた事故対応体制 が あ り 、 全て の起こ り 得る事故を予見 で き 、 高度な技能
を持つ専門家達が事故対応に備えてお り 、 状況に応 じた準備 と 情報を有す る公衆が居れば、 事故そ の
も の と そ の結果に よ る 人々 への影響をかな り の程度減 らす こ と がで き る だろ う 。 チェルノ プイ リ 事故
は、 事故処理作業従事者達の英雄的な努力 に も拘わ らず、 不十分な計画立案 と 行政機関 ・ 担当部隊 ・
専門家達の緊急事態対応実施に於 け る 不備が、 極めて大規模且つ長期に及ぶ影響 を も た ら した と い う 、
貴重な実例である。
8. 2. 1 計画の立案 と 執 ら れた対策への評価
ソ連時代、 チ ェ ル ノ ブイ リ 原発で事故が発生 した場合のオ ンサイ ト と オフサイ ト 双方に於 け る 緊急
事態計画が策定さ れていた。 し か し 、 実際の事故対応 に 際 して 、 そ れ ら の計画の欠陥が原因で実施に
失敗 した こ と が露呈 した。 これを受けて、 世界中で、 緊急事態計画策定過程の改善が進 め られた。
こ れ ら の計画の主要な欠陥の一つは、 あれ程大規模な事故を想定 していなかっ た こ と であ る 。 RBMK
型原子炉で炉心が完全に破壊 さ れ る よ う な事故が起 こ る と は、 誰 も 予想 していなかっ た。 こ の よ う な
重大事故が想定 さ れて いなかっ た為、 それに伴 う 影響への対策 も ま た計画 さ れていなかった。
そ の為、 原発には必要な被曝線量測定装置及び空間線量測定装置が な く 、 リ アルタ イ ム で放射線状
況を評価す る こ と が で き なかっ た。 それによ り 、 事故の規模の評価が遅れ、 必然的 に適切な防護措置
の開始も遅れた。 加えて、 あ り 得る事故の規模を過小評価 した こ と に よ り 、 4 号炉の消火活動を行っ た
消防士達や原発職員達に対 して然る べ き 防護用装備が与 え られず、 被曝に よ る 28 名 の死亡 と い う 結果
を招いた。 放射線か ら の適切な防護を行 え る 車両が現場になかっ た こ と が、 職員 と 緊急事態対応要員
の更な る被曝を も た ら した。 当 該 タ イ プの原子炉に は格納容器が な い為、 破壊 さ れた原子炉の制御を
敏速に行い、 効果的な防護措置を執る こ と ができ なかった。 「 石棺 J が建設 さ れて初めて、 汚染源の統
御を再開する こ と が可能 と な っ たのであ る。
1 核施設は核兵器の原料 と な る核物質 （ ウ ラ ン ・ プル ト ニウムなど） を扱 う ので、 核査察の対象と なる。
これに対して、 アイ ソ トープ施設は、 核兵器 と 関係のない放射性物質を扱 う施設 （医療用 レン ト ゲンな
ど）。
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8. 2. 2 実施 さ れた住民防護措置の評価
事故対応の主要な課題は、 危険要因 の影響か ら の人々 と 自 然環境の防護である。 国際放射線防護委
員会 （ICRP） は、 そ の出版物 「ICRP Publica姐on 63」 に於いて、 被曝線量 こ そ が確定的 ・ 確率的な放射
線の影響について の危険性を示す指標であ る 、 と して い る。 放射線か ら の住民防護についての決定を
下す根拠 と な る 、 闇値の判断に関する ICRP63 勧告は、 国際基本安全基準 （BSS) [18］ の作成に際 して
十分に考慮 さ れた。 ウ ク ラ イ ナでは、 国法に よ っ て介入レベルが設定 さ れてお り 、 それは BSS と は異なっ
ている ［10, 13］。
『電離放射線の影響か ら の人間の防護に関す る 』 法律 （ ウ ク ラ イ ナ） 8 条に よ れば、 「 人間 の生命 と
健康を防護す る の に必要な介入の条件は、 被曝線量の削減を通 じて行われ る 、 電離放射線の影響に よ っ
て 引 き 起 こ さ れ る 損害の軽減が、 必要な介入 と それ に よ る損失を正当化す る の に充分な も の でな けれ
ばな ら な い ん
人々 を屋内待機 さ せ る 措置は、 事故後の最初の 2 週間 に予想 さ れ る 積算実効被曝線量が 5 mSv を超
え る 可能性の あ る場合に実施 さ れる。 人々 を一時的に避難 さ せ る 措置は、 事故後の最初の 2 週 間の実
効被曝線量が 50 mSv に達し得る場合に実施 される。
安定ヨ ウ 素剤の服用 に よ る 予防処置は、 甲状腺に蓄積 さ れた放射性 ヨ ウ 素 に よ る 甲状腺の被曝線量
が、 児童については 50 mGy （実効線量で 2 mSv） を、 成人については 200 mGy （実効線量で 8 mSv) 
を超え る と 予想 さ れ る 場合、 ウ ク ラ イ ナ保健省に よ り 定め られた規定に従っ て実施 さ れる。
上記法律に よ る 介入 レベルは、 事故時に現場で用 い ら れる機器に よ る 測定が可能ではな く 、 研究室
の条件下で計算 ・ 測定 さ れ る 単位に よ っ て定め られている。 つ ま り 、 同法が定める介入 レベルは、 事
故の初期段階に於け る 防護措置の実施に関する決定を下す為の根拠 と して、 直接用 い る こ と がで き な
い。 国際的勧告 （百CDOC・955 [19］） に よ れば、 直接機器に よ っ て測定する こ と が可能な （例 え ば線
量） 数値に よ っ て示 さ れ る 、 運用上の介入レベル （OIL） を、 事故が起こ る 以前に策定 しな ければな ら
ない。 事故が発生 した場合は、 OIL を用いて、 必要な防護措置の実施に関する決定を即座に下さ な く て
はな ら ない。 例 え ば、 被曝線量が 1 mSv/h 以上であれば、 住民の避難が必要である と い う よ う に。 OIL
は、 事故対応の際の有効な手段である。 特に危険の性格が殆 ど分か つ て いないが直ち に決定を下す必
要が あ る 、 放射性物質放出の初期段階で有効であるロ BSS の勧告に基づ く 、 現場への導入用 の OIL は、
TECDOC-955 で計算 さ れていた 日9］。 そ れ ら は、 事故の性格を考慮 した様々 な仮定に基づいている。
こ れ ら の既定 OIL は、 原子炉での事故発生後の最初の数時間、 ま た は数 日 の 聞 に 用 い る べ き も の と し
て策定されている。 放出 さ れた放射性物質の組成 と 実際の環境汚染が判明 した後、 こ の OIL は見直さ
れなければな ら ない。 殆 どの場合、 既定 OIL は、 放射性同位体の構成の変化 と 放射性核種の拡散に応
じて、 計算 し直 さ な ければな ら ない。 TECDOC-955 には、 全ての種類の防護措置に対する既定 OIL 値 と 、
後 に 得 ら れ る 実際の汚染に関する情報に応 じて OIL 値を修正す る為の方法が規定 さ れてい る。 ウ ク ラ
イ ナの介入 レベルは BSS に規定 さ れた も の と は異なっている為、 現行法下では、 ウ ク ラ イ ナに於いて、
TECDOC-955 で算出 さ れた OIL 値を直接適用 で き ない。 そ の結果、 ウ ク ラ イ ナでは今 日 、 原子力事故
に際 しての緊急防護措置の実施に必須で あ る 、 OIL が存在 しない。
8. 2. 3 安定 ヨ ウ素剤の服用 に よ る 予防措置実施の準備態勢
原発やそ の他の核施設 に於 け る 事故の特性 と して 、 α 線 . fj 線 ・ γ 線を放射す る 他 の物質 と 共 に、
環境中へ放出 さ れる放射性核種の中に、 放射性 ヨ ウ素の同位体 （1311 ・ 13苛 . 13苛 . mo が含まれる こ と が
挙げ られる。 正 に こ れ ら が、 事故後の最初の 1 ヶ 月 に亘 っ て 、 放射線に よ る最大の危険を も た らすの
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で あ る 。 そ の 内 、 最 も 長 く 存在する も の は ヨ ウ 素 131 (1311） で あ り 、 半減期が約 8 日 間で あ る。 放射
性 ヨ ヴ 素の 同位体は、 消化器 ・ 呼吸器 ・ 傷や火傷を負っ た表皮 か ら 、 人体に侵入 し得る。
事故の初期段階で最 も危険なのは、 呼吸に よ る放射性 ヨ ウ 素 の 同位体の体内への吸収で あ る 。 何故
な ら 、 呼吸に よ り 吸収 さ れた放射性 ヨ ウ素は、 経 口 摂取 よ り も 早 く 血液に入 札 最初の数 日 間で、 甲
状腺に大量に蓄積 さ れ る か ら で あ る。 甲状腺への放射性 ヨ ウ 素 の 同位体の選択的且つ急速な濃縮は、
甲状腺に高度の被曝を も た ら す。 放射性 ヨ ウ 素の蓄積は、 年齢に よ っ て異 な る 。 例 え ば児童では、 甲
状腺が小 さ く 、 その機能が昂進 している為、 吸収 さ れる線量は成人の数倍に及ぶ。 新生児 と 1 歳児では、
吸収 さ れた放射能の 1 単位あた り の被曝線量は、 成人の 25 倍に達する。 呼吸の頻度が よ り 多 く 、 甲状
腺が よ り 小 さ い新生児 に と っ て 、 呼吸に よ っ て摂取 さ れた放射性 ヨ ワ素は、 特に危険である。
放射性 ヨ ウ素は、 食物に含まれ医療に用 い られる 、 天然の ヨ ウ棄 と 同 じ化学的 ・生物学的特性を持つ。
従 っ て 、 放射性 ヨ ワ 棄に よ る 甲状腺被曝か ら人々 を防護する為の、 簡便で効果的な方法が存在 し、 そ
の実施も簡単である。 必要な分量の安定 ヨ ウ素 を、 例 え ば ヨ ウ化カ リ ウ ム （阻） の錠剤 と い う 形で服
用する と 、 甲状腺が安定 ヨ ウ素に満た さ れ、 放射性 ヨ ウ素の侵入が 阻止 さ れ る 。 こ の よ う に して 、 甲
状腺の過大な被曝を防止する こ と ができ る （所謂 ヨ ウ素プロ ッ ク ま たは安定 ヨ ウ素予防服用） 。 世界保
健機構の 1999 年の勧骨に よ る 、 様々 な年齢に応 じた安定ヨ ウ素の服用量を、 表 8.1 に掲げる ［15］。
表 8.1 年齢集団別の安定ヨウ素の服用量
年齢集団 ヨ ウ素の量 （mg) 阻 の量 （mg) 100 mg 錠剤の分量
成人及び未成年 (13 歳以上） 100 130 
児童 （3 ～ 12 歳） 50 65 112 
乳幼児 （1 ヶ 月 ～ 3 歳） 25 32 1/4 
新生児 （1 ヶ 月 未満） 12.5 16 1/8 
最 も 大 き な防護効果が得 ら れ る のは、 放射性 ヨ ヴ素の吸収が始ま る 3 ～ 6 時間前に、 安定ヨ ウ 素剤
を服用 した場合であ る。
こ の方法の効果は、 安定ヨ ウ 素剤の服用 が遅れた場合で さ え も 、 かな り 保たれる。 放射性 ヨ ウ素の
吸収か ら 2 時間後では防護の程度が 80o/o、 8 時間後では 40o/o、 24 時間後では 7o/o近 く である ［16］。 し
か しな が ら 、 安定 ヨ ウ 素予防服用の実施が、 放射性物質の降下後 6 時間以上遅れた場合には、 その効
率が顕著に低下 し、 1 昼夜経過後では、 服用の妥当性が皆 目 疑わ し く な る 。
安定ヨ ウ素予防服用 は、 呼吸に よ る 吸収ばか り でな く 、 放射性核種に よ り 汚染 さ れた食物や水 ー 特
に牛乳 と 乳製品 ー 経由 の吸収の影響を緩和する為に も 、 行わな ければな ら ない。 こ れ ら の食品 と 水の
摂取に よ る リ ス ク は、 数 日 間 （最長 2 ～ 3 週間後 ま で） 残 り 続け る ので あ る か ら 、 尚更である。
効果的な安定 ヨ ウ 素予防服用 を行 う 為には、 核事故の結果被災 し得る住民に、 事前に こ の方法が周
知 さ れ、 ヨ ウ 素剤 と その推奨 さ れる使用 法が提供 さ れていなければな ら な い ［17］。 ヨ ウ 素剤は定期的
に新 しい も の に交換 し、 核施設職員や住民 ー 特に児童 ー が、 安定ヨ ウ 素予防服用 が必要だ と 告示 さ
れた時点で何処に居よ う と 、 簡単に入手で き る よ う に しな ければな ら ない。 安定 ヨ ヴ素予防服用 と そ
の作用 の杜組の要点 について、 住民に分か り 易 く 説明す る こ と が必要で あ る 。 ま た 、 そ の 内容は、 イ
ン タ ーネ ッ ト 上の然るべき ウ ェ プサイ ト ・ パ ンフ レ ッ ト ・ ポス タ ー ・ その他の、 住民が入手 しやすい
媒体を用 いて、 如何な る 時点に於いて も 参照可能 に し な く てはな ら ない。
緊急事態計画が機密であ っ た こ と と 、 チェルノ ブイ リ 事故の時には、 特に地元 と 州 レベルで、 意思
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決定システム が欠如 していた こ と が、 安定ヨ ウ素予防服用 と そ の他の防護措置の実施に遅れを も た ら
し た。 プ リ ピ ャ チで安定 ヨ ウ 素予防服用 が実際に開始 さ れたのは、 最初の放射性物質放出が起 こ っ て
か ら 、 8 ～ 10 時間経っ た後 （他の市町村では更に遅れた） であった。 ただ、最初の放出の際の風向 に よ っ
て 、 住民は甲状腺への深刻 な被曝を免れる こ と がで き た の で あ っ た。 安定ヨ ウ素予防服用 は、 最 も 簡
便で経費 も 安 く 、 し か も 効果的な住民の防護措置であ り 、 そ の時宜に適っ た実施は、 心理学的 に も 大
き な意味を持つ。 人々 は、 緊急事態が将に始ま ろ う と する 瞬間 か ら 、 守 られてい る と 感 じ る のである。
8. 2. 4 事故影響の シ ミ ュ レー シ ョ ン
放射性核種が大気 を 通 じ て環境に大量に放出 さ れ る事故に際し、 起 こ り 得る影響の評価の最初の段
階は、 放射性核種の移動 ・ 拡散 ・ 降下の評価プロ グ ラ ム を用 いた シ ミ ュ レー シ ョ ンである。
チ ェ ル ノ ブイ リ 事故の結果、 3000 km2 近 く の地域が重度 に汚染 さ れ、 住民の避難が必要 と な っ た。
しか し、 そ の こ と が 明 ら かになっ たのは、 最初の線量等値線図が作成 さ れた、 1986 年 5 月 6 日 に なっ
て か ら で あ る （外部被曝線量に よ る 区域分けには、 開放された空間での平均 y 線量が用い られた。 1986
年 5 月 10 日 に得 ら れた、 各市町村での線量に関する 広範で信頼でき る 情報を基に、 修正が行われた
[20］） 。 こ の等値線図 の作成には、 当 時の ソ連の莫大な資源、 即ち、 感度の高い γ 線分光器を搭載 した
飛行機が投入 さ れた。 こ の よ う な広範囲の作業は、 も し、 放射性核種の移動 ・ 拡散 ・ 降下のモデ リ ン
グを含んだ、 コ ン ビ ュ ー タ に よ る シ ミ ュ レー シ ョ ンが行われていれば、 ずっ と 効果的であ っ ただろ う 。
しか し、 実効性の あ る モデ リ ングの為には、 放射性核種の放出 の 内容や現地の条件や地勢の特徴を考
慮 した、 気象の詳細な情報を時点に応 じて供給する為の、 膨大な準備作業が必要である ［21］。
遺’憾なが ら 、 現在に至る ま で ウ ク ラ イ ナには、 そ の よ う な シ ミ ュ レーシ ョ ンシステムは存在 しない。
8. 2. 5 モ ニ タ リ ングの評価
緊急事態に際してのモニ タ り ングの主要な 目 的は、 時宜を得た情報の提供であ る。 それを基に、 （事
故の分類に応 じた） 防護措置の種類に関する最初の決定が、 確認または訂正 さ れ る ので あ る 。
その為には、 放射性物質の降下の有無、 その位置、 組成を判定す る こ と が必須であ る。 効果的な緊
急事態対応 を実施する為に最も重要なのは、 速やかなモニ タ リ ングを確実に行 う こ と であ る 。
放射線事故に際 しての人々 の避難或いは移住の決定は、 被曝線量率 と 環境 中 の放射能に関するモニ
タ リ ングのデータ に基づいて下される。
放射性物質に よ る 環境汚染のモニタ り ン グシス テ ム （士壌 ・ 水 ・ 植物 ・ 食品のサンプルの採取 と 放
射能測定） は、 実際には欠如 していた。 必要な機器、 サ ンプル採取や測定の為の認証を受けた方法論、
訓練を受けた人員が用意 さ れていなかったのである。
大規模な事故 に 際 し ては、 飛行機やヘ リ コ プ タ ー に よ る 、 上空か ら の測定が行われ る べ き で あ る 。
放出物の線量や放射性核種の組成に 関する よ り 詳細な情報を得る 為には、 移動検査室が用 い られるべ
き であ る。 測定手法が 、 事前に検証 さ れた も のであ り 、 計測学的根拠を有 し、 過酷事故の際に動員 さ
れる様々 な検査室聞 で統一規格化 さ れた も の で あ る こ と が、 非常に重要である。 機器は較正を経た も
のでなければな らず、 人員は然るべき訓練を受けておかなければな ら ない。
8. 2. 6 住民への警報
緊急事態に於ける 住民の主要な防護措置のーっ と して 、 危険 と 事故発生に よ っ て生 じた状況につい
て の時宜を得た警告、 並びに緊急時に於ける行動手順 と 遵守事項についての情報提供が あ る 。
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こ の よ う な警報措置には、 前線司令部 ・ 行政官僚 ・ 対応部隊に対 し、 ま た交代勤務中 の作業員 （職員）
や関連地域の住民に対 し、 事前に定め られた合図 ・ 命令 ・ 危険 と 発生 した状況下の行動手順 と 遵守事
項に関す る 、 行政機関や地方 自 治体の情報を、 時宜を得て可及的速やかに通達する こ と が含まれる。
強調 しておかな ければな ら ないのは、 警報シス テ ム の機能の遅れは、 防護措置の効果を顕著に減少
させ、 正当化 し難い犠牲や損害を住民に も た ら し得 る と い う こ と で あ る 。 1986 年のチェルノ プイ リ の
悲劇の最初の 日 々 の よ う に。
住民への警報措置は、 緊急事態が発生 した地方に於いて住民防護 ・ 緊急事態対応及び救助 ・ そ の他
の緊急行動の実施 に 関 して決定を下す権限を持つ、 担当部署 と 前線指揮官の間 での警報内容の調整を
必ず伴 う 。
対応する レベルの行政庁の長は、 警報の準備 と 実施に関する責任を負 う 。
ワ ク ラ イ ナの統合市民防衛体制 に於いて は、 住民への警報はまず、 知何なる性格の危険に対 し て も 、
電気信号に よ るサイ レ ン に よ る こ と が規定 さ れてお り 、 そ の断続的な音は共通の危険信号、 即 ち 「 総
員注意 ！ 」 を意味する。 こ の音 （信号） を 聞いた後、 危険の性格 と 規模について の発表、 ま た発生 し
た状況下で最 も 適切な行動について の勧告を聴 く 為に、 人々 は直ち に持ち合わせてい る 言語情報の受
信装置 （有線ラ ジオ ・ 無線ラ ジオ ・ テ レ ビ） のスイ ッチを入れな ければな ら ない。
言葉に よ る 情報は、 何が起こ り 何を しなければな ら ないのかを理解 さ せる為に、 短 く 、 分か り 易 く 、
充分な内容を備えた も の でな ければな ら ない。
統合市民防衛体制の全ての レベルに合わせた警報を出す為、 国家 ・ 地方 ・ 局地 ・ 核施設の各レベルに、
一極集中化 された特別な警報シス テ ム が創設 さ れた。
その う ち主要な も のは、 地方 ・ 局地 ・ 施設の レベルに於け る も のである。
全ての レベルの警報システムは、 市民防衛前線司令部の緊急事態対応部局 と 直結 した組織的 ・ 技術
的連絡網、 特別指令及び警報用 の機器、 そ して緊急事態下に於ける 指揮命令 と 言語情報の伝達を保障
す る 連絡回線 （ ラ イ ン） を備 え る 。 警報シス テ ム の発動 に 関する決定は、 関連の 国家行政機関や地方
自 治体の長 に よ っ て行われる。
「地方 レベルに於け る集中型警報システム」 は、 警報システ ム全体の中で主要な結節点 と なる。 こ の
レベルが集中型警報制度を策定する為の基礎 と なる。
地方 レベルに於け る集中型警報 シ ス テ ム の任務は、 担当領域内の行政官僚 と 住民への警報であ る 。
前線司令部 と 行政官僚 と の 聞 の情報伝達は直結で行われ、 住民は危険の性格 と 規模について、 ま た発
生 した状況下での行動についての情報を得る。
「局地 レベル （町や村落書店） に於け る集中型警報シス テ ム」 は、 担当領域内の行政官僚や施設に配置
さ れた前線司令部要員、 並びに住民への警報を確実に行 う 。
局地 レベルに於け る集中型警報システム の管理は、 町の緊急事態省実施 当 直班に よ っ て直接、 ま た
は町の通信中継局の交代班に よ っ て行われ得る。
村落部の警報システ ム整備は、 都市部の警報シス テ ム よ り も ずっ と 困難である。 それは以下の よ う
な一連の理由 に よ る ：
一 村落部の電話網は都市部 ほ ど発達 していない ；
一 村落部の面積は都市部に比べずっ と 広い ；
ー 一地区の領域内にかな り 多 く の集落が存在 している ；
ー 僅かではあ る が 、 電話通信が一切存在 しない村落も 一部存在する ；
一 村落での電話通信は、 1 ～ 2 本の長距離電話線に よ っ て接続 さ れている ；
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一 村落の多 く は、 三相の電気供給網を備えてお らず、 送電網の使用 に制限が生 じ る 。
これ ら全ての理由で、 現存の管理 と 警報の為の設備の利用 に制限が生 じてお り 、 相 当 な経済的 ・ 物
質的資源の導入が必要 と な る。 従 っ て 、 局地での集中型警報シス テ ム には、 地区の 中 心地のみが組み
込まれ、 他の村落部の住民は、 主に ラ ジオ ・ テ レ ビの通信網、 村の電話連絡網、 市民防衛隊や内務局
の運搬可能な拡声装置、 戸別訪問を通 じて警報を受け取る。
「施設 レベルでの警報システム」 は、 危険度の高い施設 （原子力発電所 ・ 化学的に危険な施設 ・ 水利
施設な ど） に設置 さ れる 局地的な も の と 、 潜在的危険のない他の経済活動の施設に於いて設置 され る
警報シス テ ム に分け られる。
原子力発電所に於いて局地的警報シス テ ム の稼働する 範囲は、 その周 囲半径 5 凶 であ り 、 原発に最
寄 り の町村を必ず含む も のでな ければな ら ない。 同システム の直接の管理は、 交代班の班長 一 通常は
原発 1 号炉の交代斑班長 ー に よ っ て行われる。 影響が原発外に及び得る 事故が発生 した場合、 交代斑
班長は独 自 に、 ま た原発の通信 中継局の交代班の助 け を借 り て、 場内 の事務員や作業員 ・ 原発内居住
区の住民 ・ 5 km 圏 内の市町村の住民への、 警報手段を遠隔操作で始動 させる。 交代班の班長は、 緊急
事態省の管轄機関に直接電話 し、 当 直者を通 じて通達を行 う 。
危険が 生 じた場合或いは危険の 生 じ る虞が あ る 場合の、 住民への時宜を得た警舎 と 情報提供 と い う
問題の重要性に鑑み、 行政 と 地方 自 治体の諸機関、 並びに あ ら ゆ る レベルの緊急事態省 の諸機関は、
住民への最も十全な警告を保障でき る 、 最新の技術手段を用 いた警報シス テ ム の設置 （最新化） の為
の措置を取 り 、 同 シ ス テ ム を常時利用 で き る 状態に保た な ければな ら ない。 その際、 注意を払 わ な け
ればな ら な いのは、 局地 レベルでの集中型警報システム の機器の大部分は、 過去 20 ～ 25 年間、 幾つ
かは更にそれ以上の期間、 昼夜兼行で常時稼働 して お り 、 型式も 古 く 老朽化 してお り 、 直 ち に新型の
も の に交換する必要が あ る と い う こ と であ る 。
8. 2. 7 住民への情報提供
チェルノ プイ リ 原発事故 に 際 し、 住民への客観的な情報の提供が時機を逸 し不充分な も ので あ っ た
こ と に よ り 、 国家の諸機関は社会心理学的なス ト レス を 引 き 起こす前提を作 り 出 した。
チェルノ プイ リ 事故の最 中 と その後、 世界中の他の緊急事態の場合 と 同様に、 人々 の主な反応は恐怖・
絶望 ・ 落胆 ・ 救われない気持ち な どであ り 、 それら は充分な情報が欠如 している こ と で急激に強ま っ た。
将来の為の結論 と して、 情報は、 時宜を得た分か り 易い も のでな ければな らず、 その 内容は様々 な解
釈を許す余地のない充分な も のでな ければな ら ない。
従 っ て 、 市民防衛の 問題に関する 情報は、 予測 さ れ る 或いは発生 した緊急事態に関す る 、 その 事態
の分類、 事態の拡大 と そ の影響の及ぶ範囲、 ま たそれか ら の防護の手段 と 方法について の規定を含む、
広報の形でな ければな ら ない。
統合市民防衛体制の運営諸機関 は、 マ ス メ デ ィ ア を通 じて、 市民防衛に関する 時宜を得た信頼性の
あ る 情報を、 特に あ ら ゆ る 緊急事態の発生 と 危険の問題に 関 して、 ま た 市民防衛の分野に於 け る 自 ら
の活動について 、 住民に伝えなければな ら ない。
潜在的な危険の あ る 施設を稼働 さ せて い る 企業の長は、 そ の よ う な施設について の情報を提供 しな
ければな ら ない。
情報の提供は、 以下の よ う な手段 に よ っ て行われる ：
一 公の刊行物 に よ る発表や、 管轄の国家機関の広報部 に よ る公示 ；
ー マス メ ディ アの印刷物に よ る発表、 或いはマス メ ディ アの聴覚 ／ 視聴覚媒体に よ る公示。
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情報は以下の内容を含まな ければな ら ない ：
一 情報提供者 と その活動分野に関するデータ ；
一 施設内に存在する危険物質、 特にその危険な特性 ；
一 一般市民 と 環境への影響を含む、 事故時に発生 し得る り ス ク の性質 ；
一 事故発生の虞、 または事故が発生 した こ と 、 及び遵守事項についての住民への情報提供の方法；
一 規制機関への安全基準順守報告や救護部局 と の然るべき協定の証拠。
危険度の高い施設、 特に放射線の危険が あ る 施設の責任者は、 当 該施設 に於いて危険物質、 特に放
射性物質の放出を伴 う 事故発生の虞が あ る 場合、 或いは事故が発生 した際、 施設周辺の管理区域の住
民に与 え ら れ る 通達事項の リ ス ト を作成す る。 こ の よ う な通達事項の リ ス ト は、 特別に権限を与 え ら
れた、 市民防衛担 当 の 中央行政機関 に よ っ て認可を受ける。
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8. 3 国家緊急事態対応体制
8. 3. 1 統合市民防衛体制
ウ ク ラ イ ナの現在の発展段階に於いて、 緊急事態発生時の住民 と 領土の安全性の レベルの保障 と 改
善は、 社会的 ・ 経済的 ・ 生態学的に最も重要な問題の一つである。
市民防衛 と は、 緊急事態の予防 と 事後処理、 並びに被災者支援を行 う こ と に よ っ て、 住民 ・ 領土 ・
自 然環境 ・ 財産を同事態か ら 守 る 、 国家の機能であ る 。
市民防衛は、 ウ ク ラ イ ナ全土に於いて平時及び有事に行われ、 全て の住民 ・ 行政機関 ・ そ の他の国
家機関 ・ ク リ ミ ア 自 治共和国閣僚会議 ・ 地方 自 治体 ・ 企業 ・ その他の法人に適用 される。
住民と 領土の緊急事態か ら の市民防衛は、 全て の行政機構の職務に於いて優先事項 と な る。
社会の安全性を確保及び向上 させ、 自 然界 の 中 の危険 ・ 人災 ・ 天災 ・ 生態学的災害を効果的に制御
す る 為 に は、 明確な 目 的 を持 っ た 国家政策 と そ の実現の為の主要な手段、 即ち緊急事態対応体制が必
要である。
ワ ク ラ イ ナの市民防衛分野に於け る 国家政策は、 関連法律に よ っ て規定されている。
市民防衛分野での 国家政策 を規定 し、 その平時及び戦時に於ける 実施を保障 し、 こ の分野に於 け る
活動主体の法的関係 と 組織原則 を定めてい る 、 ウ ク ラ イ ナの主要な法律は以下の通 り であ る ：
一 『 ウ ク ラ イ ナの市民防衛に関する』 法律 （ ウ ク ラ イ ナ ； 1993 年） ；
一 『人災 ・ 天災 に よ る 緊急事態からの住民と 領土の防衛に関する』 法律 （ ワ ク ラ イ ナ ； 2000 年） ；
－ 『市民防衛の法理に関する』 法律 （ ウ ク ラ イ ナ ； 2004 年） ；
一 『災害救助機構に関する』 法律 （ ウ ク ラ イ ナ ； 1999 年） ；
一 『防火に関する』 法律 （ ウ ク ラ イ ナ ； 1993 年） 。
これ ら全ての法律は、 15 年間に亘 り 様々 な時期に作成 さ れ た も のである。 幾つかの文書は、 その効
力 を及ぼすべき 法的主体がすでに存在 し な い こ と に よ り 有効性を失い、 幾つかは同一対象を法に よ り
規制す る 内容を含み、 幾つかに は多 く の重複や矛盾する 記述が あ り 、 ま た 国際人道法の基準に適合 し
ていない場合も しば しば存在する。
市民防衛分野に於ける 法の不備の表れ と して、 ウ ク ラ イ ナの圏内法制度には今 日 、 「法律上」 以下の
三つの国家緊急事態対応体制が存在 している ：
一 市民防衛体制 （『 ウ ク ラ イ ナの市民防衛に関す る 』 法律に基づいて 1993 年に創設 さ れた も の） ；
一 人災 ・ 天災に よ る 緊急事態の防止及び対応の為の全国統合体制 （『人災 ・ 天災に よ る 緊急事態か
ら の住民 と 領土の防衛に関する』 法律に基づいて 2000 年に創設 さ れた も の） ；
一 住民 と 領士の統合市民防衛体制 （『市民防衛の法理に 関する 』 法律に基づいて 2004 年に創設 さ
れた も の） 。
しか し実際には、 ウ ク ラ イ ナで市民防衛分野の問題に取 り 組んでい る 国家体制は、 「事実上」 一つ し
かない。 何故な ら 、 上記の名 前の異な る 三つの体制は、 全 く 同ーの構成要素 一 行政機関、 市民防衛隊、
並びに緊急事態用の物質的及び財政的な備蓄 ・ モニ タ リ ングシステム ・ 専門家の養成 ・ 住民に対する
緊急時の行動訓練 ・ と いっ た支援手段 ー を 有 し て い る か ら で あ る 。
その為、 『人災 ・ 天災に よ る 緊急事態の予防及び対応の為の全国統合体制の機能状態に関する』 ウ ク
ラ イ ナ国家安全保障防衛会議決定 （2008 年 5 月 16 日 ） に従い、 ま た ウ ク ラ イ ナ大統領令 （2008 年 6
月 26 日 ， No.590/2008） に規定 さ れて 、 市民防衛の 問題に関する 統一体系化 さ れた法律文書 と して の、
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ウ ク ラ イ ナ市民防衛法典の策定が決定 さ れた。
2011 年 4 月 1 日 現在、 ウ ク ラ イ ナ市民防衛法典の草案は既に策定 さ れ、 ウ ク ラ イ ナ内 閣 に よ る検討
を受け る 為の調整手続き が行われている。
現時点では、 統合市民防衛体制の機能は、 『市民防衛の法理に関する』 法律に よ っ て規定されている。
ウ ク ラ イ ナ市民防衛法典は こ の体制の改善 と 発展を定め 、 そ の構成要素 を特定 し、 こ れ ら構成要素の
目 的 と 機能を設定する。
統合市民防衛体制は、 ウ ク ラ イ ナに於ける 市民防衛を実施す る為に設立 さ れ、 中央行政機関 と そ の
地方支部 ・ 地方 自 治体の諸機関 ・ 企業 ・ 施設 と 団体 ・ それ ら の 下部組織職員 に よ る 諸活動 を統合 して
いる 。
統合市民防衛体制は、 自 身の管理組織、 その手足 と な る 市民防衛隊、 並びに市民防衛に関連する機
能の実施を担当す る 、 以下の も の を含む （但 し以下に限定されない） 企業 ・ 施設 ・ 団体か ら成る ：
－ 緊急時を見込んで備 蓄 さ れ る 分を含む、 財政的 ・ 物質的 ・ 技術的及び医療上の資源の為の財源
を維持管理する企業 ；
一 共通の電話番母 112 に よ る住民の緊急支援システム を運営する 主体 ；
一 通信 （特殊通信を含む） ・ 警舎 ・ 情報支援システ ム を運営する企業 ；
－ 緊急事態のモニ タ リ ング及び予報の為のシステムのネ ッ ト ワ ーク を形成する機関 ・ 施設 ・ 団体 ；
一 市民防衛の問題に関する訓練と 科学的な支援を行 う 教育 ・ 研究機関。
統合市民防衛体制の組織構造は、 常時稼働 している機能上及び領域別の下部組織から 成 り 、 それに
は国家 ・ 地方 ・ 局地及び施設の各 レベノレが あ る 。
統合市民防衛体制下の機能上の下部組織は、 関連する公共部門の中央行政機関に よ っ て設置 される。
機能上の 下部組織の構成機関は、 局地及び施設 レベルに設置 さ れ る。 そ れ ら は、 特に 関連す る公共
部門の企業 ・ 施設 ・ 団体に設置 される。
統合市民防衛体制下の機能上の下部組織或いは構成機関 を設置 した、 行政機関の官僚ま たは企業の
役員は、 当該下部組織或いは構成機関の運営に、 直接責任を負 う 。
同様に、 統合市民防衛体制下の領域別の下部組織は、 ク リ ミ ア 自 治共和国閣僚会議 と 、 ク リ ミ ア 自
治共和国 ・ 各州 ・ キエフ市及びセ ヴ ァ ス ト ポ リ 市の行政機関に よ っ て設置 される。
統合市民防衛体制下の領域別の下部組織の構成機関は、 ク リ ミ ア 自 治共和国 ・ 各州 ・ キエフ市及び
セ ヴ ァ ス ト ポ ロ 市の各地 区の行政機関 に よ っ て設置 さ れ る。 ま た、 州都や州 内 ・ 地区内の都市では、
市議会の行政機関に よ っ て設置 される。
統合市民防衛体制下の領域別の下部組織或いは構成機関 を設置 した、 機関の長で あ る 官僚は、 それ
ら 下部組織或いは構成機関の運営に、 直接責任を負 う 。
ク リ ミ ア 自 治共和国閣僚会議は、 ク リ ミ ア 自 治共和国に於け る 統合市民防衛体制下の領域別の下部
組織の運営に、 直接責任を負 う 。
予測 さ れ る 或い は発生 した緊急事態の規模 と 特性に従 っ て 、 統合市民防衛体制は、 日 常業務態勢 ・
高度警戒態勢 ・ 緊急状況態勢 ・ 緊急事態態勢 ・ 有事態勢を使い分けて、 任務を遂行する。
8. 3. 2 機能上の下部組織 ； 『 核施設保安部 』
市民防衛分野の法樟に従い、 ま た 『核災害 ・ 天災に よ る 緊急事態の予防 と 対応の為の全国統合体制
に関する』 ウ ク ラ イ ナ内閣閣議決定 (1998 年 8 月 3 日 ， No.1198） に基づ き 、 国家核規制委員会 （『中央
行政機関の構成最適化に関する 』 ウ ク ラ イ ナ大統領令 （2010 年 12 月 9 日 ， No.1085） に よ り 、 ウ ク ラ
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イ ナ国家核規制委員会は、 ウ ク ラ イ ナ園家核規制監察局に名 称変更 さ れた） に よ っ て 、 統合市民防衛
体制下の機能上の下部組織である 「 核施設保安部 」 が設置 さ れ、 活動を行っ ている。
機能上の下部組織 「 核施設保安部 」 は、 国家 ・ 地方 ・ 施設の各 レベノレで活動する。
同下部組織の活動は、 施設 レベルでは各原子力発電所の国家核保安監督署 に よ り 、 地方 レベルでは
地方の国家核及び放射線保安監督署 に よ っ て管理 される。
国家 レベルに於 け る 、 岡下部組織の最重要構成機関は、 国家核規制監察局の傘下に在る危機管理情
報セ ン タ ー （ICC） である。 ICC の活動には、 国家核規制監察局 と そ の下部組織に在籍する 最 も 経験豊
富な専門家達が参加する。
2010 年を通 じて、 ICC は専 ら 日 常業務態勢で機能 していた。 つま り 、 24 時間の当直態勢で、 ワ ク ラ
イ ナの各原子力発電所 と の業務連絡を取 り 、 それ ら発電所で発生す る 事象に関する 情報の分析 と コ ン
ピ ュ ー タ 管理 さ れたデー タ ・ ベースへの登録を行っていた。 ウ ク ラ イ ナの原子炉の状態の概況 と 原子
力発電所の稼働時の違反に関する報告は、 国家核規制監察局の ウ ェ プ ・ サイ ト www. snrcu. gov. ua に記
載 さ れる。
ICC の主要なシス テ ム は以下の通 り であ る ：
一 信頼でき る 電気供給システム ；
一 通話録音シス テ ム ；
一 職員への 自 動警告システム ；
一 国営原子力発電企業 「 ヱネルゴア ト ム 」 社の中央危機管理セ ン タ ー を 通 じて の リ アルタ イ ム で
の原子力発電所に関するデータ の伝達 と 画像化 システム。
8. 3 . 3 国営原子力発電企業 「 工 ネルゴア ト ム 』 社の危機管理セ ン タ ー
「 ェネノレゴア ト ム J 社の緊急事態準備態勢 ・ 事故対応体制は、 統合市民防衛体制下の機能上の下部組
織である 「 核土学 ・ 核燃料 ・ 原子力複合施設 」 の構成部分で あ り 、 同下部組織は ワ ク ラ イ ナ燃料エネ
ルギー省の管轄下に あ る （『中央行政機関 の構成最適化 に関す る 』 ウ ク ラ イ ナ大統領令 （2010 年 12 月
9 S , No.1085） に従い、 燃料エネルギー省はエネルギー ・ 石炭鉱業省に改組 さ れた） 。 原子力利用 と 放
射線安全性、 並びに市民防衛の問題を所管する ウ ク ラ イ ナ法の規定に基づいて、 こ の下部組織は設置
さ れ、 機能 している。
こ の機能上の下部組織には、 「 エネルゴア ト ム 」 社の主要及び予備の危機管理セ ン タ ー と 、 キエフ州
ピ ロ ホ ロ ー ド ワ カ村に在 る 、 同社の子会社 「 緊急事態技術セ ン タ ー 」 傘下の原子力発電所支援セ ン タ ー
と い う 、 二つの技術的施設が含まれる。
「 ェネルゴア ト ム J 社の主要な危機管理セ ン タ ーは、 キエフ市の同社本社 ピルに在 る。 予備の危機管
理セ ン タ ーは、 チ ェ ／レニー ヒ ウ州 ドニプロ ー ヴス ケ村 に在 る 、 子会社 「 原子力補修サー ピス 」 の一部
と して設置 さ れ、 活動 している。
上記の 「 エネルゴア ト ム 」 社の主要及び予備の危機管理セ ン タ ーの他に、 現行規制は、 全ての原子
力発電所のオンサイ ト （原発構内） と オフサイ ト （管理区域） に、 危機管理セ ン タ ーを設置する こ と
を想定 している。
オ ンサイ ト危機管理セ ン タ ーは、 事故の局地化、 並びに原発構内 と 放射線管理区域に於け る そ の影
響の除去に関する活動の、 司令塔の機能を果たす。 オ フ サイ ト 危機管理セ ン タ ーは、 オ ンサイ ト 危機
管理セ ンタ ーの活動が不可能にな る よ う な事故の際に、 利用 される こ と が想定されている。
原子力発電所での事故の際には、 必要が有れば何時で も 、 他の原発の危機管理セ ン タ ー の工学的 ・
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技術的支援グループを含む、 「 ェネルゴア ト ム J 杜の危機管理セ ンタ ーの全ネ ッ ト ワ ー ク が、 事故対応
に関与する。
緊急事態に際 して確実に ビデオ通信を行 う 為に、 「 エネノレゴア ト ム 」 社には、 衛星通信 に よ る連絡シ
ステ ム が設置 さ れている。 同 シ ス テ ム は、 「 エネルゴア ト ム 」 社の主要及び予備の危機管理セ ン タ ー、
「 緊急事態技術セ ン タ ー 」 傘下の原子力発電所支援セ ン タ ー、 「 リ ウ ネ原発 」 ・ 「 ザポ リ ージャ原発 」 ・
「 フ メ リ ヌ ィ ーツ ィ ク ィ イ 原発 J ・ 「 南 ウ ク ラ イ ナ原発 」 の各原発のオンサイ ト 及びオフサイ ト 危機管
理セ ン タ ー を 、 網羅 し て い る 。 そのデー タ 伝達シス テ ム に よ り 、 事故の状況を特徴付 け る の に必要な
情報が、 危機管理セ ン タ ーのモニタ ーに表示 される。
原子力発電所での緊急事態が発生 した場合、 「 緊急事態技術セ ン タ ー 」 と 「 原子力補修サー ビス 」 の
人員 と 設備は、 当該施設に派遣 ・ 運送 さ れる。 現地での彼等は、 原発事故 と そ の影響の処理作業を指
揮する、 オンサイ ト 緊急事態対応責任者の指揮下に入る。 「 緊急事態技術セ ンタ ー 」 と 「 原子力補修サー
ビス 」 の緊急事態対応要員達は、 必要が有れば何時で も 、 ロ ボ ッ ト その他の特殊技術装置を利用 して、
当 該施設の職員 を支援す る。 そ の作業内容には、 放射線及び技術上の探査、 放射性廃棄物の収集 と 局
地化、 除染、 原子炉 ・ タ ー ビン ・ 原発内の電気関連部門 の設備補修な どが含まれる。
8. 3 . 4 原子力事故に対す る緊急事態準備態勢 ・ 事故対応体制
「 エネノレゴア ト ム 」 杜の緊急事態準備態勢 ・ 事故対応体制 （ERS） の主要な任務は、 ERS 自 体の更な
る発展 ・ 改善 ・ 実施 ； ERS の緊急事態対応部 門 ・ 技術部門 ・ 修理部門 の分化 ； 技術的措置 と 資源の補
完的複合体の形成を 目 的 と した、 稼働 中 の原発に於 け る 緊急事態対応部門 と 技術部門 の分化 ； 緊急事
態対応の 目 的 ー 原発事故やそれに起因 した緊急事態に際 して、 原発職員 ・ 住民 ・ 自 然環境に対する放
射線影響を防止 ま た は緩和する こ と ー を達成する為に、 組織的 ・ 技術的 ・ 放射線学的 ・ 衛生的措置
を執る こ と ； であ る 。
ERS の機能 と 発展 に と っ て の最優先且つ長期的な 目 標は、 IAEA 安全要件 （GS-R・2） に沿って、 知何
なる 原子力 ・ 放射線緊急事態に も 対応でき る よ う に、 実践的に準備態勢を改善する こ と であ る 。
こ の方針に沿った、 主要な最優先課題は、 以下の通 り であ る ：
ー 各原発のオンサイ ト 及びオフサイ ト危機管理セ ンター、 並びに 「 エネルゴア ト ム J 社の主要及
ぴ予備の危機管理セ ン タ ーの任務実施に際 して、 組織上 ・ 技術上の決定を規格統一化する ；
一 原発の原子炉モニ タ リ ン グ ・ 管理システ ム及び警告 ・ 通信 シ ス テ ム か ら得たデータ の、 収集 ・
処理 ・ 文書化 ・ 保管 ・ 表示 ・ 転送を行 う 機構の稼働状態を維持 し、 改善する ；
一 緊急事態準備態勢 と 事故対応に関する法規制基盤の策定 と 改善 ；
－ 緊急事態準備態勢 と 事故対応に関する 規制文書 ・ 組織内文書 ・ 行政文書の書庫保管分、 並びに
原発の設計文書 ・ 玉学文書 ・ 手順書 ・ 製造文書 ・ 技術文書の予備保管分を設置 し、 それ ら 内容が、
緊急事態対策活動 と 事故処理作業を全面的に支援す る の に有効で在 り 続け る よ う に更新する ；
一 市民防衛分野の法律 と 、 原子力利用 ・ 放射線安全性分野の法律 の 間 に あ る 幾つかの不一致の修
正 ；
一 緊急事態対応用の施設 ・ 設備 ・ 手段の技術性能向上と 最新化 ；
一 人災 ・ 天災に よ る 緊急事態の予防 と 事後処理の為の備蓄物資及び応急用具の更新 と 拡充 ；
一 緊急事態に於ける決定を支援する専門家を補助する小集団を設置 し、 ソ フ ト ウ ェ ア開発並びに
原発での放射総事故に際 して の職員の行動及び住民防護 に 関す る 決定 と 解決策の最適化を含
む、 その即応機能を担保する ；
－ 緊急事態対応要員の養成 と 様々 な レベルに於 け る 緊急事態対策訓練の為の、 体制 と 手法を、 方
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法論的 ・ 物質的 ・ 技術的に改良する。
中長期的課題は以下の通 り ：
一 核施設の運転員 ・ 同施設の緊急事態対応及び技術補修担当部門 ・ 稼働 中 の原発を対象 と して、
緊急事態準備態勢及び事故対応の為に、 統一情報 と 分析の為の システム を確立する ；
一 核 と 放射線の安全性を規制する 国家機関 ・ 原子力利用の為の国家行政機関 ・ 市民防衛の為の国
家行政機関 ・ 科学技術上の支援を行 う 原子力施設の設計組織 ・ その他の核関連施設の運転員等
が共用する、 統一情報 と 分析の為の空間に、 上記シス テ ム を統合させる ；
一 緊急事態対応要員の社会保障 と 追加給与の 問題に取 り 組む ；
一 緊急事態対応を行 う 人員の更な る能力 開発及び設備の更な る能力拡張、 緊急事態対応措置への
最新の物質的 ・ 技術的手段の装備、 並びに最新の機器 と ソ フ ト ウ ェ アの導入 ；
－ 緊急事態準備態勢に関する計画 と 任務課題を、 原子力産業分野の一般企業化、 並びに ウ ク ラ イ
ナの燃料 ・ エネルギー複合体に於け る省エネ措置 と い う 、 条件に適合させる ；
一 異なる レベルの ERS の更な る発展の為の取組に、 投資計画を誘致 し実施 させる。
こ れ ら と その他の課題の段階的実現を 目 的 と して、 「 エネルゴア ト ム 」 社は、 『2015 年までの 「エネ
ル ゴア ト ム」 社の ERS 発展計画』 （PM・D.0.03.396・10） を採択 した。 適切な融資を受けて同計画を実施
すれば、 現在既に高度な レベル （様々 な レベルの国際的専門家達の評価に よ る ） に在る、 放射線緊急
事態発生時の対応準備態勢を維持 し 、 更に改善でき るだろ う 。
8. 3. 5 緊急事態計画の立案
放射線事故対応 を確実に行 う 為の作業を組織的に行 う 為 に、 適切な緊急事態対応計画を策定すべき
である。
国家 レベルでは、 「放射線事故対応計画」 （以下、 「計画J と 略す） が策定 さ れている。 これは、 ウ ク
ラ イ ナ国家核規制委員会 と 緊急事態並びにチェル ノ プイ リ 核災害の影響から の住民防護省 に よ る 共同
命令 （2004 年 5 月 17 日 ， No.87/211) に よ り 承認 さ れ、 ウ ク ラ イ ナ法務省 に よ り 登録 （2004 年 6 月 10 日 ，
No.720/9319） さ れた。
2010 年 3 月 に、 「計画」 は再検討 さ れた。 「計画」 の再検討は、 国家核規制委員会 ・ 緊急事態省 ・ 燃
料エネルギー省 ・ 保健省 ・ 生態系及び天然資源省 に所属する 専門家達か ら 成 る 、 作業部会に よ っ て行
われた。 同作業部会は、 『緊急事態対応訓練の実施経験を考慮 しての、 緊急事態準備態勢及び事故対応
に関する IAEA 勧告の実施に関する』 国家核規制委員会理事会決議 （2008 年 3 月 20 日 ， No.11） を実施
する為 に設置 さ れた も のである。
「計画」 の修正は、 国家核規制委員会 と 緊急事態省 に よ る 『放射線事故対応計画への修正承認に関す
る 』 行政命令 （2010 年 3 月 2 日 ， No.24/126） に よ り 承認 さ れ、 法務省に よ り 登録 （2010 年 3 月 25 日 ，
No.250/17545） さ れた。
「放射線事故対応計画j は、 放射線事故が発生 した或いはその虞が あ る 場合に、 行政機関及び統合市
民防衛体制下の機能上及び領域別の下部組織の人員 と 資源に よ る 、 調整 さ れた即時対応 を着実に実施
する為に策定 さ れた。
「計画」 は、 『原子力利用 と 放射線の安全性に関する 』 法律 （ ウ ク ラ イ ナ） ・ 『人災 ・ 天災に よ る 緊急
事態か ら の住民 と 領土の防衛に関す る 』 法律 ・ 『市民防衛の法理に関す る 』 法律 ・ 『電離放射線の影響
か ら の人間の防護に関する 』 法律 ・ ウ ク ラ イ ナ内 閣 閣議決定 （2001 年 11 月 16 日 ， No.1567） に よ り 承
認 さ れた 「国家緊急事態対応計画」 （放射線事故に言及） · IAEA の勧告の実施を考慮に入れて、 策定さ
れた。
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「計画J 策定の 目標は、 以下の通 り であ る ：
ー 緊急事態計画の立案 と 放射線事故対応の特性を考慮 した上での、 統合市民防衛体制下の機能上
及び領域別の下部組織によ っ て実施 される活動の法的調整 ；
一 緊急事態対応分野に於け る 、 ウ ク ラ イ ナの現行法規制基盤 と EU 諸国の現行法規制基盤の調整。
「放射線事故対応計画」 は以下の事柄を規定する ：
一 放射線事故を引 き 起 こ し得る施設及び活動に関する、 放射線危険度カ テ ゴ リ ー ；
一 自 治体に於 け る 事故 ・ 核施設内事故 ・ 産業事故 ・ 緊急事態準備態勢 ・ 放射線源の制御喪失な ど
を含むが こ れ ら に限定されない、 放射線事故及び他の危険な事象の等級分類 ；
一 企業、 並びに中央及び地方行政機関の間での、 放射線事故対応に関する 責任分担 ；
一 計画の実施 ・ 危機管理セ ン タ ーの活動の組織な ど を含むが こ れ ら に限定さ れない、 緊急事態対
応手続 ；
ー 「計画」 で想定 されている措置に対する財源の付与 ；
－ 緊急事態対応訓練の組織と 実施。
放射線事故への時宜を得た対応、 並びに住民 と 領士の防護の為の実効性あ る措置の実施 を 目 的 と し
て 、 「放射線事故対応計画」 に加えて、 以下の よ う な放射線事故への 「対応計画J が策定さ れている ：
一 放射線技術或いは放射線 ・ 核技術に関連 した実務が行われてい る施設に於け る 、 緊急事態計画 ；
一 統合市民防衛体制下の局地 レベルの下部組織の構成機関に於け る 、 対応計画 ；
一 統合市民防衛体制下の地方 レベルの下部組織の対応計画 ；
一 統合市民防衛体制下の機能上の下部組織の対応計画。
放射能汚染 を蒙 り 得 る 地域に在る施設は、 上記の緊急事態対応計画に、 別個 の項 目 と して、 起 こ り
得る放射線事故への対応措置を想定 しておかな ければな ら ない。
放射線技術或いは放射線 ・ 核技術関連の実務が行われる施設の運営企業の経営陣は、 緊急事態対応
計画で想定 されている措置の策定 ・ 承認 ・ 実施に責任を負 う 。
放射性物質の輸送を行 う 企業の経営陣は、 国家核規制委員会令 （2005 年 4 月 7 日 ， No.38） に よ っ て
承認 さ れ、 法務省に よ り 登録 （2005 年 4 月 22 日 ， No.431/10711) さ れた 「 放射性物質輸送 中 に事故が
発生 した際の措置 と 行動 に 関す る 計画を立案する為 の規定 」 に従 っ て 、 放射性物質の輸送時に起こ り
得る 事故の影響の除去に関連する行動計画の策定 ・ 承認 ・ 実施に責任を負 う 。
放射線技術或い は放射線 ・ 核技術関連の実務が行われ る 施設に於いて策定さ れた緊急事態計画は、
当該施設の放射線危険度カ テ ゴ リ ー を規定 しな ければな ら ない。 放射線危険度カ テ ゴ リ ーは、 施設 と
業務の種類が放射線危険度カ テ ゴ リ ーの ど の 区分に属す る か を考慮 し、 当該施設の放射線危険度の分
析に基づいて規定 される。
放射諌危険度カ テ ゴ リ ー I に属する施設に於ける 緊急事態計画は、 「 ワ ク ラ イ ナの原発に於ける標準
緊急事態計画」 に基づいて策定 さ れ る。 燃料エネルギー省は、 その準備及び関係省庁 と の調整に責任
を負 う 。
統合市民防衛体制下の局地及び地方 レベノレの下部組織に於け る 放射線事故への対応計画の規定は、
放射線事故が発生 した際に当該領域に影響を与え得 る 施設 と そ の業務類型の放射線危険度カ テ ゴ リ ー
に従っ て 、 緊急事態省が、 保健省 と 生態系及び天然資源省の参加を得て、 策定する。
放射線危険度カ テ ゴ リ ー I ～ E に属する施設の監視区域 （但 し、 出力 4 GW 以下の原発の場合は 30
h 圏外、 出力 4 GW を超 え る 原発の場合は 50 回 圏外） にそ の全領域または一部が含まれる、 統合市
民防衛体制下の領域別下部組織に於 け る 対応計画は、 個別の文書 と して策定 さ れる。
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放射線危険度カ テ ゴ リ ーE に属する施設が在る 、 或いは放射線危険度カテ ゴ リ ー IV ～ V に属する業
務が行われてい る 、 統合市民防衛体制下の領域別下部組織に於ける対応計画は、 個別の章 と して、 『国
家緊急事態対応計画の承認に関す る』 ウ ク ラ イ ナ内閣閣議決定 （2001 年 11 月 16 日 ， No.1567） に則っ
て策定 さ れ る 、 当該領域に於いて最 も起こ り 得る 可能性の高い緊急事態への対応計画に含まれ得る。
放射線危険度カ テ ゴ リ ー I ～ E に属する施設の監視領域にそ の全領域または一部が含まれる、 統合
市民防衛体制下の領域別下部組織に於け る対応計画は、 当該施設の運営企業に よ っ て提供 される 元デー
タ に基づいて策定 さ れ、 当該企業の経営陣の同意を得る。
放射線危険度カ テ ゴ リ ー I に属する施設の監視領域にその全領域ま た は一部が含まれる 、 統合市民
防衛体制下の領域別下部組織に於け る対応計画は、 緊急事態省令に よ り 承認 さ れ、 燃料エネルギー省 ・
保健省 ・ 生態系及び天然資源省の合意を得た、 「統合市民防衛体制下の領域別下部組織に於 け る 標準放
射線事故対応計画」 に基づいて策定される。
これ ら全て の領域別下部組織に於け る対応計画は、 相互に一貫性を持た な く てはな ら ない。
統合市民防衛体制下の機能上及び領域別の下部組織に於 け る 対応計画には、 以下の規定が な ければ
な ら ない ：
一 他の放射線事故対応実施機関 と の情報交換手続 ；
一 放射線事故の進展の様々 な段階に於いて既 に生 じた或いは予測 される状況に応 じて、 住民 と メ
デ ィ アへの情報提供の為に準備 さ れ る 、 報道発表の形式 と 内容に関する勧告。
結論
現代社会は、 原子力利用 を放棄する こ と はでき ない。 し か し 、 人々 は、 常にチェルノ プイ リ 核災害
を想い起 し、 危険な技術を利用 す る 際 に は相応の責任を取る 必要性が あ る こ と を、 心に刻 ま な ければ
な ら な い。 正 に こ の こ と が、 安全文化の要諦なのであ る。 科学的及び工学的技術支援 と 、 高度な技能
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進藤 さ んが、弁護士の魚住 さ ん と 連れだっ て私の研究室にやっ て き たのは2013 年 1 月 1 日 だっ た。 会っ
た こ と の ない相手を元旦か ら訪ねる と い う の は、 よ ほ どの事情が あ る こ と かい な と 思っ た ら 、 単にお
二人の都合が よ かっ た か ら 、 と い う 程度だっ た。 進藤 さ んを私に紹介 したのは、 京大を定年後、 京都
で市民環境研究所を主宰 している石 田紀郎 さ んで、 「昔、 自分のゼ ミ に 出入 り していて、 いまオース ト
ラ り ア の大学で法学の学位論文 を書いてい る進藤く んが、 チ ェ ル ノ ブイ リ の資料を翻訳する そ う なん
で相談に乗ってやっ て く れ」 と い う こ と だっ た と 恩 う 。
進藤さ ん と 魚住 さ んか ら は、 チェルノ プイ リ 25 年 ワ ク ラ イ ナ国家報告を全訳す る 準備を進めている
ので、 私 に も 手伝っ て く れ と 要請 さ れた。 チ ェ ル ノ プイ リ 事故の こ と を調べて記録 して お く の は私の
ラ イ フ ワー ク の ひ と つなので、 断る理由 はなかっ たが、 なにぶん 2011 年 3 月 の福島第 1 原発事故以降、
と んで も な く 忙 しい生活を送っ ていたので、 「訳者 と しては手伝えないが、 原子力用語や意味不明 の と
こ ろ のチェ ッ ク 程度な ら 協力 しま し ょ う 」 と 答 え た。 それ以来、 進藤 さ んが リ ーダー と な っ てすすめ
て来た翻訳プロ ジ ェ ク ト の 3 年余 り の成果が本書であ る 。
進藤 さ んた ち は 当初は商業出版を考えていた よ う だが、 私の経験か ら は、 商業出版には版権の 問題
が絡むので、 ネ ッ ト に公開 してみんな に読んで頂 く と い う わ け に は行かない不 自 由 さ が と も な う 。 折
良 く 、 私 を代表者 と し て 申 請 した科研費 ・ 海外学術調査 「世界の核災害にお け る 後始末に 関する調査
研究J (2014 ～ 2017） が採択 さ れ、 進藤 さ ん に も研究協力者に な っ て も ら っ た。 と い う こ と で、 チ ェ
ルノ プイ り 25 年 ウ ク ラ イ ナ国家報告の翻訳出版を科研費の一環の作業 と して位置づけ、 京都大学原子
炉実験所の KUR レポー ト KURRI-KR引O（ネ ッ ト公開版の番号は KURRI-EKR-5） と して 出版する に至っ
た次第であ る 。
翻訳の監修者に な っ て い る も の の、 ワ ク ラ イ ナ国家報告に示されている 情報のすべて が “た しかな
情報で あ る ” と は私は思っ ていない。 た と え ば、 本書の図 3.36 (162 ページ） に 「被曝 した親か ら生ま
れ慢性疾患の あ る 子 ど も と 健康な子 ど も の比率の事故後の期間 に お け る 変動」 と い う 図 が示 さ れ、 汚
染地域住民や事故処理作業者の子 ど も の う ち慢性疾患の あ る 子 ど も の割合が、 1992 年の約 20% か ら
2008 年には豹 80%に増加 している。 “気に な る データ ” と い う も の には、原論文にあたる こ と は も ち ろん、
それで も 分か ら な かっ た ら 、 著者に直接尋ねる と い う の が専門家 と してのや り 方だと 私は思っ て い る 。
私は、 2013 年 6 月 ウ ク ラ イ ナ を訪問 した際に、 図 を作っ た本人に面談 し、 データ の根拠を質問 したが
「何年か前に作っ た図なのですぐには分か ら ない」 と い う 返答を も ら っ たま ま にな っ て い る 。 私の頭の
中 では、 図 3.36 は “ よ く わから ない情報” の ま ま で あ る 。
と はい え 、 チェルノ プイ リ 25 年 ウ ク ラ イ ナ国家報告は、 チ ェル ノ プイ リ 事故の原因、 経過、 被害、
対策について の包括的で貴重な情報が盛 り 込ま れ て い る 大事な資料であ り 、 福島第 1 原発事故を経験
してい る私たち に と っ て参考にな る こ と は間違いない。 こ の 3 年間、 大変な作業を担っ て き た“進藤チー
ム” の面々 の努力 を讃えたい。
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